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1. 概要 

本計算書は，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-6 管の耐震性についての計算

書作成の基本方針」（以下「基本方針」という。）に基づき，管，支持構造物及び弁が設計

用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有していることを説明するものである。 

評価結果記載方法は，以下に示すとおりである。 

 

(1) 管 

工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点評価結果を解析

モデル単位に記載する。また，全１３モデルのうち，各応力区分における最大応力評価

点の許容値／発生値（以下「裕度」という。）が最小となる解析モデルを代表として鳥

瞰図，計算条件及び評価結果を記載する。各応力区分における代表モデルの選定結果及

び全モデルの評価結果を 4.2.4 に記載する。 

(2) 支持構造物 

工事計画記載範囲の支持点のうち，種類及び型式単位に反力が最大となる支持点の

評価結果を代表として記載する。 

(3) 弁 

機能確認済加速度の機能維持評価用加速度に対する裕度が最小となる動的機能維持

要求弁を代表として評価結果を記載する。 
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2. 概略系統図及び鳥瞰図 

2.1 概略系統図 

 

概略系統図記号凡例 

 

記号 内容 

(太線) 工事計画書記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

(細線) 
工事計画書記載範囲の管のうち，本系統の管であって他

計算書記載範囲の管 

(破線) 工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管のう

ち，他系統の管であって系統の概略を示すために表記す

る管 

 鳥瞰図番号 

 アンカ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○○-○-○○ 
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格納容器圧力逃がし装置概略系統図（その１）
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よう素  
フィルタ (Ａ ) 

よう素  
フィルタ (Ｂ ) 

格納容器圧力逃がし装置概略系統図（その２）

屋外 フィルタベント遮蔽壁  

フィルタ装置  

格納容器圧力逃がし装置  
概略系統図（その３）  
ドレン移送ポンプへ  

格納容器圧力逃がし装置  
概略系統図（その３）より  

格納容器圧力逃がし装置  
概略系統図（その３）へ  

FCVS-Y-5 

FCVS-Y-6 
FCVS-Y-4 

FCVS-Y-1 

ドレン  
タンク 

FCVS-Y-3 

FCVS-Y-2 

AC-R-2 

格納容器圧力逃がし装置 
概略系統図（その１）より 
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屋外  原子炉建屋  

格納容器圧力逃がし装置概略系統図（その３）  

ドレンタンク  

フィルタベント  
遮蔽壁  

屋外 

格納容器圧力  
逃がし装置  
概略系統図  
（その４）へ  

ドレン移送ポンプ（Ｂ） 

フィルタ装置  

屋外 フィルタベント遮蔽壁 

F 

F 

FCVS-R-2 

F
C
V
S
-
Y
-
9
 

FCVS-Y-9 

F
C
V
S
-
Y
-
8
 

F
C
V
S
-
Y
-
8
 

FCVS-Y-7 

FCVS-Y-8 

FCVS-Y-11 

FCVS-Y-10 
FCVS-Y-8 

ドレン移送ポンプ（Ａ） 

格納容器圧力逃がし装置 
概略系統図（その２）より 

FCS-R-4 

FCVS-Y-7 

格納容器圧力逃がし装置 
概略系統図（その２）へ 

F
C
V
S
-
Y
-
4
 

F
C
V
S
-
Y
-
3
 

FCVS-Y-2 

格納容器圧力逃がし装置 
概略系統図（その２）より 



 

 

 

K7 ① Ⅴ-2-9-4-7-1-2（重） R1 

6
 

 

格納容器圧力逃がし装置概略系統図（その４）
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2.2 鳥瞰図 

 

鳥瞰図記号凡例 

 

記号 内容 

(太線) 工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

(細線) 工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算書記

載範囲の管 

(破線) 工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管のうち，他

系統の管であって解析モデルの概略を示すために表記する管 

 質点 

 アンカ 

 
レストレイント 

（本図は斜め拘束の場合の全体座標系における拘束方向成分を

示す。スナッバについても同様とする。） 

 スナッバ 

 ハンガ 

 リジットハンガ 

 

拘束点の地震による相対変位量(mm) 

（＊は,評価点番号,矢印は拘束方向を示す。また, 

      内に変位量を記載する。） 

 

注1：鳥瞰図中の寸法の単位はmmである。 

 

＊  
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3. 計算条件 

3.1 計算方法 

管の構造強度評価は，「基本方針」に記載の評価方法に基づき行う。解析コードは, 

 「ＮｕＰＩＡＳ」を使用し，解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については， 

 別紙「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 
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3.2 荷重の組合せ及び許容応力状態 

本計算書において考慮する荷重の組合せ及び許容応力状態を下表に示す。 

 

注記 ＊1：ＤＢは設計基準対象施設，ＳＡは重大事故等対処設備を示す。 

＊2：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊3：運転状態の添字Ｌは荷重を示す。 

＊4：許容応力状態ⅤＡＳは許容応力状態ⅣＡＳの許容限界を使用し，許容応力状態ⅣＡＳとして評価を実施する。 

  

施設名称 設備名称 系統名称 
施設 
分類*1 

設備 
分類 *2 

機器等 
の区分 

耐震 
重要度分類 

荷重の組合せ *3 
許容応力 
状態 *4 

原子炉 
格納施設 

圧力逃がし装置 
格納容器圧力 
逃がし装置 

ＳＡ 常設／緩和 
重大事故等
クラス２管 

－ ＶＬ＋Ｓｓ ＶＡＳ 

原子炉 
格納施設 

放射性物質濃度制御
設備及び可燃性ガス
濃度制御設備並びに
格納容器再循環設備 

格納容器圧力 
逃がし装置 

ＳＡ 常設／緩和 
重大事故等
クラス２管 

－ ＶＬ＋Ｓｓ ＶＡＳ 

原子炉冷却
系統施設 

残留熱除去設備 
格納容器圧力 
逃がし装置 

ＳＡ 常設耐震／防止 
重大事故等
クラス２管 

－ ＶＬ＋Ｓｓ ＶＡＳ 
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3.3 設計条件 

鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号を示す。 

 

鳥瞰図 FCVS-Y-5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

管番号 対応する評価点 
最高使用圧力 

（MPa） 

最高使用温度 

（℃） 

外径 

（mm） 

厚さ 

(mm) 
材料 

耐震 

重要度分類 

縦弾性係数 

（MPa） 

1 
 1～ 2, 7～ 8, 
9～10,12～13 

0.25 200 508.0 12.7 
STPT410 相当 
(ASTM A106B) 

― 201667 

2  8～ 9 0.25 200 508.0 12.7 STPT410 ― 201667 
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 設計条件 

鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号を示す。 

 

鳥瞰図 FCVS-Y-10 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

管番号 対応する評価点 
最高使用圧力 

（MPa） 

最高使用温度 

（℃） 

外径 

（mm） 

厚さ 

(mm) 
材料 

耐震 

重要度分類 

縦弾性係数 

（MPa） 

1 1～5,8～9 1.00 150 60.5 3.9 SUS316LTP ― 193667 
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配管の付加質量 

 

鳥瞰図 FCVS-Y-5 

質量 対応する評価点 

 1～3,6～13 

 3,6 
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配管の付加質量 

 

鳥瞰図 FCVS-Y-10 

質量 対応する評価点 

 5,8 
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フランジ部の質量 

 

鳥瞰図 FCVS-Y-5 

質量 対応する評価点 

  3,6 

 11 
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フランジ部の質量 

 

鳥瞰図 FCVS-Y-10 

質量 対応する評価点 

 5,8 
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支持点及び貫通部ばね定数 

 

鳥瞰図 FCVS-Y-5 

支持点番号 
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad) 

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ 

1       

13       
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支持点及び貫通部ばね定数 

 

鳥瞰図 FCVS-Y-10 

支持点番号 
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad) 

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ 

1       

4       

9       
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3.4 材料及び許容応力 

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。 

 

材料 
最高使用温度 

（℃） 

 許容応力（MPa） 

Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ 

STPT410 200 ― 207 404 ― 

SUS316LTP 150 ― 130 424 ― 
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3.5 設計用地震力 

本計算書において考慮する設計用地震力の算出に用いる設計用床応答曲線を下表

に示す。なお，設計用床応答曲線はⅤ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づ

き策定したものを用いる。また，減衰定数はⅤ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に

記載の減衰定数を用いる。 

 

鳥瞰図 建屋・構築物 標高 減衰定数(%) 

FCVS-Y-5 

原子炉建屋  
   

   

フィルタベント遮蔽壁 
   

   

FCVS-Y-10 フィルタベント遮蔽壁    
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4. 解析結果及び評価 

4.1 固有周期及び設計震度 

 

鳥瞰図 FCVS-Y-5 

適用する地震動等 Ｓｓ 

モード 固有周期（s） 
応答水平震度＊1 応答鉛直震度＊1 

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向 

1 次     

2 次     

3 次     

動的震度＊2    

注記＊1：各モードの固有周期に対し，設計用床応答曲線より得られる震度を示す。 

  ＊2：Ｓｄ又はＳｓ地震動に基づく設計用最大応答加速度より定めた震度を示す。 
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 各モードに対応する刺激係数 
 
 

  鳥瞰図 FCVS-Y-5 
 

注記＊：刺激係数は，モード質量を正規化し，固有ベクトルと質量マトリックスの積から 

算出した値を示す。 

 

モード 
固有周期 
（s） 

刺激係数＊ 

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

1 次     

2 次     
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代表的振動モード図 

 

振動モード図は，２次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線

で図示し，次ページ以降に示す。 
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代表的振動モード図(1 次) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  鳥瞰図 FCVS-Y-5 
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代表的振動モード図(2 次) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 鳥瞰図 FCVS-Y-5 
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 固有周期及び設計震度 

 

鳥瞰図 FCVS-Y-10 

適用する地震動等 Ｓｓ 

モード 固有周期（s） 
応答水平震度＊1 応答鉛直震度＊1 

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向 

1 次     

動的震度＊2    

注記＊1：各モードの固有周期に対し，設計用床応答曲線より得られる震度を示す。 

  ＊2：Ｓｄ又はＳｓ地震動に基づく設計用最大応答加速度より定めた震度を示す。 
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 各モードに対応する刺激係数 
 
 

  鳥瞰図 FCVS-Y-10 
 

注記＊：刺激係数は，モード質量を正規化し，固有ベクトルと質量マトリックスの積から 

    算出した値を示す。 

 

  

モード 
固有周期 
（s） 

刺激係数＊ 

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

1 次     

X0064337
四角形
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代表的振動モード図 

 

振動モード図は，１次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線で図

示し，次ページ以降に示す。 
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代表的振動モード図(1 次) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 鳥瞰図 FCVS-Y-10 
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4.2 評価結果 

4.2.1 管の応力評価結果  

下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。 

  

重大事故等クラス２管であってクラス２以下の管 

鳥瞰図 
許容応力 

状態 

最大応力 

評価点 

最大応力 

区分 

一次応力評価（MPa） 一次＋二次応力評価（MPa） 疲労評価 

計算応力 許容応力 計算応力 許容応力 疲労累積係数 

     

Ｓprm(Ｓｓ) 0.9Ｓｕ Ｓｎ (Ｓｓ) 2Ｓｙ  ＵＳｓ 

FCVS-Y-5 ＶＡＳ 13 Ｓprm(Ｓｓ) 161 363 ― ― ― 

FCVS-Y-5 ＶＡＳ 13 Ｓｎ(Ｓｓ) ― ― 245 414 ― 

FCVS-Y-10 ＶＡＳ 9 Ｓprm(Ｓｓ) 145 381 ― ― ― 

FCVS-Y-10 ＶＡＳ 9 Ｓｎ(Ｓｓ) ― ― 237 260 ― 

 

  



 

 

K7 ① Ⅴ-2-9-4-7-1-2（重） R1 

3
2
 

 

4.2.2 支持構造物評価結果  

           下表に示すとおり計算応力及び計算荷重はそれぞれの許容値以下である。 

 

支持構造物評価結果（荷重評価） 

支持構造物 

番号 
種類 型式 材質 

温度 

(℃) 

評価結果 

計算 

荷重 

(kN) 

許容 

荷重 

(kN) 

K7FV-SNB17A オイルスナッバ 20LODP100-060B Ⅴ-2-1-12「配管及び

支持構造物の耐震計

算について」参照 

35 90 

K7FV-SNB17B オイルスナッバ 20LODP100-060B 35 90 

 

支持構造物評価結果（応力評価） 

支持構造物 

番号 
種類 型式 材質 

温度 

(℃) 

支持点荷重 評価結果 

反力 (kN) 
モーメント 

(kN･m) 
応力 

分類 

計算 

応力 

(MPa) 

許容 

応力 

(MPa) ＦＸ ＦＹ ＦＺ ＭＸ ＭＹ ＭＺ 

K7FV-A08 アンカ 架構 STKR400 50 85 47 207 58 152 20 組合せ 65 159 

K7FV-R19 レストレイント 架構 STKR400 50 32 49 92 - - - 組合せ 42 159 
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4.2.3 弁の動的機能維持評価結果  

           下表に示すとおり機能維持評価用加速度が機能確認済加速度以下又は計算応力が許容応力以下である。 

 

弁番号 形式 要求機能 

機能維持評価用加速度 

（×9.8m/s2） 

機能確認済加速度 

（×9.8m/s2） 

構造強度評価結果 

（MPa） 

水平 鉛直 水平 鉛直 計算応力 許容応力 

― ― ― ― ― ― ― ― ― 
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4.2.4 代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果  

代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類毎に裕度最小のモデルを選定して鳥瞰図，設計条件及び 

評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。 

 

代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果  (重大事故等クラス２管であってクラス２以下の管) 

No. 配管モデル 

許容応力状態 ⅤＡＳ 

一次応力 一次＋二次応力 疲労評価 

評
価
点 

計算 

応力 

(MPa) 

許容 

応力 

(MPa) 

裕度 
代
表 

評
価
点 

計算 

応力 

(MPa) 

許容 

応力 

(MPa) 

裕度 
代
表 

評
価
点 

疲労 

累積 

係数 

代
表 

1 FCVS-Y-1 1 50 363 7.26  ― 1 85 414 4.87 ― ― ― ― 

2 FCVS-Y-2 1 59 363 6.15  ― 7 69 240 3.47 ― ― ― ― 

3 FCVS-Y-3 3 60 363 6.05  ― 15 175 414 2.36 ― ― ― ― 

4 FCVS-Y-4 3 70 363 5.18  ― 28 205 240 1.17 ― ― ― ― 

5 FCVS-Y-5 13 161 363 2.25  ○ 13 245 414 1.68 ― ― ― ― 

6 FCVS-Y-6 24 57 363 6.36  ― 32 96 436 4.54 ― ― ― ― 

7 FCVS-Y-7 1 92 366 3.97  ― 1 161 240 1.49 ― ― ― ― 

8 FCVS-Y-8 23 112 366 3.26  ― 23 195 240 1.23 ― ― ― ― 
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（続き） 

 

 

No. 配管モデル 

許容応力状態 ⅤＡＳ 

一次応力 一次＋二次応力 疲労評価 

評
価
点 

計算 

応力 

(MPa) 

許容 

応力 

(MPa) 

裕度 
代
表 

評
価
点 

計算 

応力 

(MPa) 

許容 

応力 

(MPa) 

裕度 
代
表 

評
価
点 

疲労 

累積 

係数 

代
表 

9 FCVS-Y-9 52 100 381 3.81  ― 52 168 260 1.54 ― ― ― ― 

10 FCVS-Y-10 9 145 381 2.62  ― 9 237 260 1.09 ○ ― ― ― 

11 FCVS-Y-11 33 60 381 6.35  ― 33 58 260 4.48 ― ― ― ― 

12 FCVS-R-1 66 77 361 4.68  ― 66 148 288 1.94 ― ― ― ― 

13 FCVS-R-2 75 102 366 3.58  ― 73 170 240 1.41 ― ― ― ― 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針に基づき，

格納容器圧力逃がし装置のフィルタ装置が設計用地震力に対して十分な構造強度を有しているこ

とを説明するものである。 

フィルタ装置は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大

事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価を示す。 

なお，フィルタ装置は，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法」に記載のスカート支持たて置円筒形容

器であるため，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-3 スカート支持たて置円筒形容器の耐

震性についての計算書作成の基本方針」に基づき評価を実施する。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

フィルタ装置の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

胴をスカートで支持

し，スカートを基礎

ボルトで基礎に据え

付ける。 

たて置円筒形（上面

及び下面に鏡板を有

するスカート支持た

て置円筒形） 

  

胴板 

スカート 

基礎ボルト 

K7 ① Ⅴ-2-9-4-7-1-3 R1 

2 

φ4064 

90
42
.5
 

（単位：mm） 



 

 

3. 固有周期 

3.1 固有周期の計算 

理論式により固有周期を計算する。固有周期の計算に用いる計算条件は，本計算書の【フィ

ルタ装置の耐震性についての計算結果】の機器要目に示す。 

計算の結果，固有周期は 0.05 秒以下であり，剛であることを確認した。固有周期の計算結果

を表 3－1に示す。 

 

表3－1 固有周期          （単位：s） 

水平  

鉛直  

 

3 
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4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

フィルタ装置の構造強度評価は，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-3 スカート支持

たて置円筒形容器の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき

行う。組合せ応力の計算においては，安全側に絶対値和で組合せるものとする。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

フィルタ装置の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処設備の評価に用い

るものを表 4－1に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

フィルタ装置の許容応力は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 4－2及び表 4

－3のとおりとする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

フィルタ装置の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設備の評価に用いる

ものを表 4－4に示す。 

 

4.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【フィルタ装置の耐震性についての計算結果】の

設計条件及び機器要目に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉格納

施設 
圧力逃がし装置 フィルタ装置 常設／緩和 

重大事故等 

クラス 2容器 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

原子炉格納

施設 

放射性物質濃 

度制御設備及 

び可燃性ガス 

濃度制御設備 

並びに格納容 

器再循環設備 

フィルタ装置 常設／緩和 
重大事故等 

クラス 2容器 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

原子炉冷却

系統施設 
残留熱除去設備 フィルタ装置 常設耐震／防止 

重大事故等 

クラス 2容器 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備,「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：重大事故等クラス 2容器の支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋ＳＳ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。  

＊1 

5 
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表 4－2 許容応力（重大事故等クラス 2容器） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

ⅣＡＳ 

0.6・Ｓｕ 左欄の 1.5 倍の値 

基準地震動Ｓｓのみによる疲労解析を行い，疲労累積係数が

1.0 以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値が 2・Ｓｙ

以下であれば，疲労解析は不要。 ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの

許容限界を用いる。) 

注記＊1：座屈による評価は，クラスＭＣ容器の座屈に対する評価式による。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊3：2・Ｓｙを超えるときは弾塑性解析若しくは設計・建設規格 PVB-3300 (PVB-3313 を除く。Ｓｍは 2/3・Ｓｙと読み替える。）の簡易弾塑

性解析を用いる。 
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表 4－3 許容応力（重大事故等クラス 2支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2，＊3 

（ボルト等以外） 

許容限界＊2，＊3 

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

組合せ 引張 せん断 

ⅣＡＳ 

1.5･ft* 1.5･ft* 1.5･fs* 
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる） 

注記＊1：座屈に対する評価が必要な場合には，クラスＭＣ容器の座屈に対する評価式による。 

＊2：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊3：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 
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表 4－4 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

胴 板 SUS316L 最高使用温度 200 ― 120 407 ― 

ス カ ー ト SUS316L 最高使用温度 200 ― 120 407 175 

基 礎 ボ ル ト 
SNB21-1 

（径≦100mm） 
最高使用温度 200 ― 929 1005 ― 
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5. 評価結果 

5.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

フィルタ装置の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生値は

許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

9 
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【フィルタ装置の耐震性についての計算結果】

1.　重大事故等対処設備
 1.1　設計条件

注記＊：基準床レベルを示す。

 1.2　機器要目

　注記＊：最高使用温度で算出

Ｓｙ

（基礎ボルト）
(MPa)

Ｓｕ

（基礎ボルト）
(MPa)

Ｆ
（基礎ボルト）

(MPa)

Ｆ*

（基礎ボルト）
(MPa)

120 407 ― 120 407 ― 162

929 1005
― 703

(径≦100mm) (径≦100mm)

Ｆ*（スカート）

(MPa)

Ｓｙ（胴板）

(MPa)

Ｓｕ（胴板）

(MPa)

Ｓ（胴板）
(MPa)

Ｓｙ（スカート）

(MPa)

Ｓｕ（スカート）

(MPa)

Ｆ（スカート）
(MPa)

3600 1552 1.311×10
10

(M48)

48
1.810×10

3 ―36 4260 4560

2382

Ｄ４

(mm)

Ｈ
(mm)

ｓ

Ｄｂｉ

(mm)

Ａｂ

(mm2)

Ｙ
(mm)

基準地震動Ｓｓ

15

ｄ
(mm)

Ｍｓ(N・mm)

弾性設計用地震動Ｓｄ
又は静的震度

Ｄ５

(mm)

190

Ｄ６

(mm)

190

Ｄ７

(mm)

190

4000 32.0 4000 30.0 183000 183000

(mm) (mm)
Ｄ１

(mm)

Ｄ２

(mm)

Ｄ３

(mm)

ｔ
(mm)

周囲環境
温度
(℃)

Ｇ
(MPa)

Ｇｓ

(MPa)

鉛直方向
設計震度

最高使用
圧力
(MPa)

最高使用
温度
(℃)

70400

Ｄｓ

(mm)

ＣＨ＝3.79 ＣＶ＝1.70

機器名称 設備分類
据付場所及び床面高さ

（ｍ）

固有周期（ｓ）
弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

フィルタ装置
常設耐震／防止
常設／緩和

フィルタベント遮蔽壁
T.M.S.L.12.700

(T.M.S.L.12.000
*
)

水平方向 鉛直方向
水平方向
設計震度

鉛直方向
設計震度

水平方向
設計震度

0.62 200 ―

ｎ
Ｄｃ

(mm)

Ｄｂｏ

(mm)

2263 1337 500 180 150 150

― ―

tｓ
(mm)

Ｅ
(MPa)

Ｅｓ

(MPa)

70400

ｍ０

(kg)

ｍe

(kg)

Ｄｉ

(mm)

* ** *

* * * *

* *

Ａ～Ａ矢視図

基礎ボルト

スカートＤｊ

胴板

Ｄｂｉ

Ｄｂｏ

Ｄｃ

ｔｓ


ｓ

ｔ Ｄｉ

ｍ０･g

Ｄｓ

Ａ Ａ

Ｈ

ｓ
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1.3.　計算数値

 1.3.1　 胴に生じる応力

   (1)　一次一般膜応力   (単位:MPa)

σφ1= 40 σx1= 20

σx2= 2

σφ2= 3 σx5= 3

σx3= 1

σx6= 2

σx4= 21 τ= 18

引張側 σφ= 42 σxt= 44

圧縮側 σφ= -42 σxC= 4

引張 61

圧縮

　 (2)　地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値   (単位:MPa)

σφ2= 3 σx5= 3

σx6= 2

σx4= 21 τ= 18

引張側 σ2φ= 3 σ2xt= 23

圧縮側 σ2φ= -3 σ2xC= 22

引張 67

圧縮

―

―

―

―

―

周方向応力 軸方向応力 せん断応力 周方向応力 軸方向応力 せん断応力

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

運転時質量による引張応力 ― ― ― ―

静水頭又は内圧による応力 ― ―

鉛直方向地震による引張応力 ― ―

空質量による圧縮応力 ― ― ―

応力の和
― ―

― ―

組合せ応力
σot=

鉛直方向地震による圧縮応力 ― ― ― ―

水平方向地震による応力 ― ―

―

―

―

―

鉛直方向地震による引張応力 ― ―

σoc= 10

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

周方向応力 軸方向応力 せん断応力

― ―

鉛直方向地震による圧縮応力 ― ― ― ―

水平方向地震による応力 ― ―

―

応力の和
― ―

― ―

組合せ応力
(変動値)

σ2t=

―

―

―

―

―

―

σ2c= 63

―

―

―

―

―

―

―

―

―

周方向応力 軸方向応力 せん断応力

 1.3.2　 スカートに生じる応力    (単位:MPa)  1.3.3　 基礎ボルトに生じる応力 (単位:MPa)

σb= 159

σs1= 3 τb= 56

σs3= 5

曲げ σs2= 46

せん断 τs= 22

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

応力

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

組合せ応力 応力 組合せ応力

鉛直方向地震による応力

引張応力

運転時質量による応力

σs= 66

せん断応力

―
水平方向地震
による応力

―

――

―

―

―
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1.4.　結論
 1.4.1　 固有周期 (単位：s)

方向

水平方向 ＴＨ=

鉛直方向 ＴＶ

 1.4.2　 応力 　 　(単位:MPa)

σo= 61 Sa= 244

σ2= 67 Sa= 240

σs= 66 ƒ t= 162

（無次元）

σb= 159 ƒ ts= 527

τb= 56 ƒ sb= 406

すべて許容応力以下である。    　  注記＊：f ｔｓ＝Min[1.4・f ｔｏ－1.6・τｂ，f ｔｏ]

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力

―

0.33

基礎ボルト SNB21-1
引張

せん断

胴板 SUS316L
一次一般膜

一次＋二次

スカート SUS316L

組合せ

圧縮と曲げ
の組合せ

(座屈の評価)

―

―

―

―

―

―

―

―

―

算出応力 許容応力

固有周期

部材 材料 応力

―
*

 ｓ１ ｓ３ ｓ２

ｃ ｂ

η・ σ ＋σ η・σ
＋ ≦１

f ƒ

 ｓ１ ｓ３ ｓ２

ｃ ｂ

η・ σ ＋σ η・σ
＋ ≦１

f ƒ
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Ｖ-2-9-4-7-1-4 よう素フィルタの耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本計算書は，Ｖ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針

に基づき，格納容器圧力逃がし装置のよう素フィルタが設計用地震力に対して十分な構

造強度を有していることを説明するものである。 

よう素フィルタは，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及

び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評

価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

よう素フィルタの構造計画を表 2－1 に示す。 

 

 



 

 

2
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

胴を 4個のラグ

で支持し，ラグ

を フ ィ ル タ ベ

ン ト 遮 蔽 壁 に

固 定 さ れ た 架

台 に 取 付 ボ ル

トで固定する。 

 

た て 置 円 筒 形

（管板，胴を有

す る ラ グ 支 持

た て 置 円 筒 形

容器） 

 

    

 

 

  

 

胴板

取付ボルト 

ラグ

φ3036 第 4 ラグ

3
0
0
0
 

第 3 ラグ   第 2 ラグ

第 1 ラグ

 架台

(単位：mm)

フィルタベント遮蔽壁 
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2.2 評価方針 

ラグ支持たて置円筒形容器であるよう素フィルタの応力評価は，Ⅴ-2-1-9「機能維

持の基本方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構

造計画」にて示すよう素フィルタの部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所に

おいて，「4. 固有周期」で算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許

容限界内に収まることを，「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施

する。確認結果を「6. 評価結果」に示す。 

よう素フィルタの耐震評価フローを図 2－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 よう素フィルタの耐震評価フロー 

 

2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補 

-1984（(社) 日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（(社) 日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（(社) 日本電 

 気協会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（(社)日本機械学会，2005/2007）（以下 

「設計・建設規格」という。） 

 

  

計算モデルの設定 

理論式による固有周期 

地震時における応力 

よう素フィルタの構造強度評価 

設計用地震力 
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2.4 記号の説明 

記 号 記  号  の  説  明 単 位 

Ａ 

Ａｂ 

Ａｂe 

Ａｅ 

Ａｓ１ 

Ａｓ２ 

a 

b 

Ｃ１ 

Ｃ２ 

Ｃｃ，ｊ 

 

ＣＨ 

Ｃℓ，ｊ 

 

ＣＶ 

ｃ 

Ｄｉ 

ｄ 

ｄｏ 

Ｅ 

Ｅｂ 

ｅ 

Ｆ 

Ｆ* 

Ｆ０ 

Ｆ１ 

Ｆ２ 

Ｆ０１ 

Ｆ０１Ｄ 

Ｆ０１Ｕ 

Ｆ０１Ｖ 

Ｆ０２ 

胴の断面積 

ボルトの軸断面積 

ボルトの有効断面積 

胴の有効せん断断面積 

鉛直方向荷重に対するラグのせん断断面積 

周方向荷重に対するラグのせん断断面積 

ラグの半径方向端面から胴の板厚中心までの距離 

ラグの半径方向端面からボルト中心までの距離 

ラグの胴つけ根部のアタッチメントの幅の 1/2（胴の周方向） 

ラグの胴つけ根部のアタッチメントの幅の 1/2（胴の軸方向） 

周方向モーメントによる応力の補正係数（参考文献(1)，(2)より得

られる値）（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

水平方向設計震度 

鉛直方向モーメントによる応力の補正係数（参考文献(1)，(2)より

得られる値）（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

鉛直方向設計震度 

架台端面からボルト中心までの距離 

胴の内径 

ボルト中心間の距離 

ボルトの呼び径 

胴の縦弾性係数 

ボルトの縦弾性係数 

ラグ底板幅の 1/2 

設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値 

設計・建設規格 SSB-3121.3 又は SSB-3133 に定める値 

振動モデル系における水平力 

振動モデル系の上部重心における水平力 

振動モデル系の下部重心における水平力 

運転時質量によりボルトに作用する鉛直方向反力 

鉛直下向き地震力によりボルトに作用する鉛直方向反力 

鉛直上向き地震力によりボルトに作用する鉛直方向反力 

鉛直方向地震力によりボルトに作用する鉛直方向反力 

運転時質量により架台端面に作用する鉛直方向反力 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm 

mm 

mm 

mm 

― 

 

― 

― 

 

― 

mm 

mm 

mm 

mm 

MPa 

MPa 

mm 

MPa 

MPa 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 
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記 号 記  号  の  説  明 単 位 

Ｆ０２Ｕ 

 

Ｆ１１ 

Ｆ１２ 

 

Ｆ２１ 

Ｆ２２ 

 

Ｆ３１，Ｆ３２ 

 

ＦＶ 

fｓｂ 

fｔ 

fｔ０ 

fｔｓ 

Ｇ 

g 

Ｈ１ 

Ｈ２ 

Ｉ 

Ｋｃ 

 

Ｋℓ 

 

ｋ１ 

ｋ２ 

ｋ３ 

ｋ４ 

ｋ５ 

ｋ６ 

ｋ７ 

ｋｃ，ｋℓ 

 

Ｌ 

鉛直上向き地震力によりラグの半径方向端面に作用する鉛直方向

反力 

水平力Ｆ１，Ｆ２により第 1 ラグのボルトに作用する鉛直方向反力 

水平力Ｆ１，Ｆ２により第 1 ラグの半径方向端面に作用する鉛直方

向反力 

水平力Ｆ１，Ｆ２により第 3 ラグのボルトに作用する鉛直方向反力 

水平力Ｆ１，Ｆ２により第 3 ラグの半径方向端面に作用する鉛直方

向反力 

水平力Ｆ１，Ｆ２により第 2，第 4 ラグのボルトに作用する鉛直方向

反力（図 4－5 に示す鉛直方向反力） 

単位鉛直力 

せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 

ラグの許容引張応力 

引張力のみを受けるボルトの許容引張応力 

引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力 

胴のせん断弾性係数 

重力加速度（＝9.80665） 

ラグのアタッチメント中心より上部重心までの距離 

ラグのアタッチメント中心より下部重心までの距離 

胴の断面二次モーメント 

胴のラグつけ根部における周方向曲げモーメントに対する局部ば

ね定数（参考文献(1)より得られる値） 

胴のラグつけ根部における長手方向曲げモーメントに対する局部

ばね定数（参考文献(1)より得られる値） 

胴の中心軸の傾きに対するばね定数 

胴の中心軸の水平移動に対するばね定数 

上部胴の曲げ及びせん断に対する変形ばね定数 

下部胴の曲げ及びせん断に対する変形ばね定数 

胴の鉛直方向変位に対するばね定数 

鉛直荷重による上部胴の伸び変形に対するばね定数 

鉛直荷重による下部胴の伸び変形に対するばね定数 

参考文献(1)，(2)におけるアタッチメントパラメータの周方向及び

軸方向の補正係数 

胴の長さ 

N 

 

N 

N 

 

N 

N 

 

N 

 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

m/s2 

mm 

mm 

mm4 

― 

 

― 

 

N･mm/rad 

N/mm 

N/mm 

N/mm 

N/mm 

N/mm 

N/mm 

― 

 

mm 
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記 号 記  号  の  説  明 単 位 

Ｌｂ 

Ｍｘ 

Ｍφ 

Ｍ０ 

Ｍ１，Ｍ２ 

Ｍ３ 

ＭＣ 

Ｍℓ 

ＭℓＤ 

ＭℓＵ 

ＭℓＶ 

ｍ０ 

ｍ１ 

ｍ２ 

Ｎｘ 

Ｎφ 

ｎ 

Ｐｒ 

Ｑ 

Ｒ 

Ｒ０ 

Ｒ１ 

ＲＤ 

ＲＵ 

ＲＶ 

ｒｍ 

Ｓ 

Ｓａ 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

Ｓｙ（ＲＴ） 

 

ＴＨ 

ＴＨ１ 

ボルトの有効長さ 

胴に生じる軸方向の曲げモーメント（参考文献(1)，(2)の図表より） 

胴に生じる周方向の曲げモーメント（参考文献(1)，(2)の図表より） 

鉛直方向荷重による胴のラグつけ根部の鉛直方向モーメント 

水平力Ｆ１，Ｆ２による胴のラグつけ根部の鉛直方向モーメント 

水平力Ｆ１，Ｆ２による胴のラグつけ根部のねじり方向モーメント 

水平力Ｆ１，Ｆ２による胴のラグつけ根部の周方向モーメント 

運転時質量による胴のラグつけ根部の鉛直方向モーメント 

鉛直下向き地震力による胴のラグつけ根部の鉛直方向モーメント 

鉛直上向き地震力による胴のラグつけ根部の鉛直方向モーメント 

鉛直方向地震力による胴のラグつけ根部の鉛直方向モーメント 

容器の運転時質量 

ラグのアタッチメント中心より上部の運転時質量 

ラグのアタッチメント中心より下部の運転時質量 

胴に生じる軸方向の膜力（参考文献(1)，(2)の図表より） 

胴に生じる周方向の膜力（参考文献(1)，(2)の図表より） 

ラグ 1 個当りのボルトの本数 

最高使用圧力 

水平力Ｆ１，Ｆ２による胴のラグつけ根部の周方向荷重 

運転時質量によるラグつけ根部の鉛直方向反力 

鉛直方向荷重によるラグつけ根部の鉛直方向反力 

水平力Ｆ１，Ｆ２によるラグつけ根部の鉛直方向反力 

鉛直下向き地震力によるラグつけ根部の鉛直方向反力 

鉛直上向き地震力によるラグつけ根部の鉛直方向反力 

鉛直方向地震力によるラグつけ根部の鉛直方向反力 

胴の平均半径 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5 に定める値 

胴の許容応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める材料の 40℃にお

ける値 

水平方向振動系の固有周期 

水平方向振動系の固有周期（1 次） 

mm 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

kg 

kg 

kg 

N/mm 

N/mm 

― 

MPa 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

mm 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 
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記 号 記  号  の  説  明 単 位 

ＴＨ２ 

ＴＶ 

ｔ 

Ｚｓℓ 

Ｚｓｐ 

Ｚｓｔ 

α 

β，β１，β２，

βℓ，βＣ 

γ 

Δｘ１ 

Δｘ２ 

 

Δｘ３ 

 

δ１１ 

δ１１Ｖ 

δ１２ 

δ１２Ｖ 

δ２１ 

δ２１Ｖ 

δ２２ 

δ２２Ｖ 

ε 

θ 

θ０ 

θ０Ｕ 

θ１ 

θ２ 

θ３ 

θｓ０ 

θｓ０Ｕ 

θｓ１ 

θｓ２ 

水平方向振動系の固有周期（2 次） 

鉛直方向振動系の固有周期（1 次） 

胴の板厚 

胴の軸方向軸に対するラグの断面係数 

ラグのねじり断面係数 

胴の周方向軸に対するラグの断面係数 

参考文献(1)，(2)におけるシェルパラメータ 

参考文献(1)，(2)におけるアタッチメントパラメータ 

 

参考文献(1)，(2)におけるシェルパラメータ 

水平力Ｆ１，Ｆ２による胴の中心軸の水平方向変位量 

水平力Ｆ１による上部胴の曲げ及びせん断変形による水平方向変

位量 

水平力Ｆ２による下部胴の曲げ及びせん断変形による水平方向変

位量 

上部重心へ単位水平力をかけた場合の上部重心の水平方向変位量 

上部重心へ単位鉛直力をかけた場合の上部重心の鉛直方向変位量 

下部重心へ単位水平力をかけた場合の上部重心の水平方向変位量 

下部重心へ単位鉛直力をかけた場合の上部重心の鉛直方向変位量 

上部重心へ単位水平力をかけた場合の下部重心の水平方向変位量 

上部重心へ単位鉛直力をかけた場合の下部重心の鉛直方向変位量 

下部重心へ単位水平力をかけた場合の下部重心の水平方向変位量 

下部重心へ単位鉛直力をかけた場合の下部重心の鉛直方向変位量 

拘束係数（ラグの回転を拘束する場合：1，しない場合：0） 

水平力Ｆ１，Ｆ２による胴の中心軸の傾き角 

運転時質量による胴のラグつけ根部の局部傾き角 

鉛直上向き地震力による胴のラグつけ根部の局部傾き角 

水平力Ｆ１，Ｆ２による胴の第 1 ラグつけ根部の局部傾き角 

水平力Ｆ１，Ｆ２による胴の第 3 ラグつけ根部の局部傾き角 

水平力Ｆ１，Ｆ２による胴の第 2，第 4 ラグの周方向ねじれ角 

運転時質量によるラグの架台に対する傾き角 

鉛直上向き地震力によるラグの架台に対する傾き角 

水平力Ｆ１，Ｆ２による第 1 ラグの架台に対する傾き角 

水平力Ｆ１，Ｆ２による第 3 ラグの架台に対する傾き角 

s 

s 

mm 

mm3 

mm3 

mm3 

― 

― 

 

― 

mm 

mm 

 

mm 

 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

― 

rad 

rad 

rad 

rad 

rad 

rad 

rad 

rad 

rad 

rad 
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記 号 記  号  の  説  明 単 位 

π 

σ０ 

σ０φ 

σ０ｘ 

σ１ 

σ１１，σ１２ 

 

σ１３，σ１４ 

 

 

σ１５，σ１６ 

 

σ１７，σ１８ 

 

 

σ１９，σ１１０ 

 

 

σ２ 

σ２１，σ２２ 

 

 

σ２３，σ２４ 

 

 

σ２５，σ２６ 

 

 

σ２７，σ２８ 

 

 

σ２９，σ２１０ 

 

 

円周率 

胴の一次一般膜応力の最大値 

胴の周方向一次一般膜応力 

胴の軸方向一次一般膜応力 

胴の一次応力の最大値 

Ｚ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の第 1 ラグ

つけ根部の第 1 評価点及び第 2 評価点における組合せ一次応力 

Ｚ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の第 2 及び

第 4ラグつけ根部の第 1評価点及び第 2評価点における組合せ一次

応力 

Ｚ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の第 3 ラグ

つけ根部の第 1 評価点及び第 2 評価点における組合せ一次応力 

Ｘ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の第 1 及び

第 4ラグつけ根部の第 1評価点及び第 2評価点における組合せ一次

応力 

Ｘ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の第 2 及び

第 3ラグつけ根部の第 1評価点及び第 2評価点における組合せ一次

応力 

胴の一次＋二次応力の変動値の最大値 

Ｚ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の第 1 ラグ

つけ根部の第 1評価点及び第 2評価点における組合せ一次応力＋二

次応力の変動値 

Ｚ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の第 2 及び

第 4ラグつけ根部の第 1評価点及び第 2評価点における組合せ一次

応力＋二次応力の変動値 

Ｚ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の第 3 ラグ

つけ根部の第 1評価点及び第 2評価点における組合せ一次応力＋二

次応力の変動値 

Ｘ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の第 1 及び

第 4ラグつけ根部の第 1評価点及び第 2評価点における組合せ一次

応力＋二次応力の変動値 

Ｘ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の第 2 及び

第 3ラグつけ根部の第 1評価点及び第 2評価点における組合せ一次

応力＋二次応力の変動値 

― 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

 

MPa 

 

 

MPa 

 

MPa 

 

 

MPa 

 

 

MPa 

MPa 

 

 

MPa 

 

 

MPa 

 

 

MPa 

 

 

MPa 
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記 号 記  号  の  説  明 単 位 

σ１ｓ 

 

σ２ｓ 

 

σ３ｓ 

 

σ４ｓ 

 

σ５ｓ 

 

σｂ 

σｂ１ 

 

σｂ２ 

 

σｂ３ 

 

σｂ４ 

 

σｂ５ 

 

σｓ 

σｓ１ 

σｓ２ 

σｓ３ 

σｓ４ 

σｓ５ 

σｓ６ 

σｓ７ 

σφ１，σｘ１ 

σφ２ 

σｘ２ 

σφ３，σｘ３ 

 

Ｚ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の第 1 ラグの組

合せ応力 

Ｚ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の第 2 ラグ及び

第 4 ラグの組合せ応力 

Ｚ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の第 3 ラグの組

合せ応力 

Ｘ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の第 1 ラグ及び

第 4 ラグの組合せ応力 

Ｘ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の第 2 ラグ及び

第 3 ラグの組合せ応力 

ボルトに生じる引張応力の最大値 

Ｚ方向地震力及び鉛直方向地震力により第 1 ラグのボルトに生じ

る引張応力 

Ｚ方向地震力及び鉛直方向地震力により第 2ラグ及び第 4ラグのボ

ルトに生じる引張応力 

Ｚ方向地震力及び鉛直方向地震力により第 3 ラグのボルトに生じ

る引張応力 

Ｘ方向地震力及び鉛直方向地震力により第 1ラグ及び第 4ラグのボ

ルトに生じる引張応力 

Ｘ方向地震力及び鉛直方向地震力により第 2ラグ及び第 3ラグのボ

ルトに生じる引張応力 

ラグの組合せ応力の最大値 

運転時質量によるラグの曲げ応力 

Ｚ方向地震力による第 1 ラグの曲げ応力 

Ｚ方向地震力による第 2 ラグ及び第 4 ラグの曲げ応力 

Ｚ方向地震力による第 3 ラグの曲げ応力 

Ｘ方向地震力による第 1 ラグ及び第 4 ラグの曲げ応力 

Ｘ方向地震力による第 2 ラグ及び第 3 ラグの曲げ応力 

鉛直方向地震力によるラグの曲げ応力 

内圧又は静水頭による胴の周方向応力及び軸方向応力 

静水頭に作用する鉛直方向地震力による胴の周方向応力 

運転時質量による胴の軸方向応力 

運転時質量により生じる鉛直方向モーメントによる胴の周方向及

び軸方向応力 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 
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記 号 記  号  の  説  明 単 位 

σｘ４ 

 

σφ５，σｘ５ 

 

σ２φ５，σ２ｘ５ 

 

σφ６，σｘ６ 

 

σ２φ６，σ２ｘ６ 

 

σφ７，σｘ７ 

 

σ２φ７，σ２ｘ７ 

 

σφ８，σｘ８ 

 

σ２φ８，σ２ｘ８ 

 

σφ９，σｘ９ 

 

σ２φ９，σ２ｘ９ 

 

σφ１０，σｘ１０ 

 

σ２φ１０， 

σ２ｘ１０ 

σｘ１１ 

σφ１２，σｘ１２ 

 

σ２φ１２， 

σ２ｘ１２ 

σφ１２Ｄ， 

σｘ１２Ｄ 

 

水平方向地震力が作用した場合の転倒モーメントによる胴の軸方

向応力 

Ｚ方向地震力が作用した場合の鉛直方向モーメントによる第 1 ラ

グつけ根部の胴の周方向及び軸方向一次応力 

Ｚ方向地震力が作用した場合の鉛直方向モーメントによる第 1 ラ

グつけ根部の胴の周方向及び軸方向二次応力 

Ｚ方向地震力が作用した場合の鉛直方向モーメントによる第 3 ラ

グつけ根部の胴の周方向及び軸方向一次応力 

Ｚ方向地震力が作用した場合の鉛直方向モーメントによる第 3 ラ

グつけ根部の胴の周方向及び軸方向二次応力 

Ｚ方向地震力が作用した場合の周方向モーメントによる第 2 ラグ

及び第 4 ラグつけ根部の胴の周方向及び軸方向一次応力 

Ｚ方向地震力が作用した場合の周方向モーメントによる第 2 ラグ

及び第 4 ラグつけ根部の胴の周方向及び軸方向二次応力 

Ｘ方向地震力が作用した場合の鉛直方向モーメントによる第 1 ラ

グ及び第 4 ラグつけ根部の胴の周方向及び軸方向一次応力 

Ｘ方向地震力が作用した場合の鉛直方向モーメントによる第 1 ラ

グ及び第 4 ラグつけ根部の胴の周方向及び軸方向二次応力 

Ｘ方向地震力が作用した場合の鉛直方向モーメントによる第 2 ラ

グ及び第 3 ラグつけ根部の胴の周方向及び軸方向一次応力 

Ｘ方向地震力が作用した場合の鉛直方向モーメントによる第 2 ラ

グ及び第 3 ラグつけ根部の胴の周方向及び軸方向二次応力 

Ｘ方向地震力が作用した場合の周方向モーメントによるラグつけ

根部の周方向及び軸方向一次応力 

Ｘ方向地震力が作用した場合の周方向モーメントによるラグつけ

根部の周方向及び軸方向二次応力 

鉛直方向地震力により胴断面に生じる引張応力 

鉛直方向地震力により生じる鉛直方向モーメントによる胴の周方

向及び軸方向の一次応力 

鉛直方向地震力により生じる鉛直方向モーメントによる胴の周方

向及び軸方向の二次応力 

鉛直下向き地震力により生じる鉛直方向モーメントによる胴の周

方向及び軸方向の一次応力 

 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 
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記 号 記  号  の  説  明 単 位 

σ２φ１２Ｄ， 

σ２ｘ１２Ｄ 

σφ１２Ｕ， 

σｘ１２Ｕ 

σ２φ１２Ｕ， 

σ２ｘ１２Ｕ 

σｘｘ１，σｘｘ２ 

 

 

σ２ｘｘ１， 

σ２ｘｘ２ 

 

σｘｘ３，σｘｘ４ 

 

 

σ２ｘｘ３， 

σ２ｘｘ４ 

 

σｘｚ１，σｘｚ２ 

 

σ２ｘｚ１， 

σ２ｘｚ２ 

 

σｘｚ３，σｘｚ４ 

 

 

σ２ｘｚ３， 

σ２ｘｚ４ 

 

σｘｚ５，σｘｚ６ 

 

σ２ｘｚ５， 

σ２ｘｚ６ 

 

鉛直下向き地震力により生じる鉛直方向モーメントによる胴の周

方向及び軸方向の二次応力 

鉛直上向き地震力により生じる鉛直方向モーメントによる胴の周

方向及び軸方向の一次応力 

鉛直上向き地震力により生じる鉛直方向モーメントによる胴の周

方向及び軸方向の二次応力 

Ｘ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の第 1 ラグ

及び第 4ラグつけ根部の第 1評価点及び第 2評価点における軸方向

一次応力の和 

Ｘ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の第 1 ラグ

及び第 4ラグつけ根部の第 1評価点及び第 2評価点における軸方向

一次＋二次応力 

Ｘ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の第 2 ラグ

及び第 3ラグつけ根部の第 1評価点及び第 2評価点における軸方向

一次応力の和 

Ｘ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の第 2 ラグ

及び第 3ラグつけ根部の第 1評価点及び第 2評価点における軸方向

一次＋二次応力 

Ｚ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の第 1 ラグ

つけ根部の第 1評価点及び第 2評価点における軸方向一次応力の和 

Ｚ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の第 1 ラグ

つけ根部の第 1評価点及び第 2評価点における軸方向一次＋二次応

力 

Ｚ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の第 2 ラグ

及び第 4ラグつけ根部の第 1評価点及び第 2評価点における軸方向

一次応力の和 

Ｚ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の第 2 ラグ

及び第 4ラグつけ根部の第 1評価点及び第 2評価点における軸方向

一次＋二次応力 

Ｚ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の第 3 ラグ

つけ根部の第 1評価点及び第 2評価点における軸方向一次応力の和 

Ｚ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の第 3 ラグ

つけ根部の第 1評価点及び第 2評価点における軸方向一次＋二次応

力 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

 

 

MPa 

 

 

MPa 

 

 

MPa 

 

 

MPa 

 

MPa 

 

 

MPa 

 

 

MPa 

 

 

MPa 
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記 号 記  号  の  説  明 単 位 

σφｘ１，σφｘ２ 

 

 

σ２φｘ１， 

σ２φｘ２ 

 

σφｘ３，σφｘ４ 

 

 

σ２φｘ３， 

σ２φｘ４ 

 

σφｚ１，σφｚ２ 

 

σ２φｚ１， 

σ２φｚ２ 

 

σφｚ３，σφｚ４ 

 

 

σ２φｚ３， 

σ２φｚ４ 

 

σφｚ５，σφｚ６ 

 

σ２φｚ５， 

σ２φｚ６ 

 

τ３ 

 

τ６ 

 

τｂ 

 

Ｘ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の第 1 ラグ

及び第 4ラグつけ根部の第 1評価点及び第 2評価点における周方向

一次応力の和 

Ｘ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の第 1 ラグ

及び第 4ラグつけ根部の第 1評価点及び第 2評価点における周方向

一次＋二次応力 

Ｘ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の第 2 ラグ

及び第 3ラグつけ根部の第 1評価点及び第 2評価点における周方向

一次応力の和 

Ｘ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の第 2 ラグ

及び第 3ラグつけ根部の第 1評価点及び第 2評価点における周方向

一次＋二次応力 

Ｚ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の第 1 ラグ

つけ根部の第 1評価点及び第 2評価点における周方向一次応力の和 

Ｚ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の第 1 ラグ

つけ根部の第 1評価点及び第 2評価点における周方向一次＋二次応

力 

Ｚ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の第 2 ラグ

及び第 4ラグつけ根部の第 1評価点及び第 2評価点における周方向

一次応力の和 

Ｚ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の第 2 ラグ

及び第 4ラグつけ根部の第 1評価点及び第 2評価点における周方向

一次＋二次応力 

Ｚ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の第 3 ラグ

つけ根部の第 1評価点及び第 2評価点における周方向一次応力の和 

Ｚ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の第 3 ラグ

つけ根部の第 1評価点及び第 2評価点における周方向一次＋二次応

力 

Ｚ方向地震力により胴のラグつけ根部に生じるねじりモーメント

によるせん断応力 

Ｘ方向地震力により胴のラグつけ根部に生じるねじりモーメント

によるせん断応力 

ボルトに生じるせん断応力の最大値 

 

MPa 

 

 

MPa 

 

 

MPa 

 

 

MPa 

 

 

MPa 

 

MPa 

 

 

MPa 

 

 

MPa 

 

 

MPa 

 

MPa 

 

 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 
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記 号 記  号  の  説  明 単 位 

τｂ２ 

 

τｂ４ 

 

τｂ５ 

 

τｃ１ 

τｃ４ 

τℓ１ 

τℓ２ 

τℓ５ 

τℓ６ 

 

τℓ６Ｄ 

 

τℓ６Ｕ 

 

τｓ１ 

τｓ２ 

τｓ３ 

τｓ４ 

τｓ５ 

τｓ６ 

τｓ７ 

ωＨ 

ωＶ 

Ｚ方向地震力及び鉛直方向地震力によりボルトに生じるせん断応

力 

Ｘ方向地震力及び鉛直方向地震力により第 1ラグ及び第 4ラグのボ

ルトに生じるせん断応力 

Ｘ方向地震力及び鉛直方向地震力により第 2ラグ及び第 3ラグのボ

ルトに生じるせん断応力 

Ｚ方向地震力により胴のラグつけ根部に生じる周方向せん断応力 

Ｘ方向地震力により胴のラグつけ根部に生じる周方向せん断応力 

運転時質量により胴のラグつけ根部に生じる軸方向せん断応力 

Ｚ方向地震力により胴のラグつけ根部に生じる軸方向せん断応力 

Ｘ方向地震力により胴のラグつけ根部に生じる軸方向せん断応力 

鉛直方向地震力により胴のラグつけ根部に生じる軸方向せん断応

力 

鉛直下向き地震力により胴のラグつけ根部に生じる軸方向せん断

応力 

鉛直上向き地震力により胴のラグつけ根部に生じる軸方向せん断

応力 

運転時質量によるラグのせん断応力 

Ｚ方向地震力による第 1 ラグのせん断応力 

Ｚ方向地震力による第 2 ラグ及び第 4 ラグのせん断応力 

Ｚ方向地震力による第 3 ラグのせん断応力 

Ｘ方向地震力による第 1 ラグ及び第 4 ラグのせん断応力 

Ｘ方向地震力による第 2 ラグ及び第 3 ラグのせん断応力 

鉛直方向地震力によるラグのせん断応力 

水平方向振動系の角速度 

鉛直方向振動系の角速度 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

rad/s 

rad/s 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2 に示すとおりとする。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位 

最高使用圧力 MPa ― ― 小数点以下第 2 位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

比重 ― 小数点以下第 3 位 四捨五入 小数点以下第 2 位 

質量 kg ― ― 整数位 

長 

さ 

下記以外の長さ mm ― ―    整数位＊1 

胴板の厚さ mm ― ― 小数点以下第 1 位 

面積＊2 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊3 

モーメント N･mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊3 

力 N 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊3 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊4 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は,小数点以下第 1 位表示とする。 

＊2：ボルトの有効断面積は,ＪＩＳ Ｂ １０８２ 表 1 に記載の値とする。 

＊3：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊4：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における許容引張応力

及び降伏点は,比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切捨て,整数位ま

での値とする。 

 

3. 評価部位 

よう素フィルタの耐震評価は，「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震

評価上厳しくなる胴板，ラグ，取付ボルトについて実施する。よう素フィルタの耐震評

価部位については，表 2－1 の概略構造図に示す。 
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4. 固有周期 

4.1 固有周期の計算方法 

よう素フィルタの固有周期の計算方法を以下に示す。 

 

(1) 計算モデル 

a. 容器及び内容物の質量はラグのアタッチメントの中心を基準にして，上部側，

下部側に分け，それぞれの全質量が，それぞれの重心に集中するものとする。 

b. 容器の胴は 4 個のラグで支持され，ラグ 1 個に対し，取付ボルト 2 本で架台に

取り付ける。 

c. ラグと架台との取付部で取付ボルトの伸びを考慮する。 

d. 架台は剛構造とする。 

e. ラグは胴の半径方向にスライド可能とし，半径方向の荷重は受け持たないもの

とする。 

f. ラグはボルト間の中心を軸に回転し得るものとする。 

g. 胴をはりと考え，水平方向の変形モードは胴の曲げ及びせん断変形を，鉛直方

向は胴の伸び変形を考慮する。 

h. 胴板とラグの取付部において胴板の局部変形を考慮する。 

i. 本計算書は，鉛直方向反力Ｆ１１，Ｆ１２，Ｆ２１，Ｆ２２がすべて正の値の場合の

み適用する。 

j. 耐震計算に用いる寸法は公称値を使用する。 

 

計算モデルを図 4－1 及び図 4－2 に示す。本容器は，2.1 項及び 5.1 項の条件に

より中間部でばね支持をされた 2 質点系振動モデルとして考える。 
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図 4－1 水平方向変形モード及びモデル図 
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図 4－2 鉛直方向固有周期計算モデル 

 

(2) 水平方向固有周期 

2 質点系振動の固有周期は次式で求める。 

 

ＴＨ＝
Ｈ

2・π

ω
･･････････････････････････････････････････ (4.1.1) 

 

水平方向振動系における角速度ωＨは 2 質点系の自由振動の式より求める。 

 

10－6・ｍ１・ｍ２・（δ１１・δ２２－δ１２・δ２１）・ωＨ
4 

－10－3・（δ１１・ｍ１＋δ２２・ｍ２）・ωＨ
2＋1＝0････････ (4.1.2) 

 

ここで，δ１１及びδ２１は容器上部重心の位置へ単位水平力をかけた場合の上部

及び下部重心の水平変位量であり，δ１２及びδ２２は容器下部重心の位置へ単位水

平力をかけた場合の上部及び下部重心の水平変位量である。これらは，次式で表

すことができる。 

 

δ１１＝
2
１

１ ２ ３

Ｈ 1 1
＋ ＋

k k k
････････････････････････････････････ (4.1.3) 

δ２１＝δ１２＝ １ ２

２ １

Ｈ・Ｈ1
－

k k
･････････････････････････････ (4.1.4) 

δ２２＝
2
２

１ ２ ４

Ｈ 1 1
＋ ＋

k k k
･･･････････････････････････････････ (4.1.5) 

 

ばね定数ｋ１，ｋ２，ｋ３及びｋ４は次により求める。 

Ｈ 
１

Ｈ 
２

ｍ 
２

ｍ 
１

ｋ 
６ 

ｋ 
７ 

ｋ 
５ 
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a. ばね定数ｋ１ 

胴の中心軸の傾きに対するばね定数ｋ１は次式で表される。 

 

ｋ１＝ １ １ ２ ２Ｆ・Ｈ －Ｆ・Ｈ

θ
･････････････････････････････････ (4.1.6) 

 

ここで，θはラグ，ボルト及び胴について，それぞれの荷重，モーメント及び

変位量の釣合条件の方程式を作ることにより，次のようにして求める。 

 

(a) 胴への荷重，モーメント及び胴の変位量について 

水平力の釣合より 

 

Ｆ０＝Ｆ１＋Ｆ２＝2・Ｑ････････････････････････････････ (4.1.7) 

 

転倒モーメントの釣合より 

 

Ｆ１・Ｈ１－Ｆ２・Ｈ２－Ｍ１－Ｍ２－2・Ｍ３－2・Ｒ１・ｒｍ＝0 

･･･････････････････････････････････････････････････ (4.1.8) 

 

ここで，ｒｍは次による。 

 

ｒｍ＝（Ｄｉ＋ｔ）／2･････････････････････････････････ (4.1.9) 

 

シェルパラメータα，γ及びアタッチメントパラメータβによって，参考文

献(1)，(2)の表よりＫ ℓ 及びｋℓ が求まり，転倒モーメントによる第 1 ラグ及び第

3 ラグの胴つけ根部の局部傾き角は，次のようにして求めることができる。 

 

α＝Ｌ／ｒｍ･･････････････････････････････････････････ (4.1.10) 

γ＝ｒｍ／ｔ･･････････････････････････････････････････ (4.1.11) 

β１＝Ｃ１／ｒｍ････････････････････････････････････････ (4.1.12) 

β２＝Ｃ２／ｒｍ････････････････････････････････････････ (4.1.13) 

βℓ＝ｋ ℓ・
 23

１ ２β・β ････････････････････････････････････ (4.1.14) 

θ１＝ １ ℓ
 3  2
ｍ ℓ

Ｍ・Ｋ

ｒ ・β  ・Ｅ
･････････････････････････････････････ (4.1.15) 
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θ２＝ ２ ℓ
3  2
ｍ ℓ

Ｍ・Ｋ

ｒ ・β  ・Ｅ
･････････････････････････････････････ (4.1.16) 

 

ただし，Ｆ１・Ｈ１＜Ｆ２・Ｈ２の場合は，Ｍ１を－Ｍ１，Ｍ２を－Ｍ２に置き換

える。 

 

(b) 第 1 ラグについて図 4－3 のように傾いたとき 

モーメントの釣合より 

 

Ｆ１２・ａ－Ｆ１１・（ａ－ｂ）＋Ｍ１＝0･･････････････････ (4.1.17) 

 

ただし，Ｆ１・Ｈ１＜Ｆ２・Ｈ２の場合はａを（ａ－ｂ－ｃ）に置き換える。 

鉛直力の釣合より 

 

Ｆ１２－Ｆ１１＋Ｒ１＝0･････････････････････････････････ (4.1.18) 

 

(c) 第 3 ラグについて図 4－4 のように傾いたとき 

モーメントの釣合より 

 

Ｆ２１・（ａ－ｂ）－Ｆ２２・（ａ－ｂ－ｃ）＋Ｍ２＝0･･･････ (4.1.19) 

 

ただし，Ｆ１・Ｈ１＜Ｆ２・Ｈ２の場合は（ａ－ｂ－ｃ）をａに置き換える。 

鉛直力の釣合より 

 

Ｆ２２－Ｆ２１－Ｒ１＝0･････････････････････････････････ (4.1.20) 

 

  
Ｆ１２ Ｆ１１

Ｒ１

Ｍ１

θｓ１

ｂ ｃ

ａ

ｂｃ

ａ

θｓ２

Ｍ２

Ｒ１

Ｆ２２ Ｆ２１
 

図 4－3 第 1 ラグに作用する      図 4－4 第 3 ラグに作用する 

     モーメントと力            モーメントと力 
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(d) 第 2 及び第 4 ラグについて図 4－5 のように傾いたとき 

モーメントの釣合より 

 

３１ ３２

ｄ ｄ
－Ｆ ・ ＋Ｆ ・

2 2
－（Ｆ３１＋Ｆ３２）・ｅ＋Ｍ３＝0････････ (4.1.21) 

 

ただし，Ｆ１・Ｈ１＜Ｆ２・Ｈ２の場合は左辺第 3 項の「－（Ｆ３１＋Ｆ３２）」を

「＋（Ｆ３１＋Ｆ３２）」に置き換える。 

ボルトの伸びと力の関係より 

 

３１ ３２Ｆ Ｆ
＝

ｄ ｄ
ｅ＋ ｅ－

2 2

･････････････････････････････････････････ (4.1.22) 

 

ただし，Ｆ１・Ｈ１＜Ｆ２・Ｈ２の場合は左辺分母の「
ｄ

ｅ＋
2
」を「

ｄ
ｅ－

2
」に，

右辺分母「
ｄ

ｅ－
2
」を「

ｄ
ｅ＋

2
」に置き換える。 

 

 
ｄＦ３１ Ｆ３２ (Ｆ３１+Ｆ３２)

2･ｅ

Ｍ３

θ

 

図 4－5 第 2 及び第 4 ラグに作用するモーメントと力 

 

ラグの架台に対する傾き角はボルトの伸びと力の平衡条件より求められる。 

第 1 ラグについて 

 

θｓ１＝ １１ ｂ

ｂｅ ｂ

Ｆ ・Ｌ

ｎ・Ａ ・Ｅ・ｂ
･････････････････････････････････ (4.1.23) 
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ただし，Ｆ１・Ｈ１＜Ｆ２・Ｈ２の場合はｂをｃに置き換える。 

第 3 ラグについて 

 

θｓ２＝ ２１ ｂ

ｂｅ ｂ

Ｆ ・Ｌ

ｎ・Ａ ・Ｅ・ｃ
･････････････････････････････････ (4.1.24) 

 

ただし，Ｆ１・Ｈ１＜Ｆ２・Ｈ２の場合はｃをｂに置き換える。 

第 2 及び第 4 ラグについて 

 

θ＝ ３１ ｂ

ｂｅ ｂ

Ｆ ・Ｌ

ｄ
Ａ ・Ｅ・ｅ＋

2

･･････････････････････････････････ (4.1.25) 

 

ただし，Ｆ１・Ｈ１＜Ｆ２・Ｈ２の場合はＦ３１をＦ３２に置き換える。 

 

胴中心軸の傾き角θ，ラグつけ根部の局部傾き角θ１及びθ２並びにラグの架

台に対する傾き角θｓ１及びθｓ２の間には次の関係が成立する。 

 

θｓ１－θ１＋θ＝0････････････････････････････････････ (4.1.26) 

θｓ２－θ２＋θ＝0････････････････････････････････････ (4.1.27) 

ａ・θｓ１－2・ｒｍ・θ＋（ａ－ｂ－ｃ）・θｓ２＝0･･････ (4.1.28) 

 

ただし，Ｆ１・Ｈ１＜Ｆ２・Ｈ２の場合はａを（ａ－ｂ－ｃ），（ａ－ｂ－ｃ）を

ａに置き換える。 

胴中心軸の傾き角θは以上の式を連立させて解くことにより求められる。 
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θｓ２θ

θｓ１

θ１ θ
θ２

 

 

図 4－6 転倒モーメントによる胴及びラグの傾き角 

 

b. ばね定数ｋ２ 

胴の水平移動に対するばね定数ｋ２は次式で示される。 

 

ｋ２＝Ｆ０／Δｘ１･･････････････････････････････････････ (4.1.29) 

 

ここで，Ｆ０は(4.1.7)式で求められる値を用い，Δｘ１は次式による。 

 

Δｘ１＝（ａ－ｂ）・θ３･････････････････････････････････ (4.1.30) 

 

θ３は(4.1.7)式で求められるＱの値を用いることにより以下により求める。 

第 2 ラグ及び第 4 ラグの曲げモーメントの釣合より 

 

Ｍｃ＝Ｑ・（ａ－ｂ）・（1－ε）･････････････････････････ (4.1.31) 

 

シェルパラメータα，γ及びアタッチメントパラメータβによって，参考文献

(1)，(2)の表よりＫｃ及びｋｃが求まり，水平力による第 2 ラグ及び第 4 ラグの胴

つけ根部の局部傾き角は，次のようにして求めることができる。 
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θ３＝ c c
 3  2
ｍ c

Ｍ・Ｋ

ｒ ・β  ・Ｅ
･････････････････････････････････････ (4.1.32) 

 

ここで，βｃは次式による。 

 

βｃ＝ｋｃ・ 23
１ ２β・β ･･･････････････････････････････････ (4.1.33) 

 

 

図 4－7 水平力による胴の中心軸の変位量 

 

c. ばね定数ｋ３ 

水平力による上部胴の曲げ及びせん断による変形ばね定数ｋ３は，次式で表さ

れる。 

 

ｋ３＝Ｆ１／Δｘ２･･････････････････････････････････････ (4.1.34) 

 

ここで，Δｘ２は次式による。 

Δｘ２＝
3

１ １ １ １

ｅ

Ｆ・Ｈ Ｆ・Ｈ
＋

3・Ｅ・Ｉ Ｇ・Ａ
･･････････････････････････････ (4.1.35) 

 

胴の断面二次モーメント及び有効せん断断面積は，それぞれ次のように表され

る。 
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Ｉ＝
3

i

π
・Ｄ＋ｔ ・t
8

･････････････････････････････････････ (4.1.36) 

Ａｅ＝ i

2
・π・Ｄ＋ｔ・t
3

･････････････････････････････････ (4.1.37) 

 

d. ばね定数ｋ４ 

水平力による下部胴の曲げ及びせん断による変形ばね定数ｋ４は，次式で表さ

れる。 

 

ｋ４＝Ｆ２／Δｘ３･･････････････････････････････････････ (4.1.38) 

 

ここで，Δｘ３は次式による。 

Δｘ３＝
3

２ ２ ２ ２

ｅ

Ｆ・Ｈ Ｆ・Ｈ
＋

3・Ｅ・Ｉ Ｇ・Ａ
･･････････････････････････････ (4.1.39) 

 

(3) 鉛直方向固有周期 

鉛直方向の 2 質点系振動の固有周期は，次式で求める。 

 

ＴＶ＝
Ｖ

2・π

ω
･･････････････････････････････････････････ (4.1.40) 

 

鉛直方向振動系における角速度ωＶは 2 質点系の自由振動の式より求める。 

 

10－6・ｍ１・ｍ２・（δ１１Ｖ・δ２２Ｖ－δ１２Ｖ・δ２１Ｖ）・ωＶ
4 

－10－3・（δ１１Ｖ・ｍ１＋δ２２Ｖ・ｍ２）・ωＶ
2＋1＝0･･････ (4.1.41) 

 

ここで，δ１１Ｖ及びδ２１Ｖは容器上部重心の位置へ単位鉛直力をかけた場合の上

部及び下部重心の鉛直変位量であり，δ１２Ｖ及びδ２２Ｖは容器下部重心の位置へ単

位鉛直力をかけた場合の上部及び下部重心の鉛直変位量である。これらは，次式

で表すことができる。 

 

δ１１Ｖ＝
５ ６

1 1
＋

k k
･･････････････････････････････････････ (4.1.42) 
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δ２１Ｖ＝δ１２Ｖ＝
５

1

k
･･･････････････････････････････････ (4.1.43) 

δ２２Ｖ＝
５ ７

1 1
－

k k
･･････････････････････････････････････ (4.1.44) 

 

ばね定数ｋ５，ｋ６及びｋ７は次により求める。 

 

a. ばね定数ｋ５ 

鉛直方向変位に対するばね定数ｋ５は，鉛直方向の力の釣合より 

 

4・Ｒ０－ＦＶ＝0･･････････････････････････････････････ (4.1.45) 

 

ラグについて，図 4－8 のように傾いたとき，モーメントと力の平衡条件より 

 

（ａ－ｂ－ｃ）・Ｆ０２－（ａ－ｂ）・Ｆ０１－Ｍ０＝0･･･････ (4.1.46) 

Ｆ０２－Ｆ０１－Ｒ０＝0･････････････････････････････････ (4.1.47) 

 

ラグつけ根部の局部傾き角θ０及びラグの架台に対する傾き角θｓ０は , 

4.1(2)a.(a)及び(d)項のθ２及びθｓ２と同様の方法で求められる。 

 

θ０＝ ０
 3  2
ｍ

Ｍ・Ｋ

ｒ ・β  ・Ｅ
･･････････････････････････････････････ (4.1.48) 

θｓ０＝ ０１ ｂ

ｂｅ ｂ

Ｆ ・Ｌ

ｎ・Ａ ・Ｅ・ｃ
･････････････････････････････････ (4.1.49) 

 

ここで，ラグつけ根部の局部傾き角θ０とラグの架台に対する傾き角θｓ０は等

しいから 

 

θ０＝θｓ０････････････････････････････････････････････ (4.1.50) 

 

以上の式を連立させて解くことによりθｓ０が得られ，これより鉛直方向変位量

（ａ－ｂ－ｃ）・θｓ０が求まる。したがって，鉛直方向変位に対するばね定数ｋ５

は次式で求められる。 
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ｋ５＝ Ｖ

 s ０

Ｆ

（a－b－c）・θ
････････････････････････････････ (4.1.51) 

 

 

図 4－8 鉛直下向き荷重により胴に生じるモーメントと力 

 

 

ａ

ｃｂ

θｓ０

Ｆ０２

θ0

Ｒ
Ｍ

Ｆ０１

 

図 4－9 鉛直下向き荷重によりラグに作用するモーメントと力 

 

b. ばね定数ｋ６ 

鉛直荷重による上部胴の伸び変形に対するばね定数ｋ６は，次式により与えら

れる。 
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１

６

Ｈ1
＝

k Ａ・Ｅ
･･･････････････････････････････････････････ (4.1.52) 

 

c. ばね定数ｋ７ 

鉛直荷重による下部胴の伸び変形に対するばね定数ｋ７は，次式により与えら

れる。 

 

２

７

Ｈ1
＝

k Ａ・Ｅ
･･･････････････････････････････････････････ (4.1.53) 

 

4.2 固有周期の計算条件 

固有周期の計算に用いる数値を【よう素フィルタの耐震性についての計算結果】の

設計条件及び機器要目に示す。 

 

4.3 固有周期の計算結果 

固有周期の計算結果を表 4－1 に示す。計算の結果，固有周期は 0.05 秒以下であり，

剛であることを確認した。 

 

表 4－1 固有周期    （単位：s） 

水平 1 次  

水平 2 次  

鉛直 1 次  
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5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

4.1(1)項 a.～j.のほか，次の条件で計算する。 

 

(1) 地震力は，容器に対して水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。 

(2) 組合せ応力の計算においては，安全側に絶対値和で組合せるものとする。 

 

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

よう素フィルタの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処設備の評

価に用いるものを表 5－1 に示す。 

 

5.2.2 許容応力 

よう素フィルタの許容応力は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 5－2

及び表 5－3 のとおりとする。 

 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

よう素フィルタの使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設備の評価

に用いるものを表 5－4 に示す。 

 

 



 

 

2
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表5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備) 

施設区分 機器名称 設備分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉格納 

施設 
圧力逃がし装置 

よう素 

フィルタ 
常設／緩和 

重大事故等 

クラス２容器 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界を

用いる。） 

原子炉格納 

施設 

放射性物質濃 

度制御設備及 

び可燃性ガス 

濃度制御設備 

並びに格納容 

器再循環設備 

よう素 

フィルタ 
常設／緩和 

重大事故等 

クラス２容器 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ  ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

原子炉冷却 

系統施設 
残留熱除去設備 

よう素 

フィルタ 
常設耐震／防止 

重大事故等 

クラス２容器 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ    ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備,「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：重大事故等クラス２容器の支持構造物を含む。   

＊3：「Ｄ＋Ｐ Ｓ Ａ Ｄ＋Ｍ Ｓ Ａ Ｄ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

＊1 

＊2 

＊3 

＊2 

＊2 

＊3 

＊3 
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表 5－2 許容応力（重大事故等クラス２容器） 

許容応力状態 

許容限界 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

 

ⅣＡＳ 

 

0.6・Ｓｕ 左欄の 1.5 倍の値 

基準地震動Ｓｓのみによる疲労解析を行い，疲

労累積係数が 1.0 以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値

が 2・Ｓｙ以下であれば疲労解析は不要。 
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。） 

注記＊1：座屈に対する評価が必要な場合には，クラスＭＣ容器の座屈に対する評価式による。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊3：2・Ｓｙを超えるときは弾塑性解析若しくは設計・建設規格 PVB-3300 (PVB-3313 を除く。Ｓｍは 2/3・Ｓｙと読み替える。）

の簡易弾塑性解析を用いる。 

 

 

 

 

 

＊1，＊2 

＊3 
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表5－3 許容応力（重大事故等クラス２支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界 

（ボルト等以外） 

許容限界 

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

組合せ 引張 せん断 

ⅣＡＳ 

1.5･ft* 1.5･ft* 1.5･fs* 
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

  

＊1，＊2 ＊1，＊2 
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表 5－4 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

胴板 SUS316L 最高使用温度 200 ―  120 407 ―  

ラグ SUS304 最高使用温度 200 ― 144 402 205 

取付ボルト 
SNB7 

（63＜径≦100mm） 
最高使用温度 200 ― 569 708 ―  
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5.3 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表5－5に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅴ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に

基づき設定する。 

 

表 5－5 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

フィルタベント 

遮蔽壁 

T.M.S.L.12.0 

(T.M.S.L.26.3 ) 

  ― ― ＣＨ＝4.58 ＣＶ＝1.76 

注記＊:基準床レベルを示す。 

 

5.4 計算方法 

5.4.1 胴の計算方法 

(1) 内圧による応力 

σφ1＝ ｒ ｉＰ・（Ｄ ＋1.2・ｔ）

2・ｔ
･･････････････････････････････ (5.4.1.1) 

σφ２＝0･････････････････････････････････････････････ (5.4.1.2) 

σｘ1＝ ｒ ｉＰ・（Ｄ ＋1.2・ｔ）

4・ｔ
･･････････････････････････････ (5.4.1.3) 

 

(2) 運転時質量による応力 

σｘ２＝
g０

ｉ

ｍ・

π・ｔ・（Ｄ＋ｔ）
･･････････････････････････････ (5.4.1.4) 

 

(3) 鉛直方向地震力により胴断面に生じる引張応力 

σｘ１１＝
g０ Ｖ

ｉ

ｍ・ ・Ｃ

π・ｔ・（Ｄ＋ｔ）
･･････････････････････････････ (5.4.1.5) 

 

(4) 運転時質量による胴のラグつけ根部の応力 

運転時質量ｍ０による鉛直方向の力の平衡条件より 

＊ 
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4・Ｒ－ｍ０・g＝0･････････････････････････････････････ (5.4.1.6) 

 

また，ラグについて図 5－1 のように傾いたとき，モーメントと力の平衡条件よ

り 

 

Ｆ０２・（ａ－ｂ－ｃ）－Ｆ０１・（ａ－ｂ）－Ｍ ℓ＝0････････ (5.4.1.7) 

Ｆ０２－Ｆ０１－Ｒ＝0･･･････････････････････････････････ (5.4.1.8) 

 

 

ａ

ｃｂ

θｓ０

Ｆ０２

θ0

Ｒ
Ｍ

Ｆ０１

 

図 5－1 鉛直荷重により胴及びラグに作用するモーメントと力 

 

運転時質量によるラグつけ根部の局部傾き角θ０は，4.1(2)a.(a)項のθ１又は 

θ２と同様に，次式で求める。 

 

θ０＝ ℓ ℓ
 3  2
ｍ ℓ

Ｍ・Ｋ

ｒ ・β  ・Ｅ
･････････････････････････････････････ (5.4.1.9) 

 

運転時質量によるラグの架台に対する傾き角θｓ０は，4.1(2)a.(d)項のθｓ１又

はθｓ２と同様に，次式で求める。 

 

θｓ０＝ ０１ ｂ

ｂｅ ｂ

Ｆ ・Ｌ

ｎ・Ａ ・Ｅ・ｃ
･････････････････････････････････ (5.4.1.10) 

 

ここで，ラグつけ根部の局部傾き角θ０とラグの架台に対する傾き角θｓ０は等し

いから 
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θ０＝θｓ０････････････････････････････････････････････ (5.4.1.11) 

 

以上の式を連立させて解くことによりＲ，Ｍℓ，Ｆ０１は次式で求められる。 

 

Ｒ＝
g０ｍ・

4
･･･････････････････････････････････････････ (5.4.1.12) 

Ｍℓ＝ 2
ｂｅ ｂ

3 2
ｍ ｂ

Ｒ・（ａ－ｂ－ｃ）

ｎ・Ａ ・Ｅ・Ｋ・ｃ
1＋

ｒ ・β・Ｅ・Ｌ

･･････････････････････････ (5.4.1.13) 

Ｆ０１＝ ℓＲ・（ ａ－ｂ－ｃ） － Ｍ

ｃ
････････････････････････ (5.4.1.14) 

 

運転時質量による鉛直方向曲げモーメントＭℓ により生じる胴の周方向応力及び

軸方向応力は，次のようにして求めることができる。なお，＊を付記した変数は，

シェルパラメータα，γ及びアタッチメントパラメータβによって，参考文献

(1),(2)の表より求まる。 

 

一次応力 

σφ３＝

＊

φ ℓ
ℓ１　2 　2

ℓ ｍ ｍ ℓ

Ｎ Ｍ
・ ・Ｃ

Ｍ ／（r ・β） r  ・t・β
･････････････ (5.4.1.15) 

 

σｘ３＝

＊

ｘ ℓ
ℓ２　2 　2

ℓ ｍ ｍ ℓ

Ｎ Ｍ
・ ・Ｃ

Ｍ ／（r ・β） r  ・t・β
･････････････ (5.4.1.16)  

 

ここで，アタッチメントパラメータβℓ は次式で表される。 

βℓ＝
 23

１ ２β・β ･････････････････････････････････････････ (5.4.1.17) 

 

反力Ｒによるせん断応力は次式で表される。 

 

τℓ１＝
２

Ｒ

4・Ｃ・ｔ
･･････････････････････････････････････ (5.4.1.18) 
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(5) 鉛直方向地震力による胴のラグつけ根部の応力 

鉛直方向地震力による胴のラグつけ根部の応力は，下記ａ.項及びｂ.項より得

られるσφ１２Ｄ，σφ１２Ｕ，σｘ１２Ｄ，σｘ１２Ｕ，σ２φ１２Ｄ，σ２φ１２Ｕ，σ２ｘ１２Ｄ，

σ２ｘ１２Ｕ，τ ℓ６Ｄ，τ ℓ６Ｕを用いて下記の様に求める。 

 

一次応力 

σφ１２＝max[|σφ１２Ｄ|，|σφ１２Ｕ|]････････････････････ (5.4.1.19) 

σｘ１２＝max[|σｘ１２Ｄ|，|σｘ１２Ｕ|]････････････････････ (5.4.1.20) 

 

二次応力 

σ２φ１２＝max[|σ２φ１２Ｄ|，|σ２φ１２Ｕ|]････････････････ (5.4.1.21) 

σ２ｘ１２＝max[|σ２ｘ１２Ｄ|，|σ２ｘ１２Ｕ|]････････････････ (5.4.1.22) 

 

反力によるせん断応力 

τℓ６＝max[τℓ６Ｄ，τℓ６Ｕ]･･････････････････････････････ (5.4.1.23) 

 

a. 鉛直下向き地震力による胴のラグつけ根部の応力 

鉛直下向き地震力により生じる応力は 5.4.1(4)項で与えられた連立方程式にお

いて，ｍ０・gをｍ０・g・ＣＶに置き換えて解くことにより求められる。 

 

ＲＤ＝
g０ Ｖｍ・ ・Ｃ

4
･････････････････････････････････････ (5.4.1.24) 

ＭℓＤ＝ Ｄ
2

ｂｅ ｂ
3 2

ｍ ｂ

Ｒ・（ａ－ｂ－ｃ）

ｎ・Ａ ・Ｅ・Ｋ・ｃ
1＋

ｒ ・β ・Ｅ・Ｌ

･････････････････････････ (5.4.1.25)  

Ｆ０１Ｄ＝ Ｄ ＤＲ・（ａ－ｂ－ｃ）－Ｍ

ｃ
･････････････････････ (5.4.1.26)  

 

鉛直下向き地震力による鉛直方向曲げモーメントＭℓＤにより生じる胴の周方向

応力及び軸方向応力は，次のようにして求めることができる。なお，＊を付記した

変数は，シェルパラメータα，γ及びアタッチメントパラメータβによって，参

考文献(1),(2)の表より求まる。 
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一次応力 

σφ１２Ｄ＝

＊

φ ℓＤ
ℓ１　2 　2

ℓＤ ｍ ｍ ℓ

Ｎ Ｍ
・ ・Ｃ

Ｍ ／（r ・β） r  ・t・β
･･････････ (5.4.1.27)  

 

σｘ１２Ｄ＝

＊

X ℓＤ
ℓ２　2 　2

ℓＤ ｍ ｍ ℓ

Ｎ Ｍ
・ ・Ｃ

Ｍ ／（r ・β） r  ・t・β
･･････････ (5.4.1.28)  

 

二次応力 

σ２φ１２Ｄ＝

＊

φ ℓＤ
　 2

ℓＤ ｍ ｍ ℓ

Ｍ 6・Ｍ
・

Ｍ ／（r・β） ｒ・ｔ・β
･･･････････････ (5.4.1.29)  

 

σ２ｘ１２Ｄ＝

＊

ｘ ℓＤ
　 2

ℓＤ ｍ ｍ ℓ

Ｍ 6・Ｍ
・

Ｍ ／（r・β） ｒ・ｔ・β
･･･････････････ (5.4.1.30)  

 

ここで，アタッチメントパラメータβℓ は次式で表される。 

 

βℓ＝
 23

１ ２β・β ･････････････････････････････････････････ (5.4.1.31) 

 

反力ＲＤによるせん断応力は次式で表される。 

 

τℓ６Ｄ＝ Ｄ

２

Ｒ

4・Ｃ・ｔ
･････････････････････････････････････ (5.4.1.32) 

 

b. 鉛直上向き地震力による胴のラグつけ根部の応力 

鉛直上向き地震力による鉛直方向の力の平衡条件より 

 

4・ＲＵ－（ＣＶ－1）・ｍ０・g＝0･････････････････････ (5.4.1.33) 

 

また，ラグについて図 5－2 のように傾いたとき，モーメントと力の平衡条件よ

り 

 

Ｆ０２Ｕ・ａ－Ｆ０１Ｕ・（ａ－ｂ）＋Ｍ ℓＵ＝0･･･････････････ (5.4.1.34) 

Ｆ０２Ｕ－Ｆ０１Ｕ＋ＲＵ＝0･･････････････････････････････ (5.4.1.35) 
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図 5－2 鉛直上向き地震力により胴及びラグに作用するモーメントと力 

 

ラグつけ根部の局部傾き角θ０Ｕは，4.1(2)a.(a)項のθ１又はθ２と同様に，次

式で求める。 

 

θ０Ｕ＝ ℓＵ ℓ
 3  2
ｍ ℓ

Ｍ ・Ｋ

ｒ ・β  ・Ｅ
･･･････････････････････････････････ (5.4.1.36)  

 

ラグの架台に対する傾き角θｓ０Ｕは，4.1(2)a.(d)項のθｓ１又はθｓ２と同様に，

次式で求める。 

 

θｓ０Ｕ＝ ０１Ｕ ｂ

ｂｅ ｂ

Ｆ ・Ｌ

ｎ・Ａ ・Ｅ・ｂ
･･･････････････････････････････ (5.4.1.37) 

 

ここで，ラグつけ根部の局部傾き角θ０Ｕとラグの架台に対する傾き角θｓ０Ｕは

等しいから 

 

θ０Ｕ＝θｓ０Ｕ･････････････････････････････････････････ (5.4.1.38) 

 

以上の式を連立させて解くことによりＲＵ，Ｍ ℓＵ，Ｆ０１Ｕは次式で求められる。 

 

ＲＵ＝ Ｖ ０（Ｃ －1）・ｍ・

4

g
･････････････････････････････････ (5.4.1.39)  
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ＭℓＵ＝ Ｕ
2

ｂｅ ｂ
3 2

ｍ ｂ

Ｒ・ａ

ｎ・Ａ ・Ｅ・Ｋ・ｂ
1＋

ｒ ・β・Ｅ・Ｌ

･･････････････････････････ (5.4.1.40)  

Ｆ０１Ｕ＝ Ｕ ＵＲ・ａ－Ｍ

ｂ
････････････････････････････････ (5.4.1.41)  

 

鉛直上向き地震力による鉛直方向曲げモーメントＭℓＵにより生じる胴の周方向

応力及び軸方向応力は，次のようにして求めることができる。なお，＊を付記した

変数は，シェルパラメータα，γ及びアタッチメントパラメータβによって，参

考文献(1),(2)の表より求まる。 

 

一次応力 

σφ１２Ｕ＝

＊

φ ℓＵ
ℓ１　2 　2

ℓＵ ｍ ｍ ℓ

Ｎ Ｍ
・ ・Ｃ

Ｍ ／（r ・β） r  ・t・β
･･････････ (5.4.1.42)  

 

σｘ１２Ｕ＝

＊

ｘ ℓＵ
ℓ２　2 　2

ℓＵ ｍ ｍ ℓ

Ｎ Ｍ
・ ・Ｃ

Ｍ ／（r ・β） r  ・t・β
･････････ (5.4.1.43)  

二次応力 

σ２φ１２Ｕ＝

＊

φ ℓＵ
　 2

ℓＵ ｍ ｍ ℓ

Ｍ 6・Ｍ
・

Ｍ ／（r・β） ｒ・ｔ・β
･･･････････････ (5.4.1.44)  

 

σ２ｘ１２Ｕ＝

＊

ｘ ℓＵ
　 2

ℓＵ ｍ ｍ ℓ

Ｍ 6・Ｍ
・

Ｍ ／（r・β） ｒ・ｔ・β
･･･････････････ (5.4.1.45)  

 

ここで，アタッチメントパラメータβℓ は次式で表される。 

 

βℓ＝
 23

１ ２β・β ･････････････････････････････････････････ (5.4.1.46) 

 

反力ＲＵによるせん断応力は次式で表される。 

 

τℓ６Ｕ＝ Ｕ

２

Ｒ

4・Ｃ・ｔ
･････････････････････････････････････ (5.4.1.47)  

 



 

 

K
7
 
①
 Ｖ

-
2-
9
-
4-
7
-
1-
4
 
R1
 

40 

(6) 水平方向地震力による胴の曲げ応力 

σｘ４＝
gＨ １ １ ｉＣ・ｍ・ ・Ｈ・（Ｄ＋2・ｔ）

2・Ｉ
････････････････････ (5.4.1.48)  

 

ただし,ｍ１・g・Ｈ１＜ｍ２・g・Ｈ２の場合はｍ１・g・Ｈ１をｍ２・g・Ｈ２に置き

換える。 

 

(7) 水平方向地震力（Ｚ方向）（図 4－1 参照）による胴のラグつけ根部の応力 

4.1(2)項の固有周期計算における水平力Ｆ１をＣＨ・ｍ１・g，Ｆ２をＣＨ・ｍ２・g

に置き換えて得られるＭ１，Ｍ２，Ｒ１及びＭ３の値を使用する。  

鉛直方向曲げモーメントＭ１及びＭ２により生じる胴の周方向応力及び軸方向応

力は 5.4.1(4)項のσφ３及びσｘ３と同様にして 

 

一次応力 

σφ５＝

＊

φ １
ℓ１　2 　2

１ ｍ ｍ ℓ

Ｎ Ｍ
・ ・Ｃ

Ｍ ／（r ・β） r  ・t・β
･････････････ (5.4.1.49)  

 

σｘ５＝

＊

１ｘ
ℓ２　2 　2

１ ｍ ｍ ℓ

ＭＮ
・ ・Ｃ

Ｍ ／（r ・β） r  ・t・β
･････････････ (5.4.1.50)  

 

二次応力 

σ２φ５＝

＊

φ １

　 2
１ ｍ ｍ ℓ

Ｍ 6・Ｍ
・

Ｍ ／（r・β） ｒ・ｔ・β
･･･････････････････ (5.4.1.51)  

 

σ２ｘ５＝

＊

１ｘ
　 2

１ ｍ ｍ ℓ

6・ＭＭ
・

Ｍ ／（r・β） ｒ・ｔ・β
･･･････････････････ (5.4.1.52)  

一次応力 

σφ６＝

＊

φ ２
ℓ１　2 　2

２ ｍ ｍ ℓ

Ｎ Ｍ
・ ・Ｃ

Ｍ ／（r ・β） r  ・t・β
･････････････ (5.4.1.53)  

 

σｘ６＝

＊

２ｘ
ℓ２　2 　2

２ ｍ ｍ ℓ

ＭＮ
・ ・Ｃ

Ｍ ／（r ・β） r  ・t・β
･････････････ (5.4.1.54)  
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二次応力 

σ２φ６＝

＊

φ ２

　 2
２ ｍ ｍ ℓ

Ｍ 6・Ｍ
・

Ｍ ／（r・β） ｒ・ｔ・β
･･････････････････ (5.4.1.55)  

 

σ２ｘ６＝

＊

２ｘ
　 2

２ ｍ ｍ ℓ

6・ＭＭ
・

Ｍ ／（r・β） ｒ・ｔ・β
･･････････････････ (5.4.1.56)  

 

ここで，アタッチメントパラメータβℓ は次式で表される。 

 

βℓ＝
 23

１ ２β・β ････････････････････････････････････････ (5.4.1.57) 

 

周方向曲げモーメントＭＣにより生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は 

一次応力 

σφ７＝

＊

φ Ｃ
Ｃ１　2 　2

Ｃ ｍ ｍ Ｃ

Ｎ Ｍ
・ ・Ｃ

Ｍ ／（r ・β） r  ・t・β
････････････ (5.4.1.58)  

 

σｘ７＝

＊

Ｃｘ
Ｃ２　2 　2

Ｃ ｍ ｍ Ｃ

ＭＮ
・ ・Ｃ

Ｍ ／（r ・β） r  ・t・β
････････････ (5.4.1.59)  

 

二次応力 

σ２φ７＝

＊

φ Ｃ

　 2
Ｃ ｍ ｍ Ｃ

Ｍ 6・Ｍ
・

Ｍ ／（r・β） ｒ・ｔ・β
･･････････････････ (5.4.1.60) 

  

σ２ｘ７＝

＊

Ｃｘ
　 2

Ｃ ｍ ｍ Ｃ

6・ＭＭ
・

Ｍ ／（r・β） ｒ・ｔ・β
･･････････････････ (5.4.1.61)  

 

ここで，アタッチメントパラメータβＣは次式で表される。 

 

βｃ＝ 2  3
１ ２β・β ････････････････････････････････････････ (5.4.1.62) 

 

(4.1.7)式より求まる周方向せん断力Ｑによるせん断応力は 
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τｃ１＝
１

|Ｑ|

4・Ｃ・ｔ
･･････････････････････････････････････ (5.4.1.63) 

 

鉛直方向せん断力Ｒ１によるせん断応力は 

 

τℓ２＝ １

２

|Ｒ |

4・Ｃ・ｔ
･･･････････････････････････････････････ (5.4.1.64)  

 

ねじりモーメントＭ３により生じる胴の局部せん断応力は 

 

τ３＝ ３
2

１

|Ｍ |

2・π・Ｃ・ｔ
････････････････････････････････････ (5.4.1.65)  

 

ただし，Ｃ１＞Ｃ２の場合はＣ１をＣ２に置き換える。（図 5－3 参照） 

 

 

図 5－3 胴の評価点 

 

(8) 水平方向地震力（Ｘ方向）（図 4－1 参照）による胴のラグつけ根部の応力 

鉛直方向曲げモーメントＭ１により生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は 

 

σφ８＝σφ５／ 2 ，σｘ８＝σｘ５／ 2  

σ２φ８＝σ２φ５／ 2 ，σ２ｘ８＝σ２ｘ５／ 2  

 

鉛直方向曲げモーメントＭ２により生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は 

 

σφ９＝σφ６／ 2 ，σｘ９＝σｘ６／ 2  

  2・Ｃ １ 

2・Ｃ ２ 

第 1 評価点 

第 2 評価点 

ラグ 
当て板 
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σ２φ９＝σ２φ６／ 2 ，σ２ｘ９＝σ２ｘ６／ 2  

 

周方向曲げモーメントＭＣにより生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は 

 

σφ１０＝σφ７／ 2 ，σｘ１０＝σｘ７／ 2  

σ２φ１０＝σ２φ７／ 2 ，σ２ｘ１０＝σ２ｘ７／ 2  

 

周方向せん断力Ｑによる胴のせん断応力は 

 

τｃ４＝τｃ１／ 2  

 

鉛直方向せん断力Ｒ１による胴のせん断応力は 

 

τℓ５＝τ ℓ２／ 2  

 

ねじりモーメントＭ３による胴のせん断応力は 

 

τ６＝τ３／ 2  

 

(9) 組合せ応力 

(1)～(8)によって算出される胴のラグつけ根部に生じる応力は以下により組合

わされる。 

 

a. 一次一般膜応力 

σ０＝max（σ０φ，σ０ｘ）･･････････････････････････････ (5.4.1.66) 

σ０φ＝σφ１＋σφ２････････････････････････････････････ (5.4.1.67) 

 

【絶対値和】 

σ０ｘ＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ１１＋σｘ４･････････････････････ (5.4.1.68) 

 

b. 一次応力 

σ１＝max（σ１１，σ１２，σ１３，σ１４，σ１５，σ１６，σ１７，σ１８， 

σ１９，σ１１０）･･･････････････････････････････････ (5.4.1.69) 
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(a) 水平方向地震力（Ｚ方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合の組合せ一次応

力 

イ. 第 1 ラグのつけ根部 

第 1 評価点については 

σ１１＝
2

φｚ１　 ｘｚ１　 φｚ１　 ｘｚ１

1
・σ ＋σ ＋ σ －σ
2

･･･････････････ (5.4.1.70)  

 

【絶対値和】 

σφｚ１＝σφ１＋σφ３＋σφ５＋σφ２＋σφ１２･････････････ (5.4.1.71) 

σｘｚ１＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ３＋σｘ４＋σｘ５＋σｘ１１＋σｘ１２ 

･･･････････････････････････････････････････････ (5.4.1.72) 

 

第 2 評価点については 

【絶対値和】 

σ１２＝
2 2

φｚ２　 ｘｚ２　 φｚ２　 ｘｚ２ ℓ１ ℓ２ ℓ６

1
・σ ＋σ ＋ σ －σ ＋4・τ ＋τ ＋τ
2

 

･･･････････････････････････････････････････････ (5.4.1.73) 

σφｚ２＝σφ１＋σφ２･･････････････････････････････････ (5.4.1.74) 

σｘｚ２＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ４＋σｘ１１････････････････････ (5.4.1.75) 

 

ロ. 第 2 及び第 4 ラグのつけ根部 

第 1 評価点については 

σ１３＝
2 2

φｚ３　 ｘｚ３　 φｚ３　 ｘｚ３ ｃ１ ３

1
・σ ＋σ ＋ σ －σ ＋4・τ ＋τ
2

･･ (5.4.1.76) 

 

【絶対値和】 

σφｚ３＝σφ１＋σφ３＋σφ２＋σφ１２････････････････････ (5.4.1.77) 

σｘｚ３＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ３＋σｘ１１＋σｘ１２････････････ (5.4.1.78) 

 

第 2 評価点については 

【絶対値和】 

σ１４＝
2 2

φｚ４　 ｘｚ４　 φｚ４　 ｘｚ４ ℓ１ ３ ℓ６

1
・σ ＋σ ＋ σ －σ ＋4・τ ＋τ＋τ
2

 

･･･････････････････････････････････････････････ (5.4.1.79)  

σφｚ４＝σφ１＋σφ７＋σφ２････････････････････････････ (5.4.1.80) 
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σｘｚ４＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ７＋σｘ１１････････････････････ (5.4.1.81) 

 

ハ. 第 3 ラグのつけ根部 

第 1 評価点については 

σ１５＝
2

φｚ５　 ｘｚ５　 φｚ５　 ｘｚ５

1
・σ ＋σ ＋ σ －σ
2

･･････････････ (5.4.1.82) 

 

【絶対値和】 

σφｚ５＝σφ１＋σφ３＋σφ６＋σφ２＋σφ１２･････････････ (5.4.1.83) 

σｘｚ５＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ３＋σｘ４＋σｘ６＋σｘ１１＋σｘ１２ 

･･･････････････････････････････････････････････ (5.4.1.84) 

 

第 2 評価点については 

【絶対値和】 

σ１６＝
2 2

φｚ６　 ｘｚ６　 φｚ６　 ｘｚ６ ℓ１ ℓ２ ℓ６

1
・σ ＋σ ＋ σ －σ ＋4・τ ＋τ ＋τ
2

 

･･･････････････････････････････････････････････ (5.4.1.85)  

σφｚ６＝σφ１＋σφ２･･････････････････････････････････ (5.4.1.86) 

σｘｚ６＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ４＋σｘ１１････････････････････ (5.4.1.87) 

 

(b) 水平方向地震力（Ｘ方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合の組合せ一次応

力 

イ. 第 1 及び第 4 ラグのつけ根部 

第 1 評価点については 

σ１７＝
2 2

φｘ１　 ｘｘ１　 φｘ１　 ｘｘ１ ｃ４ ６

1
・σ ＋σ ＋ σ －σ ＋4・τ ＋τ
2

･･ (5.4.1.88)  

 

【絶対値和】 

σφｘ１＝σφ１＋σφ３＋σφ８＋σφ２＋σφ１２･････････････ (5.4.1.89) 

σｘｘ１＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ３＋σｘ４＋σｘ８＋σｘ１１＋σｘ１２ 

･･･････････････････････････････････････････････ (5.4.1.90) 

 

 

 

 



 

 

K
7
 
①
 Ｖ

-
2-
9
-
4-
7
-
1-
4
 
R1
 

46 

第 2 評価点については 

【絶対値和】 

 

σ１８＝
2 2

φｘ２　 ｘｘ２　 φｘ２　 ｘｘ２ ℓ１ ℓ５ ６ ℓ６

1
・σ ＋σ ＋ σ －σ ＋4・τ ＋τ ＋τ＋τ
2

 

･･･････････････････････････････････････････････ (5.4.1.91)  

σφｘ２＝σφ１＋σφ１０＋σφ２･･････････････････････････ (5.4.1.92) 

σｘｘ２＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ４＋σｘ１０＋σｘ１１････････････ (5.4.1.93) 

 

ロ. 第 2 及び第 3 ラグのつけ根部 

第 1 評価点については 

σ１９＝
2 2

φｘ３　 ｘｘ３　 φｘ３　 ｘｘ３ ｃ４　 ６

1
・σ ＋σ ＋ σ －σ ＋4・τ ＋τ
2

･･ (5.4.1.94)  

 

【絶対値和】 

σφｘ３＝σφ１＋σφ３＋σφ９＋σφ２＋σφ１２･････････････ (5.4.1.95) 

σｘｘ３＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ３＋σｘ４＋σｘ９＋σｘ１１＋σｘ１２ 

･･･････････････････････････････････････････････ (5.4.1.96) 

 

第 2 評価点については 

【絶対値和】 

σ１１０＝
2 2

φｘ４　 ｘｘ４　 φｘ４　 ｘｘ４ ℓ１ ℓ５ ６ ℓ６

1
・σ ＋σ ＋ σ －σ ＋4・τ ＋τ ＋τ＋τ
2

 

･･･････････････････････････････････････････････ (5.4.1.97)  

σφｘ４＝σφ１＋σφ１０＋σφ２･･････････････････････････ (5.4.1.98) 

σｘｘ４＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ４＋σｘ１０＋σｘ１１････････････ (5.4.1.99) 
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c. 一次＋二次応力の変動値 

σ２＝max（σ２１，σ２２，σ２３，σ２４，σ２５，σ２６，σ２７，σ２８， 

σ２９，σ２１０）･･････････････････････････････････ (5.4.1.100) 

 

(a) 水平方向地震力（Ｚ方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合の地震力のみに

よる一次＋二次応力の変動値 

イ. 第 1 ラグのつけ根部 

第 1 評価点については 

σ２１＝
2

２φｚ１　 ２ｘｚ１　 ２φｚ１　 ２ｘｚ１σ ＋σ ＋ σ －σ ･･････････････ (5.4.1.101)  

 

【絶対値和】 

σ２φｚ１＝σφ５＋σ２φ５＋σφ２＋σφ１２＋σ２φ１２････････ (5.4.1.102) 

σ２ｘｚ１＝σｘ４＋σｘ５＋σ２ｘ５＋σｘ１１＋σｘ１２＋σ２ｘ１２ 

･････････････････････････････････････････････ (5.4.1.103) 

 

第 2 評価点については 

σ２２＝
2 2

２φｚ２　 ２ｘｚ２　 ２φｚ２　 ２ｘｚ２　 ℓ２ ℓ６σ ＋σ ＋ σ －σ ＋4・τ ＋τ  (5.4.1.104) 

 

【絶対値和】 

σ２φｚ２＝σφ２････････････････････････････････････････ (5.4.1.105) 

σ２ｘｚ２＝σｘ４＋σｘ１１････････････････････････････････ (5.4.1.106) 

 

ロ. 第 2 及び第 4 ラグのつけ根部 

第 1 評価点については 

σ２３＝
2 2

２φｚ３　 ２ｘｚ３　 ２φｚ３　 ２ｘｚ３　 ｃ１ ３σ ＋σ ＋ σ －σ ＋4・τ ＋τ ･ (5.4.1.107)  

 

【絶対値和】 

σ２φｚ３＝σφ２＋σφ１２＋σ２φ１２･･････････････････････ (5.4.1.108) 

σ２ｘｚ３＝σｘ１１＋σｘ１２＋σ２ｘ１２･････････････････････ (5.4.1.109) 
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第 2 評価点については 

σ２４＝
2 2

２φｚ４　 ２ｘｚ４　 ２φｚ４　 ２ｘｚ４　 ３ ℓ６σ ＋σ ＋ σ －σ ＋4・τ＋τ  

････････････････････････････････････････････････････ (5.4.1.110)  

 

【絶対値和】 

σ２φｚ４＝σφ７＋σ２φ７＋σφ２･････････････････････････ (5.4.1.111) 

σ２ｘｚ４＝σｘ７＋σ２ｘ７＋σｘ１１････････････････････････ (5.4.1.112) 

 

ハ. 第 3 ラグのつけ根部 

第 1 評価点については 

σ２５＝
2

２φｚ５　 ２ｘｚ５　 ２φｚ５　 ２ｘｚ５σ ＋σ ＋ σ －σ ･･････････････ (5.4.1.113)  

 

【絶対値和】 

σ２φｚ５＝σφ６＋σ２φ６＋σφ２＋σφ１２＋σ２φ１２････････ (5.4.1.114) 

σ２ｘｚ５＝σｘ４＋σｘ６＋σ２ｘ６＋σｘ１１＋σｘ１２＋σ２ｘ１２ 

･････････････････････････････････････････････ (5.4.1.115) 

 

第 2 評価点については 

σ２６＝
2 2

２φｚ６　 ２ｘｚ６　 ２φｚ６　 ２ｘｚ６　 ℓ２ ℓ６σ ＋σ ＋ σ －σ ＋4・τ ＋τ  (5.4.1.116)  

 

【絶対値和】 

σ２φｚ６＝σφ２････････････････････････････････････････ (5.4.1.117) 

σ２ｘｚ６＝σｘ４＋σｘ１１････････････････････････････････ (5.4.1.118) 

 

(b) 水平方向地震力（Ｘ方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合の地震力のみに

よる一次＋二次応力の変動値 

イ. 第 1 及び第 4 ラグのつけ根部 

第 1 評価点については 

σ２７＝
2 2

２φｘ１　 ２ｘｘ１　 ２φｘ１　 ２ｘｘ１　 ｃ４ ６σ ＋σ ＋ σ －σ ＋4・τ ＋τ  (5.4.1.119)  
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【絶対値和】 

σ２φｘ１＝σφ８＋σ２φ８＋σφ２＋σφ１２＋σ２φ１２････････ (5.4.1.120) 

σ２ｘｘ１＝σｘ４＋σｘ８＋σ２ｘ８＋σｘ１１＋σｘ１２＋σ２ｘ１２ 

･･･････････････････････････････････････････････ (5.4.1.121) 

 

第 2 評価点については 

σ２８＝
2 2

２φｘ２　 ２ｘｘ２　 ２φｘ２　 ２ｘｘ２　 ℓ５ ６ ℓ６σ ＋σ ＋ σ －σ ＋4・τ ＋τ＋τ  

･･･････････････････････････････････････････････ (5.4.1.122)  

 

【絶対値和】 

σ２φｘ２＝σφ１０＋σ２φ１０＋σφ２･･････････････････････ (5.4.1.123) 

σ２ｘｘ２＝σｘ４＋σｘ１０＋σ２ｘ１０＋σｘ１１･･･････････････ (5.4.1.124) 

 

ロ. 第 2 及び第 3 ラグのつけ根部 

第 1 評価点については 

σ２９＝
2 2

２φｘ３　 ２ｘｘ３　 ２φｘ３　 ２ｘｘ３　 ｃ４ ６σ ＋σ ＋ σ －σ ＋4・τ ＋τ  (5.4.1.125)  

 

【絶対値和】 

σ２φｘ３＝σφ９＋σ２φ９＋σφ２＋σφ１２＋σ２φ１２････････ (5.4.1.126) 

σ２ｘｘ３＝σｘ４＋σｘ９＋σ２ｘ９＋σｘ１１＋σｘ１２＋σ２ｘ１２ 

･････････････････････････････････････････････ (5.4.1.127) 

 

第 2 評価点については 

σ２１０＝
2 2

２φｘ４　 ２ｘｘ４　 ２φｘ４　 ２ｘｘ４ ℓ５ ６ ℓ６σ ＋σ ＋ σ －σ ＋4・τ ＋τ＋τ  

･････････････････････････････････････････････ (5.4.1.128)  

 

【絶対値和】 

σ２φｘ４＝σφ１０＋σ２φ１０＋σφ２･･････････････････････ (5.4.1.129) 

σ２ｘｘ４＝σｘ４＋σｘ１０＋σ２ｘ１０＋σｘ１１･･･････････････ (5.4.1.130) 
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5.4.2 ラグの計算方法 

(1) 運転時質量による応力 

σｓ１＝ ℓ

ｓｔ

Ｍ

Ｚ
･･･････････････････････････････････････････ (5.4.2.1) 

τｓ１＝
ｓ１

Ｒ

Ａ
･･････････････････････････････････････････ (5.4.2.2) 

 

(2) 鉛直方向地震力による応力 

σｓ７＝ ℓＶ

ｓｔ

Ｍ

Ｚ
･･････････････････････････････････････････ (5.4.2.3) 

τｓ７＝ Ｖ

ｓ１

Ｒ

Ａ
･･････････････････････････････････････････ (5.4.2.4) 

 

ここで，Ｍ ℓＶ，ＲＶは 5.4.1(5)項で得られたＭℓＤ，Ｍ ℓＵ，ＲＤ，ＲＵを用いて次式

で求められる。 

 

ＭℓＶ＝max（|ＭℓＤ|，|ＭℓＵ|）･･･････････････････････････ (5.4.2.5) 

ＲＶ＝max（|ＲＤ|，|ＲＵ|）･････････････････････････････ (5.4.2.6) 

 

(3) 水平方向地震力（Ｚ方向）による応力 

第 1 ラグについて 

σｓ２＝
１

ｓｔ

Ｍ

Ｚ
･･････････････････････････････････････････ (5.4.2.7) 

τｓ２＝
１

ｓ１

Ｒ

Ａ
･･････････････････････････････････････････ (5.4.2.8) 

 

第 2 及び第 4 ラグについて 

σｓ３＝
Ｃ

ｓℓ

Ｍ

Ｚ
･･････････････････････････････････････････ (5.4.2.9) 

τｓ３＝ ３

ｓｐ ｓ２

Ｍ Ｑ

Ｚ Ａ
････････････････････････････････････ (5.4.2.10) 

 

第 3 ラグについて 

σｓ４＝
２

ｓｔ

Ｍ

Ｚ
･･････････････････････････････････････････ (5.4.2.11) 
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τｓ４＝
１

ｓ１

Ｒ

Ａ
･･････････････････････････････････････････ (5.4.2.12) 

 

(4) 水平方向地震力（Ｘ方向）による応力 

第 1 及び第 4 ラグについて 

σｓ５＝ １ Ｃ

ｓｔ ｓℓ

|Ｍ | |Ｍ |
＋

2・Ｚ 2・Ｚ
･･････････････････････････････ (5.4.2.13)  

τｓ５＝ １ ３

ｓ１ ｓｐ ｓ２

|Ｒ | |Ｍ | |Ｑ|
＋ ＋

2・Ａ 2・Ｚ 2・Ａ
･････････････････････ (5.4.2.14)  

 

第 2 及び第 3 ラグについて 

σｓ６＝ ２ Ｃ

ｓｔ ｓℓ

|Ｍ | |Ｍ |
＋

2・Ｚ 2・Ｚ
･･･････････････････････････････ (5.4.2.15)  

τｓ６＝ １ ３

ｓ１ ｓｐ ｓ２

|Ｒ | |Ｍ | |Ｑ|
＋ ＋

2・Ａ 2・Ｚ 2・Ａ
････････････････････ (5.4.2.16)  

 

(5) 組合せ応力 

ラグの最大応力は次式で表される。 

σｓ＝max（σ１ｓ，σ２ｓ，σ３ｓ，σ４ｓ，σ５ｓ）･･････････ (5.4.2.17) 

 

a. 水平方向地震力（Ｚ方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合 

【絶対値和】 

第 1 ラグについて 

σ１ｓ＝ 2 2
ｓ１ ｓ２ ｓ７ ｓ１ ｓ２ ｓ７（σ ＋σ ＋σ ）＋3・（τ ＋τ ＋τ ）･････････ (5.4.2.18)  

 

第 2 及び第 4 ラグについて 

σ２ｓ＝ 2 2
ｓ１ ｓ３ ｓ７ ｓ１ ｓ３ ｓ７（σ ＋σ ＋σ ）＋3・（τ ＋τ ＋τ ）･････････ (5.4.2.19)  

 

第 3 ラグについて 

σ３ｓ＝ 2 2
ｓ１ ｓ４ ｓ７ ｓ１ ｓ４ ｓ７（σ ＋σ ＋σ ）＋3・（τ ＋τ ＋τ ）･････････ (5.4.2.20)  
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b. 水平方向地震力（Ｘ方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合 

【絶対値和】 

第 1 及び第 4 ラグについて 

σ４ｓ＝ 2 2
ｓ１ ｓ５ ｓ７ ｓ１ ｓ５ ｓ７（σ ＋σ ＋σ ）＋3・（τ ＋τ ＋τ ）･････････ (5.4.2.21)  

 

第 2 及び第 3 ラグについて 

σ５ｓ＝ 2 2
ｓ１ ｓ６ ｓ７ ｓ１ ｓ６ ｓ７（σ ＋σ ＋σ ）＋3・（τ ＋τ ＋τ ）･････････ (5.4.2.22)  

 

5.4.3 取付ボルトの計算方法 

ボルトの最大引張応力及び最大せん断応力は次式で表される。 

 

σｂ＝max（σｂ１，σｂ２，σｂ３，σｂ４，σｂ５）･･････････ (5.4.3.1) 

τｂ＝max（τｂ２，τｂ４，τｂ５）･･･････････････････････ (5.4.3.2) 

 

(1) 水平方向地震力（Ｚ方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合 

【絶対値和】 

第 1 ラグについて 

σｂ１＝
１１ ０１ ０１Ｖ

ｂ

Ｆ ＋Ｆ ＋Ｆ

ｎ・Ａ
･････････････････････････････ (5.4.3.3) 

 

第 2 及び第 4 ラグについて 

σｂ２＝
３１ ３２ ０１ ０１Ｖ

ｂ ｂ

max Ｆ ，Ｆ Ｆ ＋Ｆ
＋

Ａ ｎ・Ａ
････････････････････ (5.4.3.4)  

τｂ２＝
ｂ

|Ｑ|・（1－ε）

ｎ・Ａ
･････････････････････････････････ (5.4.3.5) 

 

第 3 ラグについて 

σｂ３＝
２１ ０１ ０１Ｖ

ｂ

Ｆ ＋Ｆ ＋Ｆ

ｎ・Ａ
･････････････････････････････ (5.4.3.6) 

 

ここで，Ｆ０１Ｖは 5.4.1(5)項で得られたＦ０１Ｄ，Ｆ０１Ｕを用いて次式で求める。 

Ｆ０１Ｖ＝max（Ｆ０１Ｄ，Ｆ０１Ｕ）･････････････････････････ (5.4.3.7) 
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(2) 水平方向地震力（Ｘ方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合 

【絶対値和】 

第 1 及び第 4 ラグについて 

σｂ４＝ １１ ３１ ３２ ０１ ０１Ｖ

ｂｂ ｂ

|Ｆ | max（|Ｆ |，|Ｆ |） Ｆ ＋Ｆ
＋ ＋

ｎ・Ａ2・ｎ・Ａ 2・Ａ
･･････ (5.4.3.8)  

τｂ４＝
ｂ

|Ｑ|・（1－ε）

2・ｎ・Ａ
･･････････････････････････････････ (5.4.3.9)  

 

第 2 及び第 3 ラグについて 

σｂ５＝ ２１ ３１ ３２ ０１ ０１Ｖ

ｂｂ ｂ

|Ｆ | max（|Ｆ |，|Ｆ |） Ｆ ＋Ｆ
＋ ＋

ｎ・Ａ2・ｎ・Ａ 2・Ａ
･･････ (5.4.3.10)  

τｂ５＝
ｂ

|Ｑ|・（1－ε）

2・ｎ・Ａ
･･････････････････････････････････ (5.4.3.11) 
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5.5 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【よう素フィルタの耐震性についての計

算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

5.6 応力の評価 

5.6.1 胴の応力評価 

5.4.1(9)項で求めた組合せ応力が胴の最高使用温度における許容応力Ｓａ以下

であること。ただし，Ｓａは 5.2.2 項 表 5－2 による。 

 

5.6.2 ラグの応力評価 

5.4.2(5)項で求めた組合せ応力が許容引張応力 fｔ以下であること。ただし， fｔ

は下表による。 

 

 基準地震動Ｓｓによる荷重との

組合せの場合 

許容引張応力 

fｔ 
Ｆ

・1.5　
1.5

*
 

 

5.6.3 取付ボルトの応力評価 

5.4.3 項で求めたボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容引張応力 fｔｓ以下

であること。ただし， fｔ０は次表による。 

 

fｔｓ＝min（1.4・ fｔ０－1.6・τｂ， fｔ０）････････････ (5.5.3.1) 

 

せん断応力τｂはせん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 fｓｂ以下である

こと。ただし， fｔ０， fｓｂは次表による。 

 

 
基準地震動Ｓｓによる荷

重との組合せの場合 

許容引張応力 

fｔ０ 

Ｆ
・1.5　

2

*
 

許容せん断応力 

fｓｂ 

Ｆ
・1.5

1.5・ 3

*
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6. 評価結果 

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

よう素フィルタの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。

発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有してい

ることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

7. 参考文献 

(1) Bijlaard, P.P.: Stresses from Radial Loads and External Moments in Cylindrical 

Pressure Vessels, The Welding Journal, 34(12), Research Supplement, 1955. 

(2) Wichman, K.R. et al.: Local Stresses in Spherical and Cylindrical Shells due to 

External Loadings, Welding Research Council bulletin, March 1979 revision of WRC 

bulletin 107/August 1965. 
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1.3 計算数値

 1.3.1 胴に生じる応力

   (1) 一次一般膜応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度） （単位：MPa）

― ―

― ―

― ―

   (2) 一次一般膜応力（基準地震動Ｓｓ） （単位：MPa）

σφ１＝ 21 σφ2＝ 0

σｘ１＝ 11 ― σｘ２＝ 1 σｘ４＝ 3 σｘ11＝ 2 σ０＝ 21

― ―

― ―

― ― ―

―

― ― ―

―

― ― ―

― ― ―周方向

軸方向

せん断

内圧による応力

(鉛直方向地震時)

内圧による応力

(鉛直方向地震時)
応力 内圧による応力

応力 内圧による応力

周方向

軸方向

せん断

自重による応力

運転時質量による応力 水平方向地震による応力

転倒モーメントによる応力

組合せ一次

一般膜応力鉛直方向荷重による応力

鉛直方向地震による応力

自重による応力

運転時質量による応力 水平方向地震による応力

転倒モーメントによる応力

組合せ一次

一般膜応力鉛直方向荷重による応力

鉛直方向地震による応力

―



 

 

K7 ① Ｖ-2-9-4-7-1-4 R1 

5
8
 

 

 

  

   (3) 一次応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度） （単位：MPa）

― ― ― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ― ― ―

― ― ―

― ― ― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ― ― ―

― ― ―

― ― ― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ― ― ―

― ― ―

― ― ― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ― ― ―

― ― ―

組合せ
一次応力

自重による応力
曲げモーメント

による応力
転倒モーメント

による応力
鉛直方向モーメント

による応力
周方向モーメント

による応力
鉛直方向荷重
による応力

鉛直方向モーメント
による応力

運転時質量による応力 水平方向地震による応力

内圧による応力
(鉛直方向地震時)

第
2
及
び
第
4
ラ
グ
側

第
3
ラ
グ
側

鉛直方向地震による応力

せん断

軸方向

せん断

周方向

軸方向

周方向

地
震
の
種
類

地
震
の
方
向

弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓｄ
又
は
静
的
震
度

Ｚ
方
向
及
び
鉛
直
方
向

内圧による応力

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

周方向

軸方向

せん断

せん断

周方向

軸方向

せん断

―

― ―

―

―

― ―

―

―

― ―

―

評価点 応力

周方向

軸方向

周方向

軸方向

せん断
第
1

ラ
グ
側

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点 ― ―
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（単位：MPa）

― ― ― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ―

地
震
の
方
向

地
震
の
種
類

Ｘ
方
向
及
び
鉛
直
方
向

弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓｄ
又
は
静
的
震
度

運転時質量による応力

第
2
評
価
点

評価点 応力 内圧による応力
内圧による応力

(鉛直方向地震時)

軸方向

せん断

第
1
及
び
第
4
ラ
グ
側

第
2
及
び
第
3
ラ
グ
側

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

水平方向地震による応力 鉛直方向地震による応力

組合せ
一次応力

自重による応力
曲げモーメント

による応力
転倒モーメント

による応力
鉛直方向モーメント

による応力
周方向モーメント

による応力
鉛直方向荷重
による応力

鉛直方向モーメント
による応力

―

周方向

軸方向

せん断

周方向

軸方向

せん断

周方向

第
1
評
価
点

周方向

軸方向

せん断

―



 

 

K7 ① Ｖ-2-9-4-7-1-4 R1 

6
0
 

 

  

   (4) 一次応力（基準地震動Ｓｓ） （単位：MPa）

σφ１＝ 21 σφ2＝ 0 ― σφ３＝ 1 ― σφ５＝ 1 ― ― σφ12＝ 1

σｘ１＝ 11 ― σｘ２＝ 1 σｘ３＝ 1 σｘ４＝ 3 σｘ５＝ 1 ― σｘ11＝ 2 σｘ12＝ 1 σ１１＝ 23

― ― ― ―

σφ１＝ 21 σφ2＝ 0 ― ― ― ― ― ― ―

σｘ１＝ 11 ― σｘ２＝ 1 ― σｘ４＝ 3 ― ― σｘ11＝ 2 ― σ１２＝ 24

― ― τ １＝ 2 τ ２＝ 2 τ ６＝ 3

σφ１＝ 21 σφ2＝ 0 ― σφ３＝ 1 ― ― ― ― σφ12＝ 1

σｘ１＝ 11 ― σｘ２＝ 1 σｘ３＝ 1 ― ― ― σｘ11＝ 2 σｘ12＝ 1 σ１３＝ 31

― ― ― τ３＝ 1 τｃ１＝ 12 ―

σφ１＝ 21 σφ2＝ 0 ― ― ― ― σφ７＝ 10 ― ―

σｘ１＝ 11 ― σｘ２＝ 1 ― ― ― σｘ７＝ 28 σｘ11＝ 2 ― σ１４＝ 42

― ― τ １＝ 2 τ３＝ 1 τ ６＝ 3

σφ１＝ 21 σφ2＝ 0 ― σφ３＝ 1 ― σφ６＝ 1 ― ― σφ12＝ 1

σｘ１＝ 11 ― σｘ２＝ 1 σｘ３＝ 1 σｘ４＝ 3 σｘ６＝ 1 ― σｘ11＝ 2 σｘ12＝ 1 σ１５＝ 23

― ― ― ― ―

σφ１＝ 21 σφ2＝ 0 ― ― ― ― ― ― ―

σｘ１＝ 11 ― σｘ２＝ 1 ― σｘ４＝ 3 ― ― σｘ11＝ 2 ― σ１６＝ 24

― ― τ １＝ 2 τ ２＝ 2 τ ６＝ 3

―

軸方向

せん断

内圧による応力
(鉛直方向地震時)

運転時質量による応力

せん断

周方向

組合せ
一次応力

自重による応力
曲げモーメント

による応力
転倒モーメント

による応力
鉛直方向モーメント

による応力
周方向モーメント

による応力
鉛直方向荷重
による応力

鉛直方向モーメント
による応力

鉛直方向地震による応力水平方向地震による応力地
震
の
種
類

地
震
の
方
向

評価点 応力 内圧による応力

基
準
地
震
動
Ｓｓ

Ｚ
方
向
及
び
鉛
直
方
向

第
1

ラ
グ
側

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
3
ラ
グ
側

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
2
及
び
第
4
ラ
グ
側

せん断

周方向

軸方向

せん断

周方向

軸方向

せん断

周方向

周方向

軸方向

せん断

周方向

軸方向

軸方向

l

l

l

l

l

l

l

l

―

―

―

―

―

―
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（単位：MPa）

σφ１＝ 21 σφ2＝ 0 ― σφ３＝ 1 ― σφ８＝ 1 ― ― σφ12＝ 1

σｘ１＝ 11 ― σｘ２＝ 1 σｘ３＝ 1 σｘ４＝ 3 σｘ８＝ 1 ― σｘ11＝ 2 σｘ12＝ 1 σ１７＝ 29

― ― ― τｃ４＝ 9 τ６＝ 1 ―

σφ１＝ 21 σφ2＝ 0 ― ― ― ― σφ１０＝ 7 ― ―

σｘ１＝ 11 ― σｘ２＝ 1 ― σｘ４＝ 3 ― σｘ１０＝ 20 σｘ11＝ 2 ― σ１８＝ 37

― ― τ １＝ 2 τ ５＝ 1 τ６＝ 1 τ ６＝ 3

σφ１＝ 21 σφ2＝ 0 ― σφ３＝ 1 ― σφ９＝ 1 ― ― σφ12＝ 1

σｘ１＝ 11 ― σｘ２＝ 1 σｘ３＝ 1 σｘ４＝ 3 σｘ９＝ 1 ― σｘ11＝ 2 σｘ12＝ 1 σ１９＝ 29

― ― ― τｃ４＝ 9 τ６＝ 1 ―

σφ１＝ 21 σφ2＝ 0 ― ― ― ― σφ１０＝ 7 ― ―

σｘ１＝ 11 ― σｘ２＝ 1 ― σｘ４＝ 3 ― σｘ１０＝ 20 σｘ11＝ 2 ― σ１１０＝ 37

― ― τ １＝ 2 τ ５＝ 1 τ６＝ 1 τ ６＝ 3

内圧による応力
(鉛直方向地震時)

運転時質量による応力 水平方向地震による応力

周方向

軸方向

せん断

周方向

地
震
の
種
類

地
震
の
方
向

評価点 応力 内圧による応力

鉛直方向地震による応力

組合せ
一次応力

自重による応力
曲げモーメント

による応力
転倒モーメント

による応力
鉛直方向モーメント

による応力
周方向モーメント

による応力
鉛直方向荷重
による応力

鉛直方向モーメント
による応力

軸方向

せん断

周方向

軸方向

せん断

周方向

軸方向

せん断

第
1
及
び
第
4
ラ
グ
側

第
2
及
び
第
3
ラ
グ
側

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

基
準
地
震
動
Ｓｓ

Ｘ
方
向
及
び
鉛
直
方
向

l

l l

l

l

l

―

―

―

―
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   (5) 地震動のみによる一次＋二次応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度）

(単位：MPa)

 ―

第
2

評
価
点

周方向  ―  ―  ―  ―

第
1
評
価

点

―

せん断  ― ―

 ―

軸方向  ―  ―  ―  ―  ―

―

せん断  ―  ―

 ―

軸方向  ―  ―  ―  ―  ―

―

せん断  ―  ―

周方向  ―  ―  ―  ―

―

 ―  ―  ―

 ―

軸方向  ―  ―  ―  ―  ―

せん断  ―  ―

 ―  ―

 ―  ―  ―

Ｘ
方

向
及
び

鉛
直
方
向

第

1
及
び

第
4
ラ
グ

側

第
1

評
価
点

周方向  ―  ―

第
2
評
価

点

第
3
ラ

グ
側

第
1
評

価
点

第
2
評

価
点

周方向  ―  ―

軸方向  ―  ―

せん断  ―

第
2
及

び
第
3
ラ

グ
側

 ―

軸方向  ―  ―  ―  ―  ―

―

せん断  ―  ―

周方向  ―  ―  ―  ―

―

 ―  ―

―

せん断  ―  ―

 ―  ―

軸方向  ―  ―  ―  ―  ―

―

せん断  ―  ―

周方向  ―  ―  ―

―

せん断  ―  ―

第
2
及

び
第
4
ラ

グ
側

第
1
評
価

点

周方向  ―  ―  ―

第
2
評

価
点

第
2

評
価
点

周方向  ―  ―  ―  ―

 ―  ―

軸方向  ―  ―  ―  ―

―

せん断  ―  ―

周方向  ―  ―  ―  ―

 ―  ―  ―  ―

 ―

軸方向  ―  ―  ―  ―  ―

弾

性
設
計
用

地
震
動

Ｓｄ
又
は
静

的
震
度

Ｚ
方
向

及
び
鉛
直

方
向

第
1

ラ
グ
側

第
1

評
価
点

周方向  ―  ―  ―  ―  ―

軸方向  ―

 ―

 ―

軸方向  ―  ―  ―

組合せ一次
＋二次応力
（変動値）

自重による応力 曲げモーメントによる応力
 転倒モーメント

 による応力
鉛直方向モーメントによる応力 周方向モーメントによる応力

地

震
の
種
類

地

震
の
方
向

評
価
点

応力

鉛直方向地震による応力 　水平方向地震による応力
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   (6) 地震動のみによる一次＋二次応力（基準地震動Ｓｓ）

(単位：MPa)

1 1 1 1

2 1 1 3 1 1 12

2 3 12

τ ６＝ 3 τ ２＝ 2

1 1

2 1 1 29

1 12

10 97

2 28 44 213

τ ６＝ 3 1

1 1 1 1

2 1 1 3 1 1 13

2 3 12

τ ６＝ 3 τ ２＝ 2

1 1 1 1

2 1 1 3 1 1 25

τｃ４＝ 9 τ６＝ 1

7 69

2 3 20 31 152

τ ６＝ 3 τ ５＝ 1 τ６＝ 1

1 1 1 1

2 1 1 3 1 1 26

τｃ４＝ 9 τ６＝ 1

7 69

2 3 20 31 152

τ ６＝ 3 τ ５＝ 1 τ６＝ 1

σ210＝

せん断

軸方向 σｘ11＝  ― σｘ４＝ σｘ10＝ σ2ｘ10＝

 ―

 ―

 ―

σｘ４＝ σｘ9＝ σ2ｘ9＝  ― σ29＝

 ― σφ10＝ σ2φ10＝

せん断

せん断  ―

 ―

 ―σｘ４＝ σｘ10＝ σ2ｘ10＝ σ28＝

軸方向 σｘ11＝ σｘ12＝ σ2ｘ12＝ σｘ４＝

σ2φ12＝  ― σφ8＝ σ2φ8＝

σｘ8＝ σ2ｘ8＝  ― σ27＝

第
1
評
価

点

周方向  ― σφ12＝ σ2φ12＝

軸方向 σｘ11＝ σｘ12＝ σ2ｘ12＝

第
2
評

価
点

周方向  ―  ―

 ―

 ― σφ10＝ σ2φ10＝

 ― σφ9＝ σ2φ9＝

σ26＝

せん断

軸方向 σｘ11＝  ― σｘ４＝  ―  ―

 ―  ―

 ― σ25＝

せん断  ―  ―

σ24＝

せん断 τ６＝

第
3
ラ

グ
側

第
1
評

価
点

周方向  ― σφ12＝ σ2φ12＝  ―

第
2
及

び
第
4
ラ

グ
側

σφ６＝ σ2φ6＝  ―

軸方向 σｘ11＝ σｘ12＝ σ2ｘ12＝ σｘ４＝ σｘ６＝ σ2ｘ6＝

 ―  ―  ―

σφ７＝ σ2φ7＝

軸方向 σｘ11＝  ―  ―  ― σｘ７＝ σ2ｘ7＝

τ３＝ τｃ１＝

第
2

評
価
点

周方向  ―  ―  ―

第
1
評
価

点

 ―

せん断  ―

σ21＝

せん断  ―  ―

 ―

 ―

軸方向 σｘ11＝ σｘ12＝ σ2ｘ12＝  ―  ―  ―

σ22＝

せん断

周方向  ― σφ12＝ σ2φ12＝  ―  ―

σ23＝

σｘ４＝ σｘ５＝ σ2ｘ5＝

 ―

軸方向 σｘ11＝  ― σｘ４＝  ―  ―

σφ12＝ σ2φ12＝  ― σφ５＝ σ2φ5＝  ―

 ―  ―  ―

σｘ12＝ σ2ｘ12＝

周方向  ―

σφ12＝

軸方向 σｘ11＝  ―

せん断  ―

第
2

評
価
点

周方向  ―  ―

組合せ一次
＋二次応力
（変動値）

自重による応力 曲げモーメントによる応力
 転倒モーメント

 による応力
鉛直方向モーメントによる応力 周方向モーメントによる応力

地

震
の
種
類

地

震
の
方
向

評
価
点

応力

鉛直方向地震による応力 　水平方向地震による応力

基
準

地
震
動
Ｓｓ

Ｚ
方
向

及
び
鉛
直

方
向

第
1

ラ
グ
側

第
1

評
価
点

周方向  ―

軸方向 σｘ11＝

第
2
評
価

点

周方向

第
2
評

価
点

Ｘ
方

向
及
び

鉛
直
方
向

第

1
及
び

第
4
ラ
グ

側

第
1

評
価
点

周方向  ―

第
2
及

び
第
3
ラ

グ
側

l

l

l

l

l

l

l l

l
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 1.3.2 ラグに生じる応力

（単位：MPa）

地震力の方向

（単位：MPa）

地震力の方向

σｓ１＝ 1 τｓ1＝ 1 σｓ２＝ 1 τｓ２＝ 2 σｓ７＝ 1 τｓ７＝ 2 σ１ｓ＝ 7

σｓ１＝ 1 τｓ1＝ 1 σｓ３＝ 6 τｓ３＝ 40 σｓ７＝ 1 τｓ７＝ 2 σ２ｓ＝ 74

σｓ１＝ 1 τｓ1＝ 1 σｓ４＝ 1 τｓ４＝ 2 σｓ７＝ 1 τｓ７＝ 2 σ３ｓ＝ 8

σｓ１＝ 1 τｓ1＝ 1 σｓ５＝ 5 τｓ５＝ 29 σｓ７＝ 1 τｓ７＝ 2 σ４ｓ＝ 55

σｓ１＝ 1 τｓ1＝ 1 σｓ６＝ 5 τｓ６＝ 29 σｓ７＝ 1 τｓ７＝ 2 σ５ｓ＝ 55

 1.3.3 取付ボルトに生じる応力

（単位：MPa）

地震力の方向

（単位：MPa）

地震力の方向

σｂ１＝ 32 ―

σｂ２＝ 33 τｂ２＝ 107

σｂ３＝ 48 ―

σｂ４＝ 36 τｂ４＝ 76

σｂ５＝ 48 τｂ５＝ 76

地震力の種類

― ―

― ―

― ―

― ― ― ―

― ― ― ― ― ―

―

―

― ― ― ― ―

―

― ― ― ― ― ―

―

―

地震力の種類

―

― ― ―

地震力の種類

― ―

地震力の種類

― ―

― ―

― ―

―

曲げ せん断 曲げ せん断
組合せ応力

運転時質量による応力 水平方向地震による応力

曲げ

鉛直方向地震による応力

第1ラグ側

第2及び第4ラグ側

第3ラグ側

第1及び第4ラグ側

第2及び第3ラグ側

引張応力 せん断応力

第1ラグ側

第2及び第4ラグ側

第3ラグ側

第1及び第4ラグ側

第2及び第3ラグ側

曲げ せん断 曲げ せん断
組合せ応力

運転時質量による応力 水平方向地震による応力

曲げ せん断

鉛直方向地震による応力

第1ラグ側

第2及び第4ラグ側

第3ラグ側

第1及び第4ラグ側

第2及び第3ラグ側

引張応力 せん断応力

せん断

Ｚ方向及び
鉛直方向

Ｘ方向及び
鉛直方向

Ｚ方向及び
鉛直方向

Ｘ方向及び
鉛直方向

第1ラグ側

第2及び第4ラグ側

第3ラグ側

第1及び第4ラグ側

第2及び第3ラグ側

弾性設計用
地震動Ｓｄ

又は
静的震度

基準地震動
Ｓｓ

弾性設計用
地震動Ｓｄ

又は
静的震度

基準地震動
Ｓｓ

Ｚ方向及び
鉛直方向

Ｘ方向及び
鉛直方向

Ｚ方向及び
鉛直方向

Ｘ方向及び
鉛直方向
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1.4 結論

 1.4.1 固有周期

（単位：ｓ）

1次 ＴＨ１＝

2次 ＴＨ２＝

1次 ＴＶ＝

 1.4.2 応力

（単位：MPa）

σ０＝ 21 Ｓａ＝ 244

σ１＝ 42 Ｓａ＝ 366

σ２＝ 213 Ｓａ＝ 240

σｓ＝ 74 f ｔ＝ 194

σｂ＝ 48 f ｔｓ＝ 349 *

せん断 τｂ＝ 107 f ｓｂ＝ 286

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，  ƒｔｏ]

ラグ SUS304

取付ボルト SNB7

応力

一次一般膜

胴板 SUS316L

一次＋二次

引張

水平

モード
卓越

固有周期
方向

水平

鉛直

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ
部材 材料

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

― ―

一次 ― ―

― ―

組合せ ― ―

― ―
― ―
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Ⅴ-2-9-4-8 原子炉格納容器付属構造物の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅴ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」及びⅤ-2-1-9「機能維

持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針に準じて，下部ドライウェルアクセスト

ンネルが設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを説明するものである。 

下部ドライウェルアクセストンネルは設計基準対象施設においてはＳクラス相当施設に，重

大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備相当に

分類される。以下，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価を示す。 

なお，本計算書においては，新規制対応工認対象となる設計用地震力及び重大事故等時に対

する評価について記載するものとし，前述の荷重を除く荷重による下部ドライウェルアクセス

トンネルの評価は，平成 4年 3月 27 日付け 3資庁第 13034 号にて認可された工事計画の添付書

類（参照図書(1)）による（以下「既工認」という。）。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

下部ドライウェルアクセストンネルの構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

下部ドライウェルアクセ

ストンネルは，原子炉本

体の基礎（以下「原子炉

本体基礎」という。）及

び原子炉格納容器に支持

される。 

下部ドライウェルアクセ

ストンネルの鉛直方向荷

重及び水平方向荷重は，

原子炉本体基礎及び原子

炉格納容器シェル部を介

して原子炉建屋に伝達さ

せる。 

内径  mm，板厚  

mm の円筒胴で構成され

る鋼製構造物である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：mm） 

下部ドライウェルアクセストンネル 拡大図 
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下部ドライウェルアクセストンネル 

（
原
子
炉
本
体
基
礎
） 

（
原
子
炉
格
納
容
器
） 
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2.2 評価方針 

下部ドライウェルアクセストンネルの応力評価は，Ⅴ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件

に関する説明書」及びⅤ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ

並びに「2.3 適用規格・基準等」にて設定される許容限界に基づき，「3. 評価部位」にて

設定する箇所に作用する設計用地震力による応力度等が許容限界内に収まることを，「4. 地

震応答解析及び構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「5. 

評価結果」に示す。 

下部ドライウェルアクセストンネルの耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 下部ドライウェルアクセストンネルの耐震評価フロー 

 

 

2.3 適用規格・基準等 

適用規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987 （（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版 （（社）日本電気協会） 

・鋼構造設計規準（日本建築学会 2005改定） 
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解析モデルの設定 

設計用地震力 

地震時における応力度 

下部ドライウェルアクセストンネルの構造強度評価 

応力解析による応力度計算 

固有値解析 

原子炉本体基礎と 

原子炉格納容器間の

相対変位 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ｃｉ 地震層せん断力係数 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

Ｄ 死荷重 ― 

Ｄｉ 直径（ｉ＝1，2） mm 

Ｅ 縦弾性係数 N/mm2 

ｆｂ 許容曲げ応力度 N/mm2 

ｆｃ 許容圧縮応力度 N/mm2 

ｆｐ 許容支圧応力度 N/mm2 

ｆｓ 許容せん断応力度 N/mm2 

ｆｔ 許容引張応力度 N/mm2 

Ｆ 許容応力度の基準値 N/mm2 

ｉ 長さ（ｉ＝1，2，3） mm 

ｍｉ 質量（ｉ＝0，1） kg 

Ｍ 機械的荷重 ― 

ＭＬ 地震と組み合わせる機械的荷重 ― 

ＭＳＡＬ 機械的荷重（ＳＡ後長期機械的荷重） ― 

ＭＳＡＬＬ 機械的荷重（ＳＡ後長々期機械的荷重） ― 

Ｐ 圧力 ― 

ＰＬ 地震と組み合わせる圧力 ― 

ＰＳＡＬ 圧力（ＳＡ後長期圧力） kPa 

ＰＳＡＬＬ 圧力（ＳＡ後長々期圧力） kPa 

Ｓｄ 弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力 ― 

Ｓｄ⚹ 弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力又は静的震度 ― 

Ｓｓ 基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 ― 

Ｓｕ 設計引張強さ N/mm2 

Ｓｙ 設計降伏点 N/mm2 

ｔｉ 厚さ（ｉ＝1，2，3） mm 

Ｔ 温度 ℃ 

ν ポアソン比 ― 
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3. 評価部位 

下部ドライウェルアクセストンネルの形状及び主要寸法を図 3－1 に，使用材料及び使用部位

を表 3－1に示す。 

 

 

 

Ｄ１＝  Ｄ２＝  １＝  ２＝   ３＝  

 ｔ１＝   ｔ２＝   ｔ３＝  

（単位：mm） 

 

図 3－1 下部ドライウェルアクセストンネルの形状及び主要寸法 
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表 3－1 使用材料表 

使用部位 使用材料 備考 

下部ドライウェル 

アクセストンネル 
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4. 地震応答解析及び構造強度評価 

4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) 下部ドライウェルアクセストンネルの地震荷重は，原子炉本体基礎及び原子炉格納容器

コンクリート部を介して原子炉建屋に伝達される。下部ドライウェルアクセストンネルの

耐震評価として，Ⅴ-2-2-1「原子炉建屋の地震応答計算書」及びⅤ-2-2-4「原子炉本体の

基礎の地震応答計算書」において計算された荷重を用いて，参照図書(1)に示す既工認の手

法に従い構造強度評価を行う。また，重大事故等対処設備としての評価においては，没水

時における下部ドライウェルアクセストンネル内部の水重量及び浮力を考慮する。 

(2) 構造強度評価に用いる寸法は，公称値を用いる。 

(3) 概略構造図を表 2－1に示す。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力度 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

下部ドライウェルアクセストンネルの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち，設計基

準対象施設の評価に用いるものを表 4－1 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを

表 4－2に示す。 

詳細な荷重の組合せは，Ⅴ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」に従

い，対象機器の設置位置等を考慮し決定する。なお，考慮する荷重の組合せは，組み合

わせる荷重の大きさを踏まえ，評価上厳しくなる組合せを選定する。 

 

4.2.2 許容応力度 

下部ドライウェルアクセストンネルの許容応力度は，「2.3 適用規格・基準等」に基

づき表 4－3に示すとおりとする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力度評価条件 

下部ドライウェルアクセストンネルの使用材料の許容応力度評価条件を表 4－4 に示す。 
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表4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震重要度 

分類 

機器等 

の区分 
荷重の組合せ＊2 許容応力状態 

原子炉 

格納施設 

圧力低減 

設備その他 

の安全設備 

下部ドライウェル

アクセストンネル 
―＊1 

建物・ 

構築物 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ⚹＊3 

(10) 

(11) 

(14) 

ⅢＡＳ 

＜短期＞＊4 

Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ⚹＊3 (16) 
ⅢＡＳ 

＜短期＞＊4 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ＊3
 

(12) 

(13) 

(15) 

ⅣＡＳ 

＜短期＞＊4 

注記＊1：Ｓクラス相当として評価する。 

＊2：（ ）内はⅤ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表5－3の荷重の組合せのNo.を示す。 

  ＊3：Ⅴ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表5－3に従い，温度荷重を組み合わせる。 

  ＊4：鋼構造設計規準によるため，＜ ＞内の許容応力状態を適用する。 

 

  

K7 ① Ⅴ-2-9-4-8-1 R1 



 

 

9
 

表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類 
機器等 

の区分 
荷重の組合せ＊2 許容応力状態 

原子炉 

格納施設 

圧力低減 

設備その他 

の安全設備 

下部ドライウェル

アクセストンネル 
―＊1 

建物・ 

構築物 

Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ＊3 (V(L)-1) 
ⅤＡＳ 

＜短期＞＊4 

Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋Ｓｓ＊3
 (V(LL)-1) 

ⅤＡＳ 

＜短期＞＊4 

注記＊1：常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備相当として評価する。  

＊2：（ ）内はⅤ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表5－4の荷重の組合せのNo.を示す。 

＊3：Ⅴ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表5－4に従い，重大事故等時の温度荷重は組み合わせない。 

＊4：鋼構造設計規準によるため，＜ ＞内の許容応力状態を適用する。 
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表 4－3 許容応力度 

許容応力状態 
引張／ 

組合せ 
せん断 圧縮 曲げ 支圧 

短期 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 1.5・ｆｃ 1.5・ｆｂ 1.5・ｆｐ 

 

 

表4－4 使用材料の許容応力度評価条件 

（設計基準対象施設及び重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
Ｆ 

(N/mm2) 

Ｓｙ 

(N/mm2) 

Ｓｕ 

(N/mm2) 

下部ドライウェル 

アクセストンネル 
    

注記＊：  
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4.2.4 設計荷重 

(1) 設計基準対象施設としての設計荷重 

設計基準対象施設として地震荷重によるもの以外の設計荷重については，既工認（参

照図書(1)）からの変更はなく，次のとおりである。 

また，設計荷重による相対変位を表 4－5に示す。 

a. 圧力 

外圧（差圧）  14 kPa 

 

b. 死荷重 

下部ドライウェルアクセストンネル胴   N 

内部機器・配管          N 

 

c. 活荷重 

活荷重          N 

 

d. 浮力 

通常運転時          N  

上昇水流作用時          N 

 

e. 熱荷重 

通常運転時             46 ℃ 

異常時（2）＊        52 ℃ 

注記＊:地震荷重と組合せる異常時温度を示す。 

 

f. 逃がし安全弁作動時荷重 

最大正圧              kPa 

最大負圧        kPa 

 

g. 水位 

水位 T.M.S.L. （サプレッションチェンバ）    -1100 mm 
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(2) 重大事故等対処設備としての設計荷重 

a. 重大事故等対処設備としての評価圧力 

重大事故等対処設備としての評価圧力は，以下のとおりとする。 

 

  内圧ＰＳＡＬ 620kPa（ＳＡ後長期：D/W 620kPa，S/C 620kPa） 

  内圧ＰＳＡＬＬ 150kPa（ＳＡ後長々期：D/W 150kPa，S/C 150kPa） 

  差圧ＰＳＡＬ 173kPa（ＳＡ後長期：D/W 620kPa，S/C 447kPa） 

  差圧ＰＳＡＬＬ 100kPa（ＳＡ後長々期：D/W 150kPa，S/C 50kPa） 

注：D/W はドライウェル，S/C はサプレッションチェンバを示す。 

 

b. 水荷重 

重大事故等対処設備の評価に用いる水荷重として，下部ドライウェルアクセストン

ネル内部の水重量を考慮する。 

 

  下部ドライウェルアクセストンネル内部水重量  N 

 

c. 浮力 

重大事故等対処設備の評価においては，没水時における下部ドライウェルアクセス

トンネルの浮力を考慮する。 

 

  下部ドライウェルアクセストンネルに加わる浮力  N 

 

d. 水力学的動荷重 

重大事故等対処設備としてのチャギング荷重は設計基準対象施設としての荷重と同

じであるため，参照図書(1)に示すとおりである。 

 

e. 原子炉本体基礎と原子炉格納容器間の相対変位 

重大事故等対処設備の評価における，下部ドライウェルアクセストンネルの原子炉

本体基礎と原子炉格納容器間の相対変位を表 4－6に示す。 

 

f. 水位 

重大事故等対処設備の評価における水位は，以下のとおりとする。 

水位（下部ドライウェル）    T.M.S.L.       7400 mm 

水位（サプレッションチェンバ） T.M.S.L.       8950 mm 
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表 4－5 原子炉本体基礎と原子炉格納容器間の相対変位（設計基準対象施設） 

                                     （単位：mm） 

荷重 
水平方向 

Ｘ 

軸方向 

Ｙ 

鉛直方向 

Ｚ 

最高使用圧力（外圧）    

鉛直方向Ｓｄ⚹地震    

水平方向Ｓｄ⚹地震    

鉛直方向Ｓｓ地震    

水平方向Ｓｓ地震    

熱荷重（通常運転時）    

熱荷重（異常時（2））    

上昇水流による荷重    

逃がし安全弁作動時荷重    

注：変位は図 4－1に示す方向を正方向とする。 

 

表 4－6 原子炉本体基礎と原子炉格納容器間の相対変位（重大事故等対処設備） 

                                     （単位：mm） 

荷重 
水平方向 

Ｘ 

軸方向 

Ｙ 

鉛直方向 

Ｚ 

内圧（ＳＡ後長期：D/W 620kPa，S/C 620kPa）    

内圧（ＳＡ後長々期：D/W 150kPa，S/C 150kPa）    

差圧（ＳＡ後長期：D/W 620kPa，S/C 447kPa）    

差圧（ＳＡ後長々期：D/W 150kPa，S/C 50kPa）    

鉛直方向Ｓｄ地震（ＳＡ後長期）    

水平方向Ｓｄ地震（ＳＡ後長期）    

鉛直方向Ｓｓ地震（ＳＡ後長々期）    

水平方向Ｓｓ地震（ＳＡ後長々期）    

チャギング荷重（ＳＡ後長期）    

注 1：変位は図 4－1 に示す方向を正方向とする。 

注 2：D/W はドライウェル，S/C はサプレッションチェンバを示す。 

 

図 4－1 相対変位の方向 
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4.3 解析モデル及び諸元 

(1) 設計基準対象施設としての解析モデル 

設計基準対象施設としての評価は，下部ドライウェルアクセストンネルの質量及び外部

の水の影響を考慮して固有値解析及び地震による応力解析（静解析やスペクトルモーダル

解析）を実施する。既工認からの変更はなく，参照図書(1)に示すとおりである。 

解析モデルの概要を以下に示す。 

 

a. 下部ドライウェルアクセストンネルの解析モデルは，3次元シェルモデルによる有限要

素解析手法を適用する。下部ドライウェルアクセストンネルは円筒形状であるため，

既工認と同様に，解析は 1/2 モデルを用いて行う。解析モデルを図 4－2 に，機器の諸

元について表 4－7に示す。 

b. 

  

  

c. 解析コードは「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用し，固有値及び応力度を求める。下

部ドライウェルアクセストンネル内部及び外部の水の影響は「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡ

Ｎ」の機能の 1つである付加質量法（Virtual Mass Method）を用いて考慮する。なお，

評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，別紙「計算機プ

ログラム（解析コード）の概要」に示す。 

 

(2) 重大事故等対処設備としての解析モデル 

重大事故等対処設備としての評価は，没水による下部ドライウェルアクセストンネル内

部及び外部の水の影響を考慮して固有値解析及び応力解析（静解析やスペクトルモーダル

解析等）を行う。重大事故対処設備としての解析モデルは，設計基準対象施設と同じとす

る。諸元を表 4-7 に示す。 
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図 4－2 解析モデル 

 

表 4－7 機器諸元 

項目 記号 単位 

入力値 

設計基準対象

施設 

重大事故等 

対処設備 

材質 ― ―  

機器質量 ｍ０ kg  

水質量（内部水） ｍ１ kg 0 116×103 

温度条件 Ｔ ℃ 57 200 

縦弾性係数 Ｅ N/mm2   

ポアソン比 ν ― 0.3 

要素数 ― ―  

節点数 ― ―  
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4.4 固有周期 

(1) 設計基準対象施設としての固有周期 

設計基準対象施設における固有周期は表 4－8 に，振動モード図を 3 次まで代表して図 4

－3に示す。固有周期は 0.05 秒を超えており，柔構造であることを確認した。 

 

表 4－8(1) 固有周期（設計基準対象施設：通常運転時） 

境界条件 モード 
固有周期 

(s) 

刺激係数＊ 

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

逆対称 

境界 

1 次 0.069 0.552 ― ― 

2 次 0.056 -1.033 ― ― 

3 次 0.048 ― ― ― 

対称 

境界 

1 次 0.070 ― 0.003 -0.007 

2 次 0.053 ― -0.090 0.891 

3 次 0.052 ― -4.019 0.001 

4 次 0.047 ― ― ― 

注記＊：刺激係数は，モード質量を正規化し，固有ベクトルと質量マトリックスの積か 

ら算出した値を示す。 

 

表 4－8(2) 固有周期（設計基準対象施設：燃料交換時） 

境界条件 モード 
固有周期 

(s) 

刺激係数＊ 

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

逆対称 

境界 

1 次 0.077 0.457 ― ― 

2 次 0.064 0.813 ― ― 

3 次 0.057 -0.594 ― ― 

4 次 0.049 ― ― ― 

対称 

境界 

1 次 0.078 ― 0.004 0.039 

2 次 0.063 ― -4.898 0.024 

3 次 0.062 ― -0.076 -0.556 

4 次 0.056 ― 0.024 0.996 

5 次 0.050 ― 0.001 0.268 

6 次 0.037 ― ― ― 

注記＊：刺激係数は，モード質量を正規化し，固有ベクトルと質量マトリックスの積か 

ら算出した値を示す。 
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 (2) 重大事故等対処設備としての固有周期 

重大事故等対処設備における固有周期は表 4－9 に，振動モード図を 3 次まで代表して図

4－4に示す。固有周期は 0.05 秒を超えており，柔構造であることを確認した。 

 

表 4－9 固有周期（重大事故等対処設備） 

境界条件 モード 
固有周期 

(s) 

刺激係数＊ 

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

逆対称 

境界 

1 次 0.098 -0.067 ― ― 

2 次 0.089 0.039 ― ― 

3 次 0.085 -0.007 ― ― 

4 次 0.062 -0.079 ― ― 

5 次 0.060 -0.054 ― ― 

6 次 0.044 ― ― ― 

対称 

境界 

1 次 0.098 ― 0.000 -0.055 

2 次 0.089 ― 0.000 -0.027 

3 次 0.085 ― 0.000 0.000 

4 次 0.062 ― -0.001 -0.058 

5 次 0.060 ― 0.107 -0.083 

6 次 0.055 ― 4.343 0.004 

7 次 0.044 ― ― ― 

注記＊：刺激係数は，モード質量を正規化し，固有ベクトルと質量マトリックスの積か 

ら算出した値を示す。 
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逆対称境界     対称境界 

1 次モード 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

逆対称境界     対称境界 

2 次モード 

 

 

 

 

 

 

         

   

 

 

 

 

 

逆対称境界     対称境界 

3 次モード 

 

図 4-3（1） 振動モード図（設計基準対象施設：通常運転時） 
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逆対称境界     対称境界 

1 次モード 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

逆対称境界     対称境界 

2 次モード 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

逆対称境界     対称境界 

3 次モード 

 

図 4-3（2） 振動モード図（設計基準対象施設：燃料交換時） 
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逆対称境界     対称境界 

1 次モード 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

逆対称境界     対称境界 

2 次モード 
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図 4-4 振動モード図（重大事故等対処設備） 
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4.5 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 4－10 及び表 4－11 に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は， 

Ⅴ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。また，減衰定数はⅤ-2-1-6

「地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。 
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表 4－10（1） 設計用地震力（設計基準対象施設：通常運転時（逆対称境界）） 

据付場所及び 

 設置高さ（m） 

原子炉本体基礎及び原子炉格納容器 

T.M.S.L. -0.18 

減衰定数（％） 水平： 1.0＊1 鉛直：1.0＊1 

地震力 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

モード 
固有周期 

(s) 

応答水平震度＊2 
応答鉛直 

震度＊2 
応答水平震度＊2 

応答鉛直 

震度＊2 

      

1 次 0.069       

2 次 0.056       

3 次＊3 0.048       

動的地震力＊4       

静的地震力＊5       

注記＊1：アクセストンネルは溶接構造物に区分されるため，Ⅴ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の 

溶接構造物の減衰定数を用いる。 

＊2：各モードの固有周期に対し，設計用床応答曲線より得られる震度を示す。 

＊3：2次までは固有周期が 0.050s より長いモード，3次は固有周期 0.050s 以下のモードを示す。 

＊4：Ｓｄ又はＳｓ地震動に基づく設計用最大応答加速度より定めた震度を示す。 

＊5：静的震度（3.0Ｃｉ及び 1.0ＣＶ）を示す。 
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表 4－10（2） 設計用地震力（設計基準対象施設：通常運転時（対称境界）） 

据付場所及び 

 設置高さ（m） 

原子炉本体基礎及び原子炉格納容器 

T.M.S.L. -0.18 

減衰定数（％） 水平： 1.0＊1 鉛直：1.0＊1 

地震力 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

モード 
固有周期 

(s) 

応答水平震度＊2 
応答鉛直 

震度＊2 
応答水平震度＊2 

応答鉛直 

震度＊2 

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

1 次 0.070       

2 次 0.053       

3 次 0.052       

4 次＊3 0.047       

動的地震力＊4       

静的地震力＊5       

注記＊1：アクセストンネルは溶接構造物に区分されるため，Ⅴ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の 

溶接構造物の減衰定数を用いる。 

＊2：各モードの固有周期に対し，設計用床応答曲線より得られる震度を示す。 

＊3：3次までは固有周期が 0.050s より長いモード，4次は固有周期 0.050s 以下のモードを示す。 

＊4：Ｓｄ又はＳｓ地震動に基づく設計用最大応答加速度より定めた震度を示す。 

＊5：静的震度（3.0Ｃｉ及び 1.0ＣＶ）を示す。 
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表 4－10（3） 設計用地震力（設計基準対象施設：燃料交換時（逆対称境界）） 

据付場所及び 

 設置高さ（m） 

原子炉本体基礎及び原子炉格納容器 

T.M.S.L. -0.18 

減衰定数（％） 水平： 1.0＊1 鉛直：1.0＊1 

地震力 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

モード 
固有周期 

(s) 

応答水平震度＊2 
応答鉛直 

震度＊2 
応答水平震度＊2 

応答鉛直 

震度＊2 

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

1 次 0.077       

2 次 0.064       

3 次 0.057       

4 次＊3 0.049       

動的地震力＊4       

静的地震力＊5       

注記＊1：アクセストンネルは溶接構造物に区分されるため，Ⅴ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の 

溶接構造物の減衰定数を用いる。 

＊2：各モードの固有周期に対し，設計用床応答曲線より得られる震度を示す。 

＊3：3次までは固有周期が 0.050s より長いモード，4次は固有周期 0.050s 以下のモードを示す。 

＊4：Ｓｄ又はＳｓ地震動に基づく設計用最大応答加速度より定めた震度を示す。 

＊5：静的震度（3.0Ｃｉ及び 1.0ＣＶ）を示す。 
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表 4－10（4） 設計用地震力（設計基準対象施設：燃料交換時（対称境界）） 

据付場所及び 

 設置高さ（m） 

原子炉本体基礎及び原子炉格納容器 

T.M.S.L. -0.18 

減衰定数（％） 水平： 1.0＊1 鉛直：1.0＊1 

地震力 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

モード 
固有周期 

(s) 

応答水平震度＊2 
応答鉛直 

震度＊2 
応答水平震度＊2 

応答鉛直 

震度＊2 

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

1 次 0.078       

2 次 0.063       

3 次 0.062       

4 次 0.056       

5 次 0.050       

6 次＊3 0.037       

動的地震力＊4       

静的地震力＊5       

注記＊1：アクセストンネルは溶接構造物に区分されるため，Ⅴ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の 

溶接構造物の減衰定数を用いる。 

＊2：各モードの固有周期に対し，設計用床応答曲線より得られる震度を示す。 

＊3：5次までは固有周期が 0.050s より長いモード，6次は固有周期 0.050s 以下のモードを示す。 

＊4：Ｓｄ又はＳｓ地震動に基づく設計用最大応答加速度より定めた震度を示す。 

＊5：静的震度（3.0Ｃｉ及び 1.0ＣＶ）を示す。 
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表 4－11（1） 設計用地震力（重大事故等対処設備（逆対称境界）） 

据付場所及び 

 設置高さ（m） 

原子炉本体基礎及び原子炉格納容器 

T.M.S.L. -0.18 

減衰定数（％） 水平： 1.0＊1 鉛直：1.0＊1 

地震力 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

モード 
固有周期 

(s) 

応答水平震度＊2 
応答鉛直 

震度＊2 
応答水平震度＊2 

応答鉛直 

震度＊2 

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

1 次 0.098       

2 次 0.089       

3 次 0.085       

4 次 0.062       

5 次 0.060       

6 次＊3 0.044       

動的地震力＊4       

静的地震力＊5       

注記＊1：アクセストンネルは溶接構造物に区分されるため，Ⅴ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の 

溶接構造物の減衰定数を用いる。 

＊2：各モードの固有周期に対し，設計用床応答曲線より得られる震度を示す。 

＊3：5次までは固有周期が 0.050s より長いモード，6次は固有周期 0.050s 以下のモードを示す。 

＊4：Ｓｄ又はＳｓ地震動に基づく設計用最大応答加速度より定めた震度を示す。 

＊5：静的震度（3.0Ｃｉ及び 1.0ＣＶ）を示す。 
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表 4－11（2） 設計用地震力（重大事故等対処設備（対称境界）） 

据付場所及び 

 設置高さ（m） 

原子炉本体基礎及び原子炉格納容器 

T.M.S.L. -0.18 

減衰定数（％） 水平： 1.0＊1 鉛直：1.0＊1 

地震力 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

モード 
固有周期 

(s) 

応答水平震度＊2 
応答鉛直 

震度＊2 
応答水平震度＊2 

応答鉛直 

震度＊2 

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

1 次 0.098       

2 次 0.089       

3 次 0.085       

4 次 0.062       

5 次 0.060       

6 次 0.055       

7 次＊3 0.044       

動的地震力＊4       

静的地震力＊5       

注記＊1：アクセストンネルは溶接構造物に区分されるため，Ⅴ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の 

溶接構造物の減衰定数を用いる。 

＊2：各モードの固有周期に対し，設計用床応答曲線より得られる震度を示す。 

＊3：6次までは固有周期が 0.050s より長いモード，7次は固有周期 0.050s 以下のモードを示す。 

＊4：Ｓｄ又はＳｓ地震動に基づく設計用最大応答加速度より定めた震度を示す。 

＊5：静的震度（3.0Ｃｉ及び 1.0ＣＶ）を示す。 
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4.6 計算方法 

4.6.1 応力評価点 

下部ドライウェルアクセストンネルの応力評価点は，下部ドライウェルアクセストン

ネルを構成する部材の形状及び荷重伝達経路を考慮し，発生応力度が大きくなる部位を

選定する。選定した応力評価点を表 4－12 及び図 4－5に示す。 

 

表 4－12 応力評価点 

応力評価点番号 応力評価点 

Ｐ１ 
原子炉本体基礎側端部 

（P1-A～P1-C） 

Ｐ２ 
原子炉本体基礎側フレキシブルジョイント部 

（P2-A～P2-C） 

Ｐ３ 
下部ドライウェルアクセストンネル円筒胴 

（P3-A～P3-C） 

Ｐ４ 
原子炉格納容器側フレキシブルジョイント部 

（P4-A～P4-C） 

Ｐ５ 
原子炉格納容器側端部 

（P5-A～P5-C） 
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Ａ～Ａ矢視図 

 

図 4－5 下部ドライウェルアクセストンネルの応力評価点 

  

K
7
 
①
 Ⅴ

-
2-
9
-
4-
8
-
1 
R
1 

  

（
原
子
炉
本
体
基
礎
） 

（
原
子
炉
格
納
容
器
） 

 

 

Ａ 

Ａ 



 

30 

4.6.2 応力度計算方法 

下部ドライウェルアクセストンネルの応力度計算方法について以下に示す。 

(1) 設計基準対象施設としての応力度計算 

設計基準対象施設における応力度計算方法は，既工認から変更はなく，参照図書(1)に

示すとおりである。 

地震以外の応力度は既工認の値を用い，地震による応力度は「4.3 解析モデル及び諸

元」に示す下部ドライウェルアクセストンネルの解析モデルにより算出した値を用い評

価する。 

 

(2) 重大事故等対処設備としての応力度計算 

下部ドライウェルアクセストンネルに作用する圧力，死荷重，地震荷重及び水力学的

動荷重による応力度は，「4.3 解析モデル及び諸元」に示す下部ドライウェルアクセス

トンネルの解析モデルにより算出する。 

 

4.7 計算条件 

応力解析に用いる荷重を，「4.2 荷重の組合せ及び許容応力度」及び「4.5 設計用地震力」

に示す。 

 

4.8 応力度の評価 

「4.6 計算方法」で求めた応力度が許容応力度以下であること。 
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5. 評価結果 

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

下部ドライウェルアクセストンネルの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示

す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有している

ことを確認した。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を表 5－1及び表 5－2に示す。 

表中の「荷重の組合せ」欄には，Ⅴ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」 

における表 5－3の荷重の組合せの No.を記載する。 
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表 5－1(1) 許容応力状態ⅢＡＳに対する評価結果（Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ⚹）（その 1） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

短期 

判定 
荷重の 

組合せ 
算出応力度 許容応力度 

N/mm2 N/mm2 

下部ドライウ

ェルアクセス

トンネル 

P1-A 原子炉本体基礎側端部 組合せ応力度 105  ○ (14) 

P1-B 原子炉本体基礎側端部 組合せ応力度 100  ○ (14) 

P1-C 原子炉本体基礎側端部 組合せ応力度 61  ○ (14) 

P2-A 
原子炉本体基礎側 

フレキシブルジョイント部 
組合せ応力度 167  ○ (14) 

P2-B 
原子炉本体基礎側 

フレキシブルジョイント部 
組合せ応力度 88  ○ (14) 

P2-C 
原子炉本体基礎側 

フレキシブルジョイント部 
組合せ応力度 104  ○ (14) 

P3-A 
下部ドライウェル 

アクセストンネル円筒胴 
組合せ応力度 41  ○ (14) 

P3-B 
下部ドライウェル 

アクセストンネル円筒胴 
組合せ応力度 25  ○ (14) 

P3-C 
下部ドライウェル 

アクセストンネル円筒胴 
組合せ応力度 27  ○ (14) 
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表 5－1(1) 許容応力状態ⅢＡＳに対する評価結果（Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ⚹）（その 2） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

短期 

判定 
荷重の 

組合せ 
算出応力度 許容応力度 

N/mm2 N/mm2 

下部ドライウ

ェルアクセス

トンネル 

P4-A 
原子炉格納容器側 

フレキシブルジョイント部 
組合せ応力度 104  ○ (14) 

P4-B 
原子炉格納容器側 

フレキシブルジョイント部 
組合せ応力度 147  ○ (14) 

P4-C 
原子炉格納容器側 

フレキシブルジョイント部 
組合せ応力度 109  ○ (14) 

P5-A 原子炉格納容器側端部 組合せ応力度 66  ○ (10), (14) 

P5-B 原子炉格納容器側端部 組合せ応力度 68  ○ (10), (14) 

P5-C 原子炉格納容器側端部 組合せ応力度 100  ○ (14) 
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表 5－1(2) 許容応力状態ⅢＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ⚹）（その 1） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

短期 

判定 算出応力度 許容応力度 

N/mm2 N/mm2 

下部ドライウ

ェルアクセス

トンネル 

P1-A 原子炉本体基礎側端部 組合せ応力度 113  ○ 

P1-B 原子炉本体基礎側端部 組合せ応力度 111  ○ 

P1-C 原子炉本体基礎側端部 組合せ応力度 67  ○ 

P2-A 
原子炉本体基礎側 

フレキシブルジョイント部 
組合せ応力度 82  ○ 

P2-B 
原子炉本体基礎側 

フレキシブルジョイント部 
組合せ応力度 76  ○ 

P2-C 
原子炉本体基礎側 

フレキシブルジョイント部 
組合せ応力度 54  ○ 

P3-A 
下部ドライウェル 

アクセストンネル円筒胴 
組合せ応力度 18  ○ 

P3-B 
下部ドライウェル 

アクセストンネル円筒胴 
組合せ応力度 20  ○ 

P3-C 
下部ドライウェル 

アクセストンネル円筒胴 
組合せ応力度 12  ○ 
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表 5－1(2) 許容応力状態ⅢＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ⚹）（その 2） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

短期 

判定 算出応力度 許容応力度 

N/mm2 N/mm2 

下部ドライウ

ェルアクセス

トンネル 

P4-A 
原子炉格納容器側 

フレキシブルジョイント部 
組合せ応力度 86  ○ 

P4-B 
原子炉格納容器側 

フレキシブルジョイント部 
組合せ応力度 78  ○ 

P4-C 
原子炉格納容器側 

フレキシブルジョイント部 
組合せ応力度 56  ○ 

P5-A 原子炉格納容器側端部 組合せ応力度 79  ○ 

P5-B 原子炉格納容器側端部 組合せ応力度 80  ○ 

P5-C 原子炉格納容器側端部 組合せ応力度 108  ○ 
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表 5－2 許容応力状態ⅣＡＳに対する評価結果（Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ）（その 1） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

短期 

判定 
荷重の 

組合せ 
算出応力度 許容応力度 

N/mm2 N/mm2 

下部ドライウ

ェルアクセス

トンネル 

P1-A 原子炉本体基礎側端部 組合せ応力度 115  ○ (15) 

P1-B 原子炉本体基礎側端部 組合せ応力度 108  ○ (15) 

P1-C 原子炉本体基礎側端部 組合せ応力度 63  ○ (15) 

P2-A 
原子炉本体基礎側 

フレキシブルジョイント部 
組合せ応力度 199  ○ (15) 

P2-B 
原子炉本体基礎側 

フレキシブルジョイント部 
組合せ応力度 133  ○ (15) 

P2-C 
原子炉本体基礎側 

フレキシブルジョイント部 
組合せ応力度 138  ○ (15) 

P3-A 
下部ドライウェル 

アクセストンネル円筒胴 
組合せ応力度 48  ○ (15) 

P3-B 
下部ドライウェル 

アクセストンネル円筒胴 
組合せ応力度 33  ○ (15) 

P3-C 
下部ドライウェル 

アクセストンネル円筒胴 
組合せ応力度 32  ○ (15) 
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表 5－2 許容応力状態ⅣＡＳに対する評価結果（Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ）（その 2） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

短期 

判定 
荷重の 

組合せ 
算出応力度 許容応力度 

N/mm2 N/mm2 

下部ドライウ

ェルアクセス

トンネル 

P4-A 
原子炉格納容器側 

フレキシブルジョイント部 
組合せ応力度 146  ○ (15) 

P4-B 
原子炉格納容器側 

フレキシブルジョイント部 
組合せ応力度 177  ○ (15) 

P4-C 
原子炉格納容器側 

フレキシブルジョイント部 
組合せ応力度 144  ○ (15) 

P5-A 原子炉格納容器側端部 組合せ応力度 68  ○ (15) 

P5-B 原子炉格納容器側端部 組合せ応力度 69  ○ (15) 

P5-C 原子炉格納容器側端部 組合せ応力度 110  ○ (15) 
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5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

下部ドライウェルアクセストンネルの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果

を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を

有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を表 5－3に示す。 
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表 5－3(1) 許容応力状態ⅤＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ）（その 1） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

短期 

判定 算出応力度 許容応力度 

N/mm2 N/mm2 

下部ドライウ

ェルアクセス

トンネル 

P1-A 原子炉本体基礎側端部 組合せ応力度 53  ○ 

P1-B 原子炉本体基礎側端部 組合せ応力度 44  ○ 

P1-C 原子炉本体基礎側端部 組合せ応力度 22  ○ 

P2-A 
原子炉本体基礎側 

フレキシブルジョイント部 
組合せ応力度 193  ○ 

P2-B 
原子炉本体基礎側 

フレキシブルジョイント部 
組合せ応力度 144  ○ 

P2-C 
原子炉本体基礎側 

フレキシブルジョイント部 
組合せ応力度 140  ○ 

P3-A 
下部ドライウェル 

アクセストンネル円筒胴 
組合せ応力度 35  ○ 

P3-B 
下部ドライウェル 

アクセストンネル円筒胴 
組合せ応力度 34  ○ 

P3-C 
下部ドライウェル 

アクセストンネル円筒胴 
組合せ応力度 36  ○ 

  

  

K7 ① Ⅴ-2-9-4-8-1 R1 



 

 

4
0
 

表 5－3(1) 許容応力状態ⅤＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ）（その 2） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

短期 

判定 算出応力度 許容応力度 

N/mm2 N/mm2 

下部ドライウ

ェルアクセス

トンネル 

P4-A 
原子炉格納容器側 

フレキシブルジョイント部 
組合せ応力度 130  ○ 

P4-B 
原子炉格納容器側 

フレキシブルジョイント部 
組合せ応力度 190  ○ 

P4-C 
原子炉格納容器側 

フレキシブルジョイント部 
組合せ応力度 145  ○ 

P5-A 原子炉格納容器側端部 組合せ応力度 26  ○ 

P5-B 原子炉格納容器側端部 組合せ応力度 19  ○ 

P5-C 原子炉格納容器側端部 組合せ応力度 40  ○ 
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表 5－3(2) 許容応力状態ⅤＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋Ｓｓ）（その 1） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

短期 

判定 算出応力度 許容応力度 

N/mm2 N/mm2 

下部ドライウ

ェルアクセス

トンネル 

P1-A 原子炉本体基礎側端部 組合せ応力度 48  ○ 

P1-B 原子炉本体基礎側端部 組合せ応力度 42  ○ 

P1-C 原子炉本体基礎側端部 組合せ応力度 22  ○ 

P2-A 
原子炉本体基礎側 

フレキシブルジョイント部 
組合せ応力度 182  ○ 

P2-B 
原子炉本体基礎側 

フレキシブルジョイント部 
組合せ応力度 177  ○ 

P2-C 
原子炉本体基礎側 

フレキシブルジョイント部 
組合せ応力度 146  ○ 

P3-A 
下部ドライウェル 

アクセストンネル円筒胴 
組合せ応力度 14  ○ 

P3-B 
下部ドライウェル 

アクセストンネル円筒胴 
組合せ応力度 13  ○ 

P3-C 
下部ドライウェル 

アクセストンネル円筒胴 
組合せ応力度 16  ○ 
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表 5－3(2) 許容応力状態ⅤＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋Ｓｓ）（その 2） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

短期 

判定 算出応力度 許容応力度 

N/mm2 N/mm2 

下部ドライウ

ェルアクセス

トンネル 

P4-A 
原子炉格納容器側 

フレキシブルジョイント部 
組合せ応力度 173  ○ 

P4-B 
原子炉格納容器側 

フレキシブルジョイント部 
組合せ応力度 183  ○ 

P4-C 
原子炉格納容器側 

フレキシブルジョイント部 
組合せ応力度 149  ○ 

P5-A 原子炉格納容器側端部 組合せ応力度 22  ○ 

P5-B 原子炉格納容器側端部 組合せ応力度 20  ○ 

P5-C 原子炉格納容器側端部 組合せ応力度 42  ○ 
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6. 参照図書 

(1) 柏崎刈羽原子力発電所第７号機 第２回工事計画認可申請書 

Ⅳ-3-4-4-1「下部ドライウェルアクセストンネルの強度計算書」 
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Ⅴ-2-9-5 その他の原子炉格納施設の耐震性についての計算書 

 



 

Ⅴ-2-9-5-1 コリウムシールドの耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設

計方針に基づき，コリウムシールドが設計用地震力に対して十分な構造強度を有していること

を説明するものである。 

コリウムシールドは，重大事故等対処設備においては常設重大事故緩和設備に分類される。

以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

コリウムシールドの構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画（1/2） 

計画の概要 概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

コリウムシールドは下部

ドライウェルのコンクリ

ート床上に設置したベー

スプレート及びアンカー

ボルトを基礎として，そ

の基礎上に，補強フレー

ムが設置される。 

 縦材及び水平材に加わ

るシールド材の水平荷重

は，ガセットプレートを

経由して補強フレームに

に伝達される。鋼棒に加

わるシールド材の水平荷

重は水平プレートを経由

して補強フレームに伝達

される。また，連結され

た各部材の荷重はボルト

等により伝達される。 

コリウムシールドは高

さ  mm の構造物で

あり，溶融炉心がドレ

ンサンプへ流入するこ

とを防ぐために，下部

ドライウェルコンクリ

ート床上に設置され

る。 

コリウムシールドは融

点の高いブロック状の

シールド材とサポート

からなる構造物であ

る。 
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コリウムシールド ドレンサンプ 

Ａ Ａ 

 

Ａ－Ａ断面図 
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表 2－1 構造計画（2/2） 

概略構造図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ｂ 

ベースプレート 

水平材 

 

縦材 

 

ガセットプレート Ｂ 

Ａ視図 

 

アンカーボルト 

 

鋼棒 

 

補強フレーム 

 

水平プレート 

 

ボルト 

 

シールド材 

Ｂ～Ｂ断面 

 

 

（単位：mm） 
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2.2 評価方針 

地震荷重に対するコリウムシールドの構造強度評価を行う。なお，強度評価部位はシール

ド材を下部ドライウェルコンクリート床上に固定するためのサポートとする。 

また，設計荷重は，シールド材に作用する水平地震荷重及び鉛直地震荷重とする。 

コリウムシールドの構造強度評価は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重

及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示すコリウムシールドの

部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所に作用する設計用地震力による応力等が許

容限界内に収まることを，「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。

確認結果を「6. 評価結果」に示す。 

コリウムシールドの耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 コリウムシールドの耐震評価フロー 

 

 

2.3 適用規格・基準等 

    適用規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987 （（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版 （（社）日本電気協会） 

・鋼構造設計規準（日本建築学会 2005 年改定） 
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計算モデルの設定 

コリウムシールドの構造強度評価 

設計用地震力 

地震時における応力 

理論式による応力計算 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

ＡＰｉ 断面積（ｉ＝1，2，3，…） mm2 

ＡｔＰ７ 断面積 mm2 

ＡτＰ７ 断面積 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

Ｄ 死荷重 ― 

ｆｂ 許容曲げ応力度 MPa 

ｆｓ 許容せん断応力度 MPa 

ｆｔ 許容引張応力度，許容組合せ応力度 MPa 

Ｆ 基準応力 MPa 

ＦＰｉ せん断力，引張力（ｉ＝1，2，3，…） N 

ＦｔＰ６ 引張力 N 

ＦτＰ６ せん断力 N 

Ｌ６ アンカーボルト間の距離 mm 

ＬＢｉ 長さ（支持スパン）（ｉ＝1，2，3） mm 

ＬＨ３ 長さ（負担スパン） mm 

ＭＰｉ 曲げモーメント（ｉ＝1，2，3，…） N･mm 

ＭＳＡＤ 機械的荷重（ＳＡ時） ― 

Ｎ６ アンカーボルトの本数 ― 

ＰＳＡＤ 圧力（ＳＡ時） ― 

Ｓｓ 基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 ― 

Ｓｕ 設計引張強さ MPa 

Ｓｙ 設計降伏点 MPa 

ｗｉ 分布荷重（ｉ＝1，2，3） N/mm 

Ｗ 荷重 N 

ＺＰｉ 断面係数（ｉ＝1，2，3，…） mm3 

ρs 密度 kg/m3 

σｂＰｉ 曲げ応力度（ｉ＝1，2，3，…） MPa 

σＰｉ 組合せ応力度（ｉ＝1，2，3） MPa 

σｔＰｉ 引張応力度（ｉ＝6，7） MPa 

τＰｉ せん断応力度（ｉ＝1，2，3，…） MPa 
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3. 評価部位 

コリウムシールドの形状及び主要寸法を図 3－1に，使用材料及び使用部位を表 3－1に示

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－1 コリウムシールドの形状及び主要寸法 
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水平プレート 
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シールド材 

Ｂ～Ｂ断面 

 

 

（単位：mm） 
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表 3－1 使用材料表 

使用部位 使用材料 備考 

補強フレーム   

縦材   

水平材   

ガセットプレート   

ベースプレート   

アンカーボルト   

水平プレート   

鋼棒   

ボルト   
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①
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-
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9
-
5-
1
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4. 固有周期 

コリウムシールドは補強フレーム，縦材，水平材，ガセットプレート，ベースプレート，ア

ンカーボルト，水平プレート，鋼棒，ボルトにより固定されており，全体的に一つの剛体とみ

なせるため，固有周期は十分に小さく，固有周期の計算は省略する。 

 

5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

(1) コリウムシールドの耐震評価は，「5.2.4 設計荷重」に示す条件に基づき，耐震評価上

厳しくなる補強フレーム，縦材，水平材，ガセットプレート，ベースプレート，アンカー

ボルト，水平プレート，鋼棒，ボルトについて実施する。 

(2) 構造強度評価に用いる寸法は，公称値を用いる。 

(3) 概略構造図を表 2－1に示す。 

 

 5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

   5.2.1 荷重の組合せ及び荷重の種類 

 コリウムシールドの荷重の組合せ及び荷重の種類を表 5－1に示す。 

     

   5.2.2 許容応力 

     コリウムシールドの許容応力度を表 5－2に示す。 

     

   5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

コリウムシールドの使用材料の許容応力評価条件を表 5－3に示す。 
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表5－1 荷重の組合せ及び荷重の種類（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊ 
機器等 

の区分 
荷重の組合せ 荷重の種類 

原子炉格納 

施設 
― 

コリウム 

シールド 
常設／緩和 ― Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 短期荷重 

注記＊：「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

 

表5－2 許容応力度 

応力分類 

 

荷重の種類 

基準応力 

ボルト等以外＊2 ボルト等＊2 

引張り 曲げ せん断 組合せ 引張り せん断 

短期荷重 Ｆ＊1 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｂ 1.5・ｆｓ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

注記＊1：基準応力Ｆは以下の計算式で求める。 

Ｆ＝Ｍｉｎ（Ｓｙ，0.7・Ｓｕ） 

＊2：ｆｔ，ｆｂ，ｆｓはそれぞれ以下の計算式で求める。 

ｆｔ＝Ｆ／1.5 

ｆｂ＝Ｆ／1.5 又はＦ／1.3 

ｆｓ＝Ｆ／(1.5・ 3 ) 

 

  

K7 ① Ⅴ-2-9-5-1 R1 



 

 

1
0
 

表 5－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

補強フレーム，縦材，水平材， 

ガセットプレート，ベース 

プレート，水平プレート 

   

鋼棒    

アンカーボルト    

ボルト    

               注記＊：  

  

K7 ① Ⅴ-2-9-5-1 R1 
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   5.2.4 設計荷重 

(1) 地震荷重 

図 3－1 に示すとおり，部材が負担する荷重範囲は，構造の周期性及び支持スパンの長

さをそれぞれ考慮し，幅  mm とする。その範囲のシールド材に作用する荷重Ｗを以下

に示す。本荷重に対して地震加速度が作用することにより発生する荷重が地震荷重とな

る。 

 

シールド材の密度ρs    kg/m3  

荷重を負担する範囲の荷重Ｗ＊   N 

注記＊：荷重Ｗは，幅  mm，高さ  mm，奥行き  mm の範囲のシールド材

及び補強フレーム等の支持材の死荷重を包絡するよう設定したものであ

る。 

 

(2) 水荷重 

コリウムシールドは水による荷重を負担する構造でないため，水荷重による応力は評

価対象としない。 
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5.3 設計用地震力 

コリウムシールドに加わる地震荷重は，Ⅴ-2-2-4「原子炉本体の基礎の地震応答計算書」

において計算された計算結果を用いる。コリウムシールドの設計用地震力を表 5－4に示す。 

 

表 5－4 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 

及び 

設置高さ 

(m) 

固有周期 

(ｓ) 
基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉本体

基礎 

T.M.S.L  

-6.60＊1 

―＊2 ―＊2 ＣＨ＝1.02 ＣＶ＝1.00 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有周期は十分に小さく，計算を省略する。 
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5.4 計算方法 

5.4.1 応力評価点 

コリウムシールドの応力評価点は，コリウムシールドを構成する部材の形状及び荷重

伝達経路を考慮し，発生応力が大きくなる部位を選定する。選定した応力評価点を 

表 5－5及び図 5－1に示す。 

 

表 5－5 応力評価点 

応力評価点番号 応力評価点 

Ｐ１ 補強フレーム 

Ｐ２ 縦材 

Ｐ３ 水平材 

Ｐ４ ガセットプレート 

Ｐ５ ベースプレート 

Ｐ６ アンカーボルト 

Ｐ７ 水平プレート 

Ｐ８ 鋼棒 

Ｐ９ ボルト 
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Ｂ～Ｂ断面 

 

図 5－1 コリウムシールドの応力評価点 

P5 

P3 

P8 

P1 

P6 

P7 

P2 
P4 

P9 

K
7
 
①
 Ⅴ

-
2-
9
-
5-
1
 
R1
 

Ｂ 

Ｂ 



 

15 

5.4.2 補強フレームの応力計算（応力評価点Ｐ１） 

(1) 計算モデル 

評価幅（  mm）のシールド材の地震荷重が，補強フレームに等分布荷重として作用

するものとして計算する。補強フレームは，評価幅に対して 2 箇所で地震荷重を受ける

ため，荷重を 1/2 したもので評価する。 

計算モデルは図 5－2に示す片持ちはりとして計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－2 補強フレームの計算モデル 

 

a. 補強フレームに作用する等分布荷重 

１

１Ｂ

・ ・ Ｈ

・

Ｗ Ｃ
ｗ ＝

2 Ｌ

2
  

ここで， 

ＬＢ１：支持スパン＝  mm 

なお，水平二方向の影響を考慮するため，震度に対して√2を乗じている。 

 

b. 補強フレームに作用する曲げモーメント 

１ １
１

Ｂ
Ｐ

2
・ｗ Ｌ

Ｍ ＝
2

 

 

c. 補強フレームに作用するせん断力 

１ １ １Ｐ Ｂ・Ｆ ＝ｗ Ｌ  

  

ＬＢ１ ｗ１ 
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地震荷重 

ＭＰ１ 

ＦＰ１ 

補強フレーム 

ベースプレート 
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(2) 応力計算 

a. 補強フレームの曲げ応力度 

１
１

１

Ｐ
Ｐ

Ｐ
ｂ

Ｍ
＝

Ｚ
σ  

ここで， 

ＺＰ１：補強フレームの断面係数＝  mm3 

 

b. 補強フレームのせん断応力度 

１
１

１

Ｐ
Ｐ

Ｐ

Ｆ
＝

Ａ
τ  

ここで， 

ＡＰ１：補強フレームのせん断断面積＝  mm2 

 

c. 補強フレームの組合せ応力度 

１ １ １Ｐ Ｐ Ｐ
2

ｂ＝ ＋ ・σ σ τ2 3  
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5.4.3 縦材の応力計算（応力評価点Ｐ２） 

(1) 計算モデル 

評価幅（  mm）のシールド材の地震荷重が，縦材に等分布荷重として作用するもの

として計算する。縦材は，評価幅に対して2箇所で地震荷重を受けるため，荷重を1/2し

たもので評価する。 

計算モデルは図 5－3に示す両端支持はりとして計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－3 縦材の計算モデル 

 

 

a. 縦材に作用する等分布荷重 

２ １ｗ ＝ｗ   

 

b. 縦材に作用する曲げモーメント 

２ ２
２

Ｂ
Ｐ

2
・ｗ Ｌ

Ｍ ＝
8

 

ここで， 

ＬＢ２：支持スパン＝  mm 

 

c. 縦材に作用するせん断力 

２ ２
２

Ｂ
Ｐ

・ｗ Ｌ
Ｆ ＝

2
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地震荷重 

縦材 

ＬＢ２ ｗ２ ＭＰ２ 

ＦＰ２ 

ＦＰ２ 
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(2) 応力計算 

a. 縦材の曲げ応力度 

２
２

２

Ｐ
Ｐ

Ｐ
ｂ

Ｍ
＝

Ｚ
σ  

ここで， 

ＺＰ２：縦材の断面係数＝  mm3 

 

b. 縦材のせん断応力度 

２
２

２

Ｐ
Ｐ

Ｐ

Ｆ
＝

Ａ
τ  

ここで， 

ＡＰ２：縦材のせん断断面積＝  mm2 

 

c. 縦材の組合せ応力度 

２ ２ ２Ｐ Ｐ Ｐ
2

ｂ＝ ＋ ・σ σ τ2 3  
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5.4.4 水平材の応力計算（応力評価点Ｐ３） 

(1) 計算モデル 

評価幅（  mm）のシールド材の地震荷重が，水平材に等分布荷重として作用するも

のとして計算する。水平材は，評価幅に対して 3 箇所で地震荷重を受けるため，荷重を

1/3 したもので評価する。 

計算モデルは図 5－4に示す両端支持はりとして計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－4 水平材の計算モデル 

 

 

a. 水平材に作用する等分布荷重 

３

３

Ｈ

Ｈ

・ ・

・

Ｗ Ｃ
ｗ ＝

3 Ｌ

2
  

 

ここで， 

ＬＨ３：負担スパン＝  mm 

なお，水平二方向の影響を考慮するため，震度に対して√2を乗じている。 

 

b. 水平材に作用する曲げモーメント 

３ ３
３

Ｂ
Ｐ

2
・ｗ Ｌ

Ｍ ＝
8

 

ここで， 

ＬＢ３：支持スパン＝  mm 

 

c. 水平材に作用するせん断力 

３ ３
３

Ｂ
Ｐ

・ｗ Ｌ
Ｆ ＝

2
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(2) 応力計算 

a. 水平材の曲げ応力度 

３
３

３

Ｐ
Ｐ

Ｐ
ｂ

Ｍ
＝

Ｚ
σ  

ここで， 

ＺＰ３：水平材の断面係数＝  mm3 

 

b. 水平材のせん断応力度 

３
３

３

Ｐ
Ｐ

Ｐ

Ｆ
＝

Ａ
τ  

ここで， 

ＡＰ３：水平材のせん断断面積＝  mm2 

 

c. 水平材の組合せ応力度 

３ ３ ３Ｐ Ｐ Ｐ
2

ｂ＝ ＋ ・σ σ τ2 3  
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5.4.5 ガセットプレートの応力計算（応力評価点Ｐ４） 

(1) 計算モデル 

水平材に加わるせん断力がボルトを介してガセットプレートへ作用するものとして計

算する。 

計算は図 5－5に示すガセットプレートに対して行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－5 ガセットプレートの計算モデル 

 

a. ガセットプレートに作用するせん断力 

４ ３Ｐ ＰＦ ＝Ｆ  

 

(2) 応力計算 

a. ガセットプレートのせん断応力度 

４
４

４

Ｐ
Ｐ

Ｐ

Ｆ
＝

Ａ
τ  

ここで， 

ＡＰ４：せん断力に対するガセットプレートのせん断断面積＝  mm2 
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5.4.6 ベースプレート及びアンカーボルトの応力計算（応力評価点Ｐ５及びＰ６） 

(1) 計算モデル 

補強フレームの基部に生じるモーメントが，ベースプレートに対して作用するものと

して計算する。荷重は，補強フレームに作用するシールド材の地震荷重である。コリウ

ムシールドの高さに対して，コリウムシールドの長手方向は十分に長いため短手方向の

み転倒を考慮する。また，アンカーボルトには補強フレームの基部に生じるモーメント

による引張力とせん断力が作用するものとして計算する。 

計算モデルは図 5－6に示す両端支持はりとして計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－6 ベースプレート及びアンカーボルトの計算モデル 

 

a. ベースプレートに作用する曲げモーメント 

ＭＰ５＝2・ＭＰ１
 

 

b. アンカーボルトに作用する引張力 

５
６

６ ６

Ｐ
Ｐｔ

・

Ｍ
Ｆ ＝

Ｌ Ｎ /2
 

ここで， 

Ｌ６：アンカーボルト間距離＝  mm 

Ｎ６：アンカーボルト本数＝  本 

 

c. アンカーボルトに作用するせん断力 

１
６

６

Ｐ
Ｐτ

2 Ｆ
Ｆ ＝

Ｎ
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ベースプレート 
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補強フレーム 

ＭＰ５ 
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※ ※ 



 

23 

(2) 応力計算 

a. ベースプレートの曲げ応力度 

５
５

５

Ｐ
Ｐ

Ｐ
ｂ

Ｍ
＝

Ｚ
σ  

ここで， 

ＺＰ５：ベースプレートの断面係数＝  mm3 

 

b. アンカーボルトの引張応力度 

６
６

６

Ｐ
Ｐ

Ｐ

ｔ
ｔ

Ｆ
＝

Ａ
σ  

ここで， 

ＡＰ６：ボルト有効断面積＝  mm2 

 

c. アンカーボルトのせん断応力度 

６
６

６

Ｐ
Ｐ

Ｐ

τＦ
＝

Ａ
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5.4.7 水平プレート及び鋼棒の応力計算（応力評価点Ｐ７及びＰ８） 

(1) 計算モデル 

鋼棒は，シールド材に開けられた穴に挿入されることにより，シールド材が補強フレ

ームから離れるのを防止するための部材である。 

評価幅（  mm）のシールド材の地震荷重が，鋼棒を介して水平プレートに引張力と

して作用するものとして計算する。水平プレートは，評価幅に対して 3 箇所で地震荷重

を受けるため，荷重を 1/3 したもので評価する。また，鋼棒はシールド材及び水平プレ

ートに固定されていないため，水平プレートを介してせん断力のみが作用するものとし

て計算する。 

計算は図 5－7に示す水平プレート及び鋼棒に対して行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－7 水平プレート及び鋼棒の計算モデル 

 

a. 水平プレートに作用する引張力 

７
Ｈ

Ｐ
・ ・Ｗ Ｃ

Ｆ ＝
3

2   

なお，水平二方向の影響を考慮するため，震度に対して√2を乗じている。 

 

b. 鋼棒に作用するせん断力 

８ ７Ｐ ＰＦ ＝Ｆ  
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(2) 応力計算 

a. 水平プレートの引張応力度 

７
７

７

Ｐ
Ｐ

Ｐ
ｔ

ｔ

Ｆ
＝

Ａ
σ  

ここで， 

ＡｔＰ７：引張力に対する水平プレートの最小断面積＝  mm2 

 

b. 水平プレートのせん断応力度 

７
７

７

Ｐ
Ｐ

Ｐτ

Ｆ
＝

Ａ
τ  

ここで， 

ＡτＰ７：せん断力に対する水平プレートのせん断断面積＝  mm2 

 

c. 水平プレートの組合せ応力度 

７ ７ ７Ｐ Ｐ Ｐ
2

ｔ＝ ＋ ・σ σ τ2 3  

 

d. 鋼棒のせん断応力度 

８
８

８

Ｐ
Ｐ

Ｐ

Ｆ
＝

Ａ
τ  

ここで， 

ＡＰ８：鋼棒の断面積＝  mm2 
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5.4.8 ボルトの応力計算（応力評価点Ｐ９） 

(1) 荷重計算 

コリウムシールドの補強フレーム等の各部材はボルトにより互いに接合される構造で

あるため，各部材からボルトに対してせん断力が作用するものとして計算する。 

 

a. ボルトに作用するせん断力 

９ ２ ３ ４ ７Ｐ Ｐ Ｐ Ｐ ＰＦ ＝ ax Ｆ Ｆ Ｆ ＦM , , ,   

 

(2) 応力計算 

a. ボルトのせん断応力度 

９
９

９

Ｐ
Ｐ

Ｐ

Ｆ
＝

Ａ
τ  

ここで， 

ＡＰ９：ボルトの有効断面積＝  mm2 
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 5.5 計算条件 

   応力解析に用いる荷重を，「5.2 荷重の組合せ及び許容応力」及び「5.3 設計用地震力」

に示す。 

 

 5.6 応力の評価 

   「5.4 計算方法」で求めた応力が許容応力以下であること。 

  

K
7
 
①
 Ⅴ

-
2-
9
-
5-
1
 
R1
 



 

28 

6. 評価結果 

 6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

コリウムシールドの重大事故等対処設備としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は 

許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認 

した。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を表 6－1に示す。 
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表 6－1 短期荷重に対する応力評価結果（Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

短期荷重 

判定 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

コリウムシールド 

P1 補強フレーム 

曲げ応力度 40  ○  

せん断応力度 21  ○  

組合せ応力度 54  ○  

P2 縦材 

曲げ応力度 52  ○  

せん断応力度 13  ○  

組合せ応力度 57  ○  

P3 水平材 

曲げ応力度 87  ○  

せん断応力度 10  ○  

組合せ応力度 89  ○  

P4 ガセットプレート せん断応力度 6  ○  

P5 ベースプレート 曲げ応力度 118  ○  

P6 アンカーボルト 
引張応力度 133  ○  

せん断応力度 42  ○  

P7 水平プレート 

引張応力度 119  ○  

せん断応力度 33  ○  

組合せ応力度 132  ○  

P8 鋼棒 せん断応力度 15  ○  

P9 ボルト せん断応力度 84  ○  

 

K7 ① Ⅴ-2-9-5-1 R1E 
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Ⅴ-2-9-5-2 管の耐震性についての計算書 
（格納容器圧力逃がし装置） 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-6 管の耐震性についての計算

書作成の基本方針」（以下「基本方針」という。）に基づき，管，支持構造物及び弁が設

計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有していることを説明するものであ

る。 

評価結果記載方法は，以下に示すとおりである。 

 

(1) 管 

工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点評価結果を解析

モデル単位に記載する。また，全４モデルのうち，各応力区分における最大応力評価

点の許容値／発生値（以下「裕度」という。）が最小となる解析モデルを代表として鳥

瞰図，計算条件及び評価結果を記載する。各応力区分における代表モデルの選定結果

及び全モデルの評価結果を 4.2.4 に記載する。 

(2) 支持構造物 

工事計画記載範囲の支持点のうち，種類及び型式単位に反力が最大となる支持点の

評価結果を代表として記載する。 

(3) 弁 

機能確認済加速度の機能維持評価用加速度に対する裕度が最小となる動的機能維持

要求弁を代表として評価結果を記載する。 
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2. 概略系統図及び鳥瞰図 

2.1 概略系統図 

 

概略系統図記号凡例 

 

記号 内容 

(太線) 工事計画書記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

(細線) 
工事計画書記載範囲の管のうち，本系統の管であって他

計算書記載範囲の管 

(破線) 工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管のう

ち，他系統の管であって系統の概略を示すために表記す

る管 

 鳥瞰図番号 

 アンカ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○○-○-○○ 



 

 

 

K7 ① Ⅴ-2-9-5-2（重） R1 

3
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 格納容器圧力逃がし装置（遠隔空気駆動弁操作設備）  
概略系統図（その 1） 

T31-F019 へ 

原子炉建屋  

原子炉建屋（非管理区域）  

計装用圧縮空気系より

FCVS-R-3 

FCVS-R-3 

FCVS-R-3 

T31-F022 へ 

原子炉建屋 

原子炉建屋（非管理区域）  

計装用圧縮空気系より

FCVS-R-4 

FCVS-R-4 

FCVS-R-4 

遠隔空気駆動弁操作用ボンベより

遠隔空気駆動弁操作用ボンベより

F
C
V
S
-
R
-
3
 

FCVS-R-3 

FCVS-R-3 

F
C
V
S
-
R
-
4
 

FCVS-R-4 

FCVS-R-4 
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4
 

 

  

格納容器圧力逃がし装置（遠隔空気駆動弁操作設備） 
概略系統図（その 2） 

T61-F001 へ 

原子炉建屋  

原子炉建屋（非管理区域） 

計装用圧縮空気系より

FCVS-R-5 

FCVS-R-5 

FCVS-R-5 

T61-F002 へ 

原子炉建屋 

原子炉建屋（非管理区域） 

計装用圧縮空気系より

FCVS-R-6 

FCVS-R-6 

FCVS-R-6 

遠隔空気駆動弁操作用ボンベより

遠隔空気駆動弁操作用ボンベより

F
C
V
S
-
R
-
6
 

FCVS-R-6 

FCVS-R-6 

F
C
V
S
-
R
-
5
 

FCVS-R-5 

FCVS-R-5 
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2.2 鳥瞰図 

 

鳥瞰図記号凡例 

 

記号 内容 

(太線) 工事計画書記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

(細線) 工事計画書記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算書

記載範囲の管 

(破線) 工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管のうち，他

系統の管であって解析モデルの概略を示すために表記する管 

 質点  

 アンカ 

 
レストレイント 

（本図は斜め拘束の場合の全体座標系における拘束方向成分を

示す。スナッバについても同様とする。） 

 スナッバ 

 ハンガ 

 リジットハンガ 

 

拘束点の地震による相対変位量(mm) 

（＊は,評価点番号,矢印は拘束方向を示す。また, 

      内に変位量を記載する。） 

 

注 1：鳥瞰図中の寸法の単位は mm である。 

 

＊  
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3. 計算条件 

3.1 計算方法 

管の構造強度評価は，「基本方針」に記載の評価方法に基づき行う。解析コードは，

「ＮｕＰＩＡＳ」を使用し，解析コードの検証及び妥当性確認等の概要につい 

ては，別紙「計算機コードの概要及び検証方法」に示す。 
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3.2 荷重の組合せ及び許容応力状態 

本計算書において考慮する荷重の組合せ及び許容応力状態を下表に示す。 

 

注記 ＊1：ＤＢは設計基準対象施設，ＳＡは重大事故等対処設備を示す。 

＊2：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊3：運転状態の添字Ｌは荷重を示す。 

＊4：許容応力状態ⅤＡＳは許容応力状態ⅣＡＳの許容限界を使用し，許容応力状態ⅣＡＳとして評価を実施する。 

  

施設名称 設備名称 系統名称 
施設 
分類 *1 

設備 
分類 *2 

機器等 
の区分 

耐震 
重要度分類 

荷重の組合せ*3 
許容応力 
状態 *4 

原子炉 
格納施設 

圧力逃し装置 
格納容器圧力
逃がし装置 

ＳＡ 常設／緩和 
重大事故等
クラス２管 

－ ＶＬ＋ＳＳ ＶＡＳ 

原子炉 
格納施設 

放射性物質濃度制御設備及
び可燃性ガス濃度制御設備
並びに格納容器再循環設備 

格納容器圧力
逃がし装置 

ＳＡ 常設／緩和 
重大事故等
クラス２管 

－ ＶＬ＋ＳＳ ＶＡＳ 

原子炉 
冷却系統

施設 
残留熱除去設備  格納容器圧力

逃がし装置 
ＳＡ 

常設耐震／
防止 

重大事故等
クラス２管 

－ ＶＬ＋ＳＳ ＶＡＳ 

原子炉 
格納施設 

放射性物質濃度制御設備及
び可燃性ガス濃度制御設備
並びに格納容器再循環設備 

耐圧強化  
ベント系 

ＳＡ 常設／緩和 
重大事故等
クラス２管 

－ ＶＬ＋ＳＳ ＶＡＳ 

原子炉 
冷却系統

施設 
残留熱除去設備  耐圧強化  

ベント系 
ＳＡ 

常設耐震／
防止 

重大事故等
クラス２管 

－ ＶＬ＋ＳＳ ＶＡＳ 



 

 

 

K7 ① Ⅴ-2-9-5-2（重） R1 

1
7
 

 

3.3 設計条件 

鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管名称と対応する評価点番号を示す。 

 

鳥瞰図 FCVS-R-3 

管番号 対応する評価点 
最高使用圧力 

（MPa） 

最高使用温度 

（℃） 

外径 

（mm） 

厚さ 

(mm) 
材料 

耐震 

重要度分類 

縦弾性係数 

（MPa） 

1 
1～  8, 10～ 16, 

18～ 24 
15.00 40 27.2 5.5 SUS304TP ― 193667 

2 

26～ 34, 32～273, 
33～ 43, 45～ 55, 
51～162,265～274, 

517～519,524～526 

0.87 100 27.2 2.9 SUS304TP ― 193667 

3 36～ 42 大気圧 100 48.6 3.7 SUS304TP ― 193667 

4 57～ 64 大気圧 100 27.2 2.9 SUS304TP ― 193667 
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鳥瞰図 FCVS-R-5 

管番号 対応する評価点 
最高使用圧力 

（MPa） 

最高使用温度 

（℃） 

外径 

（mm） 

厚さ 

(mm) 
材料 

耐震 

重要度分類 

縦弾性係数 

（MPa） 

1    1～  6,  8～ 13 15.00 40 27.2 5.5 SUS304TP ― 193667 

2 

15～ 29, 20～225,  

27～109, 31～ 42, 

 35～215,221～223, 

108～129,133～134  

0.87 100 27.2 2.9 SUS304TP ― 193667 

3  44～ 51 大気圧 100 27.2 2.9 SUS304TP ― 193667 

4 228～232 大気圧 100 34.0 3.4 SUS304TP ― 193667 
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配管の付加質量 

 

鳥瞰図 FCVS-R-3 

質量 対応する評価点 

 162,273,517,524 
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配管の付加質量 

 

鳥瞰図 FCVS-R-5 

質量 対応する評価点 

 129,133,215,221 
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フランジ部の質量 

 

鳥瞰図 FCVS-R-3 

質量 対応する評価点 

  34,162,273,517,524 

  36 
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フランジ部の質量 

 

鳥瞰図 FCVS-R-5 

質量 対応する評価点 

 228 

 129,133,215,221,225 
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弁部の寸法 

 

鳥瞰図 FCVS-R-3 

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 

8～  9    9～ 10    

16～ 17    17～564    

564～513    17～ 18    

24～ 25    25～487    

487～286    286～287    

287～288    25～ 26    

34～ 35    35～486    

35～ 36    43～ 44    

44～ 45    55～ 56    

56～ 57    274～275    

275～276     
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弁部の寸法 

 

鳥瞰図 FCVS-R-5 

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 

   6～  7       7～  8    

  13～ 14      14～428    

 428～236      14～ 15    

  29～ 30      30～ 31    

  42～ 43      43～ 44    

 109～110     110～111    

 225～226     226～227    

 226～228    

 

 

 

  

X0064337
四角形
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弁部の質量 

 

鳥瞰図 FCVS-R-3 

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点 

   9   24,26 

  25   35 

  44,56  275 

 286  288 

 564 
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弁部の質量 

 

鳥瞰図 FCVS-R-5 

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点 

   7,226,227   30,43 

 110  428 
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支持点及び貫通部ばね定数 

鳥瞰図 FCVS-R-3 

支持点番号 
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸廻り回転ばね定数(N･mm/rad) 

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ 

3       

7       

12       

15       

19       

23       

27       

29       

31       

37       

40       

47       

50       

54       

62       

65       

67       

70       

74       

78       

82       

86       

90       

93       

95       

98       

102       

106       

111       

  

X0064337
四角形
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鳥瞰図 FCVS-R-3 

支持点番号 
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸廻り回転ばね定数(N･mm/rad) 

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ 

113       

117       

121       

125       

130       

132       

139       

143       

145       

147       

150       

154       

158       

165       

167       

169       

172       

176       

180       

184       

188       

191       

193       

197       

200       

204       

210       

212       

216       

 

X0064337
線



 

 

K
7 
①
 
Ⅴ
-
2
-
9
-
5-
2
（
重
）

 
R1
 

29 

 

 

鳥瞰図 FCVS-R-3 

支持点番号 
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸廻り回転ばね定数(N･mm/rad) 

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ 

220       

224       

229       

231       

239       

241       

243       

245       

248       

252       

256       

258       

262       

268       

270       

287       

513       

539       

557       
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    鳥瞰図 FCVS-R-5 

支持点番号 
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad) 

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ 

3       

5       

12       

16       

21       

24       

26       

28       

34       

37       

39       

41       

50       

54       

64       

67       

70       

75       

77       

81       

84       

88       

91       

94       

96       

98       
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    鳥瞰図 FCVS-R-5 

支持点番号 
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad) 

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ 

101       

107       

118       

121       

124       

126       

128       

137       

147       

150       

154       

158       

160       

162       

168       

173       

176       

180       

183       

184       

187       

191       

194       

197       

201       

204       
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    鳥瞰図 FCVS-R-5 

支持点番号 
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad) 

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ 

207       

211       

214       

230       

236       

396       

397       

398       

411       

424       
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3.4 材料及び許容応力 

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。 

 

材料 
最高使用温度 

（℃） 

 許容応力（MPa） 

Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ 

SUS304TP 40 ― 205 520 ― 

SUS304TP 100 ― 171 441 ― 
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3.5 設計用地震力 

本計算書において考慮する設計用地震力の算出に用いる設計用床応答曲線を下表

に示す。なお，設計用床応答曲線はⅤ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づ

き策定したものを用いる。また，減衰定数はⅤ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に

記載の減衰定数を用いる。 

 

鳥瞰図 建屋・構築物 標高 減衰定数(%) 

FCVS-R-3 原子炉建屋 
  

 
  

FCVS-R-5 原子炉建屋 
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4. 解析結果及び評価 
4.1 固有周期及び設計震度 

 
鳥瞰図 FCVS-R-3 

 

注記＊1：各モードの固有周期に対し，設計用床応答曲線より得られる震度を示す。 
 ＊2：Ｓｄ又はＳｓ地震動に基づく設計用最大応答加速度より定めた震度を示す。 

 

  

適用する地震動等 Ｓｓ 

モード 
固有周期 
（s） 

応答水平震度＊1 応答鉛直震度＊1 

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向 

1 次     

2 次     

3 次     

4 次     

5 次     

6 次     

7 次     

8 次     

41 次     

42 次     

動的震度＊2    

X0064337
四角形
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 各モードに対応する刺激係数 
 
 

  鳥瞰図 FCVS-R-3 
 

 注記＊：刺激係数は，モード質量を正規化し，固有ベクトルと質量マトリックスの積から 

     算出した値を示す。 

 

 

モード 
固有周期 
（s） 

刺激係数＊ 

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

1 次     

2 次     

3 次     

4 次     

5 次     

6 次     

7 次     

8 次     

41 次     

X0064337
四角形
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代表的振動モード図 

 

 振動モード図は，３次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線で図

示し，次ページ以降に示す。 
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代表的振動モード図(1 次) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鳥瞰図  FCVS-R-3  



 

 

 

K7 ① Ⅴ-2-9-5-2（重） R1 

3
9
 

代表的振動モード図(2 次) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鳥瞰図 FCVS-R-3 
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代表的振動モード図(3 次) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鳥瞰図 FCVS-R-3 
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解析結果及び評価 
固有周期及び設計震度 
 

鳥瞰図 FCVS-R-5 
 

注記＊1：各モードの固有周期に対し，設計用床応答曲線より得られる震度を示す。 
 ＊2：Ｓｄ又はＳｓ地震動に基づく設計用最大応答加速度より定めた震度を示す。 
 

 

 
 

  

適用する地震動等 Ｓｓ 

モード 
固有周期 
（s） 

応答水平震度＊1 応答鉛直震度＊1 

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向 

1 次     

2 次     

3 次     

4 次     

5 次     

6 次     

7 次     

8 次     

27 次     

28 次     

動的震度＊2    

X0064337
四角形
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 各モードに対応する刺激係数 
 
 

  鳥瞰図 FCVS-R-5 
 

 注記＊：刺激係数は，モード質量を正規化し，固有ベクトルと質量マトリックスの積から 
     算出した値を示す。  

 

 

モード 
固有周期 
（s） 

刺激係数＊ 

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

1 次     

2 次     

3 次     

4 次     

5 次     

6 次     

7 次     

8 次     

27 次     



 

 

K
7 
①
 
Ⅴ
-
2
-
9
-
5-
2
（
重
）

 
R1
 

43 

 

代表的振動モード図 

 

振動モード図は，３次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線で図

示し，次ページ以降に示す。 
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代表的振動モード図(1 次) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鳥瞰図  FCVS-R-5  
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代表的振動モード図(2 次) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鳥瞰図 FCVS-R-5 
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代表的振動モード図(3 次) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鳥瞰図 FCVS-R-5 
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4.2 評価結果 

4.2.1 管の応力評価結果 

下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。 

  

 重大事故等クラス２管であってクラス２以下の管 

 

  

鳥瞰図 
許容応力 

状態 
最大応力 
評価点 

最大応力 
区分 

一次応力評価（MPa） 一次＋二次応力評価（MPa） 疲労評価 

計算応力 許容応力 計算応力 許容応力 疲労累積係数 

Ｓprm(Ｓｓ) 0.9Ｓｕ Ｓｎ (Ｓｓ) 2Ｓｙ  ＵＳｓ 

FCVS-R-3 

FCVS-R-5 

ⅤＡＳ 

ⅤＡＳ 

26 

18 

Ｓprm(Ｓｓ) 

Ｓｎ(Ｓｓ) 

152 

― 

396 

― 

― 

244 

― 

342 

― 

― 
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4.2.2 支持構造物評価結果 

下表に示すとおり計算応力及び計算荷重はそれぞれの許容値以下である。 

 

支持構造物評価結果（荷重評価） 

支持構造物 

番号 
種類 型式 材質 

温度 

(℃) 

評価結果 

計算 

荷重 

(kN) 

許容 

荷重 

(kN) 

－ － － 

Ⅴ-2-1-12「配管及び 

支持構造物の耐震計 

算について」参照 

－ － 

 

支持構造物評価結果（応力評価） 

支持構造物 

番号 
種類 型式 材質 

温度 

(℃) 

支持点荷重 評価結果 

反力 (kN) 
モーメント 

(kN･m) 
応力 

分類 

計算 

応力 

(MPa) 

許容 

応力 

(MPa) ＦＸ ＦＹ ＦＺ ＭＸ ＭＹ ＭＺ 

IAOP-01A アンカ 架構 SS400 100 1 1 1 1 1 1 組合せ 32 150 

ACOP-01-10R レストレイント 架構 SS400 50 2 0 2 － － － 組合せ 36 159 
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4.2.3 弁の動的機能維持評価結果 

下表に示すとおり機能維持評価用加速度が機能確認済加速度以下又は計算応力が許容応力以下である。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

弁番号 形式 要求機能 

機能維持評価用加速度 
（×9.8m/s2） 

機能確認済加速度 
(×9.8m/s2) 

構造強度評価結果 
(MPa) 

水平 垂直 水平 垂直 計算応力 許容応力 

― ― ― ― ― ― ― ― ― 
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5
0
 

 4.2.4 代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果 

代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類毎に裕度最小のモデルを選定して鳥瞰図，設計条件及び 

評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。 

 

 代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果  (重大事故等クラス２管であってクラス２以下の管) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

No. 配管モデル 

許容応力状態 ＶＡＳ 

一次応力 一次＋二次応力 疲労評価 

評
価
点 

計算 

応力 

(MPa) 

許容 

応力 

(MPa) 

裕度 
代
表 

評
価
点 

計算 

応力 

(MPa) 

許容 

応力 

(MPa) 

裕度 
代
表 

評
価
点 

疲労 

累積 

係数 

代
表 

1 FCVS-R-3 26 152 396 2.60 ○  26 168 342 2.03 ― ― ― ― 

2 FCVS-R-4 48 99 396 4.00 ― 194 137 342 2.49 ― ― ― ― 

3 FCVS-R-5 18 136 396 2.91 ―  18 244 342 1.40 ○ ― ― ― 

4 FCVS-R-6 14 128 396 3.09 ― 97 218 342 1.56 ― ― ― ― 
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Ⅴ-2-9-5-3 遠隔手動弁操作設備の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，遠隔手動弁操作設備が設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有し

ていることを説明するものである。 

遠隔手動弁操作設備は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常

設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価及び動的機

能維持評価を示す。 

   なお，遠隔手動弁操作設備は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に記載されていない設備であ

るため，加振試験で得られた機能確認済加速度と機能維持評価用加速度との比較により，動的機

能維持の確認を行う。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

遠隔手動弁操作設備の構造計画を表 2－1から表 2－6に示す。遠隔手動弁操作設備は，隔離

弁を原子炉建屋二次格納施設外から人力により開閉操作するための設備であり，隔離弁から操

作位置までの経路の違いにより構成の異なる 6種類の遠隔手動弁操作設備が設置されている。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

遠隔手動弁操作設備の構

成要素のうち駆動力を伝

達する等速ジョイント

は，マイタギヤボックス

又はヘリカルパワードラ

イブを経由して対象弁に

接続される。 

マイタギヤボックス，ヘ

リカルパワードライブは

剛構造の支持構造物を経

由して基礎ボルト(ケミ

カルアンカ）により原子

炉建屋の床又は壁に固定

される。 

等速ジョイント 

マイタギヤボックス 

ヘリカルパワードライブ 

支持構造物 

 
 
 
 
 
 
 

（単位：mm） 

ヘリカルパワードライブ 

マイタギヤボックス 

 

T31-F019 

等速ジョイント 

支持構造物 

ハンドル 

遠隔手動弁操作設備（その 1） 

マイタギヤボックス 

平面図 

正面図 
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表 2－2 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

遠隔手動弁操作設備の構

成要素のうち駆動力を伝

達する等速ジョイント

は，マイタギヤボックス

又はヘリカルパワードラ

イブを経由して対象弁に

接続される。 

マイタギヤボックス，ヘ

リカルパワードライブは

剛構造の支持構造物を経

由して基礎ボルト(ケミ

カルアンカ）により原子

炉建屋の床又は壁に固定

される。 

等速ジョイント 

マイタギヤボックス 

ヘリカルパワードライブ 

支持構造物 

 
 
 
 
 
 
 

 

  

（単位：mm） 

ヘリカルパワードライブ 

マイタギヤボックス 

 

T31-F022 

支持構造物 

等速ジョイント 

 

ハンドル 

 

遠隔手動弁操作設備（その 2） 

マイタギヤボックス 

平面図 

正面図 
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表 2－3 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

遠隔手動弁操作設備の構

成要素のうち駆動力を伝

達する等速ジョイント

は，剛構造の支持構造物

を経由して基礎ボルト

(ケミカルアンカ）により

原子炉建屋の床又は壁に

固定される。 

等速ジョイント 

支持構造物 

 
 
 
 
 
 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

T31-F070 

（単位：mm） 

支持構造物 

等速ジョイント 

 

ハンドル 

 

遠隔手動弁操作設備（その 3） 

平面図 

正面図 
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表 2－4 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

遠隔手動弁操作設備の構

成要素のうち駆動力を伝

達する等速ジョイント

は，マイタギヤボックス

又はベアリングユニット

を経由して対象弁に接続

される。 

マイタギヤボックス及び

ベアリングユニットは剛

構造の支持構造物を経由

して基礎ボルト(ケミカ

ルアンカ）により原子炉

建屋の床又は壁に固定さ

れる。 

等速ジョイント 

マイタギヤボックス 

ベアリングユニット 

支持構造物 

 
 
 
 
 
 
 

 

  

（単位：mm） 

マイタギヤ 

ボックス 

 

T31-F072 

支持構造物 

等速ジョイント 

 

ハンドル 

 

遠隔手動弁操作設備（その 4） 

ベアリングユニット 
平面図 

正面図 
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表 2－5 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

遠隔手動弁操作設備の構

成要素のうち駆動力を伝

達する等速ジョイント

は，マイタギヤボックス，

ヘリカルパワードライブ

又はベアリングユニット

を経由して対象弁に接続

される。 

マイタギヤボックス，ヘ

リカルパワードライブ及

びベアリングユニットは

剛構造の支持構造物を経

由して基礎ボルト(ケミ

カルアンカ）により原子

炉建屋の床又は壁に固定

される。 

等速ジョイント 

マイタギヤボックス 

ヘリカルパワードライブ 

ベアリングユニット 

支持構造物 

 
 
 
 
 
 
 

 

  

（単位：mm） 

ヘリカルパワードライブ 

 

T61-F001 

支持構造物 

等速ジョイント 

 

ハンドル 

 

マイタギヤボックス 

 

遠隔手動弁操作設備（その 5） 

ベアリングユニット 

 
平面図 

正面図 
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表 2－6 構造計画 

計画の概要 
 

概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

遠隔手動弁操作設備の構

成要素のうち駆動力を伝

達する等速ジョイント

は，マイタギヤボックス，

ヘリカルパワードライブ

又はベアリングユニット

を経由して対象弁に接続

される。 

マイタギヤボックス，ヘ

リカルパワードライブ及

びベアリングユニットは

剛構造の支持構造物を経

由して基礎ボルト(ケミ

カルアンカ）により原子

炉建屋の床又は壁に固定

される。 

等速ジョイント 

マイタギヤボックス 

ヘリカルパワードライブ 

ベアリングユニット 

支持構造物 

 

 

（単位：mm） 遠隔手動弁操作設備（その 6） 

T61-F002 

等速ジョイント 

 

支持構造物 
ハンドル 

 

ベアリングユニット 

 
ヘリカルパワードライブ 

 
マイタギヤボックス 

 

平面図 

正面図 
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2.2 評価方針 

遠隔手動弁操作設備の応力評価は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び

荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示す遠隔手動弁操作設備の部位

を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4.3 解析モデル及び諸元」及び「4.4 

固有周期」で算出した固有周期に基づく設計地震力による応力等が許容限界内に収まることを，

「4. 地震応答解析及び構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。また，遠

隔手動弁操作設備の機能維持評価は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した動的機能

維持の方針に基づき，地震時の応答加速度が機能確認済加速度以下であることを，「5. 機能維

持評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「6. 評価結果」に示す。 

遠隔手動弁操作設備の耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 遠隔手動弁操作設備の耐震評価フロー 

 
 

遠隔手動弁操作設備の 

機能維持評価 

機能維持評価用加速度 

遠隔手動弁操作設備の 
構造強度評価 

地震時における応力 

固有値解析 

設計用地震力 

解析モデル設定 

地震応答解析 
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2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 

（(社) 日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（(社) 日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（(社) 日本電気協会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（(社)日本機械学会，2005/2007）（以下「設 

計・建設規格」という。） 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂi ボルトの軸断面積＊1 mm2 
Ａ 等速ジョイントの断面積 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 
ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 
Ｄ1 等速ジョイントの外径 mm 

Ｄ2 等速ジョイントの（中空部）の内径 mm 

ｄi ボルトの呼び径＊1 mm 

Ｅ 縦弾性係数 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.3 又は SSB-3133 に定める値 MPa 
Ｆ1 解析結果から得られる等速ジョイント接続部に生じる引張力 N 

Ｆｂi ボルトに作用する引張力＊1 N 

Ｆｂ1i ボルトに作用する引張力＊1（長辺方向転倒の場合） N 

Ｆｂ2i ボルトに作用する引張力＊1（短辺方向転倒の場合） N 

ƒｓｂi せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力＊1 MPa 

ƒｔｏi 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

ƒｔｓi 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 
ｈ 支持構造物の据付面から重心までの距離 mm 
１ 支持構造物・取付構造物の重心とボルト間の距離＊2 mm 
２ 支持構造物・取付構造物の重心とボルト間の距離＊2 mm 
３ 最外側ボルト間の距離＊2 mm 
４ 最外側ボルト間の距離＊2 mm 
ｍ０ 等速ジョイントの質量 kg 

ｍ１ 支持構造物の質量 kg 

Ｍ 解析結果から得られる等速ジョイントに作用する最大のモーメント N･mm 

Ｍ1 解析結果から得られる等速ジョイント接続部に生じるモーメント N･mm 

Ｎ 支持構造物に接続される等速ジョイントの本数 ― 

ｎi せん断力を受けるボルトの本数＊1 ― 
ｎｆi 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数＊1 ― 
Ｑ 解析結果から得られる等速ジョイントに作用する最大のせん断荷重 N 

Ｑ 1 解析結果から得られる等速ジョイント接続部に生じるせん断荷重 N 

Ｑｂi ボルトに作用するせん断力＊1 N 
Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値 MPa 
Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値 MPa 

Ｓｙ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める材料の 

40℃における値 
MPa 

Ｚ 等速ジョイントの断面係数 mm3 

＊
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記号 記号の説明 単位 
ν ポアソン比 ― 

π 円周率 ― 
σp 等速ジョイントに生じる引張応力 MPa 
τp 等速ジョイントに生じるせん断応力 MPa 

σｂp 等速ジョイントに生じる曲げ応力 MPa 
σｂi ボルトに生じる引張応力＊1 MPa 
τｂi ボルトに生じるせん断応力＊1 MPa 

 

注記＊1：Ａｂi，ｄi，Ｆｂi，Ｆｂ1i，Ｆｂ2i，Ｑｂi，ƒｓｂi，ƒｔｏi，ƒｔｓi，ｎi，ｎｆi，σｂi， 

τｂiの添字 iの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：基礎ボルト 

ｉ＝2：取付ボルト 

＊2： １≦   ２， ３≦   ４ 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は，表 2－7に示すとおりとする。 

 

表 2－7 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

縦弾性係数＊1 MPa 有効数字 4 桁目 四捨五入 有効数字 3 桁 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位＊3 

長さ mm ― ― 整数位＊3 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊4 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計・建設規格 付録材料表に記載された温度の中間における縦弾性係数は， 

     比例法により補間した値の有効数字 4桁目を四捨五入し，有効数字 3桁まで 

     の値とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊4：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点

は比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。 
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3. 評価部位 

遠隔手動弁操作設備の耐震評価は，「4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法」に示す条件に

基づき，耐震評価上厳しくなる最長の等速ジョイント，その両端の機器，支持構造物を固定する

取付ボルト及び基礎ボルトについて実施する。 

遠隔手動弁操作設備の耐震評価部位については，図 3－1から図 3－3に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－1 評価部位（遠隔手動弁操作設備（その 5）（等速ジョイント）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－2 評価部位（遠隔手動弁操作設備（その 5）（支持構造物 A（取付ボルト，基礎ボルト）））

ヘリカルパワードライブ 

 

支持構造物 

 

取付ボルト 

 

等速ジョイント 

 

支持構造物 B 
ベアリングユニット 

基礎ボルト 

(ケミカルアンカ） 

支持構造物 A 
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図 3－3 評価部位（遠隔手動弁操作設備（その 5）（支持構造物 B（取付ボルト，基礎ボルト））） 

支持構造物 

 

等速ジョイント 

 

取付ボルト 

 

ベアリングユニット 

 
ベアリングユニット 

 

基礎ボルト(ケミカルアンカ） 
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4. 地震応答解析及び構造強度評価 

 4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

  (1) 遠隔手動弁操作設備の構成要素のうち，等速ジョイントは十分剛なヘリカルパワードライ

ブ及びベアリングユニットに接続されるものとする。 

(2) 遠隔手動弁操作設備の構成要素のうち，ヘリカルパワードライブ及びベアリングユニット

は十分剛な支持構造物に取付ボルトにより固定されるものとする。 

(3) 遠隔手動弁操作設備の構成要素のうち，支持構造物は十分剛な壁及び床に基礎ボルトによ

り固定されるものとする。 

(4) 地震力は，遠隔手動弁操作設備に対して水平方向及び鉛直方向から作用するものとし，作

用する荷重の算出において組み合わせるものとする。 

(5) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

遠隔手動弁操作設備の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処設備の評価

に用いるものを表 4－1に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

遠隔手動弁操作設備の許容応力は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 4－2

に示す。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

遠隔手動弁操作設備の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設備の評価に

用いるものを表 4－3に示す。
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉格納 

施設 
圧力逃がし装置 遠隔手動弁操作設備 常設／緩和 ―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。) 

原子炉格納 

施設 

放射性物質濃度制御

設備及び可燃性ガス

濃度制御設備並びに

格納容器再循環設備 

遠隔手動弁操作設備 常設／緩和 ―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。) 

原子炉冷却 

系統施設 
残留熱除去設備 遠隔手動弁操作設備 常設耐震／防止 ―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。) 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表4－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト以外） 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

曲げ せん断 引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・fb 1.5・fｓ 1.5・fｔ 1.5・fｓ ＶＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

 許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は 

評価を省略する。  

 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
 



 

 

1
8
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表 4－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

等速ジョイント 
STPG370 周囲環境温度 100 173 345 ― 

SCM440 周囲環境温度 100 729 891 ― 

取付ボルト 
SS400 

(16mm＜径≦40mm) 
周囲環境温度 100 212 373 ― 

基礎ボルト 
SS400 

(16mm＜径≦40mm) 
周囲環境温度 100 212 373 ― 

 

 



 

19 

K
7
 
①
 Ⅴ

-
2-
9
-
5-
3
 
R1

 

4.3 解析モデル及び諸元 

遠隔手動弁操作設備の解析モデルを図 4－1に，解析モデルの概要を以下に示す。また，機器 

の諸元を本計算書の【遠隔手動弁操作設備の耐震性についての計算結果】の機器要目に示す。 

(1) 遠隔手動弁操作設備の構成要素のうち，アンカとなるヘリカルパワードライブ，ベアリン

グユニット及び支持構造物は，原子炉建屋と共振しないよう十分な剛性をもたせた設計で

あるため，剛体とする。 

(2) 解析モデルでは，等速ジョイントをはり要素でモデル化し，要素の自重は要素荷重として

考慮する。 

(3) はり要素の断面形状については，等速ジョイントを軸（中空部），軸（中実部），外輪，カ

ップリングの 4つに分類して、各断面を考慮して設定する。 

(4) 拘束条件として，アンカとなるモデル端部を完全拘束とし，等速ジョイントのうちボール

ジョイント部をピン結合とする。 

(5) 等速ジョイント，取付ボルト及び基礎ボルトの応力は，解析結果で得られた荷重（反力，

モーメント）を用いて理論式により算出する。 

(6) 解析コードは，「ＡＢＡＱＵＳ」を使用し，固有値，遠隔手動弁操作設備の構成要素のうち

等速ジョイントに生じる荷重（反力，モーメント）を求める。 

 なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，別紙「計算機

プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－1 解析モデル（単位：mm） 
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 4.4 固有周期 

   固有値解析の結果を表 4－4に，振動モード図を図 4－2，図 4－3に示す。 

   固有周期は 0.05 秒を超えており，柔であることを確認した。 

 

表 4－4 固有周期          

モード 卓越方向 固有周期(s) 

水平方向刺激係数＊ 鉛直方向 

刺激係数＊ NS 方向 EW 方向 

1 次 水平 0.094    

2 次 鉛直 0.094    

3 次 水平 0.025 ― ― ― 

注記＊：刺激係数は，モード質量を正規化し，固有ベクトルと質量マトリックスの積から算出した

値を示す。 

 

 

 

 
図 4－2 振動モード（1次モード 水平方向 0.094s） 

 
 

 

 
図 4－3 振動モード（2次モード 鉛直方向 0.094s） 

 

 

 

 

 

 



 

21 

K
7
 
①
 Ⅴ

-
2-
9
-
5-
3
 
R1

 

4.5 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 4－5に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅴ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定

する。 

 

表 4－5 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所及び 

 床面高さ(m) 

原子炉建屋 T.M.S.L. 23.5 

       （T.M.S.L. 31.7＊1） 

 固有周期(s) 水平：0.094＊2  鉛直：0.094 

 減衰定数(％) 水平：1.0  鉛直：1.0 

地震力 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

モード 
固有周期 

(s) 

応答水平震度 応答鉛直 

震度 

応答水平震度＊3 応答鉛直 

震度＊3 NS 方向 EW 方向 NS 方向 EW 方向 

1 次 0.094 ― ― ―    

2 次 0.094 ― ― ―    

3 次 0.025 ― ― ―    

動的地震力＊4 ― ― ―    

静的地震力 ― ― ― ― ― ― 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：1次固有周期について記載 

＊3：各モードの固有周期に対し，設計用床応答曲線（Ｓｓ）より得られる震度を示す。 

＊4：Ｓｓに基づく設計用最大応答加速度より定めた震度を示す。 
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4.6 計算方法 

4.6.1 等速ジョイント 

     等速ジョイントの応力は，解析結果で得られた最大のせん断荷重及びモーメントから理

論式により，せん断応力及び曲げ応力を算出する。 

    解析で得られたせん断応力，曲げ応力それぞれの最大応力発生箇所における等速ジョイ

ントのせん断荷重及びモーメントを表 4－6に示す。 

 

表 4－6 最大応力発生箇所における等速ジョイントに作用する荷重及びモーメント 

対象機器 
荷重(N) モーメント(N･mm) 

Ｑ Ｍ 

遠隔手動弁操作設備 420.7 4.364×105 

 
a. せん断応力 

等速ジョイントのせん断応力は，次式により求める。 

p

Ｑ
τ＝

Ａ
･････････････････････････････････････････････････････････････ (4.6.1.1) 

 

b. 曲げ応力 

等速ジョイントの曲げ応力は，次式により求める。 

bp
Ｍ

＝
Ｚ

σ ････････････････････････････････････････････････････････････ (4.6.1.2) 
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4.6.2 取付ボルト  

(1) 支持構造物 Aの場合 

   取付ボルトの応力は，等速ジョイント接続部に生じる引張力，せん断力，モーメントと地震 

  による震度によって支持構造物 Aに生じる引張力，せん断力を考慮して計算する。 

計算モデルを図 4－4，図 4－5に示す。 

 

イ 短辺方向転倒支点

ロ 長辺方向転倒支点

短辺方向転倒時
引張を受ける取付ボルト列

長辺方向転倒時
引張を受ける取付ボルト列

安全側に取付構造物の重心位置は
引張力を受けるボルト列から最も離れた位置とする。

 
 
 

ℓ2
ℓ1

ｍ・ｇ・CH

ｍ・ｇ・（1+CV）

転倒方向

h

 
図 4－4 計算モデル（長辺方向転倒の場合） 
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ℓ2

ℓ1

h

ｍ・ｇ・CH

ｍ・ｇ・（1+CV）

転倒方向

 
図 4－5 計算モデル（短辺方向転倒の場合） 

 

a. 引張応力 

取付ボルトに対する引張力は最も厳しい条件として，図 4－4及び図 4－5に示すモデル 

により，イ点及びロ点を支点とする転倒を考え，これを片側の最外列の取付ボルトで受け 

るものとして計算する。なお，重心は保守的な位置に設定する。 

 また，等速ジョイント接続部から加わる荷重及びモーメントが，引張力として取付ボル

トに作用するものとする。なお，等速ジョイント接続部から加わる荷重及びモーメントは，

支持構造物 Aに接続される等速ジョイントの本数（Ｎ）を考慮し，Ｎ倍するものとする。 

解析で得られた等速ジョイント接続部の荷重及びモーメントを表 4－7に示す。 

 

表 4－7 等速ジョイント接続部に生じる荷重及びモーメント 

対象機器 
荷重(N) モーメント(N･mm) 

Ｆ1 Ｑ1 Ｍ1 

遠隔手動弁操作設備 461.4 126.4 9.545×104 
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引張力 

1 1

2 1 2 1

1
bi

f

H V

i fi fi

Ｃ・ｍ・ ・ｈ+ 1+Ｃ ・ｍ・ ・ℓ Ｍ
・ +

ｎ・ℓ

Ｆ
Ｆ ＝ +Ｎ

ｎℓ ｎ・ℓ ℓ

g g
････････ (4.6.2.1) 

引張応力 
 bi

bi
bi

Ｆ
＝

Ａ
σ ･･････････････････････････････････････････････････････････ (4.6.2.2) 

 
b. せん断応力 

取付ボルトに対するせん断力は，取付ボルト全本数で受けるものとして計算する。また，

等速ジョイント接続部から加わる荷重が，せん断力として取付ボルトに作用するものとす

る。なお，等速ジョイント接続部から加わる荷重は，支持構造物 Aに接続される等速ジョ

イントの本数（Ｎ）を考慮し，Ｎ倍するものとする。 

 

せん断力 

1Ｈ
bi

i

Ｃ・ｍ・  +Ｎ・Ｑ
Ｑ ＝

n

g
････････････････････････････････････････････ (4.6.2.3) 

 

せん断応力 

bi
bi

bi

Ｑ
τ ＝

Ａ
･･･････････････････････････････････････････････････････････ (4.6.2.4) 
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(2) 支持構造物 Bの場合 

   取付ボルトの応力は，等速ジョイント接続部に生じる引張力，せん断力，モーメントと地震 

  による震度によって支持構造物 Bに生じる引張力，せん断力を考慮して計算する。 

計算モデルを図 4－6に示す。 

 

反力発生箇所（解析結果のF、Q）

引張を受ける
取付ボルト列

転倒支点

 
 

ｍ・ｇ・CH

h

ｍ・ｇ・（1 - CV）

転倒方向

ℓ1 ℓ2

 
図 4－6 計算モデル 

 

a. 引張応力 

取付ボルトに対する引張力は最も厳しい条件として，図 4－6に示すモデルのように転倒 

支点を考え，これを片側の取付ボルトで受けるものとして計算する。なお，重心は保守的 

な位置に設定する。 

 また，等速ジョイント接続部から加わる荷重及びモーメントが，引張力として取付ボル

トに作用するものとする。なお，等速ジョイント接続部から加わる荷重及びモーメントは，

支持構造物 Bに接続される等速ジョイントの本数（Ｎ）を考慮し，Ｎ倍するものとする。 
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引張力 

1 1g g
bi

fifi

Ｈ Ｖ 1

1 f 1 2i2

Ｃ・ｍ・ ・ｈ- 1-Ｃ ・ｍ・ ・ℓ Ｍ
・ +

ｎ・ℓ +

Ｆ

ℓ ｎ・ℓｎ +
+Ｎ

ℓ
Ｆ ＝ ･････････(4.6.2.5) 

 
引張応力 

 bi
bi

bi

Ｆ
＝

Ａ
σ ･･････････････････････････････････････････････････････････ (4.6.2.6) 

 
b. せん断応力 

取付ボルトに対するせん断力は，取付ボルト全本数で受けるものとして計算する。また，

等速ジョイント接続部から加わる荷重が，せん断力として取付ボルトに作用するものとす

る。なお，等速ジョイント接続部から加わる荷重は，支持構造物 Bに接続される等速ジョ

イントの本数（Ｎ）を考慮し，Ｎ倍するものとする。 

 

せん断力 

1Ｈ
bi

i

Ｃ・ｍ・  +Ｎ・Ｑ
Ｑ ＝

n

g
････････････････････････････････････････････ (4.6.2.7) 

 

せん断応力 

bi
bi

bi

Ｑ
τ ＝

Ａ
･･･････････････････････････････････････････････････････････ (4.6.2.8) 
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4.6.3 基礎ボルト  

(1) 支持構造物 Aの場合 

   基礎ボルトの応力は，等速ジョイント接続部に生じる引張力，せん断力，モーメントと地震 

  による震度によって支持構造物 Aに生じる引張力，せん断力を考慮して計算する。 

計算モデルを図 4－7，図 4－8に示す。 

 

ℓ3

転倒支点となる基礎ボルト列 引張を受ける基礎ボルト列

ｍ・ｇ・CH

ｍ・ｇ・（1+CV）

転倒方向

h

ℓ4
 

 

図 4－7 計算モデル（正面方向転倒の場合） 
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ℓ2

転倒支点となる基礎ボルト列

ℓ1

引張を受ける基礎ボルト列

 

ｍ・ｇ・CH

ｍ・ｇ・（1+CV）

転倒方向

h
 

 

図 4－8 計算モデル（側面方向転倒の場合） 
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a. 引張応力 

基礎ボルトに対する引張力は，最も厳しい条件として図 4－7及び図 4－8で最外列の基

礎ボルトを支点とする転倒を考え，これを片側の最外列の基礎ボルトで受けるものとして

計算する。なお，重心は保守的な位置に設定する。 

 また，等速ジョイント接続部から加わる荷重及びモーメントが，引張力として基礎ボル

トに作用するものとする。なお，等速ジョイント接続部から加わる荷重及びモーメントは，

支持構造物 Aに接続される等速ジョイントの本数（Ｎ）を考慮し，Ｎ倍するものとする。 

解析で得られた等速ジョイント接続部の荷重及びモーメントを表 4－8に示す。 

 

表 4－8 等速ジョイント接続部に生じる荷重及びモーメント 

対象機器 
荷重(N) モーメント(N･mm) 

Ｆ1 Ｑ1 Ｍ1 

遠隔手動弁操作設備 126.4 461.4 9.545×104 

 

引張力 

4

1 1

4 3

gg
b1i

fi fi fi f

V

i

H
1+Ｃ ・ｍ・ ・ｈＣ・ｍ・ ・ｈ Ｍ

・ +
ｎ・ℓ

Ｆ
Ｆ ＝ + +Ｎ

ｎｎ・ℓ ｎ・ℓ
････････････ (4.6.3.1) 

112H V

1 2
b2i

fifi fi 1 2

Ｃ・ｍ・ ・ℓ + 1+Ｃ ・ｍ・ ・h Ｍ
・ +

ｎ・ℓ +ℓ ｎ・ℓ +

Ｆ
Ｆ ＝ +

ℓ
Ｎ

ｎ

g g
････････ (4.6.3.2) 

 ，bi b1i b2iＦ ＝Max Ｆ Ｆ ････････････････････････････････････････････････ (4.6.3.3) 

 

引張応力 
 bi

bi
bi

Ｆ
＝

Ａ
σ ･･･････････････････････････････････････････････････････････(4.6.3.4) 

 
b. せん断応力 

基礎ボルトに対するせん断力は，基礎ボルト全本数で受けるものとして計算する。また，

等速ジョイント接続部から加わる荷重が，せん断力として基礎ボルトに作用するものとす

る。なお，等速ジョイント接続部から加わる荷重は，支持構造物 Aに接続される等速ジョ

イントの本数（Ｎ）を考慮し，Ｎ倍するものとする。 

 

せん断力 

1
22

Ｈ

i
i

Ｖ

ｂ

Ｃ・ｍ・ + 1+Ｃ Ｎ・ ・ｍ・ +
Ｑ ＝

Ｑ

n

g g
･･･････････････････････ (4.6.3.5) 

 

せん断応力 

bi
bi

bi

Ｑ
τ ＝

Ａ
･･･････････････････････････････････････････････････････････ (4.6.3.6) 
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(2) 支持構造物 Bの場合 

   基礎ボルトの応力は，等速ジョイント接続部に生じる引張力，せん断力，モーメントと地震 

  による震度によって支持構造物 Bに生じる引張力，せん断力を考慮して計算する。 

計算モデルを図 4－9及び図 4－10 に示す。 

 

ｍ・ｇ・CH

ℓ3

転倒方向

引張を受ける基礎ボルト列

転倒支点となる基礎ボルト列

ℓ4

h

8°

鉛直方向地震力

ｍ・ｇ・（1+CV）・ cos 8°

取付角度を考慮した地震力

ｍ・ｇ・（1+CV） ｍ・ｇ・（1+CV）

 

図 4－9 計算モデル（正面方向転倒の場合） 

 

ℓ1

転倒方向

h

ｍ・ｇ・CH

ｍ・ｇ・（1+CV）

ℓ2

転倒支点となる基礎ボルト列

引張を受ける基礎ボルト列

8°

鉛直方向地震力

ｍ・ｇ・（1+CV）・ cos 8°

取付角度を考慮した地震力

水平方向地震力

ｍ・ｇ・CH・cos 8°

 
図 4－10 計算モデル（側面方向転倒の場合） 
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a. 引張応力 

基礎ボルトに対する引張力は，最も厳しい条件として図 4－9及び図 4－10で最外列の基

礎ボルトを支点とする転倒を考え，これを片側の最外列の基礎ボルトで受けるものとして

計算する。なお，重心は保守的な位置に設定する。 

 また，等速ジョイント接続部から加わる荷重及びモーメントが，引張力として基礎ボル

トに作用するものとする。なお，等速ジョイント接続部から加わる荷重及びモーメントは，

支持構造物 Bに接続される等速ジョイントの本数（Ｎ）を考慮し，Ｎ倍するものとする。 

  なお，支持構造物 Bの取付面は傾いているため，取付角度を考慮した引張力を算出する。 

 

引張力 

1

4 4

1

3

gg
b1i

fi fi fi f

VH

i

1+Ｃ ・ｍ・ ・ｈ・cosθＣ・ｍ・ ・ｈ Ｍ
・ +

ｎ・ℓ ｎ・ℓ ｎ・ℓ

Ｆ
Ｆ ＝ + +Ｎ

ｎ
･････ (4.6.3.7) 

1 1
b2i

fif

H 2 V

1 2 1 2i fi

Ｃ・ｍ・ ・ℓ・cosθ+ 1+Ｃ ・ｍ・ ・h・cosθ Ｍ
・ +

ｎ・ℓ +ℓ ｎ・ℓ +ℓ

Ｆ
Ｆ ＝ +Ｎ

ｎ

g g  

･･･････････････････････････････････････････････････････････････ (4.6.3.8) 
 

 ，bi b1i b2iＦ ＝Max Ｆ Ｆ ････････････････････････････････････････････････ (4.6.3.9) 

 

引張応力 
 bi

bi
bi

Ｆ
＝

Ａ
σ ･･･････････････････････････････････････････････････････････(4.6.3.10) 

 
b. せん断応力 

基礎ボルトに対するせん断力は，基礎ボルト全本数で受けるものとして計算する。また，

等速ジョイント接続部から加わる荷重が，せん断力として基礎ボルトに作用するものとす

る。なお，等速ジョイント接続部から加わる荷重は，支持構造物 Bに接続される等速ジョ

イントの本数（Ｎ）を考慮し，Ｎ倍するものとする。 

 

せん断力 

1g g 22

Ｈ Ｖ

ｂ
i

i

Ｃ・ｍ・ + 1+Ｃ Ｎ・・ｍ・ + Ｑ
Ｑ

n
＝ ･･･････････････････････ (4.6.3.11) 

 

せん断応力 

       bi
bi

bi

Ｑ
τ ＝

Ａ
･･･････････････････････････････････････････････････････････ (4.6.3.12) 
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4.7 計算条件 

応力計算に用いる計算条件を，本計算書の【遠隔手動弁操作設備の耐震性についての計算結

果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

4.8 応力の評価 

4.8.1 等速ジョイントの応力評価 

4.6.1項で求めた等速ジョイントの各応力が下表で定めた許容応力以下であること。 
 

 
基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容せん断応力 
ƒｓ 

1.5
1.5 3
 Ｆ 

・
・

 

許容曲げ応力 
ƒｂ 

1.5
1.5
 Ｆ 

・  

 

4.8.2 取付ボルト及び基礎ボルトの応力評価 

4.6.2項で求めた取付ボルトの引張応力σｂ及び4.6.3項で求めた基礎ボルトの引張応力

σｂは、次式より求めた許容引張応力 ƒｔｓ以下であること。ただし，ƒｔｏは下表による。 

 

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂi， ƒｔｏ] ･････････････････････････(4.8.2.1) 

 

せん断応力τｂiは，せん断力のみを受ける取付ボルト及び基礎ボルトの許容せん断応力 

ƒｓｂ以下であること。ただし，ƒｓｂは下表による。 

 

 
基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 
ƒｔｏ 

1.5 Ｆ 
・

2
 

許容せん断応力 
ƒｓｂ 

1.5
1.5 3
 Ｆ 

・
・

 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
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5. 機能維持評価 

5.1 動的機能維持評価方法 

遠隔手動弁操作設備の機能維持評価は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，地震時

の応答加速度が，機能確認済加速度以下であることを確認することで実施する。 

なお，機能維持評価用加速度は，Ⅴ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき，基準

地震動Ｓｓによる応答加速度を設定する。 

遠隔手動弁操作設備が，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に記載されていない設備であるこ

とから，個別の加振試験によって得られる機能維持を確認した加速度を機能確認済加速度とす

る。 

 

5.1.1 機能確認済加速度 
遠隔手動弁操作設備の機能確認済加速度として，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に

基づき，当該機器が設置される床における加速度以上での連続正弦波による加振試験，ま

たは，当該機器が設置される床における設計用床応答曲線を包絡する模擬地震波による加

振試験において，動的機能の健全性を確認した加速度を用いる。 

機能確認済加速度を表 5－1に示す。 

 

表 5－1 機能確認済加速度             (×9.8m/s2) 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

遠隔手動弁操作設備 

（マイタギヤボックス） 

水平  

鉛直  

遠隔手動弁操作設備 

（ヘリカルパワードライブ） 

水平  

鉛直  

遠隔手動弁操作設備 

（等速ジョイント（伸縮機構無し）） 

水平  

鉛直  

遠隔手動弁操作設備 

（等速ジョイント（伸縮機構有り）） 

水平  

鉛直  
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6. 評価結果 

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

遠隔手動弁操作設備の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発

生値は許容限界を下回り，設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有しているこ

とを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【遠隔手動弁操作設備の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度 
(℃) 水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 
水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

遠隔手動弁操作設備 常設耐震／防止 

常設／緩和 

原子炉建屋 

T.M.S.L. 23.5 

（T.M.S.L. 31.7＊1） 

0.094 0.094 ― ― 
ＣＨ＝1.38 又は＊2 

ＣＨ＝1.38＊3 

ＣＶ＝1.15 又は＊2 

ＣＶ＝1.15＊3 
100 

 

 

 

注記＊1：基準床レベルを示す 

    ＊2：等速ジョイントの評価で使用する，設計用床応答曲線（基準地震動Ｓｓ）より得られる震度を示す。 

    ＊3：取付ボルト及び基礎ボルトの評価で使用する，基準地震動Ｓｓに基づく設計用最大応答加速度より定めた震度を示す。 
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1.2 機器要目 

部材 
ｍ０ 

(kg) 

Ｄ1 

(mm) 

Ｄ2 

(mm) 

Ｅ 

(MPa) 
ν 

(―) 

Ａ 

(mm2) 

Ｚ 

(mm3) 
Ｓｙ 
(MPa) 

Ｓｕ 
(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

等速ジョイント 

（軸（中空部）） 
 48.6 38.4  0.3 697.0 6.877×103 173 345 207 

等速ジョイント

（軸（中実部）） 
 21 ―  0.3 346.4 9.092×102 729 891 623 

等速ジョイント

（外輪） 
 70 62  0.3 829.4 1.295×102 729 891 623 

等速ジョイント

（カップリング） 
 25 ―  0.3 490.9 1.534×102 729 891 623 

 

部材 
ｍ１ 

(kg) 

ｈ 

(mm) 

１＊1 

(mm) 

２＊1 

(mm) 

３＊1 

(mm) 

４＊1 

(mm) 

ｄi 

(mm) 

Ａｂi 

(mm2) 
ｎi ｎｆi

＊2 Ｎ 
Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｆ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

ヘリカルパワー 

ドライブ 

取付ボルト 

（ i ＝ 1） 

  
    

12 

(M12) 
113.1 4 

2 
2 

212 

(16mm＜径≦40mm) 
373 254 ― 短辺方向 

    2 

ベアリングユニット 

取付ボルト 

（ i ＝ 1） 

      
10 

(M10) 
78.54 2 1 1 

212 

(16mm＜径≦40mm) 
373 254 ― 長辺方向 

支持構造物 A 

基礎ボルト 

（ i ＝ 2） 

      
12 

(M12) 
113.1 16 

4 
2 

212 

(16mm＜径≦40mm) 
373 254 ― 正面方向 

4 

支持構造物 B 

基礎ボルト 

（ i ＝ 2） 

      
12 

(M12) 
113.1 16 

4 
8 

212 

(16mm＜径≦40mm) 
373 254 ― 側面方向 

4 

 

 

 

 

 

 

注記＊1：取付ボルトにおける 1， 2は，上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

基礎ボルトにおける 1， 2は，側面方向転倒に対する評価時の要目を示し， 3， 4は正面方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊2：ヘリカルパワードライブ取付ボルトにおけるｎｆiは，上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

   基礎ボルトにおけるｎｆiは，上段は側面方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は側面方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊
 

＊
 

X0064337
四角形

X0064337
四角形
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1.3 計算数値 

 取付ボルト及び基礎ボルトに作用する力                      (単位：N) 

部材 

Ｆｂi Ｑｂi 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

ヘリカルパワードライブ 

取付ボルト 

（ i ＝ 1） 

― 2.013×103 ― 316.9 

ベアリングユニット 

取付ボルト 

（ i ＝ 1） 

― 1.386×103 ― 71.32 

支持構造物 A 

基礎ボルト 

（ i ＝ 2） 

― 1.457×103 ― 253.4 

支持構造物 B 

基礎ボルト 

（ i ＝ 2） 

― 2.518×103 ― 470.3 
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1.4 結論 
1.4.1 応力                                                                              (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

等速ジョイント STPG370 
せん断 ― ― τP＝1 ƒｓ＝119 

曲げ ― ― σｂP＝64 ƒｂ＝207 

ヘリカルパワードライブ 

取付ボルト 

（ i ＝ 1） 

SS400 

引張り ― ― σｂ１＝18 ƒｔｓ＝190＊ 

せん断 ― ― τｂ１＝3 ƒｓｂ＝146 

ベアリングユニット 

取付ボルト 

（ i ＝ 1） 

SS400 

引張り ― ― σｂ１＝18 ƒｔｓ＝190＊ 

せん断 ― ― τｂ１＝1 ƒｓｂ＝146 

支持構造物 A 

基礎ボルト 

（ i ＝ 2） 

SS400 

引張り ― ― σｂ２＝13 ƒｔｓ＝152＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝3 ƒｓｂ＝117 

支持構造物 B 

基礎ボルト 
（ i ＝ 2） 

SS400 

引張り ― ― σｂ２＝23 ƒｔｓ＝152＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝5 ƒｓｂ＝117 

すべて許容応力以下である。                          注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 
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1.4.2 動的機能の評価結果                                                            (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

遠隔手動弁操作設備 

（マイタギヤボックス） 

水平方向 1.15  

鉛直方向 0.96  

遠隔手動弁操作設備 

（ヘリカルパワードライブ） 

水平方向 1.15  

鉛直方向 0.96  

遠隔手動弁操作設備 

（等速ジョイント（伸縮機構無し）） 

水平方向 2.15  

鉛直方向 5.40  

遠隔手動弁操作設備 

（等速ジョイント（伸縮機構有り）） 

水平方向 1.15  

鉛直方向 0.96  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 
機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 

 

 

 

  

 

X0064337
四角形
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1.5 その他の機器要目 

(1) 節点データ 

節点番号 
節点座標(mm) 

x y z 

1 0.0 0.0 0.0 

2 40.6 0.0 0.0 

3 81.3 0.0 0.0 

4 121.9 0.0 0.0 

5 162.5 0.0 0.0 

6 168.0 0.0 0.0 

7 173.5 0.0 0.0 

8 179.0 0.0 0.0 

9 184.5 0.0 0.0 

10 189.0 0.0 0.0 

11 193.5 0.0 0.0 

12 198.0 0.0 0.0 

13 202.5 0.0 0.0 

113 202.5 0.0 0.0 

14 231.8 0.0 0.0 

15 261.0 0.0 0.0 

16 290.3 0.0 0.0 

17 319.5 0.0 0.0 

18 397.8 0.0 0.0 

19 476.1 0.0 0.0 

20 554.3 0.0 0.0 

21 632.6 0.0 0.0 

22 710.9 0.0 0.0 

23 789.2 0.0 0.0 

24 867.4 0.0 0.0 

25 945.7 0.0 0.0 

26 1024.0 0.0 0.0 

27 1102.3 0.0 0.0 

28 1180.5 0.0 0.0 

29 1258.8 0.0 0.0 

30 1337.1 0.0 0.0 

31 1415.4 0.0 0.0 

32 1493.6 0.0 0.0 

33 1571.9 0.0 0.0 

34 1650.2 0.0 0.0 

35 1728.5 0.0 0.0 

36 1806.7 0.0 0.0 

37 1885.0 0.0 0.0 

38 1963.3 0.0 0.0 

39 2041.6 0.0 0.0 
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節点番号 
節点座標(mm) 

x y z 

40 2119.8 0.0 0.0 

41 2198.1 0.0 0.0 

42 2276.4 0.0 0.0 

43 2354.7 0.0 0.0 

44 2432.9 0.0 0.0 

45 2511.2 0.0 0.0 

46 2589.5 0.0 0.0 

47 2667.8 0.0 0.0 

48 2746.0 0.0 0.0 

49 2824.3 0.0 0.0 

50 2902.6 0.0 0.0 

51 2980.9 0.0 0.0 

52 3059.1 0.0 0.0 

53 3137.4 0.0 0.0 

54 3215.7 0.0 0.0 

55 3294.0 0.0 0.0 

56 3372.2 0.0 0.0 

57 3450.5 0.0 0.0 

58 3479.8 0.0 0.0 

59 3509.0 0.0 0.0 

60 3538.3 0.0 0.0 

61 3567.5 0.0 0.0 

161 3567.5 0.0 0.0 

62 3572.0 0.0 0.0 

63 3576.5 0.0 0.0 

64 3581.0 0.0 0.0 

65 3585.5 0.0 0.0 

66 3591.0 0.0 0.0 

67 3596.5 0.0 0.0 

68 3602.0 0.0 0.0 

69 3607.5 0.0 0.0 

70 3648.1 0.0 0.0 

71 3688.8 0.0 0.0 

72 3729.4 0.0 0.0 

73 3770.0 0.0 0.0 
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(2) 要素の断面性状 

断面特性番号 

（要素番号） 

要素両端の節点 

番号 

材料 

番号 

断面積 

 

(mm 2) 

断面二次 

モーメント 

(mm 4) 

断面二次 

極モーメント 

(mm 4) 

1 1 3 4 490.9 1.92×104 3.83×104 

2 3 5 4 490.9 1.92×104 3.83×104 

3 5 7 3 829.4 4.53×105 9.07×105 

4 7 9 3 829.4 4.53×105 9.07×105 

5 9 11 3 829.4 4.53×105 9.07×105 

6 11 13 3 829.4 4.53×105 9.07×105 

7 113 15 2 346.4 9.55×103 1.91×104 

8 15 17 2 346.4 9.55×103 1.91×104 

9 17 19 1 697.0 1.67×105 3.34×105 

10 19 21 1 697.0 1.67×105 3.34×105 

11 21 23 1 697.0 1.67×105 3.34×105 

12 23 25 1 697.0 1.67×105 3.34×105 

13 25 27 1 697.0 1.67×105 3.34×105 

14 27 29 1 697.0 1.67×105 3.34×105 

15 29 31 1 697.0 1.67×105 3.34×105 

16 31 33 1 697.0 1.67×105 3.34×105 

17 33 35 1 697.0 1.67×105 3.34×105 

18 35 37 1 697.0 1.67×105 3.34×105 

19 37 39 1 697.0 1.67×105 3.34×105 

20 39 41 1 697.0 1.67×105 3.34×105 

21 41 43 1 697.0 1.67×105 3.34×105 

22 43 45 1 697.0 1.67×105 3.34×105 

23 45 47 1 697.0 1.67×105 3.34×105 

24 47 49 1 697.0 1.67×105 3.34×105 

25 49 51 1 697.0 1.67×105 3.34×105 

26 51 53 1 697.0 1.67×105 3.34×105 

27 53 55 1 697.0 1.67×105 3.34×105 

28 55 57 1 697.0 1.67×105 3.34×105 

29 57 59 2 346.4 9.55×103 1.91×104 

30 59 161 2 346.4 9.55×103 1.91×104 

31 61 63 3 829.4 4.53×105 9.07×105 

32 63 65 3 829.4 4.53×105 9.07×105 

33 65 67 3 829.4 4.53×105 9.07×105 

34 67 69 3 829.4 4.53×105 9.07×105 

35 69 71 4 490.9 1.92×104 3.83×104 

36 71 73 4 490.9 1.92×104 3.83×104 
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(3) 節点の質量 

節点番号 
質量 

(kg) 

5 4.9 

69 4.9 

  

 

(4) 材料物性値 

材料番号 
温度 

(℃ ) 

縦弾性係数 

(MPa) 

質量密度 

(kg/mm 3) 

ポアソン比 

(― ) 
材質 

1 100 198000 7.85×10-6 0.3 STPG370 

2 100 199000 7.85×10-6 0.3 SCM440 

3 100 199000 7.85×10-6 0.3 SCM440 

4 100 199000 7.85×10-6 0.3 SCM440 
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161
61

節点61、161はボールジョイント部で
並進3方向と軸方向の回転自由度を結合

113
13

節点13、113はボールジョイント部で
軸直角2方向と軸方向の回転自由度を結合

ジョイント部自由側

ジョイント部固定側
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1. 概要  

本計算書は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針に基づき，

遠隔手動弁操作設備遮蔽が設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを説明するも

のである。 

遠隔手動弁操作設備遮蔽は，重大事故等対処設備においては常設重大事故緩和設備に分類され

る。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

遠隔手動弁操作設備遮蔽の構造計画を表 2－1から表 2－2に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造  

遠隔手動弁操作設備遮

蔽(その 1,2)の遮蔽板

は，取付ボルトで架台

に固定され，架台は，

十分剛な原子炉建屋の

壁に基礎ボルトにより

固定される。 

遠隔手動弁操作設備遮

蔽(その 3) の遮蔽板

は，十分剛な原子炉建

屋の壁に架台を介さず

直接基礎ボルトで固定

される。 

 

 

 

 

 

 

 

遮蔽板（鋼製） 

架台 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

遠隔手動弁操作設備遮蔽 (その 1,2,3) 
(単位 ｍｍ) 

遠隔手動弁操作 

設備遮蔽 

（その 3） 

基礎ボルト（ケミカルアンカー） 

1
8
7
0 

遠隔手動弁操作 

設備遮蔽 

（その 1） 

原子炉建屋 
1829 149 

取付ボルト 

架台 

遮蔽板 

遠隔手動弁操作 

設備遮蔽 

（その 2） 

アンカープレート 
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平面図

矢視図矢視図側面図

表 2－2 構造計画 

計画の概要 概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造  

遠隔手動弁操作設備遮

蔽(その 4)の遮蔽板

は，取付ボルトで架台

に固定され，架台は，

十分剛な原子炉建屋の

壁と床に基礎ボルトに

より固定される。 

 

 

 

 

 

遮蔽板（鋼製） 

架台 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A A 

平面図 

遠隔手動弁操作設備遮蔽 (その 4) 
(単位 ｍｍ) 

原子炉建屋 

B-B 矢視図 側面図 A-A 矢視図 

1200 

1102 

2
2
5
0 

遮蔽板 

取付ボルト 

架台 

基礎ボルト 

（ケミカルアンカー） 

アンカープレート 

B B 
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 2.2 評価方針 

遠隔手動弁操作設備遮蔽の応力評価は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重

及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示す遠隔手動弁操作設備遮

蔽の部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4.3 解析モデル及び諸元」

及び「4.4 固有周期」で算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に

収まることを，「4. 地震応答解析及び構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施す

る。確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

 遠隔手動弁操作設備遮蔽の耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2－1 遠隔手動弁操作設備遮蔽の耐震評価フロー 
 

  

解析モデル設定 

固有値解析 

地震応答解析 

地震時における応力 

設計用地震力 

遠隔手動弁操作設備遮蔽の構造強度評価 
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2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補 

-1984（(社) 日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（(社) 日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（(社) 日本電気 

協会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（(社)日本機械学会，2005/2007）（以下 

「設計・建設規格」という。） 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａ 

Ａｂ 

Ａｙ 

Ａｚ 

ＣＨ 

ＣＶ 

ｄｏ 

Ｅ 

Ｆ 

Ｆ ＊ 

Ｆｂ 

Ｆｘ 

Ｆｙ 

Ｆｚ 

ƒb 
ƒc 
ƒs 

ƒｓｂ 

 

ƒｔ 

ƒｔｏ 

ƒｔｓ 

 

g 
Ｉｐ 

Ｉｙ 

Ｉｘ 

i  

ℓｋ 

Ｍｘ 

Ｍｙ 

Ｍｚ 

ｍ 

 

ｎ 

Ｐ１ ｍａｘ 

架台の断面積 

基礎ボルト又は取付ボルトの軸断面積 

架台鋼材のｙ軸方向有効せん断断面積 

架台鋼材のｚ軸方向有効せん断断面積 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

基礎ボルト又は取付ボルトの呼び径 

縦弾性係数 

設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値 

設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 

基礎ボルト又は取付ボルトに作用する引張力 

架台の軸力（ｘ方向） 

架台のせん断力（ｙ方向） 

架台のせん断力（ｚ方向） 

架台の許容曲げ応力 

架台の許容圧縮応力 

架台の許容せん断応力 

せん断力のみを受ける基礎ボルト及び取付ボルトの許容せん断 

応力 

架台の許容引張応力 

引張力のみを受ける基礎ボルト及び取付ボルトの許容引張応力 

引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルト及び取付ボルトの 

許容引張応力 

重力加速度（＝9.80665） 

架台鋼材の極断面二次モーメント 

架台鋼材のｙ軸方向断面二次モーメント 

架台鋼材のｘ軸方向断面二次モーメント 

座標軸についての断面二次半径 

座屈長さ 

架台に作用するモーメント（ｘ軸周り） 

架台に作用するモーメント（ｙ軸周り） 

架台に作用するモーメント（ｚ軸周り） 

遠隔手動弁操作設備遮蔽解析モデルの各節点の付加質量の 

合計(系の質量) 

基礎ボルト又は取付ボルトの本数 

Ｍｙによる基礎ボルトにかかるアンカープレート内最大引張力 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

― 

― 

mm 

MPa 

MPa 

MPa 

N 

N 

N 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

 

MPa 

MPa 

MPa 

 

m/s2 

mm4 

mm4 

mm4 

mm 

mm 

N･m 

N･m 

N･m 

kg 

 

― 

N 
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記号 記号の説明 単位 

Ｐ２ ｍａｘ 

Ｑ  ｍａｘ 

Ｑｂ 

ｒｊ 

ｒｍａｘ 

Ｓ 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

Ｓｙ(ＲＴ) 

 

Ｗ 

Ｘ,Ｙ,Ｚ 

ｘ,ｙ,ｚ 

ｙｊ 

ｙｍａｘ 

 

Ｚｐ 

Ｚｙ 

Ｚｚ 

ｚｊ 

ｚｍａｘ 

 

Λ 

λ 

ν 

ν' 

π 

σb 

σc 

σf 

σfa 

σt 

σtb 

τ 

τｂ 

Ｍｚによる基礎ボルトにかかるアンカープレート内最大引張力 

Ｍｘによる基礎ボルトにかかるアンカープレート内最大せん断力 

基礎ボルト又は取付ボルトに作用するせん断力 

各基礎ボルトからアンカープレート中心までの長さ 

各基礎ボルトからアンカープレート中心までの長さが最大となる値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の40℃に 

おける値 

各モデルにおける遮蔽板の質量 

絶対(節点)座標軸 

局所(要素)座標軸 

各基礎ボルトからアンカープレート中心までのｙ方向長さ 

各基礎ボルトからアンカープレート中心までのｙ方向長さが最大と

なる値 

架台のねじり断面係数 

架台のｙ軸周り断面係数 

架台のｚ軸周り断面係数 

各基礎ボルトからアンカープレート中心までのｚ方向長さ 

各基礎ボルトからアンカープレート中心までのｚ方向長さが最大と

なる値 

架台の限界細長比 

架台の有効細長比 

ポアソン比 

座屈に対する安全率 

円周率 

架台に生じる曲げ応力 

架台に生じる圧縮応力 

架台に生じる組合せ応力 

架台に生じる引張応力又は圧縮応力と曲げ応力の和 

架台に生じる引張応力 

基礎ボルト又は取付ボルトに生じる引張応力の最大値 

架台に生じるせん断応力 

基礎ボルト又は取付ボルトに生じるせん断応力の最大値 

N 

N 

N 

mm 

mm 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

 

kg 

― 

― 

mm  

mm 

 

mm3 

mm3 

mm3 

mm 

mm 

 

― 

― 

― 

― 

― 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－3に示すとおりとする。 

 

表 2－3 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位＊1 

長

さ 

下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

部材断面寸法 mm 小数点以下第 2位＊3 四捨五入 小数点以下第 1位＊2 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊4 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目＊5 四捨五入 有効数字 4桁＊4,5 

力 N 有効数字 5桁目＊5 四捨五入 有効数字 4桁＊4,5 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4桁目 四捨五入 有効数字 3桁 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊6 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：設計上定める値が小数点以下第 2位の場合は，小数点以下第 2位表示とする。 

＊3：設計上定める値が小数点以下第 3位の場合は，小数点以下第 3位表示とする。 

＊4：絶対値が 1000 以上のときはべき数表示とする。 

＊5: べき数表示でない場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊6：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏 

点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値と 

する。 
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3. 評価部位 

遠隔手動弁操作設備遮蔽の耐震評価は，「4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法」に示す条

件に基づき，耐震評価上厳しくなる架台，取付ボルト及び基礎ボルトについて実施する。遠隔手

動弁操作設備遮蔽の耐震評価部位については，表 2－1から表 2－2の概略構造図に示す。 
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4. 地震応答解析及び構造強度評価 

4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) 遠隔手動弁操作設備遮蔽の架台は，十分剛な壁及び床に基礎ボルトにより固定される 

ものとする。 

(2) 遠隔手動弁操作設備遮蔽の質量は，架台及び遮蔽板の質量を考慮する。 

(3) 地震力は，遠隔手動弁操作設備遮蔽に対して水平方向及び鉛直方向から個別に作用 

するものとし，作用する荷重の算出において組み合わせるものとする。 

(4) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

遠隔手動弁操作設備遮蔽の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処 

設備の評価に用いるものを表 4－1に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

遠隔手動弁操作設備遮蔽の許容応力は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき 

表 4－2に示す。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

遠隔手動弁操作設備遮蔽の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設備 

の評価に用いるものを表 4－3に示す。 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

1
1
 

1
1
 

K7 ① Ⅴ-2-9-5-4 R1 

 

表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉格納 

施設 

圧力逃がし 

装置 

遠隔手動弁操作設備

遮蔽 
常設／緩和 ―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界を

用いる。） 

原子炉格納 

施設 

放射性物質濃

度制御設備及

び可燃性ガス

濃度制御設備 

並びに格納容

器再循環設備 

遠隔手動弁操作設備

遮蔽 
常設／緩和 ―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界を

用いる。） 

注記＊1：「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

  ＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

  ＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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1
2
 

＊
 

 

表 4－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 
 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等以外） 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

組合せ 引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ft 1.5・ｆt 1.5・ｆs 
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

  ＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

  

＊
 

＊
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1
3
 

 

表 4－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

架台 

STKR400 周囲環境温度 50 ― 234 394 ― 

SS400 

（厚さ≦16mm） 
周囲環境温度 50 ― 241 394 ― 

基礎ボルト 
SS400 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度 50 ― 231 394 ― 

取付ボルト 
SS400 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度 50 ― 231 394 ― 
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4.3 解析モデル及び諸元 

遠隔手動弁操作設備遮蔽(その 1，2，4)の解析モデルを図 4－1から図 4－3に，解析モデル

の概要を以下に示す。また，機器の諸元を本計算書の【遠隔手動弁操作設備遮蔽の耐震性につ

いての計算結果】の機器要目に示す。なお，遠隔手動弁操作設備遮蔽(その 3)については，遮

蔽板を直接壁に固定していることから，構造上剛であるため解析モデルを用いない。 

(1) 遠隔手動弁操作設備遮蔽の架台をはり要素でモデル化する。 

(2) 解析モデル各要素の質量は，遮蔽板の質量を，取り付けられている鋼材の要素長で分配し

た分布質量として付加する。 

(3) 架台は壁と床に基礎ボルトで固定され，当該箇所の拘束条件は完全固定とする。 

(4) 解析コードは「ＮＡＰＦ」を使用し，固有値と各要素に発生する荷重及びモーメントを求 

める。なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，別紙「計 

算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 
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図4－1 解析モデル（遠隔手動弁操作設備遮蔽 （その1）） 

 

 

遮蔽板重量入力要素 

取付ボルト固定点 

 
固定端（6方向拘束） 

 

鋼材重量入力要素 

節点 1～22 

要素 ①～㉚ 

遮蔽板剛性付与要素 
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図4－2 解析モデル（遠隔手動弁操作設備遮蔽 （その2）） 

 

 

遮蔽板重量入力要素 

取付ボルト固定点 

 
固定端（6方向拘束） 

 

①～㉚ 

1～22 

要素 

節点 

鋼材重量入力要素 

遮蔽板剛性付与要素 
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図4－3 解析モデル（遠隔手動弁操作設備遮蔽 （その4）） 

 

 

取付ボルト固定点 

 
固定端（6方向拘束） 

 
遮蔽板重量入力要素 

1～45 節点 

要素 ①～○80  

鋼材重量入力要素 

遮蔽板剛性付与要素 
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4.4 固有周期 

固有値解析の結果を表 4－4 に示す。固有周期は，0.05 秒以下であり，剛であることを確認

した。 

遠隔手動弁操作設備遮蔽（その 3）については，構造上剛であるため省略する。 

 

表 4－4 固有値解析結果   

形状 モード 卓越方向 
固有周期

(s) 

水平方向刺激係数 鉛直方向 

刺激係数 Ｘ方向 Ｚ方向 

その 1 
1 次 水平 0.032 ― ― ― 

2 次 鉛直 0.050 以下 ― ― ― 

その 2 
1 次 水平 0.036 ― ― ― 

2 次 鉛直 0.050 以下 ― ― ― 

その 4 
1 次 水平 0.017 ― ― ― 

2 次 鉛直 0.050 以下 ― ― ― 
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4.5 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 4－5に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅴ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき 

設定する。 

 

表 4－5 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 
及び 

床面高さ 
（m） 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉建屋 
  T.M.S.L. 21.455 

(T.M.S.L. 23.500＊1) 
0.036＊2 0.050 以下＊2 ― ― ＣＨ＝1.21 ＣＶ＝1.12 

注記＊1：基準床レベルを示す。 
  ＊2：遠隔手動弁操作設備遮蔽（その 1，2，4）のうち最も大きい遠隔手動弁操作設備遮蔽 
     （その 1）を代表で記載する。 
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4.6 計算方法 

4.6.1 架台 

    解析による計算で得られる各要素端での軸力Ｆｘ，せん断力Ｆｙ，Ｆｚ，ねじりモーメ    

ントＭｘ及び曲げモーメントＭｙ，Ｍｚより各応力を次のように求める。架台部の概要を図

4－4に示す。また，表 4－6に要素端での反力及びモーメントを示す。 

(1) 引張応力又は圧縮応力 

＝σt
Ａ

|Ｆ| x

 ･･････････････････････････････････････････････････ (4.6.1.1) 

－＝σc
Ａ

|Ｆ| x

 ･････････････････････････････････････････････････ (4.6.1.2) 

 

(2) せん断応力 

 

ｐ

ｘ

２

z

z

２

ｙ

ｙ

Ｚ

Ｍ
＋

Ａ

　Ｆ
＋

Ａ

Ｆ
＝τ  ･･････････････････････････････ (4.6.1.3) 

 

(3) 曲げ応力 

z

z 

y

y 
b

Ｚ

Ｍ

Ｚ

Ｍ
σ

||
＋
||

 ＝   ･････････････････････････････････････････ (4.6.1.4) 

 

(4) 組合せ応力 

２２
faｆ ＋３τσ＝σ ･･･････････････････････････････････････････････ (4.6.1.5) 

ここで， 

bfa ＋σ
Ａ

|Ｆ|
＝σ

x
 ･･･････････････････････････････････････････････ (4.6.1.6) 

     

 

  



 

 21 

K
7
 
①
 Ⅴ

-
2-
9
-
5-
4
 
R1
 

 

表4－6 解析で得られる要素端での反力，モーメント(架台) 

形状 対象機器 
要素 

番号 

節点 

番号 

反力（N） モーメント（N・m） 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

その 1 
遠隔手動弁操作 

設備遮蔽 

3 5 
1.002 

×10³ 
649.3 

1.514 

×103 
0.0 110.6 47.2 

9 6 
1.084 

×10³ 
499.4 753.9 1.0 61.5 42.2 

10 6 
1.084 

×10³ 
499.4 753.9 1.0 61.5 42.2 

その 2 
遠隔手動弁操作 

設備遮蔽 

3 5 
1.279 

×10³ 
828.8 

1.844 

×103 
0.0 134.8 60.3 

9 6 
1.351 

×10³ 
637.8 919.2 1.2 74.7 53.9 

10 6 
1.351 

×10³ 
637.8 919.2 1.2 74.7 53.9 

その 4 
遠隔手動弁操作 

設備遮蔽 

10 11 
2.161 

×10³ 

1.385 

×10³ 

3.305 

×103 
29.9 488.7 98.2 

20 18 
5.623 

×10³ 

9.885 

×10³ 

2.079 

×103 
254.1 140.9 

1.034 
×103 

29 24 
2.466 

×10⁴ 

1.066 

×10³ 

4.349 

×103 
214.5 8.1 101.7 

 

 

 

図 4－4 架台部の概要 

 

  

架台 

モーメントＭｚ 

モーメントＭｘ 

モーメントＭｙ 

架台 

ｘ 

ｙ ｚ 

ｘ 

ｚ ｙ 
Ｆｘ 

Ｆｙ 

Ｆｘ 

Ｆｚ 
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4.6.2 基礎ボルト(その 1,2,4) 

基礎ボルト(その 1,2,4)に生じる応力は，解析による計算で得られる各要素端での軸力

Ｆｘ，せん断力Ｆｙ，Ｆｚ，ねじりモーメントＭｘ及び曲げモーメントＭｙ，Ｍｚから手計

算により，地震による引張応力とせん断応力について計算する。遠隔手動弁操作設備遮蔽

の基礎ボルト部の概要を図 4－5に示す。また，表 4－7に要素端での反力及びモーメント

を示す。 

(1) 引張応力 

基礎ボルト(その 1,2,4)に対する引張応力は，図 4－5に示す架台の軸力Ｆｘとモーメ

ントＭｙ，Ｍｚを考え，これを全てのボルトで受けるものとして計算する。 

アンカープレートの中心に解析による計算で得られる軸力及びモーメントがかかるも

のとし，最も中心から遠い基礎ボルト(その 1,2,4)が最大の引張力を受ける前提として，

最大引張力から引張応力を計算する。 

a. 引張力 

Ｐ＋Ｐ＋
ｎ

|Ｆ|
＝Ｆ ２ｍａｘ１ｍａｘ

ｘ

ｂ
････････････････････････････ (4.6.2.1) 

 
ｎ

＝１

２
ｊｙ ｚｚＰ ／・＝Ｍ ｍａｘ１ｍａｘ

ｊ

 

     

ｎ

＝１

２
ｚ ｙｙＰ ／・＝Ｍ

ｍａｘ２ｍａｘ

ｊ
ｊ  

 

 

b. 引張応力 

ｂ

ｂ
ｂt

Ａ

Ｆ
＝σ ････････････････････････････････････････････････ (4.6.2.2) 

 

なお，Ａｂは以下の式で求める。 

４

π
＝ｄＡ ・

２

ｂ Ｏ
･････････････････････････････････････････････ (4.6.2.3) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ここで, 
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  (2) せん断応力 

基礎ボルト(その 1,2,4)に対するせん断応力は，図 4－5 に示す架台の軸力Ｆｙ，Ｆｚ

とモーメントＭｘを考え，これを全てのボルトで受けるものとして計算する。 

アンカープレートの中心に解析による計算で得られる軸力及びモーメントがかかるも

のとし，最も中心から遠い基礎ボルト(その 1,2,4)が最大のせん断力を受ける前提とし

て,最大せん断力からせん断応力を計算する。 

 

a. せん断力 

Ｑ＋
n

＋ＦＦ
＝Ｑ

ｍａｘ

２

ｚ

２

ｙ

ｂ

)(
 ････････････････････････････ (4.6.2.4) 

ここで， 
ｎ

＝１

２
ｊｘ ｒｒＱ ／・＝Ｍ ｍａｘｍａｘ

ｊ

 

 

b. せん断応力 

ｂ

ｂ
b

Ａ

Ｑ
＝τ ･･･････････････････････････････････････････ (4.6.2.5) 
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表4－7 解析で得られる要素端での反力，モーメント(基礎ボルト) 

形状 対象機器 
反力（N） モーメント（N・m） 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

その 1 
遠隔手動弁操作 

設備遮蔽 

2.005 

×10³ 

3.028 

×10³ 

1.299 

×10³ 
0.0 95.0 222.0 

その 2 
遠隔手動弁操作 

設備遮蔽 

2.558 

×10³ 

3.688 

×10³ 

1.658 

×10³ 
0.0 120.6 269.6 

その 4 
遠隔手動弁操作 

設備遮蔽 

2.475 

×10⁴ 

4.395 

×10³ 

1.109 

×10³ 
214.5 99.5 799.4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4－5 基礎ボルト部の概要 

  

 

  

架台 

モーメントＭｚ 

モーメントＭｘ 

アンカープレート 

モーメントＭｙ 
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ｙ ｚ 

ｘ 

ｚ ｙ 
Ｆｘ 

Ｆｙ 

 

Ｆｚ 

 

原子炉建屋 

 
基礎ボルト 

（ケミカルアンカー） 

原子炉建屋 

Ｆｘ 
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4.6.3 基礎ボルト(その 3)及び取付ボルト(その 1,2,4) 
     解析モデルに含まない設備，部品に関しては手計算で応力計算する。 

      基礎ボルト(その3)又は取付ボルト(その1,2,4)に生じる応力は,遮蔽板にかかる加

速度と遮蔽板質量の積によって求めた荷重を，固定する全ての基礎ボルト(その3)又

は取付ボルト(その1,2,4)で受けるものとして計算する。 

     なお，各設備において最大荷重の基礎ボルト(その3)又は取付ボルト(その1,2,4)の

み評価を実施する。 

(1) 引張応力 

a. 引張力 

  基礎ボルト(その3)又は取付ボルト(その1,2,4)に対する引張力は水平方向 

 の加速度によって生じる。 

n

Ｃ・・gＷ
＝Ｆ

Ｈ

ｂ
･･････････････････････････････････ (4.6.3.1) 

b. 引張応力 

 引張応力は(4.6.2.2)式による。 

    

(2) せん断応力 

a. せん断力 

 基礎ボルト(その3)又は取付ボルト(その1,2,4)に対するせん断力は鉛直方

向加速度と水平方向加速度の合力によって生じる。 

n

Ｃ)（Ｃ ・g・Ｗ
＝Ｑ

２
Ｈ

２
ｖ

ｂ

1
････････････････････ (4.6.3.2) 

b. せん断応力 

  せん断応力は(4.6.2.5)式による。 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 26 

K
7
 
①
 Ⅴ

-
2-
9
-
5-
4
 
R1
 

 4.7 計算条件 
応力解析に用いる自重（遠隔手動弁操作設備遮蔽）及び荷重（地震荷重）は，本計算書の【遠

隔手動弁操作設備遮蔽の耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

4.8 応力の評価 

4.8.1 架台の応力評価 

4.6.1 項で求めた各応力が下表で定めた許容応力以下であること。ただし，許容組合せ

応力は ƒｔ以下であること。 

 

 基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 
ƒｔ 

・1.5
1.5

Ｆ
 

許容圧縮応力 
ƒｃ 

 

(λ≦Λ) ・1.5
Ｆ

・
Λ

λ
0.4・1

2

 

 

(λ＞Λ) 0.277・Ｆ・

2

λ

Λ
・1.5 

許容せん断応力 
ƒｓ

 

 

許容曲げ応力 
ƒｂ 

・1.5
1.5

Ｆ
 

 

ただし， 

 ･･････････････････････････････････････････････････････ (4.8.1.1) 

0.6・Ｆ

・Ｅπ
Λ＝

2

 ･･･････････････････････････････････････････････ (4.8.1.2) 

 
2

λ
・
3

2
＝1.5’ν  ････････････････････････････････････････････ (4.8.1.3) 

  

・1.5
31.5・

Ｆ

i

 
＝λ 

ℓ k
 

＊ 

＊ 

＊ 

ν' 

＊ 

＊ 

＊ 
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4.8.2 基礎ボルト及び取付ボルトの応力評価 

4.6.2 項及び 4.6.3 項で求めた基礎ボルト及び取付ボルトの引張応力σtbは，次式より

求めた許容引張応力 fｔｓ以下であること。ただし，fｔｏは下表による。 

 

fｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τb，ƒｔｏ] ･･････････････････････････････ (4.8.2.1) 

 

 せん断応力τｂはせん断力のみを受ける基礎ボルト及び取付ボルトの許容せん断 

 応力 fｓｂ以下であること。ただし，fｓｂは下表による。 

 

 基準地震動Ｓｓによる荷重と

の組合せの場合 

許容引張応力 
ƒｔｏ ・1.5

2

Ｆ
 

許容せん断応力 
ƒｓｂ 

・1.5
31.5・

Ｆ  

 

＊ 

＊ 
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5. 評価結果 

5.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

遠隔手動弁操作設備遮蔽の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。

発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを

確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 



 

   

2
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【遠隔手動弁操作設備遮蔽(その 1)の耐震性についての計算結果】 

1．重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(ｓ) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

遠隔手動弁操作設備遮蔽 

(その 1)  
常設／緩和 

原子炉建屋 

T.M.S.L.21.455 

(T.M.S.L.23.500＊) 
0.032 0.050 以下 ― ― ＣＨ＝1.21 ＣＶ＝1.12 ― 50 

          注記＊：基準床レベルを示す。 

 

1.2 機器要目 

ｍ

(kg)
ｄｏ(基礎ボルト) 

(mm)

Ａｂ(基礎ボルト) 

(mm2)

ｎ(基礎ボルト) 
（本） 

ｙ1,2,3,4 

(mm) 

ｚ1,2,3,4 

(mm) 

ｒ1,2,3,4 

(mm) 

ｄｏ(取付ボルト) 

(mm) 

Ａｂ(取付ボルト) 

(mm2) 

ｎ(取付ボルト) 
（本） 

Ｗ 

(kg) 

遮蔽板取付

向き 

 
16 

(M16) 
201.1 4 100 65 119.3 

16 

(M16) 
201.1 4  鉛直 

 

 

部材 材料 Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ ＊ 

(MPa) 

架台 SS400 
241 

(厚さ≦16mm) 
394 241 276 

基礎ボルト SS400 
231 

(16mm＜径≦40mm) 
394 231 276 

取付ボルト SS400 
231 

(16mm＜径≦40mm) 
394 231 276 

 

  

4 3 

1 

65 

1
0
0 

2 

ｙ 

ｚ ｘ 

ｚj
* 

 

ｙ
j*  

 

注記＊：jは基礎ボルト番号を示す。 

基礎ボルト 

(ケミカルアンカー) 

アンカープレート 
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材料 
Ｅ 

(MPa) 
ν

ｋ 

(mm) 

ｉ 

(mm) 
λ 

SS400 201000 0.3 1033.2 2.6 397.6 

 

 

 
要素番号 

1～6 7～18 19～30 

材料 
SS400 SS400 SS400 

Ａ(mm2) 480.2 585.0 1.620×104 

Ａｙ(mm2) 223.1 390.0 1.080×104 

Ａｚ(mm2) 223.1 390.0 1.080×104 

Ｚｙ(mm3) 3.080×103 6.338×103 8.100×105 

Ｚｚ(mm3) 3.080×103 877.5 1.458×105 

Ｚｐ(mm3) 791.7 1.755×103 2.916×105 

Ｉｙ(mm4) 1.110×105 2.060×105 3.937×106 

Ｉｚ(mm4) 1.110×105 3.949×103 1.215×108 

Ｉｐ(mm4) 3.958×103 1.580×104 1.575×107 

断面形状   

 

寸法(mm) 
50×50×5 

（a×b×c） 

65×9 

（a×b） 

300×54 

（a×b） 

  

b 

a 

c 

y 

z 

c 

a 

b 

y 

z a 

b 

y 

z 
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1.3 計算数値 

1.3.1 架台の荷重                                                                 (単位：N) 

部材 
要素 

番号 

節点 

番号 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 

架台 

3 5 ― 1.002×103 ― 649.3 ― 1.514×103 

9 6 ― 1.084×103 ― 499.4 ― 753.9 

10 6 ― 1.084×103 ― 499.4 ― 753.9 

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

 

1.3.2 架台のモーメント                                                             (単位：N･m) 

部材 
要素 

番号 

節点 

番号 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 

架台 

3 5 ― 0.0 ― 110.6 ― 47.2 

9 6 ― 1.0 ― 61.5 ― 42.2 

10 6 ― 1.0 ― 61.5 ― 42.2 

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 
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1.3.3 基礎ボルトの荷重                                                              (単位：N) 

部材 
要素 

番号 

節点 

番号 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 

基礎ボルト 3 5 ― 2.005×103 ― 3.028×103 ― 1.299×103 

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

 

1.3.4 基礎ボルトのモーメント                                                          (単位：N･m) 

部材 
要素 

番号 

節点 

番号 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 

基礎ボルト 3 5 ― 0.0 ― 95.0 ― 222.0 

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

 

1.3.5 基礎ボルトに作用する力                                      (単位：N) 

部材 
要素 

番号 

節点 

番号 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 

基礎ボルト 3 5 ― 1.422×103 ― 823.7 

 

1.3.6 取付ボルトに作用する力                                      (単位：N) 

部材 
要素 

番号 

節点 

番号 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 

取付ボルト ― ― ― 453.9 ― 915.6 
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1.4 結論 

1.4.1 固有周期                    (単位：s) 

モード 卓越方向 固有周期 

1 次 水平 0.032 

 

1.4.2 応力                                                         (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
要素

番号 

節点

番号 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

架台 SS400 

引張り 3
 

5 ― ― σｔ ＝ 2 f ｔ ＝ 276 

圧縮 9
 

6 ― ― σｃ ＝ 2＊1 f ｃ ＝ 8 

せん断 3
 

5 ― ― τ  ＝ 8 f ｓ ＝ 159 

曲げ 10
 

6 ― ― σｂ ＝ 58 f ｂ ＝ 276 

組合せ 9
 

6 ― ― σｆ ＝ 60 f ｔ ＝ 276 

基礎ボルト SS400 
引張り 3

 
5 ― ― σｔｂ＝ 7 f ｔｓ＝ 165＊2 

せん断 3
 

5 ― ― τｂ ＝ 4 f ｓｂ＝ 127 

取付ボルト SS400 
引張り ―

 
― ― ― σｔｂ＝ 3 f ｔｓ＝ 207＊2 

せん断 ―
 

― ― ― τｂ ＝ 5 f ｓｂ＝ 159 

すべて許容応力以下である。                               注記＊1：絶対値を記載 

                                                                                    ＊2：fｔｓ＝Min[1.4・fｔｏ－1.6・τb，fｔｏ] 
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【遠隔手動弁操作設備遮蔽(その 2)の耐震性についての計算結果】 

1．重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(ｓ) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

遠隔手動弁操作設備遮蔽 

 (その 2) 
常設／緩和 

原子炉建屋 

T.M.S.L.21.075 

(T.M.S.L.23.500＊) 
0.036 0.050 以下 ― ― ＣＨ＝1.21 ＣＶ＝1.12 ― 50 

          注記＊：基準床レベルを示す。 

 

1.2 機器要目 

ｍ

(kg)
ｄｏ(基礎ボルト) 

(mm)

Ａｂ(基礎ボルト) 

(mm2)

ｎ(基礎ボルト) 
（本） 

ｙ1,2,3,4 

(mm) 

ｚ1,2,3,4 

(mm) 

ｒ1,2,3,4 

(mm) 

ｄｏ(取付ボルト) 

(mm) 

Ａｂ(取付ボルト) 

(mm2) 

ｎ(取付ボルト) 
（本） 

Ｗ 

(kg) 

遮蔽板取付

向き 

 
16 

(M16) 
201.1 4 125 65 140.9 

16 

(M16) 
201.1 4  鉛直 

 

 

部材 材料 Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ ＊ 

(MPa) 

架台 SS400 
241 

(厚さ≦16mm) 
394 241 276 

基礎ボルト SS400 
231 

(16mm＜径≦40mm) 
394 231 276 

取付ボルト SS400 
231 

(16mm＜径≦40mm) 
394 231 276 

 

  

ｚj
* 

 

ｙ
j*  

 

65 

1
2
5 

1 2 

4 

注記＊：jは基礎ボルト番号を示す。 

ｙ 

ｚ ｘ 3 

アンカープレート 

基礎ボルト 

(ケミカルアンカー) 
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材料 
Ｅ 

(MPa) 
ν

ｋ 

(mm) 

ｉ 

(mm) 
λ 

SS400 201000 0.3 1033.2 2.6 397.6 

 

 
要素番号 

1～6 7～18 19～30 

材料 
SS400 SS400 SS400 

Ａ(mm2) 480.2 585.0 1.620×104 

Ａｙ(mm2) 223.1 390.0 1.080×104 

Ａｚ(mm2) 223.1 390.0 1.080×104 

Ｚｙ(mm3) 3.080×103 6.338×103 8.100×105 

Ｚｚ(mm3) 3.080×103 877.5 1.458×105 

Ｚｐ(mm3) 791.7 1.755×103 2.916×105 

Ｉｙ(mm4) 1.125×105 2.060×105 3.937×106 

Ｉｚ(mm4) 1.125×105 3.949×103 1.215×108 

Ｉｐ(mm4) 3.958×103 1.580×104 1.575×107 

断面形状   

 

寸法(mm) 
50×50×5 

（a×b×c） 

65×9 

（a×b） 

300×54 

（a×b） 

 

  

b 

a 

c 

y 

z 

c 

a 

b 

y 

z a 

b 

y 

z 
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1.3 計算数値 

1.3.1 架台の荷重                                                                 (単位：N) 

部材 
要素 

番号 

節点 

番号 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 

架台 

3 5 ― 1.279×103 ― 828.8 ― 1.844×103 

9 6 ― 1.351×103 ― 637.8 ― 919.2 

10 6 ― 1.351×103 ― 637.8 ― 919.2 

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

 

1.3.2 架台のモーメント                                                             (単位：N･m) 

部材 
要素 

番号 

節点 

番号 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 

架台 

3 5 ― 0.0 ― 134.8 ― 60.3 

9 6 ― 1.2 ― 74.7 ― 53.9 

10 6 ― 1.2 ― 74.7 ― 53.9 

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 
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1.3.3 基礎ボルトの荷重                                                              (単位：N) 

部材 
要素 

番号 

節点 

番号 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 

基礎ボルト 3 5 ― 2.558×103 ― 3.688×103 ― 1.658×103 

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

 

1.3.4 基礎ボルトのモーメント                                                          (単位：N･m) 

部材 
要素 

番号 

節点 

番号 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 

基礎ボルト 3 5 ― 0.0 ― 120.6 ― 269.6 

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

 

1.3.5 基礎ボルトに作用する力                                      (単位：N) 

部材 
要素 

番号 

節点 

番号 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 

基礎ボルト 3 5 ― 1.642×103 ― 1.011×103 

 

1.3.6 取付ボルトに作用する力                                      (単位：N) 

部材 
要素 

番号 

節点 

番号 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 

取付ボルト ― ― ― 585.6 ― 1.181×103 
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1.4 結論 

1.4.1 固有周期                    (単位：s) 

モード 卓越方向 固有周期 

1 次 水平 0.036 

 

1.4.2 応力                                                         (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
要素

番号 

節点

番号 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

架台 SS400 

引張り 3
 

5 ― ― σｔ ＝ 3 f ｔ ＝ 276 

圧縮 9
 

6 ― ― σｃ ＝ 3＊1 f ｃ ＝ 8 

せん断 3
 

5 ― ― τ  ＝ 9 f ｓ ＝ 159 

曲げ 10
 

6 ― ― σｂ ＝ 74 f ｂ ＝ 276 

組合せ 9
 

6 ― ― σｆ ＝ 76 f ｔ ＝ 276 

基礎ボルト SS400 
引張り 3

 
5 ― ― σｔｂ＝ 9 f ｔｓ＝ 165＊2 

せん断 3
 

5 ― ― τｂ ＝ 5 f ｓｂ＝ 127 

取付ボルト SS400 
引張り ―

 
― ― ― σｔｂ＝ 3 f ｔｓ＝ 207＊2 

せん断 ―
 

― ― ― τｂ ＝ 6 f ｓｂ＝ 159 

すべて許容応力以下である。                               注記＊1：絶対値を記載 

                                                                                    ＊2：fｔｓ＝Min[1.4・fｔｏ－1.6・τb，fｔｏ] 
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【遠隔手動弁操作設備遮蔽(その 3)の耐震性についての計算結果】 

1．重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(ｓ) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

遠隔手動弁操作設備遮蔽 

(その 3) 
常設／緩和 

原子炉建屋 

T.M.S.L.20.610 

(T.M.S.L.23.500＊) 
0.050 以下 0.050 以下 ― ― ＣＨ＝1.21 ＣＶ＝1.12 ― 50 

          注記＊：基準床レベルを示す。 

 

1.2 機器要目 

ｄｏ(基礎ボルト) 

(mm) 

Ａｂ(基礎ボルト) 

(mm2) 

ｎ(基礎ボルト) 
（本） 

Ｗ 

 (kg) 

遮蔽板取付

向き 

16 

(M16) 
201.1 4  鉛直 

 

部材 材料 Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ ＊ 

(MPa) 

基礎ボルト SS400 
231 

(16mm＜径≦40mm) 
394 231 276 

 

1.3 計算数値 

1.3.1 基礎ボルトに作用する力                                      (単位：N) 

部材 
要素 

番号 

節点 

番号 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 

基礎ボルト ― ― ― 505.5 ― 1.020×103 
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1.4 結論 

1.4.1 固有周期                    (単位：s) 

モード 卓越方向 固有周期 

1 次 ―
 0.050 以下 

 

1.4.2 応力                                                         (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
要素

番号 

節点

番号 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SS400 
引張り ―

 
― ― ― σｔｂ＝ 3 f ｔｓ＝ 165＊1 

せん断 ―
 

― ― ― τｂ ＝ 5 f ｓｂ＝ 127 

すべて許容応力以下である。                               注記＊1：fｔｓ＝Min[1.4・fｔｏ－1.6・τb，fｔｏ] 
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【遠隔手動弁操作設備遮蔽(その 4)の耐震性についての計算結果】 

1．重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(ｓ) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

遠隔手動弁操作設備遮蔽 

(その 4) 
常設／緩和 

原子炉建屋 

T.M.S.L.6.975 

(T.M.S.L.12.300＊) 
0.017 0.050 以下 ― ― ＣＨ＝1.07 ＣＶ＝1.05 ― 50 

          注記＊：基準床レベルを示す。 

 

1.2 機器要目 

ｍ

(kg)
ｄｏ(基礎ボルト) 

(mm)

Ａｂ(基礎ボルト) 

(mm2)

ｎ(基礎ボルト) 
（本） 

ｙ1,2,3,4 

(mm) 

ｚ1,2,3,4 

(mm) 

ｒ1,2,3,4 

(mm) 

ｄｏ(取付ボルト) 

(mm) 

Ａｂ(取付ボルト) 

(mm2) 

ｎ(取付ボルト) 
（本） 

Ｗ 

(kg) 

遮蔽板取付

向き 

 
16 

(M16) 
201.1 4 95 95 134.4 

16 

(M16) 
201.1 4  鉛直 

 

 

 

 

  

部材 材料 Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ ＊ 

(MPa) 

架台 STKR400 
234 

(厚さ≦16mm) 
394 234 276 

基礎ボルト SS400 
231 

(16mm＜径≦40mm) 
394 231 276 

取付ボルト SS400 
231 

(16mm＜径≦40mm) 
394 231 276 

95 

9
5
 

ｙ 

ｚ ｘ 

1 2 

4 3 

ｚj
* 

 

ｙ
j*  

 

注記＊：jは基礎ボルト番号を示す。 

アンカープレート 

基礎ボルト 

(ケミカルアンカー) 
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材料 
Ｅ 

(MPa) 
ν

ｋ 

(mm) 

ｉ 

(mm) 
λ 

STKR400 201000 0.3 1703.1 36.5 46.7 

 

 

要素番号 

1～6 

16～21 

23,26 

29～35 

38 

7～15 

22 

24～25 

27～28 

36～37 39～80 

材料 
STKR400 STKR400 SS400 SS400 

Ａ(mm2) 3.067×103 1.217×103 1.269×103 4.080×104 

Ａｙ(mm2) 1.534×103 608.4 586.3 2.720×104 

Ａｚ(mm2) 1.534×103 608.4 586.3 2.720×104 

Ｚｙ(mm3) 8.160×104 2.630×104 1.210×103 2.720×106 

Ｚｚ(mm3) 8.160×104 2.630×104 1.210×103 6.936×105 

Ｚｐ(mm3) 1.491×105 4.473×104 3.807×103 1.387×106 

Ｉｙ(mm4) 4.080×106 9.860×105 6.440×105 3.537×107 

Ｉｚ(mm4) 4.080×106 9.860×105 6.440×105 5.440×108 

Ｉｐ(mm4) 6.782×106 1.577×106 3.426×104 1.415×108 

断面形状     

寸法(mm) 
100×100×9 

（a×b×c） 

75×75×4.5 

（a×b×c） 

75×75×9 

（a×b×c） 

400×102 

（a×b） 

 

a 

b 

c 

c 

y 

z a 

b 

c 

c 

y 

z b 

a 

c 

y 

z 

c 

a 

b 

y 

z 
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1.3 計算数値 

1.3.1 架台の荷重                                                                 (単位：N) 

部材 
要素 

番号 

節点 

番号 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 

架台 

10 11 ― 2.161×103 ― 1.385×103 ― 3.305×103 

20 18 ― 5.623×103 ― 9.885×103 ― 2.079×103 

29 24 ― 2.466×104 ― 1.066×103 ― 4.349×103 

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

 

1.3.2 架台のモーメント                                                             (単位：N･m) 

部材 
要素 

番号 

節点 

番号 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 

架台 

10 11 ― 29.9 ― 488.7 ― 98.2 

20 18 ― 254.1 ― 140.9 ― 1.034×103 

29 24 ― 214.5 ― 8.1 ― 101.7 

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 
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1.3.3 基礎ボルトの荷重                                                              (単位：N) 

部材 
要素 

番号 

節点 

番号 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 

基礎ボルト 29 27 ― 2.475×104 ― 4.395×103 ― 1.109×103 

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

 

1.3.4 基礎ボルトのモーメント                                                          (単位：N･m) 

部材 
要素 

番号 

節点 

番号 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 

基礎ボルト 29 27 ― 214.5 ― 99.5 ― 799.4 

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

 

1.3.5 基礎ボルトに作用する力                                      (単位：N) 

部材 
要素 

番号 

節点 

番号 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 

基礎ボルト 29 27 ― 8.553×103 ― 1.532×103 

 

1.3.6 取付ボルトに作用する力                                      (単位：N) 

部材 
要素 

番号 

節点 

番号 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 

取付ボルト ― ― ― 603.4 ― 1.304×103 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

   

4
5
 

K7 ① Ⅴ-2-9-5-4 R1E 

 

1.4 結論 

1.4.1 固有周期                    (単位：s) 

モード 卓越方向 固有周期 

1 次 水平 0.017 

 

1.4.2 応力                                                         (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
要素

番号 

節点

番号 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

架台 STKR400 

引張り 29
 

24 ― ― σｔ ＝ 8 f ｔ ＝ 276 

圧縮 29
 

24 ― ― σｃ ＝ 8＊1 f ｃ ＝ 236 

せん断 20
 

18 ― ― τ  ＝ 9 f ｓ ＝ 159 

曲げ 10
 

11 ― ― σｂ ＝ 23 f ｂ ＝ 276 

組合せ 10
 

11 ― ― σｆ ＝ 27 f ｔ ＝ 276 

基礎ボルト SS400 
引張り 29

 
27 ― ― σｔｂ＝ 43 f ｔｓ＝ 165＊2 

せん断 29
 

27 ― ― τｂ ＝ 8 f ｓｂ＝ 127 

取付ボルト SS400 
引張り ―

 
― ― ― σｔｂ＝ 3 f ｔｓ＝ 207＊2 

せん断 ―
 

― ― ― τｂ ＝ 7  f ｓｂ＝ 159 

すべて許容応力以下である。                               注記＊1：絶対値を記載 

                                                                                    ＊2：fｔｓ＝Min[1.4・fｔｏ－1.6・τb，fｔｏ] 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅴ-1-1-7-別添4「ブローアウトパネル関連設備の設計方針」にて設定している構

造強度及び機能維持の設計方針に基づき，燃料取替床ブローアウトパネル閉止装置（以下「オペ

フロBOP閉止装置」という。）が設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有してい

ることを説明するものである。 

オペフロBOP閉止装置は，重大事故等対処設備においては常設重大事故緩和設備に分類される。

以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価及び動的機能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

オペフロBOP閉止装置の構造計画を表2－1に示す。 



K7 ① Ⅴ-2-9-5-5 R1 

2 

表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

オペフロ BOP 閉止装置

は，原子炉建屋外壁面に

設置しており，扉枠は，

据付ボルトにより原子炉

建屋の壁に固定される。

扉は吊具を介して扉枠に

支持される。 

オペフロ BOP 閉止装置

は，扉，扉枠（扉を移

動させるためのレール

を含む），ローラ，扉

を駆動する電動機（チ

ェーンを含む）及び閂

から構成される。 
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2.2 評価方針 

オペフロBOP閉止装置の応力評価は，Ⅴ-1-1-7-別添4「ブローアウトパネル関連設備の設計

方針」に基づき，「2.1 構造計画」にて示すオペフロBOP閉止装置の部位を踏まえ，「3. 評

価部位」にて設定する箇所において，「4.3 解析モデル及び諸元」及び「4.4 固有周期」で

算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「4. 地

震応答解析及び構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。また，オペフロ

BOP閉止装置の機能維持評価は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した動的機器の機

能維持の方針に基づき，地震時の応答加速度が動的機能確認済加速度以下であることを，「5. 

機能維持評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「6. 評価結果」に示

す。オペフロBOP閉止装置の構造強度評価フローを図2－1に，機能維持評価フローを図2－2に

示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2－1 オペフロBOP閉止装置の構造強度評価フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2－2 オペフロBOP閉止装置の機能維持評価フロー 

地震応答解析 

設計用地震力 

オペフロ BOP 閉止装置 

支持部材 

計算モデルの設定 

オペフロ BOP 閉止装置 

駆動部 

地震時に作用する荷重 

オペフロ BOP 閉止装置 

扉 

解析モデルの設定 

固有値解析 

オペフロ BOP 閉止装置の構造強度評価 

地震時における応力 

 

設計用地震力 

機能維持評価用加速度の算出 

オペフロ BOP 閉止装置の機能維持評価 
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2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（(社)日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（(社)日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（(社)日本電気協会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（(社)日本機械学会，2005/2007）（以下「設

計・建設規格」という。） 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

ＡＧ ガイドレールの断面積 mm2 

ＡＬ チェーンの許容荷重 N 

Ａ 外梁の断面積 mm2 

Ｅ 扉の縦弾性係数 MPa 

ＣＨ１ オペフロBOP閉止装置の面外方向設計震度 ― 

ＣＨ２ オペフロBOP閉止装置の面内方向設計震度 ― 

ＣＶ オペフロBOP閉止装置の鉛直方向設計震度 ― 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 MPa 

ＦＧ ガイドレールに作用する引張力 N 

ＦＣ チェーンに作用する力 N 

Ｆｘ 外梁に作用する力（ｘ方向） N 

Ｆｙ 外梁に作用する力（ｙ方向） N 

Ｆｚ 外梁に作用する力（ｚ方向） N 

ƒｓ 許容せん断応力 MPa 

ƒｓｂ せん断力のみを受ける取付ボルトの許容せん断応力 MPa 

ƒｔ 許容引張応力 MPa 

ＬＧ ガイドレールの長さ mm 

ｍ 扉の質量 kg 

ＭＧ ガイドレールに作用するモーメント mmN   

Ｍｘ 外梁に作用するモーメント（ｘ軸周り） mmN   

Ｍｙ 外梁に作用するモーメント（ｙ軸周り） mmN   

Ｍｚ 外梁に作用するモーメント（ｚ軸周り） mmN   

Ｐ 圧力条件 Pa 

ＱＧ ガイドレールに作用するせん断力 N 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 MPa 

Ｓｙ（ＲＴ） 
設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値 
MPa 

Ｔ 温度条件 ℃ 

ＺＧ ガイドレールの断面係数 mm3 

Ｚｘ 外梁のねじり断面係数 mm3 

Ｚｙ 外梁のｙ軸周り断面係数 mm3 

Ｚｚ 外梁のｚ軸周り断面係数 mm3 

ν ポアソン比 ― 

σｃＧ ガイドレールに生じる組合せ応力 MPa 

＊
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記号 記号の説明 単位 

σｔＧ ガイドレールに生じる引張応力 MPa 

σｃ 外梁に生じる組合せ応力 MPa 

σｔ 外梁に生じる引張応力 MPa 

σｘ 外梁に生じる引張応力（ｘ方向） MPa 

σｙ 外梁に生じる引張応力（ｙ方向） MPa 

σｚ 外梁に生じる引張応力（ｚ方向） MPa 

τＧ ガイドレールに生じるせん断応力 MPa 

τ 外梁に生じるせん断応力 MPa 

τｘ 外梁に生じるせん断応力（ｘ方向） MPa 

τｙ 外梁に生じるせん断応力（ｙ方向） MPa 

τｚ 外梁に生じるせん断応力（ｚ方向） MPa 

注：記号右端添字にＧが付くものは，ガイドレール評価用を代表で示したものであり，テーパブロ

ック評価用についてはＧ→ＵＴ，閂ピン評価用についてはＧ→Ｐ，ハンガーレール評価用につい

てはＧ→Ｈに置き換えるものとする。 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表2－2に示すとおりとする。 

 

表2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

断面係数 mm3 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N  mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1 ：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

  ＊2 ：絶対値が 1000 以上のときはべき数表示とする。 

  ＊3 ：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点

は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切捨て，整数位までの値とする。 
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3. 評価部位 

オペフロBOP閉止装置の耐震評価は，「4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法」に示す条件

に基づき，扉開状態及び扉閉状態それぞれの場合において，扉のうち耐震評価上厳しくなる外

梁，面外方向支持部材のうちガイドレール及びテーパブロック，面内方向支持部材のうち閂ピ

ン，鉛直方向支持部材のうちハンガーレール，及び駆動部のうちチェーンについて実施する。 

評価部位については，表2－1の概略構造図に示す。 

 

4. 地震応答解析及び構造強度評価 

4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

「3. 評価部位」にて設定した各評価部材の構造強度評価方法を以下に示す。なお，耐震計

算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

4.1.1 扉の構造強度評価方法 

(1) 扉は吊具，閂及びローラ等により支持される構造であるため，その構造に応じた方向の

変位を拘束するものとする。 

(2) 地震力は扉に対して面外方向，面内方向及び鉛直方向の 3方向から作用するものとし，

強度評価において組み合わせるものとする。 

(3) 扉閉状態において圧力は，扉に対して面外方向に等分布に作用するものとし，評価にお

いて 4辺を面外方向に拘束するものとする。また，強度評価において地震力と組み合わせ

るものとする。 

 

4.1.2 支持部材の構造強度評価方法 

(1) ガイドレール 

a. 扉からの地震荷重は，面外方向に作用するものとする。 

b. ガイドレールの構造強度評価は，集中荷重が先端に作用する片持ち梁モデルを適用す

る。 

 

(2) テーパブロック 

a. 扉からの地震荷重及び圧力は，面外方向に作用するものとする。 

b. テーパブロックの構造強度評価は，取付ボルトのせん断応力を評価する。 

 

(3) 閂ピン 

a. 扉からの地震荷重は，面内方向に作用するものとする。 

b. 閂ピンの構造強度評価は，集中荷重が中央に作用する両端支持梁モデルを適用する。 

 

(4) ハンガーレール 

a. 扉からの地震荷重は，鉛直方向に作用するものとする。 

b. ハンガーレールの構造強度評価は，集中荷重が先端に作用する片持ち梁モデルを適用 

 する。 
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4.1.3 駆動部の構造強度評価方法 

チェーンに作用する荷重は，閂により制限される変位の最大値である の変位（チ

ェーンの伸び ）を想定して設定した値とする。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

オペフロ BOP 閉止装置の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処設備の評

価に用いるものを表 4－1に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

オペフロ BOP 閉止装置の許容応力は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，  

表 4－2 に示す。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－3

（扉開状態）及び表 4－4（扉閉状態）に示す。また，許容荷重評価条件のうち重大事故

等対処設備の評価に用いるものを表 4－5に示す。 
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表4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉格納施設 
放射性物質濃度

制御設備 

オペフロ BOP 

閉止装置 
常設／緩和 ―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅢＡＳ＊3 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして，

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

注記＊1 ：「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

    ＊2 ：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

    ＊3 ：閂ピンについては，基準地震動Ｓｓにより定まる地震力が作用した後においても，扉固定の機能を維持する設計とすることから 

      許容応力状態をⅢＡＳとする。 
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表4－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等以外） 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

引張り せん断 組合せ せん断 

ⅢＡＳ＊3 1.5・ｆｔ 1.5・ｆs 1.5・ｆｔ ― 

ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆs 1.5・ｆｔ ― 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして，ⅣＡＳの許容限界を用いる。） 
1.5・ｆｔ 1.5・ｆs 1.5・ｆｔ 1.5・ｆs 

注記＊1 ：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

    ＊2 ：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

  ＊3 ：閂ピンについては，基準地震動Ｓｓにより定まる地震力が作用した後においても，扉固定の機能を維持する設計とすることから 

     許容応力状態をⅢＡＳとする。 
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表4－3 扉開状態における使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

外梁  周囲環境温度 50    

ガイドレール  周囲環境温度 50   

閂ピン 
 

周囲環境温度 50   

ハンガーレール  周囲環境温度 50   

 

表 4－4 扉閉状態における使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

外梁  周囲環境温度 100   

テーパブロック 

取付ボルト 
 周囲環境温度 100   

閂ピン 
 

 
周囲環境温度 100   

ハンガーレール  周囲環境温度 100   
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表4－5 使用材料の許容荷重評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

許容荷重 

(N) 

チェーン  周囲環境温度 50  

           注記＊：設計・建設規格 SSB-3200 に基づき，荷重試験により求めた支持構造物の許容荷重

X0064337
四角形
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4.3 解析モデル及び諸元 

オペフロ BOP 閉止装置の解析モデルを図 4－1 に，解析モデルの概要を以下に示す。また，

機器の諸元を本計算書の【オペフロ BOP 閉止装置の耐震性についての計算結果】の機器要目に

示す。 

(1)  オペフロ BOP 閉止装置の耐震計算に用いる解析モデルは，はり要素及びシェル要素を用い

た有限要素モデルとする。はり要素及びシェル要素は板厚中心位置でモデル化する。 

(2)  質量は，扉を構成する部材の質量を考慮する。 

(3)  拘束条件は，吊具，閂及びローラ部の並進方向拘束とする。 

(4)  計算機コードは，「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用し，固有値と各要素に発生する荷重

及びモーメントを求める。なお，評価に用いる計算機コードの検証及び妥当性確認等の概要

については，別紙「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－1 解析モデル 
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4.4 固有周期 

扉開状態における固有値解析結果を表 4－6 に，扉閉状態における固有値解析結果を表 4－7

に，振動モード図を図 4－2 に示す。扉開状態及び扉閉状態において，面内方向及び鉛直方向

の固有周期は 0.05 秒以下であり剛であることを確認した。 

 

表4－6 扉開状態の固有値解析結果 

モード 卓越方向 
固有周期 

(s) 

水平方向刺激係数 鉛直方向 

刺激係数 面外方向 面内方向 

1 次 面外 0.072 -1.144 0.000 0.000 

2 次 面外 0.047 ― ― ― 

 

表4－7 扉閉状態の固有値解析結果 

モード 卓越方向 
固有周期 

(s) 

水平方向刺激係数 鉛直方向 

刺激係数 面外方向 面内方向 

1 次 面外 0.072 1.161 0.000 0.000 

2 次 面外 0.046 ― ― ― 

注：刺激係数は，モード質量を正規化し，固有ベクトルと質量マトリクスの積から算出した値を

示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－2 振動モード図  
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4.5 設計用地震力 

扉開状態における耐震評価に用いる設計用地震力を表 4－8 に，扉閉状態における耐震評価

に用いる設計用地震力を表 4－9 に示す。「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準

地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅴ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。

また，減衰定数は，Ⅴ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。 

 

表 4－8 扉開状態の設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所及び 

床面高さ(m) 
原子炉建屋 T.M.S.L.  

固有周期(s) 面外：0.072＊1  面内：0.05 以下  鉛直：0.05 以下 

減衰定数(％)      

地震力 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

モード 
固有周期 

(s) 

応答水平震度 応答鉛直 

 震度 

応答水平震度＊2 応答鉛直 

 震度＊2 面外方向 面内方向 面外方向 面内方向 

1 次 0.072 ― ― ―  ― ― 

2 次 0.047 ― ― ― ― ― ― 

動的地震力＊3 ― ― ―  

注記＊1 ：1 次固有周期について記載 

  ＊2 ：各モードの固有周期に対し，設計用床応答曲線（Ｓｓ）より得られる震度を示す。 

  ＊3 ：Ｓｓ又はＳｄに基づく設計用最大応答加速度より定めた震度を示す。 

 

表 4－9 扉閉状態の設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所及び 

床面高さ(m) 
原子炉建屋 T.M.S.L.  

固有周期(s) 面外：0.072＊1  面内：0.05 以下  鉛直：0.05 以下 

減衰定数(％)  

地震力 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

モード 
固有周期 

(s) 

応答水平震度 応答鉛直 

 震度 

応答水平震度＊2 応答鉛直 

 震度＊2 面外方向 面内方向 面外方向 面内方向 

1 次 0.072 ― ― ― ― ― 

2 次 0.046 ― ― ― ― ― ― 

動的地震力＊3 ― ― ― 

注記＊1 ：1 次固有周期について記載 

  ＊2 ：各モードの固有周期に対し，設計用床応答曲線（Ｓｓ）より得られる震度を示す。 

  ＊3 ：Ｓｓ又はＳｄに基づく設計用最大応答加速度より定めた震度を示す。  
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4.6 計算方法 

4.6.1 応力の計算方法 

(1) 扉の計算方法 

a. 外梁 

外梁に加わる荷重は，解析による計算で得られる値を使用し，応力を図 4－3 を用い

て計算する。負担力は，並進力Ｆｘ，Ｆｙ，Ｆｚ，モーメント力Ｍｘ，Ｍｙ，Ｍｚとする。

ただし，添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にと

る。応力は，「7. 引用文献」より，下記の計算式にて求める。 

(a) 応力成分 

  上記荷重による応力成分は次式となる。 

σ
ｘ
＝

Ｆ
ｘ

Ａ
，σ

ｙ
＝

Ｍ
ｙ

Ｚ
ｙ

，σ
ｚ
＝

Ｍ
ｚ

Ｚ
ｚ

 

τ
ｘ
＝

Ｍ
ｘ

Ｚ
ｘ

，τ
ｙ
＝

Ｆ
ｙ

Ａ
，τ

ｚ
＝

Ｆ
ｚ

Ａ
 

(b) 引張応力 

   引張応力は次式となる。 

σ
ｔ
＝σ

ｘ
＋σ

ｙ
＋σ

ｚ
 

 

(c) せん断応力 

   せん断応力は次式となる。 
 

τ＝  (τｘ＋τｙ)2＋τｚ
2 

                                            

             τｙ
2＋(τｘ＋τｚ)2 

 

(d) 組合せ応力 

   組合せ応力は次式となる。 

σ
ｃ
＝ σt

2
＋3・τ2 

 

  

･･･････････ （4．6．1．1） 

 
大きい方 

･･･････････ （4．6．1．2） 

･･･････････････････････････ （4．6．1．3） 

･･･････････ （4．6．1．4） 

･･･････････････････････････････ （4．6．1．5） 
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外梁の最大応力発生部位を図4－1の ａ 及び b 示す。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4－3 扉外梁の部材断面 

 

 

  

  

y x 

z 
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(2) 支持部材の計算方法 

a. ガイドレール 

ガイドレールに作用する荷重によるせん断力及び曲げモーメントを算出し，ガイドレ

ールに生じる応力を計算する。計算モデルは図4－4に示すとおり，集中荷重が先端に作

用する片持ち梁モデルとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4－4 ガイドレール計算モデル 

 

(a) 引張応力 

    ガイドレールに作用する曲げモーメントは次式により求める。 

        ＭＧ＝ＦＧ・ＬＧ 

     ガイドレールに生じる引張応力は次式により求める。 

σ
ｔＧ

＝
Ｍ

Ｇ

Ｚ
Ｇ

 

 

(b) せん断応力 

       ガイドレールに作用するせん断力は次式により求める。 

      ＱＧ＝ＦＧ 

     ガイドレールに生じるせん断応力は次式により求める。 

τ
Ｇ
＝

Ｑ
Ｇ

Ａ
Ｇ

 

 

 

 

 

 

･･････････････････････････････････････ （4．6．1．6） 

････････････････････････････････････････ （4．6．1．7） 

･･････････････････････････････････････････ （4．6．1．8） 

･･････････････････････････････････････････ （4．6．1．9） 
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(c) 組合せ応力 

     ガイドレールに生じる組合せ応力は次式により求める。 

σ
ｃＧ

＝ σtＧ
2
＋3・τＧ

2 

 

b. テーパブロック取付ボルト 

テーパブロック取付ボルトに作用する荷重によるせん断力を算出し，ボルトに生じる

応力を計算する。計算モデルは図4－5に示すとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4－5 テーパブロック取付ボルト計算モデル 

 

(a) せん断応力 

     テーパブロック取付ボルトに作用するせん断力は次式により求める。 

      ＱＵＴ＝ＦＵＴ 

テーパブロック取付ボルトに生じるせん断応力は次式により求める。 

τ
ＵＴ

＝
Ｑ

ＵＴ

Ａ
ＵＴ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

･････････････････････････････ （4．6．1．10） 

･････････････････････････････････････････ （4．6．1．11） 

････････････････････････････････････････ （4．6．1．12） 
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c. 閂ピン 

閂ピンに作用する荷重によるせん断力及び曲げモーメントを算出し，閂ピンに生じる

応力を計算する。計算モデルは図4－6に示すとおり，集中荷重が中央に作用する両端支

持梁モデルとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4－6 閂ピン計算モデル 

 

(a) 引張応力 

     閂ピンに作用する曲げモーメントは次式により求める。 

Ｍ
Ｐ
＝

Ｆ
Ｐ
・Ｌ

Ｐ

4
 

     閂ピンに生じる引張応力は次式により求める。 

σ
ｔＰ

＝
Ｍ

Ｐ

Ｚ
Ｐ

 

 

(b) せん断応力 

     閂ピンに作用するせん断力は次式により求める。 

Ｑ
Ｐ
＝

Ｆ
Ｐ

2
 

     閂ピンに生じるせん断応力は次式により求める。 

τ
Ｐ
＝

Ｑ
Ｐ

Ａ
Ｐ

 

 

(c) 組合せ応力 

     閂ピンに生じる組合せ応力は次式により求める。 

σ
ｃＰ

＝ σtＰ
2
＋3・τＰ

2 

  

 

  

 

  

････････････････････････････････････ （4．6．1．13） 

････････････････････････････････････････ （4．6．1．14） 

･･････････････････････････････････････････ （4．6．1．15） 

･･････････････････････････････････････････ （4．6．1．16） 

･･････････････････････････････ （4．6．1．17） 
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d. ハンガーレール 

ハンガーレールに作用する荷重によるせん断力及び曲げモーメントを算出し，ハンガ

ーレールに生じる応力を計算する。計算モデルは図4－7に示すとおり，集中荷重が先端

に作用する片持ち梁モデルとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4－7 ハンガーレール計算モデル 

 

(a) 引張応力 

     ハンガーレールに作用する曲げモーメントは次式により求める。   

    ＭＨ＝ＦＨ・ＬＨ 

     ハンガーレールに生じる引張応力は次式により求める。 

σ
ｔＨ

＝
Ｍ

Ｈ

Ｚ
Ｈ

 

 

(b) せん断応力 

     ハンガーレールに作用するせん断力は次式により求める。 

      ＱＨ＝ＦＨ 

     ハンガーレールに生じるせん断応力は次式により求める。 

τ
Ｈ
＝

Ｑ
Ｈ

Ａ
Ｈ

 

 

(c) 組合せ応力 

     ハンガーレールに生じる組合せ応力は次式により求める。 

σ
ｃＨ

＝ σtＨ
2
＋3・τＨ

2 

 

 

 

 

 

 

 

･････････････････････････････････････ （4．6．1．18） 

････････････････････････････････････････ （4．6．1．19） 

･･････････････････････････････････････････ （4．6．1．20） 

･･････････････････････････････････････････ （4．6．1．21） 

･･････････････････････････････ （4．6．1．22） 
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4.6.2 荷重の計算方法 

(1) 駆動部の計算方法 

a. チェーン 

駆動部はチェーン張力を用いて荷重を計算する。図4－8に示すとおり，チェーンの引

張り試験により得られた荷重－変位曲線に基づき，設計・建設規格 SSB-3200の規定に

従って許容荷重を算定するとともに，チェーンの変位 に相当する荷重を強度評価

用の荷重に設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－8 チェーンの引張り試験により得られた荷重－変位曲線 

許容荷重 

 
変位 (mm) 

荷
重
 (
kN
) 

強度評価用の荷重 

（チェーン変位 に相当する荷重） 
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4.7 計算条件 

応力計算に用いる自重（扉）及び荷重（地震荷重及び圧力）は，本計算書の【オペフロ BOP

閉止装置の耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

4.8 応力の評価 

4.8.1 扉及び支持部材の応力評価 

4.6.1 項で求めた各応力が下表で定めた許容応力以下であること。 

 

 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合＊ 

許容引張応力 

ƒｔ 
・1.5

1.5

Ｆ
 ・1.5

1.5

Ｆ
 

許容せん断応力 

ƒｓ 
  

許容組合せ応力 

ƒｔ 
・1.5

1.5

Ｆ
 ・1.5

1.5

Ｆ
 

注記＊ ：閂ピンについては，基準地震動Ｓｓにより定まる地震力が作用した後に 

      おいても，扉固定の機能を維持する設計とすることから許容応力状態を 

      ⅢＡＳとする。 

 

4.8.2 取付ボルトの応力評価 

4.6.1項で求めた取付ボルトのせん断応力が，せん断力のみを受ける許容せん断応力 

ƒｓｂ以下であること。 

ただし，ƒｓｂは下表による。 

 

 基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容せん断応力 

ƒｓｂ 

・1.5
31.5・

Ｆ
 

 

4.9 荷重の評価 

4.9.1 チェーンの荷重評価 

4.6.2 項にて設定したチェーンに作用する荷重が許容荷重以下であること。 

ただし，許容荷重は設計・建設規格 SSB-3200 の規定による。 

  

・1.5
31.5・

Ｆ
・1.5
31.5・

Ｆ

＊
 

＊
 

＊
 

＊
 ＊
 

＊
 

＊
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5. 機能維持評価 

オペフロ BOP 閉止装置の動的機能維持評価について，以下に示す。 

 

5.1 機能維持評価用加速度 

オペフロBOP閉止装置は原子炉建屋に直接取り付けられることから，機能維持評価用加速度

は，Ⅴ-2-2-1「原子炉建屋の地震応答計算書」に示す原子炉建屋の地震応答解析で評価した，

オペフロBOP閉止装置取付部の頂部位置に生じる加速度とする。機能維持評価用加速度を表5－

1に示す。 

 

            表5－1 機能維持評価用加速度     （×9.8m/s2） 

評価部位 
対象機器設置箇所 

(m) 
方向 

機能維持 

評価用加速度 

オペフロ BOP 

閉止装置 

原子炉建屋 

T.M.S.L.  

面外  

面内  

鉛直  

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

5.2 機能確認済加速度 

オペフロBOP閉止装置について，実機の据付状態を模擬し，加振台上に架台を設置し，架台

にオペフロBOP閉止装置を取り付けた上で，設置される床における設備評価用床応答曲線を包

絡する模擬地震波により加振試験を行う。オペフロBOP閉止装置の機能確認済加速度には，水

平2方向と鉛直方向の3方向同時加振試験において，オペフロBOP閉止装置の作動性及び気密性

を保持できることを確認した最大加速度を適用する。機能確認済加速度を表5－2に示す。 

 

               表5－2 機能確認済加速度     （×9.8m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

オペフロ BOP 閉止装置 

面外  

面内  

鉛直  
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6. 評価結果 

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

オペフロBOP閉止装置の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。

発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して構造強度及び動的機能を有している

ことを確認した。 

 

(1)  構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2)  機能維持評価結果 

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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7. 引用文献 

引用文献を以下に示す。 

・機械工学便覧（改訂第 6版）（日本機械学会編 1987 年 4 月）（(社)日本機械学会） 
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【オペフロ BOP 閉止装置の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

 1.1 設計条件 

  1.1.1 扉開状態の設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 
面外方向 面内方向 鉛直方向 

面外方向 

設計震度 

面内方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

面外方向 

設計震度 

面内方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

オペフロ BOP 

閉止装置 
常設／緩和 

原子炉建屋 

T.M.S.L.  0.072 0.05 以下 0.05 以下 ― ― ― 
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注記＊1 ：基準床レベルを示す。 

  ＊2 ：基準地震動Ｓｓに基づく設計用床応答曲線から得られる値 

 

  1.1.2 扉閉状態の設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 
面外方向 面内方向 鉛直方向 

面外方向 

設計震度 

面内方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

面外方向 

設計震度 

面内方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

オペフロ BOP 

閉止装置 
常設／緩和 

原子炉建屋 

T.M.S.L.  0.072 0.05 以下 0.05 以下 ― ― ― 
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注記＊1 ：基準床レベルを示す。 

  ＊2 ：基準地震動Ｓｓに基づく設計用床応答曲線から得られる値 

  

X0064337
四角形
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 1.2 機器要目 

  1.2.1 外梁 

   (1) 扉開状態 

ｍ 

(kg) 

Ａ 

(mm2) 

Ｚｘ 

(mm3) 

Ｚｙ 

(mm3) 

Ｚｚ 

(mm3) 

 

      

 

材料 
Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｅ 

(MPa) 
ν 

  ― 

 

   (2) 扉閉状態 

ｍ 

(kg) 

Ａ 

(mm2) 

Ｚｘ 

(mm3) 

Ｚｙ 

(mm3) 

Ｚｚ 

(mm3) 

 Ｐ 

(Pa) 

.      

 

材料 
Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｅ 

(MPa) 
ν 

    ―    

 

  

＊
＊

X0064337
四角形
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  1.2.2 ガイドレール（扉開状態のみ） 

   (1) 扉開状態 

ＬＧ 

(mm) 

ＡＧ 

(mm2) 

ＺＧ 

(mm3) 

 

    

 

材料 
Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

 ― 

 

  1.2.3 テーパブロック取付ボルト（扉閉状態のみ） 

   (1) 扉閉状態 

ＡＵＴ 

(mm2) 

   Ｐ 

(Pa) 

    

 

材料 
Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

   ―  

 

  

＊
＊
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  1.2.4 閂ピン 

   (1) 扉開状態 

ＬＰ 

(mm) 

ＡＰ 

(mm2) 

ＺＰ 

(mm3) 

  

 

材料 
Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

 

 

 ― 

 

   (2) 扉閉状態 

ＬＰ 

(mm) 

ＡＰ 

(mm2) 

ＺＰ 

(mm3) 

   

 

材料 
Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

 

 

  ― 

  

＊
＊
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  1.2.5 ハンガーレール 

   (1) 扉開状態 

ＬＨ 

(mm) 

ＡＨ 

(mm2) 

ＺＨ 

(mm3) 

   

 

材料 
Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

  ―  

 

   (2) 扉閉状態 

ＬＨ 

(mm) 

ＡＨ 

(mm2) 

ＺＨ 

(mm3) 

  

 

材料 
Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

   ―  

 

  1.2.6 チェーン 

 

 

  

ＡＬ 

(N) 

 

＊
＊

X0064337
四角形
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 1.3 計算数値 

  1.3.1 外梁の荷重 

   (1) 扉開状態 

                                                                    （単位：N） 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

―  ―  ―  

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

 

   (2) 扉閉状態 

                                                                    （単位：N） 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

―  ―  ―  

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

  

X0064337
四角形
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  1.3.2 外梁のモーメント 

   (1) 扉開状態 

                                                                 （単位：N･mm） 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

―  ―  ―  

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

 

   (2) 扉閉状態 

                                                                 （単位：N･mm） 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

―  ―  ―  

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 
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  1.3.3 ガイドレールの荷重（扉開状態のみ） 

   (1) 扉開状態 

                                            （単位：N） 

ＦＧ ＱＧ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

―  ―  

 

  1.3.4 ガイドレールのモーメント（扉開状態のみ） 

   (1) 扉開状態 

                  （単位：N･mm） 

ＭＧ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

―  
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  1.3.5 テーパブロック取付ボルトの荷重（扉閉状態のみ） 

   (1) 扉閉状態 

                                          （単位：N） 

ＦＵＴ ＱＵＴ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

―  ―  

 

  1.3.6 閂ピンの荷重 

   (1) 扉開状態 

                                          （単位：N） 

ＦＰ ＱＰ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

―  ―  

 

   (2) 扉閉状態 

                                          （単位：N） 

ＦＰ ＱＰ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

―  ― 
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  1.3.7 閂ピンのモーメント 

   (1) 扉開状態 

                 （単位：N･mm） 

ＭＰ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

―  

 

   (2) 扉閉状態 

                 （単位：N･mm） 

ＭＰ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

―  
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  1.3.8 ハンガーレールの荷重 

   (1) 扉開状態 

                                           （単位：N） 

ＦＨ ＱＨ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

―  ―  

 

   (2) 扉閉状態 

                                           （単位：N） 

ＦＨ ＱＨ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

―  ―  
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  1.3.9 ハンガーレールのモーメント 

   (1) 扉開状態 

                 （単位：N･mm） 

ＭＨ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

―  

 

   (2) 扉閉状態 

                 （単位：N･mm） 

ＭＨ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

―  

 

  1.3.10 チェーンの荷重 

        （単位：N） 

ＦＣ 
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 1.4 結論 

  1.4.1 固有周期 

   (1) 扉開状態 

                            （単位：s） 

モード 卓越方向 固有周期 

1 次 面外 0.072 

2 次 面外 0.047 

 

   (2) 扉閉状態 

                            （単位：s） 

モード 卓越方向 固有周期 

1 次 面外 0.072 

2 次 面外 0.046 
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  1.4.2 応力 

   (1) 扉開状態 

                                                             （単位：MPa） 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

外梁  

引張り ― ― σｔ＝55  

せん断 ― ― τ＝1  

組合せ ― ― σｃ＝55 

ガイドレール  

引張り ― ― σｔＧ＝27  

せん断 ― ― τＧ＝2  

組合せ ― ― σｃＧ＝27  

閂ピン 
 

 

引張り ― ― σｔＰ＝79  

せん断 ― ― τＰ＝8  

組合せ ― ― σｃＰ＝80  

ハンガーレール  

引張り ― ― σｔＨ＝70  

せん断 ― ― τＨ＝4  

組合せ ― ― σｃＨ＝71  

すべて許容応力以下である。  

X0064337
四角形

X0064337
四角形

X0064337
四角形
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   (2) 扉閉状態 

                                                             （単位：MPa） 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

外梁  

引張り ― ― σｔ＝54  

せん断 ― ― τ＝1  

組合せ ― ― σｃ＝54  

テーパブロック 

取付ボルト 
せん断 ― ― τＵＴ＝20  

閂ピン 
 

 

引張り ― ― σｔＰ＝79  

せん断 ― ― τＰ＝8  

組合せ ― ― σｃＰ＝80  

ハンガーレール  

引張り ― ― σｔＨ＝70  

せん断 ― ― τＨ＝4 

組合せ ― ― σｃＨ＝71  

すべて許容応力以下である。 

X0064337
四角形

X0064337
四角形

X0064337
四角形

X0064337
四角形

X0064337
四角形

X0064337
四角形
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  1.4.3 荷重 

    （単位：N） 

部材 材料 荷重 チェーンに作用する力 チェーンの許容荷重 

チェーン  引張荷重  .  

すべて許容荷重以下である。  

 

  1.4.4 動的機能の評価結果 

   （×9.8m/s2） 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

オペフロ BOP 閉止装置 

面外方向 

面内方向   

鉛直方向   

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

K7 ① Ⅴ-2-9-5-5 R1E 
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Ⅴ-2-10 その他発電用原子炉の附属施設の耐震性に関する説明書 

 



 

K7
 
①
 Ⅴ

-2
-1
0-
1 
R1
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1. 概要 

本説明書は，非常用電源設備の耐震計算の手法及び条件の整理について説明するものである。 

 

2. 耐震評価条件整理 

非常用電源設備に対して，設計基準対象施設の耐震重要度分類，重大事故等対処設備の設備分

類を整理した。既設の設計基準対象施設については，耐震評価における手法及び条件について，

既に認可を受けた実績との差異の有無を整理した。また，重大事故等対処設備のうち，設計基準

対象施設であるものについては，重大事故等対処設備の評価条件と設計基準対象施設の評価条件

との差異の有無を整理した。結果を表 1に示す。 

非常用電源設備の耐震計算は表 1に示す計算書に記載することとする。 
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表 1 耐震評価条件整理一覧表（1/10） 

 

 

 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度 

分類 

新規制基準

施行前に認

可された実

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対

象施設との

評価条件の

差異 

耐震計算の 

記載箇所 

そ
の
他
発
電
用
原
子
炉
の
附
属
施
設 

非
常
用
電
源
設
備 

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
設
備 

ディーゼル機関＊2 S 無 Ⅴ-2-10-1-2-1-1 

常設／防止 

（DB拡張） 

常設／緩和 

（DB拡張） 

無 Ⅴ-2-10-1-2-1-1 

空気だめ＊3 S 無 Ⅴ-2-10-1-2-1-2 

常設／防止 

（DB拡張） 

常設／緩和 

（DB拡張） 

無 Ⅴ-2-10-1-2-1-2 

空気圧縮機 S 有 Ⅴ-2-10-1-2-1-3 

常設／防止 

（DB拡張） 

常設／緩和 

（DB拡張） 

無 Ⅴ-2-10-1-2-1-3 

燃料ディタンク S 無 Ⅴ-2-10-1-2-1-4 

常設／防止 

（DB拡張） 

常設／緩和 

（DB拡張） 

無 Ⅴ-2-10-1-2-1-4 
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表 1 耐震評価条件整理一覧表（2/10） 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度 

分類 

新規制基準

施行前に認

可された実

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対

象施設との

評価条件の

差異 

耐震計算の 

記載箇所 

そ
の
他
発
電
用
原
子
炉
の
附
属
施
設 

非
常
用
電
源
設
備 

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
設
備 

燃料移送ポンプ S ―＊4 Ⅴ-2-10-1-2-1-5 

常設／防止 

（DB拡張） 

常設／緩和 

（DB拡張） 

無 Ⅴ-2-10-1-2-1-5 

軽油タンク（7 号機設

備） 
S ―＊4 Ⅴ-2-10-1-2-1-6 

常設／防止 

（DB拡張） 

常設／緩和 

（DB拡張） 

無 Ⅴ-2-10-1-2-1-6 

主配管 S 有 Ⅴ-2-10-1-2-1-7 

常設／防止 

（DB拡張） 

常設／緩和 

（DB拡張） 

有 Ⅴ-2-10-1-2-1-7 

発電機 S 無 Ⅴ-2-10-1-2-1-1 

常設／防止 

（DB拡張） 

常設／緩和 

（DB拡張） 

無 Ⅴ-2-10-1-2-1-1 

非常用ディーゼル発電

設備制御盤＊5 
S ―＊4 Ⅴ-2-10-1-2-1-8 

常設／防止 

（DB拡張） 

常設／緩和 

（DB拡張） 

無 Ⅴ-2-10-1-2-1-8 
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表 1 耐震評価条件整理一覧表（3/10） 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度 

分類 

新規制基準

施行前に認

可された実

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対

象施設との

評価条件の

差異 

耐震計算の 

記載箇所 

そ
の
他
発
電
用
原
子
炉
の
附
属
施
設 

非
常
用
電
源
設
備 

代
替
交
流
電
源
設
備 

第一ガスタービン発電 

機用ガスタービン 
― ―＊4 ― 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅴ-2-10-1-2-2-1 

第一ガスタービン発電 

機用燃料移送ポンプ 
― ―＊4 ― 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅴ-2-10-1-2-2-2 

第一ガスタービン発電 

機用燃料タンク 
― ―＊4 ― 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅴ-2-10-1-2-2-3 

第一ガスタービン発電 

機用燃料小出し槽 
― ―＊4 ― 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅴ-2-10-1-2-2-4 

軽油タンク（7 号機設

備） 
― ―＊4 ― 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅴ-2-10-1-2-1-6 

軽油タンク（6号機設 

備） 
― ―＊4 ― 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅴ-2-10-1-2-2-5 

主配管 ― ―＊4 ― 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅴ-2-10-1-2-2-6 

第一ガスタービン発電 

機＊6 
― ―＊4 ― 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅴ-2-10-1-2-2-7 

第一ガスタービン発電 

機用制御盤＊7 
― ―＊4 ― 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅴ-2-10-1-2-2-8 
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表 1 耐震評価条件整理一覧表（4/10） 

 

 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度 

分類 

新規制基準

施行前に認

可された実

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対

象施設との

評価条件の

差異 

耐震計算の 

記載箇所 

そ
の
他
発
電
用
原
子
炉
の
附
属
施
設 

非
常
用
電
源
設
備 

緊
急
時
対
策
所
代
替
電
源
設
備 

軽油タンク（7 号機設

備） 
― ―＊4 ― 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅴ-2-10-1-2-1-6 

軽油タンク（6号機設 

備） 
― ―＊4 ― 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅴ-2-10-1-2-2-5 

主配管 ― ―＊4 ― 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅴ-2-10-1-2-2-6 

監
視
測
定
設
備
用
電
源
設
備 

軽油タンク（7 号機設

備） 
― ―＊4 ― 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅴ-2-10-1-2-1-6 

軽油タンク（6号機設 

備） 
― ―＊4 ― 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅴ-2-10-1-2-2-5 

主配管 ― ―＊4 ― 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅴ-2-10-1-2-2-6 
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表 1 耐震評価条件整理一覧表（5/10） 

 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度 

分類 

新規制基準

施行前に認

可された実

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対

象施設との

評価条件の

差異 

耐震計算の 

記載箇所 

そ
の
他
発
電
用
原
子
炉
の
附
属
施
設 

非
常
用
電
源
設
備 

そ
の
他
の
電
源
装
置 

バイタル交流電源装置 S 無 Ⅴ-2-10-1-1 ― ― ― 

AM 用直流 125V 充電器 ― ―＊4 ― 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅴ-2-10-1-3-1 

直流 125V 蓄電池 7A S 無 Ⅴ-2-10-1-3-2 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
無 Ⅴ-2-10-1-3-2 

直流 125V 蓄電池 7A-2 S ―＊4 Ⅴ-2-10-1-3-2 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
無 Ⅴ-2-10-1-3-2 

直流 125V 蓄電池 7B S 無 Ⅴ-2-10-1-3-2 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
無 Ⅴ-2-10-1-3-2 

直流 125V 蓄電池 7C S 無 Ⅴ-2-10-1-3-2 

常設／防止 

（DB拡張） 

常設／緩和 

（DB拡張） 

無 Ⅴ-2-10-1-3-2 

直流 125V 蓄電池 7D S 無 Ⅴ-2-10-1-3-2 

常設／防止 

（DB拡張） 

常設／緩和 

（DB拡張） 

無 Ⅴ-2-10-1-3-2 
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表 1 耐震評価条件整理一覧表（6/10） 

 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度 

分類 

新規制基準

施行前に認

可された実

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対

象施設との

評価条件の

差異 

耐震計算の 

記載箇所 

そ
の
他
発
電
用
原
子
炉
の
附
属
施
設 

非
常
用
電
源
設
備 

そ
の
他
の
電
源
装
置 

AM 用直流 125V 蓄電池 ― ―＊4 ― 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅴ-2-10-1-3-3 

そ
の
他 

緊急用断路器 ― ―＊4 ― 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅴ-2-10-1-4-1 

緊急用電源切替箱断路

器 
― ―＊4 ― 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅴ-2-10-1-4-2 

緊急用電源切替箱接続

装置 
― ―＊4 ― 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅴ-2-10-1-4-3 

AM 用動力変圧器 ― ―＊4 ― 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅴ-2-10-1-4-4 

AM 用 MCC ― ―＊4 ― 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅴ-2-10-1-4-5 

AM 用切替盤 ― ―＊4 ― 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅴ-2-10-1-4-6 
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表 1 耐震評価条件整理一覧表（7/10） 

 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度 

分類 

新規制基準

施行前に認

可された実

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対

象施設との

評価条件の

差異 

耐震計算の 

記載箇所 

そ
の
他
発
電
用
原
子
炉
の
附
属
施
設 

非
常
用
電
源
設
備 

そ
の
他 

AM 用操作盤 ― ―＊4 ― 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅴ-2-10-1-4-7 

メタルクラッド開閉装

置 7C 
S ―＊4 Ⅴ-2-10-1-4-8 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
有 Ⅴ-2-10-1-4-8 

メタルクラッド開閉装

置 7D 
S ―＊4 Ⅴ-2-10-1-4-8 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
有 Ⅴ-2-10-1-4-8 

メタルクラッド開閉装

置 7E 
S ―＊4 Ⅴ-2-10-1-4-8 

常設／防止 

（DB拡張） 

常設／緩和 

（DB拡張） 

無 Ⅴ-2-10-1-4-8 

パワーセンタ S ―＊4 Ⅴ-2-10-1-4-9 

常設／防止 

（DB拡張） 

常設／緩和 

（DB拡張） 

有 Ⅴ-2-10-1-4-9 

モータコントロールセ 

ンタ 
S ―＊4 Ⅴ-2-10-1-4-10 

常設／防止 

（DB拡張） 

常設／緩和 

（DB拡張） 

有 Ⅴ-2-10-1-4-10 
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表 1 耐震評価条件整理一覧表（8/10） 

 

 

 

 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度 

分類 

新規制基準

施行前に認

可された実

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対

象施設との

評価条件の

差異 

耐震計算の 

記載箇所 

そ
の
他
発
電
用
原
子
炉
の
附
属
施
設 

非
常
用
電
源
設
備 

そ
の
他 

動力変圧器 ― ―＊4 ― 

常設／防止 

（DB拡張） 

常設／緩和 

（DB拡張） 

― Ⅴ-2-10-1-4-11 

5 号機原子炉建屋内緊 

急時対策所用電源盤 
― ―＊4 ― 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅴ-2-10-1-4-12 

5 号機原子炉建屋内緊 

急時対策所用交流 110 

V 分電盤 

― ―＊4 ― 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅴ-2-10-1-4-13 

直流 125V 充電器 7A ― ―＊4 ― 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅴ-2-10-1-4-14 

直流 125V 充電器 7A-2 ― ―＊4 ― 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅴ-2-10-1-4-14 

直流 125V 充電器 7B ― ―＊4 ― 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅴ-2-10-1-4-14 
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表 1 耐震評価条件整理一覧表（9/10） 

 

 

 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度 

分類 

新規制基準

施行前に認

可された実

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対

象施設との

評価条件の

差異 

耐震計算の 

記載箇所 

そ
の
他
発
電
用
原
子
炉
の
附
属
施
設 

非
常
用
電
源
設
備 

そ
の
他 

直流 125V 充電器 7C ― ―＊4 ― 

常設／防止 

（DB拡張） 

常設／緩和 

（DB拡張） 

― Ⅴ-2-10-1-4-14 

直流 125V 充電器 7D ― ―＊4 ― 

常設／防止 

（DB拡張） 

常設／緩和 

（DB拡張） 

― Ⅴ-2-10-1-4-14 

直流 125V 主母線盤 7A ― ―＊4 ― 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅴ-2-10-1-4-15 

直流 125V 主母線盤 7B ― ―＊4 ― 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅴ-2-10-1-4-15 

直流 125V 主母線盤 7C ― ―＊4 ― 

常設／防止 

（DB拡張） 

常設／緩和 

（DB拡張） 

― Ⅴ-2-10-1-4-15 
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表 1 耐震評価条件整理一覧表（10/10） 

注記＊1 ：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備，「常設／防止（DB 拡張）」は常設重大事故

防止設備（設計基準拡張），「常設／緩和（DB拡張）」は常設重大事故緩和設備（設計基準拡張）を示す。 

＊2 ：調速装置，非常調速装置及び機関付清水ポンプはディーゼル機関付きであるため，ディーゼル機関の評価に包絡される。 

＊3 ：空気だめの安全弁は空気だめ付きであるため，空気だめの評価に包絡される。 

＊4 ：本工事計画で新規に申請する設備であることから，差異比較の対象外。 

＊5 ：励磁装置及び保護継電装置は非常用ディーゼル発電設備制御盤付きであるため，非常用ディーゼル発電設備制御盤の評価に包絡される。 

＊6 ：第一ガスタービン発電機用励磁装置は第一ガスタービン発電機付きであるため，第一ガスタービン発電機の評価に包絡される。 

＊7 ：第一ガスタービン発電機用調速装置，第一ガスタービン発電機用非常調速装置及び第一ガスタービン発電機用保護継電装置は第一ガスタ

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度 

分類 

新規制基準

施行前に認

可された実

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対

象施設との

評価条件の

差異 

耐震計算の 

記載箇所 

そ
の
他
発
電
用
原
子
炉
の
附
属
施
設 

非
常
用
電
源
設
備 

そ
の
他 

直流 125V 主母線盤 7D ― ―＊4 ― 

常設／防止 

（DB拡張） 

常設／緩和 

（DB拡張） 

― Ⅴ-2-10-1-4-15 

125V 同時投入防止用 

切替盤 
― ―＊4 ― 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅴ-2-10-1-4-16 

直流 125V HPAC MCC ― ―＊4 ― 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅴ-2-10-1-4-17 

安全系補助継電器盤＊8

（計測制御系統施設に

記載） 

― ―＊4 ― 常設耐震／防止 ― Ⅴ-2-6-7-3 
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ービン発電機用制御盤付きであるため，第一ガスタービン発電機用制御盤の評価に包絡される。 

＊8 ：AM 用切替装置（SRV）は安全系補助継電器盤付きであるため，安全系補助継電器盤の評価に包絡される。 
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3. 技術基準規則第 5条の要求事項の変更に伴う評価対象設備の耐震計算 

 

3.1 耐震計算の概要 

本章は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計方

針に基づき，非常用電源設備のうち，技術基準規則第 5条の要求事項の変更に伴う評価対象設

備であるバイタル交流電源装置が設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有し

ていることを説明するものである。バイタル交流電源装置の計算結果を次ページ以降に示す。 

 



 

(1) バイタル交流電源装置の耐震性についての計算書
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1. 概要 

本計算書は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，バイタル交流電源装置が設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を

有していることを説明するものである。 

バイタル交流電源装置は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に分類される。以下，設

計基準対象施設としての構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

なお，バイタル交流電源装置は，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法」に記載の直立形盤であるた

め，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-9 盤の耐震性についての計算書作成の基本方

針」に基づき評価を実施する。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

バイタル交流電源装置の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

バイタル交流電源装置 

は，基礎に埋め込まれた

チャンネルベースに取付

ボルトで設置する。 

 

直立形 

（鋼材及び鋼板を組み

合わせた自立閉鎖型の

盤） 

【バイタル交流電源装置】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 バイタル 

交流電源装置 7A 

バイタル 

交流電源装置 7B 

バイタル 

交流電源装置 7C 

バイタル 

交流電源装置 7D 

たて 1300  1300  1300  1300  

横 5000  5000  5000  5000  

高さ 2300  2300  2300  2300  

(単位：mm) 

 

 

 

たて 横 

正面 側面 

（長辺方向） （短辺方向） 

基礎 

チャンネルベース 

取付ボルト 

盤 

高さ 

K7 ① Ⅴ-2-10-1-1(1) R1 



 

3 

 

 

 

3. 固有周期 

3.1 固有周期の確認 

バイタル交流電源装置のうちバイタル交流電源装置 7Aの固有周期は以下のとおりである。 

水平方向の固有周期は，プラスチックハンマ等により，当該装置に振動を与え自由減衰振動を

固有振動数測定装置（圧電式加速度ピックアップ，振動計，分析器）により記録解析する。 

試験の結果，剛であることを確認した。鉛直方向の固有周期は，構造が同等であり，同様な振

動特性を持つ盤に対する振動試験（自由振動試験）の結果確認された固有周期を使用する。 

バイタル交流電源装置 7B，7C，7D の固有周期は，構造が同等であり，同様な振動特性を持つ盤

に対する振動試験（自由振動試験）の結果確認された固有周期を使用する。固有周期の確認結果

を表 3－1に示す。 

 

 

 表 3－1 固有周期                   (単位：s) 

名称 方向 固有周期 

バイタル 

交流電源装置 7A 

水平  

鉛直 0.05 以下 

バイタル 

交流電源装置 7B 

水平 0.05 以下 

鉛直 0.05 以下 

バイタル 

交流電源装置 7C 

水平 0.05 以下 

鉛直 0.05 以下 

バイタル 

交流電源装置 7D 

水平 0.05 以下 

鉛直 0.05 以下 
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4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

バイタル交流電源装置の構造強度評価は，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-9 盤

の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき行う。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

バイタル交流電源装置の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価

に用いるものを表 4－1に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

バイタル交流電源装置の許容応力は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 4－

2のとおりとする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

バイタル交流電源装置の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に

用いるものを表 4－3に示す。 

 

4.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【バイタル交流電源装置 7A の耐震性につ

いての計算結果】，【バイタル交流電源装置 7B の耐震性についての計算結果】，【バ

イタル交流電源装置 7C の耐震性についての計算結果】，【バイタル交流電源装置

7D の耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用電源

設備 
バイタル交流電源装置 Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 
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＊
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表 4－2 許容応力（その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

K7 ① Ⅴ-2-10-1-1(1) R1 

＊
 

＊
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表 4－3 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

取付ボルト 
SS41＊ 

（40mm＜径） 
周囲環境温度 40 215 400 ― 

注記＊：SS400 相当 
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5. 機能維持評価 

5.1 電気的機能維持評価方法 

バイタル交流電源装置の電気的機能維持評価は，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-

9 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の評価方法に基づき行う。 

バイタル交流電源装置に設置される器具の機能確認済加速度は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本

方針」に基づき，同形式の器具単体の正弦波加振試験において，電気的機能の健全性を確認し

た評価部位の最大加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 5－1に示す。 

 

表 5－1 機能確認済加速度          (×9.8m/s2) 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

バイタル交流電源装置 7A 

水平  

鉛直  

バイタル交流電源装置 7B 

水平  

鉛直  

バイタル交流電源装置 7C 

水平  

鉛直  

バイタル交流電源装置 7D 

水平  

鉛直  
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6. 評価結果 

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

バイタル交流電源装置の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許

容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有しているこ

とを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【バイタル交流電源装置 7A の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

バイタル 

交流電源装置 7A 
Ｓ 

コントロール建屋 

T.M.S.L. 6.5＊ 
 0.05 以下 ＣＨ＝0.82 ＣⅤ＝0.68 ＣＨ＝1.86 ＣⅤ＝1.33 40 

 

1.2 機器要目  

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

 

Ｓｕｉ 
(MPa) 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 750 
16 

（ M16 ） 
201.1 60 

215 

（40mm＜径） 

400 

（40mm＜径） 

 

部材 

 

１ｉ＊
 

(mm) 

 

２ｉ＊
 

(mm) 

 

ｎｆｉ＊ Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ
 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

575 575 18 

215 258 短辺方向 長辺方向 
1629 3301 4 

 

 

  

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し， 

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊  
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                          (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2）     

 

1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力                                                                            (単位：MPa)  

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS41 

引張り σb２＝9 ƒｔｓ２＝161 ＊ σb２＝53 ƒｔｓ２＝193 ＊ 

せん断 τb２＝6 ƒｓｂ２＝124 τb２＝13 ƒｓｂ２＝148 

すべて許容応力以下である。                            注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                            (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

バイタル 

交流電源装置 7A 

水平方向 1.55 

鉛直方向 1.11  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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チャンネルベース 

（長辺方向） 
正面 

転倒方向 

（ℓ12≦ℓ22） 

 

ℓ12 ℓ22 

Ａ～Ａ矢視図 

h
2 

Ａ Ａ 

取付ボルト 

転倒方向 

（短辺方向） 

ℓ12 

 

ℓ22 

（ℓ12≦ℓ22） 

側面 

取付ボルト 

h
2 
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【バイタル交流電源装置 7B の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

バイタル 

交流電源装置 7B 
Ｓ 

コントロール建屋 

T.M.S.L. 6.5＊ 
0.05 以下 0.05 以下 ＣＨ＝0.82 ＣⅤ＝0.68 ＣＨ＝1.86 ＣⅤ＝1.33 40 

 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

 

Ｓｕｉ 
(MPa) 

取付ボルト 

（ｉ＝2）  750 
16 

（ M16 ） 
201.1 60 

215 

（40mm＜径） 

400 

（40mm＜径） 

 

部材 

 

１ｉ＊
 

(mm) 

 

２ｉ＊
 

(mm) 

 

ｎｆｉ＊ Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ
 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

575 575 18 

215 258 短辺方向 長辺方向 
1629 3301 4 

 

 

  

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し， 

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊  
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                          (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2）    

 

1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力                                                                            (単位：MPa)  

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS41 

引張り σb２＝9 ƒｔｓ２＝161 ＊ σb２＝53 ƒｔｓ２＝193 ＊ 

せん断 τb２＝6 ƒｓｂ２＝124 τb２＝13 ƒｓｂ２＝148 

すべて許容応力以下である。                            注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                            (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

バイタル 

交流電源装置 7B 

水平方向 1.55  

鉛直方向 1.11  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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【バイタル交流電源装置 7C の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

バイタル 

交流電源装置 7C 
Ｓ 

コントロール建屋 

T.M.S.L. 6.5＊ 
0.05 以下 0.05 以下 ＣＨ＝0.82 ＣⅤ＝0.68 ＣＨ＝1.86 ＣⅤ＝1.33 40 

 

1.2 機器要目  

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

 

Ｓｕｉ 
(MPa) 

取付ボルト 

（ｉ＝2）  750 
16 

（ M16 ） 
201.1 60 

215 

（40mm＜径） 

400 

（40mm＜径） 

 

部材 

 

１ｉ＊
 

(mm) 

 

２ｉ＊
 

(mm) 

 

ｎｆｉ＊ Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ
 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

575 575 18 

215 258 短辺方向 長辺方向 
1629 3301 4 

 

 

 

 

 

 

 

 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し， 

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊  
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                          (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は 

静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 

静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2）     

 

1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力                                                                            (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS41 

引張り σb２＝9 ƒｔｓ２＝161 ＊ σb２＝53 ƒｔｓ２＝193 ＊ 

せん断 τb２＝6 ƒｓｂ２＝124 τb２＝13 ƒｓｂ２＝148 

すべて許容応力以下である。                            注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                            (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

バイタル 

交流電源装置 7C 

水平方向 1.55 

鉛直方向 1.11  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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【バイタル交流電源装置 7D の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

バイタル 

交流電源装置 7D 
Ｓ 

コントロール建屋 

T.M.S.L. 6.5＊ 
0.05 以下 0.05 以下 ＣＨ＝0.82 ＣⅤ＝0.68 ＣＨ＝1.86 ＣⅤ＝1.33 40 

 

1.2 機器要目  

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

 

Ｓｕｉ 
(MPa) 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 750 
16 

（ M16 ） 
201.1 60 

215 

（40mm＜径） 

400 

（40mm＜径） 

 

部材 

 

１ｉ＊
 

(mm) 

 

２ｉ＊
 

(mm) 

 

ｎｆｉ＊ Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ
 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

575 575 18 

215 258 短辺方向 長辺方向 
1629 3301 4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し， 

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊  
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                          (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2）   

 

1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力                                                                            (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS41 

引張り σb２＝9 ƒｔｓ２＝161 ＊ σb２＝53 ƒｔｓ２＝193 ＊ 

せん断 τb２＝6 ƒｓｂ２＝124 τb２＝13 ƒｓｂ２＝148 

すべて許容応力以下である。                            注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                          (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

バイタル 

交流電源装置 7D 

水平方向 1.55  

鉛直方向 1.11  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1. ディーゼル機関 

1.1 概要 

本計算書は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設

計方針に基づき，非常用ディーゼル発電設備ディーゼル機関が設計用地震力に対して十分な構

造強度及び動的機能を有していることを説明するものである。 

非常用ディーゼル発電設備ディーゼル機関は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，

重大事故等対処設備においては常設重大事故防止設備（設計基準拡張）及び常設重大事故緩和

設備（設計基準拡張）に分類される。以下，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備として

の構造強度評価及び動的機能維持評価を示す。 

 

 

1.2 一般事項 

1.2.1 構造計画 

   非常用ディーゼル発電設備ディーゼル機関の構造計画を表 1－2－1に示す。 
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表 1－2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ディーゼル機関は機

関取付ボルトで直接

据付台床に取り付け

る。据付台床は基礎

ボルトで基礎に据え

付ける。 

4 サイクルたて

形 18気筒ディ

ーゼル機関 

 

 

据付台床 

 

基礎 

 基礎ボルト 

 

機関取付ボルト 

基礎 

 

 

（単位:mm） 

5291 

3600 

2849 
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1.2.2 評価方針 

非常用ディーゼル発電設備ディーゼル機関の応力評価は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方

針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「1.2.1 構造計画」に

て示す非常用ディーゼル発電設備ディーゼル機関の部位を踏まえ「1.3 評価部位」にて設

定する箇所において，「1.4 固有周期」にて算出した固有周期に基づく設計用地震力によ

る応力等が許容限界内に収まることを，「1.5 構造強度評価」にて示す方法にて確認する

ことで実施する。また，非常用ディーゼル発電設備ディーゼル機関の機能維持評価は，Ⅴ

-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した動的機器の機能維持の方針に基づき，地震時

の応答加速度が動的機能確認済加速度以下であることを，「1.6 機能維持評価」にて示す

方法にて確認することで実施する。確認結果を「1.7 評価結果」に示す。 

非常用ディーゼル発電設備ディーゼル機関の耐震評価フローを図 1－2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1－2－1 非常用ディーゼル発電設備ディーゼル機関の耐震評価フロー 

 

 

 

  

地震時における応力 

設計用地震力 
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ディーゼル機関の 

構造強度評価 

計算モデルの設定 

 

機能維持評価用加速度 
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1.2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-

1984（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協

会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設

計・建設規格」という。） 
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1.2.4 記号の説明  

記号 記号の説明 単位 

Ａ 最小断面積 mm2 

Ａｂｉ ボルトの軸断面積＊1 mm2 

Ａｓ 最小有効せん断断面積 mm2 

ＣＥＨ ディーゼル機関往復運動による水平方向震度 ― 

ＣＥＶ ディーゼル機関往復運動による鉛直方向震度 ― 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

ｄｉ ボルトの呼び径＊1 mm 

Ｅ 縦弾性係数 MPa 

Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値＊1 MPa 

Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3133 に定める値＊1 MPa 

Ｆｂｉ ボルトに作用する引張力（1本当たり）＊1 N 

ƒｓｂｉ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力＊1 MPa 

ƒｔｏｉ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

ƒｔｓｉ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

Ｇ せん断弾性係数 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ｈｉ 据付面又は取付面から重心までの距離＊2 mm 

Ｉ 断面二次モーメント mm4 

１ｉ 重心とボルト間の水平方向距離＊1，＊3 mm 

２ｉ 重心とボルト間の水平方向距離＊1，＊3 mm 

ＭＥ１，ＭＥ２ ディーゼル機関回転により作用するモーメント N･mm 

ｍｉ 運転時質量＊2 kg 

Ｎ 回転数（ディーゼル機関の定格回転数） rpm 

ｎｉ ボルトの本数＊1 ― 

ｎｆｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数＊1 ― 

Ｐ ディーゼル機関出力 kW 

Ｑｂｉ ボルトに作用するせん断力＊1 N 

Ｓｕｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ（ＲＴ） 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める材料の 

40℃における値＊1 

MPa 

Ｔ 固有周期 s 

π 円周率 ― 

σｂｉ ボルトに生じる引張応力＊1 MPa 

τｂｉ ボルトに生じるせん断応力＊1 MPa 

＊  
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注記＊1：Ａｂｉ，ｄｉ，Ｆｉ，Ｆｉ，Ｆｂｉ，ƒｓｂｉ， ƒｔｏｉ， ƒｔｓｉ，１ｉ，２ｉ，ｎｉ，ｎｆ

ｉ，Ｑｂｉ，Ｓｕｉ，Ｓｙｉ，Ｓｙｉ(ＲＴ)，σｂｉ及びτｂｉの添字ｉの意味は，以下のと

おりとする。 

ｉ＝1：基礎ボルト 

ｉ＝2：ディーゼル機関取付ボルト 

＊2：ｈｉ及びｍｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：据付面 

ｉ＝2：ディーゼル機関取付面 

＊3：１ｉ≦ ２ｉ 

 

  

＊  
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1.2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 1－2－2に示すとおりとする。 

 

表 1－2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときはべき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点は，

比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。 
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1.3 評価部位 

非常用ディーゼル発電設備ディーゼル機関の耐震評価は，「1.5.1 構造強度評価方法」に示

す条件に基づき，耐震評価上厳しくなる基礎ボルト及びディーゼル機関取付ボルトについて実

施する。非常用ディーゼル発電設備ディーゼル機関の耐震評価部位については，表 1－2－1の

概略構造図に示す。 
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1.4 固有周期 

1.4.1 固有周期の計算方法 

非常用ディーゼル発電設備ディーゼル機関の固有周期の計算方法を以下に示す。 

(1) 計算モデル 

a. ディーゼル機関の質量は重心に集中するものとする。 

b. ディーゼル機関は据付台床上にあり，据付台床は基礎ボルトで基礎に固定され

ており，固定端とする。また，ディーゼル機関は，据付台床上に取付ボルトで固定

されるものとする。 

c. 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

ディーゼル機関は，図 1－4－1に示す下端固定の１質点系振動モデルとして考える。 

 

                    ｍ１ 

 

 

 

 

図 1－4－1 固有周期の計算モデル 

 

(2) 水平方向固有周期 

水平方向固有周期は次式で求める。 

 

              ｍ１      ｈ１
３      ｈ１ 

1000     3・Ｅ・Ｉ     Ａｓ・Ｇ 

 

(3) 鉛直方向固有周期 

鉛直方向固有周期は次式で求める。 

 

              ｍ１      ｈ１      

1000     Ａ・Ｅ      

 

1.4.2 固有周期の計算条件 

固有周期の計算に用いる計算条件は，本計算書の【非常用ディーゼル発電設備ディーゼ

ル機関の耐震性についての計算結果】の機器要目に示す。 

 

  

ｈ
１
 

ＴＨ＝ 2・π・ ・・（1.4.1.1） ＋ ・ 

ＴＶ＝ 2・π・ ・・（1.4.1.2） ・ 
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1.4.3 固有周期の計算結果 

固有周期の計算結果を表 1－4－1に示す。計算の結果，固有周期は 0.05 秒以下であり，

剛であることを確認した。 

 

表 1－4－1 固有周期       (単位：s) 

水平  

鉛直  
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1.5 構造強度評価 

1.5.1 構造強度評価方法 

1.4.1 項 a.～ｃ.のほか，次の条件で計算する。 

(1) 地震力はディーゼル機関に対して水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。 

(2) 転倒方向は図 1－5－1～図 1－5－8 における軸直角方向及び軸方向について検討し，

計算書には計算結果の厳しい方（許容値／発生値の小さい方をいう。）を記載する。 

 

1.5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

1.5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

非常用ディーゼル発電設備ディーゼル機関の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち

設計基準対象施設の評価に用いるものを表 1－5－1に，重大事故等対処設備の評価に

用いるものを表 1－5－2に示す。 

 

1.5.2.2 許容応力 

非常用ディーゼル発電設備ディーゼル機関の許容応力は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基

本方針」に基づき表 1－5－3のとおりとする。 

 

1.5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

非常用ディーゼル発電設備ディーゼル機関の使用材料の許容応力評価条件のうち設

計基準対象施設の評価に用いるものを表 1－5－4に，重大事故等対処設備の評価に用

いるものを表 1－5－5に示す。



 

 

12
 

K7 ① Ⅴ-2-10-1-2-1-1 R1 

表 1－5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

非常用電源 

設備 

非常用発電 

装置 

非常用ディーゼル発電設備 

ディーゼル機関 
Ｓ  ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

 

 

表 1－5－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

非常用電源 

設備 

非常用発電 

装置 

非常用ディーゼル発電設備 

ディーゼル機関 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 

常設／緩和 

（ＤＢ拡張） 

 ―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣ

ＡＳの許容限界を

用いる。） 

注記＊1：「常設／防止（ＤＢ拡張）」常設重大事故防止設備（設計基準拡張），「常設／緩和（ＤＢ拡張）」は常設重大事故緩和設備（設計基準拡

張）を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

  

＊  
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表 1－5－3 許容応力（その他の支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

   

＊
 

 ＊
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表 1－5－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

基礎ボルト 
S45C 

（40mm＜径≦100mm） 
周囲環境温度 50 339 556 ― 

ディーゼル機関 

取付ボルト 

S45C 

（径≦40mm） 
最高使用温度  85＊ 458 632 ― 

注記＊：機関冷却水最高運転温度 

 

         

表 1－5－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

基礎ボルト 
S45C 

（40mm＜径≦100mm） 
周囲環境温度 50 339 556 ― 

ディーゼル機関 

取付ボルト 

S45C 

（径≦40mm） 
最高使用温度  85＊ 458 632 ― 

注記＊：機関冷却水最高運転温度 
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1.5.3 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 1－5－6及び表 1－5－7に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅴ-2-

1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。 

 

表 1－5－6 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉建屋 

T.M.S.L.13.33 

(T.M.S.L.12.3＊) 

  ＣＨ＝0.67 ＣＶ＝0.52 ＣＨ＝1.08 ＣＶ＝1.05 

注記＊：基準床レベルを示す。 

  

 

表 1－5－7 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉建屋 

T.M.S.L.13.33 

(T.M.S.L.12.3＊) 

 ― ― ＣＨ＝1.08 ＣＶ＝1.05 

注記＊：基準床レベルを示す。 
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1.5.4 計算方法 

  1.5.4.1 応力の計算方法 

1.5.4.1.1 基礎ボルトの計算方法 

   基礎ボルトの応力は地震による震度，ディーゼル機関の往復運動による震度及

びディーゼル機関回転により作用するモーメントによって生じる引張力とせん断

力について計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

転倒方向 

１１   ２１ 
引張りを受ける 
ボルト列 

ｈ
１
 

転倒支点となる 
ボルト列 

１１     ２１ 

転倒支点 

（ＣＨ＋ＣＥＨ）・ｍ1・g 

（１－ＣＥＶ－ＣＶ）・ｍ1・g 

（１１≦２１） 

図 1－5－1 計算モデル（軸直角方向転倒：弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度の場合） 

 

 転倒方向 

引張りを受ける 
ボルト列 

転倒支点となる 
ボルト列 

ｈ
１
 

１１    ２１ 

１１     ２１ 

 

転倒支点 

（ＣＨ＋ＣＥＨ）・ｍ1・g 

（１－ＣＥＶ－ＣＶ）・ｍ1・g 

（１１≦２１） 

図 1－5－2 計算モデル（軸方向転倒：弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度の場合） 
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１１   ２１ 
転倒支点となる 
ボルト列 

ｈ
１
 

引張りを受ける 
ボルト列 

１１     ２１ 

転倒支点 

（ＣＥＶ＋ＣＶ－１）・ｍ1・g 

転倒方向 

 （ＣＨ＋ＣＥＨ）・ｍ1・g 

（１１≦２１） 
 

 

図 1－5－3 計算モデル（軸直角方向転倒：基準地震動Ｓｓの場合） 

 

 

 

転倒支点となる 
ボルト列 

引張りを受ける 
ボルト列 

ｈ
１
 

１１    ２１ 

１１     ２１ 

 転倒支点 

（ＣＨ＋ＣＥＨ）・ｍ1・g （ＣＥＶ＋ＣＶ－１）・ｍ1・g 

転倒方向 

（１１≦２１） 
 

図 1－5－4 計算モデル（軸方向転倒：基準地震動Ｓｓの場合） 
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(1) 引張応力 

基礎ボルトに対する引張力は最も厳しい条件として，図 1－5－1～図 1－5－4で基礎

ボルトを支点とする転倒を考え，これを片側の列の基礎ボルトで受けるものとして計

算する。 

なお，計算モデル図 1－5－2 及び図 1－5－4 の場合は，ディーゼル機関回転による

モーメント*は，作用しない。 

 

引張力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度の場合 

             (ＣＨ＋ＣＥＨ)･ｍ１・g・ｈ１＋ＭＥ１－(１－ＣＥＶ－ＣＶ)･ｍ１・g・１１ 

ｎｆ１・（１１＋２１） 

・・・・・・・・（1.5.4.1.1.1） 

 

基準地震動Ｓｓの場合 

             (ＣＨ＋ＣＥＨ)･ｍ１・g・ｈ１＋ＭＥ１－(１－ＣＥＶ－ＣＶ)･ｍ１・g・２１ 

ｎｆ１・（１１＋２１） 

・・・・・・・・（1.5.4.1.1.2） 

 

ここで，ＣＥＨ及びＣＥＶはディーゼル機関の往復運動による起振力及びディーゼル機

関の回転速度を考慮して定める値である。また，ディーゼル機関回転によるモーメント

ＭＥ１は次式により求める。 

60 

             2・π・Ｎ 

（１kW＝10６N･mm/s） 

引張応力 

Ｆｂ１ 

Ａｂ１ 

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂ１は次式により求める。 

π 

4 

ただし，Ｆｂ１が負のとき基礎ボルトには引張力が生じないので，引張応力の計算は

行わない。 

 

 

  

σｂ１＝
 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（1.5.4.1.1.3） 

 

Ａｂ１＝
 

・ｄ１
２
 

 

 

・・・・・・・・・・・・・・・・・（1.5.4.1.1.4） 

 

Ｆｂ１＝ 

Ｆｂ１＝ 

注記＊：ＭＥ１＝   ・10６・Ｐ 
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(2) せん断応力 

基礎ボルトに対するせん断力は基礎ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

 

せん断力 

       Ｑｂ１＝（ＣＨ＋ＣＥＨ ）・ｍ１・g   ・・・・・・・・・・・（1.5.4.1.1.5） 

        

せん断応力 

            Ｑｂ１ 

            ｎ１・Ａｂ１ 

  

τｂ１＝
 

・・・・・・・・・・・・・・・・（1.5.4.1.1.6） 
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1.5.4.1.2 ディーゼル機関取付ボルトの計算方法 

    ディーゼル機関取付ボルトの応力は地震による震度，ディーゼル機関の往復運

動による震度及びディーゼル機関回転により作用するモーメントによって生じる

引張力とせん断力について計算する。 

 

 

（１－ＣＥＶ－ＣＶ）・ｍ2・g 

 

転倒方向 

引張りを受ける 
ボルト列 

（ＣＨ＋ＣＥＨ）・ｍ2・g 

転倒支点となる 
ボルト列 

１２  ２２ 

ｈ
２
 

１２  ２２ 転倒支点 

（１２≦２２） 

 

図 1－5－5 計算モデル（軸直角方向転倒：弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度の場合） 

 

 

 転倒方向 

（１２≦２２） 

引張りを受ける 
ボルト列 

転倒支点となる 
ボルト列 

１２    ２２ 

ｈ
２
 

１２     ２２ 

 

転倒支点 

（ＣＨ＋ＣＥＨ）・ｍ２・g 

（１－ＣＥＶ－ＣＶ）・ｍ２・g 

 

 

図 1－5－6 計算モデル（軸方向転倒：弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度の場合）  
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転倒支点となる 
ボルト列 

引張りを受ける 
ボルト列 

１２  ２２ 

ｈ
２
 

１２  ２２ 

転倒支点 

転倒方向 

 
（ＣＥＶ＋ＣＶ－１）・ｍ2・g 

 
（ＣＨ＋ＣＥＨ）・ｍ2・g 

（１２≦２２） 

 

図 1－5－7 計算モデル（軸直角方向転倒：基準地震動Ｓｓの場合） 

 

 

 

（１２≦２２） 

引張りを受ける 
ボルト列 

転倒支点となる 
ボルト列 

１２    ２２ 

ｈ
２
 

１２     ２２ 

 
転倒支点 

（ＣＨ＋ＣＥＨ）・ｍ２・g 

（１－ＣＥＶ－ＣＶ）・ｍ２・g 

転倒方向 

 

図 1－5－8 計算モデル（軸方向転倒：基準地震動Ｓｓの場合） 

 

  



 

 

K7
 ①

 Ⅴ
-2
-1
0-
1-
2-
1-
1 
R1
 

22 

(1) 引張応力 

ディーゼル機関取付ボルトに対する引張力は最も厳しい条件として，図 1－5－5～図

1－5－8 でディーゼル機関取付ボルトを支点とする転倒を考え，これを片側の列のディ

ーゼル機関取付ボルトで受けるものとして計算する。 

なお，計算モデル図 1－5－6 及び図 1－5－8 の場合は，ディーゼル機関回転による

モーメント＊は作用しない。 

 

引張力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度の場合 

             (ＣＨ＋ＣＥＨ)･ｍ２・g・ｈ２＋ＭＥ２－(１－ＣＥＶ－ＣＶ)･ｍ２・g・１２ 

ｎｆ２・（１２＋２２） 

・・・・・・・・（1.5.4.1.2.1） 

基準地震動Ｓｓの場合 

             (ＣＨ＋ＣＥＨ)･ｍ２・g・ｈ２＋ＭＥ２－(１－ＣＥＶ－ＣＶ)･ｍ２・g・２２ 

ｎｆ２・（１２＋２２） 

・・・・・・・・（1.5.4.1.2.2） 

 

ここで，ＣＥＨ及びＣＥＶはディーゼル機関の往復運動による起振力及びディーゼル機

関の回転数を考慮して定める値である。また，ディーゼル機関回転によるモーメント 

ＭＥ２は次式により求める。 

60 

                    2・π・Ｎ 

（１kW＝10６N･mm/s） 

引張応力 

Ｆｂ２ 

Ａｂ２ 

ここで，ディーゼル機関取付ボルトの軸断面積Ａｂ２は次式により求める。 

π 

4 

ただし，Ｆｂ２が負のときディーゼル機関取付ボルトには引張力が生じないので，引

張応力の計算は行わない。 

  

Ｆｂ２＝ 

σｂ２＝
 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ （1.5.4.1.2.3） 

Ａｂ２＝
 

・ｄ２
２
 

 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・（1.5.4.1.2.4） 

注記＊：ＭＥ２＝ＭＥ１＝   ・10６・Ｐ 

Ｆｂ２＝ 
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(2) せん断応力 

ディーゼル機関取付ボルトに対するせん断力はディーゼル機関取付ボルト全本数で

受けるものとして計算する。 

 

せん断力 

       Ｑｂ２＝（ＣＨ＋ＣＥＨ ）・ｍ２・g  ・・・・・・・・・・・（1.5.4.1.2.5） 

        

せん断応力 

            Ｑｂ２ 

            ｎ２・Ａｂ２  
τｂ２＝

 

 

・・・・・・・・・・・・・・・・（1.5.4.1.2.6） 
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1.5.5 計算条件 

   1.5.5.1 基礎ボルトの応力計算条件 

基礎ボルトの応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【非常用ディーゼル発電設

備ディーゼル機関の耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

   1.5.5.2 ディーゼル機関取付ボルトの応力計算条件 

ディーゼル機関取付ボルトの応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【非常用デ

ィーゼル発電設備ディーゼル機関の耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器

要目に示す。 
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1.5.6 応力の評価 

1.5.6.1 ボルトの応力評価 

1.5.4 項で求めたボルトの引張応力σｂｉは次式より求めた許容引張応力 ƒｔｓｉ以

下であること。ただし，ƒｔｏｉ は下表による。 

 

ƒｔｓｉ＝ Min[1.4・ƒｔｏｉ－ 1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ]  ········· （1.5.6.1.1） 

 

せん断応力τｂｉはせん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 ƒｓｂｉ以下であ

ること。ただし，ƒｓｂｉは下表による。 

 

 

 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基 準 地 震 動 Ｓ ｓ  

に よ る 荷 重 と の  

組 合 せ の 場 合  

許 容 引 張 応 力  

ƒｔｏｉ 

Ｆ

2
・1.5

ｉ

 

Ｆ

2
・1.5

ｉ

 

許 容 せ ん 断 応 力  

ƒｓｂｉ 

Ｆ

1.5・ 3
・1.5

ｉ 

 

Ｆ

1.5・ 3
・1.5

ｉ 

 

 

 

  

＊  

＊ 
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1.6 機能維持評価 

1.6.1 動的機能維持評価方法 

非常用ディーゼル発電設備ディーゼル機関の地震後の動的機能維持評価について以下に

示す。 

なお，機能維持評価用加速度はⅤ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき，

基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度を設定する。 

非常用ディーゼル発電設備ディーゼル機関は地震時動的機能維持が確認された機種と

類似の構造及び振動特性であるため，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に記載の機能確

認済加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 1－6－1に示す。 

 

                表 1－6－1 機能確認済加速度         (×9.8 m/s2) 

評価部位 形式 方向 機能確認済加速度 

機関 

高速形 

ディーゼル機関 

水平 1.1 

鉛直 1.0 

ガバナ 

水平 1.8 

鉛直 1.0 
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1.7 評価結果 

1.7.1 設計基準対象施設としての評価結果 

非常用ディーゼル発電設備ディーゼル機関の設計基準対象施設としての耐震評価結果を

以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及

び動的機能を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

1.7.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

非常用ディーゼル発電設備ディーゼル機関の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震

評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な

構造強度及び動的機能を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【非常用ディーゼル発電設備ディーゼル機関の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 
耐震重要度 

分類 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動ＳＳ ディーゼル機関 

往復運動による 

水平方向震度 

ディーゼル機関 

往復運動による 

鉛直方向震度 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

非常用ディーゼル発電設備 

ディーゼル機関 
Ｓ 

原子炉建屋 

T.M.S.L.13.33 

(T.M.S.L.12.3＊1) 

 ＣＨ＝0.67 ＣＶ＝0.52 ＣＨ＝1.08 ＣＶ＝1.05 ＣＥＨ＝0.06 ＣＥＶ＝0.07 85＊2 50 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

    ＊2：機関冷却水最高運転温度 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 
１ｉ＊1 

(mm) 

２ｉ＊1 

(mm) 
ｎｉ ｎｆｉ＊1 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
 1660 

35 

(M42) 

800 800 
20 

10 

1927 2213 2 

ディーゼル機関取付ボルト 

(ｉ＝2) 
560 

24 

(M24) 

687 687 
40 

20 

2027 2313 2 

 

部材 
Ａｂｉ 

(mm2) 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

ＭＥ１ 

(N･mm) 
ＭＥ２ 

(N･mm) 
弾性設計用 

地震動Ｓｄ 
又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
962.1 

 339＊2 

（40mm＜径≦100mm) 

 556＊2 

（40mm＜径≦100mm） 
339 389 軸直角 軸 5.056×107 5.056×107 

ディーゼル機関取付ボルト 

(ｉ＝2) 
452.4 

 458＊3 

（径≦40mm） 

 632＊3 

（径≦40mm） 
442 442 軸直角 軸 5.056×107 5.056×107 

 

Ｐ(kW) Ｎ(rpm) Ｅ(MPa) Ｇ(MPa) Ｉ(mm4) ＡＳ(mm2) Ａ(mm2) 

5295 1000  172000  66000 5.606×1010 3.685×104 2.148×105 

 

 

 

 

 

 

注記＊1：ボルトにおける上段は軸直角方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は軸方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

  ＊2：周囲環境温度で算出   

＊3：最高使用温度で算出 

 

＊  
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 1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                                                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 
(ｉ＝1) 

    

ディーゼル機関取付ボルト 

(ｉ＝2) 
    

 

1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力                                                                 (単位：MPa) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
S45C 

引張り σｂ１＝ 39 ƒｔｓ１＝254＊ σｂ１＝167 ƒｔｓ１＝292＊ 

せん断 τｂ１＝ 24 ƒｓｂ１＝195 τｂ１＝ 37 ƒｓｂ１＝225 

ディーゼル機関 

取付ボルト 
(ｉ＝2) 

S45C 

引張り σｂ２＝  8 ƒｔｓ２＝331＊ σｂ２＝ 82 ƒｔｓ２＝331＊ 

せん断 τｂ２＝ 15 ƒｓｂ２＝255 τｂ２＝ 22 ƒｓｂ２＝255 
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  1.4.2 動的機能の評価結果                              (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

機関 
水平方向 0.90 1.1 

鉛直方向 0.87 1.0 

ガバナ 
水平方向 0.90 1.8 

鉛直方向 0.87 1.0 

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ ディーゼル機関 

往復運動による 

水平方向震度 

ディーゼル機関 

往復運動による 

鉛直方向震度 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

非常用ディーゼル発電設備 

ディーゼル機関 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 

常設／緩和 

（ＤＢ拡張） 

原子炉建屋 

T.M.S.L.13.33 

(T.M.S.L.12.3＊1) 

  ― ― ＣＨ＝1.08 ＣＶ＝1.05 ＣＥＨ＝0.06 ＣＥＶ＝0.07 85＊2 50 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：機関冷却水最高運転温度 

2.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 
１ｉ＊1 

(mm) 

２ｉ＊1 

(mm) 
ｎｉ ｎｆｉ＊1 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
 1660 

35 

(M42) 

800 800 
20 

10 

1927 2213 2 

ディーゼル機関取付ボルト 
(ｉ＝2) 

 560 
24 

(M24) 

687 687 
40 

20 

2027 2313 2 

 

部材 
Ａｂｉ 

(mm2) 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

ＭＥ１ 

(N･mm) 

ＭＥ２ 

(N･mm) 
弾性設計用 
地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 
(ｉ＝1) 

962.1 
 339＊2 

（40mm＜径≦100mm) 
 556＊2 

（40mm＜径≦100mm) 
― 389 ― 軸 ― ― 

ディーゼル機関取付ボルト 
(ｉ＝2) 

452.4 
 458＊3 

（径≦40mm） 
 632＊3 

（径≦40mm） 
― 442 ― 軸 ― ― 

 

Ｐ(kW) Ｎ(rpm) Ｅ(MPa) Ｇ(MPa) Ｉ(mm4) ＡＳ(mm2) Ａ(mm2) 

5295 1000  172000  66000 5.606×1010 3.685×104 2.148×105 

 

 

 

 

  

注記＊1：ボルトにおける上段は軸直角方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は軸方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

  ＊2：周囲環境温度で算出 

＊3：最高使用温度で算出 

 

＊  
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 2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                                                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 
(ｉ＝1) 

―  ―  

ディーゼル機関取付ボルト 

(ｉ＝2) 
―  ―  

 

2.4 結論 

2.4.1 ボルトの応力                                                                 (単位：MPa) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

  

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
(ｉ＝1) 

S45C 

引張り ― ― σｂ１＝167 ƒｔｓ１＝292＊ 

せん断 ― ― τｂ１＝ 37 ƒｓｂ１＝225 

ディーゼル機関 
取付ボルト 
(ｉ＝2) 

S45C 

引張り ― ― σｂ２＝ 82 ƒｔｓ２＝331＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝ 22 ƒｓｂ２＝255 
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2.4.2 動的機能の評価結果                              (×9.8m/s2)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 

 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

機関 
水平方向 0.90 1.1 

鉛直方向 0.87 1.0 

ガバナ 
水平方向 0.90 1.8 

鉛直方向 0.87 1.0 
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【弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度の場合】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基礎ボルト 

 

機関取付ボルト 

転倒方向 転倒方向 

ｈ
１
 

１１    ２１ 

 

１
２
    
    
２

２
 

10
00
  

軸
直

角
方

向
転

倒
 

軸方向転倒 

ｍ１・g 
ｍ２・g 

ｈ
２
 

10
00
  

1
0
30
 

1
0
30
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【基準地震動Ｓｓの場合】 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機関取付ボルト 

ｈ
２
 

ｈ
１
 

１２   ２２ 

 

１
１
 
 
 
 
 
２

１
 

10
00
 

 

軸
直

角
方

向
転

倒
 

軸方向転倒 

ｍ1・g 

ｍ２・g 

基礎ボルト 

 

10
00
  

転倒方向 転倒方向 

1
0
30
 

1
0
30
 



2. 発電機 

2.1 概要 

本計算書は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設

計方針に基づき，発電機が設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有しているこ

とを説明するものである。 

発電機は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設備においては常

設重大事故防止設備（設計基準拡張）及び常設重大事故緩和設備（設計基準拡張）に分類され

る。以下，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価及び動的機能維持

評価を示す。 

 

 

2.2 一般事項 

2.2.1 構造計画 

発電機の構造計画を表 2－2－1に示す。
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表 2－2－1 構造計画

計画の概要 概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

発電機は機関側軸受台

取付ボルト，機関側軸

受台下部ベース取付ボ

ルト，固定子取付ボル

ト及び軸受台取付ボル

トで直接据付台床に取

り付ける。据付台床は

基礎ボルトで基礎に据

え付ける。 

機関側軸受台，軸受

台及び固定子部から

なる横軸回転界磁三

相交流発電機 

【発電機】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
発電機

7A 

発電機

7B 

発電機

7C 

たて 4365 4365 4365 

横 4260 4260 4260 

高さ 2451 2451 2451 

(寸法：mm) 

 

固定子取付ボルト 

軸受台取付ボルト 

基礎ボルト 

基礎 

据付台床 

基礎 

機関側軸受台取付ボルト 

機関側軸受台下部 

ベース取付ボルト 

37 
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たて 

横 

高さ 



 

 

2.2.2 評価方針 

発電機の応力評価は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ

並びに許容限界に基づき，「2.2.1 構造計画」にて示す発電機の部位を踏まえ「2.3 評価部

位」にて設定する箇所において，「2.4 固有周期」にて算出した固有周期に基づく設計用地震

力による応力等が許容限界内に収まることを，「2.5 構造強度評価」にて示す方法にて確認す

ることで実施する。また，発電機の機能維持評価は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設

定した動的機器の機能維持の方針に基づき,地震時の応答加速度が動的機能確認済加速度以下

であることを，「2.6 機能維持評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を

「2.7 評価結果」に示す。 

発電機の耐震評価フローを図 2－2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－2－1 発電機の耐震評価フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震時における応力 

設計用地震力 

理論式による固有周期 

発電機の 

構造強度評価 

計算モデルの設定 

 

機能維持評価用加速度 

発電機の 

機能維持評価 
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2.2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設計・

建設規格」という。） 
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2.2.4 記号の説明  

記号 記号の説明 単位 

Ａ 

Ａｂi 

ＡＳ 

ＣＧ 

ＣＨ 

ＣＶ 

ｄi 

Ｅ 

Ｆｉ 

Ｆｉ 

Ｆｂｉ 

ƒｓｂｉ 

ƒｔｏｉ 

ƒｔｓｉ 

Ｇ 

g 

ｈｉ 

Ｉ 

１ｉ 

２ｉ 

ＭＧ 

ｍｉ 

ｍｉ(h) 

ｍｉ(v) 

Ｎ 

ｎｉ 

ｎfｉ 

Ｐ 

Ｑｂｉ 

Ｓｕｉ 

Ｓｙｉ 

Ｔ 

π 

σｂｉ 

τｂｉ 

最小断面積 

ボルトの軸断面積＊1 

最小有効せん断断面積 

発電機振動による震度 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

ボルトの呼び径＊1 

縦弾性係数 

設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値＊1 

設計・建設規格 SSB-3133 に定める値＊1 

ボルトに作用する引張力（1本当たり）＊1 

せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力＊1 

引張力のみを受けるボルトの許容引張応力＊1 

引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力＊1 

せん断弾性係数 

重力加速度（＝9.80665） 

据付面又は取付面から重心までの距離＊2 

断面二次モーメント 

重心とボルト間の水平方向距離＊1，＊5 

重心とボルト間の水平方向距離＊1，＊5 

発電機回転により作用するモーメント 

運転時質量＊3 

水平方向に働く質量＊4 

鉛直方向に働く質量＊4 

回転速度（発電機の定格回転速度） 

ボルトの本数＊1 

評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数＊1 

ディーゼル機関出力 

ボルトに作用するせん断力＊1 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値＊1 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値＊1 

固有周期 

円周率 

ボルトに生じる引張応力＊1 

ボルトに生じるせん断応力＊1 

mm2 

mm2 

mm2 

― 

― 

― 

mm 

MPa 

MPa 

MPa 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

m/s2 

mm 

mm4 

mm 

mm 

N･mm 

kg 

kg 

kg 

rpm 

― 

― 

kW 

N 

MPa 

MPa 

s 

― 

MPa 

MPa 

＊  
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注記＊1：Ａｂｉ，ｄｉ，Ｆｉ，Ｆｉ ＊ ，Ｆｂｉ，ƒｓｂｉ，ƒｔｏｉ，ƒｔｓｉ，１ｉ，２ｉ，ｎｉ，ｎｆｉ，

Ｑｂｉ，Ｓｕｉ，Ｓｙｉ，σｂｉ及びτｂｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：基礎ボルト 

ｉ＝2：固定子取付ボルト 

ｉ＝3：機関側軸受台下部ベース取付ボルト 

ｉ＝4：機関側軸受台取付ボルト 

ｉ＝5：軸受台取付ボルト 

  ＊2：ｈｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：据付面 

ｉ＝2：固定子取付面 

ｉ＝3：機関側軸受台下部ベース取付面 

ｉ＝4：機関側軸受台取付面 

ｉ＝5：軸受台取付面 

＊3：ｍｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：据付面 

ｉ＝2：固定子取付面 

ｉ＝5：軸受台取付面 

＊4：ｍｉ(h)，ｍｉ(v)の添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝3：機関側軸受台下部ベース取付面 

ｉ＝4：機関側軸受台取付面 

＊5：１ｉ≦ ２ｉ 
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2.2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2－2に示すとおりである。 

 

表 2－2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下第1位の場合は，小数点以下第1位表示とする。 

＊2：絶対値が1000以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点

は，比例法により補間した値の小数点以下第1位を切り捨て，整数位までの値とする。 
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2.3 評価部位 

発電機の耐震評価は，「2.5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評価上厳しく

なる基礎ボルト及び取付ボルトについて実施する。発電機の耐震評価部位については，表 2－2

－1の概略構造図に示す。 
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2.4 固有周期 

2.4.1 固有周期の計算方法 

発電機の固有周期の計算方法を以下に示す。 

(1) 計算モデル 

a.  発電機の質量は重心に集中するものとする。 

b.  発電機は据付台床上にあり，据付台床は基礎ボルトで基礎に固定されるものとす

る。また，機関側軸受台，軸受台及び固定子は，据付台床上に取付ボルトで固定され

るものとする。 

c. 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

発電機は，図 2－4－1に示す下端固定の１質点系振動モデルとして考える。 

 

ｍ１ 

 

 

 

 

図 2－4－1 固有周期の計算モデル 

 

(2) 水平方向固有周期 

水平方向固有周期は次式で求める。 

 

              ｍ１      ｈ１
３      ｈ１ 

1000     3・Ｅ・Ｉ     Ａｓ・Ｇ 

 

(3) 鉛直方向固有周期 

鉛直方向固有周期は次式で求める。 

 

              ｍ１      ｈ１      

1000     Ａ・Ｅ      

 

2.4.2 固有周期の計算条件 

固有周期の計算に用いる計算条件は,本計算書の【発電機 7A の耐震性についての計算結

果】，【発電機 7B の耐震性についての計算結果】，【発電機 7Cの耐震性についての計算結果】

の機器要目に示す。 

 

ｈ
１
 

ＴＨ＝ 2・π・ ・・・（2.4.1.1） ＋ ・ 

ＴＶ＝ 2・π・ ・・・（2.4.1.2） ・ 
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2.4.3 固有周期の計算結果 

固有周期の計算結果を表 2－4－1に示す。計算の結果，固有周期は 0.05 秒以下であり，剛

であることを確認した。 

 

                 表 2－4－1 固有周期               (単位：s) 

発電機 7A 
水平  

鉛直  

発電機 7B 
水平  

鉛直  

発電機 7C 
水平  

鉛直  
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2.5 構造強度評価 

2.5.1 構造強度評価方法 

2.4.1 項 a.～ｃ.のほか，次の条件で計算する。 

(1) 地震力は発電機に対して水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。 

(2) 転倒方向は図 2－5－1～図 2－5－10 における軸直角方向及び軸方向について検討し，

計算書には計算結果の厳しい方（許容値／発生値の小さい方をいう。）を記載する。 

 

2.5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

2.5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

発電機の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用いるも

のを表 2－5－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 2－5－2に示す。 

 

2.5.2.2 許容応力 

発電機の許容応力は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 2－5－3のとおり

とする。 

 

2.5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

発電機の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に用いるもの

を表 2－5－4に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 2－5－5 に示す。 
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表 2－5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用電源

設備 
発電機 Ｓ  ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ ＊  ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

 

表 2－5－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用電源

設備 
発電機 

常設／防止 

（DB 拡張） 

常設／緩和 

（DB 拡張） 

 ―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3
 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ  

(ⅤＡＳとして，

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。) 

注記＊1：「常設／防止（DB 拡張）」は常設重大事故防止設備(設計基準拡張)，「常設／緩和（DB 拡張）」は常設重大事故緩和設備(設計基

準拡張)を示す。 

    ＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 2－5－3 許容応力（その他の支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ  1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ ＊  1.5・ｆｓ ＊  ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして，ⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略 

する。

K7 ① Ⅴ-2-10-1-2-1-1 R1 
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表 2－5－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa）  

Ｓｙ(ＲＴ) 

（MPa）  

基礎ボルト 
S45C 

(40mm＜径≦100mm) 周囲環境温度 50 339 556 ― 

固定子取付ボルト 
S20C 

(径≦100mm) 周囲環境温度 50 241 391 ― 

機関側軸受台下部 
ベース取付ボルト 

S20C 
(径≦100mm) 周囲環境温度 50 241 391 ―  

機関側軸受台取付ボルト 
S20C 

(径≦100mm) 周囲環境温度 50 241 391 ―  

軸受台取付ボルト 
S20C 

(径≦100mm) 周囲環境温度 50 241 391 ―  

 

表 2－5－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa）  

Ｓｙ(ＲＴ) 

（MPa）  

基礎ボルト 
S45C 

(40mm＜径≦100mm) 周囲環境温度 50 339 556 ― 

固定子取付ボルト 
S20C 

(径≦100mm) 周囲環境温度 50 241 391 ― 

機関側軸受台下部 
ベース取付ボルト 

S20C 
(径≦100mm) 周囲環境温度 50 241 391 ―  

機関側軸受台取付ボルト 
S20C 

(径≦100mm) 周囲環境温度 50 241 391 ―  

軸受台取付ボルト 
S20C 

(径≦100mm) 周囲環境温度 50 241 391 ―  
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2.5.3 設計用地震力 

耐震評価に用いる設計用地震力を表 2－5－6及び表 2－5－7に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅴ-2-1-

7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。 

 

表 2－5－6 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉建屋 

T.M.S.L.13.605 

(T.M.S.L.12.3＊) 

 ＣＨ＝0.72 ＣＶ＝0.67 ＣＨ＝1.42 ＣＶ＝1.33 

注記＊：基準床レベルを示す。 

  

 

表 2－5－7 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉建屋 

T.M.S.L.13.605 

(T.M.S.L.12.3＊) 

 ― ― ＣＨ＝1.42 ＣＶ＝1.33 

注記＊：基準床レベルを示す。 
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2.5.4 計算方法 

2.5.4.1 応力の計算方法 

2.5.4.1.1 基礎ボルトの計算方法 

 基礎ボルトの応力は地震による震度，発電機振動による震度及び発電機回転によ

り作用するモーメントによって生じる引張力とせん断力について計算する。 

 転倒方向 

転倒支点 

ｈ
１
 (１－ＣＶ－ＣＧ)･ｍ１･g 

(ＣＨ＋ＣＧ)･ｍ１･g 

Ａ Ａ 

転倒支点となる 

ボルト列 

Ａ～Ａ矢視図 

引張りを受ける 

ボルト列 

１１ ２１ （１１≦２１） 

 

 

図 2－5－1 計算モデル（軸直角方向転倒） 

 

 
転倒方向 

(１－ＣＶ－ＣＧ)･ｍ１･g (ＣＨ＋ＣＧ)･ｍ１･g 

転倒支点 

ｈ
１

 

Ａ Ａ 

Ａ～Ａ矢視図 

転倒支点となる 

ボルト列 
引張りを受ける 

ボルト列 

１１ ２１ （１１≦２１） 

図 2－5－2 計算モデル（軸方向転倒）  
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(1) 引張応力 

基礎ボルトに対する引張力は最も厳しい条件として，図 2－5－1及び図 2－5－2で

基礎ボルトを支点とする転倒を考え，これを片側の列の基礎ボルトで受けるものとし

て計算する。 

なお，計算モデル図 2－5－2の場合は，発電機回転によるモーメントは，作用しな 

い。 

 

引張力 

             (ＣＨ＋ＣＧ)･ｍ１・g・ｈ１＋ＭＧ－(１－ＣＶ－ＣＧ)･ｍ１・g・１１ 

ｎｆ１・（１１＋２１） 

・・・・・・（2.5.4.1.1.1） 

ここで，発電機回転によるモーメントＭＧは次式により求める。 

60 

       2・π・Ｎ 

（１kW＝10６N･mm/s） 

 

引張応力 

Ｆｂ１ 

Ａｂ１ 

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂ１は次式により求める。 

π 

4 

ただし，Ｆｂ１が負のとき基礎ボルトには引張力が生じないので，引張応力の計算は

行わない。 

 

(2) せん断応力 

基礎ボルトに対するせん断力は基礎ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

 

せん断力 

       Ｑｂ１＝（ＣＨ＋ＣＧ）・ｍ１・g ・ ・・・・・・・・・・・（2.5.4.1.1.4） 

        

せん断応力 

            Ｑｂ１ 

            ｎ１・Ａｂ１ 

  

Ｆｂ１＝ 

σｂ１＝
 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（2.5.4.1.1.2） 

 

τｂ１＝
 

・・・・・・・・・・・・・・・・・（2.5.4.1.1.5） 

Ａｂ１＝
 

・ｄ１
２
 

 

 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・（2.5.4.1.1.3） 
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2.5.4.1.2 固定子取付ボルトの計算方法 

   固定子取付ボルトの応力は地震による震度，発電機振動による震度及び発電機回

転により作用するモーメントによって生じる引張力とせん断力について計算する。 

 

 転倒方向 

転倒支点 

ｈ
２
 

(１－ＣＶ－ＣＧ)･ｍ２･g 

(ＣＨ＋ＣＧ)･ｍ２･g 

Ｂ 
Ｂ 

Ｂ～Ｂ矢視図 

転倒支点となる 

ボルト列 

引張りを受ける 

ボルト列 

１２ ２２ （１２≦２２） 
 

図 2－5－3 計算モデル（軸直角方向転倒） 

 

 転倒方向 

ｈ
２

 

転倒支点 

Ｂ～Ｂ矢視図 

転倒支点となる 

ボルト列 

引張りを受ける 

ボルト列 

Ｂ Ｂ 

(ＣＨ＋ＣＧ)･ｍ２･g 

(１－ＣＶ－ＣＧ)･ｍ２･g 

１２ ２２ （１２≦２２） 

 

図 2－5－4 計算モデル（軸方向転倒） 
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(1) 引張応力 

固定子取付ボルトに対する引張力は最も厳しい条件として，図 2－5－3 及び図 2－

5－4で固定子取付ボルトを支点とする転倒を考え，これを片側の列の固定子取付ボル

トで受けるものとして計算する。 

なお，計算モデル図 2－5－4の場合は，発電機回転によるモーメントは作用しない。 

 

引張力 

             (ＣＨ＋ＣＧ)･ｍ２・g・ｈ２＋ＭＧ－(１－ＣＶ－ＣＧ)･ｍ２・g・１２ 

ｎｆ２・（１２＋２２） 

・・・・・・・・（2.5.4.1.2.1） 

ここで，発電機回転によるモーメントＭＧは次式により求める。 

60 

       2・π・Ｎ 

（１kW＝10６N･mm/s） 

引張応力 

Ｆｂ２ 

Ａｂ２ 

ここで，固定子取付ボルトの軸断面積Ａｂ２は次式により求める。 

π 

4 

ただし，Ｆｂ２が負のとき固定子取付ボルトには引張力が生じないので，引張応力の

計算は行わない。 

 

(2) せん断応力 

固定子取付ボルトに対するせん断力は固定子取付ボルト全本数で受けるものとして

計算する。 

 

せん断力 

       Ｑｂ２＝（ＣＨ＋ＣＧ）・ｍ２・g  ・・・・・・・・・・・・（2.5.4.1.2.4） 

        

せん断応力 

            Ｑｂ２ 

            ｎ２・Ａｂ２  

Ｆｂ２＝ 

σｂ２＝
 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（2.5.4.1.2.2） 

τｂ２＝
 

 

・・・・・・・・・・・・・・・・・（2.5.4.1.2.5） 

Ａｂ２＝
 

・ｄ２
２
 

 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（2.5.4.1.2.3） 

ＭＧ ＝   ・10６・Ｐ 
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2.5.4.1.3 機関側軸受台下部ベース取付ボルトの計算方法 

機関側軸受台下部ベース取付ボルトの応力は地震による震度，発電機振動による

震度によって生じる引張力とせん断力について計算する。 

 

(ＣＨ＋ＣＧ)･ｍ３(v)･g 

転倒支点 

転倒方向 

ｈ
３

 

Ｃ～Ｃ矢視図 

転倒支点となる 

ボルト列 

引張りを受ける 

ボルト列 

Ｃ Ｃ 

(１－ＣＶ－ＣＧ)･ｍ３(v)･g 

１３ ２３ （１３≦２３） 

 

図 2－5－5 計算モデル（軸直角方向転倒） 

 

 

 

Ｃ 

転倒方向 

転倒支点 

ｈ
３

 

Ｃ～Ｃ矢視図 

転倒支点となる 

ボルト列 

引張りを受ける 

ボルト列 (ＣＨ＋ＣＧ)･ｍ３(h)･g 

(１－ＣＶ－ＣＧ)･ｍ３(v)･g 

Ｃ 

１３ ２３ 

（１３≦２３） 

 

図 2－5－6 計算モデル（軸方向転倒） 
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(1) 引張応力 

機関側軸受台下部ベース取付ボルトに対する引張力は最も厳しい条件として，図 2

－5－5 及び図 2－5－6 で機関側軸受台下部ベース取付ボルトを支点とする転倒を考

え，これを片側の列の機関側軸受台下部ベース取付ボルトで受けるものとして計算す

る。 

 

引張力 

             (ＣＨ＋ＣＧ)･ｍ３(h)・g・ｈ３－(１－ＣＶ－ＣＧ)･ｍ３(V)・g・１３ 

ｎｆ３・（１３＋２３） 

・・・・・・・・（2.5.4.1.3.1） 

ただし，軸直角方向転倒では，(2.5.4.1.3.1)式中のｍ３(h)はｍ３(v)として計算する。 

引張応力 

Ｆｂ３ 

Ａｂ３ 

ここで，機関側軸受台下部ベース取付ボルトの軸断面積Ａｂ３は次式により求める。 

π 

4 

ただし，Ｆｂ３が負のとき機関側軸受台下部ベース取付ボルトには引張力が生じない

ので，引張応力の計算は行わない。 

 

(2) せん断応力 

機関側軸受台下部ベース取付ボルトに対するせん断力は機関側軸受台下部ベース取

付ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

 

せん断力 

       Ｑｂ３＝（ＣＨ＋ＣＧ）・ｍ３(h)・g    ・・・・・・・・・・・（2.5.4.1.3.4） 

        

せん断応力 

            Ｑｂ３ 

            ｎ３・Ａｂ３  

Ｆｂ３＝ 

 

σｂ３＝
 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（2.5.4.1.3.2） 

τｂ３＝
 

・・・・・・・・・・・・・・・・（2.5.4.1.3.5） 

Ａｂ３＝
 

・ｄ３
２
 

 

・・・・・・・・・・・・・・・・・（2.5.4.1.3.3） 
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2.5.4.1.4 機関側軸受台取付ボルトの計算方法 

    機関側軸受台取付ボルトの応力は地震による震度及び発電機振動による震度によ

って生じる引張力とせん断力について計算する。 

 

 

(ＣＨ＋ＣＧ)･ｍ４(v)･g 

転倒支点 

転倒方向 

ｈ
４

 
Ｄ～Ｄ矢視図 

転倒支点となる 

ボルト列 

引張りを受ける 

ボルト列 

Ｄ Ｄ 
(１－ＣＶ－ＣＧ)･ｍ４(v)･g 

１４ ２４ （１４≦２４） 

 

図 2－5－7 計算モデル（軸直角方向転倒） 

 

 

 

 

Ｄ 

転倒方向 

転倒支点 

ｈ
４

 

Ｄ～Ｄ矢視図 

転倒支点となる 

ボルト列 

引張りを受ける 

ボルト列 (ＣＨ＋ＣＧ)･ｍ４(h)･g 

(１－ＣＶ－ＣＧ)･ｍ４(v)･g 

Ｄ 

１４ ２４ 
（１４≦２４） 

 

図 2－5－8 計算モデル（軸方向転倒） 
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(1) 引張応力 

機関側軸受台取付ボルトに対する引張力は最も厳しい条件として，図 2－5－7及び

図 2－5－8で機関側軸受台取付ボルトを支点とする転倒を考え，これを片側の列の機

関側軸受台取付ボルトで受けるものとして計算する。 

 

引張力 

             (ＣＨ＋ＣＧ)･ｍ４(h)・g・ｈ４－(１－ＣＶ－ＣＧ)･ｍ４(v)・g・１４ 

ｎｆ４・（１４＋２４） 

                         ・・・・・・・・・（2.5.4.1.4.1） 

ただし，軸直角方向転倒では，(2.5.4.1.4.1)式中のｍ4(h)はｍ4(v)として計算する。 

引張応力 

Ｆｂ４ 

Ａｂ４ 

ここで，機関側軸受台取付ボルトの軸断面積Ａｂ４は次式により求める。 

π 

4 

ただし，Ｆｂ４が負のとき機関側軸受台取付ボルトには引張力が生じないので，引張

応力の計算は行わない。 

 

(2) せん断応力 

機関側軸受台取付ボルトに対するせん断力は機関側軸受台取付ボルト全本数で受け

るものとして計算する。 

 

せん断力 

        Ｑｂ４＝（ＣＨ＋ＣＧ）・ｍ４(h)・g ・・・・・・・・・・・・（2.5.4.1.4.4） 

        

せん断応力 

            Ｑｂ４ 

            ｎ４・Ａｂ４ 

  

Ｆｂ４＝ 

σｂ４＝
 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（2.5.4.1.4.2） 

τｂ４＝
 

・・・・・・・・・・・・・・・・（2.5.4.1.4.5） 

Ａｂ４＝
 

・ｄ４
２
 

 

・・・・・・・・・・・・・・・・・（2.5.4.1.4.3） 
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2.5.4.1.5 軸受台取付ボルトの計算方法 

軸受台取付ボルトの応力は地震による震度及び発電機振動による震度によって生

じる引張力とせん断力について計算する。 

 

 

(ＣＨ＋ＣＧ)･ｍ５･g 

転倒支点 

転倒方向 

ｈ
５

 
Ｅ～Ｅ矢視図 

転倒支点となる 

ボルト列 

引張りを受ける 

ボルト列 

Ｅ Ｅ 

(１－ＣＶ－ＣＧ)･ｍ５･g 

１５ ２５ （１５≦２５） 

 

図 2－5－9 計算モデル（軸直角方向転倒） 

 

 

 

Ｅ 

転倒方向 

転倒支点 

ｈ
５

 

Ｅ～Ｅ矢視図 

転倒支点となる 

ボルト列 

引張りを受ける 

ボルト列 (ＣＨ＋ＣＧ)･ｍ５･g 

(１－ＣＶ－ＣＧ)･ｍ５･g 

Ｅ 

１５ ２５ 

（１５≦２５） 

 

図 2－5－10 計算モデル（軸方向転倒） 
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(1) 引張応力 

軸受台取付ボルトに対する引張力は最も厳しい条件として，図 2－5－9 及び図 2－5－

10 で軸受台取付ボルトを支点とする転倒を考え，これを片側の列の軸受台取付ボルトで

受けるものとして計算する。 

    

引張力 

             (ＣＨ＋ＣＧ)･ｍ５・g・ｈ５－(１－ＣＶ－ＣＧ)･ｍ５・g・１５ 

ｎｆ５・（１５＋２５） 

                            ・・・・・・・・・（2.5.4.1.5.1） 

引張応力 

Ｆｂ５ 

Ａｂ５ 

ここで，軸受台取付ボルトの軸断面積Ａｂ５は次式により求める。 

π 

4 

ただし，Ｆｂ５が負のとき軸受台取付ボルトには引張力が生じないので，引張応力の計

算は行わない。 

 

(2) せん断応力 

軸受台取付ボルトに対するせん断力は軸受台取付ボルト全本数で受けるものとして計

算する。 

 

せん断力 

       Ｑｂ５＝（ＣＨ＋ＣＧ）・ｍ５・g   ・・・・・・・・・・・・（2.5.4.1.5.4） 

        

せん断応力 

            Ｑｂ５ 

            ｎ５・Ａｂ５ 

  

Ｆｂ５＝ 

σｂ５＝
 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（2.5.4.1.5.2） 

Ａｂ５＝
 

・ｄ５
２
 

・・・・・・・・・・・・・・・・・（2.5.4.1.5.3） 

τｂ５＝
 

・・・・・・・・・・・・・・・・（2.5.4.1.5.5） 
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2.5.5 計算条件 

2.5.5.1 基礎ボルトの応力計算条件 

基礎ボルトの応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【発電機 7A の耐震性について

の計算結果】，【発電機 7Bの耐震性についての計算結果】，【発電機 7Cの耐震性について

の計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

2.5.5.2 発電機固定子取付ボルトの応力計算条件 

発電機固定子取付ボルトの応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【発電機 7Aの耐

震性についての計算結果】，【発電機 7B の耐震性についての計算結果】，【発電機 7C の耐

震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

2.5.5.3 機関側軸受台下部ベース取付ボルトの応力計算条件 

機関側軸受台下部ベース取付ボルトの応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【発

電機 7A の耐震性についての計算結果】，【発電機 7Bの耐震性についての計算結果】，【発

電機 7C の耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

2.5.5.4 機関側軸受台取付ボルトの応力計算条件 

機関側軸受台取付ボルトの応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【発電機 7Aの耐

震性についての計算結果】，【発電機 7B の耐震性についての計算結果】，【発電機 7C の耐

震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

2.5.5.5 軸受台取付ボルトの応力計算条件 

軸受台取付ボルトの応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【発電機 7Aの耐震性に

ついての計算結果】，【発電機 7B の耐震性についての計算結果】，【発電機 7Cの耐震性に

ついての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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2.5.6 応力の評価 

2.5.6.1 ボルトの応力評価 

2.5.4項で求めたボルトの引張応力σｂｉは次式より求めた許容引張応力ƒｔｓｉ以下で

あること。ただし，ƒｔｏｉ は下表による。 

 

ƒｔｓｉ＝ Min[1.4・ƒｔｏｉ－ 1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ]  ·········· （2.5.6.1.1） 

 

せん断応力τｂｉはせん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 ƒｓｂｉ以下である

こと。ただし，ƒｓｂｉは下表による。 

 

 

 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基 準 地 震 動 Ｓ ｓ  

に よ る 荷 重 と の  

組 合 せ の 場 合  

許 容 引 張 応 力  

ƒｔｏｉ 

Ｆ

2
・1.5

ｉ

 

Ｆ

2
・1.5

ｉ

 

許 容 せ ん 断 応 力  

ƒｓｂｉ 

Ｆ

1.5・ 3
・1.5

ｉ 

 

Ｆ

1.5・ 3
・1.5

ｉ 

 

 

 

＊  

＊ 
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2.6 機能維持評価 

2.6.1 動的機能維持評価方法 

発電機の地震後の動的機能維持評価について以下に示す。 

なお，機能維持評価用加速度はⅤ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき，基準

地震動Ｓｓにより定まる応答加速度を設定する。 

発電機は，「ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版」に基づき，地震時動的機能維持が確認され

た電動機に準じた評価となるため，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に記載の電動機の機能

確認済加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 2－6－1に示す。 

 

表 2－6－1 機能確認済加速度 

評価部位 形式 方向 機能確認済加速度 

発 電 機 横形すべり軸受 

水平 2.6 

鉛直 1.0 
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2.7 評価結果 

2.7.1 設計基準対象施設としての評価結果 

発電機の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満

足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有していることを確認

した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

動的機能維持評価の結果を次頁以降に示す。 

 

2.7.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

発電機の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生値は許

容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有している

ことを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

動的機能維持評価の結果を次頁以降に示す。K7
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【発電機 7A の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 
耐 震重要 度  

分 類  

据付場所及び 
床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

発電機振動に 

よる震度 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

発電機 7A Ｓ 

原子炉建屋 

T.M.S.L. 13.605 

(T.M.S.L. 12.3＊1) 
  ＣＨ＝0.72 ＣＶ＝0.67 ＣＨ＝1.42 ＣＶ＝1.33 ＣＧ＝0.07 ― 50 

注記＊1：基準床レベルを示す。  

 

1.2 機器要目 

 

部材 
Ａｂｉ 
(mm2) 

Ｓｙｉ 
(MPa) 

Ｓｕｉ 
(MPa) 

Ｆｉ(MPa) Ｆｉ ＊ (MPa) 

転倒方向 ＭＧ(N･mm) 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 
又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 
又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

2.463×103 
 339＊2 

(40mm＜径≦100mm) 
556＊2 

(40mm＜径≦100mm) 
339 389 軸 軸 ― ― 

固定子取付ボルト 
(ｉ＝2) 

1.810×103 
241＊2 

(径≦100mm) 
391＊2 

(径≦100mm) 
241 274 軸 軸 ― ― 

機関側軸受台下部ベース 
取 付 ボ ル ト(ｉ＝3) 

1.810×103 
241＊2 

(径≦100mm) 
391＊2 

(径≦100mm) 
241 274 軸 軸 ― ― 

機 関 側 軸 受 台 
取 付 ボ ル ト(ｉ＝4) 

1.810×103 
241＊2 

(径≦100mm) 
391＊2 

(径≦100mm) 
241 274 軸 軸 ― ― 

軸受台取付ボルト 

(ｉ＝5) 
1.385×103 

241＊2 

(径≦100mm) 

391＊2 

(径≦100mm) 
241 274 軸直角 軸直角 ― ― 

注記＊1：ボルトにおける上段は軸直角方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は軸方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊2：周囲環境温度で算出 

部材 
ｍｉ 
(kg) 

ｍｉ(h) 
(kg) 

ｍｉ(v) 
(kg) 

ｈｉ 
(mm) 

d i 
(mm) 

１ｉ(mm)＊1 ２ｉ(mm)＊1 

ｎｉ 

ｎｆｉ＊1 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ 
又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ 
又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

   1043 
56 

(M56) 

1250 1250 
14 

6 

1700 1860 2 

固定子取付ボルト 
(ｉ＝2) 

   805 
48 

(M48) 

1250 1250 
6 

3 

500 500 2 

機関側軸受台下部ベース 
取 付 ボ ル ト(ｉ＝3) 

   805 
48 

(M48) 

800 800 
4 

2 

250 250 2 

機 関 側 軸 受 台 
取 付 ボ ル ト(ｉ＝4) 

   635 
48 

(M48) 

600 600 
4 

2 

200 200 2 

軸受台取付ボルト 
(ｉ＝5) 

   805 
42 

(M42) 

600 600 
4 

2 

160 160 2 
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P(kW) N（ rpm）  E（ MPa）  G（ MPa）  I(mm 4) As(mm 2) A(mm 2) 

5295 1000 200000 76900 1.120×10 12 2.618×10 5 7.448×10 5 

 

 

1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                                                              (単位：N) 

 部材 

Ｆbi Ｑbi 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

    

固定子取付ボルト 
(ｉ＝2) 

    

機関側軸受台下部ベース 
取 付 ボ ル ト(ｉ＝3) 

    

機 関 側 軸 受 台 

取 付 ボ ル ト(ｉ＝4) 
    

軸受台取付ボルト 

(ｉ＝5) 
    

 
1.4 結論  

1.4.1 ボルトの応力                                                                    (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
(ｉ＝1) 

S45C 
引張り σb1＝ 10 ƒts1＝254＊ σb1＝ 59 ƒts1＝292＊ 

せん断 τb1＝ 11 ƒsb1＝195 τb1＝ 20 ƒsb1＝225 

固定子取付ボルト 
(ｉ＝2) 

S20C 
引張り σb2＝ 27 ƒts2＝180＊ σb2＝ 73 ƒts2＝205＊ 

せん断 τb2＝ 14 ƒsb2＝139 τb2＝ 26 ƒsb2＝158 

機関側軸受台下部ベース 
取 付 ボ ル ト(ｉ＝3) 

S20C 
引張り σb3＝ 54 ƒts3＝180＊ σb3＝ 113 ƒts3＝205＊ 

せん断 τb3＝ 18 ƒsb3＝139 τb3＝ 34 ƒsb3＝158 

機 関 側 軸 受 台 
取 付 ボ ル ト(ｉ＝4) 

S20C 
引張り σb4＝ 49 ƒts4＝180＊ σb4＝ 104 ƒts4＝205＊ 

せん断 τb4＝ 17 ƒsb4＝139 τb4＝ 31 ƒsb4＝158 

軸受台取付ボルト 
(ｉ＝5) 

S20C 
引張り σb5＝ 12 ƒts5＝180＊ σb5＝ 36 ƒts5＝205＊ 

せん断 τb5＝ 12 ƒsb5＝139 τb5＝ 23 ƒsb5＝158 

すべて許容応力以下である。                                             注記＊：ƒｔｓｉ＝ Min[1.4・ƒｔｏｉ－ 1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 
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1.4.2 動的機能の評価結果                          (単位：×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

発電機 7A 
水平方向 0.91 2.6 

鉛直方向 0.87 1.0 

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設 備分類  
据付場所及び 
床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

発電機振動に 

よる震度 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

発電機 7A 

常設／防止 

(DB 拡張) 
常設／緩和 
(DB 拡張) 

原子炉建屋 

T.M.S.L. 13.605 

(T.M.S.L. 12.3＊1) 

  ― ― ＣＨ＝1.42 ＣＶ＝1.33 ＣＧ＝0.07 ― 50 

注記＊1：基準床レベルを示す。  

2.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 
(kg) 

ｍｉ(h) 
(kg) 

ｍｉ(v) 
(kg) 

ｈｉ 
(mm) 

d i 
(mm) 

１ｉ(mm)＊1 ２ｉ(mm)＊1 

ｎｉ 

ｎｆｉ＊1 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 
又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 
又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 
又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
   1043 

56 

(M56) 

― 1250 ― 1250 
14 

― 6 

― 1700 ― 1860 ― 2 

固定子取付ボルト 

(ｉ＝2) 
   805 

48 

(M48) 

― 1250 ― 1250 
6 

― 3 

― 500 ― 500 ― 2 

機関側軸受台下部ベース 

取 付 ボ ル ト(ｉ＝3) 
   805 

48 

(M48) 

― 800 ― 800 
4 

― 2 

― 250 ― 250 ― 2 

機 関 側 軸 受 台 

取 付 ボ ル ト(ｉ＝4) 
   635 

48 

(M48) 

― 600 ― 600 
4 

― 2 

― 200 ― 200 ― 2 

軸受台取付ボルト 

(ｉ＝5) 
   805 

42 

(M42) 

― 600 ― 600 
4 

― 2 

― 160 ― 160 ― 2 

 

部     材 
Ａｂｉ 
(mm2) 

Ｓｙｉ 
(MPa) 

Ｓｕｉ 
(MPa) 

Ｆｉ(MPa) Ｆｉ ＊ (MPa) 

転倒方向 ＭＧ(N･mm) 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

2.463×103 
 339＊2 

(40mm＜径≦100mm) 
556＊2 

(40mm＜径≦100mm) 
― 389 ― 軸 ― ― 

固定子取付ボルト 
(ｉ＝2) 

1.810×103 
241＊2 

(径≦100mm) 
391＊2 

(径≦100mm) 
― 274 ― 軸 ― ― 

機関側軸受台下部ベース 

取 付 ボ ル ト(ｉ＝3) 
1.810×103 

241＊2 

(径≦100mm) 

391＊2 

(径≦100mm) 
― 274 ― 軸 ― ― 

機 関 側 軸 受 台 

取 付 ボ ル ト(ｉ＝4) 
1.810×103 

241＊2 

(径≦100mm) 

391＊2 

(径≦100mm) 
― 274 ― 軸 ― ― 

軸受台取付ボルト 
(ｉ＝5) 

1.385×103 
241＊2 

(径≦100mm) 
391＊2 

(径≦100mm) 
― 274 ― 軸直角 ― ― 

注記＊1：ボルトにおける上段は軸直角方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は軸方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊2：周囲環境温度で算出 
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P(kW) N（ rpm）  E（ MPa）  G（ MPa）  I(mm 4) As(mm 2) A(mm 2) 

5295 1000 200000 76900 1.120×10 12 2.618×10 5 7.448×10 5 

 

 

2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                                                              (単位：N) 

 

 
2.4 結論  

2.4.1 ボルトの応力                                                                    (単位：MPa) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

すべて許容応力以下である。                                            注記＊：ƒｔｓｉ＝ Min[1.4・ƒｔｏｉ－ 1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

 

 

部材 

Ｆbi Ｑbi 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

―  ―  

固定子取付ボルト 
(ｉ＝2) 

―  ―  

機関側軸受台下部ベース 
取 付 ボ ル ト(ｉ＝3) 

―  ―  

機 関 側 軸 受 台 
取 付 ボ ル ト(ｉ＝4) 

―  ―  

軸受台取付ボルト 

(ｉ＝5) 
―  ―  

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

S45C 
引張り   ―    ― σb1＝ 59 ƒts1＝292＊ 

せん断   ―    ― τb1＝ 20 ƒsb1＝225 

固定子取付ボルト 
(ｉ＝2) 

S20C 
引張り   ―    ― σb2＝ 73 ƒts2＝205＊ 

せん断      ―    ― τb2＝ 26 ƒsb2＝158 

機関側軸受台下部ベース 
取 付 ボ ル ト(ｉ＝3) 

S20C 
引張り      ―    ― σb3＝ 113 ƒts3＝205＊ 

せん断    ―    ― τb3＝ 34 ƒsb3＝158 

機 関 側 軸 受 台 
取 付 ボ ル ト(ｉ＝4) 

S20C 
引張り   ―    ― σb4＝ 104 ƒts4＝205＊ 

せん断   ―    ― τb4＝ 31 ƒsb4＝158 

軸受台取付ボルト 
(ｉ＝5) 

S20C 
引張り   ―    ― σb5＝ 36 ƒts5＝205＊ 

せん断      ―    ― τb5＝ 23 ƒsb5＝158 

69
 

K7 ① Ⅴ-2-10-1-2-1-1 R1 



 

 

2.4.2 動的機能の評価結果                         (単位：×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

発電機 7A 
水平方向 0.91 2.6 

鉛直方向 0.87 1.0 

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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基礎ボルト 

軸直角方向転倒 

軸方向転倒 

K7
 ①

 Ⅴ
-2
-1
0
-1
-2
-1
-1
 R
1 
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 転倒方向 

ｈ
１
 ｍ１･g 

Ａ Ａ 

Ａ～Ａ矢視図 
１１ ２１ 

 
転倒方向 

ｍ１･g 

ｈ
１

 

Ａ Ａ 

Ａ～Ａ矢視図 

１１ ２１ 



 

 

 

 
  

固定子取付ボルト 

軸直角方向転倒 

軸方向転倒 

K7
 ①

 Ⅴ
-2
-1
0
-1
-2
-1
-1
 R
1 
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 転倒方向 

ｈ
２
 

ｍ２･g 

Ｂ 
Ｂ 

Ｂ～Ｂ矢視図 
１２ ２２ 

 転倒方向 

ｈ
２

 

Ｂ～Ｂ矢視図 

Ｂ Ｂ 

ｍ２･g 

１２ ２２ 



 

 

 

 

 

 

 
 

  

機関側軸受台下部ベース取付ボルト 

軸直角方向転倒 

軸方向転倒 
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 転倒方向 

ｈ
３

 

Ｃ～Ｃ矢視図 

Ｃ Ｃ 

ｍ３(v)･g 

１３ ２３ 

 

Ｃ 

転倒方向 

ｈ
３

 

Ｃ～Ｃ矢視図 

ｍ３(v)･g 

Ｃ 

１３ ２３ 
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機関側軸受台取付ボルト 

軸直角方向転倒 

軸方向転倒 
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 Ⅴ
-2
-1
0
-1
-2
-1
-1
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 転倒方向 

ｈ
４

 

Ｄ～Ｄ矢視図 

Ｄ Ｄ 
ｍ４(v)･g 

１４ ２４ 

 

Ｄ 

転倒方向 

ｈ
４

 

Ｄ～Ｄ矢視図 

ｍ４(v)･g 

Ｄ 

１４ ２４ 



 

 

 

 

 

 

 

軸受台取付ボルト 

軸直角方向転倒 

軸方向転倒 

K7
 ①

 Ⅴ
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-1
0
-1
-2
-1
-1
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 転倒方向 

ｈ
５

 
Ｅ～Ｅ矢視図 

Ｅ Ｅ 

ｍ５･g 

１５ ２５ 

 

Ｅ 

転倒方向 

ｈ
５

 

Ｅ～Ｅ矢視図 

ｍ５･g 

Ｅ 

１５ ２５ 



 

 

【発電機 7B の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 
耐 震重要 度  

分 類  

据付場所及び 
床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

発電機振動に 

よる震度 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

発電機 7B Ｓ 

原子炉建屋 

T.M.S.L. 13.605 

 (T.M.S.L. 12.3＊1) 
  ＣＨ＝0.72 ＣＶ＝0.67 ＣＨ＝1.42 ＣＶ＝1.33 ＣＧ＝0.07 ― 50 

注記＊1：基準床レベルを示す。  

 

1.2 機器要目 

 

部材 
Ａｂｉ 
(mm2) 

Ｓｙｉ 
(MPa) 

Ｓｕｉ 
(MPa) 

Ｆｉ(MPa) Ｆｉ ＊ (MPa) 

転倒方向 ＭＧ(N･mm) 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 
又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 
又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

2.463×103 
 339＊2 

(40mm＜径≦100mm) 
556＊2 

(40mm＜径≦100mm) 
339 389 軸 軸 ― ― 

固定子取付ボルト 
(ｉ＝2) 

1.810×103 
241＊2 

(径≦100mm) 
391＊2 

(径≦100mm) 
241 274 軸 軸 ― ― 

機関側軸受台下部ベース 
取 付 ボ ル ト(ｉ＝3) 

1.810×103 
241＊2 

(径≦100mm) 
391＊2 

(径≦100mm) 
241 274 軸 軸 ― ― 

機 関 側 軸 受 台 
取 付 ボ ル ト(ｉ＝4) 

1.810×103 
241＊2 

(径≦100mm) 
391＊2 

(径≦100mm) 
241 274 軸 軸 ― ― 

軸受台取付ボルト 

(ｉ＝5) 
1.385×103 

241＊2 

(径≦100mm) 

391＊2 

(径≦100mm) 
241 274 軸直角 軸直角 ― ― 

注記＊1：ボルトにおける上段は軸直角方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は軸方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊2：周囲環境温度で算出 

部材 
ｍｉ 
(kg) 

ｍｉ(h) 
(kg) 

ｍｉ(v) 
(kg) 

ｈｉ 
(mm) 

d i 
(mm) 

１ｉ(mm)＊1 ２ｉ(mm)＊1 

ｎｉ 

ｎｆｉ＊1 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ 
又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ 
又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

   1043 
56 

(M56) 

1250 1250 
14 

6 

1700 1860 2 

固定子取付ボルト 
(ｉ＝2) 

   805 
48 

(M48) 

1250 1250 
6 

3 

500 500 2 

機関側軸受台下部ベース 
取 付 ボ ル ト(ｉ＝3) 

   805 
48 

(M48) 

800 800 
4 

2 

250 250 2 

機 関 側 軸 受 台 
取 付 ボ ル ト(ｉ＝4) 

   635 
48 

(M48) 

600 600 
4 

2 

200 200 2 

軸受台取付ボルト 
(ｉ＝5) 

   805 
42 

(M42) 

600 600 
4 

2 

160 160 2 

K7 ① Ⅴ-2-10-1-2-1-1 R1 
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P(kW) N（ rpm）  E（ MPa）  G（ MPa）  I(mm 4) As(mm 2) A(mm 2) 

5295 1000 200000 76900 1.120×10 12 2.618×10 5 7.448×10 5 

 

 

1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                                                              (単位：N) 

 部材 

Ｆbi Ｑbi 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

    

固定子取付ボルト 
(ｉ＝2) 

    

機関側軸受台下部ベース 
取 付 ボ ル ト(ｉ＝3) 

    

機 関 側 軸 受 台 

取 付 ボ ル ト(ｉ＝4) 
    

軸受台取付ボルト 

(ｉ＝5) 
    

 
1.4 結論  

1.4.1 ボルトの応力                                                                    (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
(ｉ＝1) 

S45C 
引張り σb1＝ 10 ƒts1＝254＊ σb1＝ 59 ƒts1＝292＊ 

せん断 τb1＝ 11 ƒsb1＝195 τb1＝ 20 ƒsb1＝225 

固定子取付ボルト 
(ｉ＝2) 

S20C 
引張り σb2＝ 27 ƒts2＝180＊ σb2＝ 73 ƒts2＝205＊ 

せん断 τb2＝ 14 ƒsb2＝139 τb2＝ 26 ƒsb2＝158 

機関側軸受台下部ベース 
取 付 ボ ル ト(ｉ＝3) 

S20C 
引張り σb3＝ 54 ƒts3＝180＊ σb3＝ 113 ƒts3＝205＊ 

せん断 τb3＝ 18 ƒsb3＝139 τb3＝ 34 ƒsb3＝158 

機 関 側 軸 受 台 
取 付 ボ ル ト(ｉ＝4) 

S20C 
引張り σb4＝ 49 ƒts4＝180＊ σb4＝ 104 ƒts4＝205＊ 

せん断 τb4＝ 17 ƒsb4＝139 τb4＝ 31 ƒsb4＝158 

軸受台取付ボルト 
(ｉ＝5) 

S20C 
引張り σb5＝ 12 ƒts5＝180＊ σb5＝ 36 ƒts5＝205＊ 

せん断 τb5＝ 12 ƒsb5＝139 τb5＝ 23 ƒsb5＝158 

すべて許容応力以下である。                                             注記＊：ƒｔｓｉ＝ Min[1.4・ƒｔｏｉ－ 1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 
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1.4.2 動的機能の評価結果                          (単位：×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

発電機 7B 
水平方向 0.91 2.6 

鉛直方向 0.87 1.0 

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設 備分類  
据付場所及び 
床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

発電機振動に 
よる震度 

最高使用温度 
(℃) 

周囲環境温度 
(℃) 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

発電機 7B 

常設／防止 
(DB 拡張) 
常設／緩和 

(DB 拡張) 

原子炉建屋 

T.M.S.L. 13.605 

 (T.M.S.L. 12.3＊1) 
  ― ― ＣＨ＝1.42 ＣＶ＝1.33 ＣＧ＝0.07 ― 50 

注記＊1：基準床レベルを示す。  

2.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 
(kg) 

ｍｉ(h) 
(kg) 

ｍｉ(v) 
(kg) 

ｈｉ 
(mm) 

d i 
(mm) 

１ｉ(mm)＊1 ２ｉ(mm)＊1 

ｎｉ 

ｎｆｉ＊1 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

   1043 
56 

(M56) 

― 1250 ― 1250 
14 

― 6 

― 1700 ― 1860 ― 2 

固定子取付ボルト 
(ｉ＝2) 

   805 
48 

(M48) 

― 1250 ― 1250 
6 

― 3 

― 500 ― 500 ― 2 

機関側軸受台下部ベース 
取 付 ボ ル ト(ｉ＝3) 

   805 
48 

(M48) 

― 800 ― 800 
4 

― 2 

― 250 ― 250 ― 2 

機 関 側 軸 受 台 
取 付 ボ ル ト(ｉ＝4) 

   635 
48 

(M48) 

― 600 ― 600 
4 

― 2 

― 200 ― 200 ― 2 

軸受台取付ボルト 
(ｉ＝5) 

   805 
42 

(M42) 

― 600 ― 600 
4 

― 2 

― 160 ― 160 ― 2 

 

部     材 
Ａｂｉ 

(mm2) 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 
Ｆｉ(MPa) Ｆｉ ＊ (MPa) 

転倒方向 ＭＧ(N･mm) 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ 
又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ 
又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
2.463×103 

 339＊2 

(40mm＜径≦100mm) 

556＊2 

(40mm＜径≦100mm) 
― 389 ― 軸 ― ― 

固定子取付ボルト 
(ｉ＝2) 

1.810×103 
241＊2 

(径≦100mm) 
391＊2 

(径≦100mm) 
― 274 ― 軸 ― ― 

機関側軸受台下部ベース 
取 付 ボ ル ト(ｉ＝3) 

1.810×103 
241＊2 

(径≦100mm) 
391＊2 

(径≦100mm) 
― 274 ― 軸 ― ― 

機 関 側 軸 受 台 
取 付 ボ ル ト(ｉ＝4) 

1.810×103 
241＊2 

(径≦100mm) 
391＊2 

(径≦100mm) 
― 274 ― 軸 ― ― 

軸受台取付ボルト 
(ｉ＝5) 

1.385×103 
241＊2 

(径≦100mm) 
391＊2 

(径≦100mm) 
― 274 ― 軸直角 ― ― 

注記＊1：ボルトにおける上段は軸直角方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は軸方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊2：周囲環境温度で算出 
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P(kW) N（ rpm）  E（ MPa）  G（ MPa）  I(mm 4) As(mm 2) A(mm 2) 

5295 1000 200000 76900 1.120×10 12 2.618×10 5 7.448×10 5 

 

 

2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                                                              (単位：N) 

 

 
2.4 結論  

2.4.1 ボルトの応力                                                                    (単位：MPa) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

すべて許容応力以下である。                                            注記＊：ƒｔｓｉ＝ Min[1.4・ƒｔｏｉ－ 1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

 

 

部材 

Ｆbi Ｑbi 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

―  ―  

固定子取付ボルト 
(ｉ＝2) 

―  ―  

機関側軸受台下部ベース 
取 付 ボ ル ト(ｉ＝3) 

―  ―  

機 関 側 軸 受 台 
取 付 ボ ル ト(ｉ＝4) 

―  ―  

軸受台取付ボルト 

(ｉ＝5) 
―  ―  

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

S45C 
引張り   ―    ― σb1＝ 59 ƒts1＝292＊ 

せん断   ―    ― τb1＝ 20 ƒsb1＝225 

固定子取付ボルト 
(ｉ＝2) 

S20C 
引張り   ―    ― σb2＝ 73 ƒts2＝205＊ 

せん断      ―    ― τb2＝ 26 ƒsb2＝158 

機関側軸受台下部ベース 
取 付 ボ ル ト(ｉ＝3) 

S20C 
引張り      ―    ― σb3＝ 113 ƒts3＝205＊ 

せん断    ―    ― τb3＝ 34 ƒsb3＝158 

機 関 側 軸 受 台 
取 付 ボ ル ト(ｉ＝4) 

S20C 
引張り   ―    ― σb4＝ 104 ƒts4＝205＊ 

せん断   ―    ― τb4＝ 31 ƒsb4＝158 

軸受台取付ボルト 
(ｉ＝5) 

S20C 
引張り   ―    ― σb5＝ 36 ƒts5＝205＊ 

せん断      ―    ― τb5＝ 23 ƒsb5＝158 
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2.4.2 動的機能の評価結果                         (単位：×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

発電機 7B 
水平方向 0.91 2.6 

鉛直方向 0.87 1.0 

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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基礎ボルト 

軸直角方向転倒 

軸方向転倒 
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 転倒方向 

ｈ
１
 ｍ１･g 

Ａ Ａ 

Ａ～Ａ矢視図 
１１ ２１ 

 
転倒方向 

ｍ１･g 

ｈ
１

 

Ａ Ａ 

Ａ～Ａ矢視図 

１１ ２１ 



 

 

 

 
  

固定子取付ボルト 

軸直角方向転倒 

軸方向転倒 
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0
-1
-2
-1
-1
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 転倒方向 

ｈ
２
 

ｍ２･g 

Ｂ 
Ｂ 

Ｂ～Ｂ矢視図 
１２ ２２ 

 転倒方向 

ｈ
２

 

Ｂ～Ｂ矢視図 

Ｂ Ｂ 

ｍ２･g 

１２ ２２ 



 

 

 

 

 

 

 
 

  

機関側軸受台下部ベース取付ボルト 

軸直角方向転倒 

軸方向転倒 
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 転倒方向 

ｈ
３

 

Ｃ～Ｃ矢視図 

Ｃ Ｃ 

ｍ３(v)･g 

１３ ２３ 

 

Ｃ 

転倒方向 

ｈ
３

 

Ｃ～Ｃ矢視図 

ｍ３(v)･g 

Ｃ 

１３ ２３ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

85 

機関側軸受台取付ボルト 

軸直角方向転倒 

軸方向転倒 
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 転倒方向 

ｈ
４

 

Ｄ～Ｄ矢視図 

Ｄ Ｄ 
ｍ４(v)･g 

１４ ２４ 

 

Ｄ 

転倒方向 

ｈ
４

 

Ｄ～Ｄ矢視図 

ｍ４(v)･g 

Ｄ 

１４ ２４ 



 

 

 

 

 

 

 

軸受台取付ボルト 

軸直角方向転倒 

軸方向転倒 
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 転倒方向 

ｈ
５

 
Ｅ～Ｅ矢視図 

Ｅ Ｅ 

ｍ５･g 

１５ ２５ 

 

Ｅ 

転倒方向 

ｈ
５

 

Ｅ～Ｅ矢視図 

ｍ５･g 

Ｅ 

１５ ２５ 



 

 

【発電機 7C の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 
耐 震重要 度  

分 類  

据付場所及び 
床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

発電機振動に 

よる震度 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

発電機 7C Ｓ 

原子炉建屋 

T.M.S.L. 13.605 

 (T.M.S.L. 12.3＊1) 
  ＣＨ＝0.72 ＣＶ＝0.67 ＣＨ＝1.42 ＣＶ＝1.33 ＣＧ＝0.07 ― 50 

注記＊1：基準床レベルを示す。  

 

1.2 機器要目 

 

部材 
Ａｂｉ 
(mm2) 

Ｓｙｉ 
(MPa) 

Ｓｕｉ 
(MPa) 

Ｆｉ(MPa) Ｆｉ ＊ (MPa) 

転倒方向 ＭＧ(N･mm) 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 
又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 
又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

2.463×103 
 339＊2 

(40mm＜径≦100mm) 
556＊2 

(40mm＜径≦100mm) 
339 389 軸 軸 ― ― 

固定子取付ボルト 
(ｉ＝2) 

1.810×103 
241＊2 

(径≦100mm) 
391＊2 

(径≦100mm) 
241 274 軸 軸 ― ― 

機関側軸受台下部ベース 
取 付 ボ ル ト(ｉ＝3) 

1.810×103 
241＊2 

(径≦100mm) 
391＊2 

(径≦100mm) 
241 274 軸 軸 ― ― 

機 関 側 軸 受 台 
取 付 ボ ル ト(ｉ＝4) 

1.810×103 
241＊2 

(径≦100mm) 
391＊2 

(径≦100mm) 
241 274 軸 軸 ― ― 

軸受台取付ボルト 

(ｉ＝5) 
1.385×103 

241＊2 

(径≦100mm) 

391＊2 

(径≦100mm) 
241 274 軸直角 軸直角 ― ― 

注記＊1：ボルトにおける上段は軸直角方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は軸方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊2：周囲環境温度で算出 

部材 
ｍｉ 
(kg) 

ｍｉ(h) 
(kg) 

ｍｉ(v) 
(kg) 

ｈｉ 
(mm) 

d i 
(mm) 

１ｉ(mm)＊1 ２ｉ(mm)＊1 

ｎｉ 

ｎｆｉ＊1 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ 
又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ 
又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

   1043 
56 

(M56) 

1250 1250 
14 

6 

1700 1860 2 

固定子取付ボルト 
(ｉ＝2) 

  805 
48 

(M48) 

1250 1250 
6 

3 

500 500 2 

機関側軸受台下部ベース 
取 付 ボ ル ト(ｉ＝3) 

   805 
48 

(M48) 

800 800 
4 

2 

250 250 2 

機 関 側 軸 受 台 
取 付 ボ ル ト(ｉ＝4) 

   635 
48 

(M48) 

600 600 
4 

2 

200 200 2 

軸受台取付ボルト 
(ｉ＝5) 

   805 
42 

(M42) 

600 600 
4 

2 

160 160 2 

K7 ① Ⅴ-2-10-1-2-1-1 R1 

87 



 

 

     

P(kW) N（ rpm）  E（ MPa）  G（ MPa）  I(mm 4) As(mm 2) A(mm 2) 

5295 1000 200000 76900 1.120×10 12 2.618×10 5 7.448×10 5 

 

 

1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                                                              (単位：N) 

 部材 

Ｆbi Ｑbi 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

    

固定子取付ボルト 
(ｉ＝2) 

    

機関側軸受台下部ベース 
取 付 ボ ル ト(ｉ＝3) 

    

機 関 側 軸 受 台 

取 付 ボ ル ト(ｉ＝4) 
    

軸受台取付ボルト 

(ｉ＝5) 
    

 
1.4 結論  

1.4.1 ボルトの応力                                                                    (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
(ｉ＝1) 

S45C 
引張り σb1＝ 10 ƒts1＝254＊ σb1＝ 59 ƒts1＝292＊ 

せん断 τb1＝ 11 ƒsb1＝195 τb1＝ 20 ƒsb1＝225 

固定子取付ボルト 
(ｉ＝2) 

S20C 
引張り σb2＝ 27 ƒts2＝180＊ σb2＝ 73 ƒts2＝205＊ 

せん断 τb2＝ 14 ƒsb2＝139 τb2＝ 26 ƒsb2＝158 

機関側軸受台下部ベース 
取 付 ボ ル ト(ｉ＝3) 

S20C 
引張り σb3＝ 54 ƒts3＝180＊ σb3＝ 113 ƒts3＝205＊ 

せん断 τb3＝ 18 ƒsb3＝139 τb3＝ 34 ƒsb3＝158 

機 関 側 軸 受 台 
取 付 ボ ル ト(ｉ＝4) 

S20C 
引張り σb4＝ 49 ƒts4＝180＊ σb4＝ 104 ƒts4＝205＊ 

せん断 τb4＝ 17 ƒsb4＝139 τb4＝ 31 ƒsb4＝158 

軸受台取付ボルト 
(ｉ＝5) 

S20C 
引張り σb5＝ 12 ƒts5＝180＊ σb5＝ 36 ƒts5＝205＊ 

せん断 τb5＝ 12 ƒsb5＝139 τb5＝ 23 ƒsb5＝158 

すべて許容応力以下である。                                             注記＊：ƒｔｓｉ＝ Min[1.4・ƒｔｏｉ－ 1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 
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1.4.2 動的機能の評価結果                          (単位：×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

発電機 7C 
水平方向 0.91 2.6 

鉛直方向 0.87 1.0 

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設 備分類  
据付場所及び 
床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

発電機振動に 

よる震度 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

発電機 7C 

常設／防止 

(DB 拡張) 
常設／緩和 
(DB 拡張) 

原子炉建屋 

T.M.S.L. 13.605 

 (T.M.S.L. 12.3＊1) 

  ― ― ＣＨ＝1.42 ＣＶ＝1.33 ＣＧ＝0.07 ― 50 

注記＊1：基準床レベルを示す。  

2.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 
(kg) 

ｍｉ(h) 
(kg) 

ｍｉ(v) 
(kg) 

ｈｉ 
(mm) 

d i 
(mm) 

１ｉ(mm)＊1 ２ｉ(mm)＊1 

ｎｉ 

ｎｆｉ＊1 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 
又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 
又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 
又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
   1043 

56 

(M56) 

― 1250 ― 1250 
14 

― 6 

― 1700 ― 1860 ― 2 

固定子取付ボルト 

(ｉ＝2) 
   805 

48 

(M48) 

― 1250 ― 1250 
6 

― 3 

― 500 ― 500 ― 2 

機関側軸受台下部ベース 

取 付 ボ ル ト(ｉ＝3) 
   805 

48 

(M48) 

― 800 ― 800 
4 

― 2 

― 250 ― 250 ― 2 

機 関 側 軸 受 台 

取 付 ボ ル ト(ｉ＝4) 
   635 

48 

(M48) 

― 600 ― 600 
4 

― 2 

― 200 ― 200 ― 2 

軸受台取付ボルト 

(ｉ＝5) 
   805 

42 

(M42) 

― 600 ― 600 
4 

― 2 

― 160 ― 160 ― 2 

 

部     材 
Ａｂｉ 
(mm2) 

Ｓｙｉ 
(MPa) 

Ｓｕｉ 
(MPa) 

Ｆｉ(MPa) Ｆｉ ＊ (MPa) 

転倒方向 ＭＧ(N･mm) 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

2.463×103 
 339＊2 

(40mm＜径≦100mm) 
556＊2 

(40mm＜径≦100mm) 
― 389 ― 軸 ― ― 

固定子取付ボルト 
(ｉ＝2) 

1.810×103 
241＊2 

(径≦100mm) 
391＊2 

(径≦100mm) 
― 274 ― 軸 ― ― 

機関側軸受台下部ベース 

取 付 ボ ル ト(ｉ＝3) 
1.810×103 

241＊2 

(径≦100mm) 

391＊2 

(径≦100mm) 
― 274 ― 軸 ― ― 

機 関 側 軸 受 台 

取 付 ボ ル ト(ｉ＝4) 
1.810×103 

241＊2 

(径≦100mm) 

391＊2 

(径≦100mm) 
― 274 ― 軸 ― ― 

軸受台取付ボルト 
(ｉ＝5) 

1.385×103 
241＊2 

(径≦100mm) 
391＊2 

(径≦100mm) 
― 274 ― 軸直角 ― ― 

注記＊1：ボルトにおける上段は軸直角方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は軸方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊2：周囲環境温度で算出 
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P(kW) N（ rpm）  E（ MPa）  G（ MPa）  I(mm 4) As(mm 2) A(mm 2) 

5295 1000 200000 76900 1.120×10 12 2.618×10 5 7.448×10 5 

 

 

2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                                                              (単位：N) 

 

 
2.4 結論  

2.4.1 ボルトの応力                                                                    (単位：MPa) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

すべて許容応力以下である。                                            注記＊：ƒｔｓｉ＝ Min[1.4・ƒｔｏｉ－ 1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

部材 

Ｆbi Ｑbi 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

―  ―  

固定子取付ボルト 
(ｉ＝2) 

―  ―  

機関側軸受台下部ベース 
取 付 ボ ル ト(ｉ＝3) 

―  ―  

機 関 側 軸 受 台 
取 付 ボ ル ト(ｉ＝4) 

―  ―  

軸受台取付ボルト 

(ｉ＝5) 
―  ―  

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

S45C 
引張り   ―    ― σb1＝ 59 ƒts1＝292＊ 

せん断   ―    ― τb1＝ 20 ƒsb1＝225 

固定子取付ボルト 
(ｉ＝2) 

S20C 
引張り   ―    ― σb2＝ 73 ƒts2＝205＊ 

せん断      ―    ― τb2＝ 26 ƒsb2＝158 

機関側軸受台下部ベース 
取 付 ボ ル ト(ｉ＝3) 

S20C 
引張り      ―    ― σb3＝ 113 ƒts3＝205＊ 

せん断    ―    ― τb3＝ 34 ƒsb3＝158 

機 関 側 軸 受 台 
取 付 ボ ル ト(ｉ＝4) 

S20C 
引張り   ―    ― σb4＝ 104 ƒts4＝205＊ 

せん断   ―    ― τb4＝ 31 ƒsb4＝158 

軸受台取付ボルト 
(ｉ＝5) 

S20C 
引張り   ―    ― σb5＝ 36 ƒts5＝205＊ 

せん断      ―    ― τb5＝ 23 ƒsb5＝158 
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2.4.2 動的機能の評価結果                         (単位：×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

発電機 7C 
水平方向 0.91 2.6 

鉛直方向 0.87 1.0 

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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 転倒方向 

ｈ
１
 ｍ１･g 

Ａ Ａ 

Ａ～Ａ矢視図 
１１ ２１ 

 
転倒方向 

ｍ１･g 

ｈ
１

 

Ａ Ａ 

Ａ～Ａ矢視図 
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固定子取付ボルト 

軸直角方向転倒 
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 転倒方向 
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Ｂ 
Ｂ 

Ｂ～Ｂ矢視図 
１２ ２２ 

 転倒方向 

ｈ
２

 

Ｂ～Ｂ矢視図 
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機関側軸受台下部ベース取付ボルト 

軸直角方向転倒 
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 転倒方向 

ｈ
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機関側軸受台取付ボルト 

軸直角方向転倒 
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 転倒方向 
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Ｄ～Ｄ矢視図 

Ｄ Ｄ 
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１４ ２４ 

 

Ｄ 

転倒方向 
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ｍ４(v)･g 

Ｄ 

１４ ２４ 
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 転倒方向 

ｈ
５

 
Ｅ～Ｅ矢視図 

Ｅ Ｅ 
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１５ ２５ 

 

Ｅ 

転倒方向 

ｈ
５

 

Ｅ～Ｅ矢視図 

ｍ５･g 
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１５ ２５ 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針に基づき，

非常用ディーゼル発電設備の空気だめが設計用地震力に対して十分な構造強度を有していること

を説明するものである。 

空気だめは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設備においては常

設重大事故防止設備（設計基準拡張）及び常設重大事故緩和設備（設計基準拡張）に分類される。

以下，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価を示す。 

 なお，空気だめは，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法」に記載のスカート支持たて置円筒形容器で

あるため，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-3 スカート支持たて置円筒形容器の耐震性

についての計算書作成の基本方針」に基づき評価を実施する。 

 

2. 一般事項 
2.1 構造計画 

空気だめの構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

胴をスカートで支持し，

スカートを基礎ボルトで

基礎に据え付ける。 

上面及び下面に鏡板を

有するたて置円筒形容

器 

 

K7 ① Ⅴ-2-10-1-2-1-2 R1 

2
 

(寸法：mm) 

胴板 

スカート 

基礎ボルト 

φ1200 

2
9
0
4 
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3. 固有周期 

3.1 固有周期の計算 

理論式により固有周期を計算する。固有周期の計算に用いる計算条件は，本計算書の【空気

だめの耐震性についての計算結果】の機器要目に示す。 

計算の結果，固有周期は 0.05 秒以下であり，剛であることを確認した。固有周期の計算結果

を表 3－1に示す。 

 

表 3－1 固有周期       (単位：s)

水平  

鉛直  
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4. 構造強度評価 
4.1 構造強度評価方法 

空気だめの構造強度評価は，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-3 スカート支持たて

置円筒形容器の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき行う。 

 
4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

空気だめの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用いるもの

を表 4－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－2に示す。 

 
4.2.2 許容応力 

空気だめの許容応力は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 4－3 及び表 4－4

のとおりとする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

空気だめの使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に用いるものを

表 4－5に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－6に示す。 

 

4.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【空気だめの耐震性についての計算結果】の設計

条件及び機器要目に示す。 

 



 

 

表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

非常用電源

設備 

非常用発電

装置 
空気だめ Ｓ クラス３容器 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：クラス３容器の支持構造物を含む。 

 

 

表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

非常用電源

設備 

非常用発電

装置 
空気だめ 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 

常設／緩和 

（ＤＢ拡張） 

重大事故等 

クラス２容器 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

注記＊1：「常設／防止（ＤＢ拡張）」常設重大事故防止設備（設計基準拡張），「常設／緩和（ＤＢ拡張）」は常設重大事故緩和設備（設計基準

拡張）を示す。 

＊2：重大事故等クラス２容器の支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 4－3 許容応力（クラス２，３容器及び重大事故等クラス２容器） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

ⅢＡＳ 

Ｓｙと 0.6・Ｓｕの小さい方 

ただし，オーステナイト系ス

テンレス鋼及び高ニッケル合

金については上記値と 1.2・

Ｓとの大きい方 

左欄の 1.5 倍の値 

 

 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は基準地震動Ｓｓのみによる疲労解

析を行い，疲労累積係数が 1.0 以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値が 2・Ｓｙ

以下であれば，疲労解析は不要。 

ⅣＡＳ 

0.6・Ｓｕ 左欄の 1.5 倍の値 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの

許容限界を用いる。） 

基準地震動Ｓｓのみによる疲労解析を行い，疲労累積係数が

1.0 以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値が 2・Ｓｙ

以下であれば，疲労解析は不要。 

注記＊1：座屈による評価は，クラスＭＣ容器の座屈に対する評価式による。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 
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表 4－4 許容応力（クラス２，３支持構造物及び重大事故等クラス２支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2，＊3 

（ボルト等以外） 

許容限界＊2，＊3 

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

引張り 引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・fｔ 1.5・fｔ 1.5・fｓ 

ⅣＡＳ 

1.5・fｔ 1.5・fｔ 1.5・fｓ ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

注記＊1：座屈による評価は，クラスＭＣ容器の座屈に対する評価式による。 

  ＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊3：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 
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表 4－5 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

胴板 SGV480 最高使用温度 90 ― 241 438 ― 

スカート SGV480 周囲環境温度 50 ― 259 471 ― 

基礎ボルト 
SS400 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度 50 ― 231 394 ― 
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表 4－6 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

胴板 SGV480 最高使用温度 90 ― 241 438 ― 

スカート SGV480 周囲環境温度 50 ― 259 471 ― 

基礎ボルト 
SS400 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度 50 ― 231 394 ― 
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5. 評価結果 

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

空気だめの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足

しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

空気だめの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容

限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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スカート開口部の形状を示す。 

【空気だめの耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用圧力 

(MPa) 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

空気だめ Ｓ 
原子炉建屋 

T.M.S.L.  12.3 
  ＣＨ＝0.71 ＣＶ＝0.67 ＣＨ＝1.40 ＣＶ＝1.33 3.24 90 50 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

1.2 機器要目 

ｍ０ 

(kg) 

ｍｅ 

(kg) 

Ｄｉ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 

Ｄｓ 

(mm) 

ｔｓ 

(mm) 

Ｅ 

(MPa) 

Ｅｓ 

(MPa) 

Ｇ 

(MPa) 

Ｇｓ 

(MPa) 

  1200 22.0 1245 22.0 199000 201000 76500 77300 

 

(mm) 
ｓ 

(mm) 

Ｄ１ 

(mm) 

Ｄ２ 

(mm) 

Ｄ３ 

(mm) 
s ｎ 

Ｄｃ 

(mm) 

Ｄｂｏ 

(mm) 

1132 520 102.3 102.3 102.3 15 6 1420 1500 

 
Ｄｂｉ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ 

(mm2) 

Ｙ 

(mm) 

Ｍｓ(N･mm) 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

1050 
24 

(M24) 
452.4 307 3.336×107 6.577×107 

 
Ｓｙ(胴板) 

(MPa) 

Ｓｕ(胴板) 

(MPa) 

Ｓ(胴板) 

(MPa) 

Ｓｙ(スカート) 
(MPa) 

Ｓｕ(スカート) 
(MPa) 

Ｆ(スカート) 
(MPa) 

Ｆ (スカート) 

(MPa) 

241 438 ― 259 471 259 311 

 
Ｓｙ(基礎ボルト) 

(MPa) 

Ｓｕ(基礎ボルト) 

(MPa) 

Ｆ(基礎ボルト) 

(MPa) 

Ｆ (基礎ボルト) 
(MPa) 

231 

(16mm＜径≦40mm) 

394 

(16mm＜径≦40mm) 
231 276 

注記＊1：最高使用温度で算出 
＊2：周囲環境温度で算出 

1
1
 

＊1 ＊2 ＊2 

＊
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1.3 計算数値 

1.3.1 胴に生じる応力 

(1) 一次一般膜応力                                               (単位：MPa) 

 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周方向応力 軸方向応力 せん断応力 周方向応力 軸方向応力 せん断応力 

静水頭又は内圧による応力 σφ１＝91 σｘ１＝46 ― σφ１＝91 σｘ１＝46 ―  

運転時質量による引張応力 ― σｘ２＝1 ― ― σｘ２＝1 ―  

鉛直方向地震による引張応力 ― σｘ５＝0 ― ― σｘ５＝1 ―  

空質量による圧縮応力 ― σｘ３＝1 ― ― σｘ３＝1 ―  

鉛直方向地震による圧縮応力 ― σｘ６＝1 ― ― σｘ６＝1 ―  

水平方向地震による応力 ― σｘ４＝1 τ＝1 ― σｘ４＝2 τ＝ 1 

応力の和 
引張側 σφ＝91 σｘｔ＝47 ― σφ＝91 σｘｔ＝48 ―  

圧縮側 σφ＝-91 σｘｃ＝-44 ― σφ＝-91 σｘｃ＝-43 ―  

組合せ応力 
引張り σ０ｔ＝91 σ０ｔ＝91 

圧縮 ― ― 

 
 

(2) 地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値                                         (単位：MPa) 

 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周方向応力 軸方向応力 せん断応力 周方向応力 軸方向応力 せん断応力 

鉛直方向地震による引張応力 ― σｘ５＝0 ― ― σｘ５＝1 ― 

鉛直方向地震による圧縮応力 ― σｘ６＝1 ― ― σｘ６＝1 ― 

水平方向地震による応力 ― σｘ４＝1 τ＝1 ― σｘ４＝2 τ＝1 

応力の和 
引張側 σ２φ＝0 σ２ｘｔ＝1 ― σ２φ＝0 σ２ｘｔ＝2 ― 

圧縮側 σ２φ＝0 σ２ｘｃ＝1 ― σ２φ＝0 σ２ｘｃ＝2 ― 

組合せ応力 

（変動値） 

引張り σ２ｔ＝3 σ２ｔ＝5 

圧縮 σ２ｃ＝3 σ２ｃ＝5 

 
 

1.3.2 スカートに生じる応力                             (単位：MPa)    1.3.3 基礎ボルトに生じる応力                     (単位：MPa) 

 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ  

 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

応力 組合せ応力 応力 組合せ応力  

運転時質量による応力 σｓ１＝1 

σｓ＝3 

σｓ１＝1 

σｓ＝4 

 引張応力 σｂ＝21 σｂ＝54 

鉛直方向地震による応力 σｓ３＝1 σｓ３＝1  せん断応力 τｂ＝8 τｂ＝15 
水平方向地震

による応力 

曲げ σｓ２＝2 σｓ２＝3 

せん断 τｓ＝1 τｓ＝1 

 
 

1
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1.4 結論 

1.4.1 固有周期         (単位：s) 

方向 固有周期 

水平方向  

鉛直方向  

 

 

1.4.2 応力                                                                                (単位：MPa) 

 

  

                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

すべて許容応力以下である。                                            注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ] 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

胴板 SGV480 

一次一般膜 σ０＝91 Ｓａ＝241 σ０＝91 Ｓａ＝262 

一次＋二次 σ２＝3 Ｓａ＝482 σ２＝5 Ｓａ＝482 

スカート SGV480 

組合せ σｓ＝3 ƒｔ＝259 σｓ＝4 ƒｔ＝311 

圧縮と曲げ 

の組合せ 

(座屈の評価) 

ƒb

+
η ・ σs2η ・ （ σs1 + σs3 ）

ƒc

≦ 1
 

ƒb

+
η ・ σs2η ・ （ σs1 + σs3 ）

ƒc

≦ 1
 

0.01（無次元） 0.02（無次元） 

基礎ボルト SS400 

引張り σｂ＝21 ƒｔｓ＝173＊ σｂ＝54 ƒｔｓ＝207＊ 

せん断 τｂ＝8 ƒｓｂ＝133 τｂ＝15 ƒｓｂ＝159 

1
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スカート開口部の形状を示す。 

2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用圧力 

(MPa) 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

空気だめ 

常設／防止 
（ＤＢ拡張） 
常設／緩和 
（ＤＢ拡張） 

原子炉建屋 

T.M.S.L.  12.3 
  ― ― ＣＨ＝1.40 ＣＶ＝1.33 3.24 90 50 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

2.2 機器要目 

ｍ０ 

(kg) 

ｍｅ 

(kg) 

Ｄｉ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 

Ｄｓ 

(mm) 

ｔｓ 

(mm) 

Ｅ 

(MPa) 

Ｅｓ 

(MPa) 

Ｇ 

(MPa) 

Ｇｓ 

(MPa) 

  1200 22.0 1245 22.0 199000 201000 76500 77300 

 

(mm) 
ｓ 

(mm) 

Ｄ１ 

(mm) 

Ｄ２ 

(mm) 

Ｄ３ 

(mm) 
s ｎ 

Ｄｃ 

(mm) 

Ｄｂｏ 

(mm) 

1132 520 102.3 102.3 102.3 15 6 1420 1500 

 
Ｄｂｉ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ 

(mm2) 

Ｙ 

(mm) 

Ｍｓ(N･mm) 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

1050 
24 

(M24) 
452.4 307 ― 6.577×107 

 
Ｓｙ(胴板) 

(MPa) 

Ｓｕ(胴板) 

(MPa) 

Ｓ(胴板) 

(MPa) 

Ｓｙ(スカート) 
(MPa) 

Ｓｕ(スカート) 
(MPa) 

Ｆ(スカート) 
(MPa) 

Ｆ (スカート) 

(MPa) 

241 438 ― 259 471 ― 311 

 
Ｓｙ(基礎ボルト) 

(MPa) 

Ｓｕ(基礎ボルト) 

(MPa) 

Ｆ(基礎ボルト) 

(MPa) 

Ｆ (基礎ボルト) 
(MPa) 

231 

(16mm＜径≦40mm) 

394 

(16mm＜径≦40mm) 
― 276 

注記＊1：最高使用温度で算出 
＊2：周囲環境温度で算出 
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2.3 計算数値 

2.3.1 胴に生じる応力 

(1) 一次一般膜応力                                                        (単位：MPa) 

 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周方向応力 軸方向応力 せん断応力 周方向応力 軸方向応力 せん断応力 

静水頭又は内圧による応力 ― ― ― σφ１＝91 σｘ１＝46 ― 

運転時質量による引張応力 ― ― ― ― σｘ２＝1 ― 

鉛直方向地震による引張応力 ― ― ― ― σｘ５＝1 ― 

空質量による圧縮応力 ― ― ― ― σｘ３＝1 ― 

鉛直方向地震による圧縮応力 ― ― ― ― σｘ６＝1 ― 

水平方向地震による応力 ― ― ― ― σｘ４＝2 τ＝1 

応力の和 
引張側 ― ― ― σφ＝91 σｘｔ＝48 ― 

圧縮側 ― ― ― σφ＝-91 σｘｃ＝-43 ― 

組合せ応力 
引張り ― σ０ｔ＝91 

圧縮 ― ―  

 
 

(2) 地震動のみによる 一次応力と二次応力の和の変動値                                       (単位：MPa) 

 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周方向応力 軸方向応力 せん断応力 周方向応力 軸方向応力 せん断応力 

鉛直方向地震による引張応力 ― ― ― ― σｘ５＝1 ― 

鉛直方向地震による圧縮応力 ― ― ― ― σｘ６＝1 ― 

水平方向地震による応力 ― ― ― ― σｘ４＝2 τ＝1 

応力の和 
引張側 ― ― ― σ２φ＝0 σ２ｘｔ＝2 ― 

圧縮側 ― ― ― σ２φ＝0 σ２ｘｃ＝2 ― 

組合せ応力 

（変動値） 

引張り ― σ２ｔ＝5 

圧縮 ― σ２ｃ＝5 

 
 

2.3.2 スカートに生じる応力                             (単位：MPa)    2.3.3 基礎ボルトに生じる応力                     (単位：MPa) 

 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ  

 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

応力 組合せ応力 応力 組合せ応力  

運転時質量による応力 ― 

― 

σｓ１＝1 

σｓ＝4 

 引張応力 ― σｂ＝54 

鉛直方向地震による応力 ― σｓ３＝1  せん断応力 ―  τｂ＝15 

水平方向地震

による応力 

曲げ ― σｓ２＝3 

せん断 ― τｓ＝1 
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2.4 結論 
2.4.1 固有周期           (単位：s) 

方向 固有周期 

水平方向  

鉛直方向  

 

 

2.4.2 応力                                                                               (単位：MPa) 

 

  

                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

すべて許容応力以下である。                                            注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ] 

部材 

材料 

応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

胴板 SGV480 

一次一般膜 ― ― σ０＝91 Ｓａ＝ 262 

一次＋二次 ― ― σ２＝5 Ｓａ＝ 482 

スカート SGV480 

組合せ ― ― σｓ＝4 ƒｔ＝ 311 

圧縮と曲げ 

の組合せ 

(座屈の評価) 

ƒb

+
η ・ σs2η ・ （ σs1 + σs3 ）

ƒc

≦ 1
 

ƒb

+
η ・ σs2η ・ （ σs1 + σs3 ）

ƒc

≦ 1
 

― 0.02（無次元） 

基礎ボルト SS400 

引張り ― ― σｂ＝54 ƒｔｓ＝ 207＊ 

せん断 ― ― τｂ＝15 ƒｓｂ＝ 159 

1
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1. 概要 

本計算書は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針に基づき，

非常用ディーゼル発電設備の空気圧縮機が設計用地震力に対して十分な構造強度を有しているこ

とを説明するものである。 

空気圧縮機は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設備においては

常設重大事故防止設備（設計基準拡張）及び常設重大事故緩和設備（設計基準拡張）に分類され

る。以下，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価を示す。 

 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

 空気圧縮機の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

空気圧縮機は空気圧縮機取付

ボルト及び原動機取付ボルト

で直接共通ベースに取り付け

る。共通ベースは基礎ボルト

で基礎に据え付ける。 

往復式 

（ピストンの往復運動

による空気の圧送構

造） 

 

 
空気圧縮機本体

原動機取付ボルト

基礎

共通ベース

原動機

基礎ボルト

基礎

空気圧縮機

取付ボルト  

（単位:mm） 

1700 

1030 

930 

ベルト 
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2.2 評価方針 

空気圧縮機の応力評価は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び荷重の組

合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示す空気圧縮機の部位を踏まえ「3. 評

価部位」にて設定する箇所において，「4. 固有周期」にて算出した固有周期に基づく設計用地

震力による応力等が許容限界内に収まることを，「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認す

ることで実施する。確認結果を「6. 評価結果」に示す。 

空気圧縮機の耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 空気圧縮機の耐震評価フロー 

 

  

地震時における応力 

設計用地震力 

理論式による固有周期 

空気圧縮機の構造強度評価 

計算モデルの設定 
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2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設計・

建設規格」という。） 
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2.4 記号の説明  

記号 記号の説明 単位 

Ａ 共通ベースの最小断面積 mm2 

Ａｂｉ ボルトの軸断面積＊1 mm2 
Ａｓ 最小有効せん断断面積 mm2 
ＣＥＨ 空気圧縮機往復運動による水平方向震度 ― 
ＣＥＶ 空気圧縮機往復運動による鉛直方向震度 ― 
ＣＨ 水平方向設計震度 ― 
ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 
ｄｉ ボルトの呼び径＊1 mm 
Ｅ 縦弾性係数 MPa 

Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値＊1 MPa 
Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3133 に定める値＊1 MPa 
Ｆｂｉ ボルトに作用する引張力（1本当たり）＊1 N 

ƒｓｂｉ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力＊1 MPa 

ƒｔｏｉ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

ƒｔｓｉ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

Ｇ せん断弾性係数 MPa 
g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 
ｈｉ 据付面又は取付面から重心までの距離＊2 mm 
Ｉ 断面二次モーメント mm4 
１ｉ 重心とボルト間の水平方向距離＊1，＊3 mm 
２ｉ 重心とボルト間の水平方向距離＊1，＊3 mm 
ＭＥ１ 空気圧縮機回転により作用するモーメント N･mm 
ＭＥ２ 原動機回転により作用するモーメント N･mm 
ｍｉ 運転時質量＊2 kg 
Ｎｐ 回転数（空気圧縮機の定格回転数） rpm 
Ｎｍ 回転数（原動機の同期回転速度） rpm 
ｎｉ ボルトの本数＊1 ― 
ｎｆｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数＊1 ― 
Ｐ 原動機出力 kW  
Ｑｂｉ ボルトに作用するせん断力＊1 N  
Ｓｕｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値＊1 MPa  
Ｓｙｉ（ＲＴ） 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める材料の 

40℃における値＊1 
MPa  

Ｔ 固有周期 s 
π 円周率 ― 

＊ 
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記号 記号の説明 単位 

σｂｉ ボルトに生じる引張応力＊1 MPa 

τｂｉ ボルトに生じるせん断応力＊1 MPa 

注記＊1：Ａｂｉ，ｄｉ，Ｆｉ，Ｆｉ，Ｆｂｉ，ƒｓｂｉ， ƒｔｏｉ， ƒｔｓｉ， １ｉ， ２ｉ，ｎｉ，ｎｆｉ，

Ｑｂｉ，Ｓｕｉ，Ｓｙｉ，Ｓｙｉ(ＲＴ)，σｂｉ及びτｂｉの添字ｉの意味は，以下のとおり

とする。 

ｉ＝1：基礎ボルト 

ｉ＝2：空気圧縮機取付ボルト 

ｉ＝3：原動機取付ボルト 

＊2：ｈｉ及びｍｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：据付面 

ｉ＝2：空気圧縮機取付面 

ｉ＝3：原動機取付面 

＊3： １ｉ≦ ２ｉ 

 

  

＊ 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2に示すとおりとする。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときはべき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点は，

比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。 
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3. 評価部位 

空気圧縮機の耐震評価は，「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評価上厳しく

なる基礎ボルト，空気圧縮機取付ボルト及び原動機取付ボルトについて実施する。空気圧縮機の

耐震評価部位については，表 2－1の概略構造図に示す。 

  



 

 

K
7
 
①
 Ⅴ

-
2-
1
0
-1
-
2
-1
-
3
 R
1
 

9 

4. 固有周期 

4.1 固有周期の計算方法 

空気圧縮機の固有周期の計算方法を以下に示す。 

(1) 計算モデル 

a. 空気圧縮機の質量は重心に集中するものとする。 

b． 空気圧縮機は共通ベース上にあり，共通ベースは基礎ボルトで基礎に固定されており，

固定端とする。また，空気圧縮機は，共通ベース上に取付ボルトで固定されるものとす

る。 

c. 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

空気圧縮機は，図 4－1に示す下端固定の１質点系振動モデルとして考える。 

 

                    ｍ１ 

 

 

 

 

図 4－1 固有周期の計算モデル 

 

(2) 水平方向固有周期 

水平方向固有周期は次式で求める。 

 

              ｍ１      ｈ１
３      ｈ１ 

1000     3・Ｅ・Ｉ     Ａｓ・Ｇ 

 

(3) 鉛直方向固有周期 

鉛直方向固有周期は次式で求める。 

 

              ｍ１      ｈ１      

1000     Ａ・Ｅ      

 

4.2 固有周期の計算条件 

固有周期の計算に用いる計算条件は，本計算書の【空気圧縮機の耐震性についての計算結果】

の機器要目に示す。 

 

  

ｈ
１

 

ＴＨ＝ 2・π・ ・・・（4.1.1） ＋ ・ 

ＴＶ＝ 2・π・ ・・・（4.1.2） ・ 
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4.3 固有周期の計算結果 

固有周期の計算結果を表 4－1に示す。計算の結果，固有周期は 0.05 秒以下であり，剛であ

ることを確認した。 

 

  表 4－1 固有周期       (単位：s) 

水平  

鉛直  
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5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

4.1(1)項 a.～ｃ.のほか，次の条件で計算する。 

(1) 地震力は空気圧縮機に対して水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。 

(2) 転倒方向は図 5－1～図 5－12 における軸直角方向及び軸方向について検討し，計算書には

計算結果の厳しい方（許容値／発生値の小さい方をいう。）を記載する。 

 

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

空気圧縮機の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用いるも

のを表 5－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5－2に示す。 

 

5.2.2 許容応力 

空気圧縮機の許容応力は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 5－3のとおりと

する。 

 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

空気圧縮機の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に用いるもの

を表 5－4に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5－5に示す。



 

 

1
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表 5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

非常用電源

設備 

非常用発電

装置 
空気圧縮機 Ｓ  ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

 

 

表 5－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

非常用電源

設備 

非常用発電

装置 
空気圧縮機 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 

常設／緩和 

（ＤＢ拡張） 

 ―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

注記＊1：「常設／防止（ＤＢ拡張）」常設重大事故防止設備（設計基準拡張），「常設／緩和（ＤＢ拡張）」は常設重大事故緩和設備（設計基準

拡張）を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

  

＊ 
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表 5－3 許容応力（その他の支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

   

＊
 

＊
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表 5－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

基礎ボルト 
SS400 

（径≦16mm） 
周囲環境温度 50 241 394 ― 

空気圧縮機 

取付ボルト 

SNB7 

（径≦63mm） 
周囲環境温度 50 715 838 ― 

原動機 

取付ボルト 

SNB7 

（径≦63mm） 
周囲環境温度 50 715 838 ― 

 

          

表 5－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

基礎ボルト 
SS400 

（径≦16mm） 
周囲環境温度 50 241 394 ― 

空気圧縮機 

取付ボルト 

SNB7 

（径≦63mm） 
周囲環境温度 50 715 838 ― 

原動機 

取付ボルト 

SNB7 

（径≦63mm） 
周囲環境温度 50 715 838 ― 
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5.3 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 5－6及び表 5－7に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅴ-2-1-7

「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。 

 

表 5－6 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉建屋 

T.M.S.L. 23.5＊ 
  ＣＨ＝0.78 ＣＶ＝0.71 ＣＨ＝1.51 ＣＶ＝1.38 

注記＊：基準床レベルを示す。 

  

 

表 5－7 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉建屋 

T.M.S.L. 23.5＊ 
  ― ― ＣＨ＝1.51 ＣＶ＝1.38 

注記＊：基準床レベルを示す。 
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１１ ２１ 

空気圧縮機本体

(ＣＨ＋ＣＥＨ  )・ｍ１・g 

(1－ＣＥＶ－ＣＶ  )・ｍ１・g 

ｈ
１
 

転倒方向

( １１≦ ２１) 
１１ ２１ 

引張りを受ける 
ボルト列 

転倒支点となる 
ボルト列 

転倒支点 

5.4 計算方法 

 5.4.1 応力の計算方法 

5.4.1.1 基礎ボルトの計算方法 

 基礎ボルトの応力は地震による震度，空気圧縮機の往復運動による震度及び空気圧

縮機回転により作用するモーメントによって生じる引張力とせん断力について計算す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－1 計算モデル（軸直角方向転倒：弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度の場合） 

 

 

 

１１ ２１ 

ｈ
１
 

１１ ２１ 

(ＣＨ＋ＣＥＨ )・ｍ１・g 
(1－ＣＥＶ－ＣＶ )・ｍ１・g 

( １１≦ ２１) 

転倒方向 

原動機 

引張りを受ける 
ボルト列 

転倒支点となる 
ボルト列 

転倒支点 

 

 

図 5－2 計算モデル（軸方向転倒：弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度の場合） 
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１１ ２１ 

空気圧縮機本体

(ＣＨ＋ＣＥＨ  )・ｍ１・g 

(ＣＥＶ＋ＣＶ－1  )・ｍ１・g 

ｈ
１
 

転倒方向

( １１≦ ２１) 
１１ ２１ 

引張りを受ける 
ボルト列 

転倒支点となる 
ボルト列 

転倒支点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－3 計算モデル（軸直角方向転倒：基準地震動Ｓｓの場合） 

 

 

 

 

１１ ２１ 

ｈ
１
 

１１ ２１ 

(ＣＨ＋ＣＥＨ )・ｍ１・g (ＣＥＶ＋ＣＶ－1 )・ｍ１・g 

( １１≦ ２１) 

転倒方向 

原動機 

引張りを受ける 
ボルト列 

転倒支点となる 
ボルト列 

転倒支点 

 
 

図 5－4 計算モデル（軸方向転倒：基準地震動Ｓｓの場合） 
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(1) 引張応力 

基礎ボルトに対する引張力は最も厳しい条件として，図 5－1～図 5－4で基礎ボルト

を支点とする転倒を考え，これを片側の列の基礎ボルトで受けるものとして計算する。 

なお，空気圧縮機回転によるモーメントは，空気圧縮機と原動機が共通ベース上にあ

り互いに打ち消しあうため，評価に考慮しない。 

 

引張力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度の場合 

             (ＣＨ＋ＣＥＨ)･ｍ１・g・ｈ１－(１－ＣＥＶ－ＣＶ)･ｍ１・g・ １１ 

ｎｆ１・（ １１＋ ２１） 

・・・・・・（5.4.1.1.1） 

 

基準地震動Ｓｓの場合 

             (ＣＨ＋ＣＥＨ)･ｍ１・g・ｈ１－(１－ＣＥＶ－ＣＶ)･ｍ１・g・ ２１ 

ｎｆ１・（ １１＋ ２１） 

・・・・・・（5.4.1.1.2） 

 

ここで，ＣＥＨ及びＣＥＶは空気圧縮機の往復運動による起振力及び空気圧縮機の回転

数を考慮して定める値である。 

 

引張応力 

Ｆｂ１ 

Ａｂ１ 

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂ１は次式により求める。 

π 

4 

ただし，Ｆｂ１が負のとき基礎ボルトには引張力が生じないので，引張応力の計算は

行わない。 

  

Ｆｂ１＝ 

σｂ１＝
 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.1.3） 

Ａｂ１＝
 

・ｄ１
２
 

 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.1.4） 

Ｆｂ１＝ 
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(2) せん断応力 

基礎ボルトに対するせん断力は基礎ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

 

せん断力 

       Ｑｂ１＝（ＣＨ＋ＣＥＨ ）・ｍ１・g ・ ・・・・・・・・・・・（5.4.1.1.5） 

        

せん断応力 

            Ｑｂ１ 

            ｎ１・Ａｂ１ 

  

τｂ１＝
 

・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.1.6） 
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5.4.1.2 空気圧縮機取付ボルトの計算方法 

  空気圧縮機取付ボルトの応力は地震による震度，空気圧縮機の往復運動による震度

及び空気圧縮機回転により作用するモーメントによって生じる引張力とせん断力につ

いて計算する。 

 

１２ ２２ 

空気圧縮機本体

(ＣＨ＋ＣＥＨ  )・ｍ２・g 

(1－ＣＥＶ－ＣＶ  )・ｍ２・g 

ｈ
２
 

転倒方向

( １２≦ ２２) 
１２ ２２ 

引張りを受ける 
ボルト列 

転倒支点となる 
ボルト列 

転倒支点 

 

図 5－5 計算モデル（軸直角方向転倒：弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度の場合） 

 

 

１２ ２２ 

ｈ
２
 

(ＣＨ＋ＣＥＨ  )・ｍ２・g 

(1－ＣＥＶ－ＣＶ  )・ｍ２・g 

( １２≦ ２２) 

１２ ２２ 

転倒方向 

空気圧縮機本体 引張りを受ける 
ボルト列 

転倒支点となる 
ボルト列 

転倒支点 

 

図 5－6 計算モデル（軸方向転倒：弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度の場合） 
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１２ ２２ 

空気圧縮機本体

(ＣＨ＋ＣＥＨ  )・ｍ２・g 

(ＣＥＶ＋ＣＶ－1  )・ｍ２・g 

ｈ
２
 

転倒方向

( １２≦ ２２) 
１２ ２２ 

引張りを受ける 
ボルト列 

転倒支点となる 
ボルト列 

転倒支点 

 

図 5－7 計算モデル（軸直角方向転倒：基準地震動Ｓｓの場合） 

 

 

図 5－8 計算モデル（軸方向転倒：基準地震動Ｓｓの場合） 

  

 

１２ ２２ 

ｈ
２
 

(ＣＨ＋ＣＥＨ  )・ｍ２・g 

(ＣＥＶ＋ＣＶ  －1)・ｍ２・g 

( １２≦ ２２) 

１２ ２２ 

転倒方向 

空気圧縮機本体 
引張りを受ける 
ボルト列 

転倒支点となる 
ボルト列 

転倒支点 
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(1) 引張応力 

空気圧縮機取付ボルトに対する引張力は最も厳しい条件として，図 5－5～図 5－8で

空気圧縮機取付ボルトを支点とする転倒を考え，これを片側の列の空気圧縮機取付ボ

ルトで受けるものとして計算する。 

なお，計算モデル図 5－6と図 5－8の場合は，空気圧縮機回転によるモーメント＊は

作用しない。 

 

引張力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度の場合 

             (ＣＨ＋ＣＥＨ)･ｍ２・g・ｈ２＋ＭＥ１－(１－ＣＥＶ－ＣＶ)･ｍ２・g・ １２ 

ｎｆ２・（ １２＋ ２２） 

・・・・・・・・（5.4.1.2.1） 

 

基準地震動Ｓｓの場合 

             (ＣＨ＋ＣＥＨ)･ｍ２・g・ｈ２＋ＭＥ１－(１－ＣＥＶ－ＣＶ)･ｍ２・g・ ２２ 

ｎｆ２・（ １２＋ ２２） 

・・・・・・・・（5.4.1.2.2） 

ここで，ＣＥＨ及びＣＥＶは空気圧縮機の往復運動による起振力及び空気圧縮機の回転

数を考慮して定める値である。また，空気圧縮機回転によるモーメントＭＥ1 は次式に

より求める。 
60 

             2・π・Ｎｐ 

（１kW＝10６N･mm/s） 
引張応力 

Ｆｂ２ 

Ａｂ２ 

ここで，空気圧縮機取付ボルトの軸断面積Ａｂ２は次式により求める。 

π 

4 

ただし，Ｆｂ２が負のとき空気圧縮機取付ボルトには引張力が生じないので，引張応

力の計算は行わない。 

  

Ｆｂ２＝ 

σｂ２＝
 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ （5.4.1.2.3） 

Ａｂ２＝
 

・ｄ２
２
 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.2.4） 

注記＊：ＭＥ１＝  ・10６・Ｐ 

Ｆｂ２＝ 
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(2) せん断応力 

空気圧縮機取付ボルトに対するせん断力は空気圧縮機取付ボルト全本数で受けるも

のとして計算する。 

 

せん断力 

       Ｑｂ２＝（ＣＨ＋ＣＥＨ ）・ｍ２・g  ・・・・・・・・・・・・（5.4.1.2.5） 

        

せん断応力 

            Ｑｂ２ 

            ｎ２・Ａｂ２  
τｂ２＝

 

 

・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.2.6） 
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１３ ２３ 

ｈ
３

(ＣＨ＋ＣＥＨ  )・ｍ３・g 

(1－ＣＥＶ－ＣＶ  )・ｍ３・g 

( １３≦ ２３) 
１３ ２３ 

引張りを受ける 
ボルト列 

転倒支点となる 
ボルト列 

転倒方向 

  

転倒支点 

5.4.1.3 原動機取付ボルトの計算方法 

原動機取付ボルトの応力は地震による震度，空気圧縮機の往復運動による震度及び

原動機回転により作用するモーメントによって生じる引張力とせん断力について計算

する。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

原動機

ｈ
３
 

(ＣＨ＋ＣＥＨ  )・ｍ３・g 

(1－ＣＥＶ－ＣＶ  )・ｍ３・g 

引張りを受ける 
ボルト列 

転倒支点となる 
ボルト列 

転倒方向

( １３≦ ２３) 

１３ ２３ 

１３ ２３ 

転倒支点 

 
図 5－9 計算モデル（軸直角方向転倒：弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－10 計算モデル（軸方向転倒：弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度の場合） 
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１３ ２３ 

ｈ
３

(ＣＨ＋ＣＥＨ  )・ｍ３・g 

(ＣＥＶ＋ＣＶ－1  )・ｍ３・g 

( １３≦ ２３) 
１３ ２３ 

引張りを受ける 
ボルト列 

転倒支点となる 
ボルト列 

転倒方向 

転倒支点 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

原動機

ｈ
３
 

(ＣＨ＋ＣＥＨ  )・ｍ３・g 

(ＣＥＶ＋ＣＶ－1  )・ｍ３・g 

引張りを受ける 
ボルト列 

転倒支点となる 
ボルト列 

転倒方向

( １３≦ ２３) 

１３ ２３ 

１３ ２３ 

転倒支点 

 
図 5―11 計算モデル（軸直角方向転倒：基準地震動Ｓｓの場合） 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－12 計算モデル（軸方向転倒：基準地震動Ｓｓの場合） 
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(1) 引張応力 

原動機取付ボルトに対する引張力は最も厳しい条件として，図 5－9～図 5－12 で原

動機取付ボルトを支点とする転倒を考え，これを片側の列の原動機取付ボルトで受け

るものとして計算する。 

なお，計算モデル図 5－10 と図 5－12 の場合は，原動機回転によるモーメント＊は作

用しない。 

 

引張力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度の場合 

             (ＣＨ＋ＣＥＨ)･ｍ３・g・ｈ３＋ＭＥ２－(１－ＣＥＶ－ＣＶ)･ｍ３・g・ １３ 

ｎｆ３・（ １３＋ ２３） 

・・・・・・・・（5.4.1.3.1） 

 

基準地震動Ｓｓの場合 

             (ＣＨ＋ＣＥＨ)･ｍ３・g・ｈ３＋ＭＥ２－(１－ＣＥＶ－ＣＶ)･ｍ３・g・ ２３ 

ｎｆ３・（ １３＋ ２３） 

・・・・・・・・（5.4.1.3.2） 

 

ここで，ＣＥＨ及びＣＥＶは空気圧縮機の往復運動による起振力及び原動機の回転数を

考慮して定める値である。また，原動機回転によるモーメントＭＥ２は次式により求め

る。 
              60 
           2・π・Ｎｍ 

（１kW＝10６N･mm/s） 

引張応力 

Ｆｂ３ 

Ａｂ３ 

ここで，原動機取付ボルトの軸断面積Ａｂ３は次式により求める。 

π 

4 

ただし，Ｆｂ３が負のとき原動機取付ボルトには引張力が生じないので，引張応力の

計算は行わない。 

  

Ｆｂ３＝ 

 

σｂ３＝
 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.3.3） 

Ａｂ３＝
 

・ｄ３
２
 

・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.3.4） 

・10６・Ｐ 注記＊：ＭＥ２ ＝ 

Ｆｂ３＝ 
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(2) せん断応力 

原動機取付ボルトに対するせん断力は原動機取付ボルト全本数で受けるものとして

計算する。 

 

せん断力 

       Ｑｂ３＝（ＣＨ＋ＣＥＨ）・ｍ３・g     ・・・・・・・・・・・（5.4.1.3.5） 

        

せん断応力 

            Ｑｂ３ 

            ｎ３・Ａｂ３  
τｂ３＝

 
・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.3.6） 
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5.5 計算条件 

  5.5.1 基礎ボルトの応力計算条件 

基礎ボルトの応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【空気圧縮機の耐震性について

の計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

  5.5.2 空気圧縮機取付ボルトの応力計算条件 

空気圧縮機取付ボルトの応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【空気圧縮機の耐震

性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

  5.5.3 原動機取付ボルトの応力計算条件 

原動機取付ボルトの応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【空気圧縮機の耐震性に

ついての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

 

  



 

 

K
7
 
①
 Ⅴ

-
2-
1
0
-1
-
2
-1
-
3
 R
1
 

29 

5.6 応力の評価 

5.6.1 ボルトの応力評価 

5.4 項で求めたボルトの引張応力σｂｉは次式より求めた許容引張応力 ƒｔｓｉ以下であ

ること。ただし，ƒｔｏｉ は下表による。 

 

ƒｔｓｉ＝ Min[1.4・ƒｔｏｉ－ 1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ]  ·········· （5.6.1.1） 

 

せん断応力τｂｉはせん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 ƒｓｂｉ以下であるこ

と。ただし，ƒｓｂｉは下表による。 

 
 

 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度による 
荷重との組合せの場合 

基 準 地 震 動 Ｓ ｓ  

に よ る 荷 重 と の  

組 合 せ の 場 合  

許 容 引 張 応 力  

ƒｔｏｉ 

Ｆ

2
・1.5

ｉ

 
Ｆ

2
・1.5

ｉ

 

許 容 せ ん 断 応 力  

ƒｓｂｉ 

Ｆ

1.5・ 3
・1.5

ｉ 

 

Ｆ

1.5・ 3
・1.5

ｉ 

 

 

 

  

＊ 

＊ 
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6. 評価結果 

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

空気圧縮機の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満

足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

6.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

空気圧縮機の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生値は許

容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

 



 

 

K7 ① Ⅴ-2-10-1-2-1-3 R1 

3
1
 

【空気圧縮機の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 
耐震重要度 

分類 

据付場所及び 

床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動ＳＳ 空気圧縮機 

往復運動による 

水平方向震度 

空気圧縮機 

往復運動による 

鉛直方向震度 

最高使用温度 

（℃） 

周囲環境温度 

（℃） 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

空気圧縮機 Ｓ 
原子炉建屋 

T.M.S.L. 23.5＊ 
  ＣＨ＝0.78 ＣＶ＝0.71 ＣＨ＝1.51 ＣＶ＝1.38 ＣＥＨ＝0.06 ＣＥＶ＝0.01 ― 50 

注記＊：基準床レベルを示す。 

1.2 機器要目

  

部材 
Ａｂｉ 

(mm2) 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ  

(MPa) 

転倒方向 

ＭＥ 

(N･mm) 
弾性設計用 

地震動Ｓｄ 
又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 
(ｉ＝1) 

 
 241＊2 

（径≦16mm） 
 394＊2 

（径≦16mm） 
241 276 軸直角 軸 ― 

空気圧縮機取付ボルト 

(ｉ＝2) 
 

 715＊2 

（径≦63mm） 

 838＊2 

（径≦63mm） 
586 586 軸直角 軸直角 1.910×105 

原動機取付ボルト 

(ｉ＝3) 
 

 715＊2 

（径≦63mm） 

 838＊2 

（径≦63mm） 
586 586 軸直角 軸直角 9.549×104 

 

 
 
 
 
 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 
１ｉ＊1 

（mm） 

２ｉ＊1 

（mm） 
ｎｉ ｎｆｉ

＊1 

基礎ボルト 
(ｉ＝1) 

 470 
 

 

360 360 
8 

4 

675 675 2 

空気圧縮機取付ボルト 
(ｉ＝2) 

 245 
 

 

140 140 
4 

2 

220 220 2 

原動機取付ボルト 
(ｉ＝3) 

 180 
 

 

139.5 139.5 
4 

2 

139.5 139.5 2 

Ｐ(kW) Ｎp(rpm) Ｎm(rpm) Ｅ(MPa) Ｇ(MPa) Ｉ(mm4) ＡＳ(mm2) Ａ(mm2) 

15 750 1500  201000＊2  77300＊2 2.172×109 7.392×103 2.540×104 

注記＊1：ボルトにおける上段は軸直角方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は軸方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

  ＊2：周囲環境温度で算出   

 



 

 

K7 ① Ⅴ-2-10-1-2-1-3 R1 

3
2
 

 
 1.3 計算数値

  

1.3.1 ボルトに作用する力                                                              (単位：N) 
 

 
1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力                                                                 (単位：MPa) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

すべて許容応力以下である。                   注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

  

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
    

空気圧縮機取付ボルト 

(ｉ＝2) 
    

原動機取付ボルト 

(ｉ＝3) 
    

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
(ｉ＝1) 

SS400 

引張り σｂ１＝  4 ƒｔｓ１＝180＊ σｂ１＝ 13 ƒｔｓ１＝207＊ 

せん断 τｂ１＝  4 ƒｓｂ１＝139 τｂ１＝  7 ƒｓｂ１＝159 

空気圧縮機 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 
SNB7 

引張り σｂ２＝  7 ƒｔｓ２＝440＊ σｂ２＝ 15 ƒｔｓ２＝440＊ 

せん断 τｂ２＝  4 ƒｓｂ２＝338 τｂ２＝  7 ƒｓｂ２＝338 

原動機 

取付ボルト 

(ｉ＝3) 
SNB7 

引張り σｂ３＝  6 ƒｔｓ３＝440＊ σｂ３＝ 15 ƒｔｓ３＝440＊ 

せん断 τｂ３＝  5 ƒｓｂ３＝338 τｂ３＝  9 ƒｓｂ３＝338 
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2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 
設備 

分類 

据付場所及び 

床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 空気圧縮機 

往復運動による 

水平方向震度 

空気圧縮機 

往復運動による 

鉛直方向震度 

最高使用温度 

（℃） 

周囲環境温度 

（℃） 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

空気圧縮機 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 

常設／緩和 

（ＤＢ拡張） 

原子炉建屋 

T.M.S.L. 23.5＊ 
― ― ＣＨ＝1.51 ＣＶ＝1.38 ＣＥＨ＝0.06 ＣＥＶ＝0.01 ― 50 

注記＊：基準床レベルを示す。

  

2.2 機器要目 

 

 

部材 
Ａｂｉ 

(mm2) 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ  

(MPa) 

転倒方向 

ＭＥ 

(N･mm) 
弾性設計用 
地震動Ｓd 

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

 241＊2 

（径≦16mm） 
 394＊2 

（径≦16mm） 
― 276 ― 軸 ― 

空気圧縮機取付ボルト 
(ｉ＝2) 

 715＊2 

（径≦63mm） 
 838＊2 

（径≦63mm） 
― 586 ― 軸直角 1.910×105 

原動機取付ボルト 
(ｉ＝3) 

 715＊2 

（径≦63mm） 
 838＊2 

（径≦63mm） 
― 586 ― 軸直角 9.549×104 

 

Ｐ(kW) Ｎp(rpm) Ｎm(rpm) Ｅ(MPa) Ｇ(MPa) Ｉ(mm4) ＡＳ(mm2) Ａ(mm2) 

15 750 1500  201000＊2  77300＊2 2.172×109 7.392×103 2.540×104 

 

 

 

 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

１ｉ＊1 

（mm） 

２ｉ＊1 

（mm） 
ｎｉ ｎｆｉ＊1 

基礎ボルト 
(ｉ＝1) 

470 
360 360 

8 
4 

675 675 2 

空気圧縮機取付ボルト 
(ｉ＝2) 

245 
140 140 

4 
2 

220 220 2 

原動機取付ボルト 

(ｉ＝3) 
180 

139.5 139.5 
4 

2 

139.5 139.5 2 

注記＊1：取付ボルトにおける上段は軸直角方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は軸方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

  ＊2：周囲環境温度で算出 
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 2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                                                               (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓd又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
―  ―  

空気圧縮機取付ボルト 

(ｉ＝2) 
―  ―  

原動機取付ボルト 

(ｉ＝3) 
―  ―  

 

2.4 結論 
2.4.1 ボルトの応力                                                                 (単位：MPa) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

すべて許容応力以下である。                   注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
(ｉ＝1) 

SS400 

引張り ― ― σｂ１＝ 13 ƒｔｓ１＝207＊ 

せん断 ― ― τｂ１＝  7 ƒｓｂ１＝159 

空気圧縮機 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 
SNB7 

引張り ― ― σｂ２＝ 15 ƒｔｓ２＝440＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝  7 ƒｓｂ２＝338 

原動機 

取付ボルト 

(ｉ＝3) 
SNB7 

引張り ― ― σｂ３＝ 15 ƒｔｓ３＝440＊ 

せん断 ― ― τｂ３＝  9 ƒｓｂ３＝338 
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ｍ１・g 
ｍ２・g 

ｍ３・g 

基礎ボルト 
空気圧縮機取付ボルト 

ｈ
１
 

２
０
０

 

２
０
０

 

原動機取付ボルト 

１
３
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

２
３
 

１
２
 

２
２
 

１１ ２１ 

ｈ
３
 

ｈ
２

転倒方向
転倒方向

転倒方向

軸
直

角
方

向
転
倒

 

軸方向転倒 

 
 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度の場合 

 

ｍ１・g 
ｍ２・g 

ｍ３・g 

基礎ボルト 
空気圧縮機取付ボルト 

ｈ
１
 

２
０
０

 

２
０
０

 

原動機取付ボルト 

１
３
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

２
３
 

１
２
 

２
２
 

１１ ２１ 

ｈ
３
 

ｈ
２

転倒方向
ｍ１・g

転倒方向

軸
直
角
方

向
転
倒

 

軸方向転倒 

11 21 

11 21 

転倒方向

 
 

基準地震動Ｓｓの場合 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針に基づき，

燃料ディタンクが設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを説明するものである。 

燃料ディタンクは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設備におい

ては常設重大事故防止設備（設計基準拡張）及び常設重大事故緩和設備（設計基準拡張）に分類

される。以下，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価を示す。 

 なお，燃料ディタンクは，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法」に記載のスカート支持たて置円筒形

容器であるため，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-3 スカート支持たて置円筒形容器の

耐震性についての計算書作成の基本方針」に基づき評価を実施する。 

 

2. 一般事項 
2.1 構造計画 

燃料ディタンクの構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

胴をスカートで支持し，

スカートを基礎ボルトで

基礎に据え付ける。 

上面及び下面に鏡板を

有するたて置円筒形容

器 
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2
 

(寸法：mm) 

胴板 

スカート 

基礎ボルト 

φ2800 

4
0
7
8 
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3. 固有周期 

3.1 固有周期の計算 

理論式により固有周期を計算する。固有周期の計算に用いる計算条件は，本計算書の【燃料

ディタンクの耐震性についての計算結果】の機器要目に示す。 

計算の結果，固有周期は 0.05 秒以下であり，剛であることを確認した。固有周期の計算結果

を表 3－1に示す。 

 

表 3－1 固有周期       (単位：s)

水平  

鉛直  
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4. 構造強度評価 
4.1 構造強度評価方法 

燃料ディタンクの構造強度評価は，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-3 スカート支

持たて置円筒形容器の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づ

き行う。 

 
4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

燃料ディタンクの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用い

るものを表 4－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－2に示す。 

 
4.2.2 許容応力 

燃料ディタンクの許容応力は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 4－3及び表

4－4のとおりとする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

燃料ディタンクの使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に用いる

ものを表 4－5に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－6に示す。 

 

4.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【燃料ディタンクの耐震性についての計算結果】

の設計条件及び機器要目に示す。 

 



 

 

表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

非常用電源

設備 

非常用発電

装置 
燃料ディタンク Ｓ ― 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：クラス２，３容器及びクラス２，３支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

 

 

表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

非常用電源

設備 

非常用発電

装置 
燃料ディタンク 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 

常設／緩和 

（ＤＢ拡張） 

― 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

注記＊1：「常設／防止（ＤＢ拡張）」は常設重大事故防止設備（設計基準拡張），「常設／緩和（ＤＢ拡張）」は常設重大事故緩和設備（設計基

準拡張）を示す。 

＊2：重大事故等クラス２容器及び重大事故等クラス２支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

5
 

＊ 

＊1 
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表 4－3 許容応力（クラス２，３容器及び重大事故等クラス２容器） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

ⅢＡＳ 

Ｓｙと 0.6・Ｓｕの小さい方 

ただし，オーステナイト系ス

テンレス鋼及び高ニッケル合

金については上記値と 1.2・

Ｓとの大きい方 

左欄の 1.5 倍の値 

 

 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は基準地震動Ｓｓのみによる疲労解

析を行い，疲労累積係数が 1.0 以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値が 2・Ｓｙ

以下であれば，疲労解析は不要。 

ⅣＡＳ 

0.6・Ｓｕ 左欄の 1.5 倍の値 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの

許容限界を用いる。） 

基準地震動Ｓｓのみによる疲労解析を行い，疲労累積係数が

1.0 以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値が 2・Ｓｙ

以下であれば，疲労解析は不要。 

注記＊1：座屈による評価は，クラスＭＣ容器の座屈に対する評価式による。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 
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表 4－4 許容応力（クラス２，３支持構造物及び重大事故等クラス２支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2，*3 

（ボルト等以外） 

許容限界＊2，＊3 

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

引張り 引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・fｔ 1.5・fｔ 1.5・fｓ 

ⅣＡＳ 

1.5・fｔ 1.5・fｔ 1.5・fｓ ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

注記＊1：座屈による評価は，クラスＭＣ容器の座屈に対する評価式による。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊3：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 
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表 4－5 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

胴板 
SS400 

（厚さ≦16mm） 
最高使用温度 50 ― 241 394 ― 

スカート 
SS400 

（厚さ≦16mm） 
周囲環境温度 50 ― 241 394 ― 

基礎ボルト 
SS400 

（40mm＜径≦100mm） 
周囲環境温度 50 ― 211 394 ― 
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表 4－6 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

胴板 
SS400 

（厚さ≦16mm） 
最高使用温度 50 ― 241 394 ― 

スカート 
SS400 

（厚さ≦16mm） 
周囲環境温度 50 ― 241 394 ― 

基礎ボルト 
SS400 

（40mm＜径≦100mm） 
周囲環境温度 50 ― 211 394 ― 
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5. 評価結果 

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

燃料ディタンクの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界

を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

燃料ディタンクの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生値

は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認し

た。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【燃料ディタンクの耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用圧力 

(MPa) 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
比重 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

燃料ディタンク Ｓ 
原子炉建屋 

T.M.S.L.  23.5 
  ＣＨ＝0.78 ＣＶ＝0.71 ＣＨ＝1.51 ＣＶ＝1.38 静水頭 50 50 0.86 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

1.2 機器要目 

ｍ０ 

(kg) 

ｍｅ 

(kg) 

Ｄｉ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 

Ｄｓ 

(mm) 

ｔｓ 

(mm) 

Ｅ 

(MPa) 

Ｅｓ 

(MPa) 

Ｇ 

(MPa) 

Ｇｓ 

(MPa) 

  2800 9.0 2800 9.0 201000 201000 77300 77300 

 

(mm) 
ｓ 

(mm) 

Ｄ１ 

(mm) 

Ｄ２ 

(mm) 

Ｄ３ 

(mm) 

Ｄ４ 

(mm) 

Ｈ 

(mm) 
s ｎ 

Ｄｃ 

(mm) 

Ｄｂｏ 

(mm) 

1210 929 102.3 102.3 102.3 102.3 2550 15 16 2950 3078 

 
Ｄｂｉ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 
Ａｂ 

(mm2) 

Ｙ 

(mm) 

Ｍｓ(N･mm) 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

2738 
42 

(M42) 
1385 409 3.158×108 6.113×108 

 
Ｓｙ(胴板) 

(MPa) 

Ｓｕ(胴板) 

(MPa) 

Ｓ(胴板) 

(MPa) 

Ｓｙ(スカート) 
(MPa) 

Ｓｕ(スカート) 
(MPa) 

Ｆ(スカート) 
(MPa) 

Ｆ (スカート) 

(MPa) 

241 

(厚さ≦16mm) 

394 

(厚さ≦16mm) 
― 

241 

(厚さ≦16mm) 

394 

(厚さ≦16mm) 
241 276 

 
Ｓｙ(基礎ボルト) 

(MPa) 

Ｓｕ(基礎ボルト) 

(MPa) 

Ｆ(基礎ボルト) 

(MPa) 

Ｆ (基礎ボルト) 
(MPa) 

211 

(40mm＜径≦100mm) 

394 

(40mm＜径≦100mm) 
211 253 

注記＊1：最高使用温度で算出 
＊2：周囲環境温度で算出 

1
1
 

＊1 ＊2 ＊1 ＊2 

＊2 ＊2 

＊2 ＊2 ＊1 ＊1 
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＊ 

スカート 

Ａ Ａ 

胴板 

 
s
 

t 

2
00
 

スカート開口部の形状を示す。 

Ｈ
 

 

基礎ボルト 

Ａ～Ａ矢視図 

Ｄ1 Ｄ2 
Ｄ3 Ｄ4 

Ｄｂｏ 
Ｄｃ 

Ｄｂｉ 

Ｄｉ 

ｍ０･g 

Ｄｓ 
ｔＳ 

Ｄ
ｊ
 

 



 

 

1.3 計算数値 

1.3.1 胴に生じる応力 

(1) 一次一般膜応力                                               (単位：MPa) 

 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周方向応力 軸方向応力 せん断応力 周方向応力 軸方向応力 せん断応力 

静水頭又は内圧による応力 σφ１＝4 σｘ１＝0 ― σφ１＝4 σｘ１＝0 ―  

運転時質量による引張応力 ― σｘ２＝2 ― ― σｘ２＝2 ―  

鉛直方向地震による引張応力 σφ２＝3 σｘ５＝2 ― σφ２＝5 σｘ５＝3 ―  

空質量による圧縮応力 ― σｘ３＝1 ― ― σｘ３＝1 ―  

鉛直方向地震による圧縮応力 ― σｘ６＝1 ― ― σｘ６＝1 ―  

水平方向地震による応力 ― σｘ４＝4 τ＝4 ― σｘ４＝7 τ＝ 8 

応力の和 
引張側 σφ＝6 σｘｔ＝7 ― σφ＝8 σｘｔ＝12 ―  

圧縮側 σφ＝-6 σｘｃ＝4 ― σφ＝-8 σｘｃ＝7 ―  

組合せ応力 
引張り σ０ｔ＝10 σ０ｔ＝17 

圧縮 σ０ｃ＝5 σ０ｃ＝10 

 
 

(2) 地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値                                        (単位：MPa) 

 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周方向応力 軸方向応力 せん断応力 周方向応力 軸方向応力 せん断応力 

鉛直方向地震による引張応力 σφ2＝3 σｘ５＝2 ― σφ2＝5 σｘ５＝3 ― 

鉛直方向地震による圧縮応力 ― σｘ６＝1 ― ― σｘ６＝1 ― 

水平方向地震による応力 ― σｘ４＝4 τ＝4 ― σｘ４＝7 τ＝8 

応力の和 
引張側 σ２φ＝3 σ２ｘｔ＝5 ― σ２φ＝5 σ２ｘｔ＝9 ― 

圧縮側 σ２φ＝-3 σ２ｘｃ＝4 ― σ２φ＝-5 σ２ｘｃ＝7 ― 

組合せ応力 

（変動値） 

引張り σ２ｔ＝15 σ２ｔ＝29 

圧縮 σ２ｃ＝11 σ２ｃ＝21 

 
 

1.3.2 スカートに生じる応力                                    (単位：MPa)   1.3.3 基礎ボルトに生じる応力               (単位：MPa) 

 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ  

 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

応力 組合せ応力 応力 組合せ応力  

運転時質量による応力 σｓ１＝3 

σｓ＝13 

σｓ１＝ 3 

σｓ＝23 

 引張応力 σｂ＝13 σｂ＝34 

鉛直方向地震による応力 σｓ３＝2 σｓ３＝ 4  せん断応力 τｂ＝7 τｂ＝13 
水平方向地震

による応力 

曲げ σｓ２＝7 σｓ２＝12 

せん断 τｓ＝4 τｓ＝ 8 

 
 

1
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1.4 結論 

1.4.1 固有周期        (単位：s) 

方向 固有周期 

水平方向  

鉛直方向  

 

 

1.4.2 応力                                                                                (単位：MPa) 

 

  

                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

すべて許容応力以下である。                                            注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ] 

 

 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

胴板 SS400 

一次一般膜 σ０＝10 Ｓａ＝236 σ０＝17 Ｓａ＝236 

一次＋二次 σ２＝15 Ｓａ＝482 σ２＝29 Ｓａ＝482 

スカート SS400 

組合せ σｓ＝13 ƒｔ＝241 σｓ＝23 ƒｔ＝276 

圧縮と曲げ 

の組合せ 

(座屈の評価) 

ƒb

+
η ・ σs2η ・ （ σs1 + σs3 ）

ƒc

≦ 1
 

ƒb

+
η ・ σs2η ・ （ σs1 + σs3 ）

ƒc

≦ 1
 

0.06（無次元） 0.11（無次元） 

基礎ボルト SS400 

引張り σｂ＝13 ƒｔｓ＝158＊ σｂ＝34 ƒｔｓ＝190＊ 

せん断 τｂ＝7 ƒｓｂ＝122 τｂ＝13 ƒｓｂ＝146 

1
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2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用圧力 

(MPa) 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
比重 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

燃料ディタンク 

常設／防止 
（ＤＢ拡張） 
常設／緩和 
（ＤＢ拡張） 

原子炉建屋 

T.M.S.L.  23.5 
  ― ― ＣＨ＝1.51 ＣＶ＝1.38 静水頭 50 50 0.86 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

2.2 機器要目 

ｍ０ 

(kg) 

ｍｅ 

(kg) 

Ｄｉ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 

Ｄｓ 

(mm) 

ｔｓ 

(mm) 

Ｅ 

(MPa) 

Ｅｓ 

(MPa) 

Ｇ 

(MPa) 

Ｇｓ 

(MPa) 

  2800 9.0 2800 9.0 201000 201000 77300 77300 

 

(mm) 
ｓ 

(mm) 

Ｄ１ 

(mm) 

Ｄ２ 

(mm) 

Ｄ３ 

(mm) 

Ｄ４ 

(mm) 

Ｈ 

(mm) 
s ｎ 

Ｄｃ 

(mm) 

Ｄｂｏ 

(mm) 

1210 929 102.3 102.3 102.3 102.3 2550 15 16 2950 3078 

 
Ｄｂｉ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ 

(mm2) 

Ｙ 

(mm) 

Ｍｓ(N･mm) 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

2738 
42 

(M42) 
1385 409 ― 6.113×108 

 
Ｓｙ(胴板) 

(MPa) 

Ｓｕ(胴板) 

(MPa) 

Ｓ(胴板) 

(MPa) 

Ｓｙ(スカート) 
(MPa) 

Ｓｕ(スカート) 
(MPa) 

Ｆ(スカート) 
(MPa) 

Ｆ (スカート) 

(MPa) 

241 

(厚さ≦16mm) 

394 

(厚さ≦16mm) 
― 

241 

(厚さ≦16mm) 

394 

(厚さ≦16mm) 
― 276 

 
Ｓｙ(基礎ボルト) 

(MPa) 

Ｓｕ(基礎ボルト) 

(MPa) 

Ｆ(基礎ボルト) 

(MPa) 

Ｆ (基礎ボルト) 
(MPa) 

211 

(40mm＜径≦100mm) 

394 

(40mm＜径≦100mm) 
― 253 

注記＊1：最高使用温度で算出 
＊2：周囲環境温度で算出 

1
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＊ 

＊2 ＊2 

＊1 ＊2 ＊1 ＊2 

スカート 

Ａ Ａ 

胴板 

 
s
 

t 

2
00
 

スカート開口部の形状を示す。 

Ｈ
 

 

基礎ボルト 

Ａ～Ａ矢視図 

Ｄ1 Ｄ2 
Ｄ3 Ｄ4 

Ｄｂｏ 
Ｄｃ 

Ｄｂｉ 

Ｄｉ 

ｍ０･g 

Ｄｓ 
ｔＳ 

Ｄ
ｊ
 

 



 

 

2.3 計算数値 

2.3.1 胴に生じる応力 

(1) 一次一般膜応力                                                (単位：MPa) 

 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周方向応力 軸方向応力 せん断応力 周方向応力 軸方向応力 せん断応力 

静水頭又は内圧による応力 ― ― ― σφ１＝4 σｘ１＝0 ― 

運転時質量による引張応力 ― ― ― ― σｘ２＝2 ― 

鉛直方向地震による引張応力 ― ― ― σφ２＝5 σｘ５＝3 ― 

空質量による圧縮応力 ― ― ― ― σｘ３＝1 ― 

鉛直方向地震による圧縮応力 ― ― ― ― σｘ６＝1 ― 

水平方向地震による応力 ― ― ― ― σｘ４＝7 τ＝8 

応力の和 
引張側 ― ― ― σφ＝8 σｘｔ＝12 ― 

圧縮側 ― ― ― σφ＝-8 σｘｃ＝7 ― 

組合せ応力 
引張り ― σ０ｔ＝17 

圧縮 ― σ０ｃ＝10 

 
 

(2) 地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値                                   (単位：MPa) 

 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周方向応力 軸方向応力 せん断応力 周方向応力 軸方向応力 せん断応力 

鉛直方向地震による引張応力 ― ― ― σφ２＝5 σｘ５＝3 ― 

鉛直方向地震による圧縮応力 ― ― ― ― σｘ６＝1 ― 

水平方向地震による応力 ― ― ― ― σｘ４＝7 τ＝8 

応力の和 
引張側 ― ― ― σ２φ＝5 σ２ｘｔ＝9 ― 

圧縮側 ― ― ― σ２φ＝-5 σ２ｘｃ＝7 ― 

組合せ応力 

（変動値） 

引張り ― σ２ｔ＝29 

圧縮 ― σ２ｃ＝21 

 
 

2.3.2 スカートに生じる応力                               (単位：MPa)    2.3.3 基礎ボルトに生じる応力                 (単位：MPa) 

 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ  

 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

応力 組合せ応力 応力 組合せ応力  

運転時質量による応力 ― 

― 

σｓ１＝ 3 

σｓ＝23 

 引張応力 ― σｂ＝34 

鉛直方向地震による応力 ― σｓ３＝ 4  せん断応力 ― τｂ＝13 
水平方向地震

による応力 

曲げ ― σｓ２＝12 

せん断 ― τｓ＝ 8 
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2.4 結論 
2.4.1 固有周期        (単位：s) 

方向 固有周期 

水平方向  

鉛直方向  

 

 

2.4.2 応力                                                                               (単位：MPa) 

 

  

                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

すべて許容応力以下である。                                            注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ] 

 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

胴板 SS400 

一次一般膜 ― ― σ０＝17 Ｓａ＝ 236 

一次＋二次 ― ― σ２＝29 Ｓａ＝ 482 

スカート SS400 

組合せ ― ― σｓ＝23 ƒｔ＝ 276 

圧縮と曲げ 

の組合せ 

(座屈の評価) 

ƒb

+
η ・ σs2η ・ （ σs1 + σs3 ）

ƒc

≦ 1
 

ƒb

+
η ・ σs2η ・ （ σs1 + σs3 ）

ƒc

≦ 1
 

― 0.11（無次元） 

基礎ボルト SS400 

引張り 
― 

― σｂ＝34 ƒｔｓ＝ 190＊ 

せん断 ― ― τｂ＝13 ƒｓｂ＝ 146 
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Ⅴ-2-10-1-2-1-5 燃料移送ポンプの耐震性についての計算書
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1. 概要 

本計算書は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維

持の設計方針に基づき，非常用ディーゼル発電設備の燃料移送ポンプが設計用地震力に

対して十分な構造強度及び動的機能を有していることを説明するものである。 

燃料移送ポンプは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設

備においては常設重大事故防止設備（設計基準拡張）及び常設重大事故緩和設備（設計

基準拡張）に分類される。以下，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備としての構

造強度評価及び動的機能維持評価を示す。 

なお，燃料移送ポンプは，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法」に記載の横軸ポンプである

ため，構造強度評価はⅤ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-1 横軸ポンプの耐震性

についての計算書作成の基本方針」に基づき評価を行う。また，燃料移送ポンプは，Ⅴ

-2-1-9「機能維持の基本方針」に記載されていない横置きのスクリュー式ポンプである

ため，原子力発電所耐震設計技術指針（ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版）（日本電気協

会 電気技術基準調査委員会 平成 3 年 6 月）（以下「ＪＥＡＧ４６０１」という。）に

て定められた評価部位の健全性を詳細評価することで動的機能維持の確認を行う。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

燃料移送ポンプの構造計画を表 2－1 に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ポンプはポンプベース

に固定され，ポンプベー

スは基礎ボルトで基礎

に据え付ける。 

スクリュー式 

（横置きスクリュー

式ポンプ） 
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275 

490 

（単位：mm） 

2
6
0
 

ポンプ  

原動機取付ボルト  

基礎ボルト  

原動機  

ポンプ取付ボルト  

ポンプベース  

基礎ボルト  

基礎  

基礎  



 

 

3. 構造強度評価 

3.1 構造強度評価方法 

燃料移送ポンプの構造強度評価は，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-1 横

軸ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき

行う。 

 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

燃料移送ポンプの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評

価に用いるものを表 3－1 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 3－2

に示す。 

 

3.2.2 許容応力 

燃料移送ポンプの許容応力は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表

3－3 のとおりとする。 

 

3.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

燃料移送ポンプの使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価

に用いるものを表 3－4 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 3－5 に

示す。 

 

3.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【燃料移送ポンプの耐震性についての計

算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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表 3－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

注記＊：その他のポンプ及びその他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

 

表 3－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

非常用電源 

設備 

非常用発電 

装置 
燃料移送ポンプ 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 

常設／緩和 

（ＤＢ拡張） 

 ―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3
 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣ

ＡＳの許容限界を

用いる。） 

注記＊1：「常設／防止（ＤＢ拡張）」常設重大事故防止設備（設計基準拡張），「常設／緩和（ＤＢ拡張）」は常設重大事故緩和設備（設計基準拡張）

を示す。 

＊2：その他のポンプ及びその他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

  

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

非常用電源 

設備 

非常用発電 

装置 
燃料移送ポンプ Ｓ  ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 
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表 3－3 許容応力（その他の支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

  許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 
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表 3－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

基礎ボルト 
SS400 

（径≦16mm） 
周囲環境温度 66 234 385 ― 

ポンプ取付ボルト 
SNB7 

（径≦63mm） 
最高使用温度 66 699 803 ― 

原動機取付ボルト 
SNB7 

（径≦63mm） 
周囲環境温度 66 699 803 ― 

 

 

表 3－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

基礎ボルト 
SS400 

（径≦16mm） 
周囲環境温度 66 234 385 ― 

ポンプ取付ボルト 
SNB7 

（径≦63mm） 
最高使用温度 66 699 803 ― 

原動機取付ボルト 
SNB7 

（径≦63mm） 
周囲環境温度 66 699 803 ― 
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4. 機能維持評価 

4.1 基本方針 

燃料移送ポンプは，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に記載されていない横置きの

スクリュー式ポンプであるため，ＪＥＡＧ４６０１にて定められた評価部位の健全性

を詳細評価することで動的機能維持の確認を行う。 

詳細評価に用いる応答加速度は，Ⅴ-2-1-7「設計用応答曲線の作成方針」に基づき，

基準地震動Ｓｓにより定まる設計用最大応答加速度（1.0ZPA）を設定する。 

(1) 燃料移送ポンプは地震後においてもその機能が維持されるよう，動的機能維持の

評価を行う。なお，本ポンプは，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に記載されてい

ない横置きのスクリュー式ポンプであるため，機能維持評価は，ＪＥＡＧ４６０１

にて定められた評価部位の健全性を確認することで動的機能維持の確認を行う。ま

た，原動機については横形ころがり軸受機であるため，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本

方針」に記載の機能確認済加速度を適用する。 

(2) 本ポンプは横置きの機器であることから，ＪＥＡＧ４６０１に従い構造的に一つ

の剛体として取り扱う。 
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4.2 ポンプの動的機能維持評価 

4.2.1 評価対象部位 

燃料移送ポンプは，容量等がＪＥＡＧ４６０１に記載されている横形遠心式ポ

ンプを上回ることはなく，回転機能を担う構成要素も変わらない。したがって，

基本的な構成要素はＪＥＡＧ４６０１に記載されている横形ポンプと同等である

ことから，ＪＥＡＧ４６０１に記載の横形ポンプの動的機能維持評価項目に従い，

以下の部位について評価を実施する。 

a. 基礎ボルト 

b. 取付ボルト 

c. 軸 

d. 軸受 

e. 摺動部（主ねじ部） 

f. メカニカルシール 

g. 軸継手 

このうち「a. 基礎ボルト」「b. 取付ボルト」については，「3. 構造強度評

価」に従って評価を行い，「5. 評価結果」にて十分な裕度を有していることを確

認している。また，「g. 軸継手」は，軸受でスラスト荷重を受け持つことで軸継

手にスラスト荷重が発生しない構造であるため，評価対象外とする。 

 以上より，本計算書においては，軸，軸受，摺動部（主ねじ部）及びメカニカ

ルシールを評価対象部位とする。 

 

4.2.2 評価基準値 

軸の許容応力は，軸の変形等による回転機能への影響を考慮し，軸の変形を弾

性範囲内に留めるよう，「その他のポンプ」の許容応力状態ⅢＡＳに準拠し設定す

る。摺動部（主ねじ部）については，主ねじとスリーブの接触による，回転機能，

移送機能への影響を考慮して主ねじとスリーブのクリアランスを評価基準とする。

軸受は，回転機能確保の観点より許容面圧を，メカニカルシールは，流体保持機

能確保の観点よりシール回転環の変位可能寸法を，評価基準値とする。 

評価基準値を表 4-1 に示す。 

 

表 4－1 評価基準値（許容値）
 

評価部位 評価項目 単位 評価基準値（許容値） 

軸 許容応力 MPa  

軸受 許容面圧 MPa  

摺動部（主ねじ部） スリーブ間隙間 mm  

メカニカルシール 変位可能量 mm  
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4.2.3 記号の説明 

燃料移送ポンプの動的機能維持評価に使用する記号を表 4－2 に示す。 

表 4－2 記号の説明 

記号  記号の説明  単位  

ａ  軸端から支点Ａまでの距離（＝ ２）  mm 

ＡＲ１  ラジアル荷重を受ける軸受Ａの投影面積  mm2 

ＡＲ２ ラジアル荷重を受ける軸受Ｂの投影面積 mm2 

ＡＳ  スラスト荷重を受ける軸受の投影面積  mm2 

ｂ  軸端から支点Ｂまでの距離  mm 

ＣＨ  水平方向震度  ―  

ＣＶ  鉛直方向震度  ―  

ｄ  曲げモーメントが最大となる箇所の軸径  mm 

Ｅ  縦弾性係数  MPa 

g 重力加速度（＝9.80665）  m/s2 

Ｉ１  軸最小径での断面二次モーメント  mm4 

Ｉ２  シール面軸径での断面二次モーメント  mm4 

 軸長さ  mm 

１  支点間距離  mm 

２  軸端から支点Ａまでの距離（＝ａ）  mm 

Ｍ  最大曲げモーメント（ＭＡ，ＭＢの大なる方）  N･mm 

ｍ０  軸系総質量  kg 

ｍ１ 軸受Ａに加わる軸質量 kg 

ｍ２ 軸受Ｂに加わる軸質量 kg 

ＭＡ  支点Ａの曲げモーメント  N･mm 

ＭＢ  支点Ｂの曲げモーメント  N･mm 

ＭＰ  ポンプ回転により作用するモーメント  N･mm 

Ｎ  回転数（原動機の同期回転速度） rpm 

Ｐ  原動機出力  kW 

ＰＲ１  ラジアル荷重による軸受Ａの面圧  MPa 

ＰＲ２ ラジアル荷重による軸受Ｂの面圧 MPa 

ＰＳ  スラスト荷重による軸受の面圧  MPa 

Ｔ  軸に作用するねじりモーメント  N･mm 

ｗ  地震力を考慮した軸等分布荷重  N 

Ｗ１  地震力を考慮した軸端部荷重  N 

Ｗ２  軸受にかかる通常運転時荷重  N 
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記号 記号の説明 単位 

ＷＲ１ 軸受Ａにかかる地震時のラジアル荷重 N  
ＷＲ２ 軸受Ｂにかかる地震時のラジアル荷重 N 

ＷＳ  軸受にかかる地震時のスラスト荷重  N 

ｘ  軸端からメカニカルシールシール面までの距離  mm 

δ１  摺動部（主ねじ部）における軸のたわみ量  mm 

δ２  シール面における軸のたわみ量  mm 

π  円周率  ―  

τｍａｘ  軸に生じる最大せん断応力  MPa 
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4.2.4 評価方法 

(1) 軸 

 軸の評価は，軸を単純はりとしてモデル化し，地震力が加わる場合のねじりと

曲げの組合せによる軸の応力を算出する。 

 発生する応力値が，その許容応力値を下回ることを確認する。 

 

 

 

 

 

 

図 4－1 軸の評価モデル 

 

軸に生じる最大せん断応力τｍａｘは次式で求める。 

              16         
π・ｄ３ 

 

ここで，ねじりモーメントＴは 

 

 

 

ここで，ポンプ回転により作用するモーメントＭＰは 

60 

2・π・Ｎ  

（１kW＝10６N･mm/s） 

 

支点Ａの曲げモーメントＭＡは 

ｗ  ・ａ２ 

2 

 

支点Ｂの曲げモーメントＭＢは 

ｗ  ・ｂ２ 

2 

 

ここで，地震力を考慮した等分布荷重ｗ  は 

ｍ０・g・ ＣＨ
２＋(1＋ＣＶ)２ 

              

Ｔ ＝ ＭＰ 
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τｍａｘ＝ ・  Ｍ２＋Ｔ２ 

ＭＡ＝ 

ＭＢ＝ 

ｗ ＝ 

・・・・・・・・・（4.2.4.1）

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.2.4.2）

・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.2.4.4）

・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.2.4.5）

・・・・・・・（4.2.4.6）
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(2) 軸受 

 軸受の評価は，地震力が加わる場合に発生する全荷重を軸受が受けるものと

し，地震による荷重が軸受の許容荷重（許容面圧）以下であることを確認する。 

 

a. 軸受Ａのラジアル荷重 

ラジアル荷重による軸受Ａの面圧は次式で求める。 

ＷＲ１ 

ＡＲ１ 

 

ここで，軸受にかかる地震時のラジアル荷重ＷＲ１は 

 

 

 

b. 軸受Ｂのラジアル荷重 

ラジアル荷重による軸受Ｂの面圧は次式で求める。 

ＷＲ２ 

ＡＲ２ 

 

ここで，軸受にかかる地震時のラジアル荷重ＷＲ２は 

 

 

 

c. スラスト荷重 

スラスト荷重による軸受の面圧は次式で求める。 

ＷＳ 

ＡＳ 

 

ここで，軸受にかかる地震時のスラスト荷重ＷＳは 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＰＲ１＝ 

ＷＲ１＝ｍ１・g・ ＣＨ
２＋(1＋ＣＶ)２ 

ＰＳ＝ 

ＷＳ＝ ｍ０・g・ＣＨ＋Ｗ２ 
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・・・・・・・・・・・・（4.2.4.12）

ＰＲ２＝ 

ＷＲ２＝ｍ２・g・ ＣＨ
２＋(1＋ＣＶ)２ 
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・・・・・・・（4.2.4.10）
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(3) 摺動部（主ねじ部） 

摺動部の評価は，軸を単純はりとしてモデル化し，地震力が加わる場合の摺動

部（主ねじ部）における軸のたわみ量を算出し，発生するたわみ量が主ねじとス

リーブ間隙間内であることを確認する。 

 

 

 

 

 

図 4－2 摺動部（主ねじ部）の評価モデル 

 

摺動部（主ねじ部）における軸のたわみ量δ１は次式で求める。 

5・ｗ ・ １
４   (ＭＡ＋  ＭＢ)・ １

２ 

384・Ｅ・Ｉ１    16・Ｅ・Ｉ１ 

 

(4) メカニカルシール 

 軸を単純はりとしてモデル化し，地震力が加わる場合のメカニカルシールシー

ル面における軸の軸直角方向たわみ量を算出し，発生するたわみ量がメカニカル

シール回転環の変位可能量を下回ることを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－3 メカニカルシールの評価モデル 

 

シール面における軸のたわみ量δ２は次式で求める。 

          Ｗ１・ ２
３    ｘ３   3・( １＋ ２)     3・ １        

6・Ｅ・Ｉ２      ２
３      ２

２       ２ 

 

 

ここで，地震力を考慮した軸端部荷重Ｗ１は 

 

δ２＝ 

Ｗ１＝ ｍ０・g・ ＣＨ
２＋(1＋ＣＶ)２ 

・  ＋  2 ・ｘ－ 

δ１＝ － ・・・（4.2.4.13）

・・・・・・・・（4.2.4.15）

・・・・・・・・（4.2.4.14）
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4.3 原動機の動的機能維持評価 

燃料移送ポンプ用原動機の動的機能維持評価は，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法 

添付資料-1 横軸ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の評価方

法に基づき行う。 

燃料移送ポンプ用原動機は，地震時動的機能維持が確認された機種と類似の構造及

び振動特性であるため，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に記載の機能確認済加速度

を適用する。 

機能確認済加速度を表 4－3 に示す。 

 

表 4－3 機能確認済加速度         (×9.8m/s2)
 

評価部位 形式 方向 機能確認済加速度 

原動機 
横形ころがり 

軸受電動機 

水平 4.7 

鉛直 1.0 
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5. 評価結果 

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

燃料移送ポンプの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は

許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有す

ることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

 5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

燃料移送ポンプの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示

す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び動

的機能を有することを確認した。 

 

   (1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【燃料移送ポンプの耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 構造強度評価 

1.1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
ポンプ振動 
による震度 

最高使用温度 
(℃) 

周囲環境温度 
(℃) 水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

燃料移送ポンプ Ｓ 
屋外 

T.M.S.L.12.0＊1 
―＊2 ―＊2 ＣＨ＝0.89 ＣＶ＝0.65 ＣＨ＝1.69 ＣＶ＝1.33  66 66 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 

 

1.1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ  
(kg) 

ｈｉ  
(mm) 

１ｉ＊1 
(mm) 

２ｉ＊1 
(mm) 

ｄｉ 
(mm) 

Ａｂｉ  
(mm2) 

ｎｉ ｎｆｉ
＊1 

基礎ボルト 
(ｉ＝1) 

     
 

  
2 

  2 

ポンプ取付ボルト 
(ｉ＝2) 

     

 
  

2 

  2 

原動機取付ボルト 

(ｉ＝3) 
     

 
  

2 

  2 

 

部材 
Ｓｙｉ 

 (MPa) 

Ｓｕｉ  

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 
Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 
Ｍｐ 

（N･mm） 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎ボルト 
(ｉ＝1) 

234＊2 

（径≦16mm） 
385＊2 

（径≦16mm） 234 270 軸直角 軸直角 ― 

ポンプ取付ボルト 
(ｉ＝2) 

699＊3 

（径≦63mm） 

803＊3 

（径≦63mm） 
562 562 軸 軸 ― 

原動機取付ボルト 
(ｉ＝3) 

699＊2 

（径≦63mm） 

803＊2 

（径≦63mm） 
562 562 軸直角 軸直角  

注記＊1：ボルトにおける上段は軸直角方向転倒に対する評価時の要目を示し， 

下段は軸方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊2：周囲環境温度で算出  
＊3：最高使用温度で算出 

  

K7 ① Ⅴ-2-10-1-2-1-5 R1 

1
6
 

ＨＰ 
(μm) 

Ｎ 

(rpm) 
Ｐ 

(kW) 

  2.2 

 

＊ 



 

 

1.1.3 計算数値 

1.1.3.1 ボルトに作用する力                              （単位：N） 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
    

ポンプ取付ボルト 

(ｉ＝2) 
    

原動機取付ボルト 

(ｉ＝3) 
    

 
1.1.4 結論 

1.1.4.1 ボルトの応力                                                           （単位：MPa） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

すべて許容応力以下である。              注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
SS400 

引張り σｂ１＝ 3 ƒｔｓ１＝175＊    

せん断 τｂ１＝ 2 ƒｓｂ１＝135    

ポンプ取付ボルト 

(ｉ＝2) 
SNB7 

引張り σｂ２＝ 2 ƒｔｓ２＝421＊    

せん断 τｂ２＝ 1 ƒｓｂ２＝324    

原動機取付ボルト 

(ｉ＝3) 
SNB7 

引張り σｂ３＝ 2 ƒｔｓ３＝421＊    

せん断 τｂ３＝ 2 ƒｓｂ３＝324    

K7 ① Ⅴ-2-10-1-2-1-5 R1 

1
7
 



 

 

1.2 動的機能維持評価 

1.2.1 設計条件 

機器名称 形式 
定格容量 

(m3/h) 

据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 基準地震動Ｓｓ ポンプ振動 

による震度 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

燃料移送ポンプ スクリュー式 4 
屋外 

T.M.S.L.12.0＊1 
―＊2 ―＊2 ＣＨ＝1.41 ＣＶ＝1.11  66 66 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 

 

機器名称 形式 
出力 

(kW) 

据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 基準地震動Ｓｓ ポンプ振動 

による震度 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

燃料移送ポンプ用 

原動機 

横形ころがり 

軸受機 
2.2 

屋外 

T.M.S.L.12.0＊1 
―＊2 ―＊2 ＣＨ＝0.85 ＣＶ＝0.85  176 66 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 

 

1.2.2 機器要目 

ｍ０ 

(kg) 

ｍ１ 

(kg)

ｍ２ 

(kg)
  

(mm) 

１ 

(mm) 

２ 

(mm) 

ａ 

(mm) 

ｂ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

ｘ 

(mm) 

          

 

ＡＲ１ 

(mm2) 

ＡＲ２ 

(mm2) 

ＡＳ 

(mm2) 

Ｅ 

(MPa) 

Ｉ１ 

(mm4) 

Ｉ２ 

(mm4) 

Ｎ 

(rpm) 

Ｗ２ 

(N) 

   199000     

 

 

 

 

 

 

  

K7 ① Ⅴ-2-10-1-2-1-5 R1 

1
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1.2.3 結論 

1.2.3.1 機能確認済加速度との比較                        (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

ポンプ 
水平方向 1.41 ― 

鉛直方向 1.11 ― 

原動機 
水平方向 0.85 4.7 

鉛直方向 0.85 1.0 

ポンプは，本文 4.2.1 項に基づき，以下の項目について評価する。 

原動機は，機能維持評価用加速度(1.0ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定める応答加速度とする。 

 

1.2.3.2 スクリュー式ポンプの動的機能維持評価 

1.2.3.2.1 代表評価項目の評価 

 基礎ボルト，取付ボルトについては，構造強度評価にて設計用地震力に対して十分な構造強度を有しているため，計算は省略する。 

 

1.2.3.2.2 上記以外の基本評価項目の評価 

1.2.3.2.2.1 軸の応力評価                            （単位：MPa） 

評価部位 材料 発生応力 許容応力 

軸    

すべて許容応力以下である。 

 

1.2.3.2.2.2 軸受の評価                            （単位：MPa） 

評価部位 荷重 発生面圧 許容面圧 

軸受 

ラジアル（原動機側）   

ラジアル（負荷側）   

スラスト   

すべて許容面圧以下である。 

 

 

 

 

K7 ① Ⅴ-2-10-1-2-1-5 R1 
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1.2.3.2.2.3 摺動部（主ねじ）の評価            （単位：mm） 

評価部位 たわみ量 スリーブ間隙間 

摺動部（主ねじ）   

すべてスリーブ間隙間以下である。 

 

1.2.3.2.2.4 メカニカルシールの評価           （単位：mm） 

評価部位 たわみ量 変位可能量 

メカニカルシール   

すべて変位可能量以下である。 

 

2
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2. 重大事故等対処設備  

2.1 構造強度評価 

2.1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
ポンプ振動 
による震度 

最高使用温度 
(℃) 

周囲環境温度 
(℃) 水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

燃料移送ポンプ 
常設／防止 

常設／緩和 

屋外 

T.M.S.L.12.0＊1 
―＊2 ―＊2 ― ― ＣＨ＝1.69 ＣＶ＝1.33  66 66 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 

 

2.1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ  
(kg) 

ｈｉ  
(mm) 

１ｉ＊1 
(mm) 

２ｉ＊1 
(mm) 

ｄｉ 
(mm) 

Ａｂｉ  
(mm2) 

ｎｉ ｎｆｉ
＊1 

基礎ボルト 
(ｉ＝1) 

     
 

 4 
2 

  2 

ポンプ取付ボルト 
(ｉ＝2) 

     

 
 4 

2 

  2 

原動機取付ボルト 

(ｉ＝3) 
     

 
 4 

2 

  2 

 

部材 
Ｓｙｉ 

 (MPa) 

Ｓｕｉ  

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 
Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 
Ｍｐ 

（N･mm） 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎ボルト 
(ｉ＝1) 

234＊2 

（径≦16mm） 
385＊2 

（径≦16mm） ― 270 ― 軸直角 ― 

ポンプ取付ボルト 
(ｉ＝2) 

699＊3 

（径≦63mm） 

803＊3 

（径≦63mm） 
― 562 ― 軸 ― 

原動機取付ボルト 
(ｉ＝3) 

699＊2 

（径≦63mm） 

803＊2 

（径≦63mm） 
― 562 ― 軸直角  

注記＊1：ボルトにおける上段は軸直角方向転倒に対する評価時の要目を示し，  
下段は軸方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊2：周囲環境温度で算出  
＊3：最高使用温度で算出 

 

K7 ① Ⅴ-2-10-1-2-1-5 R1 

2
2
 

ＨＰ 
(μm) 

Ｎ 

(rpm) 
Ｐ 

(kW) 

  2.2 

 

＊ 



 

 

K7 ① Ⅴ-2-10-1-2-1-5 R1 

2.1.3 計算数値 

2.1.3.1 ボルトに作用する力                             （単位：N） 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
―  ―  

ポンプ取付ボルト 

(ｉ＝2) 
―  ―  

原動機取付ボルト 

(ｉ＝3) 
―  ―  

 
2.1.4 結論 

2.1.4.1 ボルトの応力                                                            （単位：MPa） 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

すべて許容応力以下である。               注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
(ｉ＝1) 

SS400 

引張り ― ―   

せん断 ― ―    

ポンプ取付ボルト 

(ｉ＝2) 
SNB7 

引張り ― ―    

せん断 ― ―    

原動機取付ボルト 

(ｉ＝3) 
SNB7 

引張り ― ―    

せん断 ― ―    

2
3
 



 

 

K7 ① Ⅴ-2-10-1-2-1-5 R1 

2.2 動的機能維持評価 

2.2.1 設計条件 

機器名称 形式 
定格容量 

(m3/h) 

据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 基準地震動Ｓｓ ポンプ振動 

による震度 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

燃料移送ポンプ スクリュー式 4 
屋外 

T.M.S.L.12.0＊1 
―＊2 ―＊2 ＣＨ＝1.41 ＣＶ＝1.11  66 66 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 

 

機器名称 形式 
出力 

(kW) 

据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 基準地震動Ｓｓ ポンプ振動 

による震度 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

燃料移送ポンプ用 

原動機 

横形ころがり 

軸受機 
2.2 

屋外 

T.M.S.L.12.0＊1 
―＊2 ―＊2 ＣＨ＝0.85 ＣＶ＝0.85  176 66 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 

 

2.2.2 機器要目 

ｍ０ 

(kg) 

ｍ１ 

(kg)

ｍ２ 

(kg)
 

(mm) 

１ 

(mm) 

２ 

(mm) 

ａ 

(mm) 

ｂ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

ｘ 

(mm) 

          

 

ＡＲ１ 

(mm2) 

ＡＲ２ 

(mm2) 

ＡＳ 

(mm2) 

Ｅ 

(MPa) 

Ｉ１ 

(mm4) 

Ｉ２ 

(mm4) 

Ｎ 

(rpm) 

Ｗ２ 

(N) 

   199000     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2
4
 



 

 

K7 ① Ⅴ-2-10-1-2-1-5 R1 

2.2.3 結論 

2.2.3.1 機能確認済加速度との比較                        (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

ポンプ 
水平方向 1.41 ― 

鉛直方向 1.11 ― 

原動機 
水平方向 0.85 4.7 

鉛直方向 0.85 1.0 

ポンプは，本文 4.2.1 項に基づき，以下の項目について評価する。 

原動機は，機能維持評価用加速度(1.0ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定める応答加速度とする。 

 

2.2.3.2 スクリュー式ポンプの動的機能維持評価 

2.2.3.2.1 代表評価項目の評価 

 基礎ボルト，取付ボルトについては，構造強度評価にて設計用地震力に対して十分な構造強度を有しているため，計算は省略する。 

 

2.2.3.2.2 上記以外の基本評価項目の評価 

2.2.3.2.2.1 軸の応力評価                            （単位：MPa） 

評価部位 材料 発生応力 許容応力 

軸    

すべて許容応力以下である。 

 

2.2.3.2.2.2 軸受の評価                             （単位：MPa） 

評価部位 荷重 発生面圧 許容面圧 

軸受 

ラジアル（原動機側）   

ラジアル（負荷側）   

スラスト   

すべて許容面圧以下である。 

 

 

 

2
5
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2.2.3.2.2.3 摺動部（主ねじ）の評価            （単位：mm） 

評価部位 たわみ量 スリーブ間隙間 

摺動部（主ねじ）   

すべてスリーブ間隙間以下である。 

 

2.2.3.2.2.4 メカニカルシールの評価            （単位：mm） 

評価部位 たわみ量 変位可能量 

メカニカルシール   

すべて変位可能量以下である。 

 

2
6
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1. 概要 

本計算書は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針に基づき，

軽油タンクが設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを説明するものである。 

軽油タンクは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設備においては

常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備，常設重大事故防止設備（設計基準拡

張）及び常設重大事故緩和設備（設計基準拡張）に分類される。以下，設計基準対象施設及び重

大事故等対処設備としての構造強度評価を示す。 

 なお，軽油タンクは，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法」に記載の平底たて置円筒形容器である

ため，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-5 平底たて置円筒形容器の耐震性についての

計算書作成の基本方針」に基づき評価を実施する。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

軽油タンクの構造計画を表 2－1に示す。 

K
7
 
①
 Ⅴ

-
2-
1
0
-1
-
2
-1
-
6
 R
1
 



 

 

表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ベースプレートを基礎ボ

ルトで基礎に据え付け

る。 

平底たて置円筒形容器  

K7 ① Ⅴ-2-10-1-2-1-6 R1 

2
 

(寸法：mm) 

基礎ボルト 

胴板 

φ9800 

9
5
0
0 

ベースプレート 
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3. 固有周期 

3.1 固有周期の計算 

理論式により固有周期を計算する。固有周期の計算に用いる計算条件は，本計算書の【軽油

タンクの耐震性についての計算結果】の機器要目に示す。 

計算の結果，固有周期は 0.05 秒以下であり，剛であることを確認した。固有周期の計算結

果を表 3－1に示す。 

 

                 表 3－1 固有周期             (単位：s) 

軽油タンク A 
水平  

鉛直  

軽油タンク B 
水平  

鉛直  
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4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

軽油タンクの構造強度評価は，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-5 平底たて置円筒

形容器の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき行う。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

軽油タンクの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用いるも

のを表 4－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－2に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

軽油タンクの許容応力は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 4－3及び表 4－

4のとおりとする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

軽油タンクの使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に用いるもの

を表 4－5に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－6に示す。 

 

4.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【軽油タンクの耐震性についての計算結果】の設

計条件及び機器要目に示す
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

非常用電源 

設備 

非常用電源 

装置 
軽油タンク Ｓ 

 
―

＊
 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：クラス２，３容器及びクラス２，３支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

 

表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類
 ＊1

 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

非常用電源設備 非常用電源装置 軽油タンク 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 

常設/緩和 

（ＤＢ拡張） 

―
＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3
 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

非常用電源設備 代替交流電源設備 軽油タンク 
常設耐震/防止 

常設/緩和 
―

＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3
 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

＊
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非常用電源設備 
緊急時対策所代替 

電源設備 
軽油タンク 

常設耐震/防止 

常設/緩和 
―

＊2
 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3
 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

非常用電源設備 
監視測定設備用 

電源設備 
軽油タンク 

常設耐震/防止 

常設/緩和 
―

＊2
 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3
 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

補機駆動用 

燃料設備 

（非常用電源設備及

び補助ボイラーに係

るものを除く。） 

燃料設備 軽油タンク 
常設耐震/防止 

常設/緩和 
―

＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3
 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備,「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備，「常設／防止(ＤＢ拡張)」は常設重大事故

防止設備（設計基準拡張），「常設／緩和(ＤＢ拡張）」は常設重大事故緩和設備（設計基準拡張）を示す。 

＊2：重大事故等クラス２容器及び重大事故等クラス２支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 4－3 許容応力（クラス２，３容器及び重大事故等クラス２容器） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

ⅢＡＳ 

Ｓｙと 0.6・Ｓｕの小さい方 

ただし，オーステナイト系ス

テンレス鋼及び高ニッケル合

金については上記値と 1.2・Ｓ

との大きい方 

左欄の 1.5 倍の値 

 

 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は基準地震動Ｓｓのみによる疲労解

析を行い，疲労累積係数が 1.0 以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値が 2・Ｓｙ

以下であれば，疲労解析は不要。 

ⅣＡＳ 

0.6・Ｓｕ 左欄の 1.5 倍の値 

ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許

容限界を用いる。) 

基準地震動Ｓｓのみによる疲労解析を行い，疲労累積係数が

1.0 以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値が 2・Ｓｙ

以下であれば，疲労解析は不要。 

注記＊1：座屈による評価は，クラスＭＣ容器の座屈に対する評価式による。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 
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表 4－4 許容応力（クラス２，３支持構造物及び重大事故等クラス２支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・fｔ 1.5・fｓ 

ⅣＡＳ 

1.5・fｔ 1.5・fｓ 
ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。) 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

    

 

 

 

  

＊
 

＊
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表 4－5 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

胴板  最高使用温度 66 ―   ― 

基礎ボルト 
 

 
周囲環境温度 50 ―   ― 

 

  

表 4－6 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

胴板  最高使用温度 66 ―   ― 

基礎ボルト 
 

 
周囲環境温度 50 ―   ― 
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5. 評価結果 

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

軽油タンクの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満

足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

軽油タンクの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生値は許

容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【軽油タンクの耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
最高使用圧力 

(MPa) 
最高使用温度 

(℃) 
周囲環境温度 

(℃) 
比重 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

軽油タンク A Ｓ 
屋外 

T.M.S.L. 12.5＊ 
  ＣＨ＝0.89 ＣＶ＝0.65 ＣＨ＝1.69 ＣＶ＝1.33 静水頭 66 50 0.86 

 

1.2 機器要目 

ｍ０ 
(kg) 

ｍｅ 
(kg) 

Ｄｉ 
(mm) 

ｔ 
(mm) 

Ｅ 
(MPa) 

Ｇ 
(MPa) 

ｇ 
(mm) 

Ｈ 
(mm) 

ｓ ｎ 

  9800   ＊1  ＊1 
4419 7495 9  

 

Ｄｃ 
(mm) 

Ｄｂｏ 
(mm) 

Ｄｂｉ 
(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ  
(mm2) 

Ｍｓ(N･mm) 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

10050 10250 9250 
 

 
 2.497×107 4.742×107 

 

Ｓｙ（胴板） 

(MPa) 

Ｓｕ（胴板） 

(MPa) 

Ｓ（胴板） 

(MPa) 

Ｓｙ（基礎ボルト）

(MPa) 

Ｓｕ（基礎ボルト）

(MPa) 
Ｆ（基礎ボルト）

(MPa) 
Ｆ （基礎ボルト）

 

(MPa) 

   ＊1    ＊1 ― 

    

 

    

 
  

注記＊1：最高使用温度で算出 
＊2：周囲環境温度で算出 

 
1.3 計算数値 

1.3.1 胴に生じる応力 

(1) 一次一般膜応力                                                                     (単位：MPa) 

 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周方向応力 軸方向応力 せん断応力 周方向応力 軸方向応力 せん断応力 

静水頭による応力 σφ１ ＝  9 ― ― σφ１ ＝  9 ― ― 

鉛直方向地震による引張応力 σφ２ ＝  6 ― ― σφ２ ＝ 12 ― ― 

空質量による圧縮応力 ― σｘ２ ＝  2 ― ― σｘ２ ＝  2 ― 

鉛直方向地震による軸方向応力 ― σｘ３ ＝  1 ― ― σｘ３ ＝  2 ― 

水平方向地震による応力 ― σｘ４ ＝ 10 τ ＝ 11 ― σｘ４ ＝ 18 τ ＝ 20 

応力の和 
引張側 σφ ＝ 15 σｘｔ ＝  9 ― σφ ＝ 20 σｘｔ ＝ 18 ― 

圧縮側 σφ ＝-15 σｘｃ ＝ 12 ― σφ ＝-20 σｘｃ ＝ 21 ― 

組合せ応力 
引張り  σ０ｔ ＝ 22   σ０ｔ ＝ 39  

圧  縮  σ０ｃ ＝ 15   σ０ｃ ＝ 29  

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

＊ 

ｔ

Ｄｉ

ｇ
 

Ｈ
 

Ｄｃ

Ｄｂｏ

Ｄｂｉ 
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(2) 地震動のみによって生じる一次応力と二次応力の和の変動値                      (単位：MPa)  

 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周方向応力 軸方向応力 せん断応力 周方向応力 軸方向応力 せん断応力 

鉛直方向地震による応力 σφ２ ＝  6 σｘ３ ＝  1 ― σφ２ ＝ 12 σｘ３ ＝  2 ― 

水平方向地震による応力 ― σｘ４ ＝ 10 τ ＝11 ― σｘ４ ＝ 18 τ ＝ 20 

応力の和 
引張側 σ２φ ＝  6 σ２ｘｔ ＝ 10 ― σ２φ ＝ 12 σ２ｘｔ ＝ 20 ― 

圧縮側 σ２φ ＝ -6 σ２ｘｃ ＝ 10 ― σ２φ ＝-12 σ２ｘｃ ＝ 20 ― 

組合せ応力 

（変動値） 

引張り  σ２ｔ ＝ 37   σ２ｔ ＝ 70  

圧  縮  σ２ｃ ＝ 31   σ２ｃ ＝ 57  

        

1.3.2 基礎ボルトに生じる応力              (単位：MPa) 

 弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

引張応力 σｂ＝ 28 σｂ＝ 99 

せん断応力 τｂ＝ 34 τｂ＝ 64 

 

1.4 結論 
1.4.1 固有周期    (単位：s)             1.4.2 応力                                               (単位：MPa) 

方向 固有周期  
部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

水平方向 ＴＨ＝   算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

鉛直方向 ＴＶ＝   

胴板  

一次一般膜 σ０＝ 22 Ｓａ＝  σ０＝ 39 Ｓａ＝  

   一次＋二次 σ２＝ 37 Ｓａ＝  σ２＝ 70 Ｓａ＝  

   圧縮と曲げの 

組合せ 

  

   （座屈の評価） 0.07 （無次元） 0.11 （無次元）

   
基礎ボルト  

引張り σｂ＝ 28 ƒｔｓ＝   σｂ＝ 99 ƒｔｓ＝   

   せん断 τｂ＝ 34 ƒｓｂ＝  τｂ＝ 64 ƒｓｂ＝  

                           すべて許容応力以下である。                                 注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ] 

 

 

 

 

＋       ≦1 
η･(σｘ２＋σｘ３)   η・σｘ４ 

    ƒｃ        ƒｂ 
＋       ≦1 

η･(σｘ２＋σｘ３)   η・σｘ４ 

    ƒｃ        ƒｂ 
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2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
最高使用圧力 

(MPa) 

最高使用温度 
(℃) 

周囲環境温度 
(℃) 

比重 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

軽油タンク A 

常設／防止 
（ＤＢ拡張） 
常設／緩和 
（ＤＢ拡張） 

常設耐震／防止 
常設／緩和 

屋外 
T.M.S.L. 12.5＊ 

  ―   ―  ＣＨ＝1.69 ＣＶ＝1.33 静水頭 66 50 0.86 

 
2.2 機器要目 

ｍ０ 

(kg) 

ｍｅ 

(kg) 

Ｄｉ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 

Ｅ 

(MPa) 

Ｇ 

(MPa) 

ｇ 

(mm) 

Ｈ 

(mm) 
ｓ ｎ 

  9800   ＊1  ＊1 
4419 7495 9  

 

Ｄｃ 
(mm) 

Ｄｂｏ 
(mm) 

Ｄｂｉ 
(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ  
(mm2) 

Ｍｓ(N･mm) 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

10050 10250 9250 
 

 
 ― 4.742×107 

 

Ｓｙ（胴板） 
(MPa) 

Ｓｕ（胴板） 
(MPa) 

Ｓ（胴板） 
(MPa) 

Ｓｙ（基礎ボルト）

(MPa) 

Ｓｕ（基礎ボルト）

(MPa) 
Ｆ（基礎ボルト）

(MPa) 
Ｆ （基礎ボルト）

 

(MPa) 

   ＊1    ＊1 ― 

    

 

    

 
―  

注記＊1：最高使用温度で算出 

＊2：周囲環境温度で算出 
 
2.3 計算数値 

2.3.1 胴に生じる応力 

 (1) 一次一般膜応力                                       (単位：MPa) 

 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周方向応力 軸方向応力 せん断応力 周方向応力 軸方向応力 せん断応力 

静水頭による応力 ― ― ― σφ１ ＝  9 ― ― 

鉛直方向地震による引張応力 ― ― ― σφ２ ＝ 12 ― ― 

空質量による圧縮応力 ― ― ― ― σｘ２ ＝  2 ― 

鉛直方向地震による軸方向応力 ― ― ― ― σｘ３ ＝  2 ― 

水平方向地震による応力 ― ― ― ― σｘ４ ＝ 18 τ ＝ 20 

応力の和 
引張側 ― ― ― σφ ＝ 20 σｘｔ ＝ 18 ― 

圧縮側 ― ― ― σφ ＝-20 σｘｃ ＝ 21 ― 

組合せ応力 
引張り  ―   σ０ｔ ＝ 39  

圧  縮  ―   σ０ｃ ＝ 29  

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

＊ 

ｔ

Ｄｉ

ｇ
 

Ｈ
 

Ｄｃ

Ｄｂｏ

Ｄｂｉ
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(2) 地震動のみによって生じる一次応力と二次応力の和の変動値                      (単位：MPa)  

 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周方向応力 軸方向応力 せん断応力 周方向応力 軸方向応力 せん断応力 

鉛直方向地震による応力 ― ― ― σφ２ ＝ 12 σｘ３ ＝  2 ― 

水平方向地震による応力 ― ― ― ― σｘ４ ＝ 18 τ ＝ 20 

応力の和 
引張側 ― ― ― σ２φ ＝ 12 σ２ｘｔ ＝ 20 ― 

圧縮側 ― ― ― σ２φ ＝-12 σ２ｘｃ ＝ 20 ― 

組合せ応力 

（変動値） 

引張り  ―   σ２ｔ ＝ 70  

圧  縮  ―   σ２ｃ ＝ 57  

 

      

2.3.2 基礎ボルトに生じる応力            (単位：MPa) 

 弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

引張応力 ― σｂ＝ 99 

せん断応力 ― τｂ＝ 64 

 

 

2.4 結論 
2.4.1 固有周期    (単位：s)             2.4.2 応力                                               (単位：MPa) 

方向 固有周期  
部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

水平方向 ＴＨ＝   算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

鉛直方向 ＴＶ＝   

胴板 SM400B 

一次一般膜 ― ― σ０＝ 39 Ｓａ＝  

   一次＋二次 ― ― σ２＝ 70 Ｓａ＝  

 
  圧縮と曲げの 

組合せ 
― 

 

   （座屈の評価） ― 0.11 （無次元）

   
基礎ボルト S45C 

引張り ― ― σｂ＝ 99 ƒｔｓ＝   

   せん断 ― ― τｂ＝ 64 ƒｓｂ＝  

 すべて許容応力以下である。                                 注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ] 

 

 

＋       ≦1 
η･(σｘ２＋σｘ３)   η・σｘ４ 

    ƒｃ        ƒｂ 
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【軽油タンクの耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
最高使用圧力 

(MPa) 

最高使用温度 
(℃) 

周囲環境温度 
(℃) 

比重 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

軽油タンク B Ｓ 
屋外 

T.M.S.L. 12.5＊ 
  ＣＨ＝0.89 ＣＶ＝0.65 ＣＨ＝1.69 ＣＶ＝1.33 静水頭 66 50 0.86 

 

1.2 機器要目 

ｍ０ 
(kg) 

ｍｅ 
(kg) 

Ｄｉ 
(mm) 

ｔ 
(mm) 

Ｅ 
(MPa) 

Ｇ 
(MPa) 

ｇ 
(mm) 

Ｈ 
(mm) 

ｓ ｎ 

  9800   ＊1  ＊1 
4248 7495 9  

 

Ｄｃ 
(mm) 

Ｄｂｏ 
(mm) 

Ｄｂｉ 
(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ  
(mm2) 

Ｍｓ(N･mm) 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

10050 10250 9800 
 

 
 2.347×107 4.456×107 

 

Ｓｙ（胴板） 

(MPa) 

Ｓｕ（胴板） 

(MPa) 

Ｓ（胴板） 

(MPa) 

Ｓｙ（基礎ボルト）

(MPa) 

Ｓｕ（基礎ボルト）

(MPa) 
Ｆ（基礎ボルト）

(MPa) 
Ｆ （基礎ボルト）

 

(MPa) 

 ＊1  ＊1 ― 

    

 

    

 
  

注記＊1：最高使用温度で算出 
＊2：周囲環境温度で算出 

 
1.3 計算数値 

1.3.1 胴に生じる応力 

(1) 一次一般膜応力                                                                     (単位：MPa) 

 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周方向応力 軸方向応力 せん断応力 周方向応力 軸方向応力 せん断応力 

静水頭による応力 σφ１ ＝  9 ― ― σφ１ ＝  9 ― ― 

鉛直方向地震による引張応力 σφ２ ＝  6 ― ― σφ２ ＝ 12 ― ― 

空質量による圧縮応力 ― σｘ２ ＝  2 ― ― σｘ２ ＝  2 ― 

鉛直方向地震による軸方向応力 ― σｘ３ ＝  1 ― ― σｘ３ ＝  2 ― 

水平方向地震による応力 ― σｘ４ ＝  9 τ ＝ 10 ― σｘ４ ＝ 17 τ ＝ 19 

応力の和 
引張側 σφ ＝ 15 σｘｔ ＝  9 ― σφ ＝ 20 σｘｔ ＝ 17 ― 

圧縮側 σφ ＝-15 σｘｃ ＝ 11 ― σφ ＝-20 σｘｃ ＝ 20 ― 

組合せ応力 
引張り  σ０ｔ ＝ 22   σ０ｔ ＝ 38  

圧  縮  σ０ｃ ＝ 15   σ０ｃ ＝ 27  

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

＊ 

ｔ

Ｄｉ

ｇ
 

Ｈ
 

Ｄｃ

Ｄｂｏ

Ｄｂｉ 
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(2) 地震動のみによって生じる一次応力と二次応力の和の変動値                      (単位：MPa)  

 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周方向応力 軸方向応力 せん断応力 周方向応力 軸方向応力 せん断応力 

鉛直方向地震による応力 σφ２ ＝  6 σｘ３ ＝  1 ― σφ２ ＝ 12 σｘ３ ＝  2 ― 

水平方向地震による応力 ― σｘ４ ＝  9 τ ＝10 ― σｘ４ ＝ 17 τ ＝ 19 

応力の和 
引張側 σ２φ ＝  6 σ２ｘｔ ＝ 10 ― σ２φ ＝ 12 σ２ｘｔ ＝ 18 ― 

圧縮側 σ２φ ＝ -6 σ２ｘｃ ＝ 10 ― σ２φ ＝-12 σ２ｘｃ ＝ 18 ― 

組合せ応力 

（変動値） 

引張り  σ２ｔ ＝ 36   σ２ｔ ＝ 68  

圧  縮  σ２ｃ ＝ 29   σ２ｃ ＝ 55  

        

1.3.2 基礎ボルトに生じる応力              (単位：MPa) 

 弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

引張応力 σｂ＝ 29 σｂ＝ 97 

せん断応力 τｂ＝ 33 τｂ＝ 62 

 

1.4 結論 
1.4.1 固有周期    (単位：s)             1.4.2 応力                                               (単位：MPa) 

方向 固有周期  
部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

水平方向 ＴＨ＝   算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

鉛直方向 ＴＶ＝   

胴板  

一次一般膜 σ０＝ 22 Ｓａ＝  σ０＝ 38 Ｓａ＝  

   一次＋二次 σ２＝ 36 Ｓａ＝  σ２＝ 68 Ｓａ＝  

   圧縮と曲げの 

組合せ 

  

   （座屈の評価） 0.06 （無次元） 0.10 （無次元）

   
基礎ボルト  

引張り σｂ＝ 29 ƒｔｓ＝   σｂ＝ 97 ƒｔｓ＝   

   せん断 τｂ＝ 33 ƒｓｂ＝  τｂ＝ 62 ƒｓｂ＝  

                           すべて許容応力以下である。                                 注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ] 

 

 

 

 

＋       ≦1 
η･(σｘ２＋σｘ３)   η・σｘ４ 

    ƒｃ        ƒｂ 
＋       ≦1 

η･(σｘ２＋σｘ３)   η・σｘ４ 

    ƒｃ        ƒｂ 
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2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
最高使用圧力 

(MPa) 

最高使用温度 
(℃) 

周囲環境温度 
(℃) 

比重 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

軽油タンク B 

常設／防止 
（ＤＢ拡張） 
常設／緩和 
（ＤＢ拡張） 

常設耐震／防止 
常設／緩和 

屋外 
T.M.S.L. 12.5＊ 

  ―   ―  ＣＨ＝1.69 ＣＶ＝1.33 静水頭 66 50 0.86 

 
2.2 機器要目 

ｍ０ 

(kg) 

ｍｅ 

(kg) 

Ｄｉ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 

Ｅ 

(MPa) 

Ｇ 

(MPa) 

ｇ 

(mm) 

Ｈ 

(mm) 
ｓ ｎ 

  9800   ＊1  ＊1 
4248 7495 9  

 

Ｄｃ 
(mm) 

Ｄｂｏ 
(mm) 

Ｄｂｉ 
(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ 
(mm2) 

Ｍｓ(N･mm) 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

10050 10250 9800 
 

 
2124 ― 4.456×107 

 

Ｓｙ（胴板） 

(MPa) 

Ｓｕ（胴板） 

(MPa) 

Ｓ（胴板） 

(MPa) 

Ｓｙ（基礎ボルト）

(MPa) 

Ｓｕ（基礎ボルト）

(MPa) 
Ｆ（基礎ボルト）

(MPa) 
Ｆ （基礎ボルト）

 

(MPa) 

 ＊1  ＊1 ― 

    

 

    

 
―  

注記＊1：最高使用温度で算出 

＊2：周囲環境温度で算出 
 
2.3 計算数値 

2.3.1 胴に生じる応力 

 (1) 一次一般膜応力                                       (単位：MPa) 

 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周方向応力 軸方向応力 せん断応力 周方向応力 軸方向応力 せん断応力 

静水頭による応力 ― ― ― σφ１ ＝  9 ― ― 

鉛直方向地震による引張応力 ― ― ― σφ２ ＝ 12 ― ― 

空質量による圧縮応力 ― ― ― ― σｘ２ ＝  2 ― 

鉛直方向地震による軸方向応力 ― ― ― ― σｘ３ ＝  2 ― 

水平方向地震による応力 ― ― ― ― σｘ４ ＝ 17 τ ＝ 19 

応力の和 
引張側 ― ― ― σφ ＝ 20 σｘｔ ＝ 17 ― 

圧縮側 ― ― ― σφ ＝-20 σｘｃ ＝ 20 ― 

組合せ応力 
引張り  ―   σ０ｔ ＝ 38  

圧  縮  ―   σ０ｃ ＝ 27  

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

＊ 

ｔ

Ｄｉ

ｇ
 

Ｈ
 

Ｄｃ

Ｄｂｏ

Ｄｂｉ 
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(2) 地震動のみによって生じる一次応力と二次応力の和の変動値                      (単位：MPa)  

 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周方向応力 軸方向応力 せん断応力 周方向応力 軸方向応力 せん断応力 

鉛直方向地震による応力 ― ― ― σφ２ ＝ 12 σｘ３ ＝  2 ― 

水平方向地震による応力 ― ― ― ― σｘ４ ＝ 17 τ ＝ 19 

応力の和 
引張側 ― ― ― σ２φ ＝ 12 σ２ｘｔ ＝ 18 ― 

圧縮側 ― ― ― σ２φ ＝-12 σ２ｘｃ ＝ 18 ― 

組合せ応力 

（変動値） 

引張り  ―   σ２ｔ ＝ 68  

圧  縮  ―   σ２ｃ ＝ 55  

      

2.3.2 基礎ボルトに生じる応力            (単位：MPa) 

 弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

引張応力 ― σｂ＝ 97 

せん断応力 ― τｂ＝ 62 

 

2.4 結論 

2.4.1 固有周期    (単位：s)             2.4.2 応力                                               (単位：MPa) 

方向 固有周期  
部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

水平方向 ＴＨ＝   算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

鉛直方向 ＴＶ＝   

胴板  

一次一般膜 ― ― σ０＝ 38 Ｓａ＝  

   一次＋二次 ― ― σ２＝ 68 Ｓａ＝  

 
  圧縮と曲げの 

組合せ 
― 

 

   （座屈の評価） ― 0.10 （無次元）

   
基礎ボルト  

引張り ― ― σｂ＝ 97 ƒｔｓ＝   

   せん断 ― ― τｂ＝ 62 ƒｓｂ＝  

 すべて許容応力以下である。                                 注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ] 

 

 

 

 

＋       ≦1 
η･(σｘ２＋σｘ３)   η・σｘ４ 

    ƒｃ        ƒｂ 
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1.  概要

　　本計算書は，Ⅴ-2-1-14 「計算書作成の方法 添付資料-6 管の耐震性についての計算書

　作成の基本方針」（以下「基本方針」という。）に基づき，管，支持構造物及び弁が設計

　用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有していることを説明するものである。

　　評価結果記載方法は，以下に示すとおりである。

　(1) 管

　　　工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点評価結果を解析モ

　　デル単位に記載する。また，全１８モデルのうち，各応力区分における最大応力評価点

　　の許容値／発生値（以下「裕度」という。）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰

　　図，計算条件及び評価結果を記載する。各応力区分における代表モデルの選定結果及び

　　全モデルの評価結果を4.2.4に記載する。

　(2) 支持構造物

　　　工事計画記載範囲の支持点のうち，種類及び型式単位に反力が最大となる支持点の評

　　価結果を代表として記載する。

　(3) 弁

　　　機能確認済加速度の機能維持評価用加速度に対する裕度が最小となる動的機能維持要

　　求弁を代表として評価結果を記載する。
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2.  概略系統図及び鳥瞰図

 2.1  概略系統図

概略系統図記号凡例

記号 内容

　

　　　　　　　　（太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　

　　　　　　　　（細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他

　計算書記載範囲の管

　　　　　　　　（破線） 　工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管の

　うち，他系統の管であって系統の概略を示すために表

　記する管

　鳥瞰図番号

　アンカ

2

K
7
 
①

 
Ⅴ
-
2
-
1
0
-
1
-
2
-
1
-
7
(
設

)
 
R
1
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



非常用ディーゼル発電設備燃料油系概略系統図（その１）

軽油
タンク

（Ａ）

Ａポンプ室屋外

軽油
タンク

（Ｂ）

Ｃポンプ室屋外

Ｂポンプ室屋外

燃料移送

ポンプ（Ａ）

燃料移送

ポンプ（Ｃ）

燃料移送

ポンプ（Ｂ）

Ａポンプ室Ｃポンプ室 屋外

Ａポンプ室

Ｂポンプ室

屋外

屋外

非常用ディーゼル

発電設備燃料油系

概略系統図（その２）へ

非常用ディーゼル

発電設備燃料油系

概略系統図（その２）へ

非常用ディーゼル

発電設備燃料油系

概略系統図（その２）へ

DGFO-Y-1

DGFO-Y-1

DGFO-Y-1

DGFO-Y-1

DGFO-Y-1

DGFO-Y-2

DGFO-Y-2

DGFO-Y-2

DGFO-Y-3DGFO-Y-2

DGFO-Y-2 DGFO-Y-9

DGFO-Y-2 DGFO-Y-6
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非常用ディーゼル発電設備燃料油系概略系統図（その２）

原子炉建屋屋外

非常用ディーゼル

発電設備燃料油系

概略系統図（その１）より

非常用ディーゼル

発電設備燃料油系

概略系統図（その１）より

非常用ディーゼル

発電設備燃料油系

概略系統図（その１）より

屋外

非常用ディーゼル

発電設備燃料油系

概略系統図（その３）へ

非常用ディーゼル

発電設備燃料油系

概略系統図（その３）へ

非常用ディーゼル

発電設備燃料油系

概略系統図（その３）へ

原子炉建屋

屋外 原子炉建屋

DGFO-Y-5DGFO-Y-4DGFO-Y-3DGFO-Y-2

DGFO-Y-2

DGFO-Y-2

DGFO-Y-11DGFO-Y-10DGFO-Y-9

DGFO-Y-8DGFO-Y-7DGFO-Y-6

DGFO-R-1

DGFO-R-5

DGFO-R-4
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非常用ディーゼル発電設備燃料油系概略系統図（その３）

原子炉建屋 ディタンク室

燃料

ディタンク

（Ａ）

非常用ディーゼル

発電設備燃料油系

概略系統図（その２）より

燃料

ディタンク

（Ｃ）

ディタンク室

燃料

ディタンク

（Ｂ）

ディタンク室

原子炉建屋

原子炉建屋

非常用ディーゼル

発電設備燃料油系

概略系統図（その２）より

非常用ディーゼル

発電設備燃料油系

概略系統図（その２）より

DGFO-Y-5

DGFO-Y-11 DGFO-R-5

DGFO-Y-8 DGFO-R-4

DGFO-R-1 DGFO-R-2 DGFO-R-3

DGFO-R-6 DGFO-R-7
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 2.2  鳥瞰図

　　　　鳥瞰図記号凡例

記号 内容

　　　　　　　　（太線）　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　　　　　　　　（細線）　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算書記

　載範囲の管

　　　　　　　　（破線）　工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管のうち，他

　系統の管であって解析モデルの概略を示すために表記する管

　 　質点

　 　

　 　アンカ

　 　

　レストレイント

　（本図は斜め拘束の場合の全体座標系における拘束方向成分

　　を示す。スナッバについても同様とする。）

　スナッバ

　ハンガ

　リジットハンガ

　拘束点の地震による相対変位量(mm)

　（＊は評価点番号，矢印は拘束方向を示す。また，　　　内に

　変位量を記載する。）

　注1：鳥瞰図中の寸法の単位は㎜である。

＊
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鳥瞰図 DGFO-R-2(1/5)
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鳥瞰図 DGFO-R-2(2/5)
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鳥瞰図 DGFO-R-2(3/5)
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鳥瞰図 DGFO-R-2(4/5)
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鳥瞰図 DGFO-R-2(5/5)
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鳥瞰図 DGFO-Y-1(1/4)
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鳥瞰図 DGFO-Y-1(2/4)

 

 

 

 

  

13

K7 ① Ⅴ-2-10-1-2-1-7(設) R1                                                             

t1154830
四角形



鳥瞰図 DGFO-Y-1(3/4)

  

  14
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鳥瞰図 DGFO-Y-1(4/4)
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3.　計算条件

　3.1　計算方法

　　　 管の構造強度評価は，「基本方針」に記載の評価方法に基づき行う。解析コードは，

　　 「ＨＩＳＡＰ」を使用し，解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，別紙

　　 「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。
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　3.2　荷重の組合せ及び許容応力状態

　　　 本計算書において考慮する荷重の組合せ及び許容応力状態を下表に示す。

施設名称 設備名称 系統名称
施設

分類
*1

設備
分類

機器等
の区分

耐震
重要度分類 荷重の組合せ

*3,4 許容応力
状態

ⅠＬ＋Ｓｄ

ⅡＬ＋Ｓｄ

ⅣＬ（Ｌ）＋Ｓｄ

ⅠＬ＋Ｓｓ

ⅡＬ＋Ｓｓ

注記＊1：ＤＢは設計基準対象施設，ＳＡは重大事故等対処設備を示す。

　　＊2：クラス２，３管の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。

　　＊3：運転状態の添字Ｌは荷重，（Ｌ）は荷重が長期間作用している状態を示す。

　　＊4：許容応力状態ごとに最も厳しい条件又は包絡条件を用いて評価を実施する。

Ｓ

ⅣＡＳ

その他発電用
原子炉の付属

施設
非常用発電装置

非常用ディーゼル
発電設備

ＤＢ ―   
―

*2

ⅢＡＳ

17

K7 ① Ⅴ-2-10-1-2-1-7(設) R1                                                             



　 鳥瞰図　DGFO-R-2

最高使用圧力最高使用温度 外径 厚さ 縦弾性係数

(MPa) （℃） (mm) (mm) (MPa)

  1    1A～127,127～318A 0.98  66   60.5   5.5 STPT410 Ｓ 201667

 3.3　設計条件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号を示す。 

管番号 対応する評価点 材料
耐震

重要度分類

18
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　 鳥瞰図　DGFO-Y-1

最高使用圧力最高使用温度 外径 厚さ 縦弾性係数

(MPa) （℃） (mm) (mm) (MPa)

 1001～1,76～76N

  192～1921

    1～29,32～33

   34～35N,52～76

   52～89,92～93

   94～95N,160～162

  165～166,167～168N

  160～192

    　設計条件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号を示す。 

管番号 対応する評価点 材料
耐震

重要度分類

  1 0.10  66

  2 0.10  66

  76.3   7.0 STPT410 Ｓ 202200

  76.3   5.2 STPT410 Ｓ 202200

19
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  フランジ部の質量

     　鳥瞰図　DGFO-Y-1

質量 対応する評価点

       1,76,192

     35N,95N,168N

20

K
7
 
①

 
Ⅴ
-
2
-
1
0
-
1
-
2
-
1
-
7
(
設

)
 
R
1
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



  弁部の寸法

     　鳥瞰図　DGFO-Y-1

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

1N～1001     33～34    

7601～76N     93～94    

166～167    1921～192N     
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  弁部の質量

     　鳥瞰図　DGFO-Y-1

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点

   1N～1001,7601～76N  1921～192N

   33～34,93～94   166～167
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  支持点及び貫通部ばね定数

      　 鳥瞰図　DGFO-R-2

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

      1A             

       9     

      13     

      18   

 **   18 **   

                

      26   

 **   26 **   

                

      33   

 **   33 **   

                

      39     

      43     

      47     

      51     

      56     

      58     

    6201     

      67     

      71     

    7301     

      77     

      90     

      93     

      96     

     102     

     110     

     119     

     123     

    1251     

　   　   

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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  支持点及び貫通部ばね定数

      　 鳥瞰図　DGFO-R-2

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

     150     

     156     

    1611     

     164     

     174     

     181     

    1861     

     191   

 **  191 **   

                

     196   

 **  196 **   

                

     201     

     207     

     211     

     212     

     215     

    2231     

     226     

    2311   

 ** 2311 **   

                

     239   

 **  239 **   

                

     246   

 **  246 **   

                

 **  250 **   

                 

　   　   

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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  支持点及び貫通部ばね定数

      　 鳥瞰図　DGFO-R-2

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

 **  250 **   

                

     256   

 **  256 **   

                

     258   

 **  258 **   

                

 ** 2681 **   

                 

 ** 2681 **   

                

     273     

     277     

     281     

     285     

     293     

     298     

     309   

 **  309 **   

                

    318A             

　   　   

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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  支持点及び貫通部ばね定数

      　 鳥瞰図　DGFO-Y-1

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

      1N     

 **   1N **     

                

 **   1N **     

                 

       6     

      10     

      13     

    1601     

      21     

     35N             

    5401     

      59     

    6301     

      67     

      71     

     76N     

 **  76N **     

                

 **  76N **     

               

      82     

     95N             

    168N             

     171     

     174     

     179     

     185     

     187     

　   　   

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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  支持点及び貫通部ばね定数

      　 鳥瞰図　DGFO-Y-1

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

    192N     

 ** 192N **     

                

 ** 192N **     

               

　   　   

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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 3.4　材料及び許容応力

　　  使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。

最高使用温度

（℃） Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ

STPT410  66 ― 231 407 ―

材料
許容応力(MPa)
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　3.5　設計用地震力

 　  　本計算書において考慮する設計用地震力の算出に用いる設計用床応答曲線を下表に示す。

 　　なお，設計用床応答曲線はⅤ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき策定したものを

 　　用いる。また，減衰定数はⅤ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。

鳥瞰図 建屋・構築物 標高 減衰定数(%)

DGFO-R-2 原子炉建屋  

DGFO-Y-1 軽油タンク基礎  
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4.  解析結果及び評価

　4.1  固有周期及び設計震度

   　   鳥瞰図　DGFO-R-2

応答鉛直震度
*1

応答鉛直震度
*1

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向 Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

  5 次

  6 次

  7 次

  8 次

  9 次

 10 次

注記＊1：各モードの固有周期に対し，設計用床応答曲線より得られる震度を示す。

　　＊2：Ｓｄ又はＳｓ地震動に基づく設計用最大応答加速度より定めた震度を示す。

　　＊3：3.6ＣＩ及び1.2ＣＶより定めた震度を示す。

動的震度
*2

静的震度
*3

適用する地震動等 Ｓｄ及び静的震度 Ｓｓ

モード
固有周期

(s)

応答水平震度
*1

応答水平震度
*1
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各モードに対応する刺激係数

      　　鳥瞰図　DGFO-R-2

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

  5 次

  6 次

  7 次

  8 次

  9 次

注記＊：刺激係数は，モード質量を正規化し，固有ベクトルと質量マトリックスの積から

　　　　算出した値を示す。

モード
固有周期

(s)

刺激係数
*
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　 　　代表的振動モード図　　　

  振動モード図は，３次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線で図

示し，次ページ以降に示す。
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鳥瞰図 ＤＧＦＯ－Ｒ－２

代表的振動モード図 (1次)
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鳥瞰図 ＤＧＦＯ－Ｒ－２

代表的振動モード図 (2次)
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鳥瞰図 ＤＧＦＯ－Ｒ－２

代表的振動モード図 (3次)
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　     固有周期及び設計震度

   　   鳥瞰図　DGFO-Y-1

応答鉛直震度
*1

応答鉛直震度
*1

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向 Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

  5 次

  6 次

  7 次

  8 次

  9 次

注記＊1：各モードの固有周期に対し，設計用床応答曲線より得られる震度を示す。

　　＊2：Ｓｄ又はＳｓ地震動に基づく設計用最大応答加速度より定めた震度を示す。

　　＊3：3.6ＣＩ及び1.2ＣＶより定めた震度を示す。

動的震度
*2

静的震度
*3

適用する地震動等 Ｓｄ及び静的震度 Ｓｓ

モード
固有周期

(s)

応答水平震度
*1

応答水平震度
*1
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各モードに対応する刺激係数

      　　鳥瞰図　DGFO-Y-1

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

  5 次

  6 次

  7 次

  8 次

注記＊：刺激係数は，モード質量を正規化し，固有ベクトルと質量マトリックスの積から

　　　　算出した値を示す。

モード
固有周期

(s)

刺激係数
*
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　 　　代表的振動モード図　　　

  振動モード図は，３次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線で図

示し，次ページ以降に示す。
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鳥瞰図 ＤＧＦＯ－Ｙ－１

代表的振動モード図 (1次)
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鳥瞰図 ＤＧＦＯ－Ｙ－１

代表的振動モード図 (2次)
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鳥瞰図 ＤＧＦＯ－Ｙ－１

代表的振動モード図 (3次)
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 4.2　評価結果

    4.2.1　管の応力評価結果

　　       下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。

　クラス２以下の管

計算応力 許容応力 計算応力 許容応力 疲労累積係数

Ｓprm（Ｓｄ） Ｓｙ
*

Ｓprm（Ｓｓ） 0.9Ｓｕ Ｓｎ（Ｓｓ） 2Ｓｙ  ＵＳｓ

 DGFO-Y-1 ⅢＡＳ  95N Ｓprm（Ｓｄ） 58 231 ― ― ―

 DGFO-R-2 ⅣＡＳ  216 Ｓprm（Ｓｓ） 101 366 ― ― ―

 DGFO-R-2 ⅣＡＳ  216 Ｓｎ（Ｓｓ） ― ― 192 462 ―

 

  注記＊： オーステナイト系ステンレス鋼及び高ニッケル合金については，Ｓｙと1.2Ｓｈのうち大きい方の値とする。

一次＋二次応力評価(MPa) 疲労評価

鳥瞰図
許容応力
状態

最大応力
評価点

最大応力
区分

一次応力評価(MPa)

K7 ① Ⅴ-2-10-1-2-1-7(設) R1
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    4.2.2　支持構造物評価結果

　　       下表に示すとおり計算応力及び計算荷重はそれぞれの許容値以下である。

　支持構造物評価結果（荷重評価）

支持構造物
番号

RO-DGFO-Y057
RO-DGFO-Y078

ロッドレストレイント RSA-06 1 10

　支持構造物評価結果（応力評価）

ＦＸ ＦＹ ＦＺ ＭＸ ＭＹ ＭＺ

AN-DGFO-Y501 アンカ ラグ SGV410 66 1 2 2 1 1 1 曲げ 13 121

RE-DGFO-R186 レストレイント Uボルト SS400 66 4 1 0 ― ― ― 組合せ 94 268

許容
荷重
(kN)

評価結果

支持構造物
番号

反力(kN)

支持点荷重

種類 型式 材質
温度

（℃）

種類 型式
温度

（℃）
材質 計算

荷重
(kN)

Ⅴ-2-1-12「配管及び支
持構造物の耐震計算に
ついて」参照

応力
分類

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)

評価結果

モーメント(kN･m)
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    4.2.3　弁の動的機能維持評価結果

　　       下表に示すとおり機能維持評価用加速度が機能確認済加速度以下又は計算応力が許容応力以下である。

水平 鉛直 水平 鉛直 計算応力 許容応力

― ― ― ― ― ― ― ― ―

構造強度評価結果
(MPa)

機能確認済加速度

(×9.8m/s
2
)弁番号 形式 要求機能

機能維持評価用加速度

(×9.8m/s
2
)
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    4.2.4　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

　　       代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類毎に裕度最小のモデルを選定して鳥瞰図，設計条件及び評価結果

 　　　　を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（クラス２以下の管）

1 DGFO-R-1 60 19 231 12.15 ― 60 26 366 14.07 ― 68 42 462 11.00 ― ― ― ―

2 DGFO-R-2 216 55 231 4.20 ― 216 101 366 3.62 ○ 216 192 462 2.40 ○ ― ― ―

3 DGFO-R-3 321 22 231 10.50 ― 321 32 366 11.43 ― 321 54 462 8.55 ― ― ― ―

4 DGFO-R-4 716 16 231 14.43 ― 716 23 366 15.91 ― 716 38 462 12.15 ― ― ― ―

5 DGFO-R-5 81 33 231 7.00 ― 81 60 366 6.10 ― 81 111 462 4.16 ― ― ― ―

6 DGFO-R-6 250 43 231 5.37 ― 250 78 366 4.69 ― 250 148 462 3.12 ― ― ― ―

7 DGFO-R-7 2 22 231 10.50 ― 2 31 366 11.80 ― 52 50 462 9.24 ― ― ― ―

8 DGFO-Y-1 95N 58 231 3.98 ○ 95N 92 366 3.97 ― 95N 143 462 3.23 ― ― ― ―

9 DGFO-Y-2 509 40 231 5.77 ― 509 70 366 5.22 ― 509 130 462 3.55 ― ― ― ―

10 DGFO-Y-3 28 18 231 12.83 ― 28 26 366 14.07 ― 13 34 376 11.05 ― ― ― ―

11 DGFO-Y-4 28 15 231 15.40 ― 28 20 366 18.30 ― 8 27 376 13.92 ― ― ― ―

12 DGFO-Y-5 76A 26 231 8.88 ― 76A 35 366 10.45 ― 76A 37 462 12.48 ― ― ― ―

13 DGFO-Y-6 28 15 231 15.40 ― 28 20 366 18.30 ― 13 34 376 11.05 ― ― ― ―

14 DGFO-Y-7 28 15 231 15.40 ― 28 20 366 18.30 ― 8 27 376 13.92 ― ― ― ―

15 DGFO-Y-8 27 16 231 14.43 ― 27 23 366 15.91 ― 27 42 462 11.00 ― ― ― ―

16 DGFO-Y-9 28 18 231 12.83 ― 28 26 366 14.07 ― 13 34 376 11.05 ― ― ― ―

注記＊：ⅢＡＳの一次＋二次応力の許容値はⅣＡＳと同様であることから，地震荷重が大きいⅣＡＳの一次＋二次応力裕度最小を代表とする。

No.
評
価
点

疲労
累積
係数

代
表

疲労評価

許容応力状態　ⅣＡＳ

一次応力

評
価
点

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)

裕度
代
表

一次＋二次応力
＊

評
価
点

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)

許容応力状態　ⅢＡＳ

一次応力

配管モデル

裕度
代
表

評
価
点

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)

裕度
代
表
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　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（クラス２以下の管）

17 DGFO-Y-10 28 15 231 15.40 ― 28 20 366 18.30 ― 8 27 376 13.92 ― ― ― ―

18 DGFO-Y-11 42A 20 231 11.55 ― 42A 25 366 14.64 ― 39 29 462 15.93 ― ― ― ―

注記＊：ⅢＡＳの一次＋二次応力の許容値はⅣＡＳと同様であることから，地震荷重が大きいⅣＡＳの一次＋二次応力裕度最小を代表とする。

代
表

評
価
点

疲労
累積
係数

代
表

裕度
代
表

評
価
点

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)

裕度
許容
応力
(MPa)

No. 配管モデル

許容応力状態　ⅢＡＳ 許容応力状態　ⅣＡＳ

一次応力 一次応力 一次＋二次応力
＊ 疲労評価

評
価
点

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)

裕度
代
表

評
価
点

計算
応力
(MPa)
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1.  概要

　　本計算書は，Ⅴ-2-1-14 「計算書作成の方法 添付資料-6 管の耐震性についての計算書

　作成の基本方針」（以下「基本方針」という。）に基づき，管，支持構造物及び弁が設計

　用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有していることを説明するものである。

　　評価結果記載方法は，以下に示すとおりである。

　(1) 管

　　　工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点評価結果を解析モ

　　デル単位に記載する。また，全１８モデルのうち，各応力区分における最大応力評価点

　　の許容値／発生値（以下「裕度」という。）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰

　　図，計算条件及び評価結果を記載する。各応力区分における代表モデルの選定結果及び

　　全モデルの評価結果を4.2.4に記載する。

　(2) 支持構造物

　　　工事計画記載範囲の支持点のうち，種類及び型式単位に反力が最大となる支持点の評

　　価結果を代表として記載する。

　(3) 弁

　　　機能確認済加速度の機能維持評価用加速度に対する裕度が最小となる動的機能維持要

　　求弁を代表として評価結果を記載する。
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2.  概略系統図及び鳥瞰図

 2.1  概略系統図

概略系統図記号凡例

記号 内容

　

　　　　　　　　（太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　

　　　　　　　　（細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他

　計算書記載範囲の管

　　　　　　　　（破線） 　工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管の

　うち，他系統の管であって系統の概略を示すために表

　記する管

　鳥瞰図番号

　アンカ
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非常用ディーゼル発電設備燃料油系概略系統図（その１）

軽油
タンク

（Ａ）

Ａポンプ室屋外

軽油
タンク

（Ｂ）

Ｃポンプ室屋外

Ｂポンプ室屋外

燃料移送

ポンプ（Ａ）

燃料移送

ポンプ（Ｃ）

燃料移送

ポンプ（Ｂ）

Ａポンプ室Ｃポンプ室 屋外

Ａポンプ室

Ｂポンプ室

屋外

屋外

非常用ディーゼル

発電設備燃料油系

概略系統図（その２）へ

非常用ディーゼル

発電設備燃料油系

概略系統図（その２）へ

非常用ディーゼル

発電設備燃料油系

概略系統図（その２）へ

DGFO-Y-1

DGFO-Y-1

DGFO-Y-1

DGFO-Y-1

DGFO-Y-1

DGFO-Y-2

DGFO-Y-2

DGFO-Y-2

DGFO-Y-3DGFO-Y-2

DGFO-Y-2 DGFO-Y-9

DGFO-Y-2 DGFO-Y-6
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非常用ディーゼル発電設備燃料油系概略系統図（その２）

原子炉建屋屋外

非常用ディーゼル

発電設備燃料油系

概略系統図（その１）より

非常用ディーゼル

発電設備燃料油系

概略系統図（その１）より

非常用ディーゼル

発電設備燃料油系

概略系統図（その１）より

屋外

非常用ディーゼル

発電設備燃料油系

概略系統図（その３）へ

非常用ディーゼル

発電設備燃料油系

概略系統図（その３）へ

非常用ディーゼル

発電設備燃料油系

概略系統図（その３）へ

原子炉建屋

屋外 原子炉建屋

DGFO-Y-5DGFO-Y-4DGFO-Y-3DGFO-Y-2

DGFO-Y-2

DGFO-Y-2

DGFO-Y-11DGFO-Y-10DGFO-Y-9

DGFO-Y-8DGFO-Y-7DGFO-Y-6

DGFO-R-1

DGFO-R-5

DGFO-R-4
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非常用ディーゼル発電設備燃料油系概略系統図（その３）

原子炉建屋 ディタンク室

燃料

ディタンク

（Ａ）

非常用ディーゼル

発電設備燃料油系

概略系統図（その２）より

燃料

ディタンク

（Ｃ）

ディタンク室

燃料

ディタンク

（Ｂ）

ディタンク室

原子炉建屋

原子炉建屋

非常用ディーゼル

発電設備燃料油系

概略系統図（その２）より

非常用ディーゼル

発電設備燃料油系

概略系統図（その２）より

DGFO-Y-5

DGFO-Y-11 DGFO-R-5

DGFO-Y-8 DGFO-R-4

DGFO-R-1 DGFO-R-2 DGFO-R-3

DGFO-R-6 DGFO-R-7
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 2.2  鳥瞰図

　　　　鳥瞰図記号凡例

記号 内容

　　　　　　　　（太線）　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　　　　　　　　（細線）　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算書記

　載範囲の管

　　　　　　　　（破線）　工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管のうち，他

　系統の管であって解析モデルの概略を示すために表記する管

　 　質点

　 　

　 　アンカ

　 　

　レストレイント

　（本図は斜め拘束の場合の全体座標系における拘束方向成分

　　を示す。スナッバについても同様とする。）

　スナッバ

　ハンガ

　リジットハンガ

　拘束点の地震による相対変位量(mm)

　（＊は評価点番号，矢印は拘束方向を示す。また，　　　内に

　変位量を記載する。）

　注1：鳥瞰図中の寸法の単位は㎜である。

＊
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鳥瞰図 DGFO-R-2(1/5)
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鳥瞰図 DGFO-R-2(2/5)
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鳥瞰図 DGFO-R-2(3/5)
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鳥瞰図 DGFO-R-2(4/5)
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鳥瞰図 DGFO-R-2(5/5)
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3.　計算条件

　3.1　計算方法

　　　 管の構造強度評価は，「基本方針」に記載の評価方法に基づき行う。解析コードは，

　　 「ＨＩＳＡＰ」を使用し，解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，別紙

　　 「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。
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　3.2　荷重の組合せ及び許容応力状態

　　　 本計算書において考慮する荷重の組合せ及び許容応力状態を下表に示す。

施設名称 設備名称 系統名称
施設

分類
*1

設備

分類
*2

機器等
の区分

耐震
重要度分類 荷重の組合せ

*4 許容応力

状態
*5

注記＊1：ＤＢは設計基準対象施設，ＳＡは重大事故等対処設備を示す。

　　＊2：「常設／防止（ＤＢ拡張）」は常設重大事故防止設備（設計基準拡張），「常設／緩和（ＤＢ拡張）」は

         常設重大事故緩和設備（設計基準拡張）を示す。

　　＊3：重大事故等クラス２管の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。

　　＊4：運転状態の添字Ｌは荷重を示す。

　　＊5：許容応力状態ⅤＡＳは許容応力状態ⅣＡＳの許容限界を使用し，許容応力状態ⅣＡＳとして評価を実施する。

ⅤＬ＋Ｓｓ ⅤＡＳ
その他発電用
原子炉の付属

施設
非常用発電装置

非常用ディーゼル
発電設備

ＳＡ

常設／防止
（ＤＢ拡張）
常設／緩和
（ＤＢ拡張）

  
―

*3 ―
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　 鳥瞰図　DGFO-R-2

最高使用圧力最高使用温度 外径 厚さ 縦弾性係数

(MPa) （℃） (mm) (mm) (MPa)

  1    1A～127,127～318A 0.98  66   60.5   5.5 STPT410 ― 201667

 3.3　設計条件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号を示す。 

管番号 対応する評価点 材料
耐震

重要度分類

14
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  支持点及び貫通部ばね定数

      　 鳥瞰図　DGFO-R-2

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

      1A             

       9     

      13     

      18   

 **   18 **   

                

      26   

 **   26 **   

                

      33   

 **   33 **   

                

      39     

      43     

      47     

      51     

      56     

      58     

    6201     

      67     

      71     

    7301     

      77     

      90     

      93     

      96     

     102     

     110     

     119     

     123     

    1251     

　   　   

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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  支持点及び貫通部ばね定数

      　 鳥瞰図　DGFO-R-2

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

     150     

     156     

    1611     

     164     

     174     

     181     

    1861     

     191   

 **  191 **   

                

     196   

 **  196 **   

                

     201     

     207     

     211     

     212     

     215     

    2231     

     226     

    2311   

 ** 2311 **   

                

     239   

 **  239 **   

                

     246   

 **  246 **   

                

 **  250 **   

                 

　   　   

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)

16

K
7
 
①

 
Ⅴ
-
2
-
1
0
-
1
-
2
-
1
-
7
(
重

)
 
R
1
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



  支持点及び貫通部ばね定数

      　 鳥瞰図　DGFO-R-2

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

 **  250 **   

                

     256   

 **  256 **   

                

     258   

 **  258 **   

                

 ** 2681 **   

                 

 ** 2681 **   

                

     273     

     277     

     281     

     285     

     293     

     298     

     309   

 **  309 **   

                

    318A             

　   　   

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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 3.4　材料及び許容応力

　　  使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。

最高使用温度

（℃） Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ

STPT410  66 ― 231 407 ―

材料
許容応力(MPa)
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　3.5　設計用地震力

 　　　本計算書において考慮する設計用地震力の算出に用いる設計用床応答曲線を下表に示す。

 　　なお，設計用床応答曲線はⅤ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき策定したものを

 　　用いる。また，減衰定数はⅤ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。

鳥瞰図 建屋・構築物 標高 減衰定数(%)

DGFO-R-2 原子炉建屋  
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4.  解析結果及び評価

　4.1  固有周期及び設計震度

   　   鳥瞰図　DGFO-R-2

応答鉛直震度
*1

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

  5 次

  6 次

  7 次

  8 次

  9 次

 10 次

注記＊1：各モードの固有周期に対し，設計用床応答曲線より得られる震度を示す。

　　＊2：Ｓｄ又はＳｓ地震動に基づく設計用最大応答加速度より定めた震度を示す。

動的震度
*2

適用する地震動等 Ｓｓ

モード
固有周期

(s)

応答水平震度
*1

20
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各モードに対応する刺激係数

      　　鳥瞰図　DGFO-R-2

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

  5 次

  6 次

  7 次

  8 次

  9 次

注記＊：刺激係数は，モード質量を正規化し，固有ベクトルと質量マトリックスの積から

　　　　算出した値を示す。

モード
固有周期

(s)

刺激係数
*
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　 　　代表的振動モード図　　　

  振動モード図は，３次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線で図

示し，次ページ以降に示す。
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鳥瞰図 ＤＧＦＯ－Ｒ－２

代表的振動モード図 (1次)
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鳥瞰図 ＤＧＦＯ－Ｒ－２

代表的振動モード図 (2次)
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鳥瞰図 ＤＧＦＯ－Ｒ－２

代表的振動モード図 (3次)
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 4.2  評価結果

　  4.2.1　管の応力評価結果

　　 　　　下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。

　重大事故等クラス２管であってクラス２以下の管

計算応力 許容応力 計算応力 許容応力 疲労累積係数

Ｓprm（Ｓｓ） 0.9Ｓｕ Ｓｎ（Ｓｓ） 2Ｓｙ  ＵＳｓ

 DGFO-R-2 ⅤＡＳ  216 Ｓprm（Ｓｓ） 101 366 ― ― ―

 DGFO-R-2 ⅤＡＳ  216 Ｓｎ（Ｓｓ） ― ― 192 462 ―

 

一次＋二次応力評価(MPa) 疲労評価

鳥瞰図
許容応力
状態

最大応力
評価点

最大応力
区分

一次応力評価(MPa)

K7 ① Ⅴ-2-10-1-2-1-7(重) R1
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    4.2.2　支持構造物評価結果

　　       下表に示すとおり計算応力及び計算荷重はそれぞれの許容値以下である。

　支持構造物評価結果（荷重評価）

支持構造物
番号

RO-DGFO-Y057
RO-DGFO-Y078

ロッドレストレイント RSA-06 1 10

　支持構造物評価結果（応力評価）

ＦＸ ＦＹ ＦＺ ＭＸ ＭＹ ＭＺ

AN-DGFO-Y501 アンカ ラグ SGV410 66 1 2 2 1 1 1 曲げ 13 121

RE-DGFO-R186 レストレイント Uボルト SS400 100 4 1 0 ― ― ― 組合せ 94 261

Ⅴ-2-1-12「配管及び支
持構造物の耐震計算に
ついて」参照

計算
荷重
(kN)

許容
荷重
(kN)

種類 型式 材質
温度

（℃）

評価結果

支持構造物
番号

種類 型式 材質
温度

（℃）

支持点荷重 評価結果

反力(kN) モーメント(kN･m)
応力
分類

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)
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    4.2.3　弁の動的機能維持評価結果

　　       下表に示すとおり機能維持評価用加速度が機能確認済加速度以下又は計算応力が許容応力以下である。

水平 鉛直 水平 鉛直 計算応力 許容応力

― ― ― ― ― ― ― ― ―

構造強度評価結果
(MPa)

弁番号 形式 要求機能

機能維持評価用加速度

(×9.8m/s
2
)

機能確認済加速度

(×9.8m/s
2
)
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    4.2.4　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

　　       代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類毎に裕度最小のモデルを選定して鳥瞰図，設計条件及び評価結果

 　　　　を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（重大事故等クラス２管であってクラス２以下の管）

1 DGFO-R-1 60 26 366 14.07 ― 68 42 462 11.00 ― ― ― ―

2 DGFO-R-2 216 101 366 3.62 ○ 216 192 462 2.40 ○ ― ― ―

3 DGFO-R-3 321 32 366 11.43 ― 321 54 462 8.55 ― ― ― ―

4 DGFO-R-4 716 23 366 15.91 ― 716 38 462 12.15 ― ― ― ―

5 DGFO-R-5 81 60 366 6.10 ― 81 111 462 4.16 ― ― ― ―

6 DGFO-R-6 250 78 366 4.69 ― 250 148 462 3.12 ― ― ― ―

7 DGFO-R-7 2 31 366 11.80 ― 52 50 462 9.24 ― ― ― ―

8 DGFO-Y-1 95N 92 366 3.97 ― 95N 143 462 3.23 ― ― ― ―

9 DGFO-Y-2 509 70 366 5.22 ― 509 130 462 3.55 ― ― ― ―

10 DGFO-Y-3 28 26 366 14.07 ― 13 34 376 11.05 ― ― ― ―

11 DGFO-Y-4 28 20 366 18.30 ― 8 27 376 13.92 ― ― ― ―

12 DGFO-Y-5 76A 35 366 10.45 ― 76A 37 462 12.48 ― ― ― ―

13 DGFO-Y-6 28 20 366 18.30 ― 13 34 376 11.05 ― ― ― ―

14 DGFO-Y-7 28 20 366 18.30 ― 8 27 376 13.92 ― ― ― ―

15 DGFO-Y-8 27 23 366 15.91 ― 27 42 462 11.00 ― ― ― ―

16 DGFO-Y-9 28 26 366 14.07 ― 13 34 376 11.05 ― ― ― ―

代
表

代
表

評
価
点

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)

裕度
代
表

No. 配管モデル

許容応力状態　ⅤＡＳ

一次応力 一次＋二次応力 疲労評価

評
価
点

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)

裕度
評
価
点

疲労
累積
係数
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　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（重大事故等クラス２管であってクラス２以下の管）

17 DGFO-Y-10 28 20 366 18.30 ― 8 27 376 13.92 ― ― ― ―

18 DGFO-Y-11 42A 25 366 14.64 ― 39 29 462 15.93 ― ― ― ―

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)

裕度
評
価
点

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)

No. 配管モデル

許容応力状態　ⅤＡＳ

一次応力 一次＋二次応力 疲労評価

代
表

評
価
点

疲労
累積
係数

代
表

裕度
代
表

評
価
点
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Ⅴ-2-10-1-2-1-8 非常用ディーゼル発電設備制御盤 

      の耐震性についての計算書
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1. 概要 

本計算書は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，非常用ディーゼル発電設備制御盤が設計用地震力に対して十分な構造強度及び電

気的機能を有していることを説明するものである。 

非常用ディーゼル発電設備制御盤は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故

等対処設備においては常設重大事故防止設備（設計基準拡張）及び常設重大事故緩和設備（設計

基準拡張）に分類される。以下，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評

価及び電気的機能維持評価を示す。 

なお，非常用ディーゼル発電設備制御盤は，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法」に記載の直立形盤

であるため，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-9 盤の耐震性についての計算書作成の基

本方針」に基づき評価を実施する。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

非常用ディーゼル発電設備制御盤の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

非常用ディーゼル発電設

備制御盤は，基礎に埋め

込まれたチャンネルベー

スに取付ボルトで設置す

る。 

直立形 

（鋼材及び鋼板を組み

合わせた自立閉鎖型の

盤） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 
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横 

高さ 

たて 

正面 

盤 

取付ボルト 

基礎 

チャンネルベース 

側面 

（長辺方向） （短辺方向） 

【非常用ディーゼル発電設備制御盤】 

(単位：mm) 

 非常用ディーゼル発電機7A制御盤 非常用ディーゼル発電機7B制御盤 非常用ディーゼル発電機7C制御盤 

(1)*1 (2)*2 (1)*1 (2)*2 (1)*1 (2)*2 

たて 1600 1900 1600 1900 1600 1900 

横 5300 5800 5300 5800 5300 5800 

高さ 2300 2300 2300 2300 2300 2300 

注記＊1：補助継電器盤，自動電圧調整器盤，整流器盤，リアクトル盤より構成する。 

  ＊2：整流器用変圧器盤，可飽和変流器盤，中性点接地装置盤より構成する。 

 



  

 

 

3. 固有周期 

3.1 固有周期の確認 

非常用ディーゼル発電設備制御盤のうち非常用ディーゼル発電機 7A制御盤(1)，非常用デ

ィーゼル発電機 7A制御盤(2)の固有周期は以下のとおりである。 

水平方向の固有周期は，プラスチックハンマ等により，当該装置に振動を与え自由減衰振

動を固有振動数測定装置（圧電式加速度ピックアップ，振動計，分析器）により記録解析す

る。試験の結果，剛であることを確認した。鉛直方向の固有周期は，構造が同等であり，同

様な振動特性を持つ盤に対する振動試験（自由振動試験）の結果確認された固有周期を使用

する。 

非常用ディーゼル発電機 7B 制御盤(1)，7C 制御盤(1)，7B 制御盤(2)，7C 制御盤(2)の固有

周期は，構造が同等であり，同様な振動特性を持つ盤に対する振動試験（自由振動試験）の

結果確認された固有周期を使用する。固有周期の確認結果を表 3－1に示す。 

 

 

表 3－1 固有周期       (単位:s) 

名称 方向 固有周期 

非常用ディーゼル発電機 7A 

制御盤(1) 

水平  

鉛直 0.05 以下 

非常用ディーゼル発電機 7B 

制御盤(1) 

水平 0.05 以下 

鉛直 0.05 以下 

非常用ディーゼル発電機 7C 

制御盤(1) 

水平 0.05 以下 

鉛直 0.05 以下 

非常用ディーゼル発電機 7A 

制御盤(2) 

水平  

鉛直 0.05 以下 

非常用ディーゼル発電機 7B 

制御盤(2) 

水平 0.05 以下 

鉛直 0.05 以下 

非常用ディーゼル発電機 7C 

制御盤(2) 

水平 0.05 以下 

鉛直 0.05 以下 
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4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

非常用ディーゼル発電設備制御盤の構造強度評価は，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資

料-9 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき行う。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

非常用ディーゼル発電設備制御盤の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象

施設の評価に用いるものを表 4－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－2

に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

非常用ディーゼル発電設備制御盤の許容応力は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基

づき表 4－3のとおりとする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

非常用ディーゼル発電設備制御盤の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施

設の評価に用いるものを表 4－4に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－5に

示す。 

 

4.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【非常用ディーゼル発電機 7A制御盤(1)の耐震性

についての計算結果】,【非常用ディーゼル発電機 7B 制御盤(1)の耐震性についての計算結果】,

【非常用ディーゼル発電機 7C制御盤(1)の耐震性についての計算結果】,【非常用ディーゼル発

電機 7A 制御盤(2)の耐震性についての計算結果】,【非常用ディーゼル発電機 7B制御盤(2)の耐

震性についての計算結果】,【非常用ディーゼル発電機 7C 制御盤(2)の耐震性についての計算結

果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用 

電源設備 

非常用ディーゼル発電設備 

制御盤 
Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

 

表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用 

電源設備 

非常用ディーゼル発電設備 

制御盤 

常設／防止（DB 拡張） 

常設／緩和（DB 拡張） 
―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

注記＊1：「常設／防止（DB 拡張）」は常設重大事故防止設備（設計基準拡張），「常設／緩和（DB拡張）」は常設重大事故緩和設備（設計基準拡張）

を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

5  
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＊
 



 

 

表 4－3 許容応力（その他の支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

6  
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表 4－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

取付ボルト 
SS400 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度 40 235 400 ― 

 

表 4－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

取付ボルト 
SS400 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度 40 235 400 ― 
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5. 機能維持評価 

5.1 電気的機能維持評価方法 

非常用ディーゼル発電設備制御盤の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

電気的機能維持評価は，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-9 盤の耐震性に

ついての計算書作成の基本方針」に記載の評価方法に基づき行う。 

非常用ディーゼル発電機 7A 制御盤(1)，7B 制御盤(1)，7C 制御盤(1)に設置される器

具の機能確認済加速度は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，同形式の器具

及び当該器具と類似の器具単体の正弦波加振試験において，電気的機能の健全性を確

認した評価部位の最大加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 5－1に示す。 

非常用ディーゼル発電機 7A 制御盤(2)，7B 制御盤(2)，7C 制御盤(2)はＪＥＡＧ４６

０１－1987 において「装置」に分類され，機能維持評価は構造健全性を確認すること

とされている。したがって，非常用ディーゼル発電機 7A 制御盤(2)，7B 制御盤(2)，7C

制御盤(2)の機能維持評価は，支持構造物が健全であることの確認により行う。 

 

表 5－1 機能確認済加速度        (×9.8m/s2) 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

非常用ディーゼル発電機 7A 制御盤(1) 
水平  

鉛直  

非常用ディーゼル発電機 7B 制御盤(1) 
水平  

鉛直  

非常用ディーゼル発電機 7C 制御盤(1) 
水平  

鉛直  
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6. 評価結果 

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

非常用ディーゼル発電設備制御盤の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下

に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及

び電気的機能を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

 

6.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

非常用ディーゼル発電設備制御盤の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価

結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な

構造強度及び電気的機能を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【非常用ディーゼル発電機 7A 制御盤(1)の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

非常用ディーゼル発電機 7A 制御盤(1) Ｓ 

原子炉建屋 

T.M.S.L. 19.7 

(T.M.S.L. 23.5＊) 
 0.05 以下 ＣＨ＝0.78 ＣＶ＝0.71 ＣＨ＝1.51 ＣＶ＝1.38 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 1190 
16 

(M16) 
201.1 62 

235 

（16mm＜径≦40mm） 

400 

（16mm＜径≦40mm） 

 

 

 

 

  

部材 
１ｉ＊ 

(mm) 

２ｉ＊ 

(mm) 
ｎｆｉ＊ 

Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

680 760 18 
235 280 短辺方向 長辺方向 

2560 2640 4 
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10 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
＊  



 

 

1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
    

 

1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り σｂ２＝10 ƒｔｓ２＝176＊ σｂ２＝48 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 τｂ２＝5 ƒｓｂ２＝135 τｂ２＝9 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                         (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

非常用ディーゼル発電機 7A 
制御盤(1) 

水平方向 1.27  

鉛直方向 1.15  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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Ａ～Ａ矢視図 

ｈ
2 


 22
 

Ａ Ａ 

取付ボルト 

チャンネルベース 

正面 

(長辺方向) 

転倒方向 

 

側面 

(短辺方向) 

転倒方向 

取付ボルト 


12
 

22
 

12
 

（
12
≦

22
） （

12
≦

22
） 

ｈ
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2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

非常用ディーゼル発電機 7A 制御盤(1) 
常設／防止（DB 拡張） 

常設／緩和（DB 拡張） 

原子炉建屋 

T.M.S.L. 19.7 

(T.M.S.L. 23.5＊) 

 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.51 ＣＶ＝1.38 40 

           注記＊：基準床レベルを示す。 

 

2.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 1190 
16 

(M16) 
201.1 62 

235 

（16mm＜径≦40mm） 

400 

（16mm＜径≦40mm） 

 

 

 

 

  

部材 
１ｉ＊ 

(mm) 

２ｉ＊ 

(mm) 
ｎｆｉ＊ 

Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

680 760 18 
― 280 ― 長辺方向 

2560 2640 4 

K7 ① Ⅴ-2-10-1-2-1-8 R0 K7 ① Ⅴ-2-10-1-2-1-8 R1 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊  
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
―  ―  

 

2.4 結論 

2.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り ― ― σｂ２＝48 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝9 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

2.4.2 電気的機能の評価結果                             (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

非常用ディーゼル発電機 7A 
制御盤(1) 

水平方向 1.27  

鉛直方向 1.15  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 

  

K7 ① Ⅴ-2-10-1-2-1-8 R1 
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【非常用ディーゼル発電機 7B 制御盤(1)の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

非常用ディーゼル発電機 7B 制御盤(1) Ｓ 

原子炉建屋 

T.M.S.L. 19.7 

(T.M.S.L. 23.5＊) 
0.05 以下 0.05 以下 ＣＨ＝0.78 ＣＶ＝0.71 ＣＨ＝1.51 ＣＶ＝1.38 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 1190 
16 

(M16) 
201.1 62 

235 

（16mm＜径≦40mm） 

400 

（16mm＜径≦40mm） 

 

 

 

 

  

部材 
１ｉ＊ 

(mm) 

２ｉ＊ 

(mm) 
ｎｆｉ＊ 

Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

680 760 18 
235 280 短辺方向 長辺方向 

2560 2640 4 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
＊  

K7 ① Ⅴ-2-10-1-2-1-8 R0 K7 ① Ⅴ-2-10-1-2-1-8 R1 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
    

 

1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り σｂ２＝10 ƒｔｓ２＝176＊ σｂ２＝48 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 τｂ２＝5 ƒｓｂ２＝135 τｂ２＝9 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                         (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

非常用ディーゼル発電機 7B 
制御盤(1) 

水平方向 1.27  

鉛直方向 1.15  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 

  

K7 ① Ⅴ-2-10-1-2-1-8 R1 
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2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

非常用ディーゼル発電機 7B 制御盤(1) 
常設／防止（DB 拡張） 

常設／緩和（DB 拡張） 

原子炉建屋 

T.M.S.L. 19.7 

(T.M.S.L. 23.5＊) 

0.05 以下 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.51 ＣＶ＝1.38 40 

           注記＊：基準床レベルを示す。 

 

2.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 1190 
16 

(M16) 
201.1 62 

235 

（16mm＜径≦40mm） 

400 

（16mm＜径≦40mm） 

 

 

 

 

  

部材 
１ｉ＊ 

(mm) 

２ｉ＊ 

(mm) 
ｎｆｉ＊ 

Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

680 760 18 
― 280 ― 長辺方向 

2560 2640 4 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊  
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
―  ―  

 

2.4 結論 

2.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り ― ― σｂ２＝48 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝9 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

2.4.2 電気的機能の評価結果                             (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

非常用ディーゼル発電機 7B 
制御盤(1) 

水平方向 1.27  

鉛直方向 1.15  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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【非常用ディーゼル発電機 7C 制御盤(1)の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

非常用ディーゼル発電機 7C 制御盤(1) Ｓ 

原子炉建屋 

T.M.S.L. 19.7 

(T.M.S.L. 23.5＊) 
0.05 以下 0.05 以下 ＣＨ＝0.78 ＣＶ＝0.71 ＣＨ＝1.51 ＣＶ＝1.38 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 1190 
16 

(M16) 
201.1 62 

235 

（16mm＜径≦40mm） 

400 

（16mm＜径≦40mm） 

 

 

 

 

  

部材 
１ｉ＊ 

(mm) 

２ｉ＊ 

(mm) 
ｎｆｉ＊ 

Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

680 760 18 
235 280 短辺方向 長辺方向 

2560 2640 4 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
＊  

K7 ① Ⅴ-2-10-1-2-1-8 R0 K7 ① Ⅴ-2-10-1-2-1-8 R1 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
    

 

1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り σｂ２＝10 ƒｔｓ２＝176＊ σｂ２＝48 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 τｂ２＝5 ƒｓｂ２＝135 τｂ２＝9 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                         (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

非常用ディーゼル発電機 7C 
制御盤(1) 

水平方向 1.27  

鉛直方向 1.15  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

非常用ディーゼル発電機 7C 制御盤(1) 
常設／防止（DB 拡張） 

常設／緩和（DB 拡張） 

原子炉建屋 

T.M.S.L. 19.7 

(T.M.S.L. 23.5＊) 

0.05 以下 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.51 ＣＶ＝1.38 40 

           注記＊：基準床レベルを示す。 

 

2.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 1190 
16 

(M16) 
201.1 62 

235 

（16mm＜径≦40mm） 

400 

（16mm＜径≦40mm） 

 

 

 

 

  

部材 
１ｉ＊ 

(mm) 

２ｉ＊ 

(mm) 
ｎｆｉ＊ 

Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

680 760 18 
― 280 ― 長辺方向 

2560 2640 4 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊  
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
―  ―  

 

2.4 結論 

2.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り ― ― σｂ２＝48 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝9 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

2.4.2 電気的機能の評価結果                             (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

非常用ディーゼル発電機 7C 
制御盤(1) 

水平方向 1.27  

鉛直方向 1.15  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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【非常用ディーゼル発電機 7A 制御盤(2)の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

非常用ディーゼル発電機 7A 制御盤(2) Ｓ 

原子炉建屋 

T.M.S.L. 19.7 

(T.M.S.L. 23.5＊) 
 0.05 以下 ＣＨ＝0.78 ＣＶ＝0.71 ＣＨ＝1.51 ＣＶ＝1.38 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 1150 
16 

(M16) 
201.1 34 

235 

（16mm＜径≦40mm） 

400 

（16mm＜径≦40mm） 

 

 

 

  

部材 
１ｉ＊ 

(mm) 

２ｉ＊ 

(mm) 
ｎｆｉ＊ 

Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

850 890 6 
235 280 短辺方向 

2840 2860 5 

28 

K7 ① Ⅴ-2-10-1-2-1-8 R0 K7 ① Ⅴ-2-10-1-2-1-8 R1 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
＊  



 

 

1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
    

 

1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り σｂ２＝44 ƒｔｓ２＝176＊ σｂ２＝139 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 τｂ２＝16 ƒｓｂ２＝135 τｂ２＝31 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 
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2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

非常用ディーゼル発電機 7A 制御盤(2) 
常設／防止（DB 拡張） 

常設／緩和（DB 拡張） 

原子炉建屋 

T.M.S.L. 19.7 

(T.M.S.L. 23.5＊) 

 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.51 ＣＶ＝1.38 40 

           注記＊：基準床レベルを示す。 

 

2.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 1150 
16 

(M16) 
201.1 34 

235 

（16mm＜径≦40mm） 

400 

（16mm＜径≦40mm） 

 

 

 

 

  

部材 
１ｉ＊ 

(mm) 

２ｉ＊ 

(mm) 
ｎｆｉ＊ 

Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

850 890 6 
― 280 ― 短辺方向 

2840 2860 5 

K7 ① Ⅴ-2-10-1-2-1-8 R0 K7 ① Ⅴ-2-10-1-2-1-8 R1 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊  
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
―  ―  

 

2.4 結論 

2.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り ― ― σｂ２＝139 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝31 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 
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【非常用ディーゼル発電機 7B 制御盤(2)の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

非常用ディーゼル発電機 7B 制御盤(2) Ｓ 

原子炉建屋 

T.M.S.L. 19.7 

(T.M.S.L. 23.5＊) 
0.05 以下 0.05 以下 ＣＨ＝0.78 ＣＶ＝0.71 ＣＨ＝1.51 ＣＶ＝1.38 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 1150 
16 

(M16) 
201.1 34 

235 

（16mm＜径≦40mm） 

400 

（16mm＜径≦40mm） 

 

 

 

  

部材 
１ｉ＊ 

(mm) 

２ｉ＊ 

(mm) 
ｎｆｉ＊ 

Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

850 890 6 
235 280 短辺方向 

2840 2860 5 

K7 ① Ⅴ-2-10-1-2-1-8 R0 K7 ① Ⅴ-2-10-1-2-1-8 R1 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊  
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
    

 

1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り σｂ２＝44 ƒｔｓ２＝176＊ σｂ２＝139 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 τｂ２＝16 ƒｓｂ２＝135 τｂ２＝31 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 
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2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

非常用ディーゼル発電機 7B 制御盤(2) 
常設／防止（DB 拡張） 

常設／緩和（DB 拡張） 

原子炉建屋 

T.M.S.L. 19.7 

(T.M.S.L. 23.5＊) 

0.05 以下 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.51 ＣＶ＝1.38 40 

           注記＊：基準床レベルを示す。 

 

2.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 1150 
16 

(M16) 
201.1 34 

235 

（16mm＜径≦40mm） 

400 

（16mm＜径≦40mm） 

 

 

 

 

  

部材 
１ｉ＊ 

(mm) 

２ｉ＊ 

(mm) 
ｎｆｉ＊ 

Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

850 890 6 
― 280 ― 短辺方向 

2840 2860 5 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊  
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
―  ―  

 

2.4 結論 

2.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り ― ― σｂ２＝139 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝31 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 
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【非常用ディーゼル発電機 7C 制御盤(2)の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

非常用ディーゼル発電機 7C 制御盤(2) Ｓ 

原子炉建屋 

T.M.S.L. 19.7 

(T.M.S.L. 23.5＊) 
0.05 以下 0.05 以下 ＣＨ＝0.78 ＣＶ＝0.71 ＣＨ＝1.51 ＣＶ＝1.38 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 1150 
16 

(M16) 
201.1 34 

235 

（16mm＜径≦40mm） 

400 

（16mm＜径≦40mm） 

 

 

 

  

部材 
１ｉ＊ 

(mm) 

２ｉ＊ 

(mm) 
ｎｆｉ＊ 

Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

850 890 6 
235 280 短辺方向 

2840 2860 5 

K7 ① Ⅴ-2-10-1-2-1-8 R0 K7 ① Ⅴ-2-10-1-2-1-8 R1 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊  
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
    

 

1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り σｂ２＝44 ƒｔｓ２＝176＊ σｂ２＝139 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 τｂ２＝16 ƒｓｂ２＝135 τｂ２＝31 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

  

K7 ① Ⅴ-2-10-1-2-1-8 R1 
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正面 

(長辺方向) 

 

 

側面 

(短辺方向) 

転倒方向 

 

Ａ～Ａ矢視図 

ｈ
2
 


 22

 

取付ボルト 

チャンネルベース 

取付ボルト 


 12

 

Ａ 


12
 

 22
 

Ａ 

（
 12
≦

 22
） 

  （
12
≦

22
） 

  



 

 

2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

非常用ディーゼル発電機 7C 制御盤(2) 
常設／防止（DB 拡張） 

常設／緩和（DB 拡張） 

原子炉建屋 

T.M.S.L. 19.7 

(T.M.S.L. 23.5＊) 

0.05 以下 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.51 ＣＶ＝1.38 40 

           注記＊：基準床レベルを示す。 

 

2.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 1150 
16 

(M16) 
201.1 34 

235 

（16mm＜径≦40mm） 

400 

（16mm＜径≦40mm） 

 

 

 

 

  

部材 
１ｉ＊ 

(mm) 

２ｉ＊ 

(mm) 
ｎｆｉ＊ 

Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

850 890 6 
― 280 ― 短辺方向 

2840 2860 5 

43 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊  
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
―  ―  

 

2.4 結論 

2.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張り ― ― σｂ２＝139 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝31 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 
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正面 

(長辺方向) 

 

 

側面 

(短辺方向) 

転倒方向 

) 

Ａ～Ａ矢視図 

ｈ
2 


 22

 

取付ボルト 

チャンネルベース 

取付ボルト 


 12

 

Ａ 


12
 

 22
 

Ａ 

（
 12
≦

 22
） 

  （
12
≦

22
） 
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Ⅴ-2-10-1-2-2 代替交流電源設備の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持

の設計方針に基づき，第一ガスタービン発電機用ガスタービンが設計用地震力に対して十

分な構造強度及び機能を有していることを説明するものである。 

また，第一ガスタービン発電機のうち間接支持構造物である車両，共通架台及びリンク

機構が設計用地震力に対して十分な支持機能を有していることを説明するものである。 

第一ガスタービン発電機は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止

設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強

度評価及び機能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

 構造計画 

第一ガスタービン発電機用ガスタービン，車両，共通架台，転倒防止装置及びリンク

機構の構造計画を表 2－1，表 2－2,表 2－3,表 2－4 及び表 2－5 に示す。 
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表 2－1 構造計画  

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

・第一ガスタービン

発電機（車両）は発電

機車，制御車で構成

される。 

・車載設備の自重を

支持するフレームを

車両上に設置する。 

・車両は転倒防止装

置で固定し，保管す

る。 

 

・フレーム 

（トラック） 

 

【第一ガスタービン発電機（車両）】 

       発電機車                  制御車 

(単位：mm) 
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表 2－2 構造計画  

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

・第一ガスタービン

発電機（転倒防止装

置）は，リンク機構，

ダンパー装置，タイ

ヤ止め架台で構成さ

れる。 

 

・転倒防止装置 

（鋼材を組み合わせ

たリンク機構，ダン

パー装置，鋼材を組

み合わせたタイヤ止

め架台） 

【第一ガスタービン発電機（転倒防止装置）】 
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表 2－3 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

第一ガスタービン発

電機用ガスタービン

は共通架台に取付ボ

ルトにより固定され

る。 

 

単純開放サイクル 

1 軸式 

ガスタービン機関 

 

 

【第一ガスタービン発電機用ガスタービン】 
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表 2－4 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

第一ガスタービン発

電機(共通架台)は車

体に取付ボルトによ

り固定される。 

架台 

(鋼材を組み合わせ

た架台) 

 

【第一ガスタービン発電機(共通架台)】 

(単位：mm) 
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表 2－5 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

第一ガスタービン発

電機(リンク機構)

は，リンク機構取付

部ボルト上部により

車体に固定され，リ

ンク機構取付ボルト

下部により基礎に固

定される。 

・リンク機構 

(リンク部材（水平部

材，右上部材，右下部

材，左上部材，左下部

材），取付部上部，リ

ンク連結部，取付部

下部により構成され

る。)  

 

【第一ガスタービン発電機(リンク機構)】 
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 評価方針 

 第一ガスタービン発電機（車両） 

間接支持構造物である第一ガスタービン発電機（車両）の応力評価は，Ⅴ-2-1-9

「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づ

き，「2.1 構造計画」にて示す車両のフレームの部位を踏まえ，「3. 評価部位」に

て設定する箇所に発生する応力等が許容限界内に収まることを，「4. 加振試験」

で得られた設計用加速度を用い，「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認する

ことで実施する。 

また，間接支持構造物である第一ガスタービン発電機（車両）の機能維持評価は，

Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した支持機能維持の方針に基づき，間接

支持構造物として十分な支持機能を有していることを，「6. 機能維持評価」にて

示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「7. 評価結果」に示す。 

第一ガスタービン発電機（車両）の耐震評価フローを図 2－1 に示す。 

 

 第一ガスタービン発電機用ガスタービン及び第一ガスタービン発電機(共通架

台) 

第一ガスタービン発電機用ガスタービン及び第一ガスタービン発電機(共通架

台)の応力評価は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び荷重の

組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示す第一ガスタービン発電

機(ガスタービン)及び第一ガスタービン発電機(共通架台)の部位を踏まえ「3. 評

価部位」にて設定する箇所に発生する応力等が許容限界内に収まることを，「4. 加

振試験」で得られた設計用加速度を用い，「5. 構造強度評価」にて示す方法にて

確認することで実施する。 

また，第一ガスタービン発電機用ガスタービンの機能維持評価は，Ⅴ-2-1-9「機

能維持の基本方針」にて設定した機能維持の方針に基づき，地震時の応答加速度が

機能確認済加速度以下であることを，「6. 機能維持評価」にて示す方法にて確認

することで実施する。確認結果を「7. 評価結果」に示す。 

第一ガスタービン発電機用ガスタービン及び第一ガスタービン発電機(共通架

台)の耐震評価フローを図 2－2 に示す。 

 

 第一ガスタービン発電機(リンク機構) 

間接支持構造物である第一ガスタービン発電機（転倒防止装置）として，第一ガ

スタービン発電機（リンク機構），第一ガスタービン発電機（ダンパー装置）及び第

一ガスタービン発電機（タイヤ止め架台）は加振試験により設計用地震力に対して

十分な支持機能を有していること確認している。第一ガスタービン発電機（リンク

機構）については，車両が転倒する要因であるローリング（走行軸回りの回転）の
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抑制を行うことから耐震評価上の重要な支持構造物であるため，間接支持構造物と

して評価を行う。第一ガスタービン発電機(リンク機構)の応力評価は，Ⅴ-2-1-9「機

能維持の基本方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，

「2.1 構造計画」にて示す第一ガスタービン発電機(リンク機構)の部位を踏まえ

「3. 評価部位」にて設定する箇所に発生する応力等が許容限界内に収まることを，

「4. 加振試験」で得られたひずみを用い，「5. 構造強度評価」にて示す方法に

て確認することで実施する。 

第一ガスタービン発電機(リンク機構)の耐震評価フローを図 2－3 に示す。 
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図 2－1 第一ガスタービン発電機(車両)の耐震評価フロー 

 

 

  

加振試験 

設計用加速度の算出及び機能確認済加速度の測定 

地震時における応力 

フレームの構造強度評価 車両の機能維持評価 

設計用地震力 
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図 2－2 第一ガスタービン発電機用ガスタービン及び第一ガスタービン発電機(共通架台)

の耐震評価フロー 

 

  

設計用加速度の算出及び機能確認済加速度の測定 

設計用地震力 

加振試験 

地震時における応力 

ガスタービン 

の構造強度評価 
ガスタービンの動的機能維持評価 

共通架台の 

構造強度評価 
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図 2－3 第一ガスタービン発電機(リンク機構)の耐震評価フロー 

 

 

 

  

加振試験 

ひずみの測定 

地震時における応力，荷重 

リンク機構の構造強度評価 

設計用地震力 
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 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-

1984（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気

協会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（(社)日本機械学会，2005/2007）（以下

「設計・建設規格」という。） 
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 記号の説明 

 第一ガスタービン発電機(車両)の記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

ＡＦｂＨ(ｘ) 

ＡＦｂＶ(ｘ) 

それぞれ水平，鉛直方向に対する支持位置Ａから距離ｘにおけ

る車両フレ－ム断面積 
mm2 

ａＨ 水平方向設計用加速度 m/s2 

ａＶ 鉛直方向設計用加速度 m/s2 

ａＶ’ 水平方向地震による鉛直方向加速度＝
ｈ

Ｌ
Ｆ２

ａ
Ｈ
 m/s2 

ｈ 車両フレームからコンテナ重心までの距離 mm 

Ｆ⚹ 設計・建設規格 SSB－3121.3 に定める値 MPa 

ＦＦＨ(ｘ) 

ＦＦＶ(ｘ) 

ＦＦＶ’(ｘ) 

それぞれａＨ，ａＶ，ａＶ’による支持位置Ａから距離ｘにおける

せん断荷重 
N 

ƒｓｂ せん断荷重のみを受けるボルト以外の許容せん断応力 MPa 

ƒｔｏ 曲げを受けるボルト以外の許容曲げ応力 MPa 

ƒｔｓ 曲げとせん断荷重を同時に受けるボルト以外の許容組合せ応力 MPa 

g 重力加速度(＝9.80665) m/s2 

ＬＦ１ 支持位置Ａ，Ｂ間でコンテナが搭載されていない距離 mm 

ＬＦ２ 支持位置Ａ，Ｂ間距離 mm 

ＬＦ 支持位置Ａから車両フレーム後端部までの距離 mm 

ｍＦ１ コンテナより車両フレ－ムに作用する質量 kg 

ｍＦ２ 共通架台より車両フレ－ムに作用する質量 kg 

ＭＦＨ(ｘ) 

ＭＦＶ(ｘ) 

ＭＦＶ’(ｘ) 

それぞれａＨ，ａＶ，ａＶ’による支持位置Ａから距離ｘにおける

曲げモ－メント 
N・mm 

Ｓｕ 車両製造メ－カ材料デ－タ値(引張強さ) MPa 

Ｓｙ 車両製造メ－カ材料デ－タ値(降伏点) MPa 

ｘ 支持位置Ａからの距離 mm 

ＺＦＨ(ｘ) 

ＺＦＶ(ｘ) 

それぞれ水平，鉛直方向に対する支持位置Ａから距離ｘにおけ

る車両フレ－ムの断面係数 
mm3 

σＦＨ 

σＦＶ 

σＦＶ’ 

 

それぞれａＨ，ａＶ，ａＶ’による車両フレ－ムの組合せ応力 

 

MPa 
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記号 記号の説明 単位 

σＦｂＨ(ｘ) 

σＦｂＶ(ｘ) 

σＦｂＶ’(ｘ) 

それぞれａＨ，ａＶ，ａＶ’による支持位置Ａから距離ｘにおける

車両フレ－ムの曲げ応力 
MPa 

τＦｂＨ(ｘ) 

τＦｂＶ(ｘ) 

τＦｂＶ’(ｘ) 

それぞれａＨ，ａＶ，ａＶ’による支持位置Ａから距離ｘにおける

車両フレ－ムのせん断応力 
MPa 

σＦ 組合せ応力 MPa 
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 第一ガスタービン発電機用ガスタービンの記号の説明 

記 号 記号の説明 単位 

Ａｂｔｉ 取付ボルト軸断面積＊1 mm2 

ａＨ 水平方向設計用加速度 m/s2 

ａＰ 回転体振動による加速度 m/s2 

ａＶ 鉛直方向設計用加速度 m/s2 

ｄｉ ボルトの呼び径＊1 mm 

Ｆｉ
⚹ 設計・建設規格 SSB-3133 に定める値＊1

 MPa 

Ｆｂｉ ボルトに作用する引張力（1 本当たり）＊1
 N 

ƒｓｂｉ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力＊1
 MPa 

ƒｔｏｉ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力＊1
 MPa 

ƒｔｓｉ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力＊1
 MPa 

g 重力加速度(＝9.80665) m/s2 

ｈＧｉ 据付面又は取付面から重心までの距離＊2
 mm 

Ｌ１ｉ 

Ｌ２ｉ 

Ｌ３ｉ 

支点となる取付ボルトから評価対象となる取付ボルトまでの距

離(短辺方向)＊1 
mm 

Ｌ１Ｘｉ 
支点となる取付ボルトから評価対象となる取付ボルトまでの距

離(長辺方向)＊1 
mm 

ＬＧＸｉ 支点となる取付ボルトから重心までの距離(長辺方向)＊1 mm 

ＬＧｉ 支点となる取付ボルトから重心までの距離(短辺方向)＊1 mm 

ｍＧＴｉ ガスタービン質量＊2 kg 

Ｍｐ 回転体回転により働くモーメント N・mm 

ｎｉ ボルトの本数＊1
 ― 

ｎ１ｉ 短辺方向(Ｌ１ｉの長さ面)に設けた取付ボルトの片側本数＊1 ― 

ｎ１Ｘｉ 長辺方向(Ｌ１Ｘｉの長さ面)に設けた取付ボルトの片側本数＊1 ― 

ｎ２ｉ 短辺方向(Ｌ２ｉの長さ面)に設けた取付ボルトの片側本数＊1 ― 

ｎ３ｉ 短辺方向(Ｌ３ｉの長さ面)に設けた取付ボルトの片側本数＊1 ― 

Ｑｂｉ ボルトに作用するせん断力＊1 N 

Ｓｕｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値＊1
 MPa 

Ｓｙｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値＊1
 MPa 

π 円周率(=3.14159) ― 

ｐ 回転体の許容振幅 μm 

Ｐ 発電機出力 kW 

Ｒ ガスタービン定格回転数 min-1 
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記 号 記号の説明 単位 

σｂｔｉ ボルトに生じる引張応力＊1
 MPa 

τｂｉ ボルトに生じるせん断応力＊1
 MPa 

注記＊1：Ａｂｔｉ，ｄｉ，Ｆｉ
⚹，Ｆｂｉ，ƒｓｂｉ，ƒｔｏｉ，ƒｔｓｉ，Ｌ１ｉ,Ｌ２ｉ,Ｌ３ｉ， 

    Ｌ１Ｘｉ，ＬＧＸｉ，ＬＧｉ，ｎｉ，ｎ１ｉ，ｎ１Ｘｉ，ｎ２ｉ，ｎ３ｉ，Ｑｂｉ，Ｓｕｉ， 

     Ｓｙｉ，σｂｔｉ，τｂｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

    ｉ＝1：基礎ボルト，ｉ＝2：取付ボルト 

  ＊2：ｈＧｉ及びｍＧＴｉの添字 i の意味は，以下のとおりとする。 

    ｉ＝1：据付面，ｉ＝2：取付面 
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 第一ガスタービン発電機(共通架台)の記号の説明 

記 号 記号の説明 単位 

ＡＫｂｔｉ 取付ボルト軸断面積＊1 mm2 

ａＫＨ 水平方向設計用加速度 m/s2 

ａＫＰ 回転体振動による加速度 m/s2 

ａＫＶ 鉛直方向設計用加速度 m/s2 

ｄＫｉ ボルトの呼び径＊1 mm 

Ｆｉ
⚹ 設計・建設規格 SSB-3133 に定める値＊1

 MPa 

ＦＫｂｉ ボルトに作用する引張力（1 本当たり）＊1 N 

ƒｓｂｉ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力＊1
 MPa 

ƒｔｏｉ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力＊1
 MPa 

ƒｔｓｉ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力＊1
 MPa 

g 重力加速度(＝9.80665) m/s2 

ｈＫＧｉ 据付面又は取付面から重心までの距離＊2 mm 

ＬＫ１ｉ 

ＬＫ２ｉ 

ＬＫ３ｉ 

支点となる取付ボルトから評価対象となるボルトまでの距離 

(短辺方向)＊1 
mm 

ＬＫＧｉ 支点となる取付ボルトから重心までの距離(短辺方向)＊1 mm 

ＬＫ１Ｘｉ～ 

ＬＫ５Ｘｉ 

支点となる取付ボルトから評価対象となるボルトまでの距離 

(長辺方向)＊1 
mm 

ＬＫＧＸｉ 支点となる取付ボルトから重心までの距離(長辺方向)＊1 mm 

ｍＫｉ 質量＊2 kg 

ｎＫｉ ボルトの本数＊1
 ― 

ｎＫ１ｉ 短辺方向(ＬＫ１ｉの長さ面)に設けた取付ボルトの片側本数＊1 ― 

ｎＫ１Ｘｉ 長辺方向(ＬＫ１Ｘｉの長さ面)に設けた取付ボルトの片側本数＊1 ― 

ｎＫ２ｉ 短辺方向(ＬＫ２ｉの長さ面)に設けた取付ボルトの片側本数＊1 ― 

ｎＫ２Ｘｉ 長辺方向(ＬＫ２Ｘｉの長さ面)に設けた取付ボルトの片側本数＊1 ― 

ｎＫ３ｉ 短辺方向(ＬＫ３ｉの長さ面)に設けた取付ボルトの片側本数＊1 ― 

ｎＫ３Ｘｉ 長辺方向(ＬＫ３Ｘｉの長さ面)に設けた取付ボルトの片側本数＊1 ― 

ｎＫ４Ｘｉ 長辺方向(ＬＫ４Ｘｉの長さ面)に設けた取付ボルトの片側本数＊1 ― 

ｎＫ５Ｘｉ 長辺方向(ＬＫ５Ｘｉの長さ面)に設けた取付ボルトの片側本数＊1 ― 

ＱＫｂｉ ボルトに作用するせん断力＊1 N 

Ｓｕｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値＊1
 MPa 

Ｓｙｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値＊1
 MPa 

π 円周率(=3.14159) ― 
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記 号 記号の説明 単位 

σＫｂｔｉ 取付ボルト引張応力＊1 MPa 

τＫｂｉ 取付ボルトせん断応力＊1 MPa 

注記＊1：ＡＫｂｔｉ，ｄＫｉ，Ｆｉ
⚹，ＦＫｂｉ，ƒｓｂｉ，ƒｔｏｉ，ƒｔｓｉ，ＬＫ１ｉ, 

    ＬＫ２ｉ，ＬＫ３ｉ，ＬＫＧｉ,ＬＫ１Ｘｉ～ＬＫ５Ｘｉ，ＬＫＧＸｉ，ｎＫｉ，ｎＫ1ｉ， 

    ｎＫ１Ｘｉ，ｎＫ２ｉ，ｎＫ２Ｘｉ，ｎＫ３ｉ，ｎＫ３Ｘｉ，ｎＫ４Ｘｉ，ｎＫ５Ｘｉ， 

    ＱＫｂｉ，Ｓｕｉ，Ｓｙｉ，σＫｂｔｉ，τＫｂｉの添字ｉの意味は，以下のとお 

    りとする。 

    ｉ＝1：基礎ボルト，ｉ＝2：取付ボルト 

  ＊2：ｈＫＧｉ及びｍＫｉの添字 i の意味は，以下のとおりとする。 

    ｉ＝1：据付面，ｉ＝2：取付面 
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 第一ガスタービン発電機（リンク機構）の記号の説明 

記 号 記号の説明 単位 

ａ 水平部材の外寸 mm 

ａ1 水平部材の内寸 mm 

Ａ リンク部材またはボルトの断面積 mm2 

ＡＬＢ 取付部上部，下部の許容荷重 kN 

ＡＬＳ リンク連結部の許容荷重 kN 

ｂ1
 右上部材及び左上部材断面の長辺 mm 

ｂ2
 右下部材及び左下部材断面の長辺 mm 

Ｄ 取付部及びリンク連結部の直径 mm 

Ｅ リンク部材の縦弾性係数 MPa 

ＦA リンク部材に発生する軸力 kN 

ＦL 取付部及びリンク連結部に発生する荷重 kN 

Ｆ⚹ 設計・建設規格 SSB-3133 に定める値 MPa 

ƒC リンク部材の許容圧縮応力 MPa 

ƒｔｏ 
リンク部材及びリンク機構取付ボルト上部またはリンク機構取

付ボルト下部の許容引張応力 

MPa 

ƒsb 

リンク機構取付ボルト上部またはリンク機構取付ボルト下部の

許容せん断応力 

MPa 

ƒｔs 
リンク機構取付ボルト上部またはリンク機構取付ボルト下部の

引張力とせん断力を同時に受ける際の許容引張応力 

MPa 

h1
 右上部材及び左上部材断面の短辺 mm 

h2
 右下部材及び左下部材断面の短辺 mm 

i リンク部材の座屈軸についての断面二次半径 mm 

I リンク部材の断面二次モーメント mm4 

L1 水平部材の座屈長さ mm 

L2 右上部材及び左上部材の座屈長さ mm 

L3 右下部材及び左下部材の座屈長さ mm 

L4 取付部上部，下部の支持間距離 mm 

M 取付部上部，下部に発生する曲げモーメント N・mm 

n 取付ボルトの本数 ― 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値 MPa 

Z 取付部上部，下部の断面係数 mm3 

ε＋ リンク部材に発生するひずみの最大値 ―  
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記 号 記号の説明 単位 

ε－ リンク部材に発生するひずみの最小値の絶対値 ―  

θ リンク部材中心と鉛直とのなす角度 ° 

λ リンク部材の有効細長比 ― 

Λ 限界細長比率 ― 

ν 次の計算式により計算した値 ν=1.5+
2

3
・ (

λ

Λ
)
２

 mm 

π 円周率（=3.14159） ― 

σ 取付ボルト引張応力 MPa 

σ＋ リンク部材に発生する引張応力 MPa 

σ－ リンク部材に発生する圧縮応力 MPa 

τ 取付ボルトせん断応力 MPa 
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 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2 に示すとおりである。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位*1 

面積 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁*2 

力 N 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁*2 

モーメント N・mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁*2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力*3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

加速度 m/s2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁*2 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は，小数点以下第 1 位表示とす

る。 

  ＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

  ＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び 

     降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位まで 

     の値とする。 
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3. 評価部位 

第一ガスタービン発電機(車両)の耐震評価は，「5.1.1 構造強度評価方法」に示す条件

に基づき，自重を支持している車両のフレームを評価対象部位とする。第一ガスタービン

発電機(車両)の耐震評価部位については，表 2－1 の概略構造図に示す。 

第一ガスタービン発電機用ガスタービン及び第一ガスタービン発電機(共通架台)の耐

震評価は，「5.2.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評価上厳しくなる取付

ボルトについて実施する。第一ガスタービン発電機用ガスタービン及び第一ガスタービン

発電機(共通架台)の耐震評価箇所について，表 2－3 及び表 2－4 の概略構造図に示す。 

第一ガスタービン発電機（リンク機構）の耐震評価は「5.3.1 構造強度評価方法」に示

す条件に基づき，リンク機構のリンク部材，リンク取付部及び取付ボルトを評価対象部位

とする。第一ガスタービン発電機（リンク機構）の耐震評価部位については，表 2－5 の

概略構造図に示す。 
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4. 加振試験 

 基本方針 

各耐震評価箇所の設計用加速度及び機能確認済加速度は，Ｅディフェンスにおける加

振試験(平成 30 年 3 月)の結果より求める。なお，加振試験時に各耐震評価箇所におい

て応答加速度が大きくなる各機器の頂部位置で各々測定された最大応答加速度を1.2倍

したものを構造強度評価で用いる設計用加速度とする。また，加振台の最大加速度を機

能確認済加速度とする。 

第一ガスタービン発電機（リンク機構）のひずみは，Ｅディフェンスにおける加振試

験(平成 30 年 3 月)の結果より求める。 

 

 試験構成 

表 2－1 に示す車両について，車両全体を転倒防止装置に固定した状態で加振台に設

置する。 

 

 入力地震動 

入力地震動は，7 号機タービン建屋南側の屋外における地盤条件を考慮し,7 号機ター

ビン建屋南側の屋外における基準地震動を包絡するスペクトル特性を有するランダム

波とする。 

なお，水平 2 方向及び鉛直方向の 3 方向同時加振とする。 

 

 許容限界 

機能確認済加速度を求める際，車両全体として安定性を有し，転倒しないこと，また，

車両に搭載している発電装置の動的及び電気的機能が維持できることを許容限界とし

て設定する。 

 

 加振試験結果 

加振試験結果により得られたガスタービン,発電機,制御盤,ガバナ盤及び燃料小出し

槽の頂部の最大応答加速度を 1.2 倍した設計用加速度を表 4－1 から表 4－5 に，また機

能確認済加速度を表 4－6 に示す。 

加振試験結果により得られた第一ガスタービン発電機（リンク機構）のひずみを表 4

－7 に示す。なお，各部材のひずみのうち，最も評価が厳しくなる部材の値を示す。 
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表 4－1 第一ガスタービン発電機用ガスタービンの設計用加速度 

                          (単位：m/s2) 

項目 加速度 

水平 

鉛直 

 

表 4－2 第一ガスタービン発電機用発電機の設計用加速度 

                          (単位：m/s2) 

項目 加速度 

水平(短辺方向) 

水平(長辺方向) 

鉛直 

 

表 4－3 制御盤の設計用加速度 

                          (単位：m/s2) 

項目 加速度 

水平 

鉛直 

 

表 4－4 ガバナ盤の設計用加速度 

                          (単位：m/s2) 

項目 加速度 

水平 

鉛直 

 

表 4－5 第一ガスタービン発電機用燃料小出し槽の設計用加速度 

                          (単位：m/s2)  

項目 加速度 

水平 

鉛直 
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表 4－6 機能確認済加速度 

                     (単位：×9.8m/s2)  

項目 機能確認済加速度 

水平 

鉛直 

 

表 4－7 第一ガスタービン発電機（リンク機構）のひずみ 

                                (単位：―)  

項目 ひずみ(×10-6) 

発電機車 リンク機構 4 水平部材 
引張 

圧縮 

制御車 リンク機構 2 水平部材 
引張 

圧縮 
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5. 構造強度評価 

 第一ガスタービン発電機(車両)  

 構造強度評価方法 

(1) 第一ガスタービン発電機(車両)のフレームの応力評価には，2 点支持はりモデル

による公式等を用いた手法を適用する。 

(2) フレームは，加振試験で得られた第一ガスタービン発電機用発電機及び制御盤の

頂部での応答加速度を 1.2 倍した設計用加速度を用いて発生応力を算出し，応力評

価を行う。 

(3) はりのモデル化にあたっては，計算モデルの煩雑化を回避するため，分布荷重，

フレームの特性が一様となるよう計算モデルを調整する。また，発電機車は保守的

となるよう 2 点支持とする。その際，発電機車，制御車の荷重は，支持間距離の内，

車両コンテナの範囲に作用する等分布荷重を採用し付加する。また，第一ガスター

ビン発電機(車両)のフレームの剛性は，支持範囲で保守的になるようにモデル化す

る。 

(4) 許容応力について車両製造メーカ材料データを用いて計算する。 

(5) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

 荷重の組合せ及び許容応力 

(1) 荷重の組合せ及び許容応力状態 

第一ガスタービン発電機(車両)の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事

故等対処設備の評価に用いるものを表 5－1 に示す。 

 

(2) 許容応力 

第一ガスタービン発電機(車両)の許容応力は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」

に基づき表 5－2 のとおりとする。 

 

(3) 使用材料の許容応力評価条件 

第一ガスタービン発電機(車両)の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故

等対処設備の評価に用いるものを表 5－3 に示す。 
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表 5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用 

電源設備 

第一ガスタービン

発電機(車両) 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとして

ⅣＡＳの許容

限界を用い

る。) 

 注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

   ＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

   ＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 5－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2，＊3 

（ボルト以外） 

一次応力 

引張り せん断 圧縮 曲げ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆ
ｔ

⚹
 1.5・ｆ

ｓ

⚹
 1.5・ｆ

ｃ

⚹
 1.5・ｆ

ｂ

⚹
 ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。) 

注記＊1：「鋼構造設計規準 SI 単位版」(2002 年日本建築学会)等の幅厚比の制限を満足させる。 

  ＊2：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

  ＊3：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

 

表 5－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

フレーム 周囲環境温度 40 
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 設計用加速度 

構造強度評価に用いる入力加速度には，発電機車においては「4. 加振試験」で

得られた第一ガスタービン発電機用発電機の設計用加速度を，制御車においては「4. 

加振試験」で得られた制御盤の設計用加速度を用いる。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅴ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」

に基づき設定する。 

設計用加速度を表 5－4 に示す。 
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表 5－4 設計用加速度(重大事故等対処設備)  

据付場所 

及び床面高さ 

(m) 

弾性設計用  

地震動Ｓｄ  

又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

(m/s2) 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計用加速度

(発電機車) 

鉛直方向 

設計用加速度 

(発電機車) 

水平方向 

設計用加速度

(制御車) 

鉛直方向 

設計用加速度 

(制御車) 

7 号機タ－ビン 

建屋南側の屋外 

T.M.S.L.12.2* 

－  －  

注記＊：基準床レベルを示す。 
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 計算方法 

(1) フレームの応力の計算方法 

車両の前方後輪軸(支持位置 A)と後 2軸中心(支持位置 B)を固定支持とした，各々

の設備の分布荷重が作用するはりモデルとして，曲げモーメントとせん断荷重を算

出する。 

図 5－1 に計算モデルを示す。計算モデルは，「5.1.1 構造強度評価方法」に示

すとおり，荷重条件，支持部を設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－1 発電機車フレームの計算モデル図 
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図 5－2 制御車フレームの計算モデル図 
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 発電機車 

 曲げ応力 

支持位置Ａから距離ｘにおける各加速度による車両フレ－ムに発生する曲

げモ－メントは，以下に基づき算出する。 

 

Ｍ
ＦＨ

(ｘ)＝ａＨ・ ∫ 𝑤(𝑥)・𝑥

𝑥

0

𝑑𝑥 ･････ (5.1.4.1) 

Ｍ
ＦＶ

(ｘ)＝ａＶ・ ∫ 𝑤(𝑥)・𝑥

𝑥

0

𝑑𝑥 ･････ (5.1.4.2) 

ＭＦＶ’(ｘ)＝ａＶ’・ ∫ 𝑤(𝑥)・𝑥

𝑥

0

𝑑𝑥 ･････ (5.1.4.3) 

 

車両フレ－ムに発生する曲げ応力は，各加速度に対し次式に基づき算出する。 

 

σ
ＦｂＨ

(ｘ)＝
Ｍ

ＦＨ
(ｘ)

Ｚ
ＦＨ

(ｘ)
 ･････ (5.1.4.4) 

σ
ＦｂＶ

(ｘ)＝
Ｍ

ＦＶ
(ｘ)

Ｚ
ＦＶ

(ｘ)
 ･････ (5.1.4.5) 

σ
ＦｂＶ’

(ｘ)＝
Ｍ

ＦＶ’
(ｘ)

Ｚ
ＦＶ

(ｘ)
 ･････ (5.1.4.6) 
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 せん断応力 

支持位置Ａから距離ｘにおける各加速度による車両フレ－ムに発生するせ

ん断荷重は，次式に基づき算出する。 

 

Ｆ
ＦＨ

(ｘ)＝ａＨ・ ∫ 𝑤(𝑥)

𝑥

0

𝑑𝑥 ･････ (5.1.4.7) 

Ｆ
ＦＶ

(ｘ)＝ａＶ・ ∫ 𝑤(𝑥)

𝑥

0

𝑑𝑥 ･････ (5.1.4.8) 

ＦＦＶ’(ｘ)＝ａＶ’・ ∫ 𝑤(𝑥)

𝑥

0

𝑑𝑥 ･････ (5.1.4.9) 

 

車両フレ－ムに発生するせん断応力は，各加速度に対し次式に基づき算出す

る。 

 

τ
ＦｂＨ

(ｘ)＝
Ｆ

ＦＨ
(ｘ)

Ａ
ＦｂＨ

(ｘ)
 ･････ (5.1.4.10) 

τ
ＦｂＶ

(ｘ)＝
Ｆ

ＦＶ
(ｘ)

Ａ
ＦｂＶ

(ｘ)
 ･････ (5.1.4.11) 

τ
ＦｂＶ’

(ｘ)＝
Ｆ

ＦＶ’
(ｘ)

Ａ
ＦｂＶ

(ｘ)
 ･････ (5.1.4.12) 
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 組合せ応力 

曲げ応力とせん断応力の最大値から，各加速度に対し組合せ(ミーゼス)応力

を次式に基づき算出する。 

σ
ＦＨ

＝√σ
ＦｂＨ

(ｘ)
2
＋3・τ

ＦｂＨ
(ｘ)

2
 ･････ (5.1.4.13) 

σ
ＦＶ

＝√σ
ＦｂＶ

(ｘ)
2
＋3・τ

ＦｂＶ
(ｘ)

2
 ･････ (5.1.4.14) 

σ
ＦＶ’

＝√σ
ＦｂＶ’

(ｘ)
2
＋3・τ

ＦｂＶ’
(ｘ)

2
 ･････ (5.1.4.15) 

 

 制御車 

 曲げ応力 

支持位置Ａから距離ｘにおける各加速度による車両フレ－ムに発生する曲

げモ－メントは，以下に基づき算出する。 

 

Ｍ
ＦＨ

(ｘ)＝ａＨ・ ∫ 𝑤(𝑥)・𝑥

𝑥

0

𝑑𝑥 ･････ (5.1.4.16) 

Ｍ
ＦＶ

(ｘ)＝ａＶ・ ∫ 𝑤(𝑥)・𝑥

𝑥

0

𝑑𝑥 ･････ (5.1.4.17) 

ＭＦＶ’(ｘ)＝ａＶ’・ ∫ 𝑤(𝑥)・𝑥

𝑥

0

𝑑𝑥 ･････ (5.1.4.18) 

 

車両フレ－ムに発生する曲げ応力は，各加速度に対し次式に基づき算出する。 

 

σ
ＦｂＨ

(ｘ)＝
Ｍ

ＦＨ
(ｘ)

Ｚ
ＦＨ

(ｘ)
 ･････ (5.1.4.19) 

σ
ＦｂＶ

(ｘ)＝
Ｍ

ＦＶ
(ｘ)

Ｚ
ＦＶ

(ｘ)
 ･････ (5.1.4.20) 

σ
ＦｂＶ’

(ｘ)＝
Ｍ

ＦＶ’
(ｘ)

Ｚ
ＦＶ

(ｘ)
 ･････ (5.1.4.21) 
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 せん断応力 

支持位置Ａから距離ｘにおける各加速度による車両フレ－ムに発生するせ

ん断荷重は，次式に基づき算出する。 

 

Ｆ
ＦＨ

(ｘ)＝ａＨ・ ∫ 𝑤(𝑥)

𝑥

0

𝑑𝑥 ･････ (5.1.4.22) 

Ｆ
ＦＶ

(ｘ)＝ａＶ・ ∫ 𝑤(𝑥)

𝑥

0

𝑑𝑥 ･････ (5.1.4.23) 

ＦＦＶ’(ｘ)＝ａＶ’・ ∫ 𝑤(𝑥)

𝑥

0

𝑑𝑥 ･････ (5.1.4.24) 

 

車両フレ－ムに発生するせん断応力は，各加速度に対し次式に基づき算出す

る。 

 

τ
ＦｂＨ

(ｘ)＝
Ｆ

ＦＨ
(ｘ)

Ａ
ＦｂＨ

(ｘ)
 ･････ (5.1.4.25) 

τ
ＦｂＶ

(ｘ)＝
Ｆ

ＦＶ
(ｘ)

Ａ
ＦｂＶ

(ｘ)
 ･････ (5.1.4.26) 

τ
ＦｂＶ’

(ｘ)＝
Ｆ

ＦＶ’
(ｘ)

Ａ
ＦｂＶ

(ｘ)
 ･････ (5.1.4.27) 
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 組合せ応力 

曲げ応力とせん断応力の最大値から，各加速度に対し組合せ(ミーゼス)応力

を次式に基づき算出する。 

σ
ＦＨ

＝√σ
ＦｂＨ

(ｘ)
2
＋3・τ

ＦｂＨ
(ｘ)

2
 ･････ (5.1.4.28) 

σ
ＦＶ

＝√σ
ＦｂＶ

(ｘ)
2
＋3・τ

ＦｂＶ
(ｘ)

2
 ･････ (5.1.4.29) 

σ
ＦＶ’

＝√σ
ＦｂＶ’

(ｘ)
2
＋3・τ

ＦｂＶ’
(ｘ)

2
 ･････ (5.1.4.30) 

 

 計算条件 

(1) フレームの応力計算条件 

第一ガスタービン発電機(車両)の応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【第

一ガスタービン発電機の耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示

す。 

 

 応力の評価 

(1) フレームの応力評価 

5.1.4 項で求めたフレームの組合せ応力σＦは，次式より求めた許容組合せ応力 

ƒｔｓ以下であること。ただし，ƒｔｓは下表による。 

σ
Ｆ
＝√(σ

ＦＨ
＋σ

ＦＶ’
)
2
＋σ

ＦＶ

2
≦ ｆ

ｔｓ
 ･････ (5.1.6.1) 

 

せん断応力τＦｂは，せん断荷重のみを受けるボルト以外の許容せん断応力ｆｓｂ

以下であること。ただしｆｓｂは下表による。 

 

 
基準地震動ＳＳによる 

荷重との組合せの場合 

許容曲げ応力 

ƒｔｏ 

Ｆ
⚹

1.5
・1.5 

許容せん断応力 

ƒｓｂ 

Ｆ
⚹

1.5・√3
・1.5 

許容組合せ応力 

ƒｔｓ 

Ｆ
⚹

1.5
・1.5 
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 第一ガスタービン発電機用ガスタービン及び第一ガスタービン発電機(共通架台) 

 構造強度評価方法 

(1) 第一ガスタービン発電機用ガスタービン及び第一ガスタービン発電機（共通架台）

の応力評価には，1 質点系モデルによる公式等を用いた手法を適用する。 

(2) 第一ガスタービン発電機用ガスタービンは，加振試験で得られた第一ガスタービ

ン発電機用ガスタービンの頂部での応答加速度を 1.2 倍した設計用加速度を用い

て発生応力を算出し，応力評価を行う。 

(3) 第一ガスタービン(共通架台)は，加振試験で得られた第一ガスタービン発電機用

発電機の頂部での応答加速度を 1.2 倍した設計用加速度を用いて発生応力を算出

し，応力評価を行う。 

(4) 許容応力についてＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１-2005 の付録材料図表を用いて計算する際

に，温度が付録材料図表記載値の中間の値の場合は，比例法を用いて計算する。 

ただし，比例法を用いる場合の端数処理は，小数点以下第 1 位を切り捨てた値を

用いるものとする。 

(5) 転倒方向は，計算モデルにおける水平方向及び鉛直方向について検討し，計算書

には結果の厳しい方（許容値／発生値の小さい方をいう。）を記載する。 

(6) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

 荷重の組合せ及び許容応力 

(1) 荷重の組合せ及び許容応力状態 

第一ガスタービン発電機用ガスタービン及び第一ガスタービン発電機(共通架

台)の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処設備の評価に用いるも

のを表 5－5 に示す。 

 

(2) 許容応力 

第一ガスタービン発電機用ガスタービン及び第一ガスタービン発電機(共通架

台)の許容応力は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 5－6 のとおりとす

る。 

 

(3) 使用材料の許容応力評価条件 

第一ガスタービン発電機用ガスタービン及び第一ガスタービン発電機(共通架

台)の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設備の評価に用いるもの

を表 5－7 に示す。 
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表 5－5 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用 

電源設備 

第一ガスタービン発

電機用ガスタービン 

 

第一ガスタービン発

電機(共通架台) 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとして

ⅣＡＳの許容

限界を用い

る。) 

 注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

   ＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

   ＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 5－6 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 
ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。) 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

  ＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

表 5－7 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

第一ガスタービン発電機 

用ガスタービン 

取付ボルト 
 

周囲環境温度 40 

第一ガスタービン発電機 

(共通架台) 

取付ボルト 

周囲環境温度 40 

 

＊
 

＊
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 設計用加速度 

構造強度評価に用いる入力加速度には，第一ガスタービン発電機用ガスタービン

の取付ボルトにおいては「4. 加振試験」で得られた第一ガスタービン発電機用ガ

スタービンの設計用加速度を，第一ガスタービン発電機(共通架台)の取付ボルトに

おいては「4. 加振試験」で得られた第一ガスタービン発電機用発電機の設計加速

度を用いる。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅴ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」

に基づき設定する。 

設計用加速度を表 5－8 及び表 5－9 に示す。 
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表 5－8 第一ガスタービン発電機用ガスタービンの設計用加速度(重大事故等対処設備) 

据付場所 

及び床面高さ 

(m) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

(m/s2) 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計用加速度 

鉛直方向 

設計用加速度 

7 号機タービン建屋南側の屋外 

T.M.S.L.12.2* 
― ― 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

表 5－9 第一ガスタービン発電機(共通架台)の設計用加速度(重大事故等対処設備) 

据付場所 

及び床面高さ 

(m) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

(m/s2) 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計用加速度 

鉛直方向 

設計用加速度 

7 号機タービン建屋南側の屋外 

T.M.S.L.12.2* 
― ― 

注記＊：基準床レベルを示す。 
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 計算方法 

(1) 第一ガスタービン発電機用ガスタービン取付ボルトの応力の計算方法 

第一ガスタービン発電機用ガスタービンの取付ボルトの応力評価を行う。応力評

価にあたっては，1 質点系モデルによる公式等を用いた手法にて評価を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－3 第一ガスタービン発電機用ガスタービン取付ボルトの計算モデル図 

(短辺方向転倒)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－4 第一ガスタービン発電機用ガスタービン取付ボルトの計算モデル図 

(長辺方向転倒)  

(短辺方向転倒及び長辺方向転倒(g－ａＶ－ａＰ)＜0 の場合) 
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 引張応力 

図 5－3及び図 5－4に示すモーメントのつり合いより以下の各計算式が得られ

る。 

 

短辺方向の引張力計算式 

Ｆ
ｂ２

＝

{ｍ
ＧＴ２

・ (ａ
Ｈ
＋ａ

ｐ
)・ｈ

Ｇ２
＋Ｍ

Ｐ

－ｍ
ＧＴ２

・ (g－ａ
Ｖ
－ａ

ｐ
)・Ｌ

Ｇ２
}・Ｌ

１２

Ｌ
１２

2

・ｎ
１２

＋Ｌ
２２

2

・ｎ
２２

＋Ｌ
３２

2

・ｎ
３２

 

 ･････ (5.2.4.1) 

 

長辺方向の引張力計算式 

Ｆ
ｂ２

＝

ｍ
ＧＴ２

・ (ａ
Ｈ
＋ａ

ｐ
)・ｈ

Ｇ２

－ｍ
ＧＴ２

・ (g－ａ
Ｖ
－ａ

ｐ
)・Ｌ

ＧＸ２

ｎ
１Ｘ２

・Ｌ
１Ｘ２

 

 ･････ (5.2.4.2) 

 

短辺方向の引張応力計算式 

σ
ｂｔ２

＝
Ｆ

ｂ２

Ａ
ｂｔ２

 ･････ (5.2.4.3) 

 

長辺方向の引張応力計算式 

σ
ｂｔ２

＝
Ｆ

ｂ２

Ａ
ｂｔ２

 ･････ (5.2.4.4) 

 

σｂｔ２は，上式で得られる大きい方の値とする。 

 

ここで，ボルトの軸断面積Ａｂｔ２は次式により求める。 

Ａ
ｂｔ２

=
π

4
∙ｄ

２

２
 ･････ (5.2.4.5) 
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ここで，回転体回転によるモーメントＭＰは，ガスタービンの出力及び定格回

転数を考慮して定める値である。回転体振動による加速度ａｐは，回転体の許容

振幅及び発電機の定格回転数を考慮して定める値である。 

 

回転体回転によるモーメントの計算式 

Ｍ
Ｐ
＝

60・Ｐ

2・π・Ｒ
・106 ･････ (5.2.4.6) 

 

回転体振動による加速度の計算式 

ａ
Ｐ
＝ (2・π・

Ｒ

60
)

2

・
ｐ・10-6

2
 ･････ (5.2.4.7) 

 

 せん断応力 

取付ボルトに対するせん断力は，ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

 

せん断力 

Ｑ
ｂ２

＝ｍ
ＧＴ２

∙ (ａ
Ｈ
＋ａ

Ｐ
) ･････ (5.2.4.8) 

 

せん断応力 

τ
ｂ２

＝
Ｑ

ｂ２

ｎ
２
・Ａ

ｂｔ２

 ･････ (5.2.4.9) 
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(2) 第一ガスタービン発電機(共通架台)取付ボルトの応力の計算方法 

第一ガスタービン発電機(共通架台)の取付ボルトの応力評価を行う。応力評価に

あたっては，1 質点系モデルによる公式等を用いた手法にて評価を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

図 5－5 共通架台の取付ボルトの計算モデル図(短辺方向転倒)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－6 共通架台の取付ボルトの計算モデル図(長辺方向転倒) 

(短辺方向転倒及び長辺方向転倒(g－ａＫＶ－ａＫＰ)＜0 の場合) 
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 引張応力 

図 5－5及び図 5－6に示すモーメントのつり合いより以下の各計算式が得られ

る。 

 

短辺方向の引張力計算式 

Ｆ
Ｋｂ２

＝

{ｍ
Ｋ２

・ (ａ
ＫＨ

＋ａ
ＫＰ

)・ｈ
ＫＧ２

－ｍ
Ｋ２

・ (g－ａ
ＫＶ

－ａ
ＫＰ

)・Ｌ
ＫＧ２

}・Ｌ
Ｋ１２

Ｌ
Ｋ１２

2
・ｎ

Ｋ１２
＋Ｌ

Ｋ２２

2
・ｎ

Ｋ２２
＋Ｌ

Ｋ３２

2
・ｎ

Ｋ３２

 

 ･････ (5.2.4.10) 

 

長辺方向の引張力計算式 

Ｆ
Ｋｂ２

＝

{ｍ
Ｋ２

・ (ａ
ＫＨ

＋ａ
ＫＰ

)・ｈ
ＫＧ２

－ｍ
Ｋ２

・ (g－ａ
ＫＶ

－ａ
ＫＰ

)・Ｌ
ＫＧＸ２

}・Ｌ
Ｋ１Ｘ２

(∑ Ｌ
ＫｊＸ２

2
5
ｊ＝1

・ｎ
ＫｊＸ２

)
 

 ･････ (5.2.4.11) 

 

短辺方向の引張応力計算式 

σ
Ｋｂｔ２

＝
Ｆ

Ｋｂ２

Ａ
Ｋｂｔ２

 ･････ (5.2.4.12) 

 

長辺方向の引張応力計算式 

σ
Ｋｂｔ２

＝
Ｆ

Ｋｂ２

Ａ
Ｋｂｔ２

 ･････ (5.2.4.13) 

σＫｂｔ２は，上式で得られる大きい方の値とする。 

 

ここで，ボルトの軸断面積ＡＫｂｔ２は次式により求める。 

Ａ
Ｋｂｔ２

＝
π

4
∙ｄ

Ｋ２

２
 ･････ (5.2.4.14) 
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また，ガスタービン回転体振動による加速度ａＫＰは，5.2.4(1)項で求めた回転

体振動による加速度ａＰを使用する。 

 

ガスタービン回転体振動による加速度の計算式 

ａ
ＫＰ

＝ａ
Ｐ
 ･････ (5.2.4.15) 

 

なお，回転体回転により働くモーメントは発電機とガスタービンが共通の架台

上にあり，各取付部に働くモーメントは互いに打ち消しあうため，考慮しない。 

 

 せん断応力 

取付ボルトに対するせん断力は，ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

せん断力 

Ｑ
Ｋｂ２

＝ｍ
Ｋ２

・ (ａ
ＫＨ

＋ａ
ＫＰ

) ･････ (5.2.4.16) 

 

せん断応力 

τ
Ｋｂ２

＝
Ｑ

Ｋｂ２

ｎ
Ｋ２

・Ａ
Ｋｂｔ２

 ･････ (5.2.4.17) 
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 計算条件 

(1) 取付ボルトの応力計算条件 

 第一ガスタービン発電機用ガスタービン取付ボルトの応力計算条件 

第一ガスタービン発電機用ガスタービンの応力計算に用いる計算条件は，本計

算書の【第一ガスタービン発電機の耐震性についての計算結果】の設計条件及び

機器要目に示す。 

 

 第一ガスタービン発電機(共通架台)取付ボルトの応力計算条件 

第一ガスタービン発電機(共通架台)の応力計算に用いる計算条件は，本計算書

の【第一ガスタービン発電機の耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器

要目に示す。 

 

 応力の評価 

(1) ボルトの応力評価 

 第一ガスタービン発電機用ガスタービン 

5.2.4 項で求めたボルトの引張応力σｂｔｉは，次式より求めた許容引張応力 

ƒｔｓｉ以下であること。ただし，ƒｔｏｉは下表による。 

ƒ
ｔｓｉ＝Min [1.4・ƒ

ｔｏｉ－1.6・τ
ｂｉ

,ƒｔｏｉ ]  ･････ (5.2.4.18) 

 

せん断応力τｂｉは，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力ｆｓｂｉ以下

であること。ただしｆｓｂｉは下表による。 

 

 
基準地震動ＳＳによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏｉ 

Ｆ
ｉ

⚹

2
・1.5 

許容せん断応力 

ƒｓｂｉ 

Ｆ
ｉ

⚹

1.5・√3
・1.5 
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 第一ガスタービン発電機(共通架台) 

5.2.4 項で求めたボルトの引張応力σＫｂｔｉは，次式より求めた許容引張応力 

ƒｔｓｉ以下であること。ただし，ƒｔｏｉは下表による。 

ƒ
ｔｓｉ＝Min [1.4・ƒ

ｔｏｉ－1.6・τ
Ｋｂｉ

,ƒｔｏｉ ]  ･････ (5.2.4.19) 

 

せん断応力τＫｂｉは，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力ｆｓｂｉ以

下であること。ただしｆｓｂｉは下表による。 

 

 
基準地震動ＳＳによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏｉ 

Ｆ
ｉ

⚹

2
・1.5 

許容せん断応力 

ƒｓｂｉ 

Ｆ
ｉ

⚹

1.5・√3
・1.5 
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 第一ガスタービン発電機（リンク機構） 

 構造強度評価方法 

(1) 第一ガスタービン発電機（リンク機構）の各部材の評価は，加振試験で得られた

ひずみを用いて発生応力を算出し，応力評価を行う。 

(2) 第一ガスタービン発電機（リンク機構）の各取付部及びリンク連結部の評価は，

(1)で得られた応力から，荷重を算出し荷重評価を行う。 

(3) 第一ガスタービン発電機（リンク機構）の各取付ボルトの評価は，(2)で得られた

荷重を用いて発生応力を算出し，応力評価を行う。 

また，発生応力はリンク機構の角度θにより変化するが，評価に用いるリンク機構

の角度θは，可動範囲において引張応力が最大になる角度及びせん断応力が最大と

なる角度にて評価を行う。 

(4) 許容応力についてＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１-2005 の付録材料図表を用いて計算する際

に，温度が付録材料図表記載値の中間の値の場合は，比例法を用いて計算する。 

ただし，比例法を用いる場合の端数処理は，小数点以下第 1 位を切り捨てた値を

用いるものとする。 

(5) 第一ガスタービン発電機（リンク機構）の評価結果は，計算書には結果の厳しい

部位（許容値／発生値の小さい方をいう。）を記載する。 

(6) 構造強度評価に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

 荷重の組合せ及び許容応力 

(1) 荷重の組合せ及び許容応力状態 

第一ガスタービン発電機(リンク機構)の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち

重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5－10 に示す。 

 

(2) 許容応力 

第一ガスタービン発電機(リンク機構)の許容応力は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本

方針」に基づき表 5－11 及び表 5－12 のとおりとする。 

 

(3) 使用材料の許容応力評価条件 

第一ガスタービン発電機(リンク機構)の使用材料の許容応力評価条件のうち重

大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5－13 に示す。 
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表 5－10 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用 

電源設備 

第一ガスタービン発

電機（リンク機構） 

 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとして

ⅣＡＳの許容

限界を用い

る。) 

 注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

   ＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

     ＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 5－11 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2，＊3 

（ボルト以外） 

一次応力 

引張 せん断 圧縮 曲げ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆ
ｔ

⚹
 1.5・ｆ

ｓ

⚹
 1.5・ｆ

ｃ

⚹
 1.5・ｆ

ｂ

⚹
 ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。) 

注記＊1：「鋼構造設計規準 SI 単位版」(2002 年日本建築学会)等の幅厚比の制限を満足させる。 

  ＊2：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

  ＊3：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 
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表 5－12 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 
ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。) 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

  ＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

 

  

＊
 

＊
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表 5－13 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

右上部材，右下部材， 

左上部材，左下部材 
周囲環境温度 40 

水平部材 周囲環境温度 40 

取付部上部，取付部下部， 

リンク連結部 
周囲環境温度 40 

リンク機構取付ボルト上部， 

リンク機構取付ボルト下部 
周囲環境温度 40 
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 計算方法 

(1) 第一ガスタービン発電機（リンク機構）の各部材の応力の計算方法 

第一ガスタービン発電機（リンク機構）の各部材の応力評価を行う。評価にあた

ってはひずみにより発生する応力について計算する。なお，第一ガスタービン発電

機（リンク機構）は動作原理から車両のローリングにより受ける力が引張及び圧縮

荷重になるため，これらの荷重が第一ガスタービン発電機（リンク機構）に発生す

る荷重の中で支配的となる。よって，引張応力及び圧縮応力について評価を行うこ

とから，評価に用いるひずみも発生する荷重に合わせたものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－7 ローリング発生時の荷重の方向の図 

 

 引張応力 σ＋ 

第一ガスタービン発電機（リンク機構）の部材に発生する引張応力は，以下に

基づき算出する。 

σ＋＝ε＋・E ･････(5.3.1) 

 

 圧縮応力 σ― 

第一ガスタービン発電機（リンク機構）の部材に発生する圧縮応力は，以下に

基づき算出する。 

σ－＝ε－・E ･････(5.3.2) 
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(2) 第一ガスタービン発電機（リンク機構）の各取付部及びリンク連結部の計算方法 

第一ガスタービン発電機（リンク機構）に発生する軸力を計算し，各取付部及び

リンク連結部に発生する荷重を定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－8 各取付部及びリンク連結部の計算モデル図(1/2) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－9 各取付部及びリンク連結部の計算モデル図(2/2)  
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 リンク部材に発生する軸力 FＡ 

イ． 水平部材 

第一ガスタービン発電機（リンク機構）の水平部材に発生する軸力は，以下

に基づき算出する。 

FA＝  ･････(5.3.3) 

 ＝  

ここで，水平部材の断面積Ａは 

A=  

 

ロ． 右上部材，右下部材，左上部材，左下部材 

第一ガスタービン発電機（リンク機構）の右上部材，右下部材，左上部材，左

下部材に発生する軸力は，以下に基づき算出する。右上部材，右下部材，左上部

材，左下部材は  

 

FA＝  ･････(5.3.4) 

 ＝  

ここで，右上部材，右下部材，左上部材，左下部材の断面積Ａは 

A=   

 

 取付部上部，下部及びリンク連結部に発生する荷重 FＬ 

取付部上部に発生する荷重は，右上部材の軸力と左上部材の軸力のうち最大値

とする。 

取付部下部に発生する荷重は，右下部材の軸力と左下部材の軸力のうち最大値

とする。 

リンク連結部に発生する荷重は，リンク連結部に作用する軸力の最大値とする。 
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(3) 第一ガスタービン発電機（リンク機構）の取付ボルトの計算方法 

第一ガスタービン発電機（リンク機構）の取付ボルトの応力は，発生する荷重に

よって生じる引張力とせん断力について計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－10 取付ボルトの計算モデル図 

 

 引張応力 σ 

第一ガスタービン発電機（リンク機構）の取付部上部及び下部に発生する引張

応力は，以下に基づき算出する。 

σ＝
FL・cosθ

n・A
 ･････(5.3.5) 

 

 せん断応力 τ 

第一ガスタービン発電機（リンク機構）の取付部上部及び下部に発生するせん

断応力は，以下に基づき算出する。 

σ＝
FL・sinθ

n・A
 ･････(5.3.6) 
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 計算条件 

(1) 第一ガスタービン発電機（リンク機構）の各部材の応力計算条件 

第一ガスタービン発電機（リンク機構）の各部材の応力計算に用いる計算条件は，

本計算書の【第一ガスタービン発電機（リンク機構）の耐震性についての計算結果】

の設計条件及び機器要目に示す。 

 

(2) 第一ガスタービン発電機（リンク機構）の各取付部及びリンク連結部の計算条件 

第一ガスタービン発電機（リンク機構）の各取付部及びリンク連結部の計算に用

いる計算条件は，本計算書の【第一ガスタービン発電機（リンク機構）の耐震性に

ついての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

(3) 第一ガスタービン発電機（リンク機構）の取付ボルトの応力計算条件 

第一ガスタービン発電機（リンク機構）の取付ボルトの応力計算に用いる計算条

件は，本計算書の【第一ガスタービン発電機（リンク機構）の耐震性についての計

算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

 応力の評価 

(1) 第一ガスタービン発電機（リンク機構）の各部材の応力評価 

第一ガスタービン発電機（リンク機構）の許容引張応力 ƒｔｏは以下の式で求めら

れる。 

ƒｔｏ＝
Ｆ

1.5
・1.5  

ここで， 

 Ｆ＝min(1.2・Sy，0.7・Su) ･････(5.3.7) 

 

第一ガスタービン発電機（リンク機構）の許容圧縮応力 ƒC は以下の式で求められ

る。 

ƒC＝{1-0.4・ (
λ

Λ
)
2

}・
F

ν
・1.5 

ここで， 

λ＝
Lk

i
 (k＝1，2，3)（なお，i＝√

I

A
） 

水平部材の場合， 

Ｉ＝
a4-a1

4

12
 

 

＊
 

＊
 

＊
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右上部材，右下部材，左上部材，左下部材の場合， 

Ｉ＝
b
k・

hk
3

12
(k＝1，2) 

Λ＝√π
2
・E

0.6・F
  

ν＝1.5＋
2

3
・ (

λ

Λ
)
2

 

F ＝min(1.2・Sy，0.7・Su) ･････(5.3.8)  

 

(2) 第一ガスタービン発電機（リンク機構）の各取付部及びリンク連結部の荷重評価 

第一ガスタービン発電機（リンク機構）の取付部上部及び取付部下部の許容荷重

は以下の式で求められる。 

M＝
ALB・L4

8
 ･････(5.3.9) 

また，曲げモーメント M は，  次式のようになる。 

M＝  ･････(5.3.10) 

ここで，  断面係数 Z は， 

Z=  ･････(5.3.11) 

式(5.3.9)～(5.3.11)許容荷重 ALB は以下の式で求められる。 

ALB＝  ･････(5.3.12) 

 

第一ガスタービン発電機（リンク機構）のリンク連結部の許容荷重は以下の式で

求められる。なお，リンク連結部は全体が各部材で支持されているため曲げモー

メントは発生せず，許容荷重 ALS はせん断応力により次式のようになる。 

ALS=A・
Sy

√3
 ･････(5.3.13) 

ここで，  断面積 A は， 

A=  ･････(5.3.14) 

式(4.11)，(4.12)より許容荷重 ALS は以下の式で求められる。 

ALS＝  ･････(5.3.15) 

  

＊
 

 

＊
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(3) 第一ガスタービン発電機（リンク機構）の取付ボルトの応力評価 

5.3.3 項で求めたボルトの引張応力σは次式より求めた許容引張応力 ƒｔs 以下で

あること。ただし ƒｔo は下表による。 

ƒ
ｔｓ＝Min [1.4・ƒ

ｔｏ－1.6・τ  , ƒｔｏ ]･････(5.3.16) 

 

せん断応力τは，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 ƒsb 以下である

こと。ただし ƒｓｂは下表による。 

 

 
基準地震動ＳＳによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ 

F⚹

2
・1.5 

許容せん断応力 

ƒｓｂ 

F⚹

1.5・√3
・1.5 
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6. 機能維持評価 

 機能維持評価方法 

第一ガスタービン発電機(車両)の機能維持評価及び第一ガスタービン発電機用ガス

タービンの動的機能維持評価について以下に示す。 

なお，機能維持評価用加速度はⅤ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設

定する。 

第一ガスタービン発電機(車両)及び第一ガスタービン発電機用ガスタービンの確認

は，加振台の最大加速度である機能確認済加速度と第一ガスタービン発電機基礎の最大

加速度である設計用最大応答加速度Ⅰを機能維持評価用加速度として比較することで

実施する。 

機能確認済加速度を表 6－1 に示す。 

 

表 6－1 機能確認済加速度         (×9.8m/s2) 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

第一ガスタービン発電機

(車両) 

水平 

鉛直 

第一ガスタービン発電機

用ガスタービン 

水平 

鉛直 
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7. 評価結果 

 重大事故等対処設備としての評価結果 

第一ガスタービン発電機の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以

下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及

び機能を有している事を確認した。 

 

 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

 機能維持評価結果 

機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【第一ガスタービン発電機の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

1.1.1 第一ガスタービン発電機(車両)  

機器名称 設備分類 

据付場所 

及び床面高さ 

(m) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

(m/s2) 周囲環境 

温度 

(℃) 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計用加速度 

(発電機車) 

水平方向 

設計用加速度 

(制御車) 

鉛直方向 

設計用加速度 

(発電機車) 

鉛直方向 

設計用加速度 

(制御車) 

第一ガスタ－ビン発電機 

(車両) 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

7 号機タ－ビン建屋南側の屋外 

T.M.S.L.12.2* 
－ － 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

1.1.2 第一ガスタービン発電機用ガスタービン 

機器名称 設備分類 

据付場所 

及び床面高さ 

(m) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

(m/s2) 
回転体振動に

よる加速度 

(m/s2) 

回転体回転により

働くモーメント 

(N・mm) 

周囲環境 

温度 

(℃) 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計用加速度 

鉛直方向 

設計用加速度 

第一ガスタービン発電機 

用ガスタービン 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

7 号機タービン建屋南側の屋外 

T.M.S.L.12.2* 
― ― 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 
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1.1.3 第一ガスタービン発電機 (共通架台) 

機器名称 設備分類 

据付場所 

及び床面高さ 

(m) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

(m/s2) 
回転体振動による

加速度 

(m/s2) 

周囲環境 

温度 

(℃) 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計用加速度 

鉛直方向 

設計用加速度 

第一ガスタービン発電機 

(共通架台) 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

7 号機タービン建屋南側の屋外 

T.M.S.L.12.2* 
― ― 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

1.1.4 第一ガスタービン発電機 (リンク機構) 

機器名称 設備分類 

据付場所 

及び床面高さ 

(m) 

加振試験で得られたひずみ 周囲環境 

温度 

(℃) 発電機車 制御車 

第一ガスタービン発電機 

(リンク機構) 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

7 号機タービン建屋南側の屋外 

T.M.S.L.12.2* 
40 

注記＊：基準床レベルを示す。 
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 機器要目 

1.2.1 第一ガスタービン発電機(車両) 

対象機器 
ｍＦ１ 

(kg) 

ｍＦ２ 

(kg) 

ｈ 

(mm) 

ＬＦ 

(mm) 

ＬＦ１ 

(mm) 

ＬＦ２ 

(mm) 

ＡＦｂＨ 

(mm2) 

ＡＦｂＶ 

(mm2) 

ＺＦＨ 

(mm3) 

ＺＦＶ 

(mm3) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ⚹ 

(MPa) 

発電機車 

制御車 

 

1.2.2 第一ガスタービン発電機(ガスタービン)  

部材 
ｍＧＴｉ 

(kg) 

ｈＧｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｔｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｒ 

(min-1) 

Ｐ 

(kW) 

ｐ 

(μm) 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

ＭＰ 

(N・mm) 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 
3600 

 

部材 
Ｌ１ｉ 

(mm) 

Ｌ２ｉ 

(mm) 

Ｌ３ｉ 

(mm) 

Ｌ１Ｘｉ 

(mm) 

ＬＧＸｉ 

(mm) 

ＬＧｉ 

(mm) 
ｎ１ｉ ｎ２ｉ ｎ３ｉ ｎ１Ｘｉ 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 

 

部材 
Ｆｉ

⚹ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 
― 長辺方向 
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1.2.3 第一ガスタービン発電機 (共通架台)  

部材 
ｍＫｉ 

(kg) 

ｈＫＧｉ 

(mm) 

ｄＫｉ 

(mm) 

ＡＫｂｔｉ 

(mm2) 
ｎＫｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 

 

部材 
ＬＫ１ｉ 

(mm) 

ＬＫ２ｉ 

(mm) 

ＬＫ３ｉ 

(mm) 

ＬＫ１Ｘｉ 

(mm) 

ＬＫ２Ｘｉ 

(mm) 

ＬＫ３Ｘｉ 

(mm) 

ＬＫ４Ｘｉ 

(mm) 

ＬＫ５Ｘｉ 

(mm) 

ＬＫＧｉ 

(mm) 

ＬＫＧＸｉ 

(mm) 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 

 

部材 ｎＫ１ｉ ｎＫ２ｉ ｎＫ３ｉ ｎＫ１Ｘｉ ｎＫ２Ｘｉ ｎＫ３Ｘｉ ｎＫ４Ｘｉ ｎＫ５Ｘｉ 

Ｆｉ
⚹ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 
― 短辺方向 

 

1.2.4 第一ガスタービン発電機 (リンク機構)   

部材 
a 

(mm) 

a1 

(mm) 

b1 

(mm) 

b2 

(mm) 

d 

(mm) 

θ 

（°） 

D 

(mm) 

E 

(MPa) 

(40℃) 引張最大 せん断最大 取付部 リンク連結部 

発電機車 リンク機構 1 

 

部材 
h1 

(mm) 

h2 

 (mm) 

L1 

(mm) 

L2 

 (mm) 

L3 

(mm) 

L4 

(mm) 
n 

(-) 

Ｆ⚹ 

(MPa) 

取付部 リンク連結部 

発電機車 リンク機構 1 
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部材 
a 

(mm) 

a1 

(mm) 

b1 

(mm) 

b2 

(mm) 

d 

(mm) 

θ 

（°） 

D 

(mm) 

E 

(MPa) 

(40℃) 引張最大 せん断最大 取付部 リンク連結部 

発電機車 リンク機構 2 

 

部材 
h1 

(mm) 

h2 

 (mm) 

L1 

(mm) 

L2 

 (mm) 

L3 

(mm) 

L4 

(mm) 
n 

(-) 

Ｆ⚹ 

(MPa) 

取付部 リンク連結部 

発電機車 リンク機構 2 

 

 

部材 
a 

(mm) 

a1 

(mm) 

b1 

(mm) 

b2 

(mm) 

d 

(mm) 

θ 

（°） 

D 

(mm) 

E 

(MPa) 

(40℃) 引張最大 せん断最大 取付部 リンク連結部 

発電機車 リンク機構 3 

 

部材 
h1 

(mm) 

h2 

 (mm) 

L1 

(mm) 

L2 

 (mm) 

L3 

(mm) 

L4 

(mm) 
n 

(-) 

Ｆ⚹ 

(MPa) 

取付部 リンク連結部 

発電機車 リンク機構 3 
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部材 
a 

(mm) 

a1 

(mm) 

b1 

(mm) 

b2 

(mm) 

d 

(mm) 

θ 

（°） 

D 

(mm) 

E 

(MPa) 

(40℃) 引張最大 せん断最大 取付部 リンク連結部 

発電機車 リンク機構 4 

 

部材 
h1 

(mm) 

h2 

 (mm) 

L1 

(mm) 

L2 

 (mm) 

L3 

(mm) 

L4 

(mm) 
n 

(-) 

Ｆ⚹ 

(MPa) 

取付部 リンク連結部 

発電機車 リンク機構 4 

 

 

部材 
a 

(mm) 

a1 

(mm) 

b1 

(mm) 

b2 

(mm) 

d 

(mm) 

θ 

（°） 

D 

(mm) 

E 

(MPa) 

(40℃) 引張最大 せん断最大 取付部 リンク連結部 

制御車 リンク機構 1 

 

部材 
h1 

(mm) 

h2 

 (mm) 

L1 

(mm) 

L2 

 (mm) 

L3 

(mm) 

L4 

(mm) 
n 

(-) 

Ｆ⚹ 

(MPa) 

取付部 リンク連結部 

制御車 リンク機構 1 
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部材 
a 

(mm) 

a1 

(mm) 

b1 

(mm) 

b2 

(mm) 

d 

(mm) 

θ 

（°） 

D 

(mm) 

E 

(MPa) 

(40℃) 引張最大 せん断最大 取付部 リンク連結部 

制御車 リンク機構 2 

 

部材 
h1 

(mm) 

h2 

 (mm) 

L1 

(mm) 

L2 

 (mm) 

L3 

(mm) 

L4 

(mm) 
n 

(-) 

Ｆ⚹ 

(MPa) 

取付部 リンク連結部 

制御車 リンク機構 2 

 

 

部材 
a 

(mm) 

a1 

(mm) 

b1 

(mm) 

b2 

(mm) 

d 

(mm) 

θ 

（°） 

D 

(mm) 

E 

(MPa) 

(40℃) 引張最大 せん断最大 取付部 リンク連結部 

制御車 リンク機構 3 

 

部材 
h1 

(mm) 

h2 

 (mm) 

L1 

(mm) 

L2 

 (mm) 

L3 

(mm) 

L4 

(mm) 
n 

(-) 

Ｆ⚹ 

(MPa) 

取付部 リンク連結部 

制御車 リンク機構 3 
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1.3 計算数値 

1.3.1 車両に作用する力 

(1) 第一ガスタービン発電機(車両) 

対象機器 

ＭＦ(N・mm) ＦＦ(N) 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

発電機車 － 2.231×108 － 3.082×103 

制御車 － 9.531×107 － 9.240×104 

 

1.3.2 ボルトに作用する力 

(1) 第一ガスタービン発電機用ガスタービン                           (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 
― 4.008×104 ― 4.594×104 

 

(2) 第一ガスタービン発電機(共通架台)                             (単位：N) 

部材 

ＦＫｂｉ ＱＫｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 
― 5.997×104 ― 7.499×105 

 

1.3.3 第一ガスタービン発電機（リンク機構）の部材，各取付部及びリンク連結部に作用する力              (単位：kN)  

部材 
リンク部材に発生する荷重 

FA 

取付部及に発生する荷重 

FL 

リンク連結部に発生する荷重 

FL 

発電機車 取付部上部 

制御車 取付部上部 
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1.4 結論 

1.4.1 車両の応力 

(1) 第一ガスタービン発電機(車両)                                                        (単位：MPa)  

対象機器 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

発電機車 組合せ ― ― σＦｂH＝372 

制御車 組合せ ― ― σＦｂH＝99 

すべて許容応力以下である。 

 

1.4.2 ボルトの応力 

(1) 第一ガスタービン発電機用ガスタービン                                                    (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 

引張り ― ― σｂｔ２＝200 

せん断 ― ― τｂ２＝29 

すべて許容応力以下である。                                     注記＊：ƒｔｓｉ=Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ] 

 

(2) 第一ガスタービン発電機(共通架台)                                                     (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 

引張り ― ― σＫｂｔ２＝390 

せん断 ― ― τＫｂ２＝203 

すべて許容応力以下である。                                     注記＊：ƒｔｓｉ=Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τＫｂｉ，ƒｔｏｉ] 
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1.4.3 第一ガスタービン発電機（リンク機構）の応力及び荷重 

(1) 第一ガスタービン発電機（リンク機構）の各部材                                  (単位：MPa) 

部材 材料 応力 算出応力 許容応力 

発電機車 リンク機構 4 水平部材 
引張り 41 

圧縮 40 

制御車 リンク機構 2 水平部材 
引張り 40 

圧縮 29 

 すべて許容応力以下である。 

 

(2) 第一ガスタービン発電機（リンク機構）の各取付部及びリンク連結部               (単位：kN)  

部材 材料 発生荷重 許容荷重 

発電機車 リンク機構 2 取付部上部 81.22 

制御車 リンク機構 1 取付部上部 69.85 

 すべて許容応力以下である。 

 

(3) 第一ガスタービン発電機（リンク機構）の取付ボルト                               (単位 MPa) 

部材 材料 応力 算出応力 許容応力 

発電機車 リンク機構 1 下部取付ボルト 
引張り 35 

せん断 105 

制御車 リンク機構 2 下部取付ボルト 
引張り 40 

せん断 103 

すべて許容応力以下である。                        注記＊：ƒｔｓｉ=Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τＫｂｉ，ƒｔｏｉ] 

 

1.4.4 機能の評価結果                                     (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

第一ガスタービン発電機 

(車両) 

水平 0.69 

鉛直 0.71 

第一ガスタービン発電機

用ガスタービン 

水平 0.69 

鉛直 0.71 

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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      第一ガスタービン発電機(車両)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

            発電機車(長辺方向)                           制御車(長辺方向) 

 

      第一ガスタービン発電機用ガスタービン 

 

 

 

 

 

 

 

 

         (短辺方向)                (長辺方向) 

      第一ガスタービン発電機(共通架台)  

 

 

 

 

 

 

 

 

          (短辺方向)                (長辺方向) 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，第一ガスタービン発電機用燃料移送ポンプが設計用地震力に対して十分な構造強

度及び動的機能を有していることを説明するものである。 

第一ガスタービン発電機用燃料移送ポンプは，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重

大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構

造強度評価及び動的機能維持評価を示す。 

なお，第一ガスタービン発電機用燃料移送ポンプは，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法」に記載の

横軸ポンプであるため，構造強度評価は，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-1 横軸ポン

プの耐震性についての計算書作成の基本方針」に基づき評価を行う。また，第一ガスタービン発

電機用燃料移送ポンプは，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に記載されていない横置きのスクリ

ュー式ポンプであるため，原子力発電所耐震設計技術指針（ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版）（日

本電気協会 電気技術基準調査委員会 平成 3年 6月）（以下「ＪＥＡＧ４６０１」という。）に

て定められた評価部位の健全性を詳細評価することで動的機能維持の確認を行う。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

第一ガスタービン発電機用燃料移送ポンプの構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ポンプはポンプベース

に固定され，ポンプベー

スは基礎ボルトで基礎

に据え付ける。 

スクリュー式 

（横置きスクリュー

式ポンプ） 

 

基礎  基礎  

基礎ボルト  原動機取付ボルト  

ポンプ取付ボルト  

基礎ボルト  

ポンプベース  

ポンプ  
原動機  

490 

2
6
0
 

275 

（単位：mm） 
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3. 構造強度評価 

3.1 構造強度評価方法 

第一ガスタービン発電機用燃料移送ポンプの構造強度評価は，Ⅴ-2-1-14「計算書作

成の方法 添付資料-1 横軸ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記

載の耐震計算方法に基づき行う。 

 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

第一ガスタービン発電機用燃料移送ポンプの荷重の組合せ及び許容応力状態の

うち重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 3－1 に示す。 

 

3.2.2 許容応力 

第一ガスタービン発電機用燃料移送ポンプの許容応力は，Ⅴ-2-1-9「機能維

持の基本方針」に基づき表 3－2 のとおりとする。 

 

3.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

第一ガスタービン発電機用燃料移送ポンプの使用材料の許容応力評価条件のう

ち重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 3－3 に示す。 

 

3.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【第一ガスタービン発電機用燃料移送ポ

ンプの耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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表 3－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

非常用電源 

設備 

非常用発電 

装置 

第一ガスタービン発電機用 

燃料移送ポンプ 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
 ―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3
 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，及び「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他のポンプ及びその他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 3－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

  許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ  1.5・ｆｓ  ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

 

 

 

  

＊  ＊  
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表 3－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 
材料 温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト 
 

 
周囲環境温度 50   ― 

ポンプ取付ボルト 
 

 
最高使用温度 66   ― 

原動機取付ボルト 
 

 
周囲環境温度 50   ― 
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4. 機能維持評価 

4.1 基本方針 

第一ガスタービン発電機用燃料移送ポンプは，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に

記載されていない横置きのスクリュー式ポンプであるため，ＪＥＡＧ４６０１にて定

められた評価部位の健全性を詳細評価することで動的機能維持の確認を行う。 

詳細評価に用いる応答加速度は，Ⅴ-2-1-7「設計用応答曲線の作成方針」に基づき，

基準地震動Ｓｓにより定まる設計用最大応答加速度（1.0ZPA）を設定する。 

(1) 第一ガスタービン発電機用燃料移送ポンプは地震後においてもその機能が維持

されるよう，動的機能維持の評価を行う。なお，本ポンプは，Ⅴ-2-1-9「機能維持

の基本方針」に記載されていない横置きのスクリュー式ポンプであるため，機能維

持評価は，ＪＥＡＧ４６０１にて定められた評価部位の健全性を確認することで動

的機能維持の確認を行う。また，原動機については横形ころがり軸受機であるため，

Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に記載の機能確認済加速度を適用する。 

(2) 本ポンプは横置きの機器であることから，ＪＥＡＧ４６０１に従い構造的に一つ

の剛体として取り扱う。 
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4.2 ポンプの動的機能維持評価 

4.2.1 評価対象部位 

第一ガスタービン発電機用燃料移送ポンプは，容量等がＪＥＡＧ４６０１に記

載されている横形遠心式ポンプを上回ることはなく，回転機能を担う構成要素も

変わらない。したがって，基本的な構成要素はＪＥＡＧ４６０１に記載されてい

る横形ポンプと同等であることから，ＪＥＡＧ４６０１に記載の横形ポンプの動

的機能維持評価項目に従い，以下の部位について評価を実施する。 

a. 基礎ボルト 

b. 取付ボルト 

c. 軸 

d. 軸受 

e. 摺動部（主ねじ部） 

f. メカニカルシール 

g. 軸継手 

このうち「a. 基礎ボルト」「b. 取付ボルト」については，「3. 構造強度評

価」に従って評価を行い，「5. 評価結果」にて十分な裕度を有していることを確

認している。また，「g. 軸継手」は，軸受でスラスト荷重を受け持つことで軸継

手にスラスト荷重が発生しない構造であるため，評価対象外とする。 

以上より，本計算書においては，軸，軸受，摺動部（主ねじ部）及びメカニカ

ルシールを評価対象部位とする。 

 

4.2.2 評価基準値 

軸の許容応力は，軸の変形等による回転機能への影響を考慮し，軸の変形を弾

性範囲内に留めるよう，「その他のポンプ」の許容応力状態ⅢＡＳに準拠し設定す

る。摺動部（主ねじ部）については，主ねじとスリーブの接触による，回転機能，

移送機能への影響を考慮して主ねじとスリーブのクリアランスを評価基準とする。

軸受は，回転機能確保の観点より許容面圧を，メカニカルシールは，流体保持機

能確保の観点よりシール回転環の変位可能寸法を，評価基準値とする。 

評価基準値を表 4－1 に示す。 

 

表 4－1 評価基準値（許容値）
 

評価部位 評価項目 単位 評価基準値（許容値） 

軸 許容応力 MPa  

軸受 許容面圧 MPa  

摺動部（主ねじ部） スリーブ間隙間 mm  

メカニカルシール 変位可能量 mm  
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4.2.3 記号の説明 

第一ガスタービン発電機用燃料移送ポンプの動的機能維持評価に使用する記号

を表 4－2 に示す。 

表 4－2 記号の説明 

記号  記号の説明  単位  

ａ  軸端から支点Ａまでの距離（＝ℓ２）  mm 
ＡＲ1 ラジアル荷重を受ける軸受Ａの投影面積  mm2 
ＡＲ2 ラジアル荷重を受ける軸受Ｂの投影面積 mm2 

ＡＳ スラスト荷重を受ける軸受の投影面積  mm2 
ｂ  軸端から支点Ｂまでの距離  mm 
ＣＨ 水平方向震度  ―  
ＣＶ 鉛直方向震度  ―  
ｄ  曲げモーメントが最大となる箇所の軸径  mm 
Ｅ  縦弾性係数  MPa 
g 重力加速度（＝9.80665）  m/s2 
Ｉ１ 軸最小径での断面二次モーメント  mm4 
Ｉ２ シール面軸径での断面二次モーメント  mm4 
ℓ 軸長さ  mm 
ℓ１ 支点間距離  mm 
ℓ２ 軸端から支点Ａまでの距離（＝ａ）  mm 
Ｍ  最大曲げモーメント（ＭＡ，ＭＢの大なる方）  N･mm 
ｍ０ 軸系総質量  kg 
ＭＡ 支点Ａの曲げモーメント  N･mm 
ＭＢ 支点Ｂの曲げモーメント  N･mm 
ＭＰ ポンプ回転により作用するモーメント  N･mm 
Ｎ  回転数（原動機の同期回転速度） rpm 
Ｐ  原動機出力  kW 
ＰＲ1 ラジアル荷重による軸受Ａの面圧  MPa 
ＰＲ2 ラジアル荷重による軸受Ｂの面圧 MPa 

ＰＳ スラスト荷重による軸受の面圧  MPa 
Ｔ  軸に作用するねじりモーメント  N･mm 
ｗ  地震力を考慮した軸等分布荷重  N 
Ｗ１ 地震力を考慮した軸端部荷重  N 
Ｗ２ 軸受にかかる通常運転時荷重  N 
ＷＲ1 軸受Ａにかかる地震時のラジアル荷重  N 
ＷＲ2 軸受Ｂにかかる地震時のラジアル荷重 N 

ＷＳ 軸受にかかる地震時のスラスト荷重  N 
ｘ  軸端からメカニカルシールシール面までの距離  mm 
δ１ 摺動部（主ねじ部）における軸のたわみ量  mm 
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記号 記号の説明 単位 

δ２ シール面における軸のたわみ量  mm 
π  円周率  ―  

τｍａｘ 軸に生じる最大せん断応力  MPa 
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  4.2.4 評価方法 

(1) 軸 

 軸の評価は，軸を単純はりとしてモデル化し，地震力が加わる場合のねじりと

曲げの組合せによる軸の応力を算出する。 

 発生する応力値が，その許容応力値を下回ることを確認する。 

 

 

 

 

 

 

図 4－1 軸の評価モデル 

 

軸に生じる最大せん断応力τｍａｘは次式で求める。 

 ······················ (4.2.4.1) 

 

ここで，ねじりモーメントＴは 

Ｔ＝ＭＰ  ············································ (4.2.4.2) 

 

ここで，ポンプ回転により作用するモーメントＭＰは 

 ·························· (4.2.4.3) 

（1kW＝10６N･mm/s） 

 

支点Ａの曲げモーメントＭＡは 

 ······································ (4.2.4.4) 

 

支点Ｂの曲げモーメントＭＢは 

 ······································ (4.2.4.5) 

 

ここで，地震力を考慮した等分布荷重ｗは 

 ···················· (4.2.4.6) 

τｍａｘ＝
16

π・ｄ
3 ・ Ｍ

2
＋Ｔ

2
 

 
ｗ 

支点Ａ 支点Ｂ 
ａ ｂ 

ℓ 

ＭＰ＝
60

2・π・Ｎ
・106・Ｐ 

ＭＡ＝
ｗ・ａ

2

2
 

ＭＢ＝
ｗ・ｂ

2

2
 

ｗ＝
ｍ０・g・ ＣＨ

2
＋ 1＋ＣＶ

2

ℓ
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(2) 軸受 

 軸受の評価は，地震力が加わる場合に発生する全荷重を軸受が受けるものと

し，地震による荷重が軸受の許容荷重（許容面圧）以下であることを確認する。 

 

a. 軸受Ａのラジアル荷重 

ラジアル荷重による軸受Ａの面圧は次式で求める。 

 ········································· (4.2.4.7) 

 

ここで，軸受にかかる地震時のラジアル荷重ＷＲ1は 

 ··················· (4.2.4.8) 

 

b. 軸受Ｂのラジアル荷重 

ラジアル荷重による軸受Ｂの面圧は次式で求める。 

 ········································· (4.2.4.9) 

 

ここで，軸受にかかる地震時のラジアル荷重ＷＲ2は 

 ··················· (4.2.4.10) 

 

c. スラスト荷重 

スラスト荷重による軸受の面圧は次式で求める。 

 ········································· (4.2.4.11) 

 

ここで，軸受にかかる地震時のスラスト荷重ＷＳは 

ＷＳ＝ｍ０・g・ＣＨ＋Ｗ２  ······························ (4.2.4.12) 

 

  

ＰＲ1＝
ＷＲ1

ＡＲ1
 

ＷＲ1＝ｍ０・g・ ＣＨ
2
＋ 1＋ＣＶ

2
 

ＰＳ＝
ＷＳ

ＡＳ
 

ＰＲ2＝
ＷＲ2

ＡＲ2
 

ＷＲ2＝ｍ０・g・ ＣＨ
2
＋ 1＋ＣＶ

2
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(3) 摺動部（主ねじ部） 

摺動部の評価は，軸を単純はりとしてモデル化し，地震力が加わる場合の摺動

部（主ねじ部）における軸のたわみ量を算出し，発生するたわみ量が主ねじとス

リーブ間隙間内であることを確認する。 

 

 

 

 

 

図 4－2 摺動部（主ねじ部）の評価モデル 

 

摺動部（主ねじ部）における軸のたわみ量δ１は次式で求める。 

 ················· (4.2.4.13) 

 

 (4) メカニカルシール 

 軸を単純はりとしてモデル化し，地震力が加わる場合のメカニカルシールシー

ル面における軸の軸直角方向たわみ量を算出し，発生するたわみ量がメカニカル

シール回転環の変位可能量を下回ることを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－3 メカニカルシールの評価モデル 

 

シール面における軸のたわみ量δ２は次式で求める。 

δ２＝
Ｗ１・ℓ２

3

6・Ｅ・Ｉ２
・

ｘ
3

ℓ２
3 －

3・ ℓ１＋ℓ２

ℓ２
2 ・ｘ＋

3・ℓ１

ℓ２
＋2  

 ················· (4.2.4.14) 

ここで，地震力を考慮した軸端部荷重Ｗ１は 

 ····················· (4.2.4.15) 

  

ℓ2 ℓ1 

 
ｗ 

支点Ａ 支点Ｂ 
ℓ１ 

ℓ 

Ｗ１＝ｍ０・g・ ＣＨ
2
＋ 1＋ＣＶ

2
 

δ１＝
5・ｗ ・ℓ１

4

384・Ｅ・Ｉ１
－

ＭＡ＋ＭＢ ・ℓ１
2

16・Ｅ・Ｉ１
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4.3 原動機の動的機能維持評価 

第一ガスタービン発電機用燃料移送ポンプ用原動機の動的機能維持評価は，Ⅴ-2-

1-14「計算書作成の方法 添付資料-1 横軸ポンプの耐震性についての計算書作成の

基本方針」に記載の評価方法に基づき行う。 

第一ガスタービン発電機用燃料移送ポンプ用原動機は，地震時動的機能維持が確認

された機種と類似の構造及び振動特性であるため，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」

に記載の機能確認済加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 4－3 に示す。 

 

表 4－3 機能確認済加速度         (×9.8m/s2)
 

評価部位 形式 方向 機能確認済加速度 

原動機 
横形ころがり 

軸受電動機 

水平 4.7 

鉛直 1.0 

 

5. 評価結果 

5.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

第一ガスタービン発電機用燃料移送ポンプの重大事故等時の状態を考慮した場合

の耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対

して十分な構造強度及び動的機能を有することを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【第一ガスタービン発電機用燃料移送ポンプの耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 構造強度評価 

1.1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
ポンプ振動 
による震度 

最高使用温度 
(℃) 

周囲環境温度 
(℃) 水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

第一ガスタービン発電

機用燃料移送ポンプ 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

屋外 

T.M.S.L.12.2＊1 
―＊2 ―＊2 － － ＣＨ＝0.86 ＣＶ＝0.95  66 50 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有周期は十分小さく，計算は省略する。 

 

1.1.2 機器要目 

部     材 
ｍｉ 
(kg) 

ｈｉ 
(mm) 

ℓ１ｉ＊1 
(mm) 

ℓ２ｉ＊1 
(mm) 

ｄｉ 
(mm) 

Ａｂｉ 
(mm2) 

ｎｉ ｎｆｉ
＊1 

基礎ボルト 
(ｉ＝1) 

     
 

 4 
2 

  2 

ポンプ取付ボルト 
(ｉ＝2) 

     

 
 4 

2 

  2 

原動機取付ボルト 

(ｉ＝3) 
     

 
 4 

2 

  2 

 

部     材 

Ｓｙｉ 
 (MPa) 

Ｓｕｉ  

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

Ｍｐ(N・mm) 弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎ボルト 
(ｉ＝1) 

 

－  － 軸直角 ― 

ポンプ取付ボルト 
(ｉ＝2) 

 

 

 

 
－  － 軸 ― 

原動機取付ボルト 
(ｉ＝3) 

 

 

 

 
－  － 軸 ― 

注記＊1：ボルトにおける上段は軸直角方向転倒に対する評価時の要目を示し， 

下段は軸方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊2：周囲環境温度で算出  
＊3：最高使用温度で算出 

  

ＨＰ 
(μm) 

Ｎ 

(rpm) 
Ｐ 

(kW) 

  1.5 

 

＊
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1.1.3 計算数値 

1.1.3.1 ボルトに作用する力                               (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
    

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 
    

原動機取付ボルト 

（ｉ＝3） 
    

 
1.1.4 結論 

1.1.4.1 ボルトの応力                                                             (単位：MPa) 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

すべて許容応力以下である。               注記＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ] 

 
  

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
 

引張り －  －     

せん断 －  －     

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 
 

引張り －  －     

せん断 －  －     

原動機取付ボルト 

（ｉ＝3） 
 

引張り －  －     

せん断 －  －     
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1.2 動的機能維持評価 

1.2.1 設計条件 

機器名称 形式 
定格容量 

(m3/h) 

据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 基準地震動Ｓｓ ポンプ振動 

による震度 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

第一ガスタービン発電機用

燃料移送ポンプ 
スクリュー式 3 

屋外 

T.M.S.L.12.2＊1 
－＊2 －＊2 ＣＨ＝0.72 ＣＶ＝0.80  66 50 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有周期は十分小さく，計算は省略する。 

 

機器名称 形式 
出力 

(kW) 

据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 基準地震動Ｓｓ ポンプ振動 

による震度 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 
第一ガスタービン発電

機用燃料移送ポンプ用 

原動機 

横形ころがり 

軸受電動機 
1.5 

屋外 

T.M.S.L.12.2＊1 
－＊2 －＊2 ＣＨ＝0.72 ＣＶ＝0.80  66 50 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有周期は十分小さく，計算は省略する。 

 

1.2.2 機器要目 

ｍ０ 

(kg) 

ℓ 

(mm) 

ℓ１ 

(mm) 

ℓ２ 

(mm) 

ａ 

(mm) 

ｂ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

ｘ 

(mm) 

        

 

ＡＲ１ 

(mm2) 

ＡＲ２ 

(mm2) 

ＡＳ 

(mm2) 

Ｅ 

(MPa) 

Ｉ１ 

(mm4) 

Ｉ２ 

(mm4) 

Ｎ 

(min-1) 

Ｗ２ 

(N) 
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1.2.3 結論 

1.2.3.1 機能確認済加速度との比較                        (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

ポンプ 
水平方向 0.72 － 

鉛直方向 0.80 － 

原動機 
水平方向 0.72 4.7 

鉛直方向 0.80 1.0 

ポンプは，本文 4.2.1 項に基づき，以下の項目について評価する。 

原動機は，機能維持評価用加速度(1.0ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定める応答加速度とする。 

 

1.2.3.2 スクリュー式ポンプの動的機能維持評価 

1.2.3.2.1 代表評価項目の評価 

 基礎ボルト，取付ボルトについては，構造強度評価にて設計用地震力に対して十分な構造強度を有しているため，計算は省略する。 

 

1.2.3.2.2 上記以外の基本評価項目の評価 

1.2.3.2.2.1 軸の応力評価                 (単位：MPa) 

評価部位 材料 発生応力 許容応力 

軸    

すべて許容応力以下である。 

 

1.2.3.2.2.2 軸受の評価                              (単位：MPa) 

評価部位 荷 重 発生面圧 許容面圧 

軸受 

ラジアル（原動機側）   

ラジアル（負荷側）   

スラスト   

すべて許容面圧以下である。 
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1.2.3.2.2.3 摺動部（主ねじ）の評価             (単位：mm) 

評価部位 たわみ量 スリーブ間隙間 

摺動部（主ねじ）   

すべてスリーブ間隙間以下である。 

 

1.2.3.2.2.4 メカニカルシールの評価            (単位：mm) 

評価部位 たわみ量 変位可能量 

メカニカルシール   

すべて変位可能量以下である。 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針に基づき，

第一ガスタービン発電機用燃料タンクが設計用地震力に対して十分な構造強度を有していること

を説明するものである。 

第一ガスタービン発電機用燃料タンクは常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和

設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価を示す。 

 なお，第一ガスタービン発電機用燃料タンクは，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法」に記載の横置

一胴円筒形容器であるため，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-4 横置一胴円筒形容器の

耐震性についての計算書作成の基本方針」に基づき評価を実施する。 

 

2. 一般事項 
2.1 構造計画 

第一ガスタービン発電機用燃料タンクの構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

胴を脚で支持し，脚を基

礎ボルトで基礎に据え付

ける。周囲は砂を敷き詰

める。 

両端に鏡板を有する横

置円筒形容器 
   

(単位：mm) 

7710 

脚 
基礎ボルト 

胴板 

φ3200 

砂 砂 
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3. 固有周期 

3.1 固有周期の計算 

理論式により固有周期を計算する。固有周期の計算に用いる計算条件は，本計算書の【第一

ガスタービン発電機用燃料タンクの耐震性についての計算結果】の機器要目に示す。 

計算の結果，固有周期は 0.05 秒以下であり，剛であることを確認した。固有周期の計算結果

を表 3－1に示す。 

 

表 3－1 固有周期       (単位：s)

水平 0.028 

鉛直 0.007 

 



 

4   

K
7
 
①
 Ⅴ

-
2-
1
0
-1
-
2
-2
-
3
 R
1
 

4. 構造強度評価 
4.1 構造強度評価方法 

第一ガスタービン発電機用燃料タンクの構造強度評価は，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法 添

付資料-4 横置一胴円筒形容器の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算

方法に基づき行う。ただし，第一ガスタービン発電機用燃料タンク周辺にある砂の影響は考慮

しない。 

 
4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

第一ガスタービン発電機用燃料タンクの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故

等対処設備の評価に用いるものを表 4－1に示す。 

 
4.2.2 許容応力 

第一ガスタービン発電機用燃料タンクの許容応力は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」

に基づき表 4－2及び表 4－3のとおりとする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

第一ガスタービン発電機用燃料タンクの使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等

対処設備の評価に用いるものを表 4－4に示す。 

 

4.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【第一ガスタービン発電機用燃料タンクの耐震性

についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類*1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

非常用電源 

設備 

非常用発電 

装置 

第一ガスタービン発電機用 

燃料タンク 

常設耐震/防止 

常設/緩和 
―*2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ*3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。) 

注記＊1：「常設耐震/防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，及び「常設/緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

    ＊2：重大事故等クラス２容器及び重大事故等クラス２支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

    ＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 4－2 許容応力（重大事故等クラス２容器） 

注記＊1：座屈による評価は，クラスＭＣ容器の座屈に対する評価式による。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

ⅣＡＳ 

0.6・Ｓｕ 左欄の 1.5 倍の値 

 

 

 

基準地震動Ｓｓのみによる疲労解析を行い，疲労累積係数が

1.0 以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値が 2・Ｓ

ｙ以下であれば，疲労解析は不要。 ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限

界を用いる。) 
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表 4－3 許容応力（重大事故等クラス２支持構造物） 

 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

(ボルト等以外) 

許容限界＊1，＊2 

(ボルト等) 

一次応力 一次応力 

引張り 引張り せん断 

 

ⅣＡＳ 

1.5・fｔ  1.5・fｔ  1.5・fｓ  
 

ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限

界を用いる。) 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 
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表 4－4 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

胴板 
SM400B 

(16mm＜厚さ≦40mm) 
最高使用温度 66 ― 225 385 ― 

脚 
SM400B 

(16mm＜厚さ≦40mm) 
周囲環境温度 50 ― 231 394 ― 

基礎ボルト 
SNB7 

(径≦63mm) 
周囲環境温度 50 ― 715 838 ― 
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5. 評価結果 

5.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

第一ガスタービン発電機用燃料タンクの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果

を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有

していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【第一ガスタービン発電機用燃料タンクの耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 

 

据付場所及び床面高さ 
固有周期(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

 

最高使用圧力 

 

最高使用温度 

 

周囲環境温度 

 

比重 

(m) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

(MPa) (℃) (℃)  

第一ガスタービン 

発電機用燃料タンク 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

GTGLOT 内部 

T.M.S.L.6.9＊ 
0.028 0.007 

― ― ＣＨ＝0.68 ＣＶ＝0.77 静水頭 66 50  

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

 

1.2 機器要目  

ｍ１ 

(kg) 

ｍ２ 

(kg) 

ｍ３ 

(kg) 

ｍ４ 

(kg) 

ｍ５ 

(kg) 

ｍ６ 

(kg) 

ｍ７ 

(kg) 

  ―  ―   

 

ℓ１ 
(mm) 

ℓ２ 
(mm) 

ℓ３ 
(mm) 

ℓ４ 
(mm) 

ℓ５ 
(mm) 

ℓ６ 
(mm) 

ℓ７ 
(mm) 

Ｍ１ 

(N･mm) 

Ｍ２ 

(N･mm) 

Ｒ１ 

(N) 

Ｒ２ 

(N) 

  ―  ―       

 

ｍ０ 

(kg) 

ｍｓ１ 

(kg) 

ｍｓ２ 

(kg) 

Ｄi 

(mm) 

ｔ 

(mm) 

ｔe 

(mm) 

ℓ０ 
(mm) 

ｈ１ 

(mm) 

ｈ２ 

(mm) 

ｗ 

(rad) 

ℓｗ 

(mm) 

   3200 20       

 

Ｃ１ 

(mm) 

Ｃ２ 

(mm) 

Ｉｓｘ 

(mm
4
) 

Ｉｓｙ 

(mm
4
) 

Ｚｓｘ 

(mm
3
) 

Ｚｓｙ 

(mm
3
) 

０ 

(rad) 

 

(rad) 
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ｓ ｎ ｎ１ ｎ２ 
ａ 

(mm) 

ｂ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ 

(mm
2
) 

ｄ１ 

(mm) 

ｄ２ 

(mm) 

ｄ３ 

(mm) 

      
 

 
    

 

Ｓｙ（胴板） 

(MPa) 

Ｓｕ（胴板） 

(MPa) 

Ｓ（胴板） 

(MPa) 

Ｓｙ（脚） 

(MPa) 

Ｓｕ（脚） 

(MPa) 

Ｆ（脚） 

(MPa) 

Ｆ（脚） 

(MPa) 

Ｓｙ（基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｓｕ（基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｆ（基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｆ（基礎ボルト） 

(MPa) 

225＊4 

(16mm<厚さ≦40mm) 
385＊4 － 

231＊2 

(16mm<厚さ≦40mm) 
394＊2 ― 276 

715＊2 

(径≦63mm) 
838＊2 ― 586 

                                                                                                       注記＊1：本計算においては当板を有効とした。 

                                                                                                     ＊2：周囲環境温度で算出 

                                                                                                        ＊3：表中で上段は一次応力，下段は二次応力の係数とする。  

                                                                                                          ＊4：最高使用温度で算出 

 

 

 

 

Ａｓ 

(mm
2
) 

Ｅｓ 

(MPa) 

Ｇｓ 

(MPa) 

Ａｓ１ 

(mm
2
) 

Ａｓ２ 

(mm
2
) 

Ａｓ３ 

(mm
2
) 

Ａｓ４ 

(mm
2
) 

       

       

Ｋ１１
＊3 Ｋ１２

＊3 Ｋ２１
＊3 Ｋ２２

＊3 Ｋℓ１ Ｋℓ２ Ｋｃ１ Ｋｃ２ Ｃℓ１ Ｃℓ２ Ｃｃ１ Ｃｃ２ 

    
        

    

＊
 

＊
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1.3 計算数値 

1.3.1 胴に生じる応力 

     (1) 一次一般膜応力                                                               (単位：MPa) 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

 地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

 応力の方向 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 

内圧による応力 ― ― ― ― σφ１＝ 3 σｘ１＝ 1 σφ１＝ 3 σｘ１＝ 1 

内圧による応力 

（鉛直方向地震時） 
― ― ― ― σφ２＝ 2 ― σφ２＝ 2 ― 

運転時質量による長手方向曲げ 

モーメントにより生じる応力 
― ― ― ― ― σｘ２＝ 5 ― σｘ２＝ 5 

鉛直方向地震による長手方向曲げ 

モーメントにより生じる応力 
― ― ― ― ― σｘ６＝ 4 ― σｘ６＝ 4 

長手方向地震により胴軸断面 

全面に生じる引張応力 ― ― ― ― ― σｘ４１３＝ 3 ― ― 

組合せ応力 ― ― σ０ℓ＝ 12 σ０ｃ＝ 10 

 

     (2) 一次応力                                                                   (単位：MPa) 

 
 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

 地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

 応力の方向 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 

内圧による応力 ― ― ― ― σφ１＝ 3 σｘ１＝ 1 σφ１＝ 3 σｘ１＝ 1 

内圧による応力 

（鉛直方向地震時） 
― ― ― ― σφ２＝ 2  ― σφ２＝ 2 ― 

運転時質量による長手方向曲げ 

モーメントにより生じる応力 
― ― ― ― ― σｘ２＝ 5 ― σｘ２＝ 5 

鉛直方向地震による長手方向曲げ 

モーメントにより生じる応力 
― ― ― ― ― σｘ６＝ 4 ― σｘ６＝ 4 

運転時質量による脚反力 

により生じる応力 
― ― ― ― σφ３＝ 5 σｘ３＝ 11 σφ３＝ 5 σｘ３＝ 11 

鉛直方向地震による脚反力 

により生じる応力 
― ― ― ― σφ７１＝ 4 σｘ７１＝ 9 σφ７１＝ 4 σｘ７１＝ 9 

 

水平方向地震 

 

引張り 

― 

― 

― 

― 

 

― 

 

― 

σφ４１１＝ 7 

σφ４１２＝ 3 

σｘ４１１＝ 3 

σｘ４１２＝ 7  

 

σφ５１＝ 9 

 

σｘ５１＝ 23 

による応力  ― ―   σφ４１＝ 10 σｘ４１＝ 12   

 せん断 ― ― τℓ＝ 13 τｃ＝ 3 

組合せ応力 ― ― σ１ℓ＝ 47 σ１ｃ＝ 52 
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     (3) 地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値                                                   (単位：MPa) 

 

 

1.3.2 脚に生じる応力                                       (単位：MPa) 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

 地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

運転時質量による応力 圧縮 ― ― σｓ１＝ 2  σｓ１＝ 2 

鉛直方向地震による応力 圧縮 ― ― σｓ４＝ 2 σｓ４＝ 2 

水平方向地震による応力 
曲げ ― ― σｓ２＝ 16 σｓ３＝ 4 

せん断 ― ― τｓ２＝ 7 τｓ３＝ 5 

組合せ応力 ― ― σｓℓ＝ 23 σｓｃ＝ 11 

 

   1.3.3 基礎ボルトに生じる応力                                   (単位：MPa) 

 

 

 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

 地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

 応力の方向 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 

内圧による応力 

（鉛直方向地震時） 
― ― ― ― σφ２＝ 2 ― σφ２＝ 2 ― 

鉛直方向地震による長手方向 

曲げモーメントにより生じる応力 
― ― ― ― ― σｘ６＝ 4 ― σｘ６＝ 4 

鉛直方向地震による脚反力 

により生じる応力 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

σφ７１＝ 4 

σφ７２＝ 33 

σｘ７１＝ 9 

σｘ７２＝ 19 

σφ７１＝ 4 

σφ７２＝ 33 

σｘ７１＝ 9 

σｘ７２＝ 19 

  ― ― ― ― σφ４１＝ 10 σｘ４１＝ 12 σφ５１＝ 9 σｘ５１＝ 23 

 

 

 

 

― 

― 

― 

― 

 

― 

 

― 

σφ４２１＝ 6 

σφ４２２＝ 26 

σｘ４２１＝ 10 

σｘ４２２＝ 15 σφ５２＝ 70 σｘ５２＝ 29 

  ― ―   σφ４２＝ 31 σｘ４２＝ 25 

 せん断 ― ― τℓ＝ 13 τｃ＝ 3 

組合せ応力 ― ― σ２ℓ＝ 173 σ２ｃ＝ 231 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

 地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

鉛直方向地震及び水 

平方向地震による応力 
引張り ― ― σｂ１＝ 61 σｂ２＝ 16 

水平方向地震による 

応力 
せん断 ― ― τｂ１＝ 36 τｂ２＝ 18 

引張り 水 平 方 向 地 震 

に よ る 応 力 
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1.4 結論 

   1.4.1 固有周期 (単位：s) 

方向 固有周期 

長手方向 Ｔ１＝ 0.028 

横方向 Ｔ２＝ 0.022 

鉛直方向 Ｔ３＝ 0.007 

 

   1.4.2 応力                                              (単位：MPa) 

 

すべて許容応力以下である。                           注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ] 

 

 

 

 

   弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

   
算出応力 算出応力 算出応力 許容応力 

  一次一般膜 ― ― σ０＝ 12 Ｓａ＝ 231 

胴板 SM400B 一次 ― ― σ１＝ 52 Ｓａ＝ 346 

  一次＋二次 ― ― σ２＝ 231 Ｓａ＝ 450 

脚 SM400B 組合せ ― ― σｓ＝ 23 ƒｔ ＝ 276 

 

SNB7 
引張り ― ― σｂ＝ 61 ƒｔｓ＝ 439＊ 

 せん断 ― ― τｂ＝ 36 ƒｔｂ＝ 338 

 

基礎ボルト 

部材 材料 応力 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針

に基づき，第一ガスタービン発電機用燃料小出し槽が設計用地震力に対して十分な構造

強度を有していることを説明するものである。 

また，間接支持構造物である車両が設計用地震力に対して十分な支持機能を有してい

ることは，Ｖ-2-10-1-2-2-1「第一ガスタービン発電機の耐震性についての計算書」で説

明している。 

第一ガスタービン発電機用燃料小出し槽は，重大事故等対処設備においては常設耐震

重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処

設備としての構造強度評価を示す。 

なお，第一ガスタービン発電機用燃料小出し槽は，Ｖ-2-1-14「計算書作成の方法」に

記載の平底たて置円筒形容器であるため，Ｖ-2-1-14「計算書作成の方法 添付書類-5 

平底たて置円筒形容器の耐震性についての計算書作成の基本方針」を参考として評価を

実施する。 

 

2. 一般事項 

 構造計画 

第一ガスタービン発電機用燃料小出し槽の構造計画を表2－1に示す。 
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表2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

燃料小出し槽

は取付ボルト

により架台に

固定する。ま

た，架台は架台

取付ボルトに

より車体に固

定する。 

上面に屋根板

及び下面に底

板を有する縦

型平底円筒式

容器 

 

【第一ガスタービン発電機用燃料小出し槽】 

(単位：mm) 
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 評価方針 

第一ガスタービン発電機用燃料小出し槽の応力評価は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本

方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」

にて示す第一ガスタービン発電機用燃料小出し槽の部位を踏まえ「3. 評価部位」に

て設定する箇所に発生する応力等が許容限界内に収まることを，Ⅴ-2-10-1-2-2-1「第

一ガスタービン発電機の耐震性についての計算書」の「4. 加振試験」で得られた設

計用加速度を用い，「4. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。

確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

第一ガスタービン発電機用燃料小出し槽の耐震評価フローを図2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2－1 第一ガスタービン発電機用燃料小出し槽の耐震評価フロー  

設計用加速度の算出 

加振試験 
 

設計用地震力 
 

第一ガスタービン発電機用 
燃料小出し槽の構造強度評価 

地震時における応力 

支持構造物の 
構造強度評価 
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 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補

-1984（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気

協会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（(社)日本機械学会，2005/2007）（以下「設

計・建設規格」という。） 
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 記号の説明 

 第一ガスタービン発電機用燃料小出し槽の記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂｉ 取付ボルトの軸断面積＊ mm2 

ａＨ 水平方向設計用加速度 m/s2 

ａＶ 鉛直方向設計用加速度 m/s2 

Ｃｃ 取付ボルト計算における係数 － 

Ｃｔ 取付ボルト計算における係数 － 

ＤｂＩ 底板の内径 mm 

Ｄｂｏ 底板の外径 mm 

Ｄｃ 取付ボルトのピッチ円直径 mm 

ＤＩ 胴の内径 mm 

ｄｉ ボルトの呼び径＊ mm 

Ｅ 胴の縦弾性係数 MPa 

ｅ 取付ボルト計算における係数 － 

Ｆ 設計・建設規格 SSB－3121.1(1) に定める値 MPa 

Ｆｉ
⚹ 設計・建設規格 SSB－3133 に定める値＊ MPa 

Ｆｃ 取付面に作用する圧縮力 N 

Ｆｔ 取付ボルトに作用する引張力 N 

ƒｂ 曲げモ－メントに対する許容座屈応力 MPa 

ƒｃ 軸圧縮荷重に対する許容座屈応力 MPa 

ƒｓｂｉ せん断力のみを受ける取付ボルトの許容せん断応力＊ MPa 

ƒｔｏｉ 引張力のみを受ける取付ボルトの許容引張応力＊ MPa 

ƒｔｓｉ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力＊ MPa 

g 重力加速度(＝9.80665) m/s2 

Ｈ 水頭 mm 

ｋ 取付ボルト計算における中立軸の荷重係数 － 

ℓ１，ℓ２ 取付ボルト計算における中立軸から荷重作用点までの距離 mm 

ℓｇ 取付面から容器重心までの距離 mm 

Ｍｓ 取付面に作用する転倒モ－メント N・mm 

ｍ０ 燃料小出し槽の質量 kg 

ｍｅ 燃料小出し槽の空質量 kg 

ｎｉ 取付ボルトの本数＊ － 

Ｓ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5に定める値 MPa 

Ｓａ 胴の許容応力 MPa 
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記号 記号の説明 単位 

Ｓｕｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値＊ MPa 

Ｓｙｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値＊ MPa 

Ｓｙ（ＲＴ） 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の40℃

における値 

MPa 

ｓ 取付ボルトと取付面の縦弾性係数比 － 

ｔ 胴板の厚さ mm 

ｔ１ 取付ボルト面積相当板幅 mm 

ｔ２ 圧縮側取付面相当幅 mm 

ｚ 取付ボルト計算における係数 － 

α 取付ボルト計算における中立軸を定める角度 rad 

η 座屈応力に対する安全率 － 

π 円周率(＝3.14159) － 

ρ’ 液体の密度(＝比重×10－6) kg/mm3 

σ０ 胴の一次一般膜応力の最大値 MPa 

σ０ｃ 胴の組合せ圧縮応力 MPa 

σ０ｔ 胴の組合せ引張応力 MPa 

σ２ 地震動のみによる胴の一次応力と二次応力の和の変動値の最大値 MPa 

σ２Φ 地震動のみによる胴の周方向一次応力と二次応力の和 MPa 

σ２ｃ 地震動のみによる胴の一次応力と二次応力の和の変動値(圧縮側) MPa 

σ２ｔ 地震動のみによる胴の一次応力と二次応力の和の変動値(引張側) MPa 

σ２ｘｃ 地震動のみによる胴の軸方向一次応力と二次応力の和(圧縮側) MPa 

σ２ｘｔ 地震動のみによる胴の軸方向一次応力と二次応力の和(引張側) MPa 

σｂｉ 取付ボルトに生じる引張応力＊ MPa 

σｃｉ 取付部に生じる圧縮応力＊ MPa 

σｘ１，σΦ１ 静水頭により胴に生じる軸方向及び周方向応力 MPa 

σｘ２ 胴の空質量による軸方向圧縮応力 MPa 

σｘ３ 胴の鉛直方向地震による軸方向応力 MPa 

σｘ４ 水平方向地震により胴に生じる曲げモーメントによる軸方向応力 MPa 

σｘｃ 胴の軸方向応力の和(圧縮側) MPa 

σｘｔ 胴の軸方向応力の和(引張側) MPa 

σΦ 胴の周方向応力の和 MPa 

σΦ２ 静水頭に鉛直方向地震が加わり胴に生じる周方向応力 MPa 

τ 地震により胴に生じるせん断応力 MPa 

τｂｉ 取付ボルトに生じるせん断応力＊ MPa 
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記号 記号の説明 単位 

Φ１(ｘ) 圧縮荷重に対する許容座屈応力の関数 MPa 

Φ２(ｘ) 曲げモ－メントに対する許容座屈応力の関数 MPa 

注記＊：Ａｂｉ，ｄｉ，Ｆｉ
⚹，ƒｓｂｉ，ƒｔｏｉ，ƒｔｓｉ，ｎｉ，Ｓｕｉ，Ｓｙｉ，σｂｉ， 

    σｃｉ及びτｂｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

    ｉ＝1：基礎ボルト，ｉ＝2：取付ボルト 
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 架台の記号の説明 

記 号 記号の説明 単位 

ＡＫｂｉ ボルトの軸断面積＊1 mm2 

ａＫＨ 水平方向設計用加速度 m/s2 

ａＫＶ 鉛直方向設計用加速度 m/s2 

ｄＫｉ ボルトの呼び径＊1 mm 

Ｆｉ
⚹ 設計・建設規格 SSB－3133 に定める値＊1 MPa 

ＦＫｂｉ ボルトに作用する引張力(1本当たり)＊1 N 

ƒｓｂｉ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力＊1 MPa 

ƒｔｏｉ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

ƒｔｓｉ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

g 重力加速度(＝9.80665) m/s2 

ｈＫｉ 据付面又は取付面から重心までの距離＊2 mm 

ℓＫ１ｉ 重心とボルト間の水平方向距離＊1，＊3 mm 

ℓＫ２ｉ 重心とボルト間の水平方向距離＊1，＊3 mm 

ｍＫｉ 質量＊2 kg 

ｎＫｉ ボルトの本数＊1 － 

ｎＫｆｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数＊1 － 

ＱＫｂｉ ボルトに作用するせん断力＊1 N 

Ｓｕｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値＊1
 MPa 

π 円周率(＝3.14159) － 

σＫｂｉ ボルトに生じる引張応力＊1 MPa 

τＫｂｉ ボルトに生じるせん断応力＊1 MPa 

注記＊1：ＡＫｂｉ，ｄＫｉ，Ｆｉ
⚹，ＦＫｂｉ，ƒｓｂｉ，ƒｔｏｉ，ƒｔｓｉ，ℓＫ１ｉ，  

    ℓＫ２ｉ，ｎＫｉ，ｎＫｆｉ，ＱＫｂｉ，Ｓｕｉ，Ｓｙｉ，σＫｂｉ及びτＫｂｉ 

    の添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

    ｉ＝1：基礎ボルト，ｉ＝2：取付ボルト 

  ＊2：ｈＫｉ及びｍＫｉの添字iの意味は，以下のとおりとする。 

    ｉ＝1：据付面，ｉ＝2：取付面 

  ＊3：ℓＫ１ｉ≦ℓＫ２ｉ 
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 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表2－2に示すとおりである。 

 

表2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位*1 

面積 mm2 有効数字5桁目 四捨五入 有効数字4桁*2 

力 N 有効数字5桁目 四捨五入 有効数字4桁*2 

モーメント N・mm 有効数字5桁目 四捨五入 有効数字4桁*2 

算出応力 MPa 小数点以下第1位 切上げ 整数位 

許容応力*3 MPa 小数点以下第1位 切捨て 整数位 

加速度 m/s2 有効数字5桁目 四捨五入 有効数字4桁*2 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第1位の場合は，小数点以下第1位表示とする。 

＊2：絶対値が1000以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及 

   び降伏点は比例法により補間した値の小数点以下第1位を切り捨て，整数位 

   までの値とする。 

 

 

  



10 

 

 

K7
 
①
 Ⅴ

-2
-1
0-
1-
2-
2-
4 
R1
 

 

3. 評価部位 

第一ガスタービン発電機用燃料小出し槽の耐震評価は，「4.1 構造強度評価方法」に

示す条件に基づき，耐震評価上厳しくなる胴板並びに支持構造物である取付ボルト及び

架台取付ボルトについて実施する。 

第一ガスタービン発電機用燃料小出し槽の耐震評価箇所については，表2－1の概略構

造図に示す。 
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4. 構造強度評価 

 構造強度評価方法 

(1) 第一ガスタービン発電機用燃料小出し槽の応力計算モデルは1質点系とする。 

(2) 加振試験により測定された第一ガスタービン発電機用燃料小出し槽の頂部におけ

る応答加速度の1.2倍を用いて発生応力を算出し応力評価を行う。 

(3) 胴をはりと考え，変形モードは曲げ及びせん断変形を考慮する。 

(4) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

 荷重の組合せ及び許容応力 

 荷重の組合せ及び許容応力状態 

第一ガスタービン発電機用燃料小出し槽の荷重の組合せ及び許容応力状態のう

ち重大事故等対処設備の評価に用いるものを表4－1に示す。 

 

 許容応力 

第一ガスタービン発電機用燃料小出し槽の許容応力は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の

基本方針」に基づき表4－2及び表4－3のとおりとする。 

 

 使用材料の許容応力評価条件 

第一ガスタービン発電機用燃料小出し槽の使用材料の許容応力評価条件のうち

重大事故等対処設備の評価に用いるものを表4－4に示す。 
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表4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用 

電源設備 

第一ガスタービン発

電機用燃料小出し槽 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとして

ⅣＡＳの許容

限界を用い

る。) 

 注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

   ＊2：重大事故等クラス２容器及びその他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

   ＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表4－2 許容応力（重大事故等クラス２容器） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

ⅣＡＳ 

0.6・Ｓｕ 左欄の1.5倍の値 

基準地震動Ｓｓのみによる疲労解析を行

い，疲労累積係数が1.0以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力

の変動値が2・Ｓｙ以下であれば，疲労解析

は不要。 

ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。) 

注記＊1：座屈による評価は，クラスＭＣ容器の座屈に対する評価式による。 

  ＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 
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表4－3 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 
ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。) 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

  ＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

 

 

  

＊
 

＊
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表4－4 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

胴 周囲環境温度 40 

取付ボルト 周囲環境温度 40 

架台取付ボルト 周囲環境温度 40 
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 設計用加速度 

構造強度評価に用いる入力加速度には，Ⅴ-2-10-1-2-2-1「第一ガスタービン発電機

の耐震性についての計算書」の「4. 加振試験」で得られた第一ガスタービン発電機

用燃料小出し槽の設計用加速度を用いる。 

設計用加速度を表4－5に示す。 
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表4－5 設計用加速度(重大事故等対処設備)  

据付場所 

及び床面高さ 

(m) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

(m/s2) 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計用加速度 

鉛直方向 

設計用加速度 

7号機タービン建屋南側の屋外 

T.M.S.L.12.2 * 
― ― 

     注記＊：基準床レベルを示す。 
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 計算方法 

 応力の計算方法 

(1) 燃料小出し槽の胴及び取付ボルトの計算方法 

燃料小出し槽の胴及び取付ボルトの概要図を図4－1に，取付部の荷重説明図を

図4－2に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4－1 燃料小出し槽の胴及び取付ボルト 概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4－2 取付部の荷重説明図  

ｍ０・(ａｖ－ｇ) 

ｍ０・ａＨ 

取付ボルト 

     取付ボルト 

胴 

底板 

架台 

底板 

 
σｃｉ 

 σｂｉ 
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 燃料小出し槽の胴の計算方法 

 静水頭及び鉛直方向地震による応力 

σ
Φ１

＝
ρ’・g・Ｈ・Ｄ

Ⅰ

2・ｔ
 ･････ (4.4.1.1) 

 

σ
Φ２

＝
ρ’・Ｈ・Ｄ

Ⅰ
・ａ

Ｖ

2・ｔ
 ･････ (4.4.1.2) 

 

σ
ｘ１

＝0 ･････ (4.4.1.3) 

 

 運転時質量及び鉛直方向地震による応力 

胴が底板と接合する点には，胴自身の質量による圧縮応力と鉛直方向地震

による軸方向応力が生じる。 

σ
ｘ２

＝
ｍ

ｅ
・g

π・ (Ｄ
Ⅰ
＋ｔ)・ｔ

 ･････ (4.4.1.4) 

 

σ
ｘ３

＝
ｍ

ｅ
・ａ

Ｖ

π・ (Ｄ
Ⅰ
＋ｔ)・ｔ

 ･････ (4.4.1.5) 

 

 水平方向地震による応力 

水平方向の地震力により胴は底板接合部で最大となる曲げモーメントを受

ける。この曲げモーメントによる軸方向応力と地震力によるせん断応力は次

のように求める。 

σ
ｘ４

＝
4・ｍ

０
・ａ

Ｈ
・ℓ

ｇ

π・ (Ｄ
Ⅰ
＋ｔ)

2
・ｔ

 ･････ (4.4.1.6) 

 

τ＝
2・ｍ

０
・ａ

Ｈ

π・ (Ｄ
Ｉ
＋ｔ)・ｔ

 ･････ (4.4.1.7) 
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 組合せ応力 

(a)～(c)項によって求めた胴の応力は以下のように組み合わせる。 

イ. 一次一般膜応力 

(イ) 組合せ引張応力 

σ
Φ
＝σ

Φ１
＋σ

Φ２
 ･････ (4.4.1.8) 

 

σ
０ｔ

＝
1

2
・ {σ

Φ
＋σ

ｘｔ
＋√(σ

Φ
－σ

ｘｔ
)
2
＋4・τ

2
  } ･････ (4.4.1.9) 

ここで，絶対値和とＳＲＳＳ法より，保守的に絶対値和を使用する。 

【絶対値和】 

σ
ｘｔ

＝σ
ｘ１

－σ
ｘ２

＋σ
ｘ３

＋σ
ｘ４

 ･････ (4.4.1.10) 

【ＳＲＳＳ法】 

σ
ｘｔ

＝σ
ｘ１

－σ
ｘ２

＋√σ
ｘ３

2
＋σ

ｘ４

2
 ･････ (4.4.1.11) 

 

(ロ) 組合せ圧縮応力 

σ
Φ
＝－σ

Φ１
－σ

Φ２
 ･････ (4.4.1.12) 

σｘｃが正の値（圧縮側）のときは，次の組合せ圧縮応力を求める。 

σ
０ｃ

＝
1

2
・ {σ

Φ
＋σ

ｘｃ
＋√(σ

Φ
－σ

ｘｃ
)
2
＋4・τ

2
 } ･････ (4.4.1.13) 

ここで，絶対値和とＳＲＳＳ法より，保守的に絶対値和を使用する。 

【絶対値和】 

σ
ｘｃ

＝－σ
ｘ１

＋σ
ｘ２

＋σ
ｘ３

＋σ
ｘ４

 ･････ (4.4.1.14) 

【ＳＲＳＳ法】 

σ
ｘｃ

＝－σ
ｘ１

＋σ
ｘ２

＋√σ
ｘ３

2
＋σ

ｘ４

2
 ･････ (4.4.1.15) 

 

したがって，胴の組合せ一次一般膜応力の最大値は 

σ
０
＝Max {組合せ引張応力 (σ

０ｔ
)，組合せ圧縮応力 (σ

０ｃ
)} 

 ･････ (4.4.1.16) 

とする。 

一次応力は一次一般膜応力と同じ値になるので省略する。 
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ロ. 地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値 

(イ) 組合せ引張応力 

σ
２ｔ

＝σ
２Φ

＋σ
２ｘｔ

＋√(σ
２Φ

－σ
２ｘｔ

)
2
＋4・τ

2
 ･････ (4.4.1.17) 

ここで 

σ
２Φ 

＝σ
Φ２

 ･････ (4.4.1.18) 

σ２ｘｔは，絶対値和とＳＲＳＳ法より，保守的に絶対値和を使用する。 

【絶対値和】 

σ
２ｘｔ

＝σ
ｘ３

＋σ
ｘ４

 ･････ (4.4.1.19) 

【ＳＲＳＳ法】 

σ
２ｘｔ

＝√σ
ｘ３

2
＋σ

ｘ４

2
 ･････ (4.4.1.20) 

 

(ロ) 組合せ圧縮応力 

σ
２ｃ

＝σ
２Φ

＋σ
２ｘｃ

＋√(σ
２Φ

－σ
２ｘｃ

)
2
＋4・τ

2
 ･････ (4.4.1.21) 

ここで 

σ
２Φ 

＝－σ
Φ２

 ･････ (4.4.1.22) 

σ２ｘｃは，絶対値和とＳＲＳＳ法より，保守的に絶対値和を使用する。 

【絶対値和】 

σ
２ｘｃ

＝σ
ｘ３

＋σ
ｘ４

 ･････ (4.4.1.23) 

【ＳＲＳＳ法】 

σ
２ｘｃ

＝√σ
ｘ３

2
＋σ

ｘ４

2
 ･････ (4.4.1.24) 

したがって，胴の地震力のみによる一次応力と二次応力の和の変動値

の最大値は，次式による。 

σ
２
＝Max {組合せ引張応力 (σ

２ｔ
)，組合せ圧縮応力 (σ

２ｃ
)} 

 ･････ (4.4.1.25) 
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 取付ボルトの計算方法 

 引張応力 

転倒モーメントが作用した場合に生じる取付ボルトの引張荷重と取付部の

圧縮荷重については，荷重と変位量の釣合い条件を考慮することにより求め

る。(図4－2参照) 

イ. σｂ２，σｃ２を仮定して取付ボルトの応力計算における中立軸の荷重係

数ｋを求める。 

ｋ＝
1

1＋
σ

ｂ２

ｓ・σ
ｃ２

 

･････ (4.4.1.26) 

 

ロ. 取付ボルトの応力計算における中立軸を定める角度αを求める。 

α＝ cos－1(1 − 2・ｋ) ･････ (4.4.1.27) 

 

ハ. 各定数ｅ，ｚ，Ｃｔ，及びＣｃを求める。 

ｅ＝
1

2
・ {

(π − α)・cos
2
α＋

1
2・(π − α)＋

3
2・sinα・ cosα

(π − α)・ cosα＋ sinα

     ＋

1
2・α −

3
2・sinα・ cosα＋α・ cos

2
α

sinα − α・ cosα
}

 

 ･････ (4.4.1.28) 

 

ｚ＝
1

2
・ (cosα＋

1
2・α −

3
2・sinα・ cosα＋α・ cos

2
α

sinα − α・ cosα
) 

 ･････ (4.4.1.29) 

 

Ｃ
ｔ
＝

2・{(π－α)・ cosα＋ sinα}

1＋ cosα
 ･････ (4.4.1.30) 

 

Ｃ
ｃ
＝

2・(sinα－α・ cosα)

1－ cosα
 ･････ (4.4.1.31) 
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ニ. 各定数を用いて，Ｆｔ及びＦｃを求める。 

【絶対値和】 

Ｆ
ｔ
＝

Ｍ
ｓ
－ (g－ａ

Ｖ
)・ｍ

０
・ｚ・Ｄ

ｃ

ｅ・Ｄ
ｃ

 ･････ (4.4.1.32) 

 

Ｆ
ｃ
＝Ｆ

ｔ
＋ (g－ａ

Ｖ
)・ｍ

０
 ･････ (4.4.1.33) 

 

【ＳＲＳＳ法】 

Ｆ
ｔ
＝

√Ｍ
ｓ

2
＋ (ａ

Ｖ
・ｍ

０
・ｚ・Ｄ

ｃ
)
2

ｅ・Ｄ
ｃ

－
ｚ

ｅ
・ｍ

０
・g 

 ･････ (4.4.1.34) 

 

Ｆ
ｃ
＝

√Ｍ
ｓ

2
＋ (ａ

Ｖ
・ｍ

０
・(ｚ－ｅ)・Ｄ

ｃ
)
2

ｅ・Ｄ
ｃ

＋ (1－
ｚ

ｅ
)・ｍ

０
・g 

 ･････ (4.4.1.35) 

 

ここで， 

Ｍ
ｓ
＝ａ

Ｈ
・ｍ

０
・ℓ

ｇ
 ･････ (4.4.1.36) 

 

取付ボルトに引張力が作用しないのは，αがπに等しくなったときであ

り，式(4.4.1.28)及び式(4.4.1.29)においてαをπに近づけた場合の値ｅ

＝0.75，ｚ＝0.25を式(4.4.1.32)又は，式(4.4.1.34)に代入して得られる

Ｆｔの値によって引張力の有無を判定する。 

Ｆｔ≦0ならば引張力は作用しない。 

Ｆｔ＞0ならば引張力が作用しているので次の計算を行う。 
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ホ. σｂ2及びσｃ2を求める。 

σ
ｂ２

＝
2・Ｆ

ｔ

ｔ
１
・Ｄ

ｃ
・Ｃ

ｔ

 ･････ (4.4.1.37) 

 

σ
ｃ２

＝
2・Ｆ

ｃ

(ｔ
２
＋ｓ・ｔ

１
)・Ｄ

ｃ
・Ｃ

ｃ

 ･････ (4.4.1.38) 

ここで 

ｔ
１
＝

ｎ
２
・Ａ

ｂ２

π・Ｄ
ｃ

 ･････ (4.4.1.39) 

 

ｔ
２
＝

1

2
・ (Ｄ

ｂｏ
－Ｄ

ｂＩ
)－ｔ

１
 ･････ (4.4.1.40) 

 

Ａ
ｂ２

＝
π

4
・ｄ

２

2
 ･････ (4.4.1.41) 

σｂ２及びσｃ２はイ項にて仮定した値と十分に近似していることを確認

する。この場合σｂ２及びσｃ２を取付ボルトと取付面に生じる応力とする。 

 

 せん断応力 

τ
ｂ２

＝
ｍ

０
・ａ

Ｈ

ｎ
２
・Ａ

ｂ２

 ･････ (4.4.1.42) 
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(2) 架台取付ボルトの計算方法 

取付ボルトの応力は，設計用加速度により作用するモーメントによって生じる

引張力とせん断力について計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4－3 計算モデル図(短辺方向転倒) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4－4 計算モデル図(長辺方向転倒) 

（短辺方向転倒及び長辺方向転倒（g－ａＫＶ）＜0の場合） 
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 引張応力 

取付ボルトに対する引張力は，図4－3及び図4－4でそれぞれのボルトを支点

とする転倒を考え，これを片側のボルトで受けるものとして計算する。 

 

短辺方向転倒の引張力計算式 

Ｆ
Ｋｂ２

＝
ｍ

Ｋ２
∙ ａ

ＫＨ
∙ ｈ

Ｋ２
− ｍ

Ｋ２
∙ (g－ａ

ＫＶ
) ∙ ℓ

Ｋ２２

ｎ
Ｋｆ２

∙ (ℓ
Ｋ１２

＋  ℓ
Ｋ２２

)
 ･････ (4.4.1.43) 

 

長辺方向転倒の引張力計算式 

Ｆ
Ｋｂ２

＝
ｍ

Ｋ２
∙ ａ

ＫＨ
∙ ｈ

Ｋ２
− ｍ

Ｋ２
∙ (g－ａ

ＫＶ
) ∙ ℓ

Ｋ２２

ｎ
Ｋｆ２

∙ (ℓ
Ｋ１２

＋  ℓ
Ｋ２２

)
 ･････ (4.4.1.44) 

 

短辺方向転倒の引張応力計算式 

σ
Ｋｂ２

＝
Ｆ

Ｋｂ２

Ａ
Ｋｂ２

 ･････ (4.4.1.45) 

 

長辺方向転倒の引張応力計算式 

σ
Ｋｂ２

＝
Ｆ

Ｋｂ２

Ａ
Ｋｂ２

 ･････ (4.4.1.46) 

 

σＫｂ２は，上式で得られる大きい方の値とする。 

 

ここで，ボルトの軸断面積ＡＫｂ２は次式により求める。 

Ａ
Ｋｂ２

＝
π

4
∙ｄ

Ｋ２

2
 ･････ (4.4.1.47) 
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 せん断応力 

取付ボルトに対するせん断力は，ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

 

せん断力 

Ｑ
Ｋｂ２

＝ｍ
Ｋ２

∙ａ
ＫＨ

 ･････ (4.4.1.48) 

 

せん断応力 

τ
Ｋｂ２

＝
Ｑ

Ｋｂ２

ｎ
Ｋ２

∙Ａ
Ｋｂ２

 ･････ (4.4.1.49) 
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 計算条件 

 胴の応力計算条件 

胴の応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【第一ガスタービン発電機用燃

料小出し槽の耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

 取付ボルトの応力計算条件 

取付ボルトの応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【第一ガスタービン発

電機用燃料小出し槽の耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示

す。 

 

 架台取付ボルトの応力計算条件 

架台取付ボルトの応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【第一ガスタービ

ン発電機用燃料小出し槽の耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目

に示す。 
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 応力の評価 

 胴の応力評価 

(1) 4.4.1項で求めた組合せ応力が胴の最高使用温度における許容応力Ｓａ以下で

あること。ただし，Ｓａは下表による。 

応力の種類 

許容応力Ｓａ 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的

震度による荷重との組合せの場

合 

基準地震動Ｓｓによる荷

重との組合せの場合 

 

 

 

一次一般膜応力 

設計降伏点Ｓｙと設計引張強さ 

Ｓｕの0.6倍のいずれか小さい方

の値。ただし，オーステナイト系

ステンレス鋼及び高ニッケル合

金にあっては許容引張応力Ｓの

1.2倍の方が大きい場合は，この

大きい方の値とする。 

設計引張強さＳｕの0.6

倍 

一 次 応 力 と 

二次応力の和 

地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値が設計

降伏点Ｓｙの2倍以下であれば，疲労解析は不要とする。 

一次応力の評価は算出応力が一次一般膜応力と同じ値であるので省略する。 
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(2) 圧縮膜応力(圧縮応力と曲げによる圧縮側応力の組合せ)は次式を満足すること。

(座屈の評価) 

 

η・ (σ
ｘ２

＋σ
ｘ３

)

ƒ
ｃ

＋
η・σ

ｘ４

ƒ
ｂ

≦1 ･････ (4.6.1.1) 

 

ここでƒｃは次による。 

Ｄ
Ｉ
＋2・ｔ

2・ｔ
≦

1200・g

Ｆ
 のとき  

ƒ
ｃ＝Ｆ ･････ (4.6.1.2) 

 

1200・g

Ｆ
＜

Ｄ
Ｉ
＋2・ｔ

2・ｔ
＜

8000・g

Ｆ
 のとき  

ƒ
ｃ＝Ｆ・ [1 −

1

6800・g
・ {Ｆ − Φ

１
(
8000・g

Ｆ
)}・ (

Ｄ
Ｉ
＋2・ｔ

2・ｔ
−
1200・g

Ｆ
)] 

 ･････ (4.6.1.3) 

 

8000・g

Ｆ
≦

Ｄ
Ｉ
＋2・ｔ

2・ｔ
≦800 のとき  

ƒ
ｃ＝Φ

１
(
Ｄ

Ｉ
＋2・ｔ

2・ｔ
) ･････ (4.6.1.4) 

ただしΦ
１

(x)は次の関数を使用する。 

Φ
１

(x)＝0.6・
Ｅ

ｘ
・ [1 − 0.901・ {1 − ｅｘｐ (−

1

16
・√ｘ)}] ･････ (4.6.1.5) 
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また，ƒｂは次による。 

Ｄ
Ｉ
＋2・ｔ

2・ｔ
≦

1200・g

Ｆ
 のとき  

ƒ
ｂ＝Ｆ ･････ (4.6.1.6) 

 

1200・g

Ｆ
＜

Ｄ
Ｉ
＋2・ｔ

2・ｔ
＜

9600・g

Ｆ
 のとき  

ƒ
ｂ＝Ｆ・ [1 −

1

8400・g
・ {Ｆ − Φ

２
(
9600・g

Ｆ
)}・ (

Ｄ
Ｉ
＋2・ｔ

2・ｔ
−
1200・g

Ｆ
)] 

 ･････ (4.6.1.7) 

 

9600・g

Ｆ
≦

Ｄ
Ｉ
＋2・ｔ

2・ｔ
≦800 のとき  

ƒ
ｂ＝Φ

２
(
Ｄ

Ｉ
＋2・ｔ

2・ｔ
) ･････ (4.6.1.8) 

ただしΦ
２

(x)は次の関数を使用する。 

Φ
２

(x)＝0.6・
Ｅ

ｘ
・ [1 − 0.731・ {1 − ｅｘｐ (−

1

16
・√ｘ)}] ･････ (4.6.1.9) 

 

ηは安全率で次による。 

Ｄ
Ｉ
＋2・ｔ

2・ｔ
≦

1200・g

Ｆ
 のとき  

η＝1 ･････ (4.6.1.10) 

 

1200・g

Ｆ
＜

Ｄ
Ｉ
＋2・ｔ

2・ｔ
＜

8000・g

Ｆ
 のとき  

η＝1＋
0.5・Ｆ

6800・g
・ (

Ｄ
Ｉ
＋2・ｔ

2・ｔ
−
1200・g

Ｆ
) ･････ (4.6.1.11) 

 

 

  

  

8000・g

Ｆ
≦

Ｄ
Ｉ
＋2・ｔ

2・ｔ
 のとき  

η＝1.5 ･････ (4.6.1.12) 
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 ボルトの応力の評価 

(1) 取付ボルト 

4.4.1項で求めたボルトの引張応力σｂｉは次式より求めた許容引張応力ƒｔｓｉ

以下であること。ただし，ƒｔｏｉは下表による。 

 

ƒ
ｔｓｉ＝Min [1.4・ƒ

ｔｏｉ
－1.6・τ

ｂｉ
,ƒｔｏｉ ]  ･････ (4.6.2.1) 

せん断応力τｂｉは，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 

ƒｓｂｉ以下であること。ただしƒｓｂｉは下表による。 

 

 
基準地震動ＳＳによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏｉ 

Ｆ
ｉ

⚹

2
・1.5 

許容せん断応力 

ƒｓｂｉ 

Ｆ
ｉ

⚹

1.5・√3
・1.5 
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(2) 架台取付ボルト 

4.4.1項で求めたボルトの引張応力σＫｂｉは次式より求めた許容引張応力 

ƒｔｓｉ以下であること。ただし，ƒｔｏｉは下表による。 

 

ƒ
ｔｓｉ＝Min [1.4・ƒ

ｔｏｉ
－1.6・τ

Ｋｂｉ
,ƒｔｏｉ]  ･････ (4.6.2.2) 

せん断応力τＫｂｉは，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 

ƒｓｂｉ以下であること。ただしƒｓｂｉは下表による。 

 

 
基準地震動ＳＳによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏｉ 

Ｆ
ｉ

⚹

2
・1.5 

許容せん断応力 

ƒｓｂｉ 

Ｆ
ｉ

⚹

1.5・√3
・1.5 
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5. 評価結果 

 重大事故等対処設備としての評価結果 

第一ガスタービン発電機用燃料小出し槽の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐

震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して

十分な構造強度を有している事を確認した。 

 

 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【第一ガスタービン発電機用燃料小出し槽の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

 設計条件 

 第一ガスタービン発電機用燃料小出し槽（胴及び取付ボルト） 

機器名称 設備分類 

据付場所 

及び床面高さ 

(m) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

(m/s2) 最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

周囲環境 

温度 

(℃) 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計用加速度 

(長辺方向) 

鉛直方向 

設計用加速度 

第一ガスタービン発電機用 

燃料小出し槽 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

7号機タービン建屋 

南側の屋外 

T.M.S.L.12.2 * 

― ― 静水頭 40 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

 架台取付ボルト 

機器名称 設備分類 

据付場所 

及び床面高さ 

(m) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

(m/s2) 周囲環境 

温度 

(℃) 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計用加速度 

(長辺方向) 

鉛直方向 

設計用加速度 

架台取付ボルト 
常設耐震／防止 

常設／緩和 

7号機タービン建屋 

南側の屋外 

T.M.S.L.12.2 * 

― ― 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 
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 機器要目 

 第一ガスタービン発電機用燃料小出し槽（胴及び取付ボルト） 

部材 
ｍ０ 

(kg) 

ｍｅ 

(kg) 

ＤＩ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 

Ｅ 

(MPa) 
ｓ ｎｉ 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 

 

部材 
ＤＣ 

(mm) 

Ｄｂｏ 

(mm) 

ＤｂＩ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 

Ｍｓ(N・mm) 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 
― 6.323×106 

  

部材 
Ｓｙ(胴) 

(MPa) 

Ｓｕ(胴) 

(MPa) 

Ｓ(胴) 

(MPa) 

Ｓｙｉ(取付ボルト) 

(MPa) 

Ｓｕｉ(取付ボルト) 

(MPa) 

Ｆ(胴) 

(MPa) 

Ｆｉ
⚹ (取付ボルト) 

(MPa) 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 

注記＊1：最高使用温度で算出 

  ＊2：周囲環境温度で算出 
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 架台取付ボルト 

部材 
ｍＫｉ 

(kg) 

ｈＫｉ 

(mm) 

ｄＫｉ 

(mm) 

ＡＫｂｉ 

(mm2) 
ｎＫｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 

 

部材 
ℓＫ１ｉ

＊ 

(mm) 

ℓＫ２ｉ
＊ 

(mm) 
ｎＫｆｉ

＊
 

Ｆｉ
⚹
 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 
― 短辺方向 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
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 計算数値 

 第一ガスタービン発電機用燃料小出し槽（胴及び取付ボルト） 

(1) 胴に生じる応力 

 一次一般膜応力                                            (単位：MPa) 

 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周方向応力 軸方向応力 せん断応力 周方向応力 軸方向応力 せん断応力 

静水頭による応力 ― ― ― σΦ１＝ 1 ― ― 

鉛直方向地震による引張応力 ― ― ― σΦ２＝ 2 ― ― 

空質量による圧縮応力 ― ― ― ― σｘ２＝ 1 ― 

鉛直方向地震による軸方向応力 ― ― ― ― σｘ３＝ 1 ― 

水平方向地震による圧縮応力 ― ― ― ― σｘ４＝ 3 τ＝ 4 

応力の和 
引張側 ― ― ― σΦ＝ 3 σｘｔ＝ 3 ― 

圧縮側 ― ― ― σΦ＝－3 σｘｃ＝ 3 ― 

組合せ応力 
引張り ― σ０ｔ＝ 6 

圧縮 ― σ０ｃ＝ 5 

 

 地震動のみによって生じる一次応力と二次応力の和の変動値                        (単位：MPa) 

 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周方向応力 軸方向応力 せん断応力 周方向応力 軸方向応力 せん断応力 

鉛直方向地震による応力 ― ― ― σΦ２＝ 2 σｘ３＝ 1 ― 

水平方向地震による圧縮応力 ― ― ― ― σｘ４＝ 3 τ＝ 4 

応力の和 
引張側 ― ― ― σ２Φ＝ 2 σ２ｘｔ＝ 3 ― 

圧縮側 ― ― ― σ２Φ＝－2 σ２ｘｃ＝ 3 ― 

組合せ応力 

(変動値) 

引張り ― σ２ｔ＝ 12 

圧縮 ― σ２ｃ＝ 9 

 

(2) 取付ボルトに生じる応力                           (単位：MPa) 

 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

引張応力 ― σｂ２＝ 16 

せん断応力 ― τｂ２＝ 12 
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 架台取付ボルト                                                    (単位：N) 

部材 

ＦＫｂｉ ＱＫｂｉ 

弾性設計用地震動Ｓｄ又

は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動Ｓｄ又

は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 
― 9.864×103 ― 2.142×104 

 

 結論 

 第一ガスタービン発電機用燃料小出し槽（胴及び取付ボルト） 

(1) 応力                                                                 (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

胴 

一次一般膜 ― ― σ０＝6 

一次＋二次 ― ― σ２＝12 

圧縮と曲げの組合せ 

(座屈の評価) 

― 
η・(σｘ２＋σｘ３)

ƒ
ｃ

＋
η・σｘ４

ƒ
ｂ

≦ １ 

― 0.0159641(無次元) 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 

引張り ― ― σｂ２＝16 

せん断 ― ― τｂ２＝12 

すべて許容応力以下である。                                  注記＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ]  

 

 

 架台取付ボルト 

(1) 応力                                                   (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 

引張り ― ― σＫｂ２＝ 50 

せん断 ― ― τＫｂ２＝ 9 

すべて許容応力以下である。                   注記＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τＫｂｉ，ƒｔｏｉ] 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針に基づき，

軽油タンク（6 号機設備）が設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを説明する

ものである。 

軽油タンクは，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事

故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価を示す。 

 なお，軽油タンクは，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法」に記載の平底たて置円筒形容器である

ため，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-5 平底たて置円筒形容器の耐震性についての

計算書作成の基本方針」に基づき評価を実施する。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

軽油タンクの構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ベースプレートを基礎ボ

ルトで基礎に据え付け

る。 

平底たて置円筒形容器  

(寸法：mm) 

基礎ボルト 

胴板 

φ9800 

9
5
0
0 

ベースプレート 
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3 

3. 固有周期 

3.1 固有周期の計算 

理論式により固有周期を計算する。固有周期の計算に用いる計算条件は，本計算書の【軽油

タンク（6号機設備）の耐震性についての計算結果】の機器要目に示す。 

計算の結果，固有周期は 0.05 秒以下であり，剛であることを確認した。固有周期の計算結

果を表 3－1に示す。 

 

                 表 3－1 固有周期             (単位：s) 

軽油タンク A 

（6 号機設備） 

水平  

鉛直  

軽油タンク B 

（6 号機設備） 

水平  

鉛直  
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4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

軽油タンクの構造強度評価は，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-5 平底たて置円筒

形容器の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき行う。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

軽油タンクの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処設備の評価に用いる

ものを表 4－1に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

軽油タンクの許容応力は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 4－2及び表 4－

3のとおりとする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

軽油タンクの使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設備の評価に用いるも

のを表 4－4に示す。 

 

4.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【軽油タンク（6 号機設備）の耐震性についての

計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類
 ＊1

 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

非常用電源設備 代替交流電源設備 
軽油タンク 

（6号機設備） 

常設耐震/防止 

常設/緩和 

  ―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3
 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

非常用電源設備 
緊急時対策所 

代替電源設備 

軽油タンク 

（6号機設備） 

常設耐震/防止 

常設/緩和 

  ―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3
 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

非常用電源設備 
監視測定設備用 

電源設備 

軽油タンク 

（6号機設備） 

常設耐震/防止 

常設/緩和 

  ―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3
 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 
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補機駆動用 

燃料設備 

（非常用電源設備及

び補助ボイラーに係

るものを除く。） 

燃料設備 
軽油タンク 

（6号機設備） 

常設耐震/防止 

常設/緩和 

  ―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3
 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備,「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：重大事故等クラス２容器及び重大事故等クラス２支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

 

表 4－2 許容応力（重大事故等クラス２容器） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

ⅣＡＳ 

0.6・Ｓｕ 左欄の 1.5 倍の値 

基準地震動Ｓｓのみによる疲労解析を行い，疲労累積係数が

1.0 以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値が 2・Ｓｙ

以下であれば，疲労解析は不要。 

ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許

容限界を用いる。) 

注記＊1：座屈による評価は，クラスＭＣ容器の座屈に対する評価式による。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 
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表 4－3 許容応力（重大事故等クラス２支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・fｔ 1.5・fｓ 
ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。) 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

    

 

 

 

  
＊
 

＊
 



 

 

K7 ① Ⅴ-2-10-1-2-2-5 R1 

8
 

表 4－4 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

胴板  最高使用温度 66 ―   ― 

基礎ボルト 
 

 
周囲環境温度 50 ―   ― 
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5. 評価結果 

5.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

軽油タンクの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生値は許

容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【軽油タンク（6 号機設備）の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
最高使用圧力 

(MPa) 

最高使用温度 
(℃) 

周囲環境温度 
(℃) 

比重 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

軽油タンク A 
（6号機設備） 

常設耐震／防止 
常設／緩和 

屋外 
T.M.S.L. 12.5＊ 

  ―   ―  ＣＨ＝1.69 ＣＶ＝1.33 静水頭 66 50 0.86 

 

1.2 機器要目 

ｍ０ 
(kg) 

ｍｅ 
(kg) 

Ｄｉ 
(mm) 

ｔ 
(mm) 

Ｅ 
(MPa) 

Ｇ 
(MPa) 

ｇ 
(mm) 

Ｈ 
(mm) 

ｓ ｎ 

  9800   ＊1  ＊1 
4248 7495 9  

 

Ｄｃ 
(mm) 

Ｄｂｏ 
(mm) 

Ｄｂｉ 
(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ  
(mm2) 

Ｍｓ(N･mm) 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

10050 10250 9800 
 

 
 ― 4.456×107 

 

Ｓｙ（胴板） 
(MPa) 

Ｓｕ（胴板） 
(MPa) 

Ｓ（胴板） 
(MPa) 

Ｓｙ（基礎ボルト）

(MPa) 

Ｓｕ（基礎ボルト）

(MPa) 
Ｆ（基礎ボルト）

(MPa) 
Ｆ （基礎ボルト）

 

(MPa) 

 ＊1  ＊1 ― 

    

  
―  

注記＊1：最高使用温度で算出 
＊2：周囲環境温度で算出 

 
1.3 計算数値 

1.3.1 胴に生じる応力 

(1) 一次一般膜応力                                                                     (単位：MPa) 

 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周方向応力 軸方向応力 せん断応力 周方向応力 軸方向応力 せん断応力 

静水頭による応力 ― ― ― σφ１ ＝  9 ― ― 

鉛直方向地震による引張応力 ― ― ― σφ２ ＝ 12 ― ― 

空質量による圧縮応力 ― ― ― ― σｘ２ ＝  2 ― 

鉛直方向地震による軸方向応力 ― ― ― ― σｘ３ ＝  2 ― 

水平方向地震による応力 ― ― ― ― σｘ４ ＝ 17 τ ＝ 19 

応力の和 
引張側 ― ― ― σφ ＝ 20 σｘｔ ＝ 17 ― 

圧縮側 ― ― ― σφ ＝-20 σｘｃ ＝ 20 ― 

組合せ応力 
引張り  ―   σ０ｔ ＝ 38  

圧  縮  ―   σ０ｃ ＝ 27  

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

ｔ

Ｄｉ

ｇ
 

Ｈ
 

Ｄｃ

Ｄｂｏ

Ｄｂｉ 
＊ 
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 (2) 地震動のみによって生じる一次応力と二次応力の和の変動値                      (単位：MPa)  

 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周方向応力 軸方向応力 せん断応力 周方向応力 軸方向応力 せん断応力 

鉛直方向地震による応力 ― ― ― σφ２ ＝ 12 σｘ３ ＝  2 ― 

水平方向地震による応力 ― ― ― ― σｘ４ ＝ 17 τ ＝ 19 

応力の和 
引張側 ― ― ― σ２φ ＝ 12 σ２ｘｔ ＝ 18 ― 

圧縮側 ― ― ― σ２φ ＝-12 σ２ｘｃ ＝ 18 ― 

組合せ応力 

（変動値） 

引張り  ―   σ２ｔ ＝ 68  

圧  縮  ―   σ２ｃ ＝ 55  

 

1.3.2 基礎ボルトに生じる応力              (単位：MPa) 

 弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

引張応力 ― σｂ＝ 97 

せん断応力 ― τｂ＝ 62 

 
1.4 結論 

1.4.1 固有周期    (単位：s)             1.4.2 応力                                               (単位：MPa) 

方向 固有周期  
部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

水平方向 ＴＨ＝   算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

鉛直方向 ＴＶ＝   

胴板  

一次一般膜 ― ― σ０＝ 38 Ｓａ＝  

   一次＋二次 ― ― σ２＝ 68 Ｓａ＝  

 
  圧縮と曲げの 

組合せ 
― 

 

   （座屈の評価） ― 0.10 （無次元）

   
基礎ボルト  

引張り ― ― σｂ＝ 97 ƒｔｓ＝  ＊ 

   せん断 ― ― τｂ＝ 62 ƒｓｂ＝  

                           すべて許容応力以下である。                                 注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ] 

 

 

 

 

＋       ≦1 
η･(σｘ２＋σｘ３)   η・σｘ４ 

    ƒｃ        ƒｂ 
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【軽油タンク（6 号機設備）の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
最高使用圧力 

(MPa) 

最高使用温度 
(℃) 

周囲環境温度 
(℃) 

比重 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

軽油タンク B 
（6号機設備） 

常設耐震／防止 
常設／緩和 

屋外 
T.M.S.L. 12.5＊ 

  ―   ―  ＣＨ＝1.69 ＣＶ＝1.33 静水頭 66 50 0.86 

 

1.2 機器要目 

ｍ０ 
(kg) 

ｍｅ 
(kg) 

Ｄｉ 
(mm) 

ｔ 
(mm) 

Ｅ 
(MPa) 

Ｇ 
(MPa) 

ｇ 
(mm) 

Ｈ 
(mm) 

ｓ ｎ 

  9800   ＊1  ＊1 
4418 7495 9  

 

Ｄｃ 
(mm) 

Ｄｂｏ 
(mm) 

Ｄｂｉ 
(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ  
(mm2) 

Ｍｓ(N･mm) 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

10050 10250 9250 
 

 
 ― 4.738×107 

 

Ｓｙ（胴板） 
(MPa) 

Ｓｕ（胴板） 
(MPa) 

Ｓ（胴板） 
(MPa) 

Ｓｙ（基礎ボルト）

(MPa) 

Ｓｕ（基礎ボルト）

(MPa) 
Ｆ（基礎ボルト）

(MPa) 
Ｆ （基礎ボルト）

 

(MPa) 

 ＊1  ＊1 ― 

    

  
―  

注記＊1：最高使用温度で算出 

＊2：周囲環境温度で算出 
 

1.3 計算数値 

1.3.1 胴に生じる応力 
(1) 一次一般膜応力                                                                     (単位：MPa) 

 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周方向応力 軸方向応力 せん断応力 周方向応力 軸方向応力 せん断応力 

静水頭による応力 ― ― ― σφ１ ＝  9 ― ― 

鉛直方向地震による引張応力 ― ― ― σφ２ ＝ 12 ― ― 

空質量による圧縮応力 ― ― ― ― σｘ２ ＝  2 ― 

鉛直方向地震による軸方向応力 ― ― ― ― σｘ３ ＝  2 ― 

水平方向地震による応力 ― ― ― ― σｘ４ ＝ 18 τ ＝ 20 

応力の和 
引張側 ― ― ― σφ ＝ 20 σｘｔ ＝ 18 ― 

圧縮側 ― ― ― σφ ＝-20 σｘｃ ＝ 21 ― 

組合せ応力 
引張り  ―   σ０ｔ ＝ 39  

圧  縮  ―   σ０ｃ ＝ 29  

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

ｔ

Ｄｉ

ｇ
 

Ｈ
 

Ｄｃ

Ｄｂｏ

Ｄｂｉ 
＊ 
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 (2) 地震動のみによって生じる一次応力と二次応力の和の変動値                      (単位：MPa)  

 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周方向応力 軸方向応力 せん断応力 周方向応力 軸方向応力 せん断応力 

鉛直方向地震による応力 ― ― ― σφ２ ＝ 12 σｘ３ ＝  2 ― 

水平方向地震による応力 ― ― ― ― σｘ４ ＝ 18 τ ＝ 20 

応力の和 
引張側 ― ― ― σ２φ ＝ 12 σ２ｘｔ ＝ 20 ― 

圧縮側 ― ― ― σ２φ ＝-12 σ２ｘｃ ＝ 20 ― 

組合せ応力 

（変動値） 

引張り  ―   σ２ｔ ＝ 70  

圧  縮  ―   σ２ｃ ＝ 57  

 
1.3.2 基礎ボルトに生じる応力              (単位：MPa) 

 弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

引張応力 ― σｂ＝ 99 

せん断応力 ― τｂ＝ 64 

 
1.4 結論 

1.4.1 固有周期    (単位：s)             1.4.2 応力                                               (単位：MPa) 

方向 固有周期  
部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

水平方向 ＴＨ＝   算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

鉛直方向 ＴＶ＝   

胴板  

一次一般膜 ― ― σ０＝ 39 Ｓａ＝  

   一次＋二次 ― ― σ２＝ 70 Ｓａ＝  

 
  圧縮と曲げの 

組合せ 
― 

 

   （座屈の評価） ― 0.11 （無次元）

   
基礎ボルト  

引張り ― ― σｂ＝ 99 ƒｔｓ＝  ＊ 

   せん断 ― ― τｂ＝ 64 ƒｓｂ＝  

 すべて許容応力以下である。                                 注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ] 

 

 

 

 

 

＋       ≦1 
η･(σｘ２＋σｘ３)   η・σｘ４ 

    ƒｃ        ƒｂ 



Ⅴ-2-10-1-2-2-6　管の耐震性についての計算書

K7
①

Ⅴ
-2
-1
0-
1-
2-
2-
6
R1



重大事故等対処設備

K7
 ①

Ⅴ
-2
-
10
-1
-2
-2
-6
(重

) 
R1



目                  次

1.   概要　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1

2.   概略系統図及び鳥瞰図　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2

 2.1   概略系統図  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2

 2.2   鳥瞰図　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 6

3.   計算条件　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・10

 3.1   計算方法　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・10

 3.2   荷重の組合せ及び許容応力状態　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・11

 3.3   設計条件　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・12

 3.4   材料及び許容応力　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・19

 3.5   設計用地震力　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・20

4.   解析結果及び評価　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・21

 4.1   固有周期及び設計震度　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・21

 4.2   評価結果　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・28

 　4.2.1   管の応力評価結果　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・28

 　4.2.2   支持構造物評価結果　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・29

 　4.2.3   弁の動的機能維持評価結果　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・30

 　4.2.4   代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果　・・・・・・・・・・・・・・・31

K7
 ①

Ⅴ
-2
-
10
-1
-2
-2
-6
(重

) 
R1



1.  概  要

　　本計算書は，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法　添付資料-6　管の耐震性についての計算書作

　成の基本方針」（以下「基本方針」という。）に基づき，管，支持構造物及び弁が設計用地

　震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有していることを説明するものである。

　　評価結果記載方法は，以下に示すとおりである。

   (1)　管

　　　　工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点評価結果を解析

　　　モデル単位に記載する。また，全２２モデルのうち，各応力区分における最大応力評価

　　　点の許容値／発生値（以下「裕度」という。）が最小となる解析モデルを代表として

　　　鳥瞰図，計算条件及び評価結果を記載する。各応力区分における代表モデルの選定結果

　　　及び全モデルの評価結果を4.2.4に記載する。

   (2)　支持構造物

　　　　工事計画記載範囲の支持点のうち，種類及び型式単位に反力が最大となる支持点の

　　　評価結果を代表として記載する。

   (3)　弁

　　　　機能確認済加速度の機能維持評価用加速度に対する裕度が最小となる動的機能維持要

　　　求弁を代表として評価結果を記載する。
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2.  概略系統図及び鳥瞰図

 2.1  概略系統図

概略系統図記号凡例

記号 内容

　

　　　　　　　　(太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　

　　　　　　　　(細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他

　計算書記載範囲の管

　　　　　　　　(破線） 　工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管の

　うち，他系統の管であって系統の概略を示すために表

　記する管

　鳥瞰図番号

　アンカ
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第一ガスタービン発電機 燃料主配管概略系統図（その１）

3

第一ガスタービン発電機

燃料主配管概略系統図

（その２）へ

第一ガスタービン発電機

燃料主配管概略系統図

（その２）へ
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第一ガスタービン発電機 燃料主配管概略系統図（その２）

4

燃料移送ポンプ

燃料小出し槽

GTGFO-010 GTGFO-011

GTGFO-011

G
T
G
F
O
-
0
1
1

G
T
G
F
O
-
0
1
1

第一ガスタービン発電機

燃料主配管概略系統図

（その１）から

＊GTGFO-009またはGTGFO-018から

第一ガスタービン発電機
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第一ガスタービン発電機 燃料主配管概略系統図（その３）
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 2.2  鳥瞰図

　　　　鳥瞰図記号凡例

記号 内容

　　　　　　　　(太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　　　　　　　　(細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算書記

　載範囲の管

　　　　　　　　(破線） 　工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管のうち，他

　系統の管であって解析モデルの概略を示すために表記する管

　 　質　　　点

　 　

　 　ア　ン　カ

　 　

　レストレイント

　（本図は斜め拘束の場合の全体座標系における拘束方向成分

　　を示す。スナッバについても同様とする。）

　スナッバ

　ハンガ

　リジットハンガ

　拘束点の地震による相対変位量(mm)

　（＊は評価点番号，矢印は拘束方向を示す。また，　　　内に

　変位量を記載する。）

　注1：鳥瞰図中の寸法の単位は㎜である。
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K7 ① Ⅴ-2-10-1-2-2-6(重) R1

ABCD-R-1＊＊＊＊－＊－＊GTGFO-010
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3.　計算条件

 3.1　計算方法

　　　管の構造強度評価は，「基本方針」に記載の評価方法に基づき行う。解析コードは，

　  「ＩＳＡＰ」，「ＳＯＬＶＥＲ」，「ＭＳＣ　ＮＡＳＴＲＡＮ」及び「ＭＳＡＰ」を

　  使用し，解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，別紙「計算機プログ

　  ラム（解析コード） の概要」に示す。
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Ⅴ
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(重
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R1
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　3.2　荷重の組合せ及び許容応力状態

 　　　本計算書において考慮する荷重の組合せ及び許容応力状態を下表に示す。

施設名称 設備名称 系統名称
施設

 分類*1
設備

 分類*2
機器等
の区分

耐震
重要度分類 荷重の組合せ*4 許容応力

状態*5

その他発電用原
子炉の附属施設

非常用発電装置 代替交流電源設備 ＳＡ
常設耐震／防止
常設／防止 ―*3 ― ＶＬ＋ＳＳ ⅤＡＳ

その他発電用原
子炉の附属施設

非常用発電装置
緊急時対策所
代替電源設備

ＳＡ
常設耐震／防止
常設／防止 ―*3 ― ＶＬ＋ＳＳ ⅤＡＳ

その他発電用原
子炉の附属施設

非常用発電装置
監視測定設備用

電源設備
ＳＡ

常設耐震／防止
常設／防止 ―*3 ― ＶＬ＋ＳＳ ⅤＡＳ

注記＊1：ＤＢは設計基準対象施設，ＳＡは重大事故等対処設備を示す。

　　＊2：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備を示す。

　　＊3：重大事故等クラス２管の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。

　　＊4：運転状態の添字Ｌは荷重を示す。

　　＊5：許容応力状態ⅤＡＳは許容応力状態ⅣＡＳの許容限界を使用し，許容応力状態ⅣＡＳとして評価を実施する。

K7 ① Ⅴ-2-10-1-2-2-6(重) R1

11



　 鳥瞰図　GTGFO-008

最高使用圧力最高使用温度 外径 厚さ 縦弾性係数

（MPa） （℃)  （mm）  （mm） （MPa) 

1 1～51 0.95 66 60.5 5.5 STS410 ― 200360

 3.3　設計条件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号を示す。 

管番号 対応する評価点 材料
耐震重要度

分類

K7 ① Ⅴ-2-10-1-2-2-6(重) R1
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　 鳥瞰図　GTGFO-010

最高使用圧力最高使用温度 外径 厚さ 縦弾性係数

（MPa） （℃)  （mm）  （mm） （MPa) 

1 1～4,6～8,10,11,901,902 0.95 66 42.7 3.6 SUS304TP ― 191720

　　　鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号を示す。 

管番号 対応する評価点 材料
耐震重要度

分類

K7 ① Ⅴ-2-10-1-2-2-6(重) R1
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  フランジ部の質量

     　鳥瞰図　GTGFO-010

質量 対応する評価点

1
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  弁部の寸法

     　鳥  瞰  図　GTGFO-010

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

5

9
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  弁部の質量

     　鳥瞰図　GTGFO-010

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点

4, 6, 8, 10 5, 9
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  支持点及び貫通部ばね定数

      　 鳥瞰図　GTGFO-008

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

1

7

9

12

21

25

30

40

51

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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  支持点及び貫通部ばね定数

      　 鳥瞰図　GTGFO-010

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

11

901

902

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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3.4  材料及び許容応力

     使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。

最高使用温度

（℃） Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ

STS410 66 － 231 407 －

SUS304TP 66 － 188 479 126

材料
 許容応力（MPa）
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　3.5　設計用地震力

 　　　本計算書において考慮する設計用地震力の算出に用いる設計用床応答曲線を下表に示す。

 　　　なお，設計用床応答曲線はⅤ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき策定したものを

 　　　用いる。また，減衰定数はⅤ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。

鳥瞰図 建屋・構築物 標高 減衰定数(%)

第一ガスタービン発電機用
燃料タンク基礎

 

第一ガスタービン発電機基礎  

GTGFO-010 第一ガスタービン発電機基礎  

 　　

GTGFO-008
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4.  解析結果及び評価

 4.1  固有周期及び設計震度

   　   鳥瞰図　GTGFO-008

応答鉛直震度＊1

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

  5 次

  6 次

  7 次

注記＊1：各モードの固有周期に対し，設計用床応答曲線より得られる震度を示す。

　　＊2：Ｓｄ又はＳｓ地震動に基づく設計用最大応答加速度より定めた震度を示す。

動的震度＊2

適用する地震動等 Ｓｓ

モード
固有周期
（s）

応答水平震度＊1

K7 ① Ⅴ-2-10-1-2-2-6(重) R1
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   　   鳥瞰図　GTGFO-010

応答鉛直震度＊1

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向

  1 次

注記＊1：各モードの固有周期に対し，設計用床応答曲線より得られる震度を示す。

　　＊2：Ｓｄ又はＳｓ地震動に基づく設計用最大応答加速度より定めた震度を示す。

動的震度＊2

適用する地震動等 Ｓｓ

モード
固有周期
（s）

応答水平震度＊1

K7 ① Ⅴ-2-10-1-2-2-6(重) R1
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各モードに対応する刺激係数

      　　鳥瞰図　GTGFO-008

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

  5 次

  6 次

注記＊：刺激係数は，モード質量を正規化し，固有ベクトルと質量マトリックスの積から

　　　　算出した値を示す。

モード
固有周期
（s）

刺激係数＊

K7 ① Ⅴ-2-10-1-2-2-6(重) R1
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　 　　代表的振動モード図　　　

  振動モード図は，３次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線で図

示し，次ページ以降に示す。

K7
 
①

Ⅴ
-2
-1
0-
1-
2-
2-
6(
重
) 
R1

24



K7 ① Ⅴ-2-10-1-2-2-6(重) R1

GTGFO－008

25

代表的振動モード図（1次）
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GTGFO－008
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代表的振動モード図（2次）



K7 ① Ⅴ-2-10-1-2-2-6(重) R1

GTGFO－008
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代表的振動モード図（3次）



 4.2　評価結果

　 4.2.1　管の応力評価結果

　　      下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。

　重大事故等クラス２管であってクラス２以下の管

許 容 応 力 最 大 応 力 最 大 応 力 計算応力 許容応力 計算応力 許容応力 疲労累積係数

状　　態 評  価  点 区　     分 Ｓprm(Ｓｄ) Ｓy
*

Ｓprm(Ｓｓ) 0.9Ｓｕ Ｓｎ (Ｓｓ) 2Ｓｙ  ＵＳｓ

GTGO-010 ⅤＡＳ 6 Ｓprm(Ｓｓ) 116 431 ― ― ―

GTGO-008 ⅤＡＳ 11 Ｓｎ(Ｓｓ) ― ― 389 462 ―

 

  注記＊： オーステナイト系ステンレス鋼及び高ニッケル合金については，Ｓyと1.2Ｓhのうち大きい方の値とする。

疲労評価

鳥瞰図

一次応力評価（MPa） 一次＋二次応力評価（MPa）

K7 ① Ⅴ-2-10-1-2-2-6(重) R1
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    4.2.2　支持構造物評価結果

　　       下表に示すとおり計算応力及び計算荷重はそれぞれの許容値以下である。

　支持構造物評価結果（荷重評価）

支持構造物
番号

― ― ― ― ― ― ―

　支持構造物評価結果（応力評価）

ＦＸ ＦＹ ＦＺ ＭＸ ＭＹ ＭＺ

SPG-001-06 アンカ ラグ SM400B 66 3 2 3 1 1 1 組合せ 54 129

SPG-022-02 レストレイント ラグ SM400B 66 3 1 1 ― ― ― 組合せ 59 133

FO-001-900R レストレイント Uボルト SS400 40 1 ― 3 ― ― ― 組合せ 97 245

SPFA(B)-009 レストレイント Uバンド SS400 50 1 1 1 ― ― ― 組合せ 2 206

許容
荷重
(kN)

評価結果

支持構造物
番号

反力 (kN)

支持点荷重

種類 型式 材質
温度
(℃)

種類 型式
温度
(℃)

材質 計算
荷重
(kN)

応力
分類

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)

評価結果

モーメント (kN･m)

K7 ① Ⅴ-2-10-1-2-2-6(重) R1
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    4.2.3　弁の動的機能維持評価結果

　　       下表に示すとおり機能維持評価用加速度が機能確認済加速度以下又は計算応力が許容応力以下である。

水平 鉛直 水平 鉛直 計算応力 許容応力

― ― ― ― ― ― ― ― ―

構造強度評価結果
(MPa)

機能確認済加速度

(×9.8 m/s2)弁番号 形式 要求機能

機能維持評価用加速度

(×9.8 m/s2)

K7 ① Ⅴ-2-10-1-2-2-6(重) R1
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    4.2.4　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果 

　　       代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類毎に裕度最小のモデルを選定して鳥瞰図，設計条件及び評価結果を

 　　　　記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果　 (重大事故等クラス２管であってクラス２以下の管)

1 GTGFO-001 14 20 366 18.30 － 17 30 462 15.40 ― ― ― ―

2 GTGFO-002 502 14 366 26.14 － 801 13 462 35.53 ― ― ― ―

3 GTGFO-003 804 12 366 30.50 － 804 9 462 51.33 ― ― ― ―

4 GTGFO-004 45 61 366 6.00 － 50 84 462 5.50 ― ― ― ―

5 GTGFO-005 6 6 366 61.00 － 6 2 462 231.00 ― ― ― ―

6 GTGFO-006 1 8 366 45.75 － 1 6 462 77.00 ― ― ― ―

7 GTGFO-007 92 58 366 6.31 － 92 96 462 4.81 ― ― ― ―

8 GTGFO-008 51 39 366 9.38 － 11 389 462 1.18 ○ ― ― ―

9 GTGFO-009 9 27 366 13.55 － 1 32 462 14.43 ― ― ― ―

10 GTGFO-010 6 116 431 3.71 ○ 6 216 376 1.74 ― ― ― ―

11 GTGFO-011 38 95 431 4.53 － 38 158 376 2.37 ― ― ― ―

12 GTGFO-012 16 45 366 8.13 － 16 54 462 8.55 ― ― ― ―

代
表

許容
応力
(MPa)

No.
評
価
点

疲労
累積
係数

代
表

疲労評価

許容応力状態　ⅣＡＳ

一次応力

評
価
点

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)

裕度
代
表

一次＋二次応力

評
価
点

計算
応力
(MPa)

配管モデル

裕度

K7 ① Ⅴ-2-10-1-2-2-6(重) R1
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代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果　 (重大事故等クラス２管であってクラス２以下の管)

13 GTGFO-013 502 14 366 26.14 ― 801 13 462 35.53 ― ― ― ―

14 GTGFO-014 804 12 366 30.50 ― 804 9 462 51.33 ― ― ― ―

15 GTGFO-015 6 6 366 61.00 ― 6 2 462 231.00 ― ― ― ―

16 GTGFO-016 1 9 366 40.66 ― 1 6 462 77.00 ― ― ― ―

17 GTGFO-017 27 64 366 5.71 ― 24 379 462 1.21 ― ― ― ―

18 GTGFO-018 17 41 366 8.92 ― 1 46 462 10.04 ― ― ― ―

19 GTGFO-019 1 10 366 36.60 ― 1 14 462 33.00 ― ― ― ―

20 GTGFO-020 1 28 366 13.07 ― 1 42 462 11.00 ― ― ― ―

21 GTGFO-021 1 28 366 13.07 ― 1 42 462 11.00 ― ― ― ―

22 GTGFO-022 1 10 366 36.60 ― 1 14 462 33.00 ― ― ― ―

許容
応力
(MPa)

No. 配管モデル

許容応力状態　ⅣＡＳ

一次応力 一次＋二次応力 疲労評価

評
価
点

計算
応力
(MPa)

代
表

評
価
点

疲労
累積
係数

代
表

裕度
代
表

評
価
点

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)

裕度

K7 ① Ⅴ-2-10-1-2-2-6(重) R1E
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1. 概要 

本計算書は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持

の設計方針に基づき，第一ガスタービン発電機が設計用地震力に対して十分な構造強度及

び動的機能を有していることを説明するものである。 

また，間接支持構造物である車両が設計用地震力に対して十分な支持機能を有している

ことは，Ｖ-2-10-1-2-2-1「第一ガスタービン発電機の耐震性についての計算書」で説明

している。 

第一ガスタービン発電機は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止

設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強

度評価及び動的機能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

 構造計画 

第一ガスタービン発電機の構造計画を表 2－1 に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 

概略構造図 基礎・支持構

造 
主体構造 

発電機は，共通

架台に取付ボ

ルトにより固

定する。 

三相交流 

同期発電機 

【第一ガスタービン発電機】 

 (単位：mm) 
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 評価方針 

第一ガスタービン発電機の応力評価は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定し

た荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示す第一ガス

タービン発電機の部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所に発生する応力等が

許容限界内に収まることを，Ⅴ-2-10-1-2-2-1「第一ガスタービン発電機の耐震性につ

いての計算書」の「4. 加振試験」で得られた設計用加速度を用い，「4. 構造強度評価」

にて示す方法にて確認することで実施する。 

また，第一ガスタービン発電機の機能維持評価は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」

にて設定した動的機能維持の方針に基づき，地震時の応答加速度が動的機能確認済加速

度以下であることを，「5. 機能維持評価」にて示す方法にて確認することで実施する。

確認結果を「6. 評価結果」に示す。 

第一ガスタービン発電機の耐震評価フローを図 2－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 第一ガスタービン発電機の耐震評価フロー 

 

  

加振試験 

設計用加速度の算出及び機能確認済加速度の測定 

地震時における応力 

発電機の構造強度評価 発電機の動的機能維持評価 

設計用地震力 
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 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-

1984（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協

会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（(社)日本機械学会，2005/2007）（以下「設

計・建設規格」という。） 
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 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂｉ ボルトの軸断面積＊1 mm2 

ａＨ 水平方向設計用加速度 m/s2 

ａＰ 回転体振動による加速度 m/s2 

ａＶ 鉛直方向設計用加速度 m/s2 

ｄｉ ボルトの呼び径＊1 mm 

Ｆｉ
⚹ 設計・建設規格 SSB-3133 に定める値＊1

 MPa 

Ｆｂｉ ボルトに作用する引張力（1 本当たり）＊1
 N 

ƒｓｂｉ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力＊1
 MPa 

ƒｔｏｉ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力＊1
 MPa 

ƒｔｓｉ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力＊1
 MPa 

g 重力加速度(=9.80665) m/s2 

ｈｉ 据付面又は取付面から重心までの距離＊2
 mm 

ℓ１ｉ 重心とボルト間の水平方向距離＊1，＊3
 mm 

ℓ２ｉ 重心とボルト間の水平方向距離＊1，＊3
 mm 

ｍｉ 質量＊2
 kg 

ｎｉ ボルトの本数＊1
 ― 

ｎｆｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数＊1
 ― 

Ｑｂｉ ボルトに作用するせん断力＊1
 N 

Ｓｕｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値＊1
 MPa 

Ｓｙｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値＊1
 MPa 

π 円周率(=3.14159) ― 

Ｍｐ 回転体回転によるモーメント N・mm 

ｐ 回転体の許容振幅 μm 

Ｐ 原動機出力 kW 

Ｒ 発電機定格回転数 min-1 

σｂｉ ボルトに生じる引張応力＊1
 MPa 

τｂｉ ボルトに生じるせん断応力＊1
 MPa 

注記＊1： Ａｂｉ，ｄｉ，Ｆｉ
⚹，Ｆｂｉ，ƒｓｂｉ，ƒｔｏｉ，ƒｔｓｉ，ℓ１ｉ，ℓ２ｉ，ｎｉ，ｎｆｉ， 

     Ｑｂｉ，Ｓｕｉ，Ｓｙｉ，σｂｉ及び τｂｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

     ｉ＝1：基礎ボルト，ｉ＝2：取付ボルト 

  ＊2： ｈｉ及びｍｉの添字 i の意味は，以下のとおりとする。 

     ｉ＝1：据付面，ｉ＝2：取付面 

  ＊3： ℓ１ｉ≦ℓ２ｉ 
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 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2 に示すとおりである。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位*1 

面積 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁*2 

力 N 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁*2 

モーメント N・mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁*2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力*3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

加速度 m/s2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁*2 

注記＊1： 設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は，小数点以下第 1 位表示とす

る。 

＊2： 絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3： 設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び

降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位まで

の値とする。 
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3. 評価部位 

第一ガスタービン発電機の耐震評価は，「4.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，

耐震評価上厳しくなる取付ボルトについて実施する。第一ガスタービン発電機の耐震評価

箇所については，表 2－1 の概略構造図に示す。 
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4. 構造強度評価 

 構造強度評価方法 

(1) 第一ガスタービン発電機は，1 質点系モデルとし，発電機の重心位置に地震荷重，

発電機の運転による加速度及び発電機の運転により働くモーメントが作用する。 

(2) 第一ガスタービン発電機はＪＥＡＧ４６０１に従い一つの剛体として取り扱うこ

ととする。 

(3) 加振試験により測定された第一ガスタービン発電機頂部における最大応答加速度

の 1.2 倍を用いて発生応力を算出し，応力評価を行う。 

(4) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

(5) 転倒方向は，計算モデルにおける水平方向及び鉛直方向について検討し，計算書

には結果の厳しい方（許容値／発生値の小さい方をいう。）を記載する。 

 

 

 荷重の組合せ及び許容応力 

 荷重の組合せ及び許容応力状態 

第一ガスタービン発電機の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対

処設備の評価に用いるものを表 4－1 に示す。 

 

 許容応力 

第一ガスタービン発電機の許容応力は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づ

き表 4－2 のとおりとする。 

 

 使用材料の許容応力評価条件 

第一ガスタービン発電機の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処

設備の評価に用いるものを表 4－3 に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用 

電源設備 

第一ガスタービン

発電機 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとして

ⅣＡＳの許容

限界を用い

る。) 

 注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

   ＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

   ＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 4－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 
ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。) 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

  ＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

表 4－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

取付ボルト 周囲環境温度 40 

 

 

＊
 

＊
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 設計用加速度 

構造強度評価に用いる入力加速度には，Ⅴ-2-10-1-2-2-1「第一ガスタービン発電機

の耐震性についての計算書」の「4. 加振試験」で得られた第一ガスタービン発電機の

設計用加速度を用いる。 

設計用加速度を表 4－4 に示す。 
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表 4－4 設計用加速度（重大事故等対処設備） 

据付場所 

及び床面高さ 

(m) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

(m/s2) 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計用加速度 

(短辺方向) 

水平方向 

設計用加速度 

(長辺方向) 

鉛直方向 

設計用加速度 

7 号機タービン建屋南側の 

屋外 

T.M.S.L.12.2 * 

― ― 

注記＊：基準床レベルを示す。 
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 計算方法 

 応力の計算方法 

4.4.1.1 取付ボルトの計算方法 

取付ボルトの応力は，設計用加速度により作用するモーメントによって生

じる引張力とせん断力について計算する。 

 

図 4－1 計算モデル図(短辺方向転倒)  

 

 

図 4－2 計算モデル図(長辺方向転倒) 
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(1) 引張応力 

取付ボルトに対する引張力は，図 4－1 及び図 4－2 でそれぞれのボルトを

支点とする転倒を考え，これを片側のボルトで受けるものとして計算する。 

 

短辺方向転倒の引張力計算式 

    Ｆ
ｂ２

＝
ｍ

２
∙ (ａ

Ｈ
＋ａ

Ｐ
) ∙ ｈ

２
＋Ｍ

Ｐ
－ｍ

２
∙ (g－ａ

Ｖ
－ａ

Ｐ
) ∙ ℓ

２２

ｎ
ｆ２

∙ (ℓ
１２

+ ℓ
２２

)
 ・・・ (4.4.1.1.1) 

 

 

長辺方向転倒の引張力計算式 

    Ｆ
ｂ２

＝
ｍ

２
∙ (ａ

Ｈ
＋ａ

Ｐ
) ∙ ｈ

２
－ｍ

２
∙ (g－ａ

Ｖ
－ａ

Ｐ
) ∙ ℓ

２２

ｎ
ｆ２

∙ (ℓ
１２

＋  ℓ
２２

)
 ・・・ (4.4.1.1.2) 

 

 

短辺方向転倒の引張応力計算式 

    σ
ｂ２

＝
Ｆ

ｂ２

Ａ
ｂ２

 ・・・ (4.4.1.1.3) 

 

 

長辺方向転倒の引張応力計算式 

    σ
ｂ２

＝
Ｆ

ｂ２

Ａ
ｂ２

 ・・・ (4.4.1.1.4) 

 

  

σｂ２は，上式で得られる大きい方の値とする。 

 

ここで，ボルトの軸断面積Ａｂ２は次式により求める。 

    Ａ
ｂ２

＝
π

4
∙ｄ

２

２
 ・・・ (4.4.1.1.5) 
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ここで，回転体回転によるモーメントＭｐは，発電機の出力及び定格回転数

を考慮して定める値である。回転体振動による加速度ａｐは，回転体の許容振

幅及び発電機の定格回転数を考慮して定める値である。 

 

回転体回転によるモーメントの計算式 

    Ｍ
Ｐ
＝

60・Ｐ

2・π・Ｒ
・106 ・・・ (4.4.1.1.6) 

 

 

回転体振動による加速度の計算式 

    ａ
Ｐ
＝ (2・π・

Ｒ

60
)

2

・
ｐ・10-6

2
 ・・・ (4.4.1.1.7) 

 

 

(2) せん断応力 

取付ボルトに対するせん断力は，ボルト全本数で受けるものとして計算す

る。 

 

せん断力 

    Ｑ
ｂ２

＝ｍ
２
∙ (ａ

Ｈ
＋ａ

Ｐ
) ・・・ (4.4.1.1.8) 

 

せん断応力 

    τ
ｂ２

＝
Ｑ

ｂ２

ｎ
２
∙Ａ

ｂ２

 ・・・ (4.4.1.1.9) 

 

  



16 

 

 

K7
 
①
 Ⅴ

-2
-1
0-
1-
2-
2-
7 
R1

 

 

 計算条件 

 取付ボルトの応力計算条件 

取付ボルトの応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【第一ガスタービン発電

機の耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

 応力の評価 

 ボルトの応力評価 

4.4.1 項で求めたボルトの引張応力σｂｉは次式より求めた許容引張応力 

ƒｔｓｉ以下であること。ただし，ƒｔｏｉは下表による。 

ƒ
ｔｓｉ＝Min [1.4・ƒ

ｔｏｉ
－1.6・τ

ｂｉ
,ƒｔｏｉ ]  ・・・ (4.6.1.1) 

 

せん断応力τｂｉは，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 ƒｓｂｉ以下で

あること。ただし ƒｓｂｉは下表による。 

 

 
基準地震動ＳＳによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏｉ 

Ｆ
ｉ

⚹

2
・1.5 

許容せん断応力 

ƒｓｂｉ 

Ｆ
ｉ

⚹

1.5・√3
・1.5 
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5. 機能維持評価 

 動的機能維持評価方法 

第一ガスタービン発電機の動的機能維持評価について以下に示す。 

なお，機能維持評価用加速度はⅤ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設

定する。 

第一ガスタービン発電機の確認は，Ⅴ-2-10-1-2-2-1「第一ガスタービン発電機の耐

震性についての計算書」の「4. 加振試験」で得られた加振台の最大加速度である機能

確認済加速度と第一ガスタービン発電機基礎の最大加速度である設計用最大応答加速

度Ⅰを機能維持評価用加速度として比較することで実施する。 

機能確認済加速度を表 5－1 に示す。 

 

表 5－1 機能確認済加速度          (×9.8m/s2)  

評価部位 方向 機能確認済加速度 

第一ガスタービン発電機 
水平 

鉛直 
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6. 評価結果 

 重大事故等対処設備としての評価結果 

第一ガスタービン発電機の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以

下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及

び動的機能を有している事を確認した。 

 

 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

 機能維持評価結果 

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【第一ガスタービン発電機の耐震性についての計算結果】 

 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 

据付場所 

及び床面高さ 

(m) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

(m/s2) 

回転体振動による加速度 

(m/s2) 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計用加速度 

(短辺方向) 

水平方向 

設計用加速度 

(長辺方向) 

鉛直方向 

設計用加速度 

水平方向 

加速度 

鉛直方向 

加速度 

第一ガスタービ

ン発電機 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

7 号機タービン建屋

南側の屋外 

T.M.S.L.12.2 * 

― ― 40 

                  注記＊：基準床レベルを示す。 

 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

R 

(min-1) 

P 

(kW) 

p 

(μm) 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 

(i＝2) 
1500 3600 

 

部材 
ℓ１ｉ

*1 

(mm) 

ℓ２ｉ
*1 

(mm) 
ｎｆｉ

*1 
Ｆｉ

⚹ 

(MPa) 

転倒方向*2 回転によるモーメント 

ＭＰ 

(N・mm) 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

(i＝2) 

― 短辺方向 

― 長辺方向 ― 

注記＊１： 各ボルトにおける上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

  ＊２： 上段は引張り力に対する転倒方向を示し，下段はせん断力に対する転倒方向を示す。 
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1.3 計算数値 

ボルトに作用する力                                     (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

(i＝2) 
― 1.321×105 ― 3.233×105 

 

1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力                                                                (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

(i＝2) 

引張り ― ― σｂ２＝ 96 

せん断 ― ― τｂ２＝ 59 

     すべて許容応力以下である。                                     注記＊：ƒｔｓｉ=Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 動的機能の評価結果                                      (×9.8m/s2)  

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

第一ガスタービン発電機 
水平 0.69 

鉛直 0.71 

     注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

     機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持

の設計方針に基づき，第一ガスタービン発電機用制御盤が設計用地震力に対して十分な構

造強度及び電気的機能を有していることを説明するものである。 

また，間接支持構造物である車両が設計用地震力に対して十分な支持機能を有している

ことは，Ｖ-2-10-1-2-2-1「第一ガスタービン発電機の耐震性についての計算書」で説明

している。 

第一ガスタービン発電機用制御盤は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大

事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備として

の構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

 構造計画 

第一ガスタービン発電機用制御盤は，制御盤とガバナ盤から構成され，その構造計画

を表 2－1 及び表 2－2 に示す。 
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表 2－1 制御盤の構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

制御盤は取付ボ

ルトにより車体

に固定する。 

直立形 

（鋼材及び鋼板

を組み合わせた

自立閉鎖形の盤） 

【制御盤】 

 (単位：mm) 
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表 2－2 ガバナ盤の構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ガバナ盤は取付

ボルトにより車

体に固定する。 

直立形 

（鋼材及び鋼板

を組み合わせた

自立閉鎖形の盤） 

【ガバナ盤】 

 (単位：mm) 
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 評価方針 

第一ガスタービン発電機用制御盤の応力評価は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に

て設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示す

第一ガスタービン発電機用制御盤及びガバナ盤の部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設

定する箇所に発生する応力等が許容限界内に収まることを，Ⅴ-2-10-1-2-2-1「第一ガ

スタービン発電機の耐震性についての計算書」の「4. 加振試験」で得られた設計用加

速度を用い，「4. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。 

また，第一ガスタービン発電機用制御盤の機能維持評価は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基

本方針」にて設定した電気的機能維持の方針に基づき，地震時の応答加速度が電気的機

能確認済加速度以下であることを，「5. 機能維持評価」にて示す方法にて確認するこ

とで実施する。確認結果を「6. 評価結果」に示す。 

第一ガスタービン発電機用制御盤の耐震評価フローを図 2－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 第一ガスタービン発電機用制御盤の耐震評価フロー 

  

加振試験 

設計用加速度の算出及び機能確認済加速度の測定 

地震力による応力 

制御盤及びガバナ盤の 

構造強度評価 

制御盤及びガバナ盤の 

電気的機能維持評価 

設計用地震力 
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 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-

1984（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協

会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（(社)日本機械学会，2005/2007）（以下「設

計・建設規格」という。） 
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 記号の説明 

 制御盤の記号の説明 

記 号 記号の説明 単位 

Ａｂｉ ボルトの軸断面積＊1 mm2 

ａＨ 水平方向設計用加速度 m/s2 

ａＶ 鉛直方向設計用加速度 m/s2 

ｄｉ ボルトの呼び径＊1 mm 

Ｆｉ
 設計・建設規格 SSB-3133 に定める値＊1

 MPa 

Ｆｂｉ ボルトに作用する引張力（1 本当たり）＊1
 N 

ƒｓｂｉ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力＊1
 MPa 

ƒｔｏｉ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力＊1
 MPa 

ƒｔｓｉ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力＊1
 MPa 

g 重力加速度(＝9.80665) m/s2 

ｈｉ 据付面又は取付面から重心までの距離＊2
 mm 

ℓ１ｉ 重心とボルト間の水平方向距離＊1，＊3
 mm 

ℓ２ｉ 重心とボルト間の水平方向距離＊1，＊3
 mm 

ｍｉ 質量＊2
 kg 

ｎｉ ボルトの本数＊1
 ― 

ｎｆｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数＊1 ― 

Ｑｂｉ ボルトに作用するせん断力＊1
 N 

Ｓｕｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値＊1
 MPa 

Ｓｙｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値＊1
 MPa 

π 円周率(＝3.14159) ― 

σｂｉ ボルトに生じる引張応力＊1
 MPa 

τｂｉ ボルトに生じるせん断応力＊1
 MPa 

注記＊1： Ａｂｉ，ｄｉ，Ｆｉ
 ，Ｆｂｉ，ƒｓｂｉ，ƒｔｏｉ，ƒｔｓｉ，ℓ１ｉ，ℓ２ｉ， 

ｎｉ，ｎｆｉ，Ｑｂｉ，Ｓｕｉ，Ｓｙｉ，σｂｉ及び τｂｉの 

添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：基礎ボルト，ｉ＝2：取付ボルト 

＊2： ｈｉ及びｍｉの添字 i の意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：据付面，ｉ＝2：取付面 

＊3： ℓ１ｉ≦ℓ２ｉ 

  

＊  

＊  
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 ガバナ盤の記号の説明 

記 号 記号の説明 単位 

ＡＧｂｉ ボルトの軸断面積＊1 mm2 

ａＧＨ 水平方向設計用加速度 m/s2 

ａＧＶ 鉛直方向設計用加速度 m/s2 

ｄＧｉ ボルトの呼び径＊1 mm 

Ｆｉ
 設計・建設規格 SSB-3133 に定める値＊1

 MPa 

ＦＧｂｉ ボルトに作用する引張力（1 本当たり）＊1
 N 

ƒｓｂｉ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力＊1
 MPa 

ƒｔｏｉ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力＊1
 MPa 

ƒｔｓｉ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力＊1
 MPa 

g 重力加速度(＝9.80665) m/s2 

ｈＧｉ 据付面又は取付面から重心までの距離＊2
 mm 

ℓＧ１ｉ 重心とボルト間の水平方向距離＊1，＊3
 mm 

ℓＧ２ｉ 重心とボルト間の水平方向距離＊1，＊3
 mm 

ｍＧｉ 質量＊2
 kg 

ｎＧｉ ボルトの本数＊1
 ― 

ｎＧｆｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数＊1 ― 

ＱＧｂｉ ボルトに作用するせん断力＊1
 N 

Ｓｕｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値＊1
 MPa 

Ｓｙｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値＊1
 MPa 

π 円周率(＝3.14159) ― 

σＧｂｉ ボルトに生じる引張応力＊1
 MPa 

τＧｂｉ ボルトに生じるせん断応力＊1
 MPa 

注記＊1： ＡＧｂｉ，ｄＧｉ，Ｆｉ ，ＦＧｂｉ，ƒｓｂｉ，ƒｔｏｉ，ƒｔｓｉ，ℓＧ１ｉ，  

ℓＧ２ｉ，ｎＧｉ，ｎＧｆｉ，ＱＧｂｉ，Ｓｕｉ，Ｓｙｉ，σＧｂｉ及び τＧｂｉ 

の添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：基礎ボルト，ｉ＝2：取付ボルト 

＊2： ｈＧｉ及びｍＧｉの添字 i の意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：据付面，ｉ＝2：取付面 

＊3： ℓＧ１ｉ≦ℓＧ２ｉ 

  

＊  

＊  
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 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－3 に示すとおりである。 

 

表 2－3 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位*1 

面積 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁*2 

力 N 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁*2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力*3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

加速度 m/s2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁*2 

注記＊1： 設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は，小数点以下第 1 位表示と

する。 

＊2： 絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3： 設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び 

降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位ま

での値とする。 
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3. 評価部位 

第一ガスタービン発電機用制御盤の耐震評価は，「4.1 構造強度評価方法」に示す条件

に基づき，耐震評価上厳しくなる取付ボルトについて実施する。第一ガスタービン発電機

用制御盤の耐震評価箇所については，表 2－1 及び表 2－2 の概略構造図に示す。 
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4. 構造強度評価 

 構造強度評価方法 

(1) 第一ガスタービン発電機用制御盤の応力評価は 1 質点系モデルとする。 

(2) 加振試験により測定された制御盤及びガバナ盤の頂部における最大応答加速度の

1.2 倍を用いて発生応力を算出し，応力評価を行う。 

(3) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

(4) 転倒方向は，計算モデルにおける水平方向及び鉛直方向について検討し，計算書に

は結果の厳しい方（許容値／発生値の小さい方をいう。）を記載する。 

 

 荷重の組合せ及び許容応力 

 荷重の組合せ及び許容応力状態 

第一ガスタービン発電機用制御盤の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大

事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－1 に示す。 

 

 許容応力 

第一ガスタービン発電機用制御盤の許容応力は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」

に基づき表 4－2 のとおりとする。 

 

 使用材料の許容応力評価条件 

第一ガスタービン発電機用制御盤の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事

故等対処設備の評価に用いるものを表 4－3 に示す。 
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K7 ① Ⅴ-2-10-1-2-2-8 R1 

表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用 

電源設備 

第一ガスタービン

発電機用制御盤 

（制御盤） 

（ガバナ盤） 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとして

ⅣＡＳの許容

限界を用い

る。) 

 注記＊1： 「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

   ＊2： その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

   ＊3： 「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 4－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 
ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。) 

注記＊1： 応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2： 当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略す

る。 

 

表 4－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

取付ボルト 周囲環境温度 40 

 

＊  ＊  
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 設計用加速度 

構造強度評価に用いる入力加速度には，Ⅴ-2-10-1-2-2-1「第一ガスタービン発電機

の耐震性についての計算書」の「4. 加振試験」で得られた制御盤及びガバナ盤の設計

用加速度を用いる。 

設計用加速度を表 4－4 及び表 4－5 に示す。 
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表 4－4 制御盤の設計用加速度（重大事故等対処設備） 

据付場所 

及び床面高さ 

(m) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

(m/s2) 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計用加速度 

鉛直方向 

設計用加速度 

7 号機タービン建屋南側の屋外 

T.M.S.L.12.2 * 
― ― 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

表 4－5 ガバナ盤の設計用加速度（重大事故等対処設備） 

据付場所 

及び床面高さ 

(m) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

(m/s2) 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計用加速度 

鉛直方向 

設計用加速度 

7 号機タービン建屋南側の屋外 

T.M.S.L.12.2 * 
― ― 

注記＊：基準床レベルを示す。 
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 計算方法 

 応力の計算方法 

(1) 制御盤 

 取付ボルトの計算方法 

取付ボルトの応力は，設計用加速度により作用するモーメントによって生じ

る引張力とせん断力について計算する。

 

図 4－1 計算モデル図(短辺方向転倒)  

 

 

図 4－2 計算モデル図(長辺方向転倒)  

(短辺方向転倒及び長辺方向転倒(g－ａＶ)＜0 の場合) 
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 引張応力 

取付ボルトに対する引張力は，図 4－1 及び図 4－2 でそれぞれのボルトを支

点とする転倒を考え，これを片側のボルトで受けるものとして計算する。 

 

短辺方向転倒の引張力計算式 

Ｆ
ｂ２

＝
ｍ

２
∙ ａ

Ｈ
∙ ｈ

２
－ｍ

２
∙ (g－ａ

Ｖ
) ∙ ℓ

２２

ｎ
ｆ２

∙ (ℓ
１２

＋  ℓ
２２

)
 ・・・ (4.4.1.1) 

 

 

長辺方向転倒の引張力計算式 

Ｆ
ｂ２

＝
ｍ

２
∙ ａ

Ｈ
∙ ｈ

２
－ｍ

２
∙ (g－ａ

Ｖ
) ∙ ℓ

２２

ｎ
ｆ２

∙ (ℓ
１２

＋ℓ
２２

)
 ・・・ (4.4.1.2) 

 

 

短辺方向転倒の引張応力計算式 

σ
ｂ２

＝
Ｆ

ｂ２

Ａ
ｂ２

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.4.1.3) 

 

 

長辺方向転倒の引張応力計算式 

σ
ｂ２

＝
Ｆ

ｂ２

Ａ
ｂ２

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.4.1.4) 

 

  

σｂ２は，上式で得られる大きい方の値とする。 

 

ここで，ボルトの軸断面積Ａｂ２は次式により求める。 

Ａ
ｂ２

＝
π

4
∙ｄ

２

2
 ・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.4.1.5) 
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 せん断応力 

取付ボルトに対するせん断力は，ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

 

せん断力 

Ｑ
ｂ２

＝ｍ
２
∙ａ

Ｈ
 ・・・・・・・・・・・・・・・ (4.4.1.6) 

 

せん断応力 

τ
ｂ２

＝
Ｑ

ｂ２

ｎ
２
∙Ａ

ｂ２

  ・・・・・・・・・・・・・・ (4.4.1.7) 
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(2) ガバナ盤 

 取付ボルトの計算方法 

取付ボルトの応力は，設計用加速度により作用するモーメントによって生じ

る引張力とせん断力について計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－3 計算モデル図(短辺方向転倒)   

 

 

図 4－4 計算モデル図(長辺方向転倒) 

     (短辺方向転倒及び長辺方向転倒(g－ａＧＶ)＜0 の場合) 
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 引張応力 

取付ボルトに対する引張力は，図 4－3 及び図 4－4 でそれぞれのボルトを支

点とする転倒を考え，これを片側のボルトで受けるものとして計算する。 

 

短辺方向転倒の引張力計算式 

Ｆ
Ｇｂ２

＝
ｍ

Ｇ２
∙ ａ

ＧＨ
∙ ｈ

Ｇ２
－ｍ

Ｇ２
∙ (g－ａ

ＧＶ
) ∙ ℓ

Ｇ２２

ｎ
Ｇｆ２

∙ (ℓ
Ｇ１２

＋  ℓ
Ｇ２２

)
 ・・・ (4.4.1.8) 

 

 

長辺方向転倒の引張力計算式 

Ｆ
Ｇｂ２

＝
ｍ

Ｇ２
∙ ａ

ＧＨ
∙ ｈ

Ｇ２
－ｍ

Ｇ２
∙ (g－ａ

ＧＶ
) ∙ ℓ

Ｇ２２

ｎ
Ｇｆ２

∙ (ℓ
Ｇ１２

＋  ℓ
Ｇ２２

)
 ・・・ (4.4.1.9) 

 

 

短辺方向転倒の引張応力計算式 

σ
Ｇｂ２

＝
Ｆ

Ｇｂ２

Ａ
Ｇｂ２

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.4.1.10) 

 

 

長辺方向転倒の引張応力計算式 

σ
Ｇｂ２

＝
Ｆ

Ｇｂ２

Ａ
Ｇｂ２

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.4.1.11) 

 

  

σＧｂ２は，上式で得られる大きい方の値とする。 

 

ここで，ボルトの軸断面積ＡＧｂ２は次式により求める。 

Ａ
Ｇｂ２

＝
π

4
∙ｄ

Ｇ２

2
 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.4.1.12) 
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 せん断応力 

取付ボルトに対するせん断力は，ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

 

せん断力 

Ｑ
Ｇｂ２

＝ｍ
Ｇ２

∙ａ
ＧＨ

 ・・・・・・・・・・・・・・ (4.4.1.13) 

 

せん断応力 

τ
Ｇｂ２

＝
Ｑ

Ｇｂ２

ｎ
Ｇ２

∙Ａ
Ｇｂ２

 ・・・・・・・・・・・・・・ (4.4.1.14) 
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 計算条件 

 取付ボルトの応力計算条件 

取付ボルトの応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【制御盤の耐震性につい

ての計算結果】，【ガバナ盤の耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目

に示す。 

 

 応力の評価 

 ボルトの応力評価 

(1) 制御盤 

4.4.1 項で求めたボルトの引張応力σｂｉは次式より求めた許容引張応力 ƒｔｓｉ以

下であること。ただし，ƒｔｏｉは下表による。 

ƒ
ｔｓｉ＝Min [1.4・ƒ

ｔｏｉ
－1.6・τ

ｂｉ
,ƒｔｏｉ ]  ・・・ (4.6.1.1) 

 

せん断応力τｂｉは，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 ƒｓｂｉ以下で

あること。ただし ƒｓｂｉは下表による。 

 

 
基準地震動ＳＳによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏｉ 
Ｆｉ

2
・1.5 

許容せん断応力 

ƒｓｂｉ 

Ｆｉ

1.5・√3
・1.5 

 

  

＊  

＊  
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(2) ガバナ盤 

4.4.1 項で求めたボルトの引張応力σＧｂｉは次式より求めた許容引張応力 ƒｔｓｉ

以下であること。ただし，ƒｔｏｉは下表による。 

ƒ
ｔｓｉ＝Min [1.4・ƒ

ｔｏｉ
－1.6・τ

Ｇｂｉ
,ƒｔｏｉ]  ・・・ (4.6.1.2) 

 

せん断応力τＧｂｉは，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力ｆｓｂｉ以下

であること。ただしｆｓｂｉは下表による。 

 

 
基準地震動ＳＳによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏｉ 
Ｆｉ

2
・1.5 

許容せん断応力 

ƒｓｂｉ 

Ｆｉ

1.5・√3
・1.5 

 

 

  

＊  

＊  
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5. 機能維持評価 

 電気的機能維持評価方法 

第一ガスタービン発電機用制御盤の電気的機能維持評価について以下に示す。 

なお，機能維持評価用加速度はⅤ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設

定する。 

第一ガスタービン発電機用制御盤の確認は，Ⅴ-2-10-1-2-2-1「第一ガスタービン発

電機の耐震性についての計算書」の「4. 加振試験」で得られた加振台の最大加速度で

ある機能確認済加速度と第一ガスタービン発電機基礎の最大加速度である設計用最大

応答加速度Ⅰを機能維持評価用加速度として比較することで実施する。 

機能確認済加速度を表 5－1 に示す。 

 

表 5－1 機能確認済加速度          (×9.8m/s2) 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

制御盤 
水平 

鉛直 

ガバナ盤 
水平 

鉛直 
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6. 評価結果 

 重大事故等対処設備としての評価結果 

第一ガスタービン発電機用制御盤の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価

結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構

造強度及び電気的機能を有している事を確認した。 

 

 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【第一ガスタービン発電機(制御盤)の耐震性についての計算結果】 

 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

1.1.1 制御盤 

機器名称 設備分類 

据付場所 

及び床面高さ 

(m) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

(m/s2) 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計用加速度 

(長辺方向) 

鉛直方向 

設計用加速度 

制御盤 
常設耐震／防止 

常設／緩和 

7 号機タービン建屋南側の屋外 

T.M.S.L.12.2 * 
― ― 40 

                          注記＊：基準床レベルを示す。 

 

1.1.2 ガバナ盤 

機器名称 設備分類 

据付場所 

及び床面高さ 

(m) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

(m/s2) 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計用加速度 

(長辺方向) 

鉛直方向 

設計用加速度 

ガバナ盤 
常設耐震／防止 

常設／緩和 

7 号機タービン建屋南側の屋外 

T.M.S.L.12.2 * 
― ― 40 

                          注記＊：基準床レベルを示す。 
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1.2 機器要目 

1.2.1 制御盤 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 

(i＝2) 

 

部材 
ℓ１ｉ

* 

(mm) 

ℓ２ｉ
* 

(mm) 
ｎｆｉ

* 
Ｆｉ

⚹ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

(i＝2) 
― 長辺方向 

  注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

 

 

1.2.2 ガバナ盤 

部材 
ｍＧｉ 

(kg) 

ｈＧｉ 

(mm) 

ｄＧｉ 

(mm) 

ＡＧｂｉ 

(mm2) 
ｎＧｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 

(i＝2) 

 

部材 
ℓＧ１ｉ

* 

(mm) 

ℓＧ２ｉ
* 

(mm) 
ｎＧｆｉ

* 
Ｆｉ

⚹ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

(i＝2) 
― 短辺方向 

  注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
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1.3 計算数値 

ボルトに作用する力 

1.3.1 制御盤                                          (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

(i＝2) 
― 1.711×104 ― 7.863×104 

 

1.3.2 ガバナ盤                                         (単位：N) 

部材 

ＦＧｂｉ ＱＧｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

(i＝2) 
― 9.805×103 ― 5.095×103 

 

1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力 

(1) 制御盤                                                                    (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

(i＝2) 

引張り ― ―     σｂ２＝152     

せん断 ― ―     τｂ２＝ 58     

 すべて許容応力以下である。                                     注記＊：ƒｔｓｉ=Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ] 

 

(2) ガバナ盤                                                                   (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

(i＝2) 

引張り ― ―     σＧｂ２＝196     

せん断 ― ―     τＧｂ２＝ 26     

 すべて許容応力以下である。                                     注記＊：ƒｔｓｉ=Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τＧｂｉ，ƒｔｏｉ] 
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1.4.2 電気的機能の評価結果                                    (×9.8m/s2)  

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

制御盤 
水平 0.69 

鉛直 0.71 

ガバナ盤 
水平 0.69 

鉛直 0.71 

     注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

 機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 

 

     制御盤 
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     ガバナ盤 
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